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平 成 2 5 年 ６ 月 ７ 日 （ 金 曜 日 ）

午前 10時０分開会

出 席 議 員（38名）
2番 重 松 幸次郎 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

3番 有 岡 浩 一 （愛みやざき）

4番 図 師 博 規 （ 同 ）

5番 西 村 賢 （ 同 ）

6番 黒 木 正 一 （自由民主党）

7番 内 村 仁 子 （ 同 ）

8番 岩 下 斌 彦 （ 同 ）

9番 後 藤 哲 朗 （ 同 ）

10番 右 松 隆 央 （ 同 ）

11番 二 見 康 之 （ 同 ）

12番 清 山 知 憲 （ 同 ）

13番 福 田 作 弥 （ 同 ）

14番 渡 辺 創 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

15番 田 口 雄 二 （ 同 ）

16番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

17番 太 田 清 海 （社会民主党宮崎県議団）

18番 髙 橋 透 （ 同 ）

19番 星 原 透 （自由民主党）

20番 蓬 原 正 三 （ 同 ）

21番 井 本 英 雄 （ 同 ）

22番 中 野 一 則 （ 同 ）

23番 中 野 廣 明 （ 同 ）

24番 横 田 照 夫 （ 同 ）

25番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

26番 山 下 博 三 （ 同 ）

27番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

28番 徳 重 忠 夫 （無 所 属 ク ラ ブ）

29番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

30番 新 見 昌 安 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

31番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

32番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

33番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

34番 押 川 修一郎 （ 同 ）

35番 宮 原 義 久 （ 同 ）

36番 外 山 三 博 （ 同 ）

37番 坂 口 博 美 （ 同 ）

38番 中 村 幸 一 （ 同 ）

39番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 土 持 正 弘

総 務 部 長 四 本 孝

危 機 管 理 統 括 監 橋 本 憲次郎

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

商工観光労働部長 茂 雄 二

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

会 計 管 理 者 梅 原 誠 史

企 業 局 長 濵 砂 公 一

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

財 政 課 長 福 田 直

教 育 委 員 長 近 藤 好 子

教 育 長 飛 田 洋

公 安 委 員 長 山 﨑 殖 章

警 察 本 部 長 白 川 靖 浩

代 表 監 査 委 員 宮 本 尊

人 事 委 員 長 村 社 秀 継

事務局職員出席者

事 務 局 長 田 原 新 一

事務局次長兼総務課長 山 内 武 則

議 事 課 長 福 嶋 幸 徳

政 策 調 査 課 長 佐 野 詔 藏

議 事 課 長 補 佐 内 野 浩一朗

議 事 担 当 主 幹 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 任 主 事 川 崎 一 臣
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◎ 開 会

これより平成25年６月定例県○福田作弥議長

議会を開会いたします。

ただいまの出席議員全員、38名であります。

定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。

◎ 会議録署名議員指名

会議録署名議員に、井本英雄○福田作弥議長

議員、重松幸次郎議員を指名いたします。

◎ 議会運営委員長審査結果報告

まず、今期定例会の会期日程○福田作弥議長

に係る議会運営委員長の審査結果報告を求めま

す。議会運営委員会、中野明委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○中野明議員

閉会中の去る５月31日及び本日の議会運営委

員会において、本日招集されました平成25年６

月定例県議会の会期日程等について協議をいた

しました。

今期定例会に提案されます知事提出議案は合

計14件、その内訳は、補正予算１件、条例10

件、予算・条例以外２件、報告承認１件であり

ます。このほか６件の報告があります。また、

さらに、条例が追加提案される予定でありま

す。

これら提出議案の内容等を踏まえ、当委員会

において慎重に審査をいたしました結果、会期

については、本日から６月25日までの19日間と

することに決定いたしました。

なお、会議日程は、お手元に配付されており

ます日程表のとおりであります。

今期定例会は、６月12日から５日間の日程で

一般質問を行います。質問人数は合計18名以内

とし、質問順序は、10日が締め切りとなってお

ります通告書の提出を待って決定いたします。

質問時間は１人30分以内といたします。

一般質問終了の後、人事案件の採決を行った

上で、その他の議案・請願について、所管常任

委員会への付託を行います。６月19日、20日の

２日間で各常任委員会を開催していただき、６

月25日の最終日に、付託された議案・請願の審

査結果報告及び採決をいたします。

なお、議員から提出される議案の取り扱い及

び特別委員会については、日程表に記載のとお

りであります。

議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いいた

します。

以上で当委員会の報告を終わります。〔降

壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○福田作弥議長

りました。

質疑の通告はありません。

◎ 会期決定

会期についてお諮りいたしま○福田作弥議長

す。

今期定例会の会期は、ただいまの議会運営委

員長の報告のとおり、本日より６月25日まで

の19日間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○福田作弥議長

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

◎ 議案第１号から第13号まで並びに報告

第１号上程

平成25年６月７日(金)
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平成25年６月７日(金)

次に、お手元に配付のとお○福田作弥議長

り、知事より、議案第１号から第13号まで並び

に報告第１号の各号議案の送付を受けましたの

で、これらを一括上程いたします。〔巻末参

照〕

◎ 知事提案理由説明

ここで、知事に提案理由の説○福田作弥議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。平成25年６月定例県議会の開会に当た

りまして、ただいま提案いたしました議案の御

説明に先立ち、県政に関しまして５点ほど御報

告をさせていただきます。

１点目は、置県130年記念式典についてであり

ます。

明治16年に宮崎県が再配置されてから、本年

は130年の節目の年に当たりますことから、去る

６月１日に記念式典を開催したところでありま

す。当日は、福田議長を初め多数の議員の皆様

にも御出席をいただき、心より感謝を申し上げ

ます。

この式典を通して、川越進翁を初めとする幾

多の先人たちにより築き上げられた本県の歴史

や財産を、感謝の思いとともに未来につないで

いくことが、今を生きる私たちの責務であると

いうことを改めて実感いたしました。今後と

も、この思いを県民の皆様と共有しながら、希

望に満ちた県づくりに全力で取り組んでまいり

ますので、なお一層の御理解と御支援をお願い

申し上げます。

２点目は、口蹄疫埋却地の再生整備について

であります。

口蹄疫埋却地につきましては、その活用を図

ることが大きな課題となっております。家畜伝

染病予防法に基づく３年間の発掘禁止期間が経

過する今年度から、順次再生整備を行うことと

しております。去る５月７日には、江藤農林水

産副大臣や県関係国会議員を初め、多数の県議

会議員の皆様の御出席もいただき、再生整備に

向けた起工式をとり行ったところであります。

今後、土地所有者の意向を十分に踏まえなが

ら、順次、口蹄疫埋却地の計画的かつ円滑な再

生整備を進め、真の意味での口蹄疫からの再生

・復興を図ってまいりたいと考えております。

３点目は、鳥インフルエンザに係る防疫対策

についてであります。

先般、鳥インフルエンザのモニタリング検査

において、川南町内の養鶏農場でＨ５型の抗原

に反応する抗体が確認されたところでありま

す。現在、防疫指針に基づき、当該農場につい

て監視プログラムによる検査等を実施しており

ますが、その検査結果を踏まえ、迅速に必要な

対応を図りますとともに、引き続き、県下全域

での防疫対策に万全を講じてまいりたいと考え

ております。

４点目は、香港事務所の設置等についてであ

ります。

今年度の特別重点施策の一つとして、「アジ

ア市場の開拓」を掲げているところでありま

す。その中でも特に重要な取り組みとして、日

本産農産物の最大の輸出先である香港への輸出

を促進するため、県香港事務所を設置すること

としております。これまで設置に向けた準備を

進めてまいりましたが、今般、法人登記、現地

スタッフの雇用など必要な手続等が終了したこ

とから、６月13日に香港事務所を開設し、活動

を開始することとなりました。また８月には、

私を団長とする官民一体となった香港訪問団を

結成し、オールみやざきの体制により、観光、
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物産等のプロモーションを行うこととしており

ます。今後、拠点となる香港事務所を十分に活

用しながら、成長著しいアジアの活力を取り込

むため、農産物や加工食品の輸出促進、観光誘

客など、アジア市場の開拓に積極的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

５点目は、本県の道路整備についてでありま

す。

先月成立しました国の平成25年度予算におき

まして、都城志布志道路の唯一の未事業化区間

となっておりました金御岳工区の新規事業化が

認められ、また同時に、九州中央自動車道の蘇

陽―高千穂間が、「計画段階評価を進めるため

の調査」の対象区間に選定をされました。両路

線は、地域経済の活性化や災害時の防災対策等

において極めて重要であります。国土交通省

や、これまで力強く応援いただきました県民の

皆様を初め、県議会、沿線自治体、関係団体の

皆様に対し、深く感謝を申し上げます。今後と

も、東九州道の日南、串間に至る県南ルート及

び九州中央自動車道の未事業化区間の早期事業

化や、事業中区間の早期供用など、県内道路網

の早期整備に向けて全力で取り組んでまいりた

いと考えております。

それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

初めに、議案第１号「一般会計補正予算案」

についてであります。

補正額は55億7,601万3,000円であります。歳

入財源は、国庫支出金３億4,686万4,000円、財

産収入８万円、繰入金52億2,906万9,000円であ

ります。この結果、一般会計の歳入歳出予算規

模は5,716億7,601万3,000円となります。

以下、その主なものについて御説明いたしま

す。

まず、障がい福祉サービス事業所施設整備事

業でありますが、災害時における障がい者等の

避難場所を確保するため、障害福祉サービス事

業所の避難スペース整備に対し助成を行うもの

であります。

次に、保育士等処遇改善臨時特例事業につい

てでありますが、保育士の確保を図るため、保

育士の処遇改善に要する費用を私立保育所に交

付するものであります。

最後に、森林整備加速化・林業再生事業につ

いてでありますが、効率的な国産材生産体制の

確立を図るため、森林整備加速化・林業再生基

金を活用し、素材生産・木材加工施設や木質バ

イオマス利用施設の整備等に対し助成を行うも

のであります。

次に、予算以外の議案について御説明いたし

ます。

議案第４号「宮崎県特別職報酬等審議会条例

の一部を改正する条例」は、宮崎県特別職報酬

等審議会に対する諮問事項に、知事及び副知事

の退職手当の支給基準を追加するため、所要の

改正を行うものであります。

議案第５号から議案第10号までは、いずれも

基金条例の一部を改正する条例でありますが、

それぞれの基金事業の実施期限が延長されたこ

とから、所要の改正を行うものであります。

議案第13号「公安委員会委員の任命の同意」

につきましては、公安委員会委員、山﨑殖章氏

が平成25年７月31日をもって任期満了となりま

すので、その後任委員として、同じく山﨑殖章

氏を任命いたしたく、警察法第39条第１項の規

定により、県議会の同意を求めるものでありま

す。

このほか、議案第２号「宮崎県税条例の一部

を改正する条例」外３件でありますが、説明は
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省略させていただきます。

次に、報告第１号は、県税の増収及び地方交

付税の確定並びに退職手当の確定等に伴う、平

成24年度一般会計補正予算（第６号）の専決報

告であります。

補正額は10億9,439万円で、歳出予算の主な内

容は、退職手当の減額15億5,546万円余、公債費

等の減額１億2,190万円、県債管理基金への積立

金27億5,567万円余であります。この結果、平

成24年度の一般会計歳入歳出の規模は6,037

億128万4,000円となります。この専決につきま

しては、時間的制約から専決を余儀なくされた

ものであります。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願いいたします。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○福田作弥議長

あすからの日程をお知らせいたします。

あす８日から11日までは、議案調査等のため

本会議を休会いたします。

次の本会議は、12日午前10時開会、一般質問

であります。

本日はこれで散会いたします。

午前10時14分散会

平成25年６月７日(金)



６月12日（水）



平 成 2 5 年 ６ 月 1 2 日 （ 水 曜 日 ）

午前 10時０分開議

出 席 議 員（38名）
2番 重 松 幸次郎 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

3番 有 岡 浩 一 （愛みやざき）

4番 図 師 博 規 （ 同 ）

5番 西 村 賢 （ 同 ）

6番 黒 木 正 一 （自由民主党）

7番 内 村 仁 子 （ 同 ）

8番 岩 下 斌 彦 （ 同 ）

9番 後 藤 哲 朗 （ 同 ）

10番 右 松 隆 央 （ 同 ）

11番 二 見 康 之 （ 同 ）

12番 清 山 知 憲 （ 同 ）

13番 福 田 作 弥 （ 同 ）

14番 渡 辺 創 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

15番 田 口 雄 二 （ 同 ）

16番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

17番 太 田 清 海 （社会民主党宮崎県議団）

18番 髙 橋 透 （ 同 ）

19番 星 原 透 （自由民主党）

20番 蓬 原 正 三 （ 同 ）

21番 井 本 英 雄 （ 同 ）

22番 中 野 一 則 （ 同 ）

23番 中 野 廣 明 （ 同 ）

24番 横 田 照 夫 （ 同 ）

25番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

26番 山 下 博 三 （ 同 ）

27番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

28番 徳 重 忠 夫 （無 所 属 ク ラ ブ）

29番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

30番 新 見 昌 安 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

31番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

32番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

33番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

34番 押 川 修一郎 （ 同 ）

35番 宮 原 義 久 （ 同 ）

36番 外 山 三 博 （ 同 ）

37番 坂 口 博 美 （ 同 ）

38番 中 村 幸 一 （ 同 ）

39番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 土 持 正 弘

総 務 部 長 四 本 孝

危 機 管 理 統 括 監 橋 本 憲次郎

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

商工観光労働部長 茂 雄 二

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

会 計 管 理 者 梅 原 誠 史

企 業 局 長 濵 砂 公 一

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

財 政 課 長 福 田 直

教 育 委 員 長 近 藤 好 子

教 育 長 飛 田 洋

警 察 本 部 長 白 川 靖 浩

代 表 監 査 委 員 宮 本 尊

人事委員会事務局長 内枦保 博 秋

事務局職員出席者

事 務 局 長 田 原 新 一

事務局次長兼総務課長 山 内 武 則

議 事 課 長 福 嶋 幸 徳

政 策 調 査 課 長 佐 野 詔 藏

議 事 課 長 補 佐 内 野 浩一朗

議 事 担 当 主 幹 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 任 主 事 川 崎 一 臣
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◎ 議案第14号追加上程

ただいまの出席議員38名。定○福田作弥議長

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は一般質問でありますが、お手元

に配付のとおり、知事より議案第14号の送付を

受けましたので、これを日程に追加し、議題と

することに御異議ありませんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○福田作弥議長

ように決定いたしました。

◎ 知事提案理由説明

ここで、知事に提案理由の説○福田作弥議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。ただいま提案いたしました議案の御説

明に先立ち、１点御報告をさせていただきま

す。

かねてより、都城市、国富町、門川町の県内

３カ所への設置を申請しておりましたスマート

インターチェンジにつきまして、昨日、国土交

通大臣から連結許可をいただきました。

スマートインターチェンジにつきましては、

地域経済の活性化や防災対策等において大変重

要な施設であり、これまで関係市町とともに早

期整備に向けて取り組んできたものでありま

す。国土交通省はもとより、力強く応援をいた

だきました県民の皆様を初め、県議会、関係団

体等に対し深く感謝を申し上げます。

それでは、提案いたしました議案第14号につ

いて御説明申し上げます。

議案第14号は、一般職及び特別職の給料につ

いて減額措置を講じるため、知事等の給与の特

例に関する条例の一部を改正するものでありま

す。

これは、ことし１月に国から、地方公務員の

給与について国家公務員の給与減額措置に準じ

て必要な措置を講ずるよう要請があったこと、

さらには、極めて厳しい本県の財政状況や、他

の地方公共団体においても、職員の給与につい

て減額措置を講じるという動きがあることなど

を総合的に勘案し、本県においても、減額措置

はやむを得ないと判断したものであります。

よろしく御審議のほどお願いいたします。

〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○福田作弥議長

◎ 一般質問

それでは、ただいまから一般○福田作弥議長

質問に入ります。

質問についての取り扱いは、お手元に配付の

一般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末

参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、鳥飼謙二議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○鳥飼謙二議員

ざいます。きょうから一般質問で、私は思い起

こしてみますと、20数年になりますけれども、

一般質問の冒頭で１番目というのは恐らく２回

目かなと。それほどくじを引くのにくじ運がな

かったと思いますが、きょうは１番バッターで

やらせていただきたいと思います。

まず、知事の政治姿勢についてお尋ねをいた

します。

主権回復式典参加についてお尋ねいたしま

す。安倍政権は、サンフランシスコ条約が発効

した４月28日に合わせ、「主権回復・国際社会

復帰を記念する式典」を開催し、衆参両院議長

平成25年６月12日(水)
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や最高裁長官、国会議員、都道府県知事など

約390人が出席をしたというふうに聞いておりま

す。河野知事は、天皇も出席される式典だとし

て式典に出席をされたようでございます。御承

知のように、同条約では、南西諸島や小笠原諸

島はアメリカの信託統治とされまして、沖縄県

民等は長く米軍統治下に置かれ、苦難の生活を

強いられてまいりました。ですから、沖縄県で

はこの日を「屈辱の日」と呼んでいるそうでご

ざいます。国民を分断するとして、私どもはこ

の式典に反対をし、知事にも参加をしないよう

にというふうな申し入れもしてまいったところ

でございますが、知事はどのような思いでこの

式典に参加をしたのかお尋ねしまして、後は質

問者席で質問したいと思います。（拍手）〔降

壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

主権回復記念式典についてであります。この

式典は、天皇皇后両陛下の御臨席のもと、政府

の主催により、我が国の主権回復と国際社会復

帰60年の節目を記念し、国際社会の平和と繁栄

への貢献の意義を確認するとともに、我が国の

未来を切り開いていく決意を確固とするために

開催されたものであります。

また、この式典は、奄美、小笠原、そして沖

縄が戦後長きにわたり、我が国の施政権の外に

置かれたという苦難の歴史や、今なお沖縄の方

々が抱える基地負担の軽減などに思いをはせる

機会ともされました。また、そのように安倍総

理も挨拶の中でお話をされたところでございま

す。

私としましては、この式典が祝賀行事、いわ

ゆるお祝いという趣旨のものではなく、歴史を

ありのままに受け入れて、我が国の今後のあり

方を考えるという、その趣旨に賛同し、参加を

したものであります。以上であります。〔降

壇〕

各都道府県知事を見てみます○鳥飼謙二議員

と、出席をされていない方もかなりおられて、

大阪府では東京事務所長代理というんですか、

この方が出席をしているというようなこともご

ざいます。副知事は大分県など11県、それから

東京事務所長は青森県など10府県ということ

で、21府県、半数近くは知事が出席をしていな

いというようなこともあるわけです。

いろんな思いがありますし、サンフランシス

コ条約、この体制が日本の戦後体制をつくって

きたと言っても過言ではないわけですけれど

も、それに伴って旧安保条約が署名をされる。

そして、日米行政協定が翌年の２月、外務省の

庁舎で、「ひっそりと」というような書き方が

されていますが、調印をされているという状況

があるわけです。このような各都道府県の状況

もありますし、この条約発効の日というのがさ

まざまな矛盾を戦後生んできたということを考

えれば、これらの県と同じような対応がとれた

のではないかというふうに思うわけでございま

すので、再度お尋ねいたします。

他県の参加状況につい○知事（河野俊嗣君）

ては、それぞれの県のいろんな御都合、御事情

があったのかというふうに受けとめておるとこ

ろでございますが、私としましては、先ほど答

弁をさせていただきましたような、この式典の

趣旨や内容、そして当日の私の行事予定等を勘

案して、私みずからが出席をしたところでござ

います。

余り答弁にはなっていないよ○鳥飼謙二議員

うな感じがしているんですけれども、いいとい

うことじゃないんですが、異議ありなんですけ
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れども、これ以上は 時間の関係で次に移ら─

せていただきます。

先ほど申し上げたように、サンフランシスコ

条約体制というのは、旧安保条約、日米行政協

定、今日につながる日米地位協定 在日米軍─

の地位協定というのが正しいんでしょうけれど

も、そういうものにつながって、在日米軍の全

土基地化というのがその中では図られていると

いうふうに思っているわけです。多くの国民の

反対を押し切って、オスプレイの配備とか低空

飛行訓練が行われているわけで、こういう状況

がある一方で、安倍総理が誕生して、河野談話

とか村山談話の見直しに意欲を示したという状

況です。そして、戦後レジームからの脱却と称

して、靖国神社参拝に意欲を見せている。そし

て、麻生副総理などの閣僚が参拝をしたという

ことで、中国、韓国の抗議がありまして、安倍

総理は、我が閣僚はどんなおどかしにも屈しな

いという威勢のいいことを言われました。しか

し、アメリカからたしなめられて、歴史認識で

日本は孤立するよと、そういう状況があったと

いうふうに思います。結果として日韓の外相会

談が中止になるというようなことで、従軍慰安

婦問題についても、狭義の強制はなかったと

か、侵略の定義は学問的にも国際的にも定まっ

ていないとか、そんなことをおっしゃって、い

ろんな関係国の反発を招いてきたということが

状況としてあると思います。そういう状況の中

で、憲法改正を主張しております日本維新の会

共同代表の大阪の橋下市長が、従軍慰安婦は必

要だったとか、米軍の風俗業活用発言というの

をなされたわけでございますが、知事はこの発

言についてどのように感じておられるのか、お

尋ねします。

今回の橋下代表の発言○知事（河野俊嗣君）

は、さまざまなお考えなり思惑なり、いろいろ

あるわけでありますし、その発言の中について

はさまざまな課題、ポイントというものがあろ

うかというふうに思っております。一概に見解

を述べることは難しいわけでございますが、た

だ、今いろいろ御指摘があった中での外交関係

ということを考えた場合に、やはり大局的な観

点、大局的な立場に立ち、我が国の国益を考え

て、また外国との関係はどうあるべきか、そう

いう視点に立った慎重な発言が必要ではなかっ

たかという思いを強くいたしております。

慎重な御答弁だなというふう○鳥飼謙二議員

に思います。知事の政治姿勢についてはこれで

終わりますけれども、知事はやはり宮崎県の知

事ですから、地方自治体の長としての認識を

持ったいろんな見解を出すということも非常に

大事なことですから もう一回聞くことがあ―

るんですかね お願いをしておきたいと思い―

ます。

それでは、本日提案された知事ほか職員の給

与を引き下げる議案第14号は、政府が当然交付

される地方交付税を減額した結果として、この

ような措置をとらざるを得ないというようなこ

とでお聞きいたしております。私どもは、減額

は地方交付税法に違反をするのではないかとい

うふうに思いますので、県の立場を総務部長に

お尋ねします。

地方交付税は、国○総務部長（四本 孝君）

税５税の一定割合が地方団体に法律上当然帰属

するという意味において、地方の固有財源とし

ての性格を有するものでありますが、今回の削

減は国税５税分ではなく、特例加算分の減額に

よるものでありまして、その点では違法とまで

は言えないのではないかと考えております。

しかしながら、地方交付税は使途の定めのな
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い一般財源であり、国がその使途を制限すべき

ものではないことから、今回、国が特定の政策

目的を達成するための手段として、地方との十

分な協議を経ないまま一方的に削減したことに

ついては、適当ではないのではないかと考えて

おります。

特例の分だから違反ではない○鳥飼謙二議員

というような見解なんですけれども、やはり地

方財政計画が定められて不足をするということ

であれば、交付税に定められた比率を変更すべ

きなんです。これをサボっているから特例加算

というようなことでごまかしてきている。そこ

をカットするわけですから、そこはやっぱり

しっかり抗議をしていかなくちゃならないなと

いうふうに思うわけでございます。

そこで、内田副知事も就任されましたので、

副知事にも出番をひとつお願いしたいと思いま

すが、スマートインターチェンジが許可された

ということで、副知事も大分頑張っていただい

たんじゃないかと。ようございました。これか

らも県勢発展に向けて御尽力をいただきたいと

思います。そこで、今回の交付税の減額措置に

ついてどういうふうに思っておられるのかとい

うことと、地方自治についての副知事の見解を

お尋ねしたいと思います。

今回、国は、東日本○副知事（内田欽也君）

大震災を契機といたしました防災・減災対策、

あるいは地域経済の活性化を図る財源として、

地方公務員の給与についても国に準じた減額措

置を行うように要請を行い、あわせて地方交付

税について給与費相当分の削減を行ったところ

でございます。

一方、地方公務員の給与は、地方公務員法の

趣旨に基づきまして、生計費、あるいは国及び

他の地方公共団体、民間事業者等の給与を踏ま

えながら、各団体の責任において自主的に決定

するということにされているわけでございま

す。したがいまして、私としては、今回国がこ

のような要請を行う場合には、やはり少なくと

も国と地方との協議を十分に行うなど、地方の

声にも十分耳を傾けながら、もう少し慎重に進

めていく必要があったのではないかなというふ

うに考えているところでございます。

また、地方自治についてのお問い合わせでご

ざいますけれども、我が国において、まず自治

を進めていただいている、あるいは行政を進め

ていただいている一番の大もとというのは、そ

れぞれ住民に身近な自治体であると思っており

ますので、まず地方自治がしっかりと確立をし

ていくということが、これからますます必要に

なってくるのではないかなと思っているところ

でございます。以上でございます。

ありがとうございました。来○鳥飼謙二議員

年度以降、政府がもう一回やらないとも限らな

い。内田副知事が言われたように、減額の場合

は地方の意見を聞きなさいというのが交付税法

の中にあります。意見を聞いていないから、そ

ういう意味では交付税法違反でもあるわけです

けれども、今後、こういうことが繰り返されな

いとも限らないわけですが、どういうふうに対

応していくのかという知事の決意をお伺いした

いと思います。

今回提案をさせていた○知事（河野俊嗣君）

だいております給与削減につきましては、先ほ

ども御説明申し上げましたとおり、閣議決定に

基づく国からの要請があり、また現実に国の予

算で地方交付税も削減されておりますことか

ら、県の厳しい財政状況等を踏まえて苦渋の決

断をしたところであります。

これまで、本県を初めとする地方というもの
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は、国に先駆けて職員数の削減など行財政改革

に取り組んでまいりました。地方公務員の給与

は地方が自主的に決定をすべきものであると、

法律でもルールが定めてあるところでございま

すし、地方交付税というものが使途の定めのな

い一般財源であることなどにつきまして、全国

知事会を通じて訴えてまいりました。国と地方

の協議の場などでも、いろんな議論がなされた

ところでございます。ただ、地方との十分な協

議を経ないまま行われた今回の国の対応という

ものは、極めて残念に思っておるところでござ

います。

したがいまして、今回のような一方的な措置

というものが二度と行われることのないよう、

改めて国に対し強く要望を行ってまいりますと

ともに、議員から先ほど御指摘がございまし

た、地方交付税の地方の固有財源としての性格

を高めるために、国税５税の交付税率の引き上

げについても、これも長年要望しておるところ

でございますが、改めて強く要望してまいりた

いと考えております。

県職員の皆さん方もそうです○鳥飼謙二議員

けれども、意欲の問題にかかわるということ、

それともう一つは、県の職員の給与に準拠して

いる民間の人たちに対する影響もたくさん出て

くるのではないかというふうに思うんです。そ

うすると、今から頑張ろうということで、フー

ドビジネスとか、口蹄疫からの復興で畜産再生

ということで頑張っていこうとしている出鼻を

くじいていくことになるんじゃないかというこ

とがありますので、ぜひしっかり頑張っていた

だきたいと思います。

次に参りたいと思います。宮崎病院の精神医

療センターについて何点かお尋ねいたします。

同センターは、単科の精神病院でありました

県立富養園を廃止しまして、急性期治療、難治

性疾患治療、身体合併症治療、高次救急医療、

そして精神病的障がいや発達障がいを抱えた児

童思春期治療など、民間病院では対応困難な５

つの機能を持った宮崎病院の精神医療センター

として平成21年にスタートしたわけでございま

す。５年目を迎えて、高度医療、政策医療はど

のように実現をされているのか、精神医療セン

ターの現状について病院局長にお尋ねをいたし

ます。

精神医療センター○病院局長（渡邊亮一君）

でございますが、現在、医師８名の体制で診療

行為に当たっておりまして、病床数は、精神

科32床、子どものこころの診療科10床となって

おります。平成24年度の延べ患者数は、外来が

１万2,703名、入院が１万1,203名でありまし

て、そのうち児童の患者数は外来が3,043名、入

院が809名となっております。

当センターでは、急性期治療を初めとしまし

て、民間病院では対応が難しい患者に対して医

療の提供を行っているところでございますが、

そのうち救急医療については、民間病院の後方

支援病院として毎年200名を超える救急患者を受

け入れており、また平成22年度からは総合病院

の中にある精神診療科としまして、「精神科救

急・合併症入院料」の施設基準を取得し、急性

期の集中的治療を要する身体合併症患者の治療

にも当たっており、24年度は78名の新規患者を

受け入れております。

このように、精神医療センターでは、他の医

療機関等との連携を図りながら、県内精神科医

療における全県レベルの中核病院としての医療

機能の向上に努めているところでございます。

民間精神病院にも行ってまい○鳥飼謙二議員

りましたけれども、よく頑張ってもらっていま
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すというような評価をいただいて、私もほっと

したところでございます。ただ、問題点がそれ

ぞれございますので、お尋ねをしたいと思いま

すが、当初、計画段階では３階建てであったも

のが２階になって、ワンフロアで、ナースセン

ターが真ん中で児童と成人を区切るというふう

な、全国では非常に特異な状況で実施されてい

るわけでございますけれども、診療機能を充実

するために、施設の拡充なり改修なりが必要で

はないかなというふうに思います。後で中身の

ことを申し上げますけれども、そのあたりにつ

いてのお考えをお聞きしたいと思います。

精神医療センター○病院局長（渡邊亮一君）

は平成21年４月に開所しておりますが、当セン

ターの建設に際しましては、県内外の有識者の

御意見もお聞きしながら、病院の医療スタッフ

等との協議も重ね、さらには県立病院の経営状

況も含めて総合的に判断し、整備したものでご

ざいます。

しかしながら、オープンして４年を経過して

おります。実際に医療を提供していく中でさま

ざまな課題が出てきていることも認識しており

ます。県立病院の施設整備に当たりましては、

その時々の医療ニーズに的確に対応できるよう

改善に努めているところでございますが、当セ

ンターにつきましても、医療機能の充実や患者

サービスの向上を最優先に考え、現場スタッフ

の意見や経営の状況も十分踏まえながら、必要

な改善を検討してまいりたいというふうに考え

ております。

そこで、ハード面、ソフト面○鳥飼謙二議員

について申し上げたいというふうに思います。

ハード面では、例えば成人隔離室のシャワー室

があるんですけれども、非常に狭過ぎて介助で

きるスペースがないとか、ハイケアユニットの

床がコンクリートで、転倒した際に大けがをす

るなり、そういうふうなおそれがあるとか。本

会議で申し上げて恐縮なんですけれども、風呂

にすき間風が入ってきて冬は寒くてとか、そん

なこともあったりするわけです。それから、ル

ーバー、目隠しなんですけれども、オープン当

初は真っ白できれいだったんです。ところが、

今、コケが生えて、私も行ったんですけれど

も、入院したくないなと思いました。非常にプ

レッシャーが 外が見えないんです。住民と―

の関係もあるかと思うんですけれども、こうい

うのを撤去とか、いろんなハード面での問題が

あると思いますけれども、個別にはお答えしに

くいかと思いますが、その対策についてお尋ね

したいと思います。

先ほども申し上げ○病院局長（渡邊亮一君）

ましたとおり、オープンから４年を経過してお

りまして、実際に医療を提供していく中で、施

設設備のハード面に課題が生じていることは十

分承知しております。御指摘のありましたシャ

ワー室等の問題につきましては、私も現場を見

まして確認しております。日々の医療行為に支

障がないよう、また患者サービスの向上につな

がるよう、現場スタッフの意見も十分聞きなが

ら、随時改修を行っていきたいと思っていま

す。

次に、ソフト面についてお尋○鳥飼謙二議員

ねをしますが、医師、看護師が充足をされてい

るのかどうかというのもございます。正規の医

師が６名、兼務の医師が１名、レジデントが１

名ということで、通常７名おられるようです

が、その中で精神保健指定医は６名というふう

にお聞きをいたしておりまして、児童精神科医

は２名ですね。非常に数が少ないわけですか

ら、特に児童精神科医は確保が困難ではあるわ
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けですが、思春期医療に取り組むということで

始めたわけですから、ぜひその辺の対応もお願

いしたいと思います。

それと看護師さんの夜勤は、先ほど申し上げ

ましたようなワンフロアで真ん中でということ

ですから、両方に目配りして 最後の救急を─

どうするか、受け入れ先がないと、どうしても

あそこで受け入れざるを得ないわけです。です

から、そういうところで、男性看護師２名、女

性看護師１名というようなことで夜勤が組まれ

てきたわけですけれども、これがなかなか困難

な状況になっているなどのソフト面の問題もあ

るようでございますので、この対応についてお

尋ねしたいと思います。

精神医療センター○病院局長（渡邊亮一君）

の病棟での看護師数でございますけれども、現

在、男性13名、女性10名及び男性の臨時職員１

名の合計24名体制となっております。

お尋ねのありましたセンターでの夜勤につき

ましては、男性２名、女性１名の合計３名体制

が確保できておりますが、男性看護師の夜勤回

数が女性看護師と比べると多くなっている状況

もあります。夜勤体制を含め、センターにおけ

る男性看護師の必要性は十分認識しているとこ

ろでございまして、県立宮崎病院内での男性看

護師は26名、全体の6.2％と少ない状況にありま

す。また、病院内の他の診療科においても男性

看護師の必要性が高まっております。このよう

な状況を踏まえまして、今後とも、男性看護師

の確保や病院内での適切な配置に努めてまいり

たいと考えております。

現場との意見交換というか、○鳥飼謙二議員

それがちょっと不十分な感じもしますので、ぜ

ひ意見を聞いていただきたいと思います。セン

ター長にもお会いしたんですけれども、ちょっ

と疲れておられるなというような感じもしまし

た。いろんな要望をしても、なかなかそれが実

現しないということで、そんな思いも持ってお

られるような感じがしましたので、ぜひお願い

をしたいと思います。

それから、２月議会で精神科救急体制に不備

があるとの指摘をしたんですが、その後、精神

医療センター、中央保健所の体制がどのように

強化をされたのか、福祉保健部長にお尋ねしま

す。

高度医療を○福祉保健部長（佐藤健司君）

担っております県立宮崎病院精神医療センター

を支援するために、宮崎県精神科病院協会ある

いは宮崎県精神科診療所協会からの協力を得ま

して、土曜、日曜に精神保健指定医を派遣する

制度を設けておりますけれども、今年度から、

その派遣回数をこれまでの月２回から３回にふ

やしたところでございます。

また、県内の措置入院者の５割から６割程度

に対応する中央保健所につきましては、今年度

から、精神疾患のある方への緊急な対応、警察

官からの通報、あるいは措置の対応に当たる担

当保健師を増員するとともに、男性保健師の配

置により体制強化を図ったところでございま

す。

ありがとうございました。よ○鳥飼謙二議員

ろしくお願いを申し上げます。

最後になりますが、看護師の地域枠採用をよ

く決断していただいたなというふうに思うんで

すけれども、効果なり狙いなり、その辺につい

て局長の御答弁をお願いします。

地域枠の採用によ○病院局長（渡邊亮一君）

る効果でございますが、近年、県立病院の看護

師においては、夜勤などの特殊な勤務形態もあ

りまして、宮崎地区への異動希望が集中し、宮
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崎地区で家庭を持ち、子育てを行っている職員

の異動が困難となっております。

そのため、県立日南病院または延岡病院に固

定して勤務する職員を採用することで、両病院

に必要な人員、人材の確保が図られると考えて

おります。また、自分たちが支える地域の拠点

病院として愛着を持った、将来を担う人材の長

期的な確保及び育成を図ることができると考え

ております。

さらに、県南・県北地域への看護師定住を促

進することによりまして、地域振興に資すると

ともに、災害等の緊急時において、病院機能維

持のための必要な人員体制の確保を容易にする

と考えております。

ぜひ、看護体制の充実という○鳥飼謙二議員

ことで頑張っていただきたいと思います。

次に、大震災の避難者支援についてお尋ねを

いたします。

安倍政権は、原発推進にかじを切られて、朝

日新聞の６月11日号では「成長戦略に原発活

用」という これは世論調査ですが、「反─

対」が59％、「賛成」が27％となっていまし

て、やはり当然ですよねというような結果が出

ておりました。まるで何もなかったかのよう

に、このようなことでは困るなと思っているん

ですが、５月24日付の毎日新聞に「共生遮る誤

解の連鎖」というようなことで、いわき市の現

状が載っておりました。いわき市の市役所の４

カ所に、浜の方から来られている人たちに対し

て、「被災者帰れ」というような黒スプレーで

落書きがあったというようなことで、両方とも

避難者もいわき市の避難者を受け入れてい─

る人たちも原発の災害の被害者でありながら、

両方が対立しているという現状を見ると、本当

にせつない思いがいたします。罪のない彼らが

なぜいがみ合わなくてはならないのかというふ

うな思いがしたのでございますが、知事、この

新聞記事を読まれたと思いますけれども、感想

をお聞きしたいと思います。

今御指摘のありました○知事（河野俊嗣君）

この報道は、大変心痛む思いで新聞を読んだと

ころでございます。御指摘がありましたよう

に、いわき市はみずからも大震災の被災地であ

りながら、原発の避難区域など他の市町村から

の避難者も受け入れている。そういう状況の中

で、本来の人口が33万人ほどの中で、現在でも

その１割に当たる３万人が避難者として居住し

ているという状況であります。そんな状況の中

で、避難者の受け入れに関して、ごみの量の増

加でありますとか、交通渋滞、医師や住宅の不

足などの問題から、避難期間の長期化に伴って

市民感情が悪化し、今回のような事態も発生し

たのではないかということでございます。

今、やはり大事なことは、大震災発生直後に

世界が称賛したあの思いやり、助け合いの心と

いうのをいま一度思い出す必要があるのではな

いかと。もちろん、そのような落書きをしたり

というようなことは、ごく一部の方だと思いま

す。多くの皆さんは助け合って、懸命に日々暮

らしておられるというふうに思っているわけで

ございますが、やはりお互いの思いやりの気持

ちというものをいま一度思い出していただきた

いという思いがしております。本県でも多くの

避難者の方を受け入れているところでございま

す。そういった方々の日々の生活が少しでも温

かいものとなるよう、県としてもしっかりと寄

り添ってまいりたいと考えております。

本当につらい感じがいたしま○鳥飼謙二議員

す。そこで、復興の増税も行われているわけで

ございますけれども、先日、マスコミで復興予
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算流用の報道がなされました。それは、被災者

支援目的の森林整備加速化・林業再生基金とか

緊急雇用基金が被災地以外の事業に流用されて

いるという内容でございました。本県の震災等

緊急対応事業として870人を雇用したが、被災者

は１人というようなことも書いてございました

が、本県の両事業の実施状況についてお尋ねを

いたします。

震災復興予算○環境森林部長（堀野 誠君）

に係る森林整備加速化・林業再生事業につきま

しては、東日本大震災の発生により、被災地を

中心に木材の復興需要が大きくなると考えられ

たことから、復興に必要な木材を全国規模で増

産し、安定的に供給することを目的として、国

の平成23年度第３次補正予算において復興木材

安定供給等対策として全国で1,399億円が措置さ

れたものであります。

このうち本県には60億円が配分され、これを

基金に繰り入れ、平成24年度からの３カ年で、

間伐や路網の整備、高性能林業機械の導入など

の原木の安定供給対策や、木材加工施設の整備

などの加工流通対策等により、木材の安定供給

体制の基盤整備を進めているところでありま

す。県としては、国の要綱等に基づき、事業目

的に沿って適切に執行しているところであり、

震災復興対策に資するものと考えております。

国の緊急○商工観光労働部長（茂 雄二君）

雇用基金事業の一つであります震災等緊急雇用

対応事業につきましては、東日本大震災による

全国的な雇用情勢の悪化に対応するため、国の

平成23年度第３次補正予算において、被災県を

含む47都道府県に2,000億円が措置され、本県へ

は20億9,000万円が配分されております。

本事業では、被災された求職者を優先的に雇

用すること、原則として平成23年３月11日以降

に離職した方を雇用することが要件として定め

られており、平成24年度は被災者１名を含む

約930名を雇用したところであり、他のメニュー

を含む基金事業全体で雇用された被災者は34名

となっております。県といたしましては、これ

らの要件を含め、国の定めた実施要領を遵守し

ながら、適切に事業を執行しているものと考え

ております。

県としては当然のことをやっ○鳥飼謙二議員

ているということなんですけれども、やはりど

こか割り切れないものが残るというのも事実で

ありまして、予算をいかに有効に使うかという

ことではないかなというふうに思います。

そこで、本県への避難者への支援についてで

ございますが、愛知県避難者支援センターで実

施しているような支援ができないかというよう

なことで、２月議会で知事に質問をしまして、

知事は、本県での対象者をどう把握するか、ま

た支援の仕組み、枠組みがない中でどのような

支援ができるか検討するというふうに答弁をさ

れたわけでございます。

私も３月の末に、議会が終了してから愛知県

に行ってまいりました。ＮＰＯ４団体に委託を

して、情報提供とか広報活動、子供の心のケア

というのを実施しておられまして、その中にあ

るのは、将来来るであろう南海トラフ大地震に

備えて、民間のＮＰＯとの連携とか市町村との

連携を想定しながらこの事業をやっているんで

すというようなことを言っておられたのに大変

感心したわけでございます。愛知県の取り組み

についての感想と、その後検討されたことにつ

いて、知事には前回お聞きしましたので、統括

監にお尋ねします。

愛知県の○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

被災者支援センターにつきましては、震災直後
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の愛知県内への避難者数が1,000名を超えていた

という状況を踏まえて設置されたものと伺って

おります。私もホームページで確認させていた

だきましたけれども、避難者への情報提供です

とか各種相談の実施など、総合的な支援窓口と

しての機能を果たしていらっしゃるというよう

な感想を持ったところでございます。

本県の状況を鑑みますと、現在、268名の避難

者の方がいらっしゃるという状況を把握してお

りますけれども、県営住宅への無償での受け入

れ、また中山間地域における就労機会の提供、

被災県からのお知らせや、県内の団体が実施す

る避難者向けのイベント等の情報を直接お届け

することなどによりまして、本県での生活支援

に努めているところでございます。また、本県

内におきましては、避難者の方が中心となって

組織されたＮＰＯによる相互交流や支援活動も

行われているという状況でございます。

現時点で、議員御指摘のようなセンターを設

けるということまでは検討していないところで

はございますけれども、愛知県を初めとしまし

た他県の事例も参考としながら、避難者のニー

ズを踏まえた支援を息長く進めてまいりたいと

考えております。

知事の答弁のときより、がっ○鳥飼謙二議員

かりするような答弁になっていて、ちょっと

がっかりいたしましたけれども。やっぱり検討

せないかんですよね。それと、268人と言われま

したけれども、500人はいるというのは確実なん

ですから、そこら辺も私は答弁が非常に不満で

す。実態をもっと把握しないと、県が把握して

いるのはそうかもしれないけれども、民間の人

たちもそうやって頑張っているわけですから、

そこはしっかりと受けとめて、何ができるのか

先ほど冒頭、知事にいわき市の事例を聞い―

たのは、そのようなことがあるからなんです。

そこをしっかり受けとめていただきたい。これ

は危機管理局だけではなくて、県庁全体で、も

うちょっと一歩踏み込んで何かできないのかと

いうことを検討していただくようにお願いした

いと思います。

次に参ります。先日といいますか、５月の末

に、社民党県議団で県外調査をしてまいりまし

て、千葉県香取市にあります「恋する豚研究

所」というところに行ってまいりました。「恋

する豚研究所」というのは、関連法人で豚を生

産するわけなんですけれども、その生産した豚

を持ってきて、栗源協働支援センターというの

があるんですけれども、障害者自立支援法に基

づくＡ型の認定を受けて、障がい者の人たちも

含めて 障がい者は10人ぐらいなんですけれ─

ども 20人ぐらいでその肉をさばいて、肉を─

売る、ハムをつくる、ソーセージをつくるとい

うようなことをやって、２階のレストランで料

理をつくる。そして、「恋する豚研究所」が販

路を広げるというようなことをやっているわけ

です。あわせて、社会福祉法人「福祉楽団」と

いうところもやっておられまして、特別養護老

人ホームとか、いろんなものをしておられまし

た。

この中では、先ほど申し上げた精肉化部門の

栗源協働支援センター（就労継続支援Ａ型）で

は、20名の従業員のうち半数が障がい者で、現

在、平均月収が７万6,000円で、10万円が目標だ

というふうに話しておられました。今後の展開

では、お会いをした本部長の方は、「障がい者

の施設から買ってあげる、買ってもらうという

従来からの考え方では事業は成立しない。商談

では、あえて障がい者施設だと前面に出さな

い。味と品質、ブランドで勝負したい」という
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ふうなことを言っておられたわけでございま

す。そこで、本県の障がい者就労の現状につい

て、福祉保健部長にお尋ねします。

障がい者の就○福祉保健部長（佐藤健司君）

労継続支援事業所の利用状況につきましては、

平成25年３月の実績で、雇用契約を締結するＡ

型の利用者数は303人、雇用契約を締結しないＢ

型は1,717人となっております。平均工賃は、平

成24年度の速報値でございますが、月額で、Ａ

型が５万3,415円、Ｂ型で１万4,564円となって

おります。

また、障がい者の民間企業への就労状況につ

きましては、宮崎労働局の調査では、昨年６月

１日現在、法定雇用率1.8％が適用される県内企

業は612社ございますが、その実雇用率は1.96％

で全国９位、法定雇用率を達成している企業の

割合は65.2％で、全国２位となっております。

ありがとうございました。県○鳥飼謙二議員

では平成20年に、障がい者工賃倍増計画 隣―

に前任者の土持部長がおられますけれども、

そっちを見てしまって申しわけないんですけれ

ども をつくって推進を図ってこられたわけ―

ですが、この中の県の説明では、景気の低迷な

どもあり、平均工賃が２万円台後半に達する事

業所がある一方で、数千円の事業所があるな

ど、事業所間で格差が生じたとしています。ま

た、24年７月、昨年から、障がい者工賃向上計

画をつくって、平成26年度は１人当たり月額１

万7,800円を目標に取り組んでいるということで

ございました。これはＢ型事業だけということ

でございますが、倍増計画の実績、そして向上

計画による取り組み状況についてお伺いをしま

す。

平成19年度か○福祉保健部長（佐藤健司君）

ら23年度までの「工賃倍増５か年計画」の工賃

実績につきましては、計画の最終年度である23

年度の平均工賃が１万4,346円となりまして、基

準年である18年度の約１万1,000円と比べ約30％

増加しておりまして、その伸び率は全国３位と

なっております。

県におきましては、前計画の実績等を踏まえ

まして、平成24年度に新たな工賃向上計画を策

定し、工賃向上に取り組んでおります。具体的

には、経営コンサルタント等で構成いたします

工賃向上支援チームによる販路開拓等に関する

個別指導や、さらに必要があれば、商品デザイ

ンや品質管理など特定分野の専門家派遣を実施

するとともに、イベント等での共同販売などに

も取り組んでおります。

県としましては、厳しい経済状況の中ではご

ざいますが、新たな計画の目標達成に向けて、

積極的に取り組むことにより、一人でも多くの

障がい者の皆さんが働く喜びを感じることがで

きる社会づくりに努めてまいりたいと考えてお

ります。

事業をどういう事業にするの○鳥飼謙二議員

か、古い言葉で言えば授産科目といいますか、

そこが問題だということだろうと思うんです。

ぜひ、知恵を出していただいて、障がい者の方

が年金と合わせて自活できる、そのような収入

の増加に取り組んでいただきたいと思います。

それから、４月から、国や地方公共団体が優

先で障がい者就労施設等からの物品の調達を推

進しますということで、障害者優先調達推進法

が施行されたわけですが、本県の状況について

お尋ねします。

これまで県に○福祉保健部長（佐藤健司君）

おきましては、庁内各部局や市町村に対し、障

害者優先調達推進法の趣旨を周知いたしますと

ともに、県内の障がい者施設で提供できる物品
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や役務の内容をまとめた冊子を作成、配布する

など、法律の施行に向けて準備を進めてきたと

ころでございます。

今後は、同法に基づきまして、ことし４月に

閣議決定された国の基本方針を参考にしなが

ら、速やかに県の調達方針を作成いたしまし

て、障がい者施設等からの物品等の調達の推進

に取り組んでまいりたいと考えております。

そこで、知事、「恋する豚研○鳥飼謙二議員

究所」に行ってきたということで、たまたま都

心の高級スーパーの副店長さんと一緒になっ

て、彼らは購入、買いに来たわけですけれど

も、「宮崎にも宮崎牛がありますよ」と言った

ら、「ああ、そうですね。５年前に共進会で優

勝しましたね」と言われたんですよ。非常に残

念で、「去年も優勝したんですよ」ということ

を言ったんですが、関係の農政水産部の方にお

聞きしましたら、東京のほうには進出がおくれ

ていますということだったんですけれども、こ

れをどう広めていくかということで、ぜひ頑

張っていただきたいというふうに思います。

それでは次に、記紀1300年とゆかりのある地

の整備についてお尋ねをいたします。

県では昨年度から、宮崎の宝を再認識し、

「神話のふるさと」をコンセプトに、県内外へ

の情報発信と観光交流の活性化を図るとして、

記紀編さん1300年記念事業に取り組んでおられ

ますが、今後の展開、効果等についてお尋ねを

いたします。

これまでの取り組みと○知事（河野俊嗣君）

しましては、昨年来、市町村や関係団体を初

め、奈良県や島根県など記紀ゆかりの県とも協

力・連携しまして、さまざまな事業やイベント

を通じて、新たな視点から宮崎の魅力を再発見

する、またそれを県内外に発信することができ

たのではないかというふうに考えております。

ことしは、情報発信や観光ＰＲにさらに工夫

を凝らしていきたいと考えており、例えば先

日、高千穂にいらっしゃいましたが、人間国宝

の坂東玉三郎さんが主演される福岡の博多座９

月公演「アマテラス」を活用した本県のＰＲで

ありますとか、またカンヌ国際映画祭で審査委

員を務められた映画監督の河瀬直美さんによる

プロモーション映像の制作、発信を行っていく

ことにもしております。また、今週末には古事

記学会が本県で開催されることになっておりま

して、さまざまな研究発表、またゆかりの地を

めぐる専門家によるそういった取り組みもなさ

―れておるところでございます。まさに硬軟

かたいものからやわらかいもの、あらゆる角度

で古事記なり日向神話というものを味わい、楽

しみ、また活用することができるのではないか

というふうに考えておりまして、今後とも、県

のみならず、市町村や民間団体の動きをもっと

広げていくために、記紀・神話などを活用した

県内各地の取り組み支援を行いますとともに、

県内の神楽の世界無形文化遺産登録、さらには

国民文化祭、そういった長期的な目標を視野に

入れまして、「神話のふるさと みやざき」を

広くアピールしてまいりたいと考えておりま

す。

県内には神話ゆかりの地域と○鳥飼謙二議員

いうのがたくさんあるわけですが、余り整備を

されていないというふうに聞いているわけで

す。観光の目玉とも言えますので、今後、整備

をしていく考えはないのか。なかなか県がとい

うことにはならないかもしれませんけれども、

若干の予算づけをするなりして、それはできる

んじゃないかなと思いますので、その考え方を

知事にお尋ねします。
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神話・伝承、さまざま○知事（河野俊嗣君）

な地域の資源、こういった宝というものを観光

誘客、また県のＰＲに結びつけていくには、そ

の魅力を県内外に広く情報発信することも大事

でありますが、観光客を受け入れる体制を整え

ること、これも大変重要であろうかというふう

に考えております。

これまで県は、神話街道のような取り組みを

進めてきたところでございますが、市町村にお

ける体制整備の取り組みに対しまして、例えば

魅力ある観光地づくり総合支援事業などにおき

まして、ソフト・ハードなどへ支援をしてきて

おるところであります。

今後とも、神話の魅力に触れる「日向神話

旅」というようなものも新たに展開しておると

ころでありますし、市町村等と連携をしなが

ら、魅力ある観光地づくり、地域づくりに取り

組んでまいりたいと考えております

宮崎市の東部に市民の森とい○鳥飼謙二議員

うのがあるんですが、ここには国生みの神話の

舞台となりましたみそぎの池がありまして、先

日、河瀬直美監督が来て、県のプロモーション

ビデオをつくられるということでございまし

た。今、ハスの花が咲いていて非常にきれいで

すので、また行っていただきたいと思います

が、そのみそぎ池から、一級河川の江田川、支

流に産母川というのが流れております。江田川

には絶滅危惧種でありますミズキンバイ、ヌマ

ゼリ、コウホネが確認をされています。しか

し、オオフサモとかホテイアオイなどの外来種

の繁殖のあおりを受けて、生息の危機にさらさ

れているというような状況でございます。ま

た、河床に堆積物がたまるなどして、記紀1300

年ゆかりの川としてはふさわしくない現状であ

るというふうに思っております。そこで、河川

の環境整備についての基本的な考え方を、県土

整備部長にお尋ねいたします。

河川は、多○県土整備部長（大田原宣治君）

種多様な自然環境や潤いのある水辺空間として

の機能を有していることから、河川法におきま

しては、治水・利水に加えまして、河川環境の

整備と保全が目的の一つに位置づけられている

ところです。このため県では、自然豊かな宮崎

の河川環境の整備と保全に努め、河川が本来有

している豊かな環境に配慮した多自然川づくり

に取り組んでいるところでございます。また、

河川は地域の方々の憩いの場でもあることか

ら、河川管理者だけでなく、地域の方々と協働

で川づくりを進めることが重要と考えており、

官民協働で河川の草刈りを行う河川パートナー

シップ事業などに取り組んでいるところであり

ます。

先ほど申し上げたみそぎの池○鳥飼謙二議員

に連なる江田川、そして多くの遺跡が点在する

旧檍村を流れる新別府川での河川パートナー

シップ事業の取り組みについて、現状をお尋ね

いたします。

河川パート○県土整備部長（大田原宣治君）

ナーシップ事業につきましては、昨年度、江田

川で６団体、延べ184名、また新別府川では19団

体、延べ469名という多くの皆様に取り組んでい

ただいており、大変感謝しているところでござ

います。

河川パートナーシップ事業の○鳥飼謙二議員

総事業費と、それに占める江田川、新別府川の

予算については、資料はございますか。あれば

答弁をお願いします。

いわゆる報○県土整備部長（大田原宣治君）

奨金についてだと思うんですが、平成24年度は

県全体で6,744万4,000円、うち江田川では108
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万8,000円、新別府川で336万5,600円でありま

す。

ありがとうございました。そ○鳥飼謙二議員

の程度で 失礼ですけれども 整備をして― ―

きたという現状があるわけで、記紀編さん1300

年記念事業をやろうということであれば、先ほ

ど知事がお話しになった市町村との連携もある

んですけれども、これは県の管理の河川なんで

す。市の管理ではないわけですから、そこは

しっかりやっていただきたいなというふうに

思っております。

そこで、江田川の河床といいますか、中には

ボランティアの方たちは入れないわけです。で

すから、そういうような舞台になった江田川の

樹木とか雑草の撤去、景観に配慮した環境整備

ができないのか、そのあたりについて県土整備

部長にお尋ねします。

河川内に繁○県土整備部長（大田原宣治君）

茂しました樹木や草につきましては、そこが多

様な生物が生息できる貴重な環境となっていま

すことから、景観上の観点からの除草等は行っ

ておりません。しかしながら、土砂が堆積する

など治水上支障がある場合には除去を行ってい

るところでありまして、江田川におきまして

も、昨年度、一部樹木の除去を実施したところ

です。県としましては、緑豊かで潤いのある河

川環境の確保が重要と考えておりますので、今

後とも、宮崎市や地域の方々と協力しながら、

河川環境の向上に取り組んでまいりたいと考え

ております。

知事もぜひ江田川を見てくだ○鳥飼謙二議員

さい。希少植物もありますので、お願いしま

す。

最後になりますが、人事異動についてお尋ね

をいたします。

「人は石垣、人は城」というふうにいいま

す。職員にとって人事異動は極めて重要でござ

いまして、公正公平でなくてはならないという

ふうに思っております。そこで、４月の人事異

動の基本的方針と特徴について、知事にお尋ね

します。

本年４月の定期人事異○知事（河野俊嗣君）

動に当たりましては、「復興から新たな成長

へ」という考え方のもとに、３つの重点施策で

あります、成長産業の育成、地域経済の活性

化、安全・安心で豊かな地域づくりを着実に推

進していくために、こうした県政の課題解決に

取り組むための職員配置、さらには能力主義及

び適材適所による業務執行体制の確立、また職

員の意識改革・向上と人材育成、この３点を異

動方針の柱としたところであります。この方針

のもとに、職員一人一人が意欲と気概を持って

能力を最大限発揮できるよう、公平公正を基本

に人事配置を行ったものであります。

あと、この分については委員○鳥飼謙二議員

会でもやらせていただきたいと思いますけれど

も、本庁中心の方、出先だけ回っている方と

か、いろいろございまして、それについては委

員会で議論させていただきたいと思います。

次に、女性職員の管理職登用についてでござ

います。松形知事時代の平成13年、初の女性部

長として生活環境部長が誕生しましてから、部

長職は10年以上空席になっています。女性職員

の管理職登用や人材育成の方針について、知事

にお尋ねいたします。

女性職員の登用につき○知事（河野俊嗣君）

ましては、男女共同参画を推進し、多様化する

県民ニーズや県民目線に立った施策の推進等を

図っていくために、女性の視点を生かすという

こと、また女性の能力を活用していくことが大
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変重要であるというふうに考えております。

今回の異動におきましても、次長級は昨年比

１名増の４名ということ、また課長級はこれも

１名増の13名、さらには女性の役付職員は11名

増の160名ということで、登用を図ったところで

ございます。

今後とも、職員みずからの能力や経験を通し

て将来的な仕事像を描くキャリアデザインな

ど、職員個々の状況にも配慮しながら、適性に

応じた人材育成と登用を図ってまいりたいとい

うふうに考えておりますし、国、民間企業等へ

の派遣研修や、企画・管理部門への登用といっ

た、職員の意欲と能力を生かす人事配置を行う

など、管理職員としての必要な経験や能力を備

える女性職員の育成に努めてまいりたいと考え

ております。

―○鳥飼謙二議員 次に、課長補佐級以上の

課長級にしたかったんですけれども、課長補佐

級で通告しましたので 女性幹部職員の人数―

について、総務部長にお尋ねします。

本年４月１日にお○総務部長（四本 孝君）

ける知事部局の課長補佐級以上の女性職員は、

総合政策部次長、こども政策局長など次長級が

３名、こども家庭課長、産業集積推進室長など

課長級が11名、課長補佐級66名の計80名、これ

は昨年度に比べ６名の増となっております。

また、課長級以上に占める女性職員の割合

は5.2％、課長補佐級では8.2％となっておりま

して、積極的な女性職員の登用に努めたところ

であります。

ありがとうございました。私○鳥飼謙二議員

も出しておるんですけれども、比率も言われま

したが、警察本部とか教育委員会も、やはり同

じように女性警察官もしくは女性事務職員の状

況について資料をいただきました。準備してい

ないでしょうから、もうお尋ねしませんけれど

も、教育委員会もなんですが。警察官の課長補

佐級のところでは187名のうち女性が２名ですか

ら１％、一般職員の課長補佐級のところでは41

名のうち６名ですから15％、課長級は０％とい

うふうに、いただいた資料ではなっておりま

す。教育委員会では、部長級は４名中ゼロ、次

長級は４名のうち１名ですから25％。課長級

は20名のうち女性はゼロですから０％、課長補

佐級は76名のうち女性５名ですから6.6％という

ことで、いずれにしても非常に低いわけです。

生活・協働・男女参画課の調べで概括的に申

し上げますと、知事部局の女性職員の比率

は19.9％、女性管理職は4.4％となっています。

病院局の女性職員の比率は74.4％で管理職

は14.6％になっています。教育委員会は、女性

職員の比率は17.4％で女性管理職は3.7％、その

他となっていますが、これは警察とか入ってい

ると思うんですが、女性職員の比率は10.5％

で、女性管理職員は1.2％というようなことで、

女性職員の登用というのは非常に悪いわけなん

です。そこで、最後に副知事に、新たに就任を

されました稲用副知事、県勢浮揚にぜひ頑張っ

ていただきたいというふうに思いますが、なぜ

女性部長が今日まで誕生してこなかったのか、

僕に聞いてもらっても困るよと言われるかもし

れませんが、御意見を賜りたいと思います。

女性部長の誕生云々○副知事（稲用博美君）

は、今御質問がありましたように、私ではなぜ

かというお答えは用意できません。

全般的なことで少し御答弁させていただきた

いんですけれども、職員の構成を見たとき

に、24年度の数字ですが、事務職を見ますと、

年代別で女性職員は、20歳代の場合は約35％い

るわけですけれども、年代が行くほどにだんだ
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ん少なくなり、50歳代になりますと12％という

ふうになってくるということで、管理職を担

う40歳代、50歳代の女性職員の数が、男性職員

に比べて特に少なくなっているという構造的な

課題があるというふうに考えております。

こういうような構造的な課題はありますが、

今後、職員の出産や育児に係る職場環境の充実

など、女性が働きやすい環境づくりにさらに取

り組むとともに、さまざまな分野への配置な

ど、女性職員の意欲を高めまして能力の向上等

を図ることにより、管理職としての意識、それ

から能力、経験を備えた女性職員を育成し、女

性職員の管理職への登用が進んでいくように努

めていきたいというふうに考えております。

以上で質問を終わります。あ○鳥飼謙二議員

りがとうございました。（拍手）

次は、前屋敷恵美議員。○福田作弥議長

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。一般質問を行い

ます。

まず、アベノミクスと県民の暮らしについて

です。

安倍政権が進める経済政策「アベノミクス」

は、円安と株高をもたらし、大企業を中心に業

績が改善される一方、輸入原材料の値上げで、

小麦粉、食用油、トイレットペーパーなどの食

料品や日用品、さらに原油価格や飼料など、値

上げラッシュは深刻になろうとしております。

大企業の３月期決算が出そろい、このうち1,200

社の決算データの集計で、内部留保が１年間

で10兆円以上もふえていることがわかりまし

た。円安の効果で自動車などの輸出企業の利益

がふえたことや、株価上昇の効果で銀行や保険

会社の利益がふえたことが大きな要因になって

います。大企業は確実にアベノミクスの恩恵を

受けていることがわかります。一方で、中小企

業の業績に改善は見られず、長引くデフレで疲

弊した地域経済は厳しい状況に置かれ、多くの

国民、そして県民に景気回復の実感はありませ

ん。まず、知事がこのアベノミクスの経済政策

を県民生活とのかかわりでどのように受けとめ

ておられるか、そして、こうした施策で景気や

雇用、暮らしがよくなるとお思いでしょうか、

御見解をお伺いしたいと思います。

次に、川内原発の再稼働問題について伺いま

す。

安倍首相は、世界最高レベルの安全基準で安

全が確認された原発は再稼働するとして、原発

推進政策を進めることを宣言しています。しか

し、福島第一原発の事故原因はいまだに解明さ

れず、深刻な事態が続いています。原発事故が

収束したなどとはとても言える状況ではありま

せん。しかも、原発は一たび事故が起きると人

間の能力では制御不能であることが実証されて

いるにもかかわらず、最高レベルの安全基準な

どとは、全く無責任のきわみです。こうした国

の原発政策と国民や県民の安全・安心を求める

思いとの乖離は大きいと言えます。

九州電力は、原発の安全性の未確立問題に加

え、新たな活断層問題や火山の噴火問題などが

起きているにもかかわらず、７月に原発の再稼

働を申請するとしています。川内原発の立地条

件そのものからしても大きなリスクを抱える状

況にあるというふうに思います。知事はこの再

稼働問題をどのように考えておられるか、お伺

いいたします。

次に、子供を取り巻く状況と子育て支援につ

いて伺います。

知事は、「日本一の子育て・子育ち立県」の

確立を目指すことを施策の大きな柱として掲げ
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ておられます。子育て支援は、単なる育児など

をフォローするだけではなく、子供たちをどう

健全に育てるか、総合的な対策が必要なもので

す。この視点から子育て支援について伺いま

す。

子供を取り巻く状況は、年を追うごとに厳し

さを増しています。国の調査では、子供のいる

世帯の貧困率は15.7％にも達しています。こう

した現状を踏まえて、宮崎の子供たちの置かれ

ている状況について、第１に、県内の子供のい

る世帯の貧困率はどうなっていますか。教育扶

助を受けている子供たちの人数、就学援助を受

けている子供たちの人数、またその率はどう

なっているか、福祉保健部長、また教育長にお

伺いをいたします。

第２に、乳幼児医療費助成の各自治体の取り

組みはどうなっているのか、現状をお聞かせく

ださい。

第３に、少人数学級の現状と今後の取り組み

はどうなっているのか、伺いたいと思います。

次に、オスプレイ訓練問題についてです。

国民の反対を押し切って、アメリカの欠陥機

であるオスプレイが普天間基地に配備され、市

街地、住宅地の真上でも訓練が行われており、

住民の不安と怒りが沸き起こっています。現

在、定期的に米軍岩国基地にも飛来し、オレン

ジルート、イエロールートなどを使って危険な

低空飛行訓練が行われています。イエロールー

トは、県北の自治体上空を飛行するルートで、

県民の暮らしが危険にさらされている点での危

惧が広がっています。５月９日には、椎葉村で

オスプレイの低空飛行が住民によって目撃され

ており、また同日、熊本、大分でも目撃されて

います。この飛行は、イエロールートを使った

訓練の一環と思われますが、事前の通知が行わ

れていたのか、危機管理統括監にお伺いをいた

します。

残りの時間、質問者席から続けさせていただ

きます。以上です。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

まず、アベノミクスの認識についてでありま

す。いわゆるアベノミクスにつきましては、大

胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を

喚起する成長戦略から構成されておりまして、

長引く円高やデフレ経済からの脱却、雇用や所

得の拡大を目指すものと理解しております。金

融政策と財政政策につきましては、金融緩和

や15カ月予算といった形で既に実行され、残る

成長戦略も今月中旬には取りまとめられるとの

ことであります。

アベノミクスの影響につきましては、円高の

是正による輸出産業の持ち直しや、財政政策に

よる公共投資の増加等が見られる一方で、円安

傾向によりまして、原料や燃料等を輸入してい

る産業の収益悪化や、輸入品価格の上昇に伴う

物価上昇等の動きも生じているところでありま

す。

足元の本県の状況につきましては、宮崎財務

事務所の４月から６月の法人企業景気予測調査

などによりますと、景気判断指数がプラス

で18.4ポイントの改善というふうになっており

まして、明るい兆しが見えているのではないか

と考えておるところでございます。

安倍総理の「地方の元気なくして、国の元気

はない」との御発言もございます。急激な経済

環境の変化によります国民生活への影響にも十

分配慮した上で、本県を含めた地方圏の成長に

つながるような施策の実施を強く期待したいと

いうふうに考えておりますし、本県としても、
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それに呼応した、しっかりとした経済対策を進

めてまいりたいと考えております。

次に、川内原子力発電所の再稼働についてで

あります。原子力発電所の再稼働につきまして

は、国の原子力規制委員会による新しい規制基

準の施行後、各電力会社からの申請を受け、こ

の委員会が科学的、技術的、専門的な見地から

審査を行いまして、その後、国民生活や産業、

環境への配慮など、さまざまな視点からの国民

的議論や地元の意向というのを踏まえ、最終的

に政府が判断していくべきものと認識をしてお

ります。

川内原子力発電所の再稼働につきましては、

隣県である本県としましても、今後の動向等を

しっかりと注視していくとともに、国や九州電

力に対しまして、県民の生命や財産を守る観点

から十分な説明を求めてまいりたいと考えてお

ります。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

オスプレイについてであります。本県では、

県民の安全・安心を確保する観点から、国に対

し、飛行情報等について事前の情報収集に努

め、関係市町村を含めて速やかに提供するよ

う、文書により申し入れてきたところです。そ

の結果、普天間飛行場から本土への飛来や訓練

実施など、事前に把握できたものにつきまして

は、その都度、情報提供が行われております

が、これまでのところ、九州内のルートにおい

てオスプレイが訓練を実施したという情報は得

ていないところでございます。以上です。〔降

壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（佐藤健司君）

えいたします。

まず、子供の貧困率と生活保護における教育

扶助についてであります。子供の貧困率につき

ましては、国が国民生活基礎調査をもとにＯＥ

ＣＤの作成した基準を用いて算出し、公表して

いるものでありますが、都道府県ごとの数値は

ございません。また、生活保護における教育扶

助につきましては、平成25年２月の県内の生活

保護受給世帯１万3,382世帯のうち、教育扶助を

受けている世帯が765世帯で、対象となる子供の

数は1,175人でございます。

次に、子育て支援乳幼児医療費助成について

であります。県におきましては、乳幼児の健や

かな成長と子育て家庭の経済的、精神的負担の

軽減を図ることを目的といたしまして、乳幼児

への医療費助成事業を実施する市町村に対し、

県の基準に基づき算定された医療費の２分の１

を補助金として交付しているところでございま

す。県内市町村の取り組み状況につきまして

は、多くの市町村において、定住促進を図るな

どの観点から、対象年齢や自己負担額等におい

て独自の基準を設けて助成している状況にござ

います。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（飛田 洋君）

します。

まず、就学援助を受けている児童生徒数とそ

の割合についてであります。文部科学省の公表

が例年10月になりますことから、現段階では市

町村からの聞き取りによる暫定値ではございま

すが、平成24年度に県内の公立小中学校におい

て認定を受けた児童生徒数は１万3,528名であり

ます。これは全児童生徒数の14.4％となりま

す。

次に、小中学校の少人数学級についてであり

ます。本県では、少人数学級につきましては、

基本的な生活習慣や学習習慣の定着を目的に、

小中学校とも国に先行して実施いたしておりま

して、小学校におきましては、30人学級を平
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成14年度から小学校１年生に、平成16年度から

小学校２年生に導入いたしております。また、

中学校におきましても、平成22年度から、35人

学級を中学校１年生に導入しております。この

制度導入の成果を把握するために毎年度実施し

ております学校へのアンケート調査では、「授

業につまずく児童生徒が少なくなった」などと

いう学習面の効果に加え、「児童生徒が落ちつ

いて学校生活を送れるようになった」「全般的

な生活指導上の問題行動が減少した」など、生

活面においても肯定的な意見が多く、一定の成

果が得られていると考えております。以上でご

ざいます。〔降壇〕

それぞれ御答弁をいただき○前屋敷恵美議員

ましたが、引き続き、それぞれの課題について

再質問させていただきたいと思います。

先ほど知事から御答弁をいただきましたアベ

ノミクスの経済政策ですが、県内の動向はやや

持ち直しをしているという御答弁もありました

けれども、しかし今、県民の暮らしの実態から

見ると、全く景気回復の実感はないというのが

大方の感想なんです。そういう実態だというふ

うに私は思います。

急激な円安による県内経済への影響にどう対

応するのかというのが今、県政にとっても喫緊

の課題だと思っております。とりわけ、農業や

漁業、第１次産業をしっかり支えていかない

と、宮崎の経済そのものが立ち直れないという

課題があるわけです。ぜひ、そういったところ

にしっかり県の施策を実効あるものにしていた

だきたいという点で、きょうは質問をさせてい

ただきたいと思います。

県内でこの急激な円安の影響をもろに受けて

いるという方々は、燃油の高騰で漁に出たくて

も出られないという漁業者の方々、またトラッ

ク運送などの運輸関係の方々、また口蹄疫の痛

手からようやく経営を再開したと言われる畜産

農家の皆さん方、ハウス農家の方々もそういう

状況が言えると思うんですけれども。こうした

方々が、国のアベノミクスという経済政策のあ

おりを受けて、景気浮揚に伴う円安の影響で、

この被害を何とかせよというふうに支援を求め

て、全国規模で要請行動を起こしておられます

けれども、やはり皆さんにとっては死活問題で

あるわけです。国に要求をされておりますが、

しかし、県政もしっかり受けとめていく必要が

あるというふうに思うわけです。

先ほども言いましたが、第１次産業がしっか

りしないと県内経済は回らないという点では、

「既に口蹄疫でそのことは経験済みだ」と、私

が先日訪問した農協の組合長さんは語っておら

れましたが、確かにそうだというふうに思って

います。円安の影響は県民全体に及んでいるわ

けですけれども、今回は第１次産業に絞って質

問をいたします。燃油や飼料の価格高騰に対す

る対応、支援策を県としてはどのように考えて

おられるか、まず農政水産部長にお伺いをした

いと思います。

現在、燃油や○農政水産部長（緒方文彦君）

飼料価格の高騰が続いており、本県農業の基幹

品目である畜産や施設園芸、さらには水産業の

現場においては、大きな影響が懸念されている

ところでございます。このような厳しい環境の

中で、まずは農家や漁家の経営に与える影響を

軽減することが必要でありますので、国が緊急

的に措置した各種セーフティーネット事業等を

十分に活用できるよう、きめ細かな支援等を

行ってまいります。

一方、今後の本県農水産業が持続的に発展し

ていくためには、燃油や配合飼料への依存を減
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らし、価格変動の影響を受けにくい生産構造に

変革していくことが求められております。この

ため、県といたしましても、施設園芸における

木質バイオマスへのエネルギー転換、あるいは

畜産におけるエコフィードの利用拡大、さらに

は水産業においては漁船の小型化や操業方法の

見直し、これらを進め、低コスト化や生産性の

向上との両立を図りながら、本県における力強

い農水産業の実現を目指してまいりたいと考え

ております。

今、部長のお答えでは、燃○前屋敷恵美議員

油についても飼料についても、国のセーフティ

ーネットで一定の支援があるという御答弁だっ

たんですけれども、果たして国のセーフティー

ネットが急激な円安に対応できるのかというふ

うに私は思うわけです。

「漁業経営セーフティーネット構築事業」、

これは、原資を国と漁業者が半分ずつ出して基

金をつくって、燃油がリッター当たり80円を上

回った差額の半分を補助するという仕組みに

なっておりますけれども、結局80円までは個人

負担になるわけです。今、燃油が91円というこ

とを聞いておりますけれども、差額の11円の半

分、５円50銭が補助されるということなんで

す。本当にわずかな補助しかないというのが実

情なんです。漁業経営の採算ラインはどのくら

いなのか、ここが問題になるんですけれども、

リッター当たりどのくらいが採算ラインなんで

しょうか、つかんでおられればお伺いしたいと

思います。

今、手元に数○農政水産部長（緒方文彦君）

字がございません。申しわけございません。

私は、おおよそリッター当○前屋敷恵美議員

たり60円というふうに聞いております。そうす

ると、採算ベースからいっても成り立つ話では

ないんです。本当にセーフティーネットがセー

フティーネットにならないというのが今の制度

の現状で、極めて不十分なものだというふうに

思います。飼料におけるセーフティーネット、

餌の補塡金という基金もありますけれども、こ

れもやはり同じようなことが言えるというふう

に思います。この内容も、今、１トン当た

り5,800円が補塡されているというふうに聞いて

おりますけれども、現在、飼料価格は１トン当

たり６万6,450円、ここでもまた採算ラインが問

題になるんですけれども、今、採算ラインはお

およそ５万円というふうに伺っています。こう

なりますと、１トン当たり5,800円の補塡で本当

にセーフティーネットと言えるのか、ここにも

大きな問題があるんです。

私は、きょう、２点ほど要求したいというふ

うに思うんですけれども、１つは、この国のセ

ーフティーネット、非常に不十分なんです。こ

れを国がしっかり見直して、実態に合ったもの

に改善していく、この制度の見直しを図ること

を国に要求していく、見直しをさせていくこと

が何より大事だと。せっかくある制度、また当

事者の皆さん方も出資しながら経営を守ろうと

しているわけですから、それに応えるものに

なっていなければならないというふうに思うん

です。セーフティーネットの制度の見直しをぜ

ひ図っていただきたい。国に強く要求もしてい

ただいて、実現できるようにすることが必要だ

というふうに思います。

もう１点は、県も、自治体との協力も必要で

しょうけれども、今ここで相応の独自助成に踏

み切ることが必要じゃないかというふうに思っ

ております。セーフティーネットの中では、

さっき御答弁もあったと思いますが、国として

は無利子の貸し付けであるとか、効率的な経営
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ができるように支援をしていく、機械の購入に

対する支援の貸し付けであったり、そういうこ

となんです。私は、今、ここで本当に直接支援

が、自治体とも協力して支えていくことが何よ

り必要だというふうに思います。ここはやはり

知事の英断だと私は思います。これまで直接補

助というのはなかなかできにくいということで

されてこなかったんですけれども、今この状況

に応じては、考えていくことが必要だというふ

うに思いますが、知事の御見解をいただきたい

と思います。

今御議論がございまし○知事（河野俊嗣君）

た燃油、配合飼料価格の高騰につきましては、

私としても強い危機感を持って、昨年来、国に

対する要望を重ねてきたところであります。

今、漁業のセーフティーネットのお話がござい

ましたが、これは漁業者と国が１対１でという

ものが、今回１対３というような見直しなりも

図られるところでございまして、当面の対応と

して、一定の措置も講じられてきているものと

いうふうに考えておるところでございます。し

かしながら、今後の価格の見通しは不透明な状

況にもあります。また、こういったセーフティ

ーネットとかいろんなメニューのある業態もあ

れば、燃油価格などはあらゆる産業、あらゆる

業種に影響の及ぶものであります。そういうと

ころが大変心痛むところでございます。

国に対しましては、引き続き、生産現場の経

営安定について訴えていくとともに、県としま

しては、価格変動の影響を受けにくい、先ほど

部長も答弁しましたような、力強い産地を形成

していくためのさまざまな施策に取り組んでま

いりたいと考えております。

漁業者も農業者も自分で品○前屋敷恵美議員

物の値段を決められないんです。ここが普通の

工業製品の業界とは違うところで、非常に弱い

立場にあるわけです。ですから、それなりの支

えをする必要がありますし、先ほど１対３の話

がありましたが、95円を超えないと対象になら

ないということで、そこまでいくと本当に経営

は破綻する寸前です。そういうことを考える

と、必要な手だてはしっかり打つ。これからフ

ードビジネスを展開しようという構想もありま

すけれども、これなども吹っ飛んでしまうとい

うことになりかねない。そういうこともやはり

きちっと見据えて、ぜひ支援を検討していただ

きたい。このことを強く要求しておきたいとい

うふうに思います。

次に移ります。川内原発の問題です。

知事は、隣県ではあるけれども、再稼働の問

題については動向を見守るという立場を表明さ

れました。しかし、それで果たしていいのだろ

うかというふうに私は思うところです。鹿児島

の川内原発は、宮崎市の中心部から120キロ、県

境からは60キロでしかないんです。仮に大事故

が起これば、宮崎はまともに放射能の影響、被

害を受けるということですから、他県の問題で

なくて宮崎県民の問題として、知事はしっかり

受けとめていただかなければならないというふ

うに思っております。事故が起きないという保

証はどこにもないわけですから、やはりそこは

知事の責任として受けとめる。これまで福島の

事故の解明は全くされていない中で、安全基準

が最高水準であればなどという仮説がひとり歩

きするような状況の中で、果たしてそれで県民

の安心・安全、命、健康を知事として守る責任

を全うできるのかというふうに私は思うんです

けれども、そのところをもう一度、御見解を聞

かせていただきたいと思います。

本県の置かれた場所と○知事（河野俊嗣君）
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いうのは、川内原子力発電所まで県境から50キ

ロメートル以上の距離にはあるわけですが、今

御指摘がありましたように、東日本大震災によ

る福島原子力発電所の放射性物質の影響がかな

り広範囲に及んだということを考えますと、そ

れを十分に踏まえた対策、対応というものが必

要であろうかというふうに考えております。先

ほど、見守るというような表現をしたわけでご

ざいますが、本県におきましても、川内原子力

発電所に関する防災情報等の連絡体制の整備に

ついて、現在、一定の覚書を結ぶ方向で、九州

電力との協議を進めておるところであります

し、今後、県の地域防災計画にも原子力災害対

策編を新設する、そのような形でしっかりとし

た対応を図ってまいりたいと考えておるところ

でございます。

九電と覚書を交わすという○前屋敷恵美議員

お話がありましたが、それは再稼働を前提にし

て覚書を交わすということになるというふうに

思うんです。今、県民の皆さんは本当に不安を

抱えていらっしゃいます。後世にわたって負の

遺産を残すことはできない、将来の世代に責任

を負う県民の一人としてそういう問題を提起し

ているわけですから、しっかりそこは受けとめ

ていただかねばならないというふうに思いま

す。

そして、先ほど、これからできる新基準のお

話をされましたけれども、この新基準にも大き

な問題がありまして、地震や津波想定に関する

具体的な数値の定めがこれには示されていない

んです。ですから、電力会社の裁量で幾らでも

甘い想定値を決めることができる。これでは何

の規制にも、また安全にもつながらないという

ふうに思います。絶対に安全はないと、国民の

強い批判の中で、原子力規制委員会は当初、こ

れを「安全基準」と命名したかったらしいんで

すけれども、その言葉を使えずに「規制基準」

という言葉に言いかえざるを得なくなったとい

う経過がございます。ですから、世界の最高の

安全基準というのは完全に破綻してしまってい

ると言えると思います。九州電力の再稼働は新

たな被害者をつくる可能性を否定できないもの

ですから、先ほどもお話ししましたが、将来に

わたって禍根を残すような無責任なことはでき

ないし、また知事としてそれは責任を全うする

ということにならないというふうに思います。

これは今を生きる私たちの、知事だけでなく我

々の責任だというふうにも思っておりますの

で、ぜひ知事が再稼働、原発の問題そのものを

真剣に受けとめていただいて、再稼働はやはり

見直すべきだという立場を また宮崎県は九―

電の大株主でもあるわけです。ですから、やっ

ぱり強い発言力でもってしっかり再稼働を見直

すべきだ、中止をすべきだという発言をしてい

ただいて、原発に頼らないエネルギーは、そこ

から進めていくことが可能になるというふうに

思っているところですので、ぜひ知事には、も

う一度そういう立場を示していただきたいと思

います。いかがでしょうか。

一たび原発の事故が起○知事（河野俊嗣君）

こったときの大変な影響、リスクというものを

考えたときに、将来、原発に頼らないエネルギ

ーの構成を図っていくことは大変重要であると

考えておりますし、本県としても再生可能エネ

ルギーに全力で取り組んでまいりたいというふ

うに考えております。ただ、現実問題、すぐに

原発をゼロにするというのは現実的であろうか

というところがあるわけであります。しかしな

がら、県民の皆さんが抱える不安というものは

あるわけでございまして、それをしっかり受け
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とめて、何としても県民の生命や財産を守ると

いう観点から、安全性の確保を大前提とした上

で、国や九州電力に対し、これからも十分な説

明を求めてまいりたいというふうに考えており

ます。

先ほども申しましたよう○前屋敷恵美議員

に、福島の事故を通して、安全性の保証は今の

段階ではどこにもないんです。ですから、私

は、再び安全神話にとらわれてはならないとい

うふうに思っています。原発と人類は共存でき

ない、これを私たちの認識にすべきだというふ

うに思っているところです。ですから、ぜひそ

の立場に立って、県民の、国民も含めてです

が、生命・財産、安全、健康、全てを守るとい

う立場に立たれること、知事の責任を全うされ

ることを強く求めて、次に移らせていただきた

いと思います。

では次に、子育て支援に移りたいと思いま

す。まず、子供の貧困と就学援助について伺い

たいと思います。政府が公表しました日本の貧

困率は16％です。子供のいる世帯の貧困率

は15.7％ということですから、ほぼ匹敵する状

況です。６人に１人が今、日本では貧困状況に

あるということになります。これは先進30カ国

中、何とワースト４位ということで、経済大国

日本は貧困大国でもあるという、まさに格差の

広がりを示したものだと思います。褒められる

ものではありません。

県内の子供の貧困率はつかめないということ

でしたが、ぜひどんな状況であるかを把握して

いただきたいと思います。しかし、全ての子供

たちがどのような境遇に置かれようとも、健康

に生きる権利、学ぶ権利を保障することに、国

も自治体も責任を負わなければならないという

ふうに思います。私は、先ほども申しました

が、知事が「日本一の子育て・子育ち立県」の

確立を目指すという目標を掲げられたことに、

非常に期待をしているところです。ぜひ、子供

たちが元気に生き生きと成長できるよう、施策

の充実を図っていただきたいと思うところで

す。

国は今、消費税は社会保障の財源にと言いな

がら、社会保障の大改革を進めようとしていま

す。その一つが生活保護法の改悪です。保護基

準の引き下げで準要保護者に対する就学援助制

度や保育園の保育料など、多くの制度が影響を

受けることになります。子供の就学援助につい

ては、先ほど、教育扶助と合わせると約１

万4,700人の子供たちが受けているということを

御答弁されましたけれども、この就学援助につ

いての影響はどうなるのか。前の質問でも私は

お尋ねしたんですが、政府は25年度については

影響がないようにするということで通達も出さ

れていることは事実だというふうに思います。

宮崎市では試算をされました。仮に保護基準

が6.5％引き下げられたと試算をしますと、約80

名の子供たちに影響が出るということを明らか

にしております。ですから私は、県全体でどう

いう影響が出るのかというのは、県としてつか

む必要があるんじゃないかというふうに思いま

す。教育長のほうでこれをつかんでおられれ

ば、お答えいただきたいと思います。

県内において影響を○教育長（飛田 洋君）

受ける可能性のある人数につきましては、この

制度がそれぞれの市町村の基準において８月か

らの対応となることから、今のところ把握がで

きていない状況でございます。

国は、今回の生活保護基準の見直しに関連す

る国の補助事業である要保護世帯への就学援助

につきましては、平成25年度当初に要保護者と
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して認定を受けていた者は生活保護基準の見直

し以降も引き続き国の補助対象とすることとし

ており、影響を受けないものとしております。

また、市町村単独事業であります準要保護世

帯への就学援助につきましても、国の通知を受

け、県教育委員会として、市町村に対して見直

しに伴う影響が及ばないよう依頼をしたところ

であります。

家庭の経済状況にかかわらず、誰もが教育を

受けられるようにすることは大変重要であると

考えておりますので、国の動向を注視しなが

ら、引き続き適切な就学援助が実施されるよ

う、各市町村に対して情報提供や助言に努めて

まいりたいと考えております。

もう一度確認なんですけれ○前屋敷恵美議員

ども、25年度は措置される、その後も影響が出

ないようにということでしたが、それは今後、

将来にわたって保障されるというふうに理解を

してもよろしいんですか。

先ほど申し上げまし○教育長（飛田 洋君）

た、私たちが得ている情報につきましては、25

年度についての情報でございます。私たちとい

たしましては、教育というのは未来を開く鍵で

あって、子供たちがどういう状況にあってもき

ちんと教育を受けてほしいということで、実は

全国都道府県教育長協議会を通じまして、24年

度もこの制度について必要な就学援助を行える

よう十分な財源措置を講じることなど、国へ要

望させていただきました。25年度の要望も今、

取りまとめているところですが、本県としては

ぜひ入れてくれという動きをいたしておりま

す。

25年度は影響が出ないとい○前屋敷恵美議員

うことは確認されましたけれども、しかし、そ

の後は就学援助を受けられなくなる子供が出て

くる可能性はあるわけです。しかし、暮らしが

よくなったから就学援助を受けずに済むという

ことではないわけですから、ここが問題なんで

す。こうした子供たちの置かれる状況に目をつ

ぶるわけにはいかないというふうに思います。

ですから、そういった場合には何らかの対応が

必要になってくると考えますので、影響が及ぶ

実態を早くつかんで対策を講じることが求めら

れていると思います。ぜひ、その点での教育長

の見解を求めたいと思います。

おっしゃるとおり○教育長（飛田 洋君）

で、どんな形であるかということは私たちも知

りたいと思っておりますので、８月に実施され

て以降にまた市町村と連携をとりながら、どん

な状況かというのは確認できる範囲で動いてみ

たいと思っております。以上でございます。

ぜひ、その方向でよろしく○前屋敷恵美議員

お願いしたいと思います。

では次に、乳幼児医療費の助成について伺い

たいと思います。今、県の助成は小学校就学前

までですけれども、一部本人の負担があるわけ

です。市町村は、県の制度に上乗せをして、独

自に努力を図って、自治体の子供たちの健康、

命を守るという立場で頑張っていただいている

ところです。ぜひ、そういった自治体をさらに

元気づけるという意味からも、そして乳幼児医

療費助成というのは財政的な子育て支援ですか

ら、さらに県の医療費助成の拡充を求めたいと

いうふうに思います。今は就学前までです。せ

めて小学校を卒業するまでに拡大を求めたいと

いうふうに思いますが、知事の御見解を伺いた

いと思います。

乳幼児医療費助成につ○知事（河野俊嗣君）

きましては、安心して子どもを生み育てられる

社会づくりを推進していく上で、大変重要な子
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育て支援策だというふうに考えております。国

の「社会保障と税の一体改革」における消費税

収の国・地方の配分に係る整理、議論の中で、

医療費助成は一定の役割が認められた、位置づ

けられたというところでございます。財源がふ

んだんにあれば、しっかりと力を入れていきた

いところでありますが、一定の限度がある。そ

れを県と市町村でどのように役割分担をしなが

らしていくかというのがこれまでの議論であっ

た、考慮すべきポイントであったというふうに

考えておるところでございます。

今回、国との議論の中で、こうした施策が一

定の役割を認められる状況の中で、標準的な制

度の枠組みの設定や必要な財源の確保につきま

して、国の責任において確実に措置していただ

きたいということを要望しておるところでござ

いまして、今後、国の動向等を踏まえながら、

適切に対応してまいりたいと考えております。

国が制度化することが本当○前屋敷恵美議員

に重要なんです。でも、まだそこに至らないわ

けですから、そこを待つわけにはいきませんの

で、今、県も一定の施策を進めているというこ

とだというふうに思います。

宮崎市が昨年１月から本人負担をゼロにした

んです。当然、受診がふえるだろうと予測した

ところが、それは15％ぐらいでしたか、やはり

ふえたと。それは想定の範囲内だったと。そし

て、大事なことは、受診はふえたけれども、医

療費そのものは安くなった。見込みよりも９割

弱にとどまったということで、非常に効果が上

がっていることが明らかになったんです。ここ

は県内の医療費を抑えていくためにも、子供た

ちが早目に、重症化する前に これは大人で─

も言えると思うんですけれども、特に子供たち

は症状が早く出たりしますから 安心してい─

つでも子供を病院に連れていくことがどれだけ

大切か、重要かということが証明されたんじゃ

ないかというふうに思うんです。こういう結果

も出ていますので、ぜひ乳幼児医療費の助成拡

充を今後の検討課題にしていただきたいという

ことを強く求めたいと思いますが、もう一度、

検討できるかどうかお答えいただきたいと思い

ます。

貴重な御意見として承○知事（河野俊嗣君）

りたいというふうに考えております。限られた

財源の中で、「選択と集中」という文脈の中で

しっかりとあり方を考えてまいりたいと考えて

おります。

ぜひ検討していただきたい○前屋敷恵美議員

というふうに思います。

それでは、最後になりますが、オスプレイの

問題に移っていきたいと思います。今回、椎葉

で目撃されたオスプレイの低空飛行について

は、情報、通告がないということだったわけで

す。情報がある限りはもらっているというお話

でしたけれども、今回の件では、地元自治体に

も全く情報のないままでの危険な低空飛行とい

うのは、あってはならないというふうに思って

います。この点で、知事の御見解をまずいただ

きたいと思います。

オスプレイについての○知事（河野俊嗣君）

認識ということでしょうか。

通告なしでオスプレイが訓○前屋敷恵美議員

練飛行をするということについてどう思うかと

いうことです。

大変失礼いたしまし○知事（河野俊嗣君）

た。これは日米の関係の中でいろんな事情があ

るのだというふうに考えておりますが、我々と

しては、必要な、適切な情報を、また安全に対

して大変関心の高い問題でもありまして、そう
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いったものを求めてまいりたいという思いでご

ざいます。

オスプレイは今後、普天間○前屋敷恵美議員

基地にさらに12機配備されるという計画になっ

ているわけで、訓練はますます過密になるとい

うことは言うまでもないと思います。オスプレ

イはあちこちで事故を起こしている、まさに欠

陥機そのものです。今、オスプレイが住民の生

活する頭の上で軍事訓練をするなどというのは

言語道断だと思っています。知事として県民の

安全を守るという責任を全うするなら、こうい

う危険な訓練、県民の上空での訓練は認められ

ないと思います。ぜひ訓練中止を求めることが

必要だと思いますが、知事の御見解をいただき

たいと思います。

本県の上空においてそ○知事（河野俊嗣君）

ういう訓練が行われたというような情報は得て

いないところでございます。安全性確保は大変

重要であろうというふうに考えておりますし、

日米の協定の範囲内のところで、しっかりと訓

練なり対応をお願いしたいと考えております。

前段でも申しましたけれど○前屋敷恵美議員

も、椎葉の上空、そして大分、熊本でも確認さ

れているというのは、イエロールートを通って

いるということです。飛行するということは訓

練の一環だと推測することは当然だと思うんで

す。オスプレイだけでなく、ほかの戦闘機も不

意に山間地を飛び交うということも情報として

上げられているわけですけれども、こういう危

険な状態をそのまま放置することはできないと

いうふうに思うんです。

そして、特にオスプレイは中山間地で演習す

ることが常になっているというふうな状況で

す。宮崎県の中山間地は、ドクターヘリが運航

を始めましたけれども、中山間地で、より機能

を発揮するのがドクターヘリでありますし、ま

た防災ヘリも同じようなことが言えるというふ

うに思います。ほかの県では支障を来すという

事例が幾つも出ているんです。そういう事故を

未然に防ぐという点でも、危険なオスプレイの

訓練を認めるわけにはいかないというふうに思

います。そして、最低でも、さっき言われたよ

うな情報開示は必要だと。どの地域をどういう

ぐあいに飛ぶのかというような最低限の情報は

求めるべきだと思うんですけれども、知事、い

かがでしょうか。

オスプレイの訓練、配○知事（河野俊嗣君）

備につきましては、国の責任において適切に対

応すべきものでありまして、日本政府としても

機体の安全性を確認し、日米合同委員会におい

て、安全確保策等に関する合意がなされたとこ

ろであります。本県では、県民の安全・安心を

確保する観点から、飛行ルートなど訓練の詳細

な内容の説明などを文書で求めているところで

あります。引き続き、日米合同委員会で合意さ

れた内容に沿って訓練が適切に実施されるよ

う、状況を注視するとともに、国に対しまして

は、適時的確な情報提供を求めてまいりたいと

考えております。

情報提供の件ですけれど○前屋敷恵美議員

も、実はこれまで政府は、なかなか米軍、アメ

リカからの情報が伝わってこないんだというよ

うな答弁もされていたんですけれども、それは

事実と違って、飛行の１～２時間前 この時─

間的な問題はあろうかと思うんですけれども

必ず、どこの地点をどういうふうに飛ぶ、─

パイロットは誰だということの中身は、防衛省

を通して国土交通省あたりに、また地元の自衛

隊あたりに通知が行っているということが明ら

かになったんです。政府がそこのところを明ら
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かにしないというのは、これまた問題なことで

あって、最低限、住民の安全を守るという点で

は、情報開示をこれからもしっかり地方自治体

からも求めていくことが大事だというふうに思

いますので、その点はぜひ努力をしていただき

たいと思います。

最後になりますけれども、ただいまの知事の

御答弁も含めて、非常に残念な思いでおりま

す。といいますのも、原発の問題にしても、今

のオスプレイの訓練飛行の問題にしても、安全

の保証というのはどこにもないんです。今言っ

たように原発の問題もそうなんです。知事は国

がやることだから仕方がないと、端的にかいつ

まんで言えばそういうことですね。国の施策、

国がやることだから仕方がないんだと甘んじて

受けとめるという立場に立っておられるという

点では非常に残念ですし、仕方がないでは済ま

されないと思うんです。それだったら、県民の

安全は誰が責任を負うのか、やはりそれは総体

的には知事だというふうに思うんです。ですか

ら、知事が明確な立場を表明して、知事が責任

を全うする、ぜひそういう立場に立って、県民

の安心・安全を担保していただきたい、このこ

とを強く要望したいというふうに思います。

きょうの質問は、国の経済政策が県民の暮ら

しを経済対策どころか大いに脅かしているとい

う状況の中で、県民の暮らしと安全、そして健

やかな子供たちの発達をどう保障するのか、国

の責任はもちろんのこと、地方自治体として果

たすべき役割、責任を求めたところです。ぜ

ひ、県民の思いや願いに寄り添った県政に努め

ていただくよう強く要望いたしまして、質問を

終わらせていただきます。ありがとうございま

した。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○福田作弥議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○福田作弥議長

ます。

次は、内村仁子議員。

〔登壇〕（拍手） 自由民主党○内村仁子議員

の内村仁子でございます。本日は、私の地元か

ら、そして知人、友人、たくさんの方に傍聴に

おいでいただきました。ありがとうございま

す。皆様の力をいただきながら、通告に従い質

問してまいります。

東日本大震災から２年３カ月がたちました。

なかなか復興の見えない中、被災地では、今ま

でに経験したことのない区画整理、これからの

まちづくり、集団移転について、行政・関係者

の葛藤、御苦労が続いております。ここ数日の

間でも、和歌山近辺での地震が起きるなど、心

配は絶えることがありません。特に南海トラフ

は、想定外ということのないように、県民の財

産・生命を守り 県民が安心して生活できる─

ための社会基盤の脆弱等、不安材料も多く、県

民ニーズも多様化しております。その中で、昨

日は、県内３カ所にスマートインター建設の許

可がおりたといううれしいニュースにほっとし

ました。そこで、今議会でも、私の定番である

「女性の立場から、小さな声を届ける」ために

質問してまいります。

まず１点目に、この４月から新しく副知事に

なられました、宮崎県の事情に精通しておられ

る稲用副知事に、中山間地域の振興策について

お尋ねします。私たち総務政策常任委員会で

は、５月に県北の調査で、いきいき集落に認定



- 39 -

平成25年６月12日(水)

されている鹿川集落を訪問し、集落の方々と意

見交換をさせていただきました。意見交換をさ

せていただいた後に感じましたことは、山や

川、大地を守っているのは、そこに住んでおら

れる方々ということであります。そこで、この

中山間地域の集落活性化に向けた今後の取り組

みについてお尋ねします。

２点目に、同じくこの４月から副知事となら

れました、国土交通省に勤務しておられ、多岐

にわたって手腕を発揮してこられた内田副知事

に、宮崎県の社会基盤のおくれ、特に道路整備

についてどのように感じておられるか、お尋ね

します。

３点目に、福祉保健部長にお尋ねします。ま

ず、今回、宮崎県医療計画が策定され、特に小

児科医の不足に対応し、４つのこども医療圏に

おいて、初期救急施設と二次救急施設の役割分

担と連携のもと、24時間体制の小児救急医療体

制の構築を目指しますと計画されました。この

計画では、県西地区に位置する都城北諸県医療

圏と西諸医療圏は一つのこども医療圏という位

置づけになっています。このことを踏まえて、

県西地区の医師不足をどのように捉えておられ

るか、お尋ねいたします。

もう１点、この４月に開始された新出生前診

断について質問いたします。このことは賛否両

論取り沙汰されています。この制度は、全国15

施設で開始され、１カ月で予想を上回る441人が

受診し、ダウン症のことだけが先んじて報道さ

れています。この出生前診断について、県はど

のように捉えておられるかお尋ねします。

次に、本県の人工中絶率は全国的に高いと聞

いていますが、いろいろな要因はあると思いま

すが、近年の人工妊娠中絶、人工死産の年代別

の状況についてお尋ねします。

以上で壇上からの質問を終わり、後は質問者

席から質問いたします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（稲用博美君）

します。

中山間地域の集落活性化についてでありま

す。集落の活性化につきましては、宮崎県中山

間地域振興計画におきまして、重点施策の一つ

として位置づけ、元気な集落づくりに取り組ん

でいるいきいき集落の認定や、中山間盛り上げ

隊による集落活動への支援、さらには、中山間

地域の魅力や地域資源を生かした交流人口の拡

大など、地域活性化への取り組みを支援してい

るところであります。いきいき集落につきまし

ては、これまでに鹿川集落を含め115集落を認定

し、また、中山間盛り上げ隊につきましても、

昨年度は、延べ490名の皆様が、集落道の清掃活

動や整備、祭りの運営補助など、さまざまな活

動に参加いただいたところであります。集落活

性化のためには、県民一人一人が中山間地域の

果たしている役割の重要性について理解・共有

し、県民全体で支えていくことが大切でありま

す。県といたしましては、「中山間地域をみん

なで支える県民運動」を一層進めますととも

に、引き続き、集落みずからによる活力の向上

や地域文化の保存・継承などの取り組みへの支

援を通じまして、集落の活性化を図ってまいり

たいと考えております。懸命に山を守り生活を

営んでおります中山間の集落、これを実地に調

査いただいたということは、これから集落の人

たちが活動を行っていく上に大変力になったも

のというふうに思っています。多くの県民の皆

様に、ぜひ中山間の集落を訪ねていただきたい

というふうに考えております。以上でございま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（内田欽也君）
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します。

本県の道路整備に関する感想についてであり

ます。私も４月に就任後、車を利用しまして県

内各地を訪れましたけれども、その中で、自然

豊かな海と山に囲まれ、神楽や神社、照葉樹林

など、すばらしい文化・観光資源が数多くある

なと実感したところでございます。これらの資

源を生かすという観点からも、やはり道路が果

たすべき役割というのは極めて大きいと思って

おります。高速道路を初めとする道路網につき

ましては、全国的に見ますと、整備がおくれて

いる状況にございますけれども、今年度、東九

州自動車道において、延岡から宮崎の間がつな

がる予定でありますし、さらには、都城志布志

道路においても、唯一の未事業化区間が事業化

される、あるいは先ほど冒頭御指摘いただきま

したが、昨日のスマートインターの発表等、高

速道路から国道、県道に至るまで、着実にその

整備が進められ、未来に向けた明るい光が差し

込んできたとも考えられるのかなと思っている

ところでございます。今後、観光や商工業、農

林水産業等のさらなる産業振興や防災機能の強

化などに向け、道路整備を初めとする社会資本

整備が極めて重要と考えておりますので、全力

を挙げて取り組んでまいる所存でございます。

以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○福祉保健部長（佐藤健司君）

えいたします。

まず、医師不足についてであります。都城北

諸県、また西諸医療圏を合わせた県西地区の小

児科医の状況も十分承知いたしておりますが、

本県においては、宮崎東諸県医療圏以外の全て

の医療圏において、人口10万人当たり医師数が

全国平均を下回るとともに、医師の地域偏在や

特定診療科の医師不足が顕著な状況であります

ことから、医師確保が大変重要な課題と認識い

たしております。このため、これまで医師修学

資金の貸与や宮崎大学医学部への地域枠、地域

特別枠の創設、地域医療学講座の設置など、将

来県内の医療を担う医学生への支援に取り組ん

できたところです。また、臨床研修医等の確保

・定着に取り組むとともに、ことし４月には、

宮崎大学医学部が県立日南病院内に地域総合医

育成サテライトセンターを設置し、総合医の育

成を開始するなど、さまざまな対策に取り組ん

でいるところであります。今後とも、宮崎大学

医学部等と連携しながら、小児科医を初めとす

る医師の育成・確保に取り組むことで、地域医

療の充実を図ってまいりたいと考えておりま

す。

次に、出生前診断についてであります。母体

の血液を用いた新しい出生前遺伝学的検査につ

きましては、国が基本的な考え方をまとめてお

りますが、県としましても、必要な患者に対

し、診察から検査、診断、治療に至るまでの医

師が行う診療行為の一環としてなされるべきも

のと認識いたしておりまして、単に胎児の疾患

の発見を目的としたスクリーニング検査として

行われるものではないと考えております。出生

前診断の結果から導かれるその社会的な影響な

どを考えますと、検査前後における専門家によ

る十分なカウンセリングにより、検査を受ける

妊婦やその家族等に、検査の意義などについて

正確に理解していただくことが大切であると考

えております。

次に、本県の人工妊娠中絶等の状況について

であります。平成23年度の本県の人工妊娠中絶

の実施率は、女子人口1,000人当たりの数値

は8.8で、全国の7.5よりも高く、全国で15番目

になっております。年代別状況は、特に30代で
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高くなっており、30～34歳では、全国10.0に対

し本県は13.5、35～39歳は、全国7.9に対し本県

は11.2となっております。また、人工死産は、

人工妊娠中絶のうち、妊娠満12週以降に実施さ

れたものでありますが、平成23年の出産1,000件

に対する年代別数値は、30～34歳では、全国6.4

に対し11.9、35～39歳では、全国9.3に対し21.8

となっております。県としましては、引き続

き、県医師会等と協力しながら、母体保護の観

点から対策を推進してまいりたいと考えており

ます。以上でございます。〔降壇〕

それでは、再質問に入らせて○内村仁子議員

いただきます。

まず、医師不足についてであります。近年、

都城市郡医師会病院及び救急医療センターにお

いて、小児科の医師の確保が非常に困難となっ

ております。この６月２日の夜に、私は救急医

療センターに行きましたが、待合室ではたくさ

んの患者が医師の診察を待っておられました。

特にきつそうにぐったりしている子供、心配し

て抱きかかえている家族を見て、救急医療の必

要性をじかに感じました。都城救急医療センタ

ーの小児科には、毎日夜の７時から翌朝の７時

までに平均20人ほどの患者が訪れ、大学からの

派遣医師の減少により、地域の開業医の手伝い

で対応している現状です。25年度は、宮大から

の派遣医師は１人もなく、福岡大から２人派遣

してもらっての対応ですが、26年度は、宮大か

ら１人の予想がされておりますけれども、福岡

大との確約は現在とれておりません。今後、県

西のこども医療圏をどのようなビジョンで進め

ていかれるのか、お尋ねいたします。

こども医療圏○福祉保健部長（佐藤健司君）

の医療体制の充実を図るためには、まずは小児

科医の確保が何よりも重要であると考えており

ます。このため、県では、医師修学資金の貸与

条件に小児科医としての勤務を含めますととも

に、小児科専門医を目指す後期研修医への研修

資金の貸与を行っております。このような取り

組みを通じまして、県西地区を含む県内全域の

小児医療の充実に粘り強く努めてまいりたいと

考えております。

特に小児科になりますと、医○内村仁子議員

師にしか頼るところがないというのが現状です

ので、これからもぜひよろしくお願いしたいと

思っております。

次に、出生前診断について再度お尋ねしま

す。ことしの３月と４月に、この診断について

の講演会並びに研修会が東京で開催され、参加

しました。産むか産まないのかの選択に大変な

葛藤があり、その相談窓口の設置は一番大事な

こととされています。この相談窓口について、

県はどのように考えておられるのかお尋ねしま

す。

出生前診断と○福祉保健部長（佐藤健司君）

いいますと、臨床遺伝専門医という極めて専門

的な医師が対応することになっておりまして、

その出生前の相談対応についても、高度な専門

性を必要とするものでございますので、検査が

できる医療機関のみで実施されております。九

州内では、まだ３施設でございます。このた

め、出生前診断の相談が保健所等にあった場合

は、対応できる医療機関を紹介することになる

と考えております。

その講演会の席で、日本ダウ○内村仁子議員

ン症協会理事長の玉井邦夫先生の講演を聞きま

した。この検査でダウン症だけが表面化し、中

絶の対象として命を淘汰されようとしている、

大変苦労しているとのことでした。ダウン症の

家族会からの相談は、これからはふえていくと
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も語られました。イギリスでは、この出生前検

査により、ダウン症と診断された妊婦の90％以

上が中絶を選択している現状は、ダウン症の人

の生命の質を尊重する、命の大切さという観点

から、また、妊婦の身体権を尊重する観点から

も問題があると言われております。近年では、

プロゴルファーの東尾理子さんが、ダウン症の

疑いがあると診断されながらも、勇気を持って

出産されましたが、異常は出ておりません。こ

れは、女性の高齢出産、晩婚にも原因があると

言われておりますが、このことについての答弁

は現時点では要りませんけれども、これから大

きな社会問題となっていくと思われます。これ

を大変危惧しておりますが、ダウン症協会の方

も、なぜ同じ障がいを持ちながら、ダウン症の

子供だけがいろいろと言われていくのか、大変

心配をしておられました。熊本のマラソンラン

ナーの方もダウン症の子供さんを持っていらっ

しゃいますが、一方では、大変天才的な才能を

お持ちだということで、これは、これから先、

みんなで見守っていくべきだと思います。

次に、県内の子宮頸がん予防ワクチンの接種

状況について伺います。子宮頸がんの予防ワク

チンが、現在は小学校６年生からになっており

ます。この接種状況についてお尋ねします。

各市町村から○福祉保健部長（佐藤健司君）

の報告によりますと、県内でワクチン接種助成

事業が開始された平成22年11月からことし３月

末までに、延べ７万2,731回接種されておりまし

て、約３万1,000人が接種を受けている状況でご

ざいます。

子宮頸がん予防ワクチンの接○内村仁子議員

種による副反応が今、全国で出ております。激

しい方は歩けなくなっていらっしゃる。このこ

とで国会議員の中にもいろいろと請願が出てお

りますが、この副反応についてお尋ねいたしま

す。

厚生労働省の○福祉保健部長（佐藤健司君）

資料によりますと、子宮頸がん予防ワクチン

は、平成21年12月のワクチン発売から、平成25

年３月31日までに、延べ864万6,147回接種され

ております。接種後の副反応報告は1,968件と

なっており、そのうち、重篤な症例は106件と

なっております。

このワクチンは、他のワクチ○内村仁子議員

ンよりも約30倍ほどの副反応があると言われて

います。この副反応が問題となっていますが、

子宮頸がん予防ワクチンの接種制度について、

県としてはどのように考えておられるか伺いま

す。

子宮頸がん予○福祉保健部長（佐藤健司君）

防ワクチンにつきましては、子宮頸がんの予防

効果が期待されておりますことから、今年度よ

り予防接種法上の定期接種に位置づけられたと

ころでございます。また、本ワクチンの副反応

につきましては、本年５月に、厚生労働省が設

置する専門家会議におきまして、「直ちに接種

の中止が必要と判断するには医学的論拠が乏し

い」との結論が出されているところでございま

す。このため、県といたしましては、市町村と

連携して接種を進めているところでございます

が、一方で、国の動向も十分注視してまいりた

いと考えております。

今、子宮頸がんについて、い○内村仁子議員

ろんなところで問題が出ております。そして、

これがさらに今度は性感染症の増加へとつな

がっていくのではないか、低年齢化が進んでい

るのではないかと心配しています。出会い系サ

イトや複数の人との性交渉も要因ではないかと

思いますが、子宮頸がん予防のワクチンを接種



- 43 -

平成25年６月12日(水)

したことにより、安易な性交渉に及んでいるの

ではないかと心配しています。そのために、年

齢も小学６年生からと改正されております。こ

れらについて、これから、出会い系サイト、複

数の人との性交渉による性感染症と低年齢化が

心配されます。県内の性感染症の発生状況につ

いてお尋ねします。

性感染症につ○福祉保健部長（佐藤健司君）

きましては、感染症発生動向調査事業におきま

して、全国では約960医療機関に、県内では13の

医療機関に報告をお願いいたしております。こ

れによりますと、平成24年１年間の性感染症の

報告件数は、１医療機関当たり全国では49.2

人、県内では34.1人となっております。

全国で49.2人、そして県内○内村仁子議員

で34.1人というのは、この人口割からすると非

常に高い発症状況ではないかと思っておりま

す。出会い系サイトについては、後ほどまた教

育長にもお尋ねしたいと思っております。

次に、児童虐待についてお尋ねします。先

般、都城の児童相談所に行きました。児童虐待

が増加しているとのことでしたが、児童相談所

における児童虐待相談対応件数の増加について

伺います。

平成24年度の○福祉保健部長（佐藤健司君）

児童相談所における児童虐待相談対応件数は443

件で、前年度と比較すると８％の増となってお

り、全国と同様、増加傾向にございます。児童

虐待が発生する要因といたしましては、経済的

な事情や虐待者の心身の状況、養育に関する悩

みなど、家庭が抱えるさまざまな問題が背景に

あると考えられます。児童虐待は、子供の人権

を著しく侵害し、心身の成長と人格の形成に重

大な影響を与えることから、その発生防止や早

期発見・早期対応につきましては、県、市町村

はもちろん、社会全体で取り組むべき重要な課

題であると認識いたしております。

児童虐待の件数の増加、ふえ○内村仁子議員

ている、８％増ということですけれども、増加

の原因とその対策はどのようにされているの

か、お尋ねいたします。

虐待相談対応○福祉保健部長（佐藤健司君）

件数がふえている要因といたしましては、核家

族化や地域とのつながりが希薄になってきたこ

とにより、家庭での子育てが孤立しやすくなっ

ていることや、事件報道や制度改正、広報の強

化などにより、児童虐待に対する社会的認識が

広まったことなどが考えられます。件数増加の

対策といたしまして、県といたしましては、児

童相談所の児童福祉司を平成20年４月１日現在

の18人から毎年増員し、平成25年４月１日現在

で26人を配置するなど、専門性の強化を図って

おります。また、今年度から、中央児相に各児

相への助言・指導等を行う処遇指導担当を新設

いたしまして、法的対応の強化や職員の資質向

上のための研修の充実を図るなど、組織体制の

強化に努めたところでございます。

この児童虐待について、資料○内村仁子議員

によりますと、実父母からの虐待が一番多いと

いうことであります。考えられないような状態

だと思いますけれども、今言われるように、原

因はいろいろあると思いますが、これはやっぱ

り地域で、みんなで守っていかなければならな

いと思っております。過去に、宮崎県でも大き

な虐待事例がありました。そのことを踏まえた

再発防止の取り組みをどのようにしておられる

か、お尋ねいたします。

県といたしま○福祉保健部長（佐藤健司君）

しては、過去の事例を踏まえまして、児童相談

所の機能強化を図るとともに、県民全体で児童
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虐待防止に取り組む機運を醸成する観点から、

毎年11月の児童虐待防止推進月間を中心に、テ

レビＣＭ等による啓発活動に取り組んでおりま

す。また、市町村や児童相談所、学校、警察、

医療機関等で構成する要保護児童対策地域協議

会において、専門的助言などの支援を行ってい

るところであります。さらに今後は、市町村が

行う乳児家庭全戸訪問事業や養育支援訪問事業

等への支援を積極的に行うとともに、要保護児

童対策地域協議会の運営充実を促進することに

よりまして、児童虐待の未然防止、早期発見・

早期対応に向けた連携体制の強化に取り組んで

まいりたいと考えております。

ありがとうございます。福祉○内村仁子議員

問題はすごく範囲が広くて大変だと思いますけ

れども、これからも児童虐待に多くの施策を

やっていっていただきたいと思っております。

続きまして、内田副知事に再度お尋ねいたし

ます。今、宮崎県の道路事情について答弁いた

だきました。私どもの悲願である都城志布志道

路の早期完成に向けた取り組みについて伺いま

す。今年度、先ほどありましたように、県境の

事業化が決定し、地元としても、少しずつ進ん

でいく見えた形での対応を大変ありがたく感謝

しております。しかし、この事業は、既に計画

から16年を経過しております。地区では、生き

ているうちにできるだろうかというのが、みん

なの会話になっております。地区を挙げて私ど

もも運動しておりますが、一日も早い完成に向

けた取り組みについて これからは直轄事業─

であります国の事業が都城インターまで残って

おります。このことについても、内田副知事に

気合いを込めて答弁をいただきますようにお願

いいたします。

都城志布志道路であ○副知事（内田欽也君）

りますけれども、今回の新規事業化で、早期の

全線開通に向けて大きく前進したのかなと思っ

ているところでございます。まず、県議会を初

め、沿線の自治体あるいは商工関係団体、さら

には道づくりを考える宮崎中央女性の会など、

整備促進を力強く応援していただいた皆様方に

対して深く感謝を申し上げます。県といたしま

しては、県の施工区間において、早期に工事に

着手できるように、埋蔵文化財の調査ですと

か、あるいは用地買収などを早急に進めてまい

ります。また、国の直轄の施工区間でございま

すけれども、事業進捗が図られますように、事

業調整等、積極的に取り組んでまいりたいと

思っております。今後とも、鹿児島県や関係団

体と連携しまして、まずは国に対してしっかり

と予算確保のお願いをしてまいると、それとあ

わせまして、全線の早期完成ができるだけ早く

図られるように、しっかりと努めてまいりたい

と思っております。以上でございます。

ありがとうございます。内田○内村仁子議員

副知事に大変期待すること大でありますが、大

体こういう事業は10年で解決するというのが基

本だそうですけれども、もう既に16年が経過し

ておりますので、これからも国に働きかけると

か、そういう点をよろしくお願いしたいと思っ

ております。ありがとうございます。

続いて、県土整備部長に、県道上祝子綱の瀬

線の道路整備の現状と今後の取り組みについて

お尋ねします。私たち総務政策常任委員会で

は、５月に鹿川に調査に行きましたが、切り

立った絶景の山、きれいな川、こんなすばらし

い景観が宮崎にあったのかと私がびっくりしま

した。宮崎県に生まれ育ってウン十年ですが、

すばらしい眺めに中国の桂林を思わせるような

姿を拝見いたしました。ロッククライミングの

平成25年６月12日(水)
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練習場にもなっているんですが、駐車場スペー

スもないままです。そして、道が狭く、車の離

合に大変な状況でした。私たちは運転手さんに

拍手を送りました。特にトンネルを抜けるとき

が息をのむ思いだったんですが。いきいき集落

の皆さんからは、「道が広がると観光客もふ

え、活性化するんだが」という声をいただきま

した。あのようなすばらしい景観は、宮崎の宝

であり、私は感動いたしました。この道路の拡

幅で、日之影、高千穂、そして鹿川の回遊がで

きるものと……。この道路拡張について、県土

整備部長にお尋ねいたします。

この路線○県土整備部長（大田原宣治君）

は、地域の方々の重要な生活道路でありまし

て、沿線には、議員が言われましたとおり、比

叡山や鹿川渓谷などの景勝地も点在しておりま

す。しかしながら、山間地の急峻な地形であり

ますことから、未改良区間が多く残る状況にあ

ります。これまでも、特に見通しが悪く、通行

の支障となっている区間におきまして、部分的

な改良工事を実施してきたところです。今後と

も、車両が安全に走行できるように、待避所設

置や部分的な拡幅などの整備を進めていきたい

というふうに考えております。

ありがとうございます。気合○内村仁子議員

いを入れて答弁いただきましたけれども、私が

県のある方と話をしましたときに、「あそこは

崖があるから無理です」、一発でした。でも、

何でもできない方向への返答ではなくて、でき

るほうへの協議を進めていただきたい。日本の

土木技術は、トンネル、橋梁、道路、私は世界

一だと思っておりますので、ぜひ気合いを込め

て、これからその道路政策に力を入れていただ

きたいと思っております。ありがとうございま

す。

次に、南海トラフに備えた取り組みとして、

危機管理統括監にお尋ねします。これまで多く

の場で南海トラフについては協議されておりま

す。災害時、県の多数の職員の方が管外から通

勤しておられる実態があるのではないか。その

通勤の実態を把握しておられるのか、災害に間

に合うのかお尋ねします。

職員の居○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

住状況につきましては、緊急時の登庁体制を確

保する観点から、昨年度策定いたしました宮崎

県業務継続計画、いわゆるＢＣＰに基づきまし

て、毎年度調査を行うこととしております。こ

の中で、今年度、出先機関につきましては、７

つの地域ごとに、平日の夜間及び土日等におけ

る各事務所管内の居住者数と、勤務先までの通

勤距離について調査したところでございます。

この結果によりますと、中部地域におきまして

は、管内居住者が90％程度とかなりの高率に

なっているんですけれども、その他の地域の管

内居住率の平均は、平日の夜間が42.4％、土日

等が35.2％などとなっておりまして、いざとい

うときの対応をするためには、大きな課題だと

いうふうに認識しているところでございます。

管外からの通勤で、災害発生○内村仁子議員

時、問題は生じないのか。今後、このことにつ

いてどのような対応を進めていかれるのか、お

尋ねします。

災害発生○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

時における職員の確保は、迅速な初動体制を確

保する上で、重要な課題であるというふうに認

識しております。したがいまして、本県の業務

継続計画には、閉庁時に大きな災害が発生した

場合に備え、職員の緊急登庁体制の確保や指揮

命令系統の体制構築について具体的に検討する

ことなどを盛り込んだところでございます。今

平成25年６月12日(水)
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後、ＢＣＰで定めた災害発生直後の業務内容に

対し、どの程度の職員が必要か詳細に調査する

とともに、他県の取り組み等も参考にしなが

ら、例えば当直制度の導入の是非など、具体的

な方策について検討してまいりたいと考えてお

ります。

県警では、災害時にＯＢで人○内村仁子議員

材を補うとのことですが、県庁ＯＢの活用と

か、初動の対応は考えられないのかお尋ねしま

す。鹿児島県、大分県では、職員確保のため

に、庁舎近くに居住するシステムを既に導入し

ておられるという報道がありました。これにつ

いて見解を伺います。

とりわけ○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

先ほど御指摘いただきました南海トラフ巨大地

震のような大規模災害時におきましては、初動

における速やかな対応が求められているところ

でございまして、そのために、対応できる職員

の確保は必要だという問題意識は十分持ってい

るところでございます。現在、本庁におきまし

ては、24時間の監視体制というものを構築して

いるところですけれども、先ほど申し上げまし

たように、夜間ないし休日の出先機関の対応と

いうのが大きな課題となっているところでござ

います。今後、どういう職種の職員が何名程度

必要かということも含めて調査した上で、他県

の状況とかも十分参考にしながら対応策を検討

してまいりたいと考えております。

くどいようですが、児湯郡、○内村仁子議員

東臼杵、都城では、特に通勤者が多いというデ

ータが出ております。ここでもし災害が起こっ

たら、初動体制はどうなるのか。そして、以前

の東日本大震災のときも、ボランティアの方た

ちから話がありましたけれども、誰が何をする

のか役割分担をはっきりしておかないと、初動

体制がとれないということの記事もありまし

た。このことについて、特に、児湯、東臼杵、

都城での通勤者が多いということを捉えて、こ

れからの検討をまたお願いしておきたいと思い

ます。風水害に対しては、ある程度ニュースで

出ますので、間に合うのですが、南海トラフの

ようなときには、とても間に合わないと思いま

すので、この検証を、これからの検討をぜひお

願いしたいと思っております。

次に、教育問題に移らせていただきます。教

育長にお尋ねします。豊かさはお金ではないと

思いますが、本当の豊かさという、心の豊かさ

は何なのか。児童生徒に、学校現場、教育委員

会でどのような取り組みをしておられるか、お

尋ねいたします。

児童生徒に豊かな心○教育長（飛田 洋君）

を育むことは、何より大切にすべきことであり

まして、各学校におきましては、道徳の時間の

指導はもとより、全教育活動を通じて、命を大

切にする教育やボランティア活動など体験活動

の充実に取り組んでいるところでございます。

また、宮崎県の教育委員会では、口蹄疫、鳥イ

ンフルエンザによる被害、新燃岳噴火に伴う災

害など、宮崎県民の皆さんの体験、そして思い

を風化させてはならないと考え、体験等をエピ

ソード集として取りまとめ、本県独自の道徳教

材である「「命や絆を大切にする」宮崎県道徳

教育読み物資料集」を作成し、県内全ての学校

等に３万2,000冊を配付したところでございま

す。本年度より、この資料集の積極的な活用を

図るために、「道徳の授業力向上研修会」を実

施しておりまして、これからも豊かな心を育む

教育の推進に積極的に取り組んでまいりたいと

考えております。

道徳教育がいろんなところで○内村仁子議員

平成25年６月12日(水)
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言われておりますけれども、まず子供たちが挨

拶をする・しない、そういうことも言われなが

らの心の豊かさ、物の豊かさではなくて心の豊

かさ、この教育をぜひ進めていっていただきた

いと思います。

この道徳について、会津地方では「什の掟」

というのがありますが、この教育は大事である

と思いますけれども、教育長の考えを伺いま

す。

福島県会津地方の○教育長（飛田 洋君）

「什の掟」をもとにした教育、近くでは島津藩

による「郷中教育」などに見られますように、

古くから伝わる人としてのよりよい生き方やあ

り方などを大切にした教育を展開していくこと

は、大変意義あることだと考えております。本

県におきましても、幾つかの例を申し上げます

が、例えば、西米良村の「菊池の心」による教

育や高鍋町の「明倫の教え」による教育、日南

市の「振徳教育」など、同様の取り組みが伝統

として引き継がれて行われております。また、

地域の歴史や伝統、文化などを受け継ぎなが

ら、そこに息づく先人の精神や志を学校の校訓

として位置づけ、教育活動に取り組んでいる県

内の学校も数多くございます。今後とも、変化

に対応はしながらも、郷土に根差した「精神文

化の礎（不易）となる教え」も大事にし、本県

教育活動の一層の充実に取り組んでいこうと考

えております。

ありがとうございます。「な○内村仁子議員

らぬことはならぬ」で今テレビでも出ておりま

すけれども、このようにして、大事なものは大

事であるということを子供にぜひ教えていただ

きたい。そして、それが今度は、大人が育って

いないと言われる中での教育にもまた反映して

いくんじゃないかと思いますので、ぜひ、伝統

文化、こういうのも大事にするということも、

よろしくお願いしたいと思っております。

次に、英語教育についてお尋ねいたします。

今の英語教育は、幼稚園や小学校低学年で英会

話を入れたとか、今そういうのがすぐニュース

になって報道されております。しかし、国とし

ては、これは英会話だけの問題ではなく、やが

て社会に出たとき、グローバルな社会で世界貢

献ができるための英語教育だということで出さ

れております。しかし、今の英語教育について

は、商業ベースになっていないのか。そういう

ところだけが表面化されておりますけれども、

このことについて、県の指針をお尋ねいたしま

す。

社会や経済のグロー○教育長（飛田 洋君）

バル化が急速に進展していく中で、国際的な視

野を持った視点で社会に貢献する人材を育成す

ることは喫緊の課題であり、外国語に親しむこ

とは大きな意義があると考えております。学校

における外国語教育、中でも、今お話しになっ

た幼少期、申し上げますと、小学校における外

国語活動につきましては、原則として英語を取

り扱うということにはなっておりますものの、

単に英語の知識を学ぶというよりも、外国の文

化や言語に触れ、異文化理解を深めることを重

視しながら、積極的にコミュニケーション能力

を図ろうとする態度を身につけさせているとこ

ろであり、グローバルな視野を養うことを基盤

とした教育を進めているところであります。

私どももこの前、自民党の全○内村仁子議員

国の女性議員の勉強会があって、そこでそうい

う話が出ました。今の英語教育については、目

指したものと取り入れているものが違ってきて

いるということがあったものですから、今回こ

れをお尋ねしたところです。私どもも今まで
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は、英会話ができる、英語ができる、それだけ

が指針かと思っておりましたけれども、内容を

聞いてみますと、世界貢献というのが一番大き

なメーンだということで話を聞きまして、安心

したところでした。我が国の日本語もしっかり

できない、音読み、訓読みもしっかりできない

のに英語をということは、非常に腑に落ちない

部分があったものですから、まず我が国の国

語、そして次が世界貢献への英会話じゃないか

なと思っております。それを踏まえて、これか

らも英語教育をよろしくお願いしたいと思いま

す。

次に、学校行事での県旗についてお尋ねいた

します。学校の体育祭とか学校行事に行きます

と、国旗とそれぞれの自治体の旗、校旗は行進

の中でも持たれ、そして掲揚もされておりま

す。しかし、宮崎県の県旗は、県立学校以外は

掲揚されておりませんけれども、このことをど

う考えていらっしゃるかお尋ねします。

本県の子供たちに、○教育長（飛田 洋君）

郷土宮崎を象徴する県旗について学習させるこ

とは、県民としての意識を醸成していく上で、

大変意義あるものと考えております。県立学校

につきましては、今お話にありましたように、

各学校さまざまな行事において県旗が掲揚され

ているところであります。市町村立の学校につ

きましても、小学校社会科副読本を通して県旗

について学習したり、県の施設で集団宿泊学習

を行うときなど、県旗を掲揚したりする機会が

設けられております。県教育委員会といたしま

しては、県内の子供たちが県旗に対する認識

を、さらには郷土愛を深められるよう、今後と

も努めてまいりたいと考えております。

県旗は、ここにも掲げてあり○内村仁子議員

ますけれども、私たちは、日本国の宮崎県、国

があって宮崎県があって各自治体があると思い

ます。だから、郷土愛を育むために、私は宮崎

県の出身だということをやがて大きくなってか

ら意識づけるためにも、県旗を掲揚するという

ことは大事なことじゃないかなと思っておりま

すので、ぜひ今から各自治体と教育委員会とで

検討され、実施していただきますようにお願い

いたします。

続いて、出会い系サイトによる問題ですが、

学校での性に関する教育の現状、犯罪に巻き込

まれるおそれと健全な心身を守る意味からも、

青少年育成に対して大変大事なことであります

ので、この見解をお尋ねいたします。

性に関する教育は、○教育長（飛田 洋君）

命のとうとさを基盤とした教育でありまして、

人としてどう生きるか、生き方そのものにかか

わる教育であると捉えております。性に関する

モラルの低下が指摘される中、望ましい価値観

や情報を適切に取捨選択できる判断力を身につ

けた子供を育てることが重要であると考えてお

ります。そのような認識のもと、県教育委員会

では、本県独自に性に関する教育参考資料「か

けがえのない大切な命」を昨年度、作成いたし

ました。各学校におきましては、その資料を研

修会や授業等で積極的に活用するとともに、警

察署等の協力を得ながら、実際に事例を紹介し

ていただくことによって、出会い系サイトなど

の利用は、犯罪に巻き込まれる危険性が高いこ

とを子供たちが理解し、適切な行動がとれるよ

う指導しているところでございます。県教育委

員会といたしましては、今後とも、学校が家庭

・地域・関係機関と連携を深めながら、指導の

充実を図るよう努めてまいりたいと考えており

ます。

どうしてこのことを出したか○内村仁子議員
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といいますと、先ほど子宮頸がんのワクチンに

ついてお尋ねしました。これは今、小学校６年

生から高校１年生まで無料で実施されておりま

す。これが有料だと５万円かかるんだそうで

す。それが今無料だから受けておいたほうがい

いということで、保護者同伴で今接種はされて

おりますけれども、子宮頸がんのワクチンを

打ったから、出会い系サイトでみだらな み―

だらなといいますか、性交渉が簡単に考えられ

ている。このことによって、また性感染症は出

てきている。そういうことが今言われた命を育

む大事な教育の中にあるんですが、健全な青少

年の育成をしていくためには、このことが大変

危惧されております。ワクチンを打ったから安

心だということで家庭の中でも考えられていた

ら、大変大きな間違いになると思います。この

ことに、やっぱり親育て、子育ちも関連してま

いります。この中で、家庭教育の中でも大事な

教育現場でありますが、その家庭での対応も大

事であると思っておりますので、これからの命

の授業が大事であると同時に、自分が大事であ

る、自分の身を守るということも、教育の中に

ぜひ入れていただきたいと思っております。

続きまして、私どもの都城では、名前を呼ば

れたら必ず「はい」と返事をします。知事もこ

こで答弁をされるたびに、議長から言われると

「はい」と言って今答弁に立っておられます。

都城では、ずっと職員も議員もいろんなところ

で、来賓紹介でも呼ばれたときに「はい」と

言って立って挨拶をするんですが、今、私が

回っているときに、なかなか返事がないと思っ

ております。この返事について、教育長の見解

をお尋ねします。

返事というのは、単○教育長（飛田 洋君）

なる相づちの音というのではなくて、相手の思

いとか気持ちを受けとめたということを伝える

ものだと、そういうふうに考えております。そ

のことを考えると、子供たちにとりましても、

我々大人にとりましても、豊かな人間関係を築

いていく上で、尊重すべきものであると考えて

おります。このため、学校におきましては、時

と場に応じた心の通い合う返事ができるよう、

教師みずから範を示すとともに、例えば、小学

校では、ほとんどの学校で、話し方や返事の仕

方など、声の大きさについて子供たちが視覚的

に理解できるようにするため、隣の人と話すと

きの声の大きさは「２」、２段階、教室のみん

なに聞こえるように話すときは「４」、４段階

というように、声の大きさを数字であらわして

図にした「声のものさし」を掲示するなど、子

供たちの発達の段階に応じて繰り返し指導して

いるところであります。

通告はしておりませんでした○内村仁子議員

けれども、知事に１つ答弁をお願いいたしま

す。私どもがいろんな会議に行くときに、県の

職員の方が見えています。来賓の方が紹介され

るんですけれども、ほとんど県の方は返事され

ないんですよね。ただ黙って立って挨拶をされ

ますけれども、このことについて、知事は返事

をしてもらっておりますが、どう思われるかを

ちょっと一言お願いいたします。

私もそのような来賓の○知事（河野俊嗣君）

場によく出ることがありますが、今、「知事は

返事をしていますね」と言われましたけれど

も、毎回毎回必ずしていたかと、その場の雰囲

気によって、また会場の大きさ小ささによっ

て、必ずではなかったなと、今、反省をしなが

ら伺っておったところでございます。職員が何

も言わずに立つのは、多分、そこでしゃべるの

を何か遠慮する気持ちもあるのではないかなと

平成25年６月12日(水)



- 50 -

いうふうに思っておりますが、今、御議論を踏

まえて、やはりしっかり相手のことを受けとめ

たと、そして自分のことを、しっかりそこに来

ていますということをアピールするためにも、

返事というものは大事かなということを考えた

ところであります。

ありがとうございます。去年○内村仁子議員

から始まった「生命に関する法律・制度を考え

る会」、これは東京のほうに本部があるんです

が、そこで新型出生前診断について要望書を６

月６日に田村厚生労働大臣に手渡しておりま

す。中絶件数が半分になると、10万人の赤ちゃ

んの命が救われ、現在の出生数105万人の１割が

ふえることになります。これが母体保護にもつ

ながっていくということで、出生前診断につい

ての要望が今回出されました。子宮頸がんワク

チンにしても、対象年齢が下がり、いろんなこ

とが世の中で変わってきておりますが、やっぱ

り最終的に泣きを見るのはほとんど女性だと思

います。何としても、小さな子供の命、そして

健全な身体を守るためにも、これからいろんな

ところで、こういう場面を大人がちゃんと見本

を示していかなくてはならないと思っておりま

す。

最後に、知事にお尋ねします。100万泊県民運

動の一環として、鹿川のような中山間地域に

も、知事を初め職員の皆様にぜひ行ってもらっ

て、このすばらしい宮崎県を再度見てほしいと

思います。あそこの「つりがね」には、知事が

前に行かれたということで、色紙がありまし

た。そこにいらっしゃった方が、「知事さんも

来てくださったよ」と言って、すごく喜んでお

られました。これから先、宮崎の宝、情報発信

が大事になってまいりますが、職員の皆さん

の100万泊県民運動についてどうなのか、最後に

なって申しわけありませんけれども、知事の思

いをお聞かせください。

鹿川ですが、私も昨年○知事（河野俊嗣君）

の７月に井本県議にお誘いいただき伺ったとこ

ろでございまして、今御指摘のあった地区交流

センター「つりがね」で、地区の皆さんと意見

交換をさせていただきました。非常に温かく受

け入れてくださって、皆さん本当に頑張ってお

られるなというのを感じたところであります。

また、プライベートでも、その集落までではな

いんですが、日之影の中川のチューリップを見

に行こうということで、家内と２人で、先ほど

話がありました上祝子綱の瀬線、途中まで行っ

て、それから中川に入ったんですが、家内がこ

んな道路があるのかとびっくりしまして……。

でも、景観のすばらしさにもびっくりしたとこ

ろでございます。実際に足を運ぶことによっ

て、そういうよさを実感するということもある

わけであります。

また、ちょっと話は違いますが、先ほど、心

の豊かさの議論の中で、挨拶という話がござい

ました。先日、高千穂に坂東玉三郎さんが来ら

れたときに、共演される元宝塚の愛音羽麗さん

という方が来られたんです。その次の日に、映

画監督の河瀬直美さんが来られたんですが、愛

音さんと河瀬さんが２人とも、道行く子供が挨

拶をしてくれる、それに感動したということを

おっしゃっていました。愛音さんは、宝塚の音

楽学校に入った新入生ぐらいしかあんな挨拶は

しないというような話もしておられましたし、

河瀬さんは、経済発展を追求して大切なものを

失うところが多い中で、本当に大切なもの、町

の美しさ、それから心の優しさ、そういう挨拶

をする習慣、すばらしいものが残されています

ねと、それをぜひ映像を通して全国に伝えたい
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ねというようなことをおっしゃっておりまし

た。そのように、やはり足を運ぶことによって

感じ取ること、そして感動することがあるとい

うふうに思っておりますし、それを受け入れる

側も、来ていただいて刺激になる、また励みに

なるということもあると思います。それがまさ

に100万泊県民運動の目指すところでもあります

し、中山間地域をみんなで支える県民運動の目

指すところというふうに考えております。私も

機会ある限り、そのような中山間地を訪れる、

また、いきいき集落に参りまして、激励をして

まいりたいというふうに考えております。よく

私が行きますと、誰々さん知事以来だとか、松

形さんとか黒木さんだとか、そういう話が出た

りするわけですが、可能な限り時間を調整して

足を運びたいと思いますし、県職員にも、そう

いう趣旨で足を運ぶ、そしてそこに泊まる、そ

してそこの物を食べる、また地域の皆さんと交

流する、そういうことを進めてまいり、それを

県民全体に広げていく、そういう取り組みを進

めてまいりたいと考えております。

ありがとうございます。日の○内村仁子議員

当たりにくいところ、日の当たっていないとこ

ろに光を当てるのが行政の仕事だと私は思いま

す。いきいき集落についても、115あるというこ

とですけれども、ぜひ、これから事あるたびに

訪ねていきたいなと思っております。

私どもの入っております円ブリオでは、全国

的に基金づくりをしております。金銭的に産め

ない人の赤ちゃんを産むための費用をカンパし

ております。今、熊本では、赤ちゃんポストが

できて、２件目ができるような状態になってお

ります。授かる喜び、育てる喜び、命をつなぐ

喜びの輪を日本中に広げ、啓蒙していく運動を

展開中でございます。薬局とかいろんなところ

に、１円募金、円ブリオ募金の小さい牛乳パッ

クでできた募金箱がありましたら、皆さんの机

の中に眠っている、バッグの底に眠っている１

円で、多くの赤ちゃんが誕生しておりますの

で、それを紹介しながら、今議会での私の一般

質問を終わります。どうもありがとうございま

した。（拍手）

次は、松村悟郎議員。○福田作弥議長

〔登壇〕（拍手） 自由民主党○松村悟郎議員

の松村悟郎でございます。お疲れのようでござ

いますけれども、しばらくおつき合いいただき

たいと思います。毎日降る雨の量を気にしなが

ら、また、近くの河川の水位に目をやりなが

ら、洪水被害にならないか不安げに空を眺め、

一方で、庭に咲くアジサイの花に優しく降る雨

に心を癒やされる、恒例の梅雨の時期のこのご

ろでございます。先日、台風３号が発生し、本

県への接近が心配されましたが、大きな影響は

なく、ほっとしたところであります。渇水で雨

を待ち望む地域の恵みの雨になることを期待し

ています。

さて、今回は、大きく５つの項目について質

問いたします。

まず、巨大地震・津波対策についてでありま

す。

昨年、私の家の300メーター範囲の中で、小さ

な崖崩れが３件起こりました。県道の交差点近

くの擁壁が崩れ、用水路と歩道が土砂に埋まり

ました。もう１件は、民家の裏山が崩れ、車庫

を押し潰したものでした。幸いどれも人的な被

害はありませんでした。私たちは日ごろから自

然の大きな恵みを受けていますが、時として、

自然は大きな災害や悲劇をもたらします。豊か

な自然と共生できることに感謝をしながらも、

最近の異常気象からもわかるように、注意深く
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つき合っていかなければなりません。

さきの東日本大震災は、マグニチュード9.0と

いう日本における観測史上最大規模の地震であ

りました。死者・行方不明者が１万8,000人以

上、倒壊した建物約40万戸という甚大な被害を

もたらしました。その悲惨な状況は、世界中を

駆けめぐり、大きな衝撃を与えました。まさに

自然災害の恐ろしさであります。私たちは、こ

の中から多くの教訓を学ばなければなりませ

ん。まずは逃げること、人命を守るために避難

の大切さを日ごろから教育すること、避難訓練

を怠らないことなど、ソフト対策の大切さはま

ず第一でありますが、復旧にめどが立たない地

域の現状を見ると、災害を少しでも軽減できる

防災ハード対策がとれないものかとも感じまし

た。

折しも宮崎県は、南海トラフ巨大地震の被災

想定地域でもあります。国の地震調査委員会が

５月24日に発表した報告によると、マグニチュ

ード８から９の南海トラフ巨大地震が発生する

確率は、30年以内に60％から70％、50年以内に

は90％程度以上ということでありました。ま

た、これまで国が公表した報告によると、宮崎

県は最大震度７クラスの地震が想定され、串間

市で最大17メートルの津波が押し寄せ、死者数

も最大４万2,000人、約35万人の避難者が想定さ

れています。南海トラフ巨大地震による甚大な

被害が想定される中、今後、さまざまな防災・

減災対策に取り組んでいかなければなりませ

ん。被害を最小限に抑えるために、ハード・ソ

フト両面からの積極的な防災対策を実施する必

要があります。その中でも、ハード整備につい

ては、想定される最大限の整備が必要と思いま

すが、その考え方、取り組みについて、知事に

お伺いいたします。

後の質問は、質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

南海トラフ巨大地震を初めとする地震津波災

害に対するハード整備の考え方についてであり

ます。数十年から100数十年に１回起こるような

津波に対しましては、日向灘に注ぐ多くの河川

や延長400キロメートルを超える海岸におきまし

て、堤防の補強など、防御に必要な箇所の施設

整備にこれからも取り組んでまいります。ま

た、南海トラフ巨大地震やそれによる津波に対

しては、堤防などの施設のみによる防御は困難

である、まさに東日本大震災のそれが教訓であ

るわけでありまして、県民の皆様が、迅速かつ

安全に避難できるための対策が必要となってま

いります。このためにも、まず地震から命を守

るための建物の耐震化や、津波発生時に円滑に

避難するための避難路、避難施設、さらには、

災害発生後の迅速な救援・支援・復興を進める

上で、「命の道」となります高速道路や緊急輸

送道路の整備に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

こうした地震津波対策の推進には、国や市町

村、関係機関との連携強化が必要であります。

それに加えて、多額の財源が必要となってくる

ところであります。現在、衆議院において、南

海トラフの特別措置法が審議されているところ

でございますが、こういった特別措置法の制

定、さらには要綱が策定される、そして、それ

に伴ういろんな財源措置というものも活用して

まいりたいというふうに考えておるところでご

ざいますし、いろんな形で国に対して積極的に

要望を行うなど、必要な予算の確保に努め、何

としても人命を守るんだという強い決意を持っ
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て、しっかりと対応してまいりたいと考えてお

ります。以上であります。〔降壇〕

次に、河川堤防の強化対策に○松村悟郎議員

ついてであります。最近の集中豪雨や台風など

により、たびたび洪水被害が起こっておりま

す。川の水が堤防を越える越流もさることなが

ら、堤防そのものの強度不足や老朽化による決

壊が原因であることも指摘されており、改修補

強が急がれております。さらに、今回の津波防

災対策の必要性からも、河川堤防の強化は、特

に重要なハード整備対策になると考えられま

す。昨年から、大淀川や小丸川など、国管理の

一級河川では、堤防の補強工事やかさ上げ工事

が行われています。私の住む高鍋町におきまし

ても、小丸川を挟んで海岸から３キロメートル

四方の人口の密集する小さな地域でございます

けれども、小丸川の改修が行われております。

あわせて、支流の宮田川のかさ上げ工事も行わ

れております。住民の不安を払拭する 大変─

町民の皆さんも感謝しているというようなこと

でございました。一方、一級河川の県の管理部

分あるいは一ツ瀬川などの県管理河川も、同様

に整備していく必要があると思います。一ツ瀬

川などの県管理河川における地震津波対策の状

況について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

県管理河川○県土整備部長（大田原宣治君）

におきましては、数十年から100数十年に一度程

度の発生が想定される津波への対策としまし

て、国の交付金事業や県単独事業により、堤防

の補強や樋門の自動閉鎖化、津波監視カメラの

設置などに取り組んでいるところです。具体的

には、一ツ瀬川下流左岸において、ことしの４

月から堤防補強工事に着手しましたほか、耳川

や新別府川などにおいて、22基の樋門の自動閉

鎖化を昨年度から実施しておりまして、このう

ち６基が完成したところです。しかしながら、

本県には、日向灘に流れ込む県管理河川が53河

川ありまして、その対策には相当の予算を必要

とすることから、国の「地震・高潮対策河川事

業」に採択されますよう、引き続き、国に対し

て強く要望してまいりたいというふうに考えて

おります。

次に、地域の防災拠点となる○松村悟郎議員

庁舎についてであります。大規模な自然災害が

発生したときに、現場で直接、災害救助、復

旧、情報収集などの機能を発揮できるのは、そ

れぞれの地域の県の出先機関、消防本部、警察

署などの機関であります。津波浸水想定区域内

にある土木事務所を含む総合庁舎、消防本部、

警察署の機能確保について、総務部長、危機管

理統括監、警察本部長、それぞれにお伺いした

いと思います。

県の津波浸水想定○総務部長（四本 孝君）

区域内にあります総合庁舎は、延岡、日向、高

鍋の３庁舎であります。これらの庁舎が、津波

等により著しい損傷を受けたり、周辺が被災し

て職員が登庁できない状況となるなど、庁舎が

使用できない場合には、本年３月に策定いたし

ました宮崎県業務継続計画の地域版に基づきま

して、例えば、高鍋総合庁舎の場合であれば、

代替施設として県立農業大学校等を使用して、

非常時の対応を行うこととしております。

消防本部○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

につきましては、９つある消防本部庁舎で、津

波浸水想定区域内に位置している庁舎はござい

ません。しかしながら、沿岸部の３消防本部の

うち計６つの分署等が、津波浸水想定区域内に

位置しているという状況でございます。災害時

において消防活動を継続するためには、人員体
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制や消防車両の確保が重要でありますことか

ら、これらの消防本部に対しまして、地震・津

波の発生時に迅速な対応ができるよう、事前の

計画策定とそれに基づく訓練の実施を引き続き

働きかけてまいりたいと考えております。

本年２月に、宮○警察本部長（白川靖浩君）

崎県において公表されました南海トラフ巨大地

震発生時の津波浸水想定区域内には、高鍋、日

向、延岡の３警察署が入っております。このう

ち、日向警察署につきましては、本年３月に新

庁舎が完成しており、非常用発電機を屋上に設

置するなどの防災対策をとっております。ま

た、高鍋警察署、延岡警察署におきましても、

必要な浸水対策を検討しているところでござい

ます。さらに、津波等によって警察署の機能が

喪失する最悪の事態に備えて、高鍋警察署、延

岡警察署ともに、県の施設や大学と震災時の代

替施設協定を結ぶとともに、移転訓練を実施し

ているところであります。警察といたしまして

は、今後とも、災害時における警察署の機能確

保に努め、県民の期待と信頼にこたえていく所

存でございます。

次に、防災拠点庁舎の整備に○松村悟郎議員

ついてであります。現在、有識者による検討委

員会が行われております。現在の県庁舎は、震

度６強以上の地震が発生した場合には、全ての

庁舎が使用できなくなる可能性があると聞いて

おります。全県の災害応急対策活動の司令塔と

なり、指揮を行わなければならない県が、迅速

・的確な情報収集や指揮に支障が出るような状

況でいいのかと考えています。東日本大震災の

際には、庁舎の耐震性能が不足していたため

に、建物内への立ち入りが禁止となり、その結

果、災害対策本部の設置がおくれ、災害応急対

策活動に支障が出た県もあったと報告されてお

ります。東日本大震災の教訓を生かし、いつ発

生するかわからない大震災に備え、いざという

ときに、直ちに的確に対策活動を行うために

も、県は整備を急ぐべきだと考えます。さきの

有識者による検討会では、約２万平方メートル

規模の庁舎を外来者第１駐車場に建設する案を

今後検討していくと聞いております。そこで、

防災拠点庁舎整備の現在の検討状況と今後のス

ケジュールについて、総務部長にお伺いいたし

ます。

防災拠点庁舎の整○総務部長（四本 孝君）

備につきましては、現在、専門のコンサルタン

トに調査を委託いたしますとともに、防災や建

築の専門家を含む検討委員会において、検討を

進めているところでございます。５月には、第

５回目の検討委員会を開催いたしまして、具体

的な整備場所、施設の規模等について、早期整

備や必要な機能の確保の視点から検討を行って

おります。その結果、整備場所につきまして

は、県庁域には津波が浸水しないとする県の津

波浸水想定の結果や、県庁域の優位性を踏まえ

まして、外来者第１駐車場に絞るということに

なりました。また、施設の規模につきまして

は、災害応急対策活動の中枢を担う危機管理局

や福祉保健部、それに県土整備部が入居でき、

自衛隊等の関係機関の活動スペースやヘリポー

ト、一時避難場所等の確保が可能となる、延べ

床面積が約２万平方メートルの規模とする案が

最も望ましいとされたところであります。今

後、県議会の御意見等もお聞きしながら、さら

に詳細な検討を重ねまして、年度内のできるだ

け早い時期に整備案を決定したいと考えており

ます。

防災拠点庁舎の整備に当たっ○松村悟郎議員

ては、検討委員会で最も望ましいとされた約２
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万平方メートルの規模の案でございますけれど

も、この試算として、約97億円の費用が想定さ

れております。本県の財政状況は非常に厳しい

状況にもありますが、私は、防災拠点庁舎の早

期整備は必要であると思っております。そこ

で、防災拠点庁舎整備について、知事の思いを

お尋ねいたします。

南海トラフ巨大地震な○知事（河野俊嗣君）

どの大規模災害発生、そのようなときを想定し

て、県には、災害応急対策の司令塔としての機

能、また、国や市町村など関係機関との連絡の

窓口となる大変重要な機能が求められていると

いうふうに考えております。現在の庁舎が、耐

震性等を考慮すると、十分に機能を果たし得な

いおそれがあるということを踏まえますと、東

日本大震災の教訓を踏まえて、大変厳しい財政

状況ではあるんですが、この防災拠点庁舎とい

うものの整備を急ぐ必要があろうかというふう

に考えておるところでございます。今後、県議

会の御意見等もお伺いしながら、大規模災害時

に十分な機能を果たせるような庁舎のあり方と

いうことで、できるだけ早期の整備を目指して

まいりたいと考えております。

よろしくお願いしたいと思い○松村悟郎議員

ます。東日本大震災の教訓というのは、しっか

り生かしていただきたいと思いますし、県民の

生命や財産に支障を来すことがあってはならな

いと思いますので、どうぞよろしくお願い申し

上げます。

次に、土砂災害についてお伺いいたします。

近年の地球温暖化の影響と思われますけれど

も、極端な気候の変動が見られるようになりま

した。記録的な大雨や干ばつ、各地で観測史上

最高の記録を塗りかえる現象が起きておりま

す。昨年の北部九州を襲った局地的な集中豪雨

もまた、記録的な大雨でありました。大規模な

山崩れを起こし、大きな被害をもたらしたの

は、記憶に新しいところであります。このよう

に、局地的な集中豪雨災害が多発する中で、県

は急傾斜地等の土砂災害や山地災害に対してど

のような取り組みを行っているのか、環境森林

部長、県土整備部長にそれぞれお伺いいたしま

す。

本県は、地形○環境森林部長（堀野 誠君）

が急峻で、脆弱な地質が広く分布していること

から、山地災害が発生しやすく、近年、局所的

な集中豪雨などにより、甚大な災害が発生して

おります。このため、平成22年度に、山地災害

危険地区の再調査等を行い、危険度のランクづ

け等を見直すとともに、現在、人家や公共施設

等に直接被害を与えるおそれがあるなど、緊急

度の高い箇所から計画的に治山施設等の整備を

行っております。また、市町村と連携して、防

災パトロールにより、落石や崩壊の危険性が高

い箇所を中心に点検を実施するとともに、山地

災害に備える広報活動を行うなど、県民の防災

意識の向上に努めているところであります。今

後とも、山地災害の未然防止を図るため、効果

的な治山事業を実施し、安全で安心できる県土

の保全に努めていきたいと考えております。

急傾斜地等○県土整備部長（大田原宣治君）

の土砂災害につきましては、災害履歴のある箇

所や災害時要援護者施設のある箇所など、危険

度や優先度の高い箇所から、計画的にハード整

備を進めているところです。また、ソフト対策

としまして、土砂災害防止法に基づき、土砂災

害警戒区域等の早期指定に努め、市町村による

土砂災害ハザードマップの作成を支援するな

ど、警戒避難体制の整備を推進しております。

さらに、住民の防災意識を高めるための啓発活
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動や土砂災害警戒情報の提供にも取り組んでい

るところです。今後とも、国や市町村等との連

携を図りながら、「土砂災害による犠牲者ゼ

ロ」を目指し、ハード・ソフト両面から、総合

的な土砂災害対策を推進してまいりたいと考え

ております。

ありがとうございました。○松村悟郎議員

次に、環境エネルギー政策についてでありま

す。

まず、水源地域の保全に向けた条例制定の取

り組み状況についてお尋ねします。昨年４月

に、外国資本による水源である森林の売買に関

することなどを調査する目的で、特別委員会が

設置されました。私もこの１年、その委員とし

て調査に携わったわけでございます。特別委員

会では、６回にわたって関係部局から説明を受

け、また、宮崎大学農学部の竹下准教授から、

水源地域の森林売買をきちんと見える状態にす

る方向に全国の自治体が向かっていることにつ

いては、よいことではないのかという御意見も

いただきました。本県では、外国資本が森林を

買収している実態は確認されていないようです

が、森林売買の実態が不明であり、県民が不安

を持っていることが問題だと思っております。

仮に条例制定しても、森林売買そのものを禁止

することではありません。利用目的が不明な土

地取引を牽制したり、監視体制の強化につなが

り、県民の安心を確保するという点において、

大きな意義があると思っております。

また、特別委員会では、既に条例制定を行っ

ている県でも調査をしてまいりました。群馬県

では、シンガポール国籍の個人に森林が買収さ

れている実態があり、地元から大変な不安の声

があったことから、森林の土地所有権移転等が

あった場合には事前届け出を義務づける条例を

制定しました。このような法整備は、本来、国

がやるべきことであり、県議会としても、去る

３月には、議員発議として「外国資本等による

森林の売買等に対する適切な対応を求める意見

書」を決議したところであります。他県では、

既にこのような条例を制定しているところが11

道県あると伺っております。

我が宮崎県は、県土面積7,736平方キロメート

ルのうち、森林が４分の３を占める全国有数の

森林県であります。本県では、外国資本が森林

を買収しているという実態は確認されていませ

んが、県民の漠然とした不安を取り除くことが

重要であります。条例制定により、全てが解決

するわけではありませんが、森林の保全に対す

る姿勢が問われていると思っております。22年

間連続杉生産日本一の森林県として、日本一に

恥じないよう、水源地域としての森林を守る条

例が必要だと考えます。そこで、昨年度の特別

委員会で要望した「水源地域の保全に向けた条

例」の制定について、どのように考えているの

か、知事にお伺いします。

私たちが享受しており○知事（河野俊嗣君）

ますこの豊かな森林は、先人たちが苦労して、

大変な御苦労のもとに守り育ててきたものであ

りまして、それをしっかり次の世代に引き継い

でいくことが、我々の責務であるというふうに

考えております。近年、外国資本による森林買

収の問題を契機としまして、全国的に、森林な

ど土地の売買に係る事前届け出制を内容とする

条例を制定する動きが広がっているところであ

りまして、このような状況を踏まえて、昨年度

末の水資源保全対策特別委員会の報告の中で、

「水源地域の保全に向けた条例」の制定につい

て提言をいただいたところでございます。県と

しましては、これをしっかり受けとめまして、
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利用目的が不明な森林の土地取引に対する監視

の強化が、多面的機能を持つ森林の保全につな

がるのではないかということで、今年度中の条

例提案に向けて、現在、作業を進めているとこ

ろでございます。この条例は、県民に新たな負

担を課すものであり、どのような地域を水源地

域として指定すべきかなどの課題も幾つかござ

いますので、条例の制定に当たっては、県議会

の御意見等を踏まえながら、市町村や外部有識

者とも十分に議論しまして、検討作業を進めて

まいりたいと考えております。

次に、太陽光発電についてで○松村悟郎議員

あります。宮崎県新エネルギービジョンの中

で、2010年度の電力使用量に対する新エネルギ

ーの自給率2.8％を、2022年度には14.8％に引き

上げる目標を立てております。そのうち、太陽

光発電が新エネルギーに占める割合は、設備規

模で84％、発電量でも63％を占めることになり

ます。2010年度の太陽光発電を約10倍にする必

要があります。このことは、日照時間の長い本

県の特性を生かした目標でもあり、今後、どれ

だけ太陽光発電の普及を促進していくことがで

きるかが大きな鍵となるところだと言えます。

太陽光発電の普及に大いに期待するところであ

ります。さらに、昨年の７月から開始された固

定価格買い取り制度により、一段と太陽光発電

の導入が進んでおります。そこで、太陽光発電

の直近の設置件数と出力はどうなっているの

か。また、固定価格買い取り制度が施行されて

以降の状況はどうなっているのか、環境森林部

長にお伺いいたします。

九州電力によ○環境森林部長（堀野 誠君）

りますと、本県における太陽光発電の電力需給

契約件数は、平成25年３月末現在で２万6,211件

で、出力は12万5,872キロワットとなっておりま

す。固定価格買い取り制度が平成24年７月に開

始されて以降、平成25年３月までの９カ月間

で、新規契約数につきましては、件数が4,435

件、出力が３万3,026キロワットとなっており、

制度開始前の９カ月間と比較しますと、件数で

約1.3倍、出力で約２倍となっております。

固定価格買い取り制度が導入○松村悟郎議員

されたということで、件数も伸びているようで

ございます。出力では２倍ということでござい

ますので、県民の皆さんの関心の高さというの

が非常に高くなってきているのではないでしょ

うか。まだまだ申し込みがふえるものと予想さ

れます。昨年の一般質問でも触れさせていただ

きましたが、高鍋変電所管内でもそうでした

が、一部地域で、申請しても、電力系統と連結

可能な容量に制約が生じて、太陽光発電の導入

を断念せざるを得ない地域が出てきておりま

す。同様の地域が増加しているのではないかと

思いますが、電線への接続に制約が生じている

地域の状況はどうなっているのか、環境森林部

長にお伺いします。

太陽光発電な○環境森林部長（堀野 誠君）

どの地域の発電施設から電線に送り込まれる電

力量が、その地域で消費される電力量を上回る

場合、電流が逆向きに流れる現象が生じること

になり、電気事業法により、電線への接続が制

約されております。九州電力によりますと、規

模の大きな発電施設等において、電線への接続

が保留されているケースが、25年５月末現在

で、県内15市町の一部地域で発生しているとの

ことであります。具体的には、接続が保留と

なっている施設は、都城市と国富町で８件、西

都市で７件などとなっております。

各地域の変電所は、それぞれ○松村悟郎議員

の地域の電力消費量に応じた設備しか持ってお
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りません。容量の余裕もある程度しかないわけ

であります。したがって、変電所の規模にも大

小があり、特に小さな変電所管内では、今回の

ようなメガソーラーなどの大規模な事業者が参

入することによって、大幅に地域内の電力供給

量の増加が起こります。消費量を超えること

で、法令で禁止されている電力の逆潮流を起こ

すことになります。その地域の変電所管内で

は、新たな参入ができなくなるということにな

ります。この問題を解決するためにどのような

対策をとっておられるのか、環境森林部長にお

伺いいたします。

発電施設から○環境森林部長（堀野 誠君）

電線への接続の制約につきましては、太陽光発

電などの新エネルギーの導入を促進する上で支

障となっていることから、国においては、こと

し５月末に電気事業法の省令を改正し、電圧を

適正に管理するための装置の設置等を条件に、

制約の緩和が行われたところであります。この

改正に伴いまして、現在、国におきまして、装

置の設置等に要する経費の負担のあり方、具体

的には、電気事業者が負担すべきか、あるいは

発電事業者が負担すべきかについて、検討が進

められているところであります。県としまして

は、今後とも、国に対し、太陽光発電を初めと

した新エネルギー導入促進のための施策などに

ついて要望してまいりたいと考えております。

ありがとうございます。答弁○松村悟郎議員

のように、電力系統への接続ができない地域が

ふえています。今後も、そのような障害のある

地域が出るようであれば、太陽光発電の普及促

進には、大変大きな支障を来すことになりま

す。県民の太陽光発電を導入したいという機運

も薄れることでしょう。本県の新エネルギービ

ジョンの目標達成にも黄色信号ということにな

りかねません。国や電気事業者に対しても、逆

潮流を禁止している法令等のスムーズな改善と

それに伴う変圧器等の設備の改善を、引き続き

強く要望していただきたいと思います。また、

新たに接続可能になった地域等につきまして

も、県として、情報提供を積極的に行っていた

だきたいと思います。

次に、国営かんがい排水事業施設の老朽化対

策についてであります。

一ツ瀬川地区では、県営農村基盤総合パイ

ロット事業とあわせて、昭和47年から60年にか

けて国営事業が行われております。受益面

積3,350ヘクタール、3,500戸の農家が対象とな

り、畑地かんがい用水の安定的な利用が可能と

なったことで、集約的な土地利用により、お

茶、葉たばこ、ピーマンなど、幅広く栽培され

るようになりました。一ツ瀬台地における基幹

的な水利施設であります。地域農業振興に欠か

せない重要な役割を担っております。しかし、

造成当初から40年を経過し、更新時期を迎え、

施設によっては耐用年数を経過しており、その

施設も老朽化が進行していると聞いておりま

す。国営かんがい排水事業一ツ瀬川地区におけ

る施設の老朽化の現状について、農政水産部長

にお伺いいたします。

国営かんがい○農政水産部長（緒方文彦君）

排水事業一ツ瀬川地区では、昭和47年度から60

年度にかけて、営農に必要なかんがい用水を供

給するため、揚水機場、調整池、幹線水路36.4

キロメートル等の施設が整備されております。

同地区におきましては、事業が完了してから

約30年が経過しておりますことから、幹線水路

からの漏水が確認されるなど、全体的に施設の

老朽化が見られるところでございます。このう

ち、施設の運用に不可欠な電気設備などから、
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順次、国の補助事業等を活用して整備を進めて

いるところでございます。

一ツ瀬川以外でも、本県で○松村悟郎議員

は、綾川、大淀川左岸など、国営土地改良事業

に着手して、宮崎県内の先進的な優良農業地域

になっておるところでございますが、このよう

な県内のほかの国営かんがい排水事業地区にお

ける老朽化の状況はどのようになっているの

か、農政水産部長にお伺いします。

本県では、こ○農政水産部長（緒方文彦君）

れまで７地区で国営かんがい排水事業に取り組

みまして、５地区が既に完了いたしておりま

す。このうち、県内で一番早く、昭和45年度に

完了した綾川地区におきましては、老朽化によ

り、漏水事故等が増加したことから、平成13年

度から22年度にかけまして、国の直轄事業で幹

線水路などの更新事業が実施されたところでご

ざいます。また、大淀川左岸地区や大淀川右岸

地区におきましても、水利用を管理するための

コンピューターなど、一部の施設が更新時期を

迎えておりまして、今後、整備を進めていくこ

とといたしております。

古いパイプラインの取りか○松村悟郎議員

え、あるいはポンプなど揚水場の施設整備の更

新、財政的には大変な課題もあると思いますけ

れども、このような優良農地を守るためには、

土地改良区の施設全体の長寿命化、これが本当

に大事だと思っております。国営施設の老朽化

に対しては、今後どのように取り組まれるの

か、農政水産部長にお伺いいたします。

施設を長期的○農政水産部長（緒方文彦君）

かつ安定して運用していくためには、御指摘の

とおり、適正な維持管理によりまして、施設の

長寿命化を図ることが重要でございます。この

ため、施設を管理する土地改良区においては、

国庫補助事業や県単独事業などを活用いたしま

して、点検や補修等の日常的な維持管理を行っ

ているところであります。また、老朽化等によ

り更新が必要となっております一ツ瀬川地区、

大淀川左岸地区及び大淀川右岸地区につきまし

ては、現在、国において、施設の機能診断や長

寿命化を図るための計画策定を進めているとこ

ろでございます。県といたしましては、今後

も、施設を所有する国を初め、関係市町、土地

改良区等と調整しながら、計画的に更新事業等

を進めることによりまして、施設の長寿命化を

推進してまいりたいと考えております。

農業は、本県にとりまして○松村悟郎議員

も、最も大事な基幹産業の一つでございます。

国も、攻める農業、力強い農業の実現を目標に

掲げています。その基盤となるのが、何といっ

ても農地であります。施設所有者の国、そして

管理者の土地改良区とともに十分に協議し、連

携を図り、県としての役割を果たしていただき

たいと思います。

次に、竹鳩橋のかけかえについてでありま

す。

この竹鳩橋は、一級河川小丸川にかけられた

潜水橋で、高鍋町の基幹道路として利用されて

いるほか、通学路にもなっております。全長216

メーター、幅員2.9メーターと狭く、老朽化が著

しいこともあり、２トン車以上の車両の通行を

制限し、大雨のときは常に封鎖をしなければな

りません。また、この橋の両岸には、東児湯消

防本部と総合病院があり、災害時の緊急活動に

支障を来している状況です。さらに、東九州自

動車道高鍋インターと直結しており、利便性が

非常に高くなったことから、交通量が大幅に増

加しております。これまでも、何度かかけかえ

の取り組みはなされてきましたが、結果的には
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かけかえはできず、長年の懸案となっておりま

す。この竹鳩橋のかけかえは、高鍋町の最重要

課題となっており、何としてもやり遂げなけれ

ばならないとの考えであります。これまで県に

対しても、毎年、かけかえに対する理解と支援

を求める要望を行ってきておりますが、高鍋町

の財政状況等を考えると、大変困難な状況にあ

るのも事実でございます。

さて、そのような中、４月15日の第183回国会

の予算委員会第８分科会において、公明党の浜

地議員がこの竹鳩橋について取り上げられ、私

も大変驚いたところであります。浜地議員は、

まず、「防災・減災の総点検運動で九州一円を

回った中で一番心に残ったのがこの橋である」

と感想を述べられ、「このような状況にある地

方自治体の、財政的にかけかえ工事をしたくて

もできない、国の直轄事業から外れた橋につい

て、国として強力な支援をお願いする」旨の質

問をされました。太田国土交通大臣からも、竹

鳩橋の写真を見て、「通学路になっていること

からも、修繕・かけかえをしようとするのは当

然だろう。結局、財政的な問題ということにな

ろう。防災・安全交付金を重点的に配分するこ

とが大事だ。また、高鍋町と宮崎県の今後の方

向性についてよく相談をして、国としての必要

な支援は行ってまいりたい」との答弁がありま

した。非常に踏み込んだ答弁にも驚きました

が、今回の太田大臣の国会答弁を受けて、県は

どのように考えられるのか、県土整備部長にお

伺いいたします。

高鍋町が管○県土整備部長（大田原宣治君）

理する竹鳩橋につきましては、議員御指摘のと

おり、小丸川にかかる潜水橋で、幅員も狭く、

老朽化しておりますが、交通量が多く、通学路

としても利用されていることから、施設の整備

が、町にとっても大きな課題となっていると

伺っております。しかしながら、この橋梁の整

備に当たりましては、財源の確保のほかに、橋

梁形式の選定など技術的な問題を初め、河川管

理者との協議など、解決すべきさまざまな課題

があると認識しております。これらの課題につ

きまして、町が単独で解決することは非常に厳

しいと考えられますので、今後、国や県も町と

連携を図り、設計検討に必要な基礎資料の収集

分析などの課題解決に向けた勉強会を開催する

など、取り組みを進めてまいりたいと思ってお

ります。

この橋は、高鍋町の管理であ○松村悟郎議員

りますので、当然、高鍋町が積極的に取り組ん

でいかなければなりませんが、今答弁にありま

したように、県としても、技術的な支援のほ

か、大臣の答弁にも、「県と町とよく相談をし

て」とありましたように、高鍋町が国への要望

をするに当たっては、県の後押しが必要と考え

ております。県はどのように対応されるのか、

県土整備部長にお伺いいたします。

県としまし○県土整備部長（大田原宣治君）

ては、町が実施する整備の検討に必要となる測

量や調査設計につきまして、技術的な指導や助

言などの支援を行い、町が国に橋梁の整備を要

望するに当たっては、町と十分に連携を図り、

対応してまいりたいというふうに考えておりま

す。

この件につきましては、技術○松村悟郎議員

的にも財政的にも、また、国との調整協議等に

ついても非常に難しい課題がありますが、今回

の大臣答弁を受け、今後の道が開けるものと期

待しておりますので、引き続き、竹鳩橋のかけ

かえに対して、県の支援をよろしくお願い申し

上げます。また、九州管内の防災・減災総合点
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検運動の中で細かく各地域を調査され、宮崎県

高鍋町の小丸川にかかる竹鳩橋を取り上げてい

ただいた公明党の浜地国会議員には、深く感謝

を申し上げたいと思います。引き続き、御支援

をいただけたらと思っております。

次に、環境に優しいマルチフィルムの普及に

ついてであります。

県では、地球環境の保全や、そのための産地

の取り組みに対する消費者理解の促進、経営面

でのメリット確保といった広い観点に立って、

「みやざき環境保全型農業推進プラン」を策定

しています。このプランに基づき、みやざき環

境保全型農業の実践による新たな成長産業化を

目指すとしております。このプランの構成の基

本方針の中に、具体的な施策として、環境負荷

の少ない資材への転換を推進するとあります。

そこで、環境負荷の少ない素材として考えられ

るのが、生分解性マルチフィルムであります。

農業用のマルチフィルムは、畑の畝に覆いかぶ

せて、発芽・成長を促進する目的で広く使用さ

れております。県内では、年間およそ2,500トン

使われております。このほとんどが石油系の製

品で、使用後は産業廃棄物として適正に処理す

ることが求められています。一方、生分解性マ

ルチフィルムは、トウモロコシやバレイショな

どのでん粉からつくられており、一般的な野菜

の栽培期間である120日ぐらいで、土壌微生物に

よって水と二酸化炭素に分解され、収穫後は土

にすき込んでしまえば、剝ぎ取り作業も、廃棄

物処理費用もかからない、農業革命と言える資

材であります。この生分解性マルチフィルムに

ついて、県としてどのような評価をしているの

か、農政水産部長にお伺いいたします。

御質問の中に○農政水産部長（緒方文彦君）

ありましたとおり、本県では、環境保全型農業

の推進を図るため、昨年３月に「みやざき環境

保全型農業推進プラン」を策定したところであ

り、その中で、環境負荷の少ない農業用資材へ

の転換等を推進することといたしております。

生分解性マルチフィルムにつきましては、プラ

スチックのフィルムと比較して、価格が高いこ

とや、保管中に分解が進むために長期保存が難

しいなどの課題もございますが、保温性能や資

材の強度などでは遜色がなく、使用後に土の中

で分解し、収穫後の回収労力の軽減も図れるな

ど、環境負荷の低減に向けて期待が持てる資材

ではないかと考えております。

農業用資材でございますの○松村悟郎議員

で、本来ならば、農業経営者が自己資金で購入

すべきものではありますが、今、部長答弁でも

ありましたように、購入時の価格差が大きいわ

けでございます。ちなみに、このフィルムが１

本当たり8,000円弱といたしますと、石油製の

フィルムは3,000円のような価格差があります。

つまり、導入時点での農業者のためらいという

ものがあるのだと思います。東京都清瀬市で

は、環境保全型農業の推進や農業従事者の作業

効率の向上を目的として、生分解性マルチフィ

ルムの購入経費の一部を補助しております。一

度使うとそのメリットが理解できますので、最

初の背中を後押しするという意味で、生分解性

マルチフィルムの購入費に対して補助をする、

これもまた一つの方法だと考えます。本県にお

ける生分解性マルチフィルムの普及に向けての

取り組みについて、農政水産部長にお伺いいた

します。

県では、農業○農政水産部長（緒方文彦君）

団体等と連携いたしまして、生分解性マルチ

フィルムの性能や効果につきまして、過去10年

以上にわたって現地実証試験を行っているとこ
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ろでございます。また、生産者に対する研修会

において、これまでの成果について情報提供す

るなど、農家への啓発にも取り組み、カンショ

などの大規模経営において、使用する事例が出

てきているところでございます。今後とも、資

材メーカーや農業団体と連携しながら、普及に

向け、この生分解性マルチフィルムの有用性を

さらに確認するとともに、費用対効果など経営

面の課題についても、引き続き検討してまいり

たいと考えております。

よろしくお願いしたいと思い○松村悟郎議員

ます。今後、農家の高齢化や担い手不足によ

り、生産法人や集落営農などの少人数による大

規模農業に転換せざるを得なくなることが予想

されます。生分解性マルチフィルムは、省力化

による規模拡大に大きく寄与するものと考えら

れます。「みやざき環境保全型農業推進プラ

ン」の目標達成や規模拡大による農家経営安定

のためも、生分解性マルチフィルムへの転換・

普及の推進をよろしくお願い申し上げます。

最後になりますが、先ほど、南海トラフ津波

・大震災による影響について質問をさせていた

だきましたけれども、30年以内に起こる可能性

あるいは50年以内に起こる可能性90％程度以上

という、かなりの精度で大きな被害が予想され

ております。今こそ、ハード整備、ソフト整備

を積極的に行っていただきたいと思います。整

備に当たっては、いつやるんですか、知事。か

わりにお答えします。今でしょう。

以上で一般質問を終わります。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○福田作弥議長

した。

あすの本会議は、午前10時開会、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時53分散会
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◎ 一般質問

ただいまの出席議員36○丸山裕次郎副議長

名。定足数に達しておりますので、これより本

日の会議を開きます

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、田

口雄二議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○田口雄二議員

ざいます。昨年の12月から久しぶりに野党に戻

りました田口雄二でございます。また、本年４

月から会派名が３年ぶりに「民主党宮崎県議

団」に戻り、３名の会派となりました。小粒で

もぴりりと辛い宮崎県議会のサンショウのよう

な存在でありたいと思っています。県勢発展の

ために日々精進を重ねてまいりますので、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。

昨年の総選挙以降初めての質問をいたしま

す。前回の質問は総選挙公示日の前日という大

変慌ただしい中で行い、今回も間もなく参議院

選挙と、前回と似たような状況で行いますが、

与野党の立場が変わっての選挙戦です。それに

しても、さきの総選挙は大惨敗に至りました

が、改めて自民党のしたたかさには感心させら

れました。さきの総選挙時の自民党のポスター

の標語には、今、宮崎県の基幹産業である農畜

産業が崩壊しかねないと言われているＴＰＰに

関して、こう書かれていました。「ウソつかな

い。ＴＰＰ断固反対。ブレない。日本を耕す!!

自民党」、「ウソつかない。ＴＰＰ断固反対。

ブレない。日本を耕す!!自民党」、当時の安倍

自民党総裁が、野田総理の「近いうち解散」発

言に対してうそつき呼ばわりをしていました。

「ウソつかない」とはそれをもじってつくった

ポスターだと思いますが、政権交代後あっさり

交渉参加を表明しました。どちらがうそつきな

のか、一生懸命選挙で応援した農業団体の皆さ

んはすっかりだまされてしまいました。「ＴＰ

Ｐ参加の即時撤回を求める会」の幹事長代理を

務めた県内のある代議士は、安倍首相に頼ま

れ、党内のＴＰＰ慎重派や農業団体の根回しを

して回り、交渉参加への道筋をつけたキーマン

だという政府高官の声を産経新聞が報じていま

した。同じことを民主党政権時に行っていた

ら、マスコミも安倍さんと同じように批判の大

合唱であったと思いますが、全く何事もなかっ

たような日々です。我が会派には元新聞記者が

いますので余り言いたくはありませんが、今の

政権への批判はすっかり陰を潜め、公平公正な

報道というのはないのか、全く納得がいきませ

ん。腹立たしい思いで、この３年３カ月の間に

私の髪の毛もすっかり薄くなってしまい、似た

ような状況の井本英雄議員にいつも冷やかされ

ています。今回の参議院選挙は自民党を見習っ

てしたたかにやりたいものですが、民主党関係

者は本来根がいい人間ばかりなので、今回も従

来どおり正々堂々と正攻法で立ち向かってまい

ります。

それでは、一般質問を誠実に正攻法で行いま

すので、よろしくお願いいたします。

まず初めに、知事の政治姿勢をお伺いいたし

ます。

長年の全国地方６団体の要望でもありました

地域主権改革が、一丁目一番地として取り組ん

できた民主党政権時代に大きく前進いたしまし

た。また、地方自治に影響を及ぼす国の政策の

企画・立案並びに実施について、国と地方が協

議をする「国と地方の協議の場」が設置されま

した。また、国が法令で自治体の仕事を定める
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義務づけ、枠づけの見直しが大きく進み、地方

が条例でルールを決められるようになりまし

た。また、地方にとっては自由に使うことがで

きず、使い勝手のいいように要望してきました

ひもつき補助金は、自主戦略交付金、通称一括

交付金として平成23年度から地方に交付される

ようになりました。地方の存在を重視する地域

主権改革に弾みがつき、さらなる改革を期待し

ていました。ところが、政権交代し、安倍首相

が再登板すると、あっという間に一括交付金を

廃止と決め、地方交付税の削減も実施し、地域

主権改革が大きく後退し、地方がようやく得た

成果は簡単に無視されてしまいました。知事

は、この自主戦略交付金、一括交付金をどう評

価し、今回廃止されたことについてどうお考え

かお伺いします。

以上で壇上からの質問を終了いたします。

（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

地域自主戦略交付金の評価等についてであり

ます。地域自主戦略交付金につきましては、対

象となる事業の中から地方が必要とする事業を

自主的に選択する制度として、全国知事会の要

望等により創設されたものであり、地方分権の

観点からは一定の評価をしておったところであ

りますが、具体的な配分額の算定方法について

はさまざまな意見があったところでありまし

て、特に本県のようなインフラ整備がおくれて

いる県にとって十分ではない面があったところ

であり、私も見直しの必要性を感じ要望を繰り

返しておったところであります。平成25年度か

らは廃止となりまして、廃止分については各省

庁の交付金等へ移管されましたが、移管に当

たっては、移管先の各省庁の交付金の対象メニ

ューの大くくり化や新たなメニューの追加な

ど、地方の自由度に配慮した一定の改善措置が

講じられているものと考えているところであり

ます。以上であります。〔降壇〕

地域主権の一括交付金は、先○田口雄二議員

ほども申し上げましたように全国地方６団体の

要望で、つまり私ども県議会の要望でもありま

した。当時の外山議長にもお伺いしたいところ

ですが、同じ議員にはこの場では質問できませ

ん。そこで、一括交付金の廃止に関して、事前

に地方に同意を求める説明等が政府よりあった

のか。安倍政権誕生後の「国と地方の協議の

場」開催状況と協議の内容を知事にお伺いしま

す。

地域自主戦略交付金の○知事（河野俊嗣君）

廃止につきましては、平成25年１月11日に閣議

決定をされました「日本経済再生に向けた緊急

経済対策」に基づき廃止される旨の情報提供

が、国より同日付であったところであります。

また、「国と地方の協議の場」につきまして

は、第２次安倍内閣発足後、１月と６月計２回

開催をされております。地域自主戦略交付金の

廃止につきましては、１月の協議におきまし

て、地域経済に悪影響を与えることのないよう

事業の継続性に配慮するとともに、地方の意見

を十分反映するよう、全国知事会等を通じて主

張したところであります。

お聞きしますと、地方に事前○田口雄二議員

の説明はほとんどなかったと理解してもいいと

思うんですが、これは地方を完全にばかにした

話でありまして、中央による地方への干渉の強

化であります。こういうことにならないよう

に、「国と地方の協議の場」が設置されたので

す。これも完全に無視されたということであり

まして、これまでの長年の要望は一体何だった
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のかと思うほどであります。全国地方６団体の

要望してきた地域主権の成果が、どんどんなし

崩しにされていくのではないかと心配です。民

主党政権時と比較すると、「国と地方の協議の

場」の開催も格段に頻度が落ちております。地

方の自主性の確立に再度地方が声を上げるべき

ではないかと考えますが、知事のお考えをお伺

いいたします。

今御指摘のありました○知事（河野俊嗣君）

「国と地方の協議の場」ができたことは、大変

大きな前進であると受けとめておりまして、こ

れをいかに活用していくかが今後の大きな課

題、また我々に課せられたテーマであると考え

ております。その協議の場における私ども地方

の主張を踏まえて、今回の交付金につきまして

は、移管先の各省庁の交付金の対象メニューの

大くくり化などの措置が講じられたところであ

りまして、これも一定の改善ではないかと受け

とめておるところでございます。今後、移管先

の各省庁の交付金等の配分や運用面の状況を見

きわめる必要があると思っておるところであり

ますが、より一層、自由度の高い制度となるよ

う、今後とも、必要に応じて国への要望、また

協議の場を通じた意見を申し入れてまいりたい

と考えております。

せっかくかち得た「国と地方○田口雄二議員

の協議の場」でもありますので、しっかりと地

方の声を届けていただきたいと思います。どう

かよろしくお願いいたします。

次に、公共事業の入札制度についてお伺いい

たします。

平成18年に県政を大きく揺るがした官製談合

・贈収賄事件が発覚し、知事の逮捕という最悪

の結果を招きました。この事件の反省から、東

国原知事は公共事業に全ての業者が参加できる

一般競争入札を導入いたしました。その後、入

札制度は、公共工事の削減等で建設業の疲弊が

顕著になり、少しずつ見直しを進めてまいりま

した。その間、県議会では、さらなる見直し、

指名競争入札の復活が必要ではないかとの質問

が何度か出されてまいりましたが、これまで、

東国原知事、河野知事ともに見直しに慎重な姿

勢を示してきました。そして、ことしの２月議

会において、災害対応力の強化のため、災害時

を対象に指名競争入札の再導入を検討していく

考えを明らかにしました。ところがその後、２

月議会中に突然、3,000万円未満の指名競争入札

を試行する方針の転換を明らかにしました。本

会議での答弁から急に踏み込んだ方針転換に違

和感を感じたものです。そこで、まず初めに、

６年前の官製談合事件を受けて、その反省から

なぜ一般競争入札を導入したのか、知事にお伺

いいたします。

御指摘のように、官製○知事（河野俊嗣君）

談合事件によりまして公共工事の発注のあり方

が厳しく問われるとともに、公正性、透明性の

確保など、再発防止のための改革が強く求めら

れたところであります。思い切った改革をして

ほしいという県民の強い思いがそこにあったよ

うに受けとめておるところでございます。県と

いたしましては、失われた県民の県政に対する

信頼を回復するために、職員の意識改革やコン

プライアンスの徹底を図りますとともに、公

正、透明で競争性の高い一般競争入札へ移行し

てきたところであります。

２月議会の本会議場での答弁○田口雄二議員

でも明確にしなかったのに、それからわずか数

日後に方針が変わったのは非常に不自然な感じ

がいたします。６年前の反省から一般競争入札

を導入したわけですが、試行とはいえ、今回の
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指名競争入札に移行する経緯について、知事に

お伺いいたします。

入札制度につきまして○知事（河野俊嗣君）

は、今申し上げましたような背景で一般競争入

札へ移行したわけでございますが、その後、改

革と並行して制度の検証と見直しは随時努めて

きたところであります。地域要件の細分化など

地域の建設業者が受注しやすい環境づくりに取

り組んでまいりました。そのような中、口蹄疫

や新燃岳噴火などの災害発生時に、建設業者の

皆様が被災現場にいち早く駆けつけ、懸命に作

業に当たる姿を何度も見たところであります。

大変感謝の思いもあるわけでございます。ま

た、東日本大震災や九州北部豪雨などの大規模

な自然災害が発生し、本県におきましても、南

海トラフ巨大地震による被害が想定されている

状況におきまして、常日ごろから、技術力が高

く、また地域の実情に精通した建設業者を育成

していく必要があるという思いをさらに強くし

たところでございます。また、県の建設業協会

におきまして、地域建設業の方向性についての

研究会が立ち上げられまして、その中で、「災

害工事等における指名競争入札の導入」が提言

をされておるという状況もございました。こう

いったことから、入札制度を検討する中で、官

製談合事件の反省を十分に踏まえながら、透明

性、客観性の高い指名競争入札を新たに導入す

ることによりまして、地域の建設業者の育成を

通じた災害対応力の強化を図ることができるの

ではないかと考えまして、今回、試行すること

について判断をしたところでございます。

次に、試行対象となる3,000万○田口雄二議員

円未満とはどのような判断から決められたの

か、県土整備部長にお伺いします。

今回の試行○県土整備部長（大田原宣治君）

は、地域の建設業者の育成を通して災害対応力

の強化を図るもので、試行の検証に当たりまし

ては、ある程度の工事件数の確保も必要であり

ますことから、全入札件数の約７割を占め、災

害復旧工事の約９割を占める、予定価格3,000万

円未満の工事を対象とするものであります。

私に対しても、いろんな建設○田口雄二議員

業者さんから、「県の入札制度を早く指名競争

入札に戻してほしい」という要望もあれば、逆

に、変なコネがない業者さんなのか、「厳しい

けれども、誰でも入札に参加できる一般競争入

札はやめないでほしい」との要望も、これまで

ありました。透明性、客観性の高い指名競争入

札にするということですが、指名業者選定の基

準をどう考えているのか、県土整備部長にお伺

いします。

今回の指名○県土整備部長（大田原宣治君）

競争入札の試行に当たりましては、透明性、客

観性の高い選定基準を導入することが重要と考

えております。具体的には、土木一式工事の例

で申しますと、発注する工事ごとに建設業者

を、工事現場までの距離、県工事の受注状況、

雇用している技術者の数、防災協定への加入、

建設機械の保有、工事成績などの客観的なデー

タで評価しまして、その合計点の高い順に指名

業者を選定していく方式を導入してまいりたい

と考えております。

なお、このような指名業者の選定基準につき

ましては、透明性の確保の観点から、試行の実

施に当たりあらかじめ公表してまいりたいと考

えております。

この試行期間と試行後の評○田口雄二議員

価、方針の決定はどのようにして行うのか、県

土整備部長に再度お伺いします。

まず、試行○県土整備部長（大田原宣治君）
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後の評価につきましては、競争性、効率性、品

質確保の観点から、落札率、入札手続期間、工

事成績、工事現場に近接する企業の受注状況な

どの項目につきまして分析を行い、他の入札方

式と比較しますとともに、建設業者へのアン

ケートの実施も含め総合的に検証してまいりた

いと考えております。また、次年度以降の方針

につきましては、検証結果について２月議会に

おいて関係常任委員会に報告いたしますととも

に、民間有識者等で構成します入札・契約監視

委員会の調査、審議を経て決定してまいりたい

と考えております。

ありがとうございます。建設○田口雄二議員

業者が疲弊をし、本県経済も冷え込み、また災

害時の対応を心配する声もある。ある程度は理

解いたしますが、今回の方針変換は非常に唐突

であった感は否めません。あの県政を揺るがし

た大事件の反省を踏まえ、情報公開を行いなが

ら、県民の理解を得つつ、公平公正なシステム

を構築していただきたいと考えております。ど

うかよろしくお願いいたします。

次に、電力料金の値上げ対策についてお伺い

をいたします。九州電力は、福島原子力発電所

の事故以降、火力発電に大きく移行していま

す。しかし、化石燃料の購入費がかさみ経営に

厳しさが増し、今年度から電気料金が既に値上

げ、または値上げが予定されています。県財政

に影響が出るのではないかと懸念されますが、

県当局は電気の購入についてどのように対応す

るのか、総務部長にお伺いします。

庁舎等の電気購入○総務部長（四本 孝君）

につきましては、大口使用者への小売自由化を

受けまして、平成16年以降、原則として一般競

争入札により購入先を決定しております。昨年

度は、入札を行った130施設のうち99施設につい

て、九州電力以外の新電力と言われる電気事業

者から電気を購入しております。現在の契約の

大部分はことし９月までとなっておりますの

で、九州電力の値上げは、今後決定することと

なる10月以降の購入価格に影響する可能性があ

ります。県といたしましては、引き続き、一般

競争入札の実施により、安価な電気の確保に努

めますとともに、省エネ、節電に取り組むこと

としております。

企業局が九州電力に売電して○田口雄二議員

いながら、片や九電以外の電気を使うというの

は、ちょっと後ろめたいところがありますが、

今回の質問で、電気に関しては既に経費節減に

しっかりと取り組んでいることがわかりまし

た。

次に、電気の購入ではなく、消費する側の質

問をいたします。県庁舎内の省エネ型照明への

取り組み状況を、総務部長にお伺いします。

県庁舎のうち本庁○総務部長（四本 孝君）

舎の照明につきましては、平成22年度に国の地

域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用いた

しまして、執務室内の照明器具を約３割の省エ

ネとなるインバータ式蛍光灯に、廊下やエレ

ベーターホールなどのダウンライトの大半を約

５割の省エネとなるＬＥＤ照明に切りかえたと

ころであります。今後とも、省エネ型蛍光灯や

ＬＥＤ照明への切りかえなど、省エネ化に努め

てまいりたいと考えております。

省エネ型照明というと、私ど○田口雄二議員

もはすぐにはＬＥＤ照明などしか浮かばないの

ですが、状況に応じた照明が選択されて既に対

応されていること、また、電気の購入に際して

も、細分化された入札が９年も前から実施され

ていることも確認できました。今回の質問で、

担当職員の皆さんとのやりとりの中で他県の取
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り組み状況などを伺うと、電気の購入に関して

は、本県の取り組みは全国でもトップランナー

だということがわかりました。それを私も全然

知りませんで、大変申しわけない気持ちでいっ

ぱいなんですが、これまでの地道な取り組みは

大きく評価されるものだと思っております。し

かし、残念ながら、取り組んできたにもかかわ

らず、今回は値上げです。さらなる対策を検討

し、経費節減にぜひとも努めていただきたいと

思っております。よろしくお願いいたします。

次に、医療・福祉行政についてお伺いいたし

ます。

まず、ドクターヘリについてですが、待望の

就航以来１年以上経過し、その存在は日に日に

大きくなっています。救命率の向上に大きく寄

与しているものと、御尽力いただいている関係

者に感謝申し上げます。特に県北では、３月20

日に県立延岡病院に新たな救命救急センターが

竣工し、３階屋上にはドクターヘリが離発着で

きるヘリポートが整備されました。それ以降ド

クターヘリを目にする機会も非常に多くなって

いますし、身近な人から先日、「娘とおなかの

双子が危険な状態で緊急搬送され、母子ともに

助かった」、あるいは「おじさんが転落事故で

大けがをしたが、ドクターヘリのおかげで一命

をとりとめた」等々、ドクターヘリに感謝する

声を聞くことができました。そこで、昨年のド

クターヘリ就航以降の運航実績を、福祉保健部

長にお伺いいたします。

ドクターヘリ○福祉保健部長（佐藤健司君）

の運航実績でありますが、運航を開始した昨年

４月18日から本年５月31日までの409日間で444

件、１日平均約1.1件となっておりまして、ほぼ

全国平均並みとなっております。その内訳は、

交通事故等の現場出動が230件で、要請のありま

した消防機関別では、東児湯が43件、次いで宮

崎が42件となっており、その搬送先としまして

は、宮崎大学が178件、県立延岡病院が10件、県

立日南病院が７件などとなっております。ま

た、病院間の転院搬送が206件ありまして、要請

のあった消防機関別では、延岡が53件、次いで

西諸が29件となっておりまして、搬送先として

は、宮崎大学が150件、熊本県の医療機関が16

件、県立宮崎病院が12件などとなっておりま

す。そのほか、出動したものの、救急患者が心

肺停止したこと等によりましてキャンセルされ

たものが８件ございます。

ありがとうございました。運○田口雄二議員

航当初は１日１件まではなかったんですが、そ

の後、関係者の判断が的確に下されるように

なったのか、だんだん実績が増加しているよう

です。また、けがや病気の程度によって県立延

岡病院や日南病院にも搬送されていることがわ

かりました。ただ、報道によりますと、ドク

ターヘリが出動中であったため、新たな出動要

請に対応できなかったとのケースが多かったよ

うに思います。運悪く対応できなかった患者た

ちはその後どうなったのか、助かることができ

たのか気にかかります。ドクターヘリが就航す

る前は防災ヘリが対応していましたが、重複要

請時には防災ヘリの活用はどうなっているの

か、福祉保健部長にお伺いします。

ただいまおっ○福祉保健部長（佐藤健司君）

しゃいましたとおり、そのことが大変課題でご

ざいまして、ドクターヘリが出動中に重複して

出動要請があった場合、宮崎大学の救命救急セ

ンターに勤務されておりますフライトドクター

とナースの対応が可能な場合には、防災ヘリに

搭乗して現場出動などの対応を行っていただい

ておりまして、これまで重複要請が33件ござい
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ましたが、そのうち４件を防災ヘリが対応した

ところでございます。

本県ぐらいの面積があれば、○田口雄二議員

本当は２機ぐらいあったほうがいいのかもしれ

ませんが、それは財政的に非常に厳しいと思い

ますので、運悪くドクターヘリが出動しており

対応ができないことも考慮して、可能な限り防

災ヘリの活用も工夫していただきたいと思いま

す。

地域医療再生のための予算が地方に交付され

て、この活用で今回、ドクターヘリが就航に

至ったわけですが、本県同様に隣県も就航し、

これで九州全域をドクターヘリが対応できるよ

うになりました。就航以前から話が出ていまし

たが、就航して１年が経過し、現在、隣県との

連携の進捗状況はどうなっているのか、福祉保

健部長にお伺いします。

ドクターヘリ○福祉保健部長（佐藤健司君）

の隣県との連携につきましては、鹿児島県との

間で、県内で発生した救急事案について、隣県

の医療機関へ搬送する場合の対応、それと救急

現場等の直近に隣県のランデブーポイントがあ

る場合の当該場所の使用、この２点についての

マニュアルを作成しまして、部分的連携ではあ

りますが、この６月から運用を開始いたしてお

ります。同じく、隣県でございます大分、熊本

県にも昨年、ドクターヘリが導入されましたの

で、今後、連携強化について検討を進めていく

必要があると考えております。

既に鹿児島県との連携がこの○田口雄二議員

６月からスタートしているようですが、面積も

広く中山間地も多い本県ですので、熊本、大分

との連携も早急によろしくお願いいたします。

今回のドクターヘリの就航には、市町村の御

協力をいただきながら、ドクターヘリと救急車

の接点となるランデブーポイントを設定して、

スタートいたしました。数が多いほど患者の搬

送時間が短縮されますし、対応の選択肢が多く

なると思いますが、ランデブーポイントの運航

開始後の増加数と新規開拓の取り組みについて

お伺いいたします。

ランデブーポ○福祉保健部長（佐藤健司君）

イントにつきましては、運航開始前の平成23年

度に、県内全ての市町村に合計279カ所設定した

ところでございまして、24年度には、さらに81

カ所ふやし360カ所としたところでございます。

ドクターヘリの効果的かつ円滑な運航にとりま

して、適切なランデブーポイントの設定は極め

て重要でありますことから、市町村や大学等と

連携を図りながら、今後とも毎年度、ランデ

ブーポイントの新規設定や見直しを行ってまい

りたいと考えております。

本県は中山間地も多く、新規○田口雄二議員

開拓が難しい地域も多いのではないかとは思い

ますが、引き続き御尽力をお願いいたします。

次に、県立病院の状況についてお伺いしま

す。先ほど申しましたように、延岡病院には新

救命救急センターが竣工し、この４月から、長

く休診していた消化器内科の専門医が２名赴任

していただきました。また、日南病院において

も、宮崎大学の地域総合医育成サテライトセン

ターも設置されました。臨床研修医の確保も安

定しつつあり、医療スタッフの一時の危機的な

状況からは少しずつ改善されつつあります。そ

こで、現在の３つの県立病院の医師、看護師な

どの医療スタッフの充足状況について、病院局

長にお伺いいたします。

最初に、医師でご○病院局長（渡邊亮一君）

ざいますが、今年４月現在の総数は183名と過去

最多となっており、定員をほぼ充足しておりま
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すが、病院別に見ますと、日南病院及び延岡病

院では必要な配置数を下回っており、一部の診

療科で休診が続いているなど、引き続き厳しい

状況にございます。今後とも、各大学医局への

派遣要請あるいは医師の処遇改善などに取り組

みまして、必要な医師の確保に努めてまいりた

いと考えております。

次に、看護師でございますが、現在、定員

を60名上回る約980名の正規看護師がおります

が、80名程度が育児休業等を取得しているた

め、欠員が生じているところでございます。こ

のため、臨時職員等による補充を行っておりま

すが、特に日南病院及び延岡病院では応募者が

少なく、必要な人員の確保に苦労しているとこ

ろでございます。こうした状況に対応するた

め、病院局としましては、採用試験合格者のう

ち既に免許を有する方を年度途中に前倒し採用

することや、院内保育の実施により育児休業取

得者が早期に職場復帰しやすい環境づくりを進

めることなどによりまして、正規職員による人

員確保に努めているところでございます。さら

に今年度からは、日南病院及び延岡病院の看護

師確保のために、原則として採用後の異動がな

い地域枠採用を行うこととしているところでご

ざいます。

ありがとうございます。３病○田口雄二議員

院はそれぞれ状況が違いますが、医師の総数が

過去最多とは大変心強く感じるものです。これ

までの対策が実を結んでいるものと思います

が、延岡・日南病院はまだ医師不足です。休診

中の科もあります。引き続き医師確保に力を注

いでいただきたいと存じます。

看護師確保に関しては、原則として採用後に

異動がない地域枠採用を日南と延岡病院に新設

していただきました。それで、これについお伺

いいたしますが、今年度から実施される看護師

の地域枠採用について、その目的と採用予定

数、採用後の処遇について、病院局長にお伺い

します。

今年度から従来の○病院局長（渡邊亮一君）

試験区分に加えまして実施する地域枠採用で

は、日南病院が５名程度、延岡病院が７名程度

の採用を予定しております。その目的でござい

ますが、まず、近年、看護師の異動希望が宮崎

地区に集中しており、また宮崎地区で家庭を持

ち子育て等を行っている職員の延岡病院、日南

病院への異動が困難な中で、両病院に必要な人

員、人材を確保することが挙げられます。ま

た、地域枠で採用された職員には、１つの病院

に勤務することで自分たちが支える病院として

愛着を持っていただき、結果として良質な医療

の提供を図る上でも有益であると考えていると

ころでございます。さらに、日南、県北地域へ

の看護師定住を促進することによりまして、地

域振興に資するとともに、災害時の緊急時にお

いては、病院機能維持のための必要な人員体制

の確保が容易になるものと考えております。

なお、採用後の給与等の処遇につきまして

は、地域枠採用職員とそれ以外の職員の間に差

を設けないこととしております。

地域の実情を考慮しての新設○田口雄二議員

は実にありがたく、看護師確保の一助になって

くれればと思っております。また、延岡におき

ましては、聖心ウルスラ学園が県北の看護師不

足対策も考えていただきまして、看護科がこと

し新設されております。すぐには看護師さんと

して現場には出てきませんが、非常に明るい話

題だと思っております。

次に、例年、県内就職状況が気になります多

額の県費をつぎ込んでいる県立看護大学の卒業
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生の県内の就職状況について、福祉保健部長に

お伺いいたします。

県立看護大卒○福祉保健部長（佐藤健司君）

業生の県内就職者数、過去５年間の状況を見ま

すと、平成24年度が29名、23年度45名、22年

度44名、21年度37名、20年度が48名となってお

ります。

これまでは少しずつ県内就職○田口雄二議員

が上昇してきておりましたが、今回は余り芳し

くなかったようです。ここではその原因はお聞

きしませんが、来週の常任委員会で聞かれると

思いますので、しっかり分析して理論武装して

おいてください。

ここでは、県立病院における県立看護大学の

卒業生の採用状況はどうなっているのか、ここ

数年の推移とともに病院局長にお伺いいたしま

す。

県立病院における○病院局長（渡邊亮一君）

県立看護大学卒業生の採用数は、過去５年間の

状況で申し上げますと、平成25年度が13名、平

成24年度が17名、平成23年度が５名、平成22年

度が９名、平成21年度が19名となっており、お

おむね採用者の２割程度を県立看護大学の卒業

生が占めております。

卒業生の県内就職数の中で○田口雄二議員

も、県立病院の比率は非常に高いものとなって

おります。今後も引き続き、総合的にレベルの

高い教育を受けてきた卒業生の確保に、さらに

努めていただきたいと思います。以上で、医療

・福祉行政に関する質問を終了いたします。

次に、県土整備行政についてお伺いいたしま

す。

安倍政権に移行して、またしても公共事業が

大幅な増加です。野党時代の鬱憤を晴らすかの

ように大盤振る舞いをいたしました。2012年度

補正予算と2013年度予算を合わせた、いわゆ

る15カ月予算と言われるものです。しかし、緊

急経済対策としての公共事業は、経済効果を早

く出すために即効性が求められています。2012

年度の大型補正も今年度中に消化することが求

められています。公共工事とは、予定をしてい

ても、用地交渉一つを見ても非常に時間と労力

を要し、そう簡単に事業には取りかかれませ

ん。実施しなければならないところではなく、

実施可能なところに公共事業が実施される懸念

があり、無駄な公共事業が行われる可能性が高

くなります。そこでお伺いいたしますが、県土

整備部の、予定はしていたが、さまざまな理由

で使うことができなかった平成24年度の当初予

算分の繰越額と補正予算の繰越額はそれぞれ幾

らになっているのか。また、当初予算分の繰り

越しの要因は何なのか、県土整備部長にお伺い

いたします。

県土整備部○県土整備部長（大田原宣治君）

の一般会計の平成24年度から25年度への繰り越

し確定額は370億388万2,000円であります。この

うち当初予算分が182億9,006万3,000円、補正予

算分が187億1,381万9,000円となっております。

また、当初予算分の繰り越しの主な要因は、地

質などの条件変更に伴う工法の検討や関係機関

との調整、用地交渉等に日時を要したことなど

によりまして、工事発注のおくれや工期の延伸

が生じ、24年度内の工事完成が困難となったも

のであります。

先ほども申しましたように、○田口雄二議員

公共工事はいろんな要因で執行がかなわず、予

定どおり事業が進まないことが大変多くありま

す。繰り越した分と今年度予算を合わせる

と、1,000億円を超える大変大きな公共事業費と

なります。繰り越しできない補正予算で措置し
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た経済対策分の有効な執行が求められますが、

県土整備部長の予算執行の考え方をお伺いいた

します。

平成24年度○県土整備部長（大田原宣治君）

の補正予算につきましては、国の方針に沿っ

て、道路等公共土木施設の老朽化対策、事前防

災・減災対策など、「命を守る公共事業」を中

心に事業を実施することとしております。具体

的には、早急に安全を確保する必要がある小学

校などの通学路対策や国県道の舗装補修、落石

防止対策、さらには浸水被害のあった五ヶ瀬川

などの河川改修工事や堤防補強工事などに取り

組むこととしております。

なお、24年度の補正は緊急経済対策として措

置されたものでありますので、予算の早期執行

が求められており、県土整備部としましても、

今年度の上半期中には繰越額の９割以上を発注

できるよう取り組んでいるところでございま

す。

県民のためになる感謝される○田口雄二議員

ような公共工事を要望いたしますし、業者のた

めの工事にならないよう、これまでの反省から

無駄な公共事業と決してならないように対策を

ぜひお願いいたします。

次に、高速道路についてお伺いします。

おくれていた東九州自動車道の延岡―宮崎間

は今年度中に開通予定です。延岡―大分間は、

まだ細切れではありますが、県境の北浦―蒲江

間は昨年度開通し、全線開通は28年度が予定さ

れています。本県内は既に用地買収は完了して

いるようで、今、県民を挙げて、大分―北九州

間の26年度開通予定に合わせて、宮崎―大分間

が２年前倒しの完成に向けての運動を展開して

います。北九州市から宮崎市までの早期完成に

向けて整備が進められていますが、現在の整備

状況と今後の見通しについて、県土整備部長に

お伺いいたします。

東九州自動○県土整備部長（大田原宣治君）

車道の北九州市―宮崎市間につきましては、延

長319.2キロメートルのうち、未供用の区間が５

区間91.1キロメートル残されている状況にあり

ます。これまでにも、本県を初め、沿線自治体

や関係団体で組織する協議会等におきまして、

北九州市から宮崎市までを平成26年度までに一

体的供用を図ることとし、供用年次の前倒しを

関係機関に要望してきたところです。現在のと

ころ、５区間のうち日向―都農間、椎田南―宇

佐間、苅田北九州空港―豊津間の３区間64.3キ

ロメートルは、平成25年度もしくは平成26年度

の供用予定として整備が進められております

が、残る２区間の北浦―須美江間、佐伯―蒲江

間26.8キロメートルは、平成28年度の供用予定

となっております。このため、県としまして

も、引き続き沿線自治体や関係団体などと連携

を図りながら、東九州自動車道、北九州市―宮

崎市間の平成26年度までの一体的供用を強く要

望してまいりたいと考えております。

半年とか３カ月というレベル○田口雄二議員

ではなくて、２年も前倒しにしようという話で

すので大変なことだと思いますが、そういう意

味では今回、内田副知事もお見えになりました

ので、予算獲得等、ぜひとも御尽力賜りますよ

うによろしくお願いいたします。

次に、現在、延岡から宮崎市に来るには、国

道10号を車で南下して来るかＪＲを利用するの

がほとんどで、以前はあった宮崎交通の宮崎―

延岡間のバス路線は現在はありません。今年度

の宮崎―延岡間の東九州自動車道の全線開通

で、交通選択肢の多様性が図られますが、延岡

―宮崎間の開通に向けて、高速バスの運行予定
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はどうなっているのか、総合政策部長にお伺い

いたします。

宮崎―延岡間○総合政策部長（土持正弘君）

の開通に向けまして、現時点で複数の交通事業

者が、高速バス路線の開設を検討しているよう

でございます。県といたしましては、高速バス

路線の開設により利便性が向上し、地域間交流

や経済の活性化が期待されますとともに、災害

時の代替交通手段確保の観点からも、県民生活

の向上に大きく寄与するものと期待をしている

ところでございます。

ありがとうございます。複数○田口雄二議員

の業者が検討中とお聞きして、大変明るい気持

ちになりました。希望的観測ではありますが、

参入するからにはＪＲの特急料金よりも安くな

るだろうと私は勝手に思っておりまして、複数

の業者であれば、宮崎駅はもとより、宮崎空港

や宮崎大学医学部経由等も考えられます。ま

た、近いうちの開通を見込んでいる大分・福岡

・北九州方面の高速バス路線開設も大きく期待

できます。ありがたい答弁、本当にありがとう

ございます。

そこで、東九州自動車道の宮崎―延岡間にお

ける高速バスの停留所は何カ所設置されるの

か、またどこに設置されるのか、県土整備部長

にお伺いいたします。

東九州自動○県土整備部長（大田原宣治君）

車道の宮崎―延岡間開通後における高速バスの

停留所としましては、高速道路の本線上に設置

されるものとして、宮崎、国富、西都、門川の

４カ所があります。また、本線上ではなくイン

ターチェンジの外側に設置されるものとして、

日向、延岡の２カ所があります。合わせて６カ

所の停留所が設置されておりまして、このうち

宮崎と国富の２カ所につきましては現在利用さ

れております。

高速バスの運行が複数の業者○田口雄二議員

に検討されていることは、県北の皆さんには大

変喜ばしいニュースになると思います。いろん

な選択肢も考えられますし、早く具体的な話が

聞きたいものです。ぜひともよろしくお願いい

たします。

次に、教育行政についてお伺いをいたしま

す。

延岡市の東海小学校の修学旅行は、「宮崎を

知る・学ぶ・体験する」をテーマとして、昨年

から、社会で必要な知識や能力を身につける

キャリア教育の時間として、県内を中心にさま

ざまな施設を訪問しています。卒業式に出席し

た折、ＰＴＡの会報を見てこの事実に驚きまし

た。近所の小学校でありまして、娘の母校でも

あるんですが、この行程は、小学校を出発した

後、10号線を南下して宮崎市佐土原町の宮崎日

日新聞社を訪問し、新聞ができる過程を見学

し、その後、フェニックス自然動物園で動物と

触れ合い、宮崎科学技術館でプラネタリウムを

楽しんだ後、日南市まで南下していきます。飫

肥城下町研修を済ませて、青島に宿泊して初日

が終了。２日目は、青島で鬼の洗濯板などを散

策した後、宮崎国際大学で多くの外国人と交

流、航空大学校でパイロットになるための訓練

を見学し、最後に生目の杜で古墳を学び、生目

の杜遊古館でまがたまつくりをした後、小学校

への帰途につく、まさに盛りだくさんの１泊２

日の旅です。校長先生に伺うと、「郷土宮崎の

ことをもっと知ってほしいとの思いから計画を

した」。しかし、「従来どおりで」と。これま

では熊本県に行っておりまして、テーマパーク

に寄っておったんですが、「子供の楽しみをと

るのか」とＰＴＡの反対等もあったようです
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が、何度かの話し合いで実現をしたそうです。

しかし、子供たちの評価は大変高く、ＰＴＡ会

報の卒業特集の「６年間の思い出」には各生徒

の一番の思い出が書かれていましたが、修学旅

行のことが多くつづられていました。「今まで

知らなかった宮崎の歴史や名所について学ぶこ

とができた」「航空大学が一番心に残った」

「宮崎国際大学でたくさんの友達ができて外国

の人と話すことができた」等々で大変印象深い

旅行になっているようです。今年度も既に２度

目の修学旅行がほぼ同じ内容で実施されていま

す。内容もすばらしいと思いますし、ぜひ県北

地区、県西地区、県南地区、それぞれ同様の

「宮崎を知る・学ぶ・体験をする」を企画し

て、県内修学旅行が広まってほしいものだと

思っております。そこで、東海小学校のように

県内で修学旅行を実施することについて、教育

長のお考えをお伺いいたします。

修学旅行につきまし○教育長（飛田 洋君）

ては、その狙いや教育的な意義を踏まえ、安全

性や経済的な負担、児童の実態等にも配慮し、

保護者の理解を得ながら、各学校や市町村教育

委員会が主体性を持って取り組んでおられると

ころでございます。御質問にありました、県内

で修学旅行を実施している小学校の取り組みで

は、郷土の歴史、自然、文化といった宮崎のよ

さに触れさせるとともに、お話にもありました

が、キャリア教育の視点も加えられており、子

供たちからも、「教科書では学べないことがわ

かった」など喜びの声が上がっていたと伺って

おります。県外での修学旅行が多い現状にあり

ますが、この取り組みは異なる視点が取り入れ

られており、その内容について昨年度、早い段

階で周知したいということで、校長会で紹介さ

せていただいたところでございます。

旅行先は各学校が独自に決め○田口雄二議員

るそうですが、同様の取り組みが広まり、郷土

を知ることにより、郷土に誇りを持ち、郷土愛

もさらに高くなるものと思っております。これ

まで各議員が県内修学旅行も提言してきたとこ

ろでありますが、知事の100万泊運動にも連動

し、県内の経済の活性化にもつながります。こ

の英断を下した校長先生はことし、延岡市内の

別の学校に転勤いたしました。次の学校でもぜ

ひ実施してほしいものですし、教育委員会もい

ろんな機会を通して御紹介していただきたいと

思っております。どうかよろしくお願いいたし

ます。

次に、私が高校生のころは、「将来はどんな

職業につきたいのか」と問われても、余り真剣

に考えたりはしていませんでした。漠然と、今

の成績で行ける一番いい大学に行くというよう

な安易なものでした。最近、新聞等を見ていま

すと、高校生の医師との意見交換会や、医療現

場へ生徒たちが訪問し職場体験をし、本県の医

療の厳しい状況を理解してもらい、医療の世界

へいざなうようなケースが多く見受けられま

す。１人でも多くが医療に対して関心を持ち、

医療スタッフの一員になってくれたらと思って

います。このような医療現場での職場体験等の

実施で、医療に対する生徒たちの意識は変わっ

てきているのか、教育長にお伺いいたします。

高等学校におきまし○教育長（飛田 洋君）

ては、将来、医師や看護師を目指す生徒が、

キャリア教育の一環であるインターンシップな

どにおいて病院や施設で職場体験を行っており

まして、体験をすることはもちろんですが、誇

り、使命感を持って働いていらっしゃる方の心

に触れるというようなことをやっております。

昨年度は、医師体験を５つの県立高校で実施し
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ており、看護体験につきましては35校の高等学

校で行っております。職場体験に参加した生徒

の感想には、「医師の果たす役割とその責任の

重さを確認できた」「看護の仕事や命の大切さ

を理解できた」「地域医療に自分も貢献してい

きたい」「いろいろな職種の人が協力して１人

の命を救っている」というような感想が多くあ

りまして、医療に対する生徒の意識は確実に高

まっていると感じております。このような取り

組みが、将来本県の医療を担う人材の育成につ

ながっていくものと大きな期待をいたしている

ところであります。

ありがとうございます。私た○田口雄二議員

ちのころにもこのようなさまざまな職場体験が

あったら、政治の世界などに入らず、もっと

違った有意義な人生を歩んでいたかもしれませ

ん。今は、１人でも多くの学生が将来を見据え

て本当にやりたい仕事を見つけてほしいと思っ

ております。

時間がなくなりましたが、最後に知事にお伺

いします。これは前回の質問時にお聞きしよう

と思っていたものですが、時間が足りなくなっ

てしまい、今回、仕切り直しの質問です。今、

ＮＨＫで時々やっていますハーバード大学のサ

ンデル教授が行う学生との討論番組「白熱教

室」が人気があります。知事はハーバード大学

のロースクールで学んだ経験があり、それにち

なんで「知事の白熱教室」を昨年、延岡高校の

メディカルサイエンス科の２年生84名を対象に

実施しています。前半は知事が生徒たちに若い

世代に期待することを語り、後半は、事前に生

徒たちが県北の課題を絞り込み、「地域医療」

と「地域の活性化」の２つのテーマで意見交換

をしたと伺っております。延岡高校メディカル

サイエンス科で行われた「知事の白熱教室」に

ついて、知事の感想をお伺いし、また、意見交

換で知事が印象に残ったことを少し御披露いた

だけたらと思います。

昨年実施しました「知○知事（河野俊嗣君）

事の白熱教室」では、今、御指摘がありました

ように、延岡高等学校のメディカルサイエンス

科の１期生になる２年生の84人と、地域の活性

化や医療問題をテーマにいろんな意見交換をさ

せていただきました。感心をしたのは、生徒た

ちが授業の前に３週間ほど事前学習をしている

んです。そして、地域の課題についてみずから

考えて、課題を考えるだけではなしに、こうし

たらどうだろうかという解決策までも示してい

ただいたわけであります。例えば、僻地医療の

医師を育ててはどうかとか、研修医をもっと確

保してはどうだろうかと。その課題解決を提案

する力、また事前の学習、すばらしいなという

思いがしたところであります。

自分の高校のころのことを考えると、当時、

国立の広島大学附属高校というところでありま

したが、地域の広島のことについてはほとんど

学んでいませんし、ましてや課題について勉強

したり、こうしたらどうだろうかということを

考えたことは一度もなかった。これからの宮崎

の医療を支えていこうという子供たちが、そう

いうふうな勉強をし、また問題意識を持ってお

ることについて、大変心強く思ったところであ

ります。また、「医療現場で医師や患者さんの

実情を知る体験学習などを通して、医療に携わ

りたいという思いを強くした」、そんな意見も

聞いたところでありまして、本当にすばらしい

という思いがしております。

これからも、こういう機会を通じて私が授業

なり現場に行くことによって、あらかじめ勉強

したりというような刺激を与えて、宮崎のこと
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を勉強してもらいたい、ふるさと宮崎のよさを

学んでいただきたい。そして、先ほど御指摘が

ありました郷土愛を培ってもらう。そして、い

ずれ宮崎のために頑張りたい、そういう思いの

子供たちを積極的に育ててまいりたい、そのよ

うに考えております。

ありがとうございます。○田口雄二議員

今、知事がおっしゃったように、今回、生徒

が事前に地域の課題を一生懸命勉強したという

のは非常に大きい意味があると思っておりま

す。そういう意味では、やっていただくことに

は非常に感謝申し上げたいと思います。

昨年、知事が意見交換したメディカルサイエ

ンス科の学生諸君は、現在３年生になっており

まして、１期生として、今年度進学試験を受け

ることになります。知事との意見交換でさらに

啓発され、地域医療に思いを強くし、１人でも

多く医療に関するところに進学していただきた

いものだと思っております。今後もぜひ学校現

場に知事みずから足を運んでいただきまして、

生徒たちに刺激を与えていただけたらと思って

おります。どうかよろしくお願いいたします。

ちょっと時間が残りましたが、以上をもちま

して私の質問を終了いたします。どうもありが

とうございました。（拍手）

次は、西村賢議員。○丸山裕次郎副議長

〔登壇〕（拍手） ３年ぶりに○西村 賢議員

愛みやざきに戻りました、日向市選出の西村で

ございます。また引き続き、議員の先輩各位、

同僚各位からの御指導よろしくお願いをいたし

ます。

去る６月１日、宮崎県の置県130年の記念式典

において、河野知事は非常にすばらしいパ

フォーマンスを披露していただきました。ま

た、この議会でもたびたび取り上げられており

ますが、休みの日には県内各地を回っていただ

きまして、非常に精力的に活動、活躍していた

だきますことに本当に頭が下がります。ぜひ、

この質問に対しても、先日の置県130年の記念式

典のようなパフォーマンスをお願いしたいと思

います。

まず、特別職の退職金について質問いたしま

す。２月議会の最終日、私は、副知事の退職金

につきまして、知事に質疑をさせていただきま

した。改めてそのときの議事録を見てみます

と、知事御自身は、現在の特別職の退職金制度

について、「検討する必要があるものと考えて

いる」との発言はありましたが、知事自身がど

う思っているかにつきましては、明確に答弁を

していただけませんでした。現在の退職金制度

によれば、知事の退職金は４年間で4,166万円、

約4,000万円超、そして副知事は2,352万円程

度。多少額は間違っているかもしれませんが、

これが高いのか妥当であるのかは、人によって

見解があることだと思います。ほかにも特別職

の方々がこの議場にいらっしゃいますので、非

常に質問がしにくいところではありますが、２

月議会では公務員の退職金について、そして今

議会につきましても地方公務員の給与削減と、

立て続けに公務員給与に関する議案も上がって

おりますので、質問させていただきます。河野

知事は、現在の特別職の退職金制度についてど

う思っているのか、知事の見解を伺います。

以下、質問者席にて質問を続けます。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

特別職の退職手当についてであります。特別

職の退職手当は、特別職としての職務や職責に

対して支給されるものでありまして、在任中の
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勤務に対する報償的な考え方が基本にあるもの

とされております。また、退職手当の支給水準

につきましては、他の地方公共団体との比較や

当該団体の置かれた状況などを踏まえて検討し

ていく必要があるものと考えております。この

ような中、昨年度、一般職の退職手当の引き下

げ改正が行われたことを受けまして、全国的に

見ると、特別職についても引き下げの方向で見

直しを行う団体が出てきているところでありま

す。このようなことから、本県の特別職の退職

手当も、どういう水準が適正なのか、他の団体

の状況を踏まえながら、今後、特別職報酬等審

議会において御審議をいただきたいと考えてい

るところであります。以上であります。〔降

壇〕

再質問をさせていただきます○西村 賢議員

が、今の知事の答弁の中にも、特別職の制度が

こうだああだという話ではなくて、知事自身

が、今の給与水準というものを妥当だと思われ

るのか。高いとか安いとか、知事の思い、考え

というものはどうなんでしょうか。

自分自身が高い低いと○知事（河野俊嗣君）

いうところよりも、今言いましたように他の団

体との比較でありますとか、当該団体の置かれ

た状況などを勘案して、有識者から構成される

審議会等で判断されるものと考えておるわけで

ありますが、先ほど言いましたような今の状

況、一般職の退職手当が引き下げをされてい

る、そして他の団体でも引き下げが行われてい

るというような状況を考えますと、引き下げの

方向での検討がなされるべきというふうには考

えておるところでございます。

引き下げをという話がありま○西村 賢議員

したけれども、私が２月議会に伺った際は、引

き下げるべきとか妥当であるということは何も

なくて 私の質問が悪かったかもしれません―

が、議場では明確に答弁されずに、次の日の新

聞を見れば、「減額を視野に」というのがどん

と出ているわけです。ということは、知事はこ

こでは発言をせずに、もしかしたら、マスコミ

の取材に対して「減額しますよ」というような

ことをおっしゃったのではないかと思いまし

て、私は非常に残念に思いました。知事自身は

どうしたいという思いはあるんでしょうか。

まず、ここでの答弁○知事（河野俊嗣君）

と、議会が終わった後にマスコミのぶら下がり

取材があるわけであります。そこでの発言につ

いて、今、御指摘があったところであります。

ぶら下がりでは、いろんな質問が次々寄せられ

ているところでありまして、その中での方向性

を答弁したということだと思っております。そ

の中で、議会では十分そこまで答弁せずに、ぶ

ら下がりの中ではそういう表明になってしまっ

たのではないかという御指摘はしっかり受けと

めて、今後、慎重な対応といいますか、よく考

えていく必要があると受けとめておるところで

ございます。

そして、退職手当をどういうふうに考えてい

るかは、先ほど来申し上げておりますように、

他の団体の状況なり本県の置かれている状況を

踏まえて考えるべきもので、先ほど言いました

ように、今、他の団体と比べると高い状況にあ

る。したがって、引き下げの方向で考えられる

のが筋ではないかと考えておるところでござい

ますが、それは、特別職報酬等審議会で一定の

有識者による審議を経て、判断をしてまいりた

いということでございます。

審議会でという話、もちろん○西村 賢議員

それは第三者機関といえばそうかもしれません

が、審議会については今議会でも新たに設置を
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していくということで、今現在は審議会委員が

決まっていない状況にあります。過去を見たと

きに、審議会委員は、県の関与が全くないよう

な方も、もしかしたらいらっしゃる。また一方

では、県の補助金でありますとか、いろんな事

業を受けている方もメンバーにいらっしゃる。

そういう方が率先して、知事の給料は高いと

か、公務員の給料はもっと下げるべきだとか、

中立的に言える審議会のあり方なのかなと疑問

に思います。

もう一点、河野知事の前の東国原知事は、

「私は半額にします」ということで、任期途中

でされました。そのときは、審議会の審議を経

ずに特例として下げるということで議会に諮る

ことがありました。ということは、そういうこ

ともできるわけです。審議会のことと特例を用

いないということに対して、知事はどうお考え

ですか。

特例につきましては、○知事（河野俊嗣君）

半額にするとか、ゼロにするとか、いろんな形

で選挙のときの公約として掲げられているとこ

ろがあるわけでありますが、制度的に認められ

たものを選挙のときの一つの公約なり提案とし

て示すことがいかがなものかという思いがあり

ました。そうではなしに、あるべき水準を、先

ほど言いましたように、他団体との見直し、比

較等の中で議論がされて決定をされるべきもの

だと考えておるところでございます。

そして、審議会委員についての御指摘もござ

いました。一つの提言として受けとめたいと考

えておりますが、学識経験者、有識者、いろん

な団体を代表する方、県との関係で言うと、い

ろんな仕事なりいろんな審議会の委員をお願い

している方がどうしても選ばれる状況にござい

ます。そういう意味で、全く県と仕事のつなが

りのない方を選ぶのは非常に困難ではないかと

思っておるところでございますが、その中でい

かに公平な判断をお願いできる委員を選ぶかと

いうのは、一つの課題として承りたいと考えて

おります。

先ほど一番最初の質問の答弁○西村 賢議員

にもあったとおり、知事本人は、これは下げる

べきだと強く思われていても、知事のことです

から、非常に優しい心の持ち主であって、自分

が下げることで、ほかの県もしくは県内市町村

に大きな影響を与えるのではないかという配慮

があるのかなと思っております。そこを突き詰

めることはいたしませんが、これは知事の思い

だと思います。逆に、知事はこれだけの職責だ

から妥当であるということをきちんと説明して

いただければ、それはそこで納得する。ここで

は、そういう議論がなくて、マスコミが先行し

て減額だということが先に出ますと、私たちも

知事の発言に対して一々不信感を持たなければ

ならないこともありますし、この議場の場を大

事にしていただきたいと思っております。

次に行かせていただきます。フードビジネス

振興構想についてお伺いいたします。

本県のフードビジネス振興構想が具体化に向

けて大きく動き出しました。安倍政権もＴＰＰ

参加にかじを切っているわけですし、ＴＰＰ以

外にも、日中韓ＦＴＡ、ＡＳＥＡＮなどアジア

の物流が加速していくこのタイミングでのフー

ドビジネスの拡大、東アジア戦略など、県を挙

げて考えて、それに備えていくことは、将来を

見据えて非常に重要であると思います。この

フードビジネス振興構想のそれぞれの重点施策

を見ますと、東アジア輸出促進拠点整備事

業5,250万円、「農」と「企業」のみやざきフー

ドビジネス創出事業１億円、日本一のキャビア
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産地づくり支援事業4,010万円、全共二連覇“日

本一宮崎牛”販路拡大対策事業2,464万円と非常

に多額の予算をかけて、まさしく攻めの姿勢で

取り組んでおり、知事初め執行部の本気度が相

当なものであると感じております。

これまでは、予算がないとか非常に厳しいと

いうことで、積極的な予算をかけて打って出な

かったことに対して、大きく攻めに転じている

と思いますが、ここまで県が命運をかけて挑む

事業の背景には、当然、本県の地理的、地域的

に不利な面もあるかと思いますが、県がどこま

でバックアップしていくのか非常に疑問もあり

ます。本来であれば、民間企業 民間といい―

ましても農協、経済連なども含みますが、民間

同士の競争であり、新商品開発、販路拡大とい

うのは、企業である民がやるものであります。

場合によっては、補助金に頼ってほかの地域と

の競争力の向上につながらないかもしれない。

また、中間の商社や金融機関などが潤って、生

産者や生産地に恩恵がつながらないかもしれな

い。他地域との競争に勝てない理由をしっかり

と把握して挑んでいかなければ、生きた事業に

ならないかもしれません。本県の農業を強くす

ることは、生産者の経済対策、また、担い手対

策、耕作放棄地対策につながるものであります

が、どこまで行政がバックアップしていくべき

なのか、フードビジネス振興構想における本県

の農業の目指す姿について、知事にお伺いをい

たします。

フードビジネス振興構○知事（河野俊嗣君）

想は、農業のみならず水産業を含めて本県のす

ばらしい農林水産資源を、素材提供型ではな

く、それを生かしてもっと裾野を幅広く、２次

産業も３次産業も活性化していく、それが産業

振興なり雇用の確保につながるのではないか、

その根底、基本的な考え方はそこにあるわけで

ございます。

御質問の農業に関しまして、農業を取り巻く

情勢は、国際的にも非常に厳しいものがある中

で、宮崎牛の全共２連覇でありますとか、安全

・安心の取り組み、残留農薬検査体制日本一で

あったりするわけでございます。そういった本

県農業が他にない高いポテンシャル、可能性を

持っている、それをもっともっと生かしていき

たいという思いでフードビジネスを進めておる

ところでございまして、商工業や観光業など他

産業のノウハウやマーケットのニーズを上手に

取り込みながら、本県農業のポテンシャルをさ

らに引き出してまいりたいと考えております。

企業の農業参入や東アジア市場の開拓などを初

め、新たな視点、発想で生産現場に付加価値を

呼び込もうとする農業者や企業者の主体的な活

動、御指摘があるとおり、いろんな独自の取り

組みを後押しする、一緒になって頑張って前に

進んでいこう、そのようなものとして考えてお

るところであります。

フードビジネスに関しますさまざまな取り組

みが生まれて活性化することは、その基礎とな

る農業の競争力強化に直結する。今、「儲かる

農業」を目指して農業・農村振興計画に取り組

んでおるところでございまして、この構想を通

じて、農業のさらなる成長を促し、より力強く

地域経済を牽引していく基幹産業にしてまいり

たいと考えております。

先日、各議員のところに「宮○西村 賢議員

崎フードビジネスかわら版（創刊特別号）」と

いうものが届きまして、宮崎県フードビジネス

推進課がつくっているものを見ました。非常に

中身もできばえもよくて、しかもわかりやす

い。こういうものが今後、広く県民にも親しま
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れていくように期待をしたいと思っておりま

す。

次に移ります。この戦略の中心となる東アジ

アの対策ですが、今度は農政水産部長にお伺い

をいたします。本日付で香港事務所が開設され

るとのことで、非常におめでたい日でありま

す。私が以前、図師議員と一緒に福岡県の香港

事務所を訪問いたしました。以前、図師議員も

質問に取り上げたことがあるんですが、福岡の

名産である「あまおう」というイチゴのにせも

の摘発といいますか対策に非常に苦慮している

様子を見たときに、日本ブランドから世界ブラ

ンドになっている「あまおう」が、メジャーに

なった反面、にせもの対策に追われている状況

を見せていただきました。今回、宮崎県も、宮

崎牛を初め宮崎県の農産品を香港、また東アジ

アに売っていくわけですが、にせもの対策につ

きまして、例えば宮崎牛がしっかりと現地に届

いていく 日本国内であれば、トレーサビリ─

ティーがしっかりしていて、誰々さんがつくっ

た牛肉がしっかりとレストランまで行くという

ようなトレーサビリティーが、香港の場合はそ

れがしっかりとれるのかという問題。もう一点

は、全然宮崎牛ではないものを宮崎牛として売

られる偽装表示問題、いろんなにせもの対策が

現地では問題になると思います。例えば、「宮

崎牛」ではなくて「みやさき牛」と書いてあっ

たり、そういうものも今後考えられますが、に

せもの対策につきましては、宮崎がこれから

もっとメジャーになる前に手を打たなければな

らない問題と思います。例えばＷＴＯの地理的

表示問題、全国的に焼酎とか日本酒で貿易のと

きに使われているにせもの対策でありますと

か、そういうものによって防ぐことができるの

か、部長にお伺いをいたします。

宮崎牛を初め○農政水産部長（緒方文彦君）

品質の高い本県産農水産物の海外輸出を進めて

いく上では、現地における模倣品の存在は大き

な問題になる可能性があると考えております。

現在のところ、模倣品による直接的な被害が出

たとは聞いておりませんけれども、その対策

は、基本的には、その国・地域の商標制度や表

示制度に基づいて行われることになりますの

で、議員御指摘のトレーサビリティーあるいは

地理的表示制度の活用につきましても、まずは

輸出先の制度に則した対応を検討してまいりま

す。

一方、海外におきましては、日本と同等の制

度が存在しない場合や、制度があっても運用が

不十分な場合もあると伺っておりますので、県

の香港事務所を中心として、現地における情報

収集や関係機関との意見交換などもあわせて進

めてまいります。

また、県内の事業者が現地の輸入業者と緊密

に連携して、信頼ある流通体制を構築していく

ことも大変重要だと思いますので、関係構築に

向けた取り組みについても、しっかりと支援を

してまいりたいと考えております。

詳しい方に聞くと、「模倣品○西村 賢議員

というものは有名になったあかしだ。有名税の

一つだ」と言われる方もいらっしゃいます。そ

れを考えますと、みやざきブランドの浸透がま

だまだなのかなという一点もありますけれど

も、場合によっては宮崎牛だけではなくて、日

本の各産地の和牛も宮崎の子牛から成っている

場合もありますので、ぜひ、そのあたりとも

チームワークをとって、オールジャパンでやっ

ていく対策も必要じゃないかと思いますし、国

に対しても働きかけていかなければならない問

題もあろうと思いますが、ぜひ、知事初め執行
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部挙げて対策に今から乗り出していただきます

ように、また、現地にもＪＡの事務所もできて

いるようですから、関係団体とも手を組んで

やっていただきますようにお願いを申し上げま

す。

次に移ります。本県の子育て支援について伺

います。

河野知事は、県広報みやざき６月号「知事コ

ラム こんにちは！河野です」でも積極的に子

育て支援に取り組む姿勢があるように見受けら

れます。他県の知事らと協力して、10人の知事

で「子育て同盟」をつくって、国に対してもア

ピールしているように思いますが、他県の知事

らと連携をとることで、河野知事は、本県の子

育て、もしくは地方の子育ての状況をどう国に

訴えていく思いがあるのか、その狙いについて

お伺いをいたします。

子育て同盟であります○知事（河野俊嗣君）

が、10県の知事が発起人となって４月９日に立

ち上げたものであります。この10県の知事とい

うのは、どちらかというと若手の知事で、折々

に集まって、いろんな形での意見交換をして

おったんですが、たまたま、その中に広島と三

重の育休をとった知事がいて子育ての話にな

り、地方ではいろんな努力、取り組みをしてい

る。もっともっと国に前向きになってもらうべ

きではないか、国全体で国民の間に意識を高め

ていくべきではないか、そういう危機感を共有

したところでありまして、こういう同盟を立ち

上げて国にもアピールする。そして情報交換す

ることによって、お互いの施策のいいところを

学び合っていく、また切磋琢磨していろんな政

策を提案していく、そのような方向で今後進め

てまいりたい、そういうような思いでございま

す。

４月９日には、安倍総理大臣、また、田村厚

生労働大臣、森少子化担当大臣などを訪問しま

して、そのようなアピールをし、国からも積極

的にやっていきましょうというような意見交換

をさせていただいたところであります。本県

は、「日本一の子育て・子育ち立県」を目指し

ておるところでございまして、そういう意見交

換なり情報交換を通じたものを十分に参考にし

ながら、国にももっともっと取り組みを促して

まいりたいと考えております。

今、答弁の中にありました、○西村 賢議員

ほかの県との連携協力とか情報交換は、今現在

は事務局レベル、担当レベルでは始まっている

んでしょうか。

ふだんから、子育ての○知事（河野俊嗣君）

問題のみならず他県の情報収集は行っておると

ころでありますが、今回、改めてこの10県の取

り組みについて事務的に情報共有をして、それ

を踏まえて新たな取り組みが、それぞれの県で

今進みつつある。本県でもいろんな検討をさせ

ていただいているところであります。

宮崎県は、先ほどありました○西村 賢議員

「日本一の子育て・子育ち立県」を目指して知

事初め先頭に立って頑張っているところではあ

りますが、その中で男性の育児参加というもの

を、知事も前向きにいろんな行動を起こしてい

ただいております。ただ、総務省の社会生活基

本調査というものがありまして、本県の６歳未

満の子供を持つ男性の家事・育児時間が、全国

で平成23年が37位、平成18年が35位でしたか

ら、ほとんど変わりがない状況にあります。ま

た、日本一とはほど遠い状況であります。全国

の様子を見ますと、南九州というところは、男

性の子育てに対しての意識がまだまだ足りてい

ないなというのがありまして、大分県が平成18
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年の調査で全国最下位だったわけですが、平

成23年には全国７位と非常に躍進をしておりま

す。大分県は、「男性の子育て参画日本一」と

いう施策をこの５年間取り組んできたようで

す。ちなみにほかの県を見ますと、熊本県は平

成23年で39位、宮崎県が37位、鹿児島県が39

位、南九州はまだまだそういう面ではおくれて

いるなという気がいたします。そこで、大分県

は、そういう取り組みで非常に底上げをして頑

張ってきたわけですが、まだまだ宮崎県では意

識が低いものがあります。これは一つは、実際

に育児をされている方、また関心が高い方は当

然取り組まれますが、それ以外に、関心が低い

方でありますとか、世代的に子育てが終わって

しまった方の意識を変えていかなければならな

いと思っております。それにつきまして県はど

のような施策を打っていくのか、知事に伺いま

す。

男性の子育て参加であ○知事（河野俊嗣君）

りますが、母親の子育てに対する負担感や不安

を和らげる、解消することは、子供の成長に

とっても大変大事であり、また両方の側で支え

ていくのは自然なことではないかと思っており

ます。もっともっと力を入れていきたいと考え

ておりまして、昨年は私も参加して「イクメン

パパの料理教室」というものを行いましたし、

今回は、父親になる方に子育ての参考になる情

報を盛り込んだ父子手帳を配付するなど、父親

の子育て参加促進に取り組むこととしておりま

す。また、昨年11月の「未来みやざき子育て県

民運動推進協議会」におきまして、毎月19日を

語呂合わせで「育児の日」と設定し、子育てを

している世代以外の方々も含めて、県民に広く

子育ての大切さや男性の子育て参加も含めた重

要性について周知を図り、啓発に取り組んでい

こうとしているところであります。また、企業

部会を設置してワークライフバランスの講演会

を開催し、職場環境という面からも子育てと仕

事が両立できる環境づくりを進めているところ

であります。今後とも、このようないろんな取

り組みを通じて、男性の子育て参加をより促進

してまいりたいと考えております。

35位とか37位ではなくて、少○西村 賢議員

しでも上位に行けるように、また、県民挙げて

子育てをしているところには優しくできるよう

な本県づくり、せっかく出生率が非常に高い本

県でありますから、ぜひバックアップをお願い

したいと思います。

次に移ります。去る５月５日、県庁職員で長

年にわたり児童虐待など福祉に取り組んだ甲斐

英幸さんが、早期退職をされまして、虐待防止

を訴え日本一周マラソンに出発いたしました。

マラソンを行いながら全国各地で講演や勉強会

を行うということで、その場には「イクメン」

を世に広めたファザーリング・ジャパンの安藤

哲也副代表の姿もございました。安藤氏も「虐

待防止の観点には男性の育児参加が非常に重要

である」と訴えておられましたし、今回、甲斐

さんのサポートを全面的にやっておられます。

まず、河野知事は、甲斐さんの挑戦のことは御

存じだったか。また、ぜひ甲斐さんにエールを

送っていただきたいと思います。

この取り組みについて○知事（河野俊嗣君）

は、承知をしておったところでございます。在

職中から児童虐待防止に関係するＮＰＯ法人を

主宰されるなど、非常に地道な活動に取り組ん

でこられたわけでありますし、今回の日本一周

マラソン、何とか虐待防止のメッセージを国民

に届けたい、広く世の中に訴えたいというその

熱い思い、熱意と真摯な姿勢に深く敬意を表す
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る次第であります。児童虐待の背景には、いろ

んな課題、家庭や社会が抱えるさまざまな問題

がありますので、国民みんながひとしく認識を

していくこと、意識を高めていくことは大変重

要であると考えております。甲斐さんが今回の

チャレンジを見事に完走されて、その思いが県

民の皆さんを初め全国の皆さんに届くよう、社

会全体の機運の醸成につながることを、私も大

いに期待をしておるところでございます。頑

張っていただきたいと思います。

甲斐さんは、出発式で県庁を○西村 賢議員

出発されたんです。連休中でありましたけれど

も。本当は県庁正面から出発していくと絵にな

ると思っていたんですが、当日がちょうど楠並

木朝市をやっていまして、正面から出られない

ということで、東側の通用門のところで小さく

なって出ていかれた。当然本人も、県庁出身と

いうことで県庁から出発したいなと思いながら

も、迷惑をかけられないという控え目なところ

があったのかもしれません。12月ごろに宮崎に

帰ってくる予定でありますので、そのときは、

知事初め、ぜひ正門のほうでしっかりとゴール

を待ちわびていただきたいと思っております。

ありがとうございます。

それでは次に移ります。福祉保健部長に伺い

ます。本県の子育て支援を象徴するイベントが

幾つかありますが、その中で「未来みやざき子

育て応援フェスティバル」というものがありま

して、そこで「未来はぐくむ大家族賞」とし

て、18歳以下で５名の子育てを行っている家族

の中から表彰しております。大家族といいます

と、テレビ番組等でも取り上げられ、毎日がド

ラマチックなイメージであったり、また大家族

ならではの苦労や幸せもあるかと思いますが、

これを行政が表彰していくということに対して

は少し戸惑いもあります。子育ては、それぞれ

の家庭の価値観があると思いますが、このこと

に対して県の見解を伺います。

毎年11月の子○福祉保健部長（佐藤健司君）

育て県民運動推進月間におきまして、子育てに

熱心な取り組みを顕彰することにより、県民全

体で子供と子育てを応援する活動を促進する目

的で、子育て表彰を行っておりまして、平成24

年度はその一環として、御質問の大家族を表彰

したところでございます。これは、たくさんの

子供たちが周囲の方々の協力のもとで明るく健

やかに育っている様子、また育てておられる様

子を広く周知することによりまして、県民の皆

様に、子育てのすばらしさ、あるいは楽しさを

感じていただくことを意図して表彰したところ

でございます。今後とも、関係者の御意見を伺

いながら、子育てや子育て支援活動に活躍され

ている個人、団体を多様な観点から表彰するこ

とによりまして、県民全体で子供と子育てを応

援する機運の醸成を図ってまいりたいと考えて

おります。

ありがとうございます。子育○西村 賢議員

て関連について質問させていただきましたけれ

ども、先ほど申し上げたとおり、意識が高い人

とか、実際に子育てをやっている人のところに

は声は届いていますが、それ以外の方、地域、

会社を巻き込んだ活動に広がっていきますよう

にお願いを申し上げます。

次に、防災対策について質問いたします。

先日、愛みやざき会派で宮城県庁を訪問しま

して、宮城県の防災対策について意見交換、勉

強会をしてまいりました。知事は宮城県にお勤

めになったことがあるということで非常に詳し

いと思いますが、東日本大震災の前から、たび

たび津波被害があり、県を挙げて防災対策に努
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めていた県ではありましたけれども、想定外、

想定以上の大きな津波に対して防災能力が発揮

できなかった。それを非常に悔やんでおりまし

た。ただ、大きな犠牲の上に、今、復興の道半

ばではありますけれども、新たな防災対策とい

うものは、まさに生きた教訓でもあります。そ

ういうものを私たちも勉強させていただきまし

た。その中で、過去に津波があった際に、ここ

から下には家を建てるなという碑が県内で幾つ

も見つかったそうですが、そういう先人の教え

を忘れて建てていった。今回の防災対策に対し

ては、宮城県もその部分を十分配慮して、今ま

で住居があった地域には、企業や工場は建って

もいいけれども、住居は高台に移転したほうが

いいという市もあれば、また、実際に我々は岩

沼市の集団移転現場を訪問しましたが、海岸線

にあった住宅地はやめて内陸部に集合した住宅

地をつくっていこうという市もございました。

そういうものを目の当たりにしてきて質問さ

せていただきたいんですが、今、県も防災対策

には非常に力を入れて、津波の想定もしくは市

町村との連携も図っているところであります。

南海トラフの地震が起きた際には本県にも大き

な津波被害が予想されますが、一番は人命、も

ちろん財産を守ることも重要であります。本気

で県が県民の命・財産を守るということであれ

ば、ある程度の規制を考えて、海岸線のまさし

く危険だというところには新規の住宅を建てて

はいけないとか、かさ上げしなくてはいけない

とか、そういうものを認めないような土地利用

の規制や地域まちづくりを市町村と一緒になっ

て考えていく必要があると思いますが、県土整

備部長、それについてどう考えているのかお伺

いいたします。

東日本大震○県土整備部長（大田原宣治君）

災を契機に制定されました「津波防災地域づく

りに関する法律」におきまして、県は、津波に

よる著しい被害が発生するおそれがある区域で

病院・福祉施設などの建築を制限すべき区域

を、住民や市町村長の意見を聞いた上で指定で

きることとなっております。また、市町村は、

この区域の中で住宅等の建築についても制限す

る区域が必要な場合、条例で定めることができ

るようになっております。しかしながら、この

ような区域を指定する場合には、私権の制限を

伴うことや、土地利用の大きな見直しが必要と

なることから、まちづくりの主体であります市

町村が住民の意見を聞きながら慎重に検討して

いく必要があると考えます。このように区域の

指定は住民の生活に大きな影響がありますの

で、県としても沿岸市町と一緒になって、その

必要性について検討してまいりたいと考えてお

ります。

今、答弁にもあったように、○西村 賢議員

市町村もしくは県で一体となって、そういう地

域を指定していくことができるようにはなった

んですが、聞いたところによると、これを指定

して実際に施行している自治体はまだないと

伺っております。堤防なり防災対策もお金が幾

らあっても足りないことでもありますし、新規

に認めていけば、新たにそこに町ができて、そ

の地域に対する防災対策をさらに強化していか

なければならないイタチごっこになってしまい

ます。本当に住民の命を守るのであれば、ここ

は危険だからこれ以上はだめだという地域も、

今後指定していく必要があると私は思っており

ます。それと別に、ソフト面にしても、住宅

メーカーとか不動産仲介されるようなところに

は、「ここは危険ですよ。いざ津波が来たとき

に１キロ先まで高いところはないですよ」とい
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うことを明確に説明することを義務づけさせる

ようなことも必要かと思いますが、まだまだこ

れには、私も法律の勉強が必要だと思います

し、どうやって守っていくのか、あちこちに避

難タワーをつくっていくことが本当に可能なの

かということも踏まえながら、今後、市町村と

連携を強化していただきたいと思っておりま

す。

次に移ります。本県の教育につきまして、県

立図書館についてお伺いいたします。

県立図書館名誉館長に伊藤一彦先生が就任を

されました。伊藤氏はこれまで、若山牧水顕彰

などでも非常に熱心に取り組まれているところ

であり、説明は不要かと思いますが、伊藤氏を

名誉館長に据えた狙いは何であるのかお伺いし

ます。

県立図書館は、「知○教育長（飛田 洋君）

の拠点施設」として県民の皆様の生涯学習、文

化振興に大きな役割を果たしている。その財産

である図書館をこれまで以上に生かして文化活

動を振興していくことが重要であると、かねて

から考えておったんですが、河野知事からある

とき、「歌人として全国的に著名であり、本県

の文化振興にも多大な貢献をされている伊藤一

彦氏を名誉館長にお願いしてはどうか」という

提案がありました。それで、教育委員さんとも

協議をいたしまして御賛同を得て、このたび伊

藤一彦氏に名誉館長の就任をいただいたところ

であります。名誉館長として、具体的には、文

芸活動や読書活動、資料収集、蔵書の充実など

について御指導、御助言をいただくとともに、

本県の文化のＰＲをお願いいたしたところであ

ります。伊藤氏からは、「宮崎のすばらしい文

化を発見できる図書館にしたい」というお言葉

をいただいておりまして、御助言等を生かしな

がら、県立図書館の一層の活性化、そして文化

の振興に努めてまいりたいと考えております。

ありがとうございます。ぜ○西村 賢議員

ひ、伊藤先生の力もかりて活性化していくこと

を願うんですが、その中で、伊藤先生といえば

若山牧水顕彰で、宮崎県も、そしてまた日向市

の東郷町も非常にＰＲをいただいております。

内田副知事にお伺いしたいんですが、私にとっ

て日向市の著名な歌人である若山牧水のこと

を、宮崎県に来る前に御存じだったでしょう

か。

若山牧水は近代日本○副知事（内田欽也君）

を代表する歌人でございますので、名前は知っ

ておりました。ただ、実は余り詳しく知らな

かったんですけれども、先日教えていただいた

のは、若山牧水のおじいさんが埼玉県所沢市の

出身で、牧水自身も若いころに、よく所沢には

足を運んでいたそうでございます。私自身、生

まれも育ちも所沢なものですから、そういう意

味では、宮崎と所沢という２つの点で共通項が

できたと思いまして、今、大変親しみを感じて

いるところでございます。

日向においては、牧水ゆかり○西村 賢議員

のかるた大会でありますとか、短歌甲子園のよ

うな新たな取り組みもありますので、ぜひ日向

にもお越しいただければと思っております。

図書館の質問に続きます。先月、佐賀県武雄

市の図書館を見学いたしました。前もって樋渡

市長と面会した際に、いろいろコンセプトとか

思いというものを聞いておりまして、私も完成

を待ちわびておって見てきたわけでありますけ

れども、４月に完成した武雄市の市立図書館、

２カ月で20万人強と前年比4.7倍。もちろん新築

効果というものもあるかと思いますが、年中無

休で朝９時から夜の21時、今は23時まで時間延
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長してやっているということですが、人口５万

人程度の市で、これだけ活況がある図書館とい

うものは考えられません。ちなみに人口規模が

武雄市より多い日向市の図書館に聞いてみる

と、この２カ月で２万7,564人が利用されており

ました。これは比べものにならない数字であり

ます。

市立の図書館を民間企業に業務委託するとい

うことに対しては、非常に大きな抵抗がありま

したし、議論にもなりました。ただ、私が実際

見て感じたのは、市民に非常に喜ばれていまし

て、利便性も拡大をしております。図書館はこ

うでなければならないという概念を壊された思

いがいたしました。宮崎の県立図書館、もしく

は県内にあるいろんな市立図書館が悪いとは言

いません。それを見て欠点というのは思わない

こともないんですが。私自身を振り返ってみま

すと、図書館で本に親しんだというよりも、

どっちかというと冷房がきいた自習室というイ

メージの利用が多かったように感じます。図書

館というのは、先ほど「知の拠点施設」と言わ

れたように、本に親しむことが大事であります

が、武雄市の図書館におられる方は本のプロ

フェッショナルで、本についていろんな話をし

てくれます。貸し出しカウンターがなくて自動

でやってくれるシステムになっていまして、あ

あいうのも非常に効率的でいいなと感じた次第

でした。議員の皆様方も執行部の皆さんも、機

会があれば行っていただきたいと思います。

本県の図書館を見てみますと、利便性という

ことに対しては、まだまだではないかと思って

おります。特に、たびたび質問にも上がります

が、文化公園内の駐車場、日曜日に行ってみま

した。とても車はとめられない状態でありま

す。全員が全員、図書館を使っているわけでは

ありませんが、公園があって劇場があって美術

館があってということを考えますと、あそこに

集約してあることは非常にいいんですが、それ

に対して駐車場が少な過ぎて、本を返す人も非

常に大変な様子を見てまいりました。そういう

ことも踏まえまして、図書館の今後の利用拡大

に対して教育長はどう思われているのか、お伺

いします。

図書館というのは県○教育長（飛田 洋君）

民の皆さんの財産であると考えておりまして、

一層生かしていきたいと考えておりますが、利

便性や利用される方の拡大を図ることは、実に

大切なことだと思っております。県立図書館で

はこれまで、利用者の利便性を考え、例えば、

日曜、祝日の開館をするとか、１回当たりの貸

し出し冊数をふやすなどの取り組みを進めてき

たところであります。また、遠隔地の方が県立

図書館に行かなくても、地元の市町村立図書館

から本が借りられるようなシステムをつくって

おりまして、そういうこととあわせて移動図書

館車「やまびこ号」で僻地等の学校を訪問し、

実際に子供たちに、手に本をとってもらう取り

組みも進めているところでございます。県民の

財産として県全体を対象とした図書館サービス

の充実に努めてきたところであります。このほ

か、専門機関と連携した講演会や各種相談会の

開催、郷土資料を活用した講座等を通じて、県

民の皆様方の課題解決や生涯学習に役立つ情報

提供を行って、利用の拡大に努めてまいりまし

た。

さらに、本年度からは、より親しみを感じて

いただけるよう、先ほどもお話がありました

が、施設が集中しておりますので、美術館、博

物館と連携して施設の見学ツアーの取り組みも

始めたところであります。今後、先進地の事例
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も参考にしながら、利便性の向上や利用の拡大

に努めてまいりたいと考えております。

駐車場の問題は、本当にひど○西村 賢議員

い問題でありますので、執行部の皆様方にもど

うにかしていただきますように 日曜日が多─

くてとめられなくて、しようがないから月曜日

に行ったら休館日だったんです。そういうこと

もありますので、営業期間も含めまして、改良

対策を早急にお願いしたいと思います。

時間がなくなってまいりましたので、次に移

りたいと思います。非行少年について、警察本

部長にお伺いしたいと思います。

先般、ニュースにて、本県での触法少年がこ

の10年で最多、157人との報道がありました。非

行少年というのは聞いたことがありましたが、

触法少年というのは余り聞いたことがありませ

ん。刑事処分の対象にならない14歳未満の少年

だということはお伺いしましたが、非行少年の

定義と本県の非行少年の現状についてお伺いい

たします。

非行少年という○警察本部長（白川靖浩君）

ものには３つございまして、犯罪少年、触法少

年、虞犯少年でございます。犯罪少年といいま

すのは、14歳以上20歳未満で罪を犯した者、触

法少年と申しますのは、14歳未満で刑罰法令に

触れる行為をした者、虞犯少年と申しますの

は、保護者の正当な監護に服さないなど、その

性格等に照らして、将来罪を犯し、または刑罰

法令に触れる行為をするおそれのある者という

形になっております。

次に、非行少年の現状についてでございま

す。ここ数年、県内の刑法犯認知件数 これ―

は全体の数でございますけれども、平成14年を

ピークに半減してきておりまして、犯罪少年に

つきましても、同様の傾向を示しておるところ

でございます。平成24年中に犯罪少年518人を検

挙しましたが、これは過去10年間では最も少な

い数字であります。犯罪少年の人口比について

申し上げますと、少年人口1,000人当たりに換算

しますと、過去10年間では、ピーク時が平成17

年の14.76人、平成24年は7.56人となっておると

ころでございます。しかしながら、平成24年に

おいても、犯罪少年の人口比は、成人における

値の約3.2倍に上っております。また、平成24年

に触法少年として取り扱ったのは、今、議員か

ら御指摘がございましたとおり157人ございまし

て、過去10年間では最多となっており、人

口1,000人当たりに換算した取り扱いの人数は、

ここ数年おおむね0.5人から１人の幅で推移して

いるところでございます。そして、虞犯少年に

ついてでございますが、平成24年に６人を送致

または通告いたしましたが、過去10年間を見て

も例年１桁の人数で推移している状況でござい

ます。以上でございます。

触法少年というのは、任意で○西村 賢議員

通告されると聞いておりました。潜在的にまだ

多いかもしれません。犯罪の低年齢化というも

のは非常に心配しておりますが、その中で、私

が子供のころなんか、地区には雷おやじみたい

な人がおって、どこの子供だろうが怒って、

ひっぱたいてという方がいらっしゃいました。

その当時は先生方も非常に怖かったんですが、

今は逆に、教師が生徒に丁寧に話して、生徒の

ほうが先生にため口で話しているというような

状況も見たりいたします。まことに残念であり

ます。警察機関がしっかりと再非行防止をしな

ければならないと思いますが、再非行防止の取

り組みについて、警察本部長にお伺いします。

今、議員御指摘○警察本部長（白川靖浩君）

のとおり、低年齢化というのも非常に大きな問
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題だと、警察としても認識しております。ま

た、県内における再犯率についてでございます

けれども、平成24年に刑法犯で検挙した犯罪少

年のうち再非行少年の割合は、実に28.4％でご

ざいました。警察におきましては、次代を担う

少年の健全育成や規範意識の向上、社会とのき

ずなの強化を一層推進するため、平成23年から

「非行少年を生まない社会づくり」を推進して

いるところであります。その取り組みの中で、

特に少年の再非行を防止するため、過去に警察

において非行少年として取り扱いのあった少年

に対し、警察から積極的に連絡をとりまして、

保護者の同意を得て、定期的な連絡・相談、家

族への助言、さらには少年が参加するスポーツ

や農業体験活動等の機会を付与するなどしまし

て、「少年に手を差し伸べる立ち直り支援活

動」を実施しているところでございます。

ＩＣＴ教育について質問しよ○西村 賢議員

うと思いましたが、また今議会もできませんで

したので、次に続けたいと思います。

ありがとうございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わ○丸山裕次郎副議長

ります。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時50分休憩

午後１時１分開議

休憩前に引き続き会議を開き○福田作弥議長

ます。

次は、新見昌安議員。

〔登壇〕（拍手） 通告に従○新見昌安議員

い、順次一般質問を行います。知事を初めとし

て、関係各部長、教育長、警察本部長に答弁を

お願いいたします。

初めに、労働者の待遇改善について知事に伺

います。

国土交通省は３月末、平成25年度の公共工事

における基準賃金となる設計労務単価を、現場

作業員など主要12種目の全国平均で15.1％、東

日本大震災で被災した岩手、宮城、福島の３県

においては21.0％引き上げると発表、地方自治

体や業界団体に通知した上で、４月18日には太

田昭宏国土交通大臣が、日本建設業連合会、全

国建設業協会、全国中小建設業協会、建設産業

専門団体連合会の４団体の代表者と会い、建設

業に携わる職人の賃金引き上げを直接要請して

おります。国交大臣が業界団体首脳に直接この

ような要請をするのは初めてのことであり、反

響を呼んだところでありますが、まず、公共工

事設計労務単価の引き上げについて、知事はど

のような思いを抱かれたか、伺いたいと思いま

す。

壇上からの質問は以上とし、残りは質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

公共工事設計労務単価の引き上げについてで

あります。近年、建設産業におきましては、建

設投資の大幅な減少などから、建設労働者の賃

金低下や若年労働者の減少が進み、労働力が不

足するなど、大変厳しい経営環境にあるものと

認識をしております。本県にとりまして重要な

産業であります建設産業の健全な育成を図るこ

とは、災害対応力の強化や、今後、老朽化が懸

念されます橋梁やトンネルなどの社会資本を健

全に維持する観点から、大変重要な課題である

と考えております。

このような中、平成25年度の労務単価が前年

度と比べ10％を超える大幅な上昇となったとこ

ろであります。これは、内田副知事が国交省時
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代にかかわっておられたということであります

が、建設労働者の雇用環境の改善や経営の安定

化、ひいては地域経済全体の活性化に寄与する

ものと受けとめておるところであります。以上

であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○新見昌安議員

引き続き、労働者の待遇改善について、県土

整備部長に何点か質問していきたいと思いま

す。

まず、国の通知を受け、県における平成25年

度公共工事設計労務単価の適用状況、そして平

均の引き上げ率はどうなっているか。また、前

年度の労務単価で予定価格を積算した工事も、

４月１日以降に契約する場合は新単価を適用す

るという特例措置、この実施状況について伺い

たいと思います。

本県の平○県土整備部長（大田原宣治君）

成25年度公共工事設計労務単価につきまして

は、ことしの４月から適用しているところであ

りまして、昨年度と比較しますと、全職種平均

で過去最大の13.3％増となっております。ま

た、労務単価の運用に係ります特例措置につき

ましては、本県も国と同様に、平成24年度内に

入札を行い、４月１日以降に契約を行った工事

等を対象に適用しているところでございます。

同様に、県内市町村における○新見昌安議員

状況についても伺いたいと思います。

平成25年度○県土整備部長（大田原宣治君）

公共工事設計労務単価につきましては、全ての

市町村において、ことし４月から適用されてお

ります。また、特例措置につきましては、現時

点では５市町において実施されまして、３町で

未実施、残りの18市町村では適用の対象となる

工事がなかったというふうに伺っております。

日本建設業連合会は、大手の○新見昌安議員

建設会社で構成されている団体ですけれども、

４月25日、太田大臣の要請に応じて、建設現場

で働く職人の賃上げなど、待遇改善を目指す対

策を発表しております。同連合会の会長は、国

土交通省が労務単価を平均15％引き上げたこと

を、「従来になかった異次元の政策」だと、職

人の賃上げを促す効果があるというふうに評価

しております。この「異次元の政策」、これは

本当に言い得て妙だと思います。そこで、労務

単価の引き上げに関する県内の業界団体の皆さ

んの反応はどうだったか、お伺いをいたしま

す。

労務単価に○県土整備部長（大田原宣治君）

つきましては、近年、減少傾向にあり、建設産

業の経営環境がますます厳しくなる中におきま

して、今回の大幅な労務単価の見直しについて

は、大変高い評価をいただいているところで

す。県といたしましては、今回の労務単価の見

直しを踏まえて、建設工事等の受注者に対し、

建設労働者への適切な水準の賃金の支払いを要

請しているところでもありますが、業界として

も、これまで以上に、建設労働者の雇用環境の

改善や技能向上に努めていきたいという御意見

を伺っております。

まずは、賃金の引き上げに確○新見昌安議員

実につながるよう期待をしたいと思います。

ところで、今回、設計労務単価が大幅に引き

上げられた。そして、国土交通大臣が直接、初

めての賃上げ要請をした背景、これには日本の

建設業を取り巻く厳しい状況があると。言うま

でもないことであります。先ほどの知事の答弁

にもあったように、建設投資の縮小に伴う過当

競争で受注価格は低下、建設労働者は低賃金、

それによる就業者数の減少、こういった悪循環

に陥っている現実がございます。そこで、県内
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の建設業に従事している方の数はどのように推

移をしているか、伺いたいと思います。

国の経済セ○県土整備部長（大田原宣治君）

ンサス調査によりますと、平成24年の県内建設

業の従業者数は３万6,501人、また、全産業の従

業者数に占める割合は8.1％であり、人数、割合

とも平成８年の５万9,841人、11.7％をピークに

減少傾向となっております。

この減少の数字の中には、多○新見昌安議員

くの若者の数も含まれているのではないかとい

うふうに思います。

本問の最後になりますけれども、今後、若年

者の就業を促すためには、賃金の引き上げは当

然のことですけれども、社会保険などへの加入

も重要になってくるんじゃないかというふうに

思います。国の調査によりますと、本県の建設

労働者の社会保険などへの加入率は59％にとど

まっております。加入促進に向けた県の取り組

みについて伺いたいと思います。

建設業の社○県土整備部長（大田原宣治君）

会保険等未加入対策につきましては、現在、国

や都道府県及び業界団体などの関係者が一体と

なって加入促進の取り組みを進めているところ

です。県におきましても、建設労働者の処遇の

向上や、建設産業の持続的な発展に必要な人材

確保を図る観点から、建設業者に対しまして、

研修会等を通じ、社会保険等への加入促進につ

いて周知・啓発を行うとともに、建設業許可の

更新や経営事項審査等におきましても加入状況

を確認し、加入義務のある建設業者への指導を

行っております。今後とも、建設産業が魅力あ

る職場となりますよう、さまざまな場面を捉

え、関係機関と連携を図りながら、社会保険等

の加入促進に向けた取り組みの強化を図ってま

いりたいというふうに考えております。

この問題は本当に大事な点だ○新見昌安議員

と思いますので、よろしくお願いをしておきま

す。

次に、小戸之橋のかけかえに伴う課題等につ

いて、何点か伺っていきたいと思います。

大淀川にかかる小戸之橋、私たちは通常「小

戸橋」と言っておりますけれども、私の地元

城ヶ崎と対岸の出来島町を結ぶ橋であります。

６月９日、太田国交大臣が来県の折、視察して

もらった橋でもあります。私が子供のころ、木

製の橋が台風で流されて橋脚だけが残っていた

風景が記憶にありますけれども、その後、昭

和38年に現在の小戸之橋が完成、今に至ってい

るところであります。当然のことながら、築50

年たっていますので、老朽化が著しい。10トン

以上の大型車は今、通行不可であります。そし

て、平成16年からは、台風のとき、強風が吹く

ときは通行どめになるといった状況も続いてお

ります。

こういった状況の中で、宮崎市においては、

本年11月からかけかえ工事に着工します。完成

予定は平成33年３月ですので、工事期間は約７

年半の長きに及びます。そして、私たちにとっ

て大きな問題は、仮橋をつくらないと。このた

め、７年半の長きにわたって通行どめを余儀な

くされるということであります。平成21年、宮

崎市が交通量を調査したようですけれども、１

日約１万8,000台の往来があるということで、通

勤・通学の利便性が大きく低下するとともに、

代替の橋へ向かう道路の渋滞も予想されるとこ

ろであります。

そこで伺いますが、先ほど述べたように、こ

のかけかえの事業そのものは宮崎市が行うわけ

ですけれども、県として対応すべきものもある

んじゃないかと思います。予想される渋滞に対
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して、県は宮崎市と連携してどのような対策を

講じていくのか、これも県土整備部長に伺いた

いと思います。

小戸之橋の○県土整備部長（大田原宣治君）

かけかえ工事につきましては、議員御指摘のと

おり、仮橋を設けずに施工されますことから、

これまで小戸之橋を利用していた車両の多く

は、上流の大淀大橋や下流の赤江大橋に迂回す

ることとなり、これらに接続する周辺の県道あ

るいは市道での渋滞の発生が予想されていま

す。このため、宮崎市の要請を受け、平成22年

度から協議を重ねてまいりました結果、７カ所

の交差点において渋滞緩和対策を行うこととな

りました。このうち、県では、県道宮崎島之内

線の昭和町交差点と大王町交差点の２カ所にお

きまして、中央分離帯を撤去して右折レーンを

延伸する工事を実施することとしまして、昨年

度に完了したところでございます。

関連して警察本部長に伺いた○新見昌安議員

いと思います。小戸之橋を利用していた車やバ

イク、自転車等は、先ほどの答弁にあったよう

に、上流の大淀大橋あるいは下流の赤江大橋を

通行することになって、朝夕はかなりの交通量

になるのではないかと思いますけれども、地元

の方が心配されているのが、ＪＲ南宮崎駅前か

ら宮崎駅方面に向かう県道宮崎港宮崎停車場線

の南駅通りを北進して、大淀大橋手前の南詰め

交差点を城ヶ崎方面に右折することが非常に困

難になってくるのではないかということであり

ます。ここの信号機は時差式でも右折矢印つき

でもありません。現在でも、大淀大橋を下って

南進してくる車に気をつけながら右折しなけれ

ばならず、11月以降の交通量がふえたときのこ

とを危惧する声もございます。警察が対処すべ

き箇所はここだけではないと思いますけれど

も、特に交通量増加が予想される大淀大橋南詰

め交差点の北進車線に右折矢印信号機を設置で

きないか、お伺いをいたします。

小戸之橋かけか○警察本部長（白川靖浩君）

え工事に伴う渋滞対策につきましては、関係機

関と連携を図り、渋滞予想交差点等について協

議を行っているところであります。交差点に右

折矢印信号を設置する場合には、基本的には双

方の車線に右折車線を確保することが必要とな

りますことから、お尋ねの交差点の双方に右折

車線ができるか、また、周辺の交通量の視点か

ら協議をしてまいりたいと考えております。

ここは本当に要望が多いとこ○新見昌安議員

ろなので、ぜひ前向きに協議をしていただきた

いと思います。

関連して教育長にも伺いたいと思います。小

戸之橋を通学で利用している県立高校生も多く

おります。解体に伴って通学路の変更を余儀な

くされるわけですけれども、交通事故の未然防

止のために、教育委員会として学校に対してど

のような指導を行っていかれるのか、伺いたい

と思います。

御指摘のとおり、小○教育長（飛田 洋君）

戸之橋の通行ができなくなることに伴い、周辺

の高等学校では通学路の変更が必要となります

ので、小戸之橋の上流の大淀大橋や下流の赤江

大橋を利用することになるものと考えておりま

す。また、工事に伴い、お話にありましたよう

に、周辺の交通事情が変わって交通量が増すと

いうようなことも考えられます。このため、県

教育委員会といたしましては、関係する県立高

等学校に対し、新しい通学路の危険箇所を把握

し、生徒や保護者に周知するとともに、自転車

等を利用する際の関連法規の遵守やマナーアッ

プの徹底を図るなど、生徒の交通事故防止に向
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けた取り組みを充実するよう、学校への指導に

努めてまいります。

この質問の最後になりますけ○新見昌安議員

れども、小戸之橋の下流には赤江大橋のほかに

もう一つ、一ツ葉大橋がかかっております。一

ツ葉有料道路南線上の橋でありますけれども、

その交通量及び料金収入はどのような状況か伺

いたいと思います。

また、これが本題なんですけれども、工事期

間中、渋滞緩和策として無料化できないかとい

う地域住民のささやかな要望がありますので、

これも県土整備部長にお伝えしたいと思います

が、いかがでしょうか。

一ツ葉有料○県土整備部長（大田原宣治君）

道路南線の交通量につきましては、平成24年度

の交通量で１日平均9,750台、年間約355万8,000

台でありまして、料金収入は約６億4,000万円と

なっております。また、一ツ葉有料道路の料金

徴収期間は平成32年２月までとなっておりまし

て、約29億円余の未償還金が残っております。

県としましては、引き続き、道路公社と連携し

ながら有料道路の利用拡大に努め、早期の返済

に努力しているところでありますが、このよう

に多額の未償還金もあることから、今回の渋滞

緩和策としての有料道路の無料開放は非常に厳

しいものと考えております。

「厳しいと考えております」○新見昌安議員

に「非常に」という程度副詞がつきました。そ

ういう声もあるということで受けとめておいて

いただきたいというふうに思います。

次に、ひとり親家庭支援について伺いたいと

思います。

１点目に、医療費負担の軽減について伺って

いきます。県においては、ひとり親家庭の状

況、また、行政に対する要望などを知って福祉

の向上に資することを目的とした、ひとり親家

庭生活実態調査を定期的に実施されておりま

す。そこで、まずは、当該実態調査の直近の実

施状況はどうであったか、またその中で、ひと

り親家庭医療費助成制度の認知度はどうだった

か、福祉保健部長に伺います。

ひとり親世帯○福祉保健部長（佐藤健司君）

生活実態調査につきましては、おおむね５年ご

とに実施しておりますが、直近では、昨年11月

１日を基準日として12月に調査を行いました。

調査対象は、県内の母子世帯3,000世帯、父子世

帯1,500世帯を無作為に抽出し、調査票の有効回

収率は、母子世帯で30.1％、父子世帯で34.8％

となっております。調査項目の一つであります

ひとり親家庭医療費助成制度の認知度は、母子

世帯で、前回、平成19年の調査時の65.7％か

ら79.9％に上昇いたしております。

前回の調査では、まだ、母子○新見昌安議員

家庭医療費助成事業の時代でありましたけれど

も、母子家庭で当該事業について知っている人

は、今、答弁にあったように65.7％という結果

でしたので、今回は、母子世帯、父子世帯とも

に認知度は上がっているというふうに思いま

す。

ところで、ひとり親家庭医療費助成制度にお

ける入院外の償還払い、もうそろそろ入院と同

じく現物給付に変えてもいい時期に来ているの

ではないかと勝手に思っているところでありま

すが、福祉保健部長の見解を伺いたいと思いま

す。

ひとり親家庭○福祉保健部長（佐藤健司君）

医療費助成制度の現物給付化でありますが、入

院につきましては、一時的に多額の医療費を支

払わなければならないということで、その負担

軽減を図る趣旨から現物給付を行っておりま
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す。入院外につきましては、年々、対象件数が

増加しており、県や市町村の財政に与える影響

も懸念されることから、慎重に対応する必要が

あると考えております。

お隣の大分県では、昨年12月○新見昌安議員

から現物給付方式が導入されております。御案

内のとおりでございますが、経済的にも厳しい

状況に置かれているひとり親家庭の健康の保

持、そして、生活の安定にも資するものではな

いかと思います。質問のたびに答弁の中に出て

くる「慎重な対応」とか「慎重に対処」という

言葉が、近いうちに消えることを期待するとこ

ろであります。

２点目ですけれども、県営住宅の優先入居制

度について伺いたいと思います。宮崎県宅地建

物取引業協会が指定管理者となっている県営住

宅の入居者募集、８月１日入居に向けて今月中

旬から取り扱いが始まります。募集チラシに

は、「優先入居対象世帯の方は、抽せん倍率の

優遇が受けられます」というふうに刷り込んで

ありますけれども、実は、現在、父子家庭はこ

の対象になっておりません。父子世帯も母子世

帯と同様の取り扱いにすべきだというふうに思

いますが、県土整備部長に伺います。

県営住宅の○県土整備部長（大田原宣治君）

優先入居制度につきましては、昭和58年度に、

母子、高齢者、障がい者世帯など、特に住宅困

窮度が高い世帯を対象に導入しまして、その

後、子育て世帯を追加するなど、順次拡大を

図ってきたところです。お尋ねの父子世帯につ

きましては、社会経済情勢の変化により、経済

的に厳しい状況も見られますことから、母子世

帯と同様に、今後、優先入居の対象として検討

してまいりたいというふうに考えております。

前向きの答弁、ありがとうご○新見昌安議員

ざいました。父子世帯を対象とするのに何の障

害もないというふうに思います。速やかに対処

していただきたいというふうに思います。

次に、子育て支援・子育て対策について、何

点か伺っていきます。

まず、１点目ですけれども、国においては、

４月26日、「子ども・子育て会議」の初会合が

開かれております。いよいよ動き出したという

感がありますけれども、社会保障と税の一体改

革の重要な柱の一つとして、昨年の８月に成立

した子ども・子育て関連３法を受けて、平成27

年から子ども・子育ての新しい制度がスタート

する予定になっておりますけれども、今後２年

間で制度の詳細を詰めるために設置されるの

が、「子ども・子育て会議」であります。そし

て、昨年11月議会でも取り上げたところです

が、新制度の具体的な運用に当たっては、市町

村が重要な役割を担っていくわけですけれど

も、「子ども・子育て会議」は、国だけではな

く、市町村においても設置することが努力義務

となっております。しかしながら、努力義務と

はいっても、「子ども・子育て支援事業計画」

の策定など、準備をしておかなければならない

事柄がたくさんある中で、この会議の設置は必

要不可欠だというふうに思います。そこで、県

内市町村における「子ども・子育て会議」の設

置に向けての取り組み状況はどうなっている

か、福祉保健部長に伺います。

平成24年８月○福祉保健部長（佐藤健司君）

に制定されました「子ども・子育て支援法」に

基づき、市町村におきましても、「子ども・子

育て支援事業計画」の策定等に際し、関係者か

ら広く意見を聴取するため、合議制機関を置く

ように努めることとされております。このた

め、県といたしましては、市町村に対し、迅速
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な情報提供や市町村からの相談に対して助言を

行うなど、設置の必要性についての理解促進に

努めたところであります。その結果、７月に６

市町村が設置するのを初め、全ての市町村が年

内に会議を設置する見込みとなっております。

年内には全市町村で設置が完○新見昌安議員

了する見込みということで、安心をいたしまし

た。それぞれの地域に見合った子育て施策を議

論する重要な場にしていただきたいというふう

に思います。御尽力に感謝をいたします。

ところで、会議の構成メンバーの選考、これ

も非常に重要になってくるんじゃないかと思い

ます。県としては、市町村に対してどのように

アドバイスをしていかれるのか、これについて

も福祉保健部長に伺いたいと思います。

市町村「子ど○福祉保健部長（佐藤健司君）

も・子育て会議」の委員構成につきましては、

国の「子ども・子育て会議」を参考に、子供の

保護者や教育・保育関係者、事業主及び労働者

を代表する者、ＮＰＯ法人などの子育て支援事

業関係者、学識経験者などの分野から、地域の

実情を踏まえ、バランスよくかつ幅広い人選に

配慮いただくよう、市町村に対して助言を行っ

ているところであります。今後とも、市町村の

意向を尊重しながら、委員の適切な選定を働き

かけてまいりたいと存じます。

バランスのよい人選という観○新見昌安議員

点からいえば、認可外保育施設の皆さんの声も

反映されるように考慮すべきじゃないかという

ふうに思います。県においては、そのような働

きかけも頭に入れていただきたいというふう

に、これは要望をしておきます。

市町村を支援する一方で、県も準備を進めな

ければならないことがございます。「子ども・

子育て支援事業支援計画」の策定でありますけ

れども、この計画の策定に向けての取り組み状

況はどういうぐあいか、これについては知事に

伺いたいと思います。

「子ども・子育て支援○知事（河野俊嗣君）

法」に基づきまして、市町村におきましては、

管内の教育・保育の必要量及びその確保方策を

取りまとめました「子ども・子育て支援事業計

画」を策定することとなっております。これを

受けて、県におきましては、市町村計画をもと

に、市町村間の広域調整などを加えました「子

ども・子育て支援事業支援計画」を策定する、

そのような段取りになっております。現在、国

の「子ども・子育て会議」におきまして、市町

村並びに県の計画に記載されます具体的事項に

つきまして議論がなされております。まずは、

市町村に対しまして、計画策定が円滑に進むよ

う、県としては必要な助言等を行ってまいりた

いと考えております。さらに、市町村の計画を

踏まえた県の計画につきましては、「子どもの

最善の利益」というものを基本に置きながら、

関係機関等との十分な協議の上、「日本一の子

育て・子育ち立県」に資するような内容にして

まいりたいと考えております。

実施予定まで既に２年を切り○新見昌安議員

ました。時間は余りありませんけれども、万遺

漏なきようお願いをしておきます。

２点目は、障がいのある子供たちの放課後に

ついてであります。これはあるお母さんからの

相談でありました。この方は、県内のある町に

引っ越してこられたそうですけれども、以前住

んでいた市では、土日に障がいのある中学２年

の子供さんを預かってくれる施設があったそう

ですけれども、今住んでいる町にはなく、困っ

ているということでございました。障がいのあ

る子供を預かってくれる取り組み、これを調べ
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てみますと、「放課後等デイサービス」という

もので、学校通学中の障がい児に、放課後ある

いは休業日に生活能力向上のための訓練などを

継続的に提供することにより、障がい児の自立

を促進するとともに、放課後などの居場所づく

りを行うとありました。市町村や住んでいる地

域によって施設の状況が異なってくるのは仕方

がないかなと思ったところであります。そこ

で、県内における放課後等デイサービスを実施

している事業所の設置状況とその利用状況はど

んなぐあいか、また、土日に当該サービスが受

けられない場合、ほかに受けられるサービスは

ないのか、福祉保健部長に伺います。

障がい児の放○福祉保健部長（佐藤健司君）

課後等デイサービスは、就学している障がい児

が、授業の終了後や学校の休業日に、生活能力

の向上のための訓練や社会との交流促進等の支

援を受けるサービスでございまして、ことし４

月現在、県内の28事業所において約500人の皆さ

んが利用されております。また、このサービス

を受けることができない日は、各地域の障がい

児施設などが実施しております日中一時支援や

ショートステイのサービスを受けることができ

ますが、平日に比べ、土日や夏休みなどはサー

ビスの受け皿が不足している状況にあります。

このため、県といたしましては、引き続き、通

所サービス利用の決定を行う市町村や障がい児

施設などと連携し、放課後等デイサービスなど

の障がい児支援体制の充実に努めてまいりたい

と考えております。

各市町村に、このサービスに○新見昌安議員

取り組んでくれる事業所がなければお話になら

ないわけですけれども、県としてできる取り組

みに御尽力をいただければというふうに思いま

す。

子育てに関して最後の質問になります。県の

育英資金についてであります。これも以前受け

た相談でございました。高校に合格し、入学に

向けて準備を進めていく中で、さまざまなお金

が当然必要になってきますけれども、予約採用

の内定をもらっていても、５月に入ってからの

最初の振り込みというふうになりますので、必

要なときに使えない。もう少し早めてもらえな

いかというものでありました。調べてみます

と、予約採用においては、中学３年生の夏場に

募集して、12月には採用内定をするというふう

に聞いております。かなり早い時期から取り組

むということを勘案すれば、もっと早くできる

のではという思いになられるのもわかる気がい

たします。予約採用者に対する第１回目の送金

を現行の５月下旬よりも早めるべきというふう

に考えますが、教育長の見解を伺いたいと思い

ます。

育英資金は、家庭の○教育長（飛田 洋君）

経済状況にかかわらず高校生等が安心して学ぶ

ために大変重要であると思っておりますし、お

話にありましたように、入学時には多くの経費

が必要となりますので、これまでもできるだけ

早期の支給に努めてきたところでございます。

宮崎県育英資金の高校生等採用につきまして

は、高等学校等の入学後に申請を行う在学採用

に加えて、支給開始を早期にするための制度と

して、中学校在学時に申請を行う予約採用がご

ざいます。奨学金というのは、入学した校種に

よって、例えば、公立か私立かということに

よって金額等が変わりますので、入学を前提と

します。それで、この予約採用につきまして

は、入学後に進学先の学校において、予約採用

者からの必要書類を確認した上で県教育委員会

に提出することになっております。このため、



- 99 -

平成25年６月13日(木)

県として書類の審査を開始するのが４月末では

ありますが、早期支給の手だてを可能な限り行

うことにより、現在、１回目の送金を５月にい

たしております。今後、少しでも早く支給でき

ないか研究してまいりたいと考えております。

これも要望は強いものがあり○新見昌安議員

ますので、よろしくお願いをしておきます。

次は、ひきこもり対策についてであります。

この問題については、昨年９月議会に続き、

２回目となります。その際、ひきこもりに特化

した「ひきこもり地域支援センター」を設置す

べきというふうに提案をいたしましたが、答弁

は、「ひきこもりを含め、さまざまな困難を抱

えた子ども・若者に関する総合的な相談窓口と

して、「子ども・若者総合相談センター」を開

設し、精神保健福祉センターや子ども・若者総

合相談センターなどの関係機関が連携を図りな

がら対応していく」ということでありました。

子ども・若者総合相談センターは「わかば」と

いうふうに名づけられ、昨年の10月１日に開設

されております。既に半年以上たっておりま

す。そこで、子ども・若者総合相談センター

「わかば」の現状はどうなっているのか、相談

件数、相談形態、相談種別などについて福祉保

健部長に伺います。

子ども・若者○福祉保健部長（佐藤健司君）

総合相談センター「わかば」は、平成24年10月

１日の開設から平成25年３月31日までの半年間

に、289人の相談者から延べ737件の相談が寄せ

られております。相談の手段としては、電子

メールが約55％、電話が約35％のほか、ファク

シミリ、来所、出張相談会によるものがござい

ます。相談の内容は多岐にわたっておりまし

て、最も多いのが友人関係の79件で、以下、ひ

きこもりの52件、精神的な悩みの48件、不登校

の44件の順となっております。

かなりの件数に上っていると○新見昌安議員

いうふうに思いますけれども、相談の手段が

メールと電話で90％を占めているという現実

は、相手に寄り添うというイメージからは

ちょっと離れているのではないかというふうに

思います。

次に、「わかば」での相談を受ける体制はど

うなっているのか。また、「わかば」で対応し

切れない相談等についてはどのように対処し、

その結果はどうだったか、これも福祉保健部長

に伺いたいと思います。

「わかば」○福祉保健部長（佐藤健司君）

は、土日を含む週５日、午前10時から午後７時

まで相談窓口を開設しておりまして、相談員に

つきましては、臨床心理士や産業カウンセラー

－を初めとする専門的な資格を有する約30名が

ローテーションを組んで、常時２名で対応いた

しております。「わかば」は、子ども・若者が

抱えるさまざまな悩みを一時的に受け付ける総

合相談窓口でございまして、相談内容も多岐に

わたっているため、「わかば」で対応するより

も相談者にとってよいと判断した場合には、相

談内容に適した支援機関への橋渡しを行ってお

ります。なお、その後のフォローも重要であり

ますので、今後、各支援機関との連携を深め、

より適切な対応に努めてまいります。

昨年の質問の際に、「宮崎県○新見昌安議員

子ども・若者支援地域協議会」を同年８月に設

置したという旨の答弁がありました。その活動

状況について、同じく福祉保健部長に伺いたい

と思います。

ただいま御質○福祉保健部長（佐藤健司君）

問の「宮崎県子ども・若者支援地域協議会」に

つきましては、昨年８月に設置をしておりまし
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て、今年度は５月に代表者会議を開催し、「わ

かば」の実績報告や、各機関の子ども・若者支

援施策の紹介を行い、意見交換や情報の共有化

を図っております。今後も、より効果的な連携

を目指しまして、夏ごろまでに実務者会議を開

催し、意見交換等を行ってまいりたいと考えて

おります。

ひきこもりにはさまざまな要○新見昌安議員

因があると。そして、早期に専門的なアプロー

チが必要になります。家族に対しても専門的な

知識や技術によるきめ細かで継続的な相談支援

が求められるところであります。そのための

「ひきこもり支援コーディネーター」は必要で

すし、また、国においては、今年度の新たな取

り組みとして、地域に潜在するひきこもりを早

期に発見し、きめ細かな支援が可能となるよう

に、継続的な訪問支援などを行う「ひきこもり

サポーター」を養成する研修を、「ひきこもり

地域支援センター」などで行うよう示しており

ます。これを見ると、「ひきこもり支援コー

ディネーター」をきちんと配置した、ひきこも

りに特化した「ひきこもり地域支援センター」

を設置すべきという考えに至ったところであり

ますけれども、福祉保健部長の見解をお伺いし

たいと思います。

ひきこもり対○福祉保健部長（佐藤健司君）

策につきましては、現在、精神保健福祉セン

ターや保健所、さらには、先ほどから御答弁い

たしております「わかば」など、関係機関が連

携して取り組んでいるところでございますが、

今後、他県の状況等も参考にしながら、本県に

ふさわしい支援体制の仕組みについて、さまざ

まな角度から検討してまいりたいと考えており

ます。

前向きに取り組もうという思○新見昌安議員

いがうかがえました。何とぞよろしくお願いし

ておきます。

次に、シニア対策について、お疲れでしょう

けれども、福祉保健部長に１点だけ伺いたいと

思います。

県においては、本年４月から、県民全体で子

どもと子育てを応援する、いわゆる「未来みや

ざき子育て県民運動」の一環として、子育て応

援カードを発行しております。これは、県、市

町村、企業などが協働して子育て世帯を地域全

体で応援するための「子育て応援サービスの店

事業」が2006年からスタートしておりますけれ

ども、サービスを提供する協賛店を募り、公開

はしておりますけれども、利用者みずからが申

し出るのは難しいなどの声があったために、利

用を促す目的で今般、カードを新たに発行する

こととしたようであります。そして、その目的

は、県のホームページによりますと、「さまざ

まなサービスを受けながら、外出が楽しくで

き、気分転換につながったり、子育てはひとり

ではなく、社会全体で子育てを応援してもらえ

るという安心感につながることを目指してい

る」というふうにあります。子育てを社会全体

で応援する機運の醸成につながる取り組みであ

ると評価するところでありますけれども、この

子育て応援カードの目的は、そのままシニア世

代にも当てはまるのではないかと思うところで

あります。シニア向けの優待制度があれば、購

買意欲も増しますし、地域商店街の活性化にも

つながるし、何より、積極的な外出を促して、

健康維持、地域との交流促進にも役立つのでは

ないかと思います。高齢者向けの優待サービス

としては、警察の「高齢者運転免許返納メリッ

ト制度」や、まだまだ高齢者とは言えないと思

いますけれども、60歳以上を対象とした映画館
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のシニア割引ぐらいしか思いつきません。子育

て応援カードのシニア版、ぜひとも取り組んで

いただきたいと思うところであります。高齢者

の皆さんに喜んでもらえる可能性大でありま

す。見解を伺いたいと思います。

高齢者の方々○福祉保健部長（佐藤健司君）

が社会活動において現役として活躍していただ

くことは、地域の活力を維持・増進していく上

で、大変重要であると認識しております。この

ため、県におきましては、「高齢者が活躍する

社会の推進」を宮崎県高齢者保健福祉計画の柱

の一つとして位置づけまして、現在、元気な高

齢者が活躍する場づくりの支援として、団塊の

世代やシニアの方々がＮＰＯ等の活動に参加す

るためのきっかけづくりなどに取り組んでおり

ます。御提案のありましたシニア応援カード

は、一つのアイデアだと思います。いずれにい

たしましても、高齢者の外出を促す効果的な方

法につきまして、今後、市町村や関係団体等か

ら意見を伺うなど、多方面から研究してまいり

たいと考えております。

ありがとうございました。超○新見昌安議員

高齢社会に突き進んでいく中で、シニア応援

カードは、高齢者のためだけではなく、お店側

にとっても新たな顧客獲得につながるし、商業

の振興にも資するのではないかというふうに考

えます。今後、十分検討していただきたいとい

うふうに思います。

次は、「ゾーン30」についてであります。

私は、宮崎市の恒久２丁目に住んでおります

けれども、最近、我が家の周辺の道路上に

「ゾーン30」との文字が表示されたところがあ

ります。「区域ここから」と記載された新しい

標識も設置されています。「ゾーン」とか「区

域」とありますので、「線」ではなく「面」に

かかわるものであるということは理解できると

思います。そこで、質問に当たり、「ゾー

ン30」なるものが整備された背景には何があっ

たのか。そもそもこの「ゾーン30」とは何ぞや

と思われる議員もおられると思いますので、ま

ずは警察本部長に伺っておきます。

「ゾーン30」と○警察本部長（白川靖浩君）

は、生活道路における歩行者等の安全な通行を

確保するために、一定の区域を安全対策ゾーン

と定めて、最高速度を時速30キロメートルに規

制するとともに、ゾーン内を抜け道として通行

する車両の抑制などを図る生活道路対策であり

ます。この対策は、平成23年から全国的に進め

られているものでありますが、その背景といた

しましては、この10年間で、幹線道路での交通

事故が減少しているのに対して、本来、安全・

安心であるべき生活道路での交通事故がそれほ

どには減少していないことから、生活道路に重

点を置いた交通事故防止対策を実施していくこ

ととなったものであります。

次に、「ゾーン30」整備区域○新見昌安議員

はどのようにして決めていかれるのか、また、

「ゾーン30」区域内での具体的な対策はどのよ

うなものがあるのか、同じく警察本部長に伺い

ます。

「ゾーン30」の○警察本部長（白川靖浩君）

整備区域の設定につきましては、その区域の交

通量や交通事故の発生状況をもとにしまして、

地域住民の方々、道路管理者、そして警察が協

議・調整して決定することとしております。

「ゾーン30」の区域内の対策としましては、区

域内の最高速度を時速30キロメートルに規制す

るとともに、通行禁止や一方通行などの交通規

制や、道路管理者と連携しつつ、車道の幅員を

減少させまして、路側帯の設置とかその拡幅等
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の対策を行っているところであります。

「ゾーン30」について、最後○新見昌安議員

になりますけれども、本県における今後の整備

計画はどのようになっているのか。また、始

まったばかりで聞きなれない取り組みでもあり

ますので、今後、その周知にどのように取り組

んでいかれるのか、同じく警察本部長に伺いま

す。

「ゾーン30」○警察本部長（白川靖浩君）

は、昨年度、県内におきまして、ただいま議員

から御指摘のありました恒久地区を含む４カ所

を整備いたしまして、本年度は５カ所を整備中

でございます。今後、平成28年度までに順次整

備を進める計画であります。警察では、県民へ

の「ゾーン30」の周知を図るため、県警ホーム

ページへの掲載や交番駐在所のミニ広報紙、あ

るいは各種会合を活用した広報を初めとしまし

て、市町村、報道各社への情報提供を行うなど

により、周知に努めてまいりたいと考えており

ます。

ありがとうございました。よ○新見昌安議員

ろしくお願いをしておきます。

最後の質問になりますけれども、地熱発電に

ついて伺いたいと思います。

本年３月13日の宮崎日日新聞に、「考えよ

う！地熱の明日」と題した地熱資源の活用策を

考えるセミナーが２月に大分市で開催された旨

の特集記事がございました。大分県九重町には

地熱発電所としては国内最大の八丁原発電所が

あることで有名ですけれども、このセミナーで

は、地熱発電の可能性や温泉資源への影響、自

然との共生のあり方などについて議論が交わさ

れたとありました。経済産業省のホームページ

によりますと、地熱発電は、純国産エネルギー

であり、ＣＯ 排出量が少ない再生可能エネル２

ギーの中でも、特に安定的な電源として期待は

されているけれども、日本は世界第３位の地熱

資源量、約2,340万キロワットだそうですが、こ

の地熱資源量を有するとされながらも、現時点

での導入量は全発電電力量の0.3％にとどまって

いる、今後一層の導入拡大が期待されるとあり

ました。国会には超党派の「地熱発電普及推進

議員連盟」も設立されておりまして、熱心に活

動もしているようですけれども、ほかの再生可

能エネルギーと比べると、光が余り当たってい

ないように感じます。また、県が３月に発表し

た「新エネルギービジョン」によれば、本県で

の導入実績はないとのことで、力を入れた記述

がなされておりません。県西近くには活火山も

あって期待もできるのではないかと思いますけ

れども、本県における地熱発電の可能性という

か、実現性についてどのように捉えておられる

のか、環境森林部長の見解を伺いたいと思いま

す。

地熱発電施設○環境森林部長（堀野 誠君）

につきましては、全国で18カ所に設置されてい

ますが、安定的な発電量が確保できる半面、適

地の多くが自然公園内に偏在するなどの課題が

あることから、平成11年以降、新たな施設の設

置は進んでいない状況にあります。このような

中、東日本大震災を契機に、新エネルギーの重

要性が認識され、我が国においてポテンシャル

が高い地熱発電に対する関心が高まってきてい

ると言われています。このため、国において

は、今年度、独立行政法人「石油天然ガス・金

属鉱物資源機構」に委託し、九州と東北で空中

からの電磁探査等による地熱資源ポテンシャル

調査を行うこととしており、九州では７月か

ら10月にかけて、本県と鹿児島県県境付近の霧

島地域と大分県の九重地域において調査が実施
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されることとなっております。霧島地域は、従

来からポテンシャルが高い地域と言われており

ますので、この調査によりまして、地熱発電の

可能性が確認され、導入につながることを期待

しております。

３月13日の宮崎日日新聞の特○新見昌安議員

集は一面を全て使っていましたけれども、実は

その下半分は、今の答弁で出てきた石油天然ガ

ス・金属鉱物資源機構、ＪＯＧＭＥＣと言うよ

うですけれども、そこの宣伝でありました。今

回の調査で地熱発電の可能性が確認されること

を期待しつつ、以上で私の質問の全てを終わり

ます。ありがとうございました。（拍手）

次は、渡辺創議員。○福田作弥議長

〔登壇〕(拍手) 少し長くなり○渡辺 創議員

ますが、ある手記をお聞きいただきたいと思い

ます。

生を受けてより20数年、何一つ不自由なく

育てられた私は、幸福でした。温かきご両親

の愛の下、よき兄妹の勉励により、私は楽し

い日を送ることができました。そしてややも

すれば、わがままになりつつあったこともあ

りました。この間、ご両親様に心配をおかけ

したことは兄妹中で私が一番でした。それが

何の恩返しもせずままに先立つことは心苦し

くてなりません。

空中勤務者としての私は、毎日毎日死を前

提としての生活を送りました。一字一言が毎

日の遺書であり、遺言であったのです。高い

空においては、死は決して恐怖の的ではない

のです。このまま突っ込んで果たして死ねる

のだろうか。いや、どうしても死ねるとは思

えません。そして何かこう突っ込んでみたい

衝動に駆られることもありました。私は決し

て死を恐れてはおりません。むしろうれしく

感じています。なぜならば懐かしい龍兄さん

に会えると信じるからです。

天国における再会こそ私の最も望ましきこ

とです。

私は明確に言えば、自由主義に憧れていま

した。日本が真に永遠に続くためには自由主

義が必要であると思ったからです。これは馬

鹿なことに見えるかもしれません。それは、

現在は日本が全体主義的な気分に包まれてい

るからです。しかし真に大きな目を開き、人

間の本性を考えた時、自由主義こそ合理的な

る主義だと思います。

戦争において勝敗を得んとすれば、その国

の主義を見れば事前において判明すると思い

ます。人間の本性にあった自然な主義を持っ

た国の勝戦は火を見るより明らかであると思

います。

私の理想はむなしく破れました。人間に

とって一国の興亡は実に重大なことでありま

すが、宇宙全体から考えた時は実に些細なこ

とです。

離れにある私の本箱の右の引き出しに遺本

があります。開かなかったら、左の引き出し

を開けて釘を抜いて出してください。

では、くれぐれもご自愛のほど祈ります。

大きいお兄さん、清子はじめ皆さんによろ

しく。

では、さようなら。御機嫌よく。さらば永

遠に。

太平洋戦争終戦から50年たった1995年、父親

の本棚から引っ張り出した、ほこりをかぶった

古い新書版には、「きけわだつみのこえ」と９

文字の平仮名が並んでいました。黄緑色の表紙

をめくって最初に出てきた手記が、今読み上げ

た特攻隊員だった慶應大学の学生、上原良司さ
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んの「遺書」という手記でした。

「きけわだつみのこえ」は、言うまでもなく

戦没学生の手記集です。今回、少し勉強してみ

ると、上原さんはその代表的な方であり、ほか

にも幾つかの手記を残されています。この手記

の文面にも幾つかの議論があるようですが、今

回申し上げたいのは、その細かい内容について

ではありません。

高校生だった私は、この手記集を読み、「戦

後五十年と若者の責務」という小論文を書きま

した。自分とそう年の変わらない若者が、戦時

下の日本において、時には必ずしもみずからの

理想とする社会観と異なる環境の中で、みずか

らの生きる意味、死ぬ意味を必死に問い、時に

勇ましい言葉で、時に苦悩の言葉で遺言を残す

という作業が衝撃的でした。そして、みずから

の存在と公 公というのは時に国であり、社―

会であり、故郷であり、親であり、友人であ

り、愛する人であったわけです。その公とのか

かわりをこんなにも考えていたのか、また考え

なければならなかったのかということを知りま

した。この衝撃は、その後の私自身の生き方の

選択にも決して無関係ではなかったと思ってい

ます。

さて、時は流れ、再来年には戦後70年を迎え

ます。今、永田町では日本国憲法改正をめぐる

議論がにわかに巻き起こっています。私自身

は、将来的な憲法改正の可能性まで一切否定を

するつもりはありません。ただ、現時点でのそ

の発議は時期尚早であり、国民的な議論をしっ

かり行うべきであるという論憲的立場に立ちま

す。その上で、先ほど申し上げたような我が国

の経験を鑑みて、平和主義はしっかりと守るべ

きものと思っています。県民の信託を受け、宮

崎県政をつかさどる立場にある知事に、９条改

正、96条改正問題を含めた憲法問題について、

政治家としての御見解をお伺いいたします。

続いて、話題を純粋な県政課題に移します

が、副知事２人制導入から２カ月半、まだス

タートしたばかりではありますが、順調な滑り

出しとなっているのか、知事の御所見をお伺い

します。

また、両副知事に対しましても、所管業務を

踏まえて宮崎県政の課題をいかに考えておられ

るか、決意も含めてお伺いをしたいと思いま

す。

残りの質問につきましては、自席から行わせ

ていただきます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

まず、憲法改正についてであります。まず、

憲法９条でありますが、戦争の放棄、戦力の不

保持と交戦権の否認を定め、日本国憲法の三大

原則の一つである平和主義を定めたものであり

ます。この９条につきまして、日本国憲法がま

さに平和憲法と呼ばれておりますように、その

性格を最も特徴づけているものというふうに受

けとめておるところでございます。９条につき

ましては、条文を改正するしないにかかわら

ず、この根底にある平和主義という理念は人類

共有の財産とも言うべきものというふうに考え

ておりまして、今後とも守るべきものというふ

うな認識でおります。

次に、憲法の改正手続を定めた96条について

であります。先ほどの９条も含めてであります

が、憲法というものが国の根幹をなす最高法規

であるということでありますが、その改正の議

論を一概に否定するものではないものでありま

す。しかしながら、その議論に際しましては、

どういう理念や必要性に基づき改正を行うの
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か、まさに国の最高法規という大変重要な性格

に鑑みて、主権者である国民の間で幅広い視点

から十分な議論が尽くされるべきものというふ

うに考えておるところでございます。

次に、副知事２人制導入についてでありま

す。この２人制につきましては、復興から新た

な成長に向け、これまで以上に攻めの姿勢で施

策を展開していくために組織体制の強化が必要

であることから導入したものでありますが、現

在、両副知事とも、それぞれが担当する事務に

関し、国や市町村、関係団体等とのネットワー

クの構築や職員の指揮などを精力的に進めても

らっているところでございます。

仕事のボリュームでいいますと、これまで知

事１人、副知事１人であったわけであります

が、副知事１人分の業務を２人が担うことに

よってそのボリュームが少なくなるかという

と、そうではなく、これまで不対応であったも

のを、それぞれの副知事がまた担うということ

になっています。また、知事が担っておったも

のを、２人副知事になったということで副知事

に委ねる。では、知事のその時間を別の業務に

割くということで、全体として見ると、業務量

が非常にふえておる。そういう形の中で、いろ

んな形でのネットワークの構築、また業務の取

り組みが進んでおるのではないかというふうに

考えておるところでございまして、当初の目的

に沿って、スタートというものは順調に始まっ

たのではないかというふうに受けとめておると

ころでございます。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（稲用博美君）

します。

県政の課題、それと私の副知事としての役割

ということでございます。県政の課題につきま

しては、本県は、「復興から新たな成長へ」と

いうことで、フードビジネスを初め、さまざま

な施策を展開していくこととしております。そ

れからまた、南海トラフ巨大地震を初めとする

さまざまな災害への対応という喫緊の課題があ

るというふうに思っています。これが何といっ

ても重要な県政の課題と思っていますが、その

ことを県庁総力戦、県庁職員が一丸となってや

るということがまた一つの大きな課題であると

いうふうに思っています。その中で、それを職

員の先頭に立ってやっていくということが私自

身の果たすべき役割であろうというふうに思っ

ています。

また、この施策を展開するに当たりまして

は、いろんな地域の方のお話をしっかりと聞い

ていくということ、細かなお話まで聞いていく

ことが大切であろうというふうに思っておりま

す。そのことをしっかりとやっていく。そし

て、県議会、関係団体の皆さんとの円滑な関係

を築き上げていくということが大切であろうと

いうふうに思っております。また、そういうふ

うなお話を聞いていく中で、いろんなことが耳

に入ってくると思います。そのことについて、

知事に対しても言うべきときにはしっかりと意

見を申し上げるというのが、私の役割であろう

というふうに思っております。以上でございま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（内田欽也君）

します。

課題の認識と今後の取り組みについてであり

ます。本県では、特に高速道路を初めとする各

種社会インフラの整備、あるいは南海トラフ巨

大地震等に対する防災・減災対策が喫緊の課題

でありまして、その解決に向けた取り組みを進

めることが、私に課された大きな責務の一つと

考えております。
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この認識のもと、私は、出身元である国土交

通省、あるいは官民交流で出向しました民間企

業、これらの知識、経験、あるいは人脈という

ものを生かし、県民の皆様を初め、県職員とも

十分に対話を重ね、河野知事、稲用副知事と

がっちりとスクラムを組み、本県のさらなる成

長、発展に全力を尽くしてまいりたいと考えて

おります。以上でございます。〔降壇〕

ありがとうございました。○渡辺 創議員

続いて、具体的な質問に入ってまいりたいと

いうふうに思います。

まず、ローコストキャリア（ＬＣＣ）につい

てお伺いをしたいと思います。

昨年は、日本におけるＬＣＣ元年とも呼ばれ

て、国内各地での開設が相次ぎました。日本で

のＬＣＣの流れというのは、国際的な流れから

いえば少し遅い状況下にあるかと思いますけれ

ども、オープンスカイであったり規制緩和の中

で新しい段階に入ってきたというふうに言うこ

とができるかと思います。まず、お伺いをしま

すが、県では国内でのＬＣＣ（格安航空会社）

の就航状況についてどのように把握をしてい

らっしゃるでしょうか、総合政策部長にお伺い

します。

国内のＬＣＣ○総合政策部長（土持正弘君）

でございます。ただいま議員のほうからお話が

ございましたとおり、昨年はＬＣＣ元年と呼ば

れるなど、ピーチ・アビエーションを初め、

ジェットスター・ジャパン、エアアジア・ジャ

パンが相次いで、関西空港や成田空港などを拠

点といたしまして、国内各地に路線を開設して

おり、現在27路線となっております。

九州の各空港におきましても、福岡空港はも

ちろんのこと、長崎、大分、鹿児島空港にＬＣ

Ｃの路線が順次開設されたところでありまし

て、現在11路線となっているところでございま

す。

御答弁にもありましたよう○渡辺 創議員

に、九州の中でも11路線ということになってお

ります。今年度の予算の中で、宮崎県としても

ＬＣＣの開設支援という項目が含まれておりま

したけれども、具体的には県としてどのような

形で取り組んでいらっしゃるでしょうか、同じ

く部長にお伺いいたします。

県ではこれま○総合政策部長（土持正弘君）

で、ＬＣＣの動向を十分注視しながら、情報収

集に努め、国内ＬＣＣ各社との意見交換を行っ

てきたところでございます。

今年度は、路線を開設するＬＣＣに対しまし

て、空港のカウンター設置や案内表示など、就

航に必要な経費を助成する支援制度を新たに創

設いたしまして、会社訪問を実施し、本県の魅

力をアピールするなど、誘致に向けて具体的な

取り組みを行っているところでございます。

ちょっと話を転じますけれど○渡辺 創議員

も、宮崎空港では、ソウル線、台湾線の国際線

の定期便も２路線開設されています。さらに、

中国との路線開設にも県としては意欲を燃やし

ているということかと承知しております。お隣

の鹿児島県では、この数日、国際路線の搭乗率

を上げるために県を挙げた取り組みをしようと

しているのが、なかなか県民やメディアからは

理解されずに疑問が呈されているという状況に

ありますけれども、国際定期路線の維持に向け

て、宮崎県としてはどういう課題認識と取り組

みをしていらっしゃるのかということをお伺い

したいと思います。以上、お願いいたします。

本県の国際定○総合政策部長（土持正弘君）

期便でございますが、搭乗率が50％から70％程

度で推移をしておりまして、国際情勢など外的
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要因の影響を受けやすい状況にあると言えま

す。路線を安定的に維持してまいりますために

は、双方向の利用促進に取り組んでいくことが

重要でありますことから、本県への誘客はもと

より、海外への送客の促進に、官民を挙げて取

り組んでいるところでございます。

また、経済発展の著しい中国・香港との路線

の開設に向けましては、現地での本県の認知度

を高めてまいりますとともに、チャーター便の

実績を積み重ねていく必要がありますので、旅

行会社へのセールス活動はもとより、今年度か

らチャーター便の支援を行うこととしたところ

であります。

国際線の収益の分岐点という○渡辺 創議員

のは、大体、搭乗率が７割前後必要だというよ

うな話も伺ったところです。平成24年度のデー

タでは、ソウル線の搭乗率が63.4％、台北線

が64.9％というふうに伺っておりますので、な

かなか厳しい水準にあるのかなというふうに思

います。東アジアの主要都市と本県が直接結ば

れるというのは非常に大事なことかと思います

し、また特に台湾線においては 私が議員に─

なるよりもずっと前の話でありますが 非常─

に大変な努力によって路線の開設がされたとい

うふうにも伺っておりますので、しっかりと利

用拡大を図る必要があるのかなというふうに

思っております。

通告をしておりませんが、ちょっと知事にお

伺いをいたします。先ほども少し申しました

が、鹿児島県では上海線の搭乗率を向上させよ

うということで、県職員を1,000人規模で上海に

送って 民間人もここに来て含まれるみたい─

な話になってきたようですけれども 研修を─

行うという計画が、賛否を含めて非常に話題に

なっております。御存じですかと聞くのもあれ

ですが、御存じだと思いますけれども、御存じ

でしたら御感想なりをお伺いできればというふ

うに思いますが、いかがでしょうか。

今御指摘がありました○知事（河野俊嗣君）

ように、東アジアとを結ぶ定期航空路線は非常

に重要であり、維持していかなくてはならな

い。本県にとってもそうですし、鹿児島にとっ

てもそうである。そういう問題意識のもとの対

策であろうかというふうに考えておるところで

ございます。

そのニュースを聞いて思いましたことは、

やっぱり我々宮崎としても、台北線、ソウル

線、それと同じような危機感を持って利用促進

に努めてまいりたいというふうに考えておると

ころでございます。鹿児島のやり方、それはい

ろいろお考えがあるというふうに思っておりま

すが、一つは、１回送ればそれで済むことでは

なしに、内部で議論しながら利用促進のための

仕組みをつくっていく、長い目で見ての仕組み

づくりが必要ではないかということ、それか

ら、研修というものがどういうことを目的で考

えられるんだろうかというところがあったとこ

ろであります。いずれにせよ、我々も同じよう

な危機感を持って取り組んでまいりたいと考え

ております。

済みません。通告のない質問○渡辺 創議員

でしたが、ありがとうございました。

話題をＬＣＣに戻したいというふうに思いま

すけれども、実はことしの３月にピ－チ・アビ

エーション社を訪問いたしました。訪問の目的

は、宮崎の路線開設の可能性があるかというこ

とを直接伺ってみたいということでした。結論

から申し上げれば、その可能性は十分以上にあ

るというふうに思います。同社は、関西空港

と、九州で既に福岡、鹿児島、長崎、３県を結
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んでおります。同社の総合企画部長によれば、

「この３路線については、開設１年目の会社が

まずは基盤固めのために開いた固めの路線であ

る。これからは、その上で新しい展開が必要と

なる。九州の空港はすべてが就航の候補地であ

る」というふうに明言をされました。

また、同氏の話ですと、ＬＣＣの乗客という

のは、ビジネスマンは１割にしか満たないとい

うことです。そのほとんどの乗客は観光客で

あったり、帰省であったり、同窓会に出席する

ために帰ってくるような旅行であったり、単身

赴任の方が行き帰りに使うというようなことに

なるそうです。ですので、今まで飛行機に乗っ

ていた層、そのパイを奪い合って今までの路線

とやるというよりも、新しい客層を開拓してく

るというような要素が強いということでした。

いろいろ御説明を伺ったんですが、例えば

ピーチの場合、関西空港と九州を移動しようと

いう場合には、3,780円から１万4,000円程度で

行くことができます。２～３週間前に買えば、

１万円前後で往復のチケットを買うことができ

るということになります。関西と福岡の新幹線

の往復が大体３万円ぐらいですので、この料金

で行けるということになれば、今までは出な

かった同窓会に帰って出てみようかとか、親の

もとに帰る帰省をちょっとふやしてみようかと

か、そういう層が確実にふえるというお話でし

た。

さらに、宮崎には幾つかの優位点があるとい

うふうに考えられます。まず１つは、宮崎の出

身者が関西地域に非常に多くて、人的な交流で

あったり、ネットワークがあるということ。２

つ目は、半分残念なことでありますが、宮崎空

港と関西空港には定期路線がないということで

す。３つ目は、宮崎の場合、空港と市街地が近

いので、低コストでの旅行を望む方々にとっ

て、空港から市街地という余計な交通費を負担

しなくて済むというメリットがあるということ

でした。

こんなふうに環境的なメリットもあるわけで

すから、私は近い将来、必ず路線の開設が可能

だというふうに考えております。もう執行部の

皆さんはおわかりのとおりだと思いますが、課

題は、しばらくの間、就航が定着するまでの間

の空港の使用料であったり、施設使用料の減免

がどの程度できるかということです。お話を伺

いましたが、ずっと減免を求めるというわけで

はありませんでした。就航して定着するまでの

間、そこの部分の負担を一定程度願えないだろ

うかというようなことでした。あわせて、地元

のメディアなども巻き込んで、ぜひ関西空港と

宮崎を結ぼうという機運を盛り上げていただき

たいということでした。このことは、県の努力

で十分にできることだろうというふうに思いま

す。いろいろ述べましたが、ぜひ、ＬＣＣの路

線開設について、知事のやる気を御表明いただ

きたいというふうに思います。

ＬＣＣ、いろいろるる○知事（河野俊嗣君）

御指摘がございました。確かに、関西空港等ハ

ブ空港と結ぶことができれば、低料金によるメ

リットもありますし、いろんな選択肢が広がっ

てくる、新たな需要の創出が期待できるのでは

ないかというふうに思っておりますし、本県が

取り組む東アジア経済交流戦略という意味で

も、行き来がより便利になる。さらに、そうい

う需要が高まってくる、期待が持てるというふ

うに考えております。

今後とも、航空路線というものは、本県にと

りましては非常に重要な交通手段でありますの

で、既存路線を維持充実するというのは大事で
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すし、それに加えて御指摘のＬＣＣの誘致につ

きましても、本年度、初期投資の支援制度とか

つくったわけでありまして、そういったところ

のアピールをしながら、積極的に誘致に取り組

んでまいりたいと考えております。

ぜひ、積極的な展開をお願い○渡辺 創議員

したいというふうに思います。ピーチの場合、

宮崎は、韓国、台湾路線がありましたけれど

も、関西空港で、ソウルじゃありませんが、韓

国への便もあります。台湾への便もあります。

また、それ以外の海外への路線もたくさん関西

空港にはあるわけですので、県民の方が安価に

世界に向かっていく、また世界の方が安価に宮

崎にやってきてもらうという意味での選択肢の

広がりは大切なことかというふうに思います。

知事の１期目の任期中にも実現できることでは

ないだろうかというふうに思いますので、ぜひ

よろしくお願いいたします。

それでは続いて、県の総合運動公園の活用に

ついて御質問をさせていただきます。

宮崎市の木花にあります県の総合運動公園と

いえば、スポーツをする、親しむ県民にとって

は、非常になじみのある施設かというふうに思

います。春にはジャイアンツのキャンプもあり

ますし、サッカーのキャンプもあります。こと

しはＷＢＣのキャンプもありました。また、つ

い先週末は県民スポーツ祭の開会式もありまし

て、私たち県議団も知事や飛田教育長と一緒に

運動公園でサッカーをさせていただきまして、

翌日の新聞には、知事の名シュートの場面も地

元紙のスポーツ欄に掲載をされておったと記憶

しております。この運動公園は、イベント時に

は非常に多くの方々がお集まりになりますが、

駐車場の収容台数と、イベント時など来場者が

多い場合の公園の利用状況はどのようになって

いるのか、お伺いをしたいと思います。教育長

にお願いいたします。

県総合運動公園には○教育長（飛田 洋君）

５カ所の駐車場がございまして、収容台数は合

わせて3,475台となっております。駐車場の利用

が多い日の延べ台数は、平成24年度で見ます

と、例えば高校総体開会式当日で延べ4,097台御

利用いただいているところであります。延べ台

数は収容台数を上回っておりますが、午前中の

みの利用など短時間での利用もございますか

ら、通常は駐車できないというような苦情はい

ただいておりません。

通常はあふれることはないと○渡辺 創議員

いうことだったかと思いますが、ジャイアンツ

のキャンプ時であったりとか、そういう巨大イ

ベントのときには駐車場の不足も見受けられる

ところかというふうに思います。素人から見ま

すと、あの公園に非常にたくさんの方が集まっ

ている際に、もし東日本大震災のような大きな

災害が発生をすれば、当然、公園内での避難場

所が不足をするかというふうに思います。宮崎

市の指定避難箇所は、公園の中にサンマリンス

タジアムのスタンドなど３カ所というふうに理

解をしておりますが 済みません。１問飛ば―

しました。たくさんの方が訪れる公園なんです

けれども、運動公園は日向灘に近いところにあ

りますので、現時点で災害の際にどういう避難

誘導体制をとっているのか、お伺いします。失

礼いたしました。

県総合運動公園にお○教育長（飛田 洋君）

いては、スポーツ指導センター、県体育協会並

びに２つの指定管理者で構成する自衛消防組織

を編成するとともに、従来あった災害対策マニ

ュアルを改正し、役割分担を定め、避難訓練も

実施いたしております。災害発生時において
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は、園内放送や避難誘導班による呼びかけを行

い、公園利用者への避難誘導が迅速に行えるよ

う取り組んでいるところでございます。

また、今お話がありましたが、昨年度は、県

土整備部を初めとする関係機関が協議し、３カ

所の避難場所を設定して、避難場所の表示や案

内看板の設置をしたところであります。さら

に、避難場所のチラシを作成しまして、利用し

ている各学校を初め、関係団体や宮崎市の担当

部局へも配付を行い、利用者への周知も図って

いるところでございます。

ありがとうございました。失○渡辺 創議員

礼いたしました。

県土整備部長に伺います。先ほどお話ししま

したように３カ所避難箇所があるかと思います

が、たくさんの方がいらっしゃるときには十分

な対応ができるのだろうかという疑問もありま

すけれども、そういう発災時の対応について県

土整備部のほうではどのような検討をしてい

らっしゃるのでしょうか。

県総合運動○県土整備部長（大田原宣治君）

公園におきましては、今、議員が言われました

とおり、サンマリンスタジアム、陸上競技場、

そして青少年自然の家の３つの施設を津波避難

施設として位置づけているところでございま

す。

この３施設につきましては、これまでに耐震

調査や補強工事を計画的に行い、耐震化を図っ

てきたところでありますが、津波に対する安定

性を確認する必要があることや、大規模イベン

ト開催中に津波が発生した場合に、避難施設に

収容できない利用者の安全確保をどのように図

るかなど、検証すべき課題があります。このた

め、本年２月に県が示しました津波浸水想定や

イベント時の利用者数などのデータに基づき、

今年度、さまざまな角度から詳細に分析し、対

応を検討してまいりたいというふうに考えてお

ります。

了解いたしました。今、対応○渡辺 創議員

策を検討中ということかと思いますけれども、

そこで、１つ提案をしたいというふうに思いま

す。運動公園の敷地内には複数の駐車場がござ

いますけれども、その中の駐車場でも周辺の集

落に非常に近い側の駐車場に、混雑時の駐車場

の不足の解消、それと運動公園の中での避難箇

所の確保、また近くにいらっしゃいます周辺の

住民の皆さんの避難箇所という観点をあわせ

て、ぜひ道路側、集落に近いほうの駐車場に、

緊急避難場所としての立体駐車場を御検討いた

だけないだろうかというふうに思います。周辺

には防災対策に非常に熱心な 危機管理部局─

の方はよく御存じかと思いますが 島山地区─

もございますけれども、非常に熱心に取り組ん

でいらっしゃいますが、周辺には高い、逃げる

ところがないという状況があります。避難タ

ワー等いろんな話が全国的にも出ておりますけ

れども、なかなか日常的に活用のできない施設

の建設というのは難しい状況にあるかと思いま

すので、ぜひ、駐車場と兼ねてそういうものを

検討できないのか、御検討いただきたいという

ふうに思いますので、県土整備部長にお考えを

お伺いしたいと思います。

立体駐車場○県土整備部長（大田原宣治君）

の設置につきましては、公園利用者の利便性の

向上が図られるとともに、避難場所が確保され

る一つの方法と考えられますが、周辺の地元住

民の皆さんのための避難場所の確保につきまし

ては、現在、宮崎市が「宮崎市地震津波対策イ

ンフラ構想検討会」の中で検討されているとい

うふうに伺っておりますので、その状況を注視
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してまいりたいと思っております。

ありがとうございます。宮崎○渡辺 創議員

市のほうも確かに検討を進めておるところです

ので、県施設の中でいろんな役割、要素を兼ね

合わせた施設として、ぜひ御検討いただければ

というふうに思います。

続いて、宮崎港の関連施設についてお伺いを

したいと思います。

済みません。これも通告しておりませんが、

知事にちょっとお伺いをしたいと思います。宮

崎はマリンスポーツが非常に盛んで、知事もそ

のアピールのためにサーフィンをされたり、さ

まざまされていますけれども、サーフィンのほ

かにマリンスポーツと言って思い浮かべるもの

を幾つか挙げていただければというふうに思い

ます。

自分がやったものとし○知事（河野俊嗣君）

ては、サーフィン以外では、例えばトライアス

ロンとか、島浦に泳いで渡る遠泳大会、そうい

う水泳の類いもありますし、これからぜひやっ

てみたいものとしましては、スキューバダイビ

ング、ヨット、シーカヤック、それからフィッ

シング、そういったいろんなものが思い浮かぶ

ところであります。

ありがとうございました。水○渡辺 創議員

上バイクというのが出てこないかと思って期待

をしたんですが、残念ながら出てまいりません

でした。

宮崎市のみやざき臨海公園にクルーザーの係

留地がございます。その東側の隣接地に、ほぼ

同じような面積でディンギー 小型のヨット―

ですけれども の艇庫と海へおろすための斜―

路を備えたヤードがございます。このヤードに

つきましては、教育委員会の所管ということの

ようですけれども、利用状況につきまして、教

育長にお伺いをしたいと思います。

ヨットの中で動力の○教育長（飛田 洋君）

ついていない小型のヨットのことをディンギー

と言っておりますが、ディンギーヤードは、こ

のような小型ヨットの保管と出航準備のための

専用スペースとして利用いただいております。

高校総体や国体種目であるヨット競技専用の施

設として、県内に２カ所にのみ設置いたしてお

ります。競技力の向上に重要な役割を果たして

いる施設でございます。

現在、みやざき臨海公園のディンギーヤード

には、常時出航できる体制をとっている艇、小

型ヨットが８艇ありまして、このうち５艇は高

校の部活動でほぼ毎日使用されております。ま

た、一般利用者や小学生を対象にしたスポーツ

教室、さらには各種大会用として、艇庫内に36

艇の小型ヨット、ディンギーがありまして、す

べて合わせると44艇が通常このディンギーヤー

ドを使用いたしております。

ディンギーにとっての貴重な○渡辺 創議員

活動の場所になっているということはよくわか

りました。これからも大切に、その環境は維持

をしていただきたいというふうに思います。た

だ、周辺の方に聞きますと、今、答弁の中にも

ありましたけれども、その利用時間というのは

高校の部活動等が中心ということですので、あ

る程度、時間帯は限られているのかなという印

象を受けます。

そこで、提案なんですが、ディンギーの利用

がない時間帯であったり、利用がない日に、ま

たディンギーの利用の迷惑にならない範囲で、

水上バイクの上げおろしにも、ヤード内にある

斜路 海に入っていく斜めの道になりますが―

を活用できないものだろうかというふうに―

考えます。水上バイクは非常に重量もあるため
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に、水面への上げおろしになかなか苦労がある

というふうに聞いております。通常は海辺まで

牽引車といいますか、車で乗り込んでいって、

バイクをおろしてということになるようなんで

すけれども、この斜路を活用すれば、比較的容

易に水上バイクの上げおろしができるというこ

とのようです。ディンギーの利用があるときに

いつでも使えるとか、そういう水上バイクがい

つでも使えるようにというわけではなくて、ど

うにか折り合いのつく形で、また例えば、きち

んと安全性のルール等を守れる方の登録制で

あったりとか、ヤードの利用料を一定程度徴収

するというような形でもいいかと思うんですけ

れども、ぜひ、宮崎のマリンレジャーの振興と

いう観点からも、ディンギーの活動に支障のな

い範囲で、水上バイクの上げおろし等について

も御検討いただけないかと思いますが、いかが

でしょうか、教育長にお伺いします。

今お話にありました○教育長（飛田 洋君）

ように、ディンギーヤードにはスロープ状に

なった斜めの船揚げ場を設けておりまして、小

型のヨットを海におろしたり、あるいはおかに

揚げるときに使っております。船揚げ場付近で

は、おりたところがクルーザーなどの航路でも

あります。また、ディンギーを使用している方

の中には、小学生を初め、技量の未熟な方もお

られます。そのようなことから、事故につなが

る危険性も危惧されるところがございます。そ

のため、議員の御指摘を踏まえ、安全面や船舶

の航行区域の制限など、さまざまな観点から臨

海公園の船揚げ場付近について調査をしてみた

いと考えております。

ありがとうございました。御○渡辺 創議員

検討願いたいと思います。

続いて、県の広報戦略について御質問をさせ

ていただきます。

昨年来、機会あるごとにお話をさせていただ

いておりますが、記者会見のスタイルの変更、

会見における積極的な情報発信、全庁的な広報

マインドを定着させるための取り組みなど、さ

まざまなことを提案いたしまして、一部につき

ましてはお取り上げいただいているというふう

に理解をしております。また、テレビ、新聞等

既存メディアとの関係の構築、各メディアの特

徴を意識した上での情報発信のあり方などにつ

いても提起してきましたが、現時点で県の取り

組み状況はどうなっているか、総合政策部長に

お伺いをしたいと思います。

記者会見につ○総合政策部長（土持正弘君）

きましては、その発表がタイムリーで効果的な

ものとなるよう、発表事項の幅広い掘り起こし

や会見スタイルの見直し、発表資料の工夫な

ど、随時改善を重ねながら実施しているところ

であります。

また、広報企画主任会議を設けておりますけ

れども、ここで重点広報テーマや効果的な広報

の方法に関する検討など、各部局が共通認識の

もと連携した広報活動ができるよう、これまで

年度１回の開催を24年度には４回にふやすな

ど、きめ細かな意見・情報交換に取り組んでい

るところでございます。

その結果、定例会見では発表事項が着実にふ

え、また記事や番組にも取り上げられる機会が

ふえるなど、定例会見の活用による情報発信に

一定の効果が上がっているものと認識をしてお

ります。

一方、広報企画主任会議につきましては、よ

り実質的な議論、意思決定の場として機能する

よう、引き続き、活性化に向けた見直しを行っ

ていく必要があると考えているところでありま
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す。

提案に真摯に向き合ってくだ○渡辺 創議員

さっていることに、心から感謝を申し上げたい

と思います。

ただ、外から見ておりますと、既存メディア

との関係といいますか、対する姿勢等について

は、もう少し工夫の余地がいろいろあるのかな

という印象も持っておりますので、また次回以

降の質問で取り上げさせていただきたいと思い

ます。

県のほうでは、フェイスブックであったり、

ホームページでの動画配信にも熱心に取り組ん

でいると、これまでも答弁をいただいておりま

す。県議会でも議長、副議長の肝いりで県議会

のフェイスブックが始まったところです。私

も、宮崎県の広報であったり、みやざき犬

「ひぃ」「むぅ」「かぁ」のフェイスブック等

を毎日見せていただいておりますが、県の執行

部のほうでも、最近は遊びといいますか、非常

に発信の幅が広がって、読むのが楽しいなとい

う状況になっているかというふうに思っており

ます。

一方で、動画についてはなかなか難しい面が

あるのかなと。以前、知事が答弁でおっしゃい

ましたサーフィンの動画も 日にちが何日か─

たっていますので、爆発的にふえていたら申し

わけありませんが 数日前は800ぐらいのアク─

セスといいますか、閲覧数ということで、なか

なか伸び悩んでいるのかなという印象を受けま

す。誘導対策も含めて、動画配信の難しさがあ

らわれているというふうに感じておりますが、

新しいメディアに関してのこういう取り組みを

どのように県としては評価しているか、同じく

部長にお伺いをしたいと思います。

県では、フェ○総合政策部長（土持正弘君）

イスブックや動画配信に当たりまして、親しみ

のある文章表現や魅力的な写真、動画の活用を

心がけることで、リアルタイムでわかりやすい

情報発信に取り組みますとともに、ホームペー

ジなど他の広報媒体へ誘導するなどの活用を

行っているところであります。

その結果、フェイスブックページにつきまし

ては、「いいね！」の数や投稿閲覧者数が順調

に伸びており、新たな広報手段として一定の評

価をしているところであります。一例といたし

まして、県内海水浴場の水質検査結果が最高ラ

ンクであったことを伝える投稿に対しまし

て、700人を超える「いいね！」と１万人の閲覧

があったところであります。

一方、御指摘のとおり、動画につきまして

は、必ずしもアクセス数が十分でなく、魅力あ

るコンテンツ制作や誘導方法が課題となってお

りますことから、職員の知識や技能向上を図る

とともに、今年度開設予定の動画ポータルサイ

ト「宮崎県庁 楠並木ちゃんねる」を通じて、

視聴者数の増加につなげてまいりたいというふ

うに考えております。

これまでの質問の整理という○渡辺 創議員

ことで、もう１点伺います。今年度の県の広報

関連予算の総額をお伺いしたいと思います。部

長、お願いいたします。

県全体の広報○総合政策部長（土持正弘君）

予算総額でございます。これは、広報の予算だ

けじゃなく県庁全体ということでございます

が、平成25年度当初予算ベースで約４億5,600万

円でございます。

昨年度とほぼ同額というふう○渡辺 創議員

に理解をいたします。

本題に入りたいと思いますが、今、全国的に

は、統一感を持ったイメージ戦略で県の情報発
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信を強化しようという流れが強まっています。

代表例は、昨年、大当たりした香川県の「うど

ん県」、また思い切って自虐的な言葉遣いで存

在感を強調する島根県、それからつい先日発表

になった高知県の「高知家」という取り組み

は、高知の関係者は全部一家である、家族であ

るというコンセプトのもとに、出身である女優

の広末涼子さんを娘と位置づけた展開で、非常

にネット上等でも話題になっております。

高知県は、昨年人気を呼んだ旅行キャンペー

ンの「龍馬の休日」、これは坂本龍馬と映画の

「ローマの休日」をかけたコピーになっている

わけですが、それを初め、ことしは映画化され

た「県庁おもてなし課」、きわめつきが今度の

「高知家」と、非常に勢いのある取り組みをさ

れていらっしゃるかというふうに思います。ま

ず、こういう取り組みを宮崎県としてどう把握

していらっしゃるか、知事にお伺いをしたいと

思います。

それぞれそのような取○知事（河野俊嗣君）

り組みがされていることを存じております。ま

た、その関係の知事と、それをめぐってのいろ

んな意見交換をしたりすることもあるわけであ

りますし、また大変興味深いのは、そういうも

のが注目を集める、そしてその効果がどのよう

に出ているのかというところであります。今後

とも、その展開に注目をしてまいりたいと考え

ております。

３月に香川県庁を訪れたんで○渡辺 創議員

すが、要潤さんを副知事に使った「うどん県」

の舞台裏を少しでも学べればと思って行きまし

た。行ってみて、実は全部広告代理店に丸投げ

でしたというような話だったらがっかりだなと

思ったんですが、いい意味で期待は裏切られ

た。期待といいますか、予想は裏切られたとい

うところでした。

まず、香川県は平成10年の電通の好感度調査

で全国47位、要するにびりというふうになった

のがきっかけで、そこからの脱却をいかにして

図るかということで取り組んできましたが、長

く成果の出ない時期が続いたということでし

た。そんな中で平成22年に知事が交代をして、

１位から15位というのは、北海道であったり沖

縄だったり、東京だったり大阪だったりという

揺るがないところだと。だからこそ、20位を目

指そうという目標をつくって、そうしない限り

は香川県は四国の中で埋没してしまう、そうい

う意識で取り組んできたということです。

香川の非常におもしろかったところは、やり

方を思い切ったところでした。いろんなアイデ

アを、いろんなものを県外にアピールしていっ

てもなかなかだめであるんだったら、香川で一

番有名なものをとにかくアピールして、そこが

よその皆さん、県外の皆さんにとって興味・関

心を高められて、香川へ視線を向けられれば、

その後にいろんなものを売り出すことができる

だろうという発想に立って取り組んできたとい

うことでした。それで、香川で一番有名なもの

は何かといえばうどんということになって、

「うどん県」となったわけですが、今度はどう

やってうどんをフックにして皆さんの関心を引

き寄せるかということになります。

その中で職員さんから、思い切って県の名前

を変えてみてはどうかというプランが出たとい

うことです。もちろん、バーチャルな取り組み

なわけですが、そういうプランが出てからは、

ある意味ではアイデアの泉といいますか、いい

意味での悪乗りが続いて、改名するならおもし

ろくやりたい。名前が変わるとなれば、イメー

ジは、平成になったときの小渕官房長官が、こ

平成25年６月13日(木)



- 115 -

うやって額を掲げて平成とやったのがイメージ

じゃないか。出身タレントを使って演出するん

だったら、国が官房長官なら県だったら誰だろ

う、総務部長かなと思ったけれども、若いイケ

メンの副知事のほうがおもしろい。では、そう

いう設定にしようと。副知事だからいろいろ東

京にも陳情に行くよなと、だったら本当に陳情

に行かせて、それでアピールしてみようと。日

本郵政と組んで年賀状のキャンペーンも張りま

した。

そういうふうに次から次へとアイデアが出て

きてやったわけですが、思い切りがよかっただ

けではなくて、狙いもきちんと定まっていま

す。発表の記者会見は、全国への発信なので、

香川県で行うのではなくて、香川県のフェアを

やっている東京で行う。大手メディアにも、ま

たいわゆるブロガーと言われる発信力の強い

ネット上の方にも呼びかけて、一斉に配信をす

る。発表日には東京で１日だけＣＭを流す。し

かし、お金がかかるので、後は通勤電車の中の

電子媒体に変える。それによって、香川県の特

設サイトのアクセスは、１日に1,000件だったの

が、その当日だけで７万4,000件、翌日も合わせ

ると、２日間で21万件のアクセスというふうに

変わったそうです。もちろん、その後、香川県

もいろいろ苦労が続いておりますけれども、

「アート県」につなげたり、さらにいろんな取

り組みにつなげて、しっかりと取り組んでいる

という印象を持っています。

さらに加えて言えば、「うどん県」の取り組

みの関連予算は、23年度が6,000万円で、昨年度

は5,500万円、県の広報予算が５億幾らある中

で、常識的な範疇の額かというふうに私は思い

ます。担当者の方が言っておりましたけれど

も、いろんな批判はやっぱりあったけれども、

しかし、おもしろがりながら真面目にやるとい

う姿勢を貫いたことがよかったと振り返ってい

らっしゃいました。ちなみに、香川県の認知度

は、昨年の調査で23位まで上がってきておりま

す。

知事にお伺いをします。今の宮崎の広報戦略

は非常に総花的な印象を受けます。総花的とい

うのは、裏返せば分散してしまっているという

ことでもあります。イメージ戦略に資する大き

な柱、テーマをしっかりと立てた上で、思い

切った取り組みが必要と考えますが、いかがで

しょうか。

今、御指摘いただいた○知事（河野俊嗣君）

ことの中には、本当にいろんなポイント、論点

があるわけでありますが、お伺いをしていて本

当にすばらしいなと思いましたのは、県職員の

アイデア、そしてそれをブレーンストーミング

の中で広げていったというところは学ぶ必要が

あるというふうに思っておりますし、職員の意

識啓発、アイデアを募っていく、そういう意味

でもおもしろいやり方だなというふうに思いま

した。それに要する経費、数千万というのは相

当な金額だなというイメージを受けたところで

ございますが、ただ、御指摘の趣旨は、ポイン

トを絞って、そのフックとなる、やっぱり関心

を示してもらうような打ち出し方というような

ところで、非常にユニークな、香川のみなら

ず、おもしろい取り組みをされているところだ

というふうに思っております。

どういう内容のものを、誰に対して、どのよ

うなメディアなり、どのようなやり方で伝える

か、まさに広報はそこがポイントでありますの

で、そういうところをよく整理しながら、こう

いったものを参考に、今後とも本県の広報戦略

というものをしっかり考えてまいりたいという
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ふうに考えておるところでございます。

いろいろ取り組みがある中で、たまたま広島

が、「おしい！広島県」というのに取り組んで

おります。広島出身の私にとっては、余りすと

んと落ちてこないものですから……。ただ、そ

れがどういう効果を呼んでいるのか、知名度の

アップ、好感度のアップ、観光誘客、それから

いろんな物産の販売、いろんなものにどういう

効果が及んでいるのか、そういったところも

しっかり研究してまいりたいと考えておりま

す。

先ほど１つ前の答弁の中であ○渡辺 創議員

りましたけれども、知事の「先進的な他県の手

法や展開を注目している」というふうな御答弁

がありましたが、ぜひ、注目している立場では

なくて、注目される立場になっていただきたい

というふうに思います。広報戦略で先に出ると

いうのは、まさにそういうことだろうというふ

うに思いますので、お願いしたいと思います。

具体的なイメージ戦略のテーマについても御

提案があったんですが、ちょっと時間の関係が

あるので、次に回したいというふうに思いま

す。

続けて、県庁の防災庁舎建設についてお伺い

をいたします。

有識者による検討委員会の状況についてお尋

ねをしようと思いましたが、昨日の松村議員の

質問にもありましたので、割愛をさせていただ

きます。今は、外来第１駐車場に延べ２万平方

メートルというのが望ましいというのが出てい

るようですが、これは有識者の委員会の方向で

あって、最終的に判断するのは県です。そろそ

ろ県としては、どんな施設が必要で、どんなも

のを盛り込みたいということを明確に示す段階

ではないかと思います。例えば、県の庁内委員

会では、その庁舎の中に知事室も入れるという

ような話もあったかと思うんですけれども、有

識者委員会の結論とはちょっと違うようです

が、知事として、現段階での県としてのお考え

を、明確にどんな施設にしたいのかということ

をお示しいただきたいというふうに思います。

御指摘のとおり、防災○知事（河野俊嗣君）

庁舎は、災害対応力を強化する意味からも、そ

の整備を急ぐ必要があるというふうに考えてお

ります。ただ、その整備を進める上では、今

後、何十年かの大計であるわけでありまして、

有識者の意見を聞きながら、また県議会を初

め、いろんな県民の皆さんの御意見を伺う必要

があるということで、いろんな手続を踏んでき

たところであります。有識者の検討委員会の一

定の方向性が出たところでありますので、それ

を受けとめて、早い段階で県としての考え方を

整理して、お示しをして、前に進めてまいりた

い、そのように考えております。

最後に、職員の皆さんの給与○渡辺 創議員

カットについてお伺いをします。

昨日、県議会に県職員の給与を来年３月まで

カットする議案が提案されました。本県が給与

カットに至った経緯を御説明ください。総務部

長にお伺いします。

今回の給与削減に○総務部長（四本 孝君）

つきましては、まずことし１月に、東日本大震

災を契機とした防災・減災対策や地域経済の活

性化を図る財源とするため、地方公務員につい

ても、国に準じた給与の減額に取り組むよう、

国から要請がありました。あわせて、地方交付

税について、地方公務員の給与費相当分が減額

算定をされ、３月末には改正地方交付税法が成

立をしたところであります。その間、私どもと

しましても、さまざまな機会を通じて、国に反
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対意見を申し上げてまいったところであります

が、５月15日に25年度の国の予算案が成立をし

たということであります。

このようなことを受けまして、他県におきま

しても給与の減額に踏み切るところが出てきて

おりますが、厳しい財政状況などを勘案します

と、本県においても給与の減額を避けて通るこ

とはできないとの結論に至ったものでありま

す。

国の動きに対しては非常に不○渡辺 創議員

満を感じるところですけれども、国の動きに対

して県はどのように取り組んできたのでしょう

か。また、県内市町村の動きについてはどう把

握していらっしゃるでしょうか。

県といたしまして○総務部長（四本 孝君）

は、国に先駆けて、職員数の削減や給与の見直

しなど行財政改革に取り組んできているもの

の、そういった取り組みが適切に評価されてお

らず、また、今回の国の一方的な進め方に対し

て納得できないということを、全国知事会を通

じ、国と地方の協議の場や大臣との意見交換な

どさまざまな機会を捉えて、国に対して再三意

見を伝えてきたところであります。

また、県内の市町村も、全国市長会や全国町

村会を通じて、同様に国に対して意見を伝えて

きたと承知しておりますが、今回の給与削減に

係る全国的な流れの中で、多くの地方公共団体

においても、この対応について検討されている

ところであり、今後、県内市町村においても、

それぞれの判断で対応されていくものと考えて

おります。

削減される人件費は、県によ○渡辺 創議員

ると30億円、本日の宮日新聞で影響額は87億円

との報道もありました。県内への影響につきま

して、知事はいかがお考えでしょうか。

本県経済にそのような○知事（河野俊嗣君）

形で一定の影響が及ぶんじゃないかと大変心配

しておるところであります。だからこそ、これ

まで国に対して、特に国家公務員の給与の削減

の場合と比べまして、地方公務員の給与という

ものは地域経済に直結しているのではないかと

いう危機感もあったわけでありまして、いろい

ろ議論申し上げたところでございますが、今回

につきましては、これまでるる答弁してまいり

ましたとおり、苦渋の決断に至ったところであ

ります。しかし、今、本格的な景気回復、それ

から将来に向けての新たな成長ということで、

いろんな経済対策に取り組んでおるところであ

りまして、国の経済対策を踏まえた公共事業や

経済活性化のための施策に積極的に取り組むこ

とによりまして、少しでもそういうマイナスの

影響というものを抑えてまいりたいと考えてお

るところであります。

ありがとうございました。○渡辺 創議員

午前中の田口議員とのやりとりの中で、高校

生の課題解決力に驚いたというお話がありまし

た。まさに今、我々に求められているのも、そ

の課題解決力かというふうに思います。私も、

その課題解決に全力を注ぐことを戦後70年に向

けての若者の責務であると誓いまして、一般質

問を終わります。ありがとうございました。

（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○福田作弥議長

した。

あすの本会議は、午前10時開会、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時51分散会
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◎ 一般質問

ただいまの出席議員37○丸山裕次郎副議長

名。定足数に達しておりますので、これより本

日の会議を開きます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、二

見康之議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○二見康之議員

ざいます。きょうは、地元の妻ヶ丘地区の皆さ

んにも傍聴にお越しいただいておりまして、あ

りがとうございます。聞くところによります

と、きょうは登山に行かれる方もいらっしゃっ

たようで、その予定を変更してお越しいただい

ている方もいらっしゃいます。この梅雨の時期

ですから、山はどうかなと思ったんですけれど

も、皆さんも御存じのとおり、きのうに引き続

き非常に天気に恵まれて、そんな中、ここにお

越しいただいたことを本当に感謝申し上げま

す。ありがとうございます。また、ぜひ、今後

の議会の活性化のためにも、後ほどアンケート

のほうにも御協力いただければと思います。

それでは、通告に従いまして質問を始めさせ

ていただきます。

まずは、知事の政治姿勢について伺いたいと

思います。

今、私が毎日読むようにしております「大

学」という古典がございます。大体黙読で10分

ぐらい、音読すると17～18分ぐらいかかる本で

ございますが、「読書百遍意おのずから通ず」

という故事がありますように、なかなか一冊の

本を100回も読むということはないと思うんです

が、これぐらいの分量の本であれば実践するこ

とはできるんじゃないかと思いまして、今、取

り組んでいるところでございます。まだまだ道

半ばではありますけれども、読む回数を重ねて

いくにつれて、ふとした気づきといいますか、

新たな発見といいますか、１回読んだだけでは

わからなかったことを気づかされたりします。

この「大学」という本の初めの部分を御紹介い

たします。

大学の道は、明徳を明らかにするに在り。

民に親しむに在り。至善に止まるに在り。

止まるを知りて后（のち）定まる有り。定

まりて后能く静かなり。静かにして后能く安

し。安くして后能く慮る。慮りて后能く得。

物に本末有り。事に終始有り。先後する所

を知れば、則ち道に近し。

古（いにしえ）の明徳を天下に明らかにせ

んと欲する者は、先ず其の國を治む。其の國

を治めんと欲する者は、先ず其の家を齊（と

との）う。其の家を齊えんと欲する者は、先

ず其の身を修む。其の身を修めんと欲する者

は、先ず其の心を正しうす。その心を正しう

せんと欲する者は、先ず其の意（こころば

せ）を誠にす。其の意を誠にせんと欲する者

は、先ず其の知を致す。知を致すは、物を格

（ただ）すに在り。

物格して后知至る。知至りて后意誠なり。

意誠にして后心正し。心正して后身修まる。

身修まりて后家齊う。家齊いて后國治まる。

國治まりて后天下平らかなり。

天子自り以て庶人に至るまで、壹に是れ皆

身を修むるを以て本と為す。

という初めの部分がございまして、これを陽

明学の祖の王陽明という方は、初学の者にはま

ず、この「大学」という本をもって教えたと言

われております。そして、近江聖人と言われま

した中江藤樹は、11歳のときにこの本を読み、
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最後に申し上げました「天子自り以て庶人に至

るまで、壹に是れ皆身を修むるを以て本と為

す」というこの一句に感動され、聖賢の道を志

されたそうでございます。中江藤樹は、朱子

学、陽明学の説く「孝」を実践し、大野了佐や

熊沢蕃山といった後の英傑を育てられました。

また、野の聖人と称せられる二宮尊徳が少年の

ころ、まきを背負いながら常に読み続けたのも

この「大学」であります。二宮尊徳は、倹約、

努力を実践し、財政再建、農村復興をなし遂げ

ました。ほかにも、この「大学」を学び歴史に

名を残す偉人はたくさんいますが、共通するこ

とは、それぞれの与えられた責務を全うすべ

く、その身を修めてこられたというところでご

ざいます。

そこで、知事に伺います。この修己治人の書

として知られる「大学」でありますが、大もと

であると説く、「天子自り以て庶人に至るま

で、壹に是れ皆身を修むるを以て本と為す」と

いうこの言葉について、どのようにお考えにな

られるか、そして、どのようにこの宮崎県を治

めていこうとされているのか、知事の政治姿勢

を伺いまして、壇上での質問を終わり、後は質

問者席より行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

「大学」の所感についてであります。二見議

員には折に触れ、人生の糧となる貴重な言葉を

御教示いただきまして、感謝を申し上げます。

今回、議員から御紹介いただきました内容は、

県政のかじ取りを担う私にとりまして大変貴重

な教えとなるものと考えております。大きな目

標を持ち、大きなことをなすに当たるにして

も、改めてみずからの足元、自分の生活に思い

をはせ、まずはみずからを正すこと、身を修め

ること、あるいは知恵を高めること、これは、

現代のような厳しい社会状況においてこそ大変

重要なことであるというふうに考えておるとこ

ろでございます。

現在、私どもは、古事記、また日本書紀編さ

ん1300年を、「温故知新」「温故創新」という

コンセプトのもとに、古きをたずね新しきを知

る、また、新しきをつくり出していく、そのよ

うな精神で取り組んでおるところでございます

が、まさに古典と呼ばれるような書物の中に

は、時代を超えて脈々と伝えられてきた普遍の

真理がそこにあるように考えておるところでご

ざいます。県政を担う者としましても、そうし

た古典などにもしっかりと学びながら、理念を

持ち、県政運営に当たってまいりたいと考えて

おります。以上であります。〔降壇〕

大変僣越なことを申し上げて○二見康之議員

おりますけれども、ただし、これは私自身が学

び続けることであって、また、この宮崎県とい

う113万人の県民の生命・財産を預かる県知事と

して、日々新たに身を修めていかれて、よりよ

い宮崎県にしていただきたいという思いがござ

いまして、いろいろと折に触れては取り上げさ

せていただいております。決して自分自身では

でき上がっているというふうに思っておりませ

ん。ただ、こういうことを一つ一つ学びなが

ら、そして一歩ずつでも成長していくことがで

きればなと思っております。

そして、知事の御答弁にもありましたよう

に、宮崎県が今やっている記紀編さん1300年、

古事記についても、私もこの機会をいただいて

読ませていただきましたけれども、神々がいろ

んな失敗をしながら、そして、反省し、新たな

取り組みを行っていくといいますか、神様とい

うものはどこの国でも大体、全知全能、万能の
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神であると思うんですけれども、日本の神とい

うのは反省をする神様と。人としてやっぱり学

ぶべきところがあるのかなというふうに感じら

れる非常にいいものだと思いますので、こう

いったところの教えを広めていくことができれ

ば、いい政治を運営していけるのではないかと

いうふうに感じております。

では、続きまして、知事がこれまでずっと

おっしゃっておりましたフードビジネスについ

て伺いたいと思います。

都城市のほうでも６次産業化を進めていく方

向を今とっております。新しい事業のフードビ

ジネス、６次産業化、こういったものは、県民

・市民の非常に期待の大きいところであると思

いますが、フードビジネス振興構想について、

今年度、25年度の取り組み内容と、これに対す

る知事の意気込みをまず伺いたいと思います。

フードビジネス振興構○知事（河野俊嗣君）

想の推進に当たりましては、今年度当初予算で

新たに設置をしました30億円のみやざき成長産

業育成加速化基金も活用しながら、本県の強み

でもあります農林水産物の高付加価値化や、オ

ープンラボの整備によります新たな商品の開

発、また、宮崎牛の全共２連覇などを生かした

ブランド力の向上による販路拡大など、幅広い

取り組みを強化する事業に、総額で24億円余を

措置したところであります。また、新たに設置

しましたフードビジネス推進課を中心に、県内

の産学官金による全県的な推進体制であります

とか、部局横断的な連絡会議を設置しまして、

フードビジネスの拡大創出に向けて、「拡大」

「挑戦」「イノベーション」という３つのプロ

ジェクトを展開することとしております。フー

ドビジネスは、本県が復興から新たな成長に向

けて大きく飛躍するための最も有力な分野であ

りまして、本県の将来を担う基幹産業として育

成する必要があると考えております。全庁を挙

げてスピード感を持って取り組み、関係団体、

市町村とも十分に連携を図り、先日も都城市長

さんと福岡のほうで食品関係のトップセールス

をともにしたところでございますが、そういう

連携もしっかり進めながら成果を上げてまいり

たいと考えております。

ぜひスピード感 ５カ年計○二見康之議員 ─

画ぐらいでつくっていらっしゃったと思います

けれども、できるだけ早く軌道に乗せるように

やっぱり最初に始めるところが一番大変だ─

と思うんです。軌道に乗せるまでが一番大変な

ところである、そう思いますので、この数年間

が勝負じゃないかなと思っております。知事

も、東アジアに向けて県産品を販売していこう

というお考えでいらっしゃると思うんですけれ

ども、そういったときに、これまでの議会の中

でもジェトロのことを取り上げられています。

ジェトロ、いわゆる日本貿易振興機構、取り組

み内容としましては、貿易投資の相談、そし

て、国内外展示会への出展支援、海外からバイ

ヤーを招聘し全国各地で商談会を実施したり、

海外における拠点設立支援、海外における法制

度・税務・労務面などの企業経営についてのア

ドバイス等、また、知的財産権保護のための調

査及び情報提供など、海外に対する販路拡大を

考える場合に必要な項目が充実している組織

じゃないかと思いますが、フードビジネスを推

進するに当たって、現在、ジェトロとの連携に

ついてはどのようにされているのか、商工観光

労働部長に伺います。

ジェトロ○商工観光労働部長（茂 雄二君）

は、貿易に関する豊富な情報やノウハウを有す

るとともに、海外にも事務所を有していること
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から、本県が東アジア市場の開拓を推進する上

で、大変重要なパートナーであると認識してい

るところであります。これまでのジェトロとの

連携につきましては、県内で開催いたします講

演会・セミナーなどの講師派遣や選定、海外情

勢や貿易制度等の情報提供、海外から本県にバ

イヤーを招聘する際の連絡調整、県内企業の貿

易に関する相談窓口など多岐にわたり、多大な

る御支援をいただいてきたところであります。

県といたしましては、今後とも、ジェトロとの

連携を強化し、県内企業の海外展開を積極的に

支援してまいりたいと考えております。

ぜひ積極的に取り組んでいた○二見康之議員

だきたいと思うんですけれども、今、九州管内

では佐賀県と宮崎県だけがジェトロの事務所が

ない状況です。ないだけではなくて、宮崎県の

ほうは、県内のいろんな企業とかがジェトロに

相談する場合の窓口というのは福岡事務所に

なっていると思うんですが、佐賀県の場合はす

ぐ隣ですし、近いところでしょうから、それで

も何とか対応できるんだと思うんですけれど

も、宮崎と福岡といったら、距離からして大体

反対側にあるようなところですね。そういった

状況の中で、県とジェトロと連携強化している

ことはわかりますが、一番大事なところは、一

般の民間企業が海外進出を考えるに当たって、

販路拡大を考えるに当たって、いろんなところ

を相談しないといけないと思うんです。そう

いったときに一回一回福岡事務所に行くという

のは、不可能とは言いませんけれども、かなり

厳しい環境にある。電話で話をするとか情報を

とるとか、ネットとかでとることもできるんで

しょうけれども、こういった販路拡大とかは人

のつながりというところも大事だと思います。

そうしたときに、宮崎のほうにもジェトロの事

務所を持ってきてほしいなという思いがあるん

ですが、フードビジネスの推進における東アジ

アへの販路拡大を積極的に進めるということで

あるならば、民間レベルにおける環境整備をす

るということで、ジェトロの事務所を宮崎にも

持ってくるということは、県としての重大な役

割ではないかというふうに思います。海外展開

においてジェトロが持つ情報の意義は大きい

と、宮崎県において事務所設置を求めるべきで

はないかと思いますので、そこのところの所感

を商工観光労働部長に伺います。

ただいま○商工観光労働部長（茂 雄二君）

お話にありましたように、本県には現在、ジェ

トロ事務所はございませんが、平成22年度まで

は、県が費用を負担して、当時の県産業貿易振

興協会の中に「ジェトロ宮崎情報デスク」を設

置いたしまして、相談員を配置することなどに

より、県内企業の支援を行っていたところであ

ります。しかしながら、このジェトロ宮崎情報

デスクにつきましては、ジェトロ側の都合によ

り平成23年度から廃止され、現在は、県が負担

金を拠出いたしまして、先ほど申し上げました

個別の事業ごとに連携を図っているところであ

ります。宮崎への事務所設置につきましては、

人件費や事業費など県の負担が生じますことか

ら、ジェトロとも十分協議をしながら検討して

まいりたいと考えております。

今、御説明いただきましたよ○二見康之議員

うに、以前は「ジェトロ宮崎情報デスク」が

あって、聞くところによりますと、これに大体

年間500万ぐらいの予算がかかっていたというこ

とです。なおかつ、もし宮崎にジェトロの事務

所を出してもらおうというふうに考えたときの

予算規模が大体1,000万ぐらいということでした

から 以前は、相談員というのは、もちろん─
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こちらの貿易振興協会の職員が対応されていた

んでしょうけれども、やっぱりジェトロの組織

の中の人間、社員の方に来ていただいて、しっ

かりとした情報を、宮崎県にしろ、一般の民間

企業の人にしても、提供していただくことに

よって、販路拡大 東アジアのみならず、─

ジェトロは全世界に拠点がありますから、東ア

ジアが一番大事かもしれませんけれども、ほか

のところも視野に入れながら展開していくよう

に、ジェトロ事務所を県内につくっていくべき

だというふうに思うんです。今、御検討いただ

くという御答弁をいただいたと思うんですけれ

ども、これは前向きに御検討いただくのか、そ

れともなかなか難しいとお考えになっての御検

討なのか、そこのところを改めて伺いたいと思

います。

御提言の○商工観光労働部長（茂 雄二君）

趣旨を受けとめて、真剣に検討してまいりたい

と思います。

真剣にということは、いいか○二見康之議員

げんじゃないということでしょうから、後の設

置に向けての取り組みに これはできるだけ―

早く取り組むべきだと思うんです、やるんだっ

たら。そこのところを御理解いただいて取り組

んでいただければと思います。

次に移ります。フードビジネス推進について

関連なんですが、宮崎県の産業振興にも、フー

ドビジネスが成功してくれば大きな利益をもた

らします。今後に期待しているところなんです

が、それと同時に、昨年末に政権交代が起こっ

てから、緊急経済政策を矢継ぎ早に取り組んで

おられるところなんですけれども、先日の質問

にも出てきましたが、アベノミクスと言われる

経済政策、本県はこれにどのように取り組んで

いくか、これも非常に重要な案件であります。

これまで、この件につきまして宮崎県としてど

のように取り組んできたのか、また、この経済

効果というものをどのように宮崎県内に取り入

れていくのか、この考えを知事に伺います。

アベノミクスによる日○知事（河野俊嗣君）

本経済の再生は、今、さまざまな展開が進めら

れておるところでございますが、「復興から新

たな成長へ」と歩み始めた本県にとりまして

は、タイミングよく吹いてきた、まさに追い風

であるというふうに受けとめておりまして、そ

の効果を最大限に取り入れて、本県経済の活力

向上に結びつけていくことが大変重要だという

ふうに考えております。このため、国における

機動的な財政政策に関連しまして、15カ月予算

と歩調を合わせまして、本県の24年度追加補正

予算と25年度当初予算というものを一体的に執

行し、公共事業等にも積極的に取り組んできて

おります。公共事業予算、前年度比で40％増と

いうような財源も確保することができたところ

であります。さらに、本日、閣議で決定される

「民間投資を喚起する成長戦略」に関して言い

ますと、例えば、その中に盛り込まれる「農林

水産業・地域の活力創造」でありますとか、

「再生可能エネルギーの徹底活用」「医療関連

産業の活性化」「訪日外国人旅行者の大幅増」

など、フードビジネスを初めとする本県の成長

産業分野と方向性を同じくするメニューが多数

盛り込まれておるところであります。今後、具

体化する国の施策などを積極的に取り込みなが

ら、本県の揺るぎない産業基盤の構築と雇用の

創出に努めてまいりたいと考えております。

平成24年度末に、「ものづく○二見康之議員

り中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助

金」というものが国のほうでつくられていま

す。内容は、試作、いわゆるテスト販売といい
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ますか、新しい商品開発、そしてまた、それに

伴う設備投資等を支援するものであって、これ

は、今後の民間企業の競争力の強化につながっ

ていくものだと思います。中小企業のものづく

りに関する22分野の技術を活用するというとこ

ろが対象なんですけれども、この補助金は、補

助率が投資額の３分の２、いわゆる補助上限額

が1,000万という非常に有用な大きな補助金に

なっております。ですから、企業が500万投資し

たときに、補助金として1,000万いただけるよう

な内容の補助金なんですが、先日、３月だった

と思いますが、環境森林部がある棟のところで

説明会があったときに、説明会に私も参加して

きました。大体100社ぐらい来られていたんです

けれども、そのときに説明があった内容は、全

国での予算規模が1,000億円、これを宮崎県の人

口割で考えたときに0.9％、約１％だとして

も、10億円分ぐらいの予算が宮崎県分として組

んであるような内容だというお話がございまし

た。全国で割ればそういうふうになるんですけ

れども、１％といったときに、宮崎県に約100社

分、10億円の補助金が見込まれると。そして、

先ほど申し上げました22分野の中には、冷凍空

調に係る技術とか発酵に係る技術というものも

ありまして、発酵については、しょうゆやみ

そ、焼酎といった食べ物に関するものも含まれ

ているんです。それに対して設備投資、そして

設備投資だけじゃなくて、人件費、原材料費、

調査旅費、そういったさまざまな経費が認めら

れる補助金なんですが、もしこの投資が県内で

行われたら、約10億の経済効果というと、皆さ

ん、経済学には詳しい方ばかりでしょうから、

相当な効果が見込まれると思うんです。この３

月15日から４月15日までに公募された１次審査

の結果が先日発表されたところであります。全

国で約4,900件採択されております。つまり、全

体予算の半分ぐらいが今回決まったということ

だと思うんですけれども、宮崎県で採択された

のはそのうちのわずか15件、100社分を考えてい

る中の15件が今回決定されたわけです。15件の

中には、「高血糖者向けのジャンボ黒ニンニク

を原料とする清涼飲料水の空調・熟成技術の確

立」というような事業も１件入っておりまし

て、これはフードビジネスを推進される知事と

しても非常に喜ばしいことだと思うんです。し

かし、100社の予定の中での15件というものは、

やはり少ないと言わざるを得ないと思うんで

す。

先日の新聞記事に商工観光労働部長のコメン

トが載っているのを、私も拝見しました。この

フードビジネス事業については、最終的に目指

すのは雇用の確保と所得の向上というふうに

おっしゃっておりましたけれども、まさしくそ

うだと思います。そのためには、宮崎県外の企

業よりも、宮崎県内の企業が、商品の品質、生

産力、そして、さまざまな競争力、商品力を身

につけて他県に勝っていかないといけない。そ

れが一番の課題だと思っております。なおか

つ、加工・販売ルートの確保というものも、今

回のこの補助金では認められているものですか

ら、第１次の公募に対して、どれだけ県として

取り組んでこられたのか。そして、これは済ん

でしまったことですからしようがないんですけ

れども、第２次募集がこの６月10日から７月10

日まで行われます。残りの約半分の部分。これ

は６月中に出しても、７月10日の期日近くに出

しても、採択されるのはその後の審議ですか

ら、何とかここまでに１件でも多くこの補助金

申請といいますか、新しい分野に取り組もうと

する民間活力を引き起こしてほしいと思うんで
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すけれども、このために県はどのように取り組

んでいかれるのか、商工観光労働部長にお伺い

します。

国のいわ○商工観光労働部長（茂 雄二君）

ゆる「ものづくり補助金」につきましては、お

話がありましたように、現在２回目の募集が行

われておりますが、既に終了しております１回

目の募集では、採択数が15件でありまして、他

県に比べ厳しい状況であると認識しているとこ

ろであります。このため、県といたしまして

は、国から事業を受託しております中小企業団

体中央会等と連携をしながら、県内各地での説

明会の開催や、新聞広告等による制度の周知、

県内企業への訪問による応募の働きかけ、さら

には、申請手続を円滑に進めるためのフォロー

アップを行うなど、申請企業の確保に努めてい

るところであります。ものづくり補助金は、新

たな市場開拓や設備整備によります生産性の向

上が図られるなど、大変魅力的な制度でありま

すので、関係機関との連携を密にしながら、本

県中小企業等が１件でも多く採択されますよ

う、積極的に取り組んでまいりたいと思いま

す。

これは１年間を通しても７○二見康之議員

月10日までという限られた時間の中での取り組

みですから、ぜひ集中して取り組んでいただき

たいというふうに思います。全国の結果を調べ

てみたところ、一番多かったのは大阪府、これ

が公募で決定されたのが495件。宮崎県の15件に

比べると相当差があると思います。人口も多い

でしょうし、向こうは中小企業も多いというよ

うな環境の違いもあるんでしょうけれども、し

かし、向こうのほうに電話して聞いたところ、

３月21日にはスタッフを集めて、この事業に対

する準備を始めていらっしゃる。そして、専用

の部屋をつくって電話線も引いて、そこまで準

備してから、４月１日には案内・受け付けを開

始して、常駐・臨時合わせて20人体制で休む暇

なく取り組んでいるんです。やっぱりそれぐら

い真剣に必死に取り組んでいるんです。そうし

た結果、申し込み件数が1,300件近く。そのうち

採用されたのが495件。やはりある程度の申し込

みの数を確保しないと、通るものもなかなか

通っていかないと思います。宮崎県が38件申し

込んで15件、大阪が1,300件に対して約500件と

いうことなので、大体４割ぐらいなのかなと。

全国の申請件数に対しても４割ぐらいなので、

もし宮崎県でもある程度目標を設定するんだっ

たら、そういったことも考えていただいて、こ

れからの県の取り組み、これは中央会のほうの

直接の事業なんでしょうけれども、一丸となっ

て取り組んでいただきたいというふうに思いま

す。

それでは、次に移ります。県のほうでは、宮

崎県の医療を守るということで、さきの医療計

画におきまして、５疾病５事業を、医療分野ご

とに医療圏を設定していらっしゃいますが、こ

れにつきまして、医師確保等を含め、この医療

圏機能を維持するためにどのような支援を行っ

ていらっしゃるのか、福祉保健部長に伺いたい

と思います。

本年３月に策○福祉保健部長（佐藤健司君）

定いたしました宮崎県医療計画では、今、御紹

介いただきましたように、５疾病５事業及び在

宅医療における医療提供体制の構築を図るた

め、７つの二次医療圏を基本としながら、医療

資源の配置状況等を考慮いたしまして、疾病等

の分野ごとに医療圏を設定し、圏域ごとに一定

レベル以上の医療機能が確保できるよう取り組

んでいるところです。
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具体的には、これまで、地域医療再生基金等

を活用いたしまして、例えば大学病院を初め、

国立病院、県立病院、市郡医師会病院あるいは

民間病院など、各圏域の拠点病院等の施設・設

備整備の支援、あるいは各分野に共通する高度

救急医療といたしまして、宮崎大学のドクター

ヘリの運航を支援するなど、救急を含めた医療

提供体制の充実を図っているところです。しか

しながら、若手医師の都市部集中などを背景

に、圏域ごとの医療機能レベルはばらつきがあ

るのも事実でございます。だからこそ、現在、

宮崎大学とも連携いたしまして、地域医療学講

座による医師の育成支援に取り組むとともに、

県内医療機関への医師や看護師の配置を促す修

学資金貸与制度を実施するなど、医療従事者の

確保に努めているところでございます。

また、医師確保の一環として、新たな取り組

みでございますが、来月13日には、宮崎県ゆか

りの首都圏医師との交流会を開催いたします。

これは、首都圏に宮崎県出身のドクターがたく

さんいらっしゃるということで、そういう方々

との交流をすることによって、一人でもまた宮

崎に帰ってきていただくような狙いで取り組む

こととしておりまして、宮崎からは、宮崎大学

病院長あるいは宮崎県医師会長も行っていただ

くことにしております。今後とも、一定の妥当

性や効果が見込め、あるいは関係者の広い理解

が得られる取り組みについては、積極的に動い

てまいります。

それでは、医療圏の機能を維○二見康之議員

持するために取り組んでいらっしゃるさまざま

な施策なんですけれども、これまでの３カ年に

どの程度の予算をかけていらっしゃるのか、同

じく福祉保健部長にお伺いします。

県の医療計画○福祉保健部長（佐藤健司君）

に掲げる医療分野ごとの過去３カ年の予算状況

を申し上げますと、がん対策が約９億円、急性

心筋梗塞対策が約４億円、僻地医療対策が約５

億円、救急医療対策が約24億円、小児医療対策

が約１億円、周産期医療対策が約６億円、災害

医療対策が約27億円などとなっており、５疾病

５事業等に係る事業費は、時間的制約から少々

粗っぽい積み上げではございますが、総額で

約76億円となっております。

なお、県立病院は、３次救急など医療圏域を

超える本県の政策医療の多くを担っておりまし

て、それを根拠に、関係法に基づき繰り出して

おります県立病院への一般会計繰出金は、この

金額から除いているところでございます。

同じく、今度は県立病院につ○二見康之議員

いてお伺いします。今、福祉保健部長のほうに

御答弁いただきましたけれども、県立病院事業

に対しまして、過去３カ年の一般会計繰入金は

どの程度なのか、病院局長にお伺いします。

県立病院事業にお○病院局長（渡邊亮一君）

ける過去３カ年の一般会計からの繰入金の状況

でございます。平成22年度が約52億7,000万

円、23年度が約50億円、24年度は決算見込み額

になりますが、約50億2,000万円となっておりま

す。なお、23年度と24年度には、これに加えま

して、臨時的な国の交付金を財源としておりま

す地域医療再生基金から、医療機器整備等の財

源として、合計で約13億7,000万円を繰り入れて

おります。

この一般会計繰入金でございますが、これ

は、地方公営企業法に定める基準に基づきまし

て繰り入れているものでございまして、その対

象は大きく分けて２つございます。１つは、

「地方公営企業の経営に伴う収入をもって充て

ることが適当でない経費」でありまして、例え
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ば、救命救急センター運営経費や災害対策経費

などでございます。また、もう１つは、「能率

的な経営を行っても、その経営に伴う収入のみ

をもって充てることが客観的に困難であると認

められる経費」となっておりまして、例えば、

周産期医療や感染症対策経費、さらには病院の

建設改良に要する経費などであります。なお、

その財源の多くは、地方交付税や国庫補助金に

より措置されているものでございます。

交付税措置とかそういった形○二見康之議員

の財源確保は、県のほうからではないというよ

うなことだと思うんですけれども、ただ、県

北、県央、県南、県西と大きく地区を４つに

割ったときに、県立病院事業が県北、県央、県

南、そして、ないところが県西地区、西諸・北

諸地域なんですが、単純に予算規模を考えたと

きに、３カ年で病院事業で約150億円ぐらい。そ

れ以外のところに関して行っていらっしゃるの

は、先ほど大まかにおっしゃっていただいた70

億ぐらい。これぐらい差があると、県西のほう

はもちろん国立病院とかほかの病院もあります

けれども、何とか県のほうからも、特別という

わけじゃないんですが、大きく分けた医療圏に

つきまして、機能維持について御支援いただき

たいなというふうに思っております。今度の医

師会病院の移転につきましても、地域再生基金

のほうからも御支援いただくわけなんですが、

しかし、やっぱり医師確保とか非常に困ってい

るんですね、都城地域のほうでも。特に小児科

医師が、先日、内村議員も言われましたよう

に、２人大学に引き揚げられた。急遽、医師会

が何とか頑張ってこの２人分の穴埋めをしない

といけないわけですが、地域の産婦人科医の先

生方や小児科医の方々がその対応に回ってい

らっしゃるんです。さらなる負担をかけて地域

医療を何とかして守っていこうと頑張っている

んですが、その辺の皆さんの思いを御支援いた

だければというふうに思います。

続きまして、妊婦健康診査についてお伺いし

ます。平成24年度で国の基金事業が終了し、交

付税措置になったと先日伺ったところなんです

が、平成25年度の市町村の実施状況につきまし

て、福祉保健部長にお伺いします。

妊婦健康診査○福祉保健部長（佐藤健司君）

につきましては、今お話のように、今年度から

実施主体である市町村へ交付税措置されまし

て、一般財源化されたところでございます。25

年度の実施状況でございますが、全市町村で24

年度と同様の内容で実施をいただいておりま

す。

これまでと同じようにどこの○二見康之議員

市町村も取り組んでいらっしゃるようですけれ

ども、県内を見渡したときに、一部負担金を

取っていらっしゃる自治体もあると思います。

これは各自治体の裁量の範囲内にあるんでしょ

うけれども、しかし、できることならば、宮崎

県は子育て・子育ち立県ということで取り組ん

でいるわけですから、県内どこに行っても同じ

ように妊婦健診が受けられるようにしていただ

きたいなというふうに思うんですけれども、宮

崎県内の妊婦健診について、県による費用助成

はできないのか、同じく福祉保健部長にお伺い

します。

県内26市町村○福祉保健部長（佐藤健司君）

のうち、15市町が本人の自己負担を徴しておら

れますが、妊婦健康診査の財源につきまして

は、平成25年度から、実施主体である市町村へ

交付税措置されたところでございますので、自

己負担のあり方については、基本的に市町村の

判断によるものと考えております。
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確かに全額交付税措置されて○二見康之議員

いるということですから、理論上はそうなるん

だと思うんですけれども、いろんなものが交付

税措置されているのであれば、各自治体の地方

交付税交付金はどんどんふえていっているはず

なんですが、実際はふえていないですね。臨財

債の残高もふえている割には、それに伴っての

交付税の目に見えての増額というのはないと思

うんですけれども。これは県のほうでも同じよ

うな状況じゃないかなというふうに思うんです

が、自治体の中には全額負担しているところも

あるわけですし、それができない地域もありま

すので、そこのところを何とかうまく県のほう

で調整できるように取り組んでいただきたいと

いうふうに思います。

続きまして、先日新聞報道でもありました、

人工妊娠中絶率が全国的に宮崎県は高いと、人

工死産率は全国ワースト１位であるということ

に対する、まず、知事と教育長の御認識を伺い

たいと思います。

御指摘のありました人○知事（河野俊嗣君）

工妊娠中絶実施率などが全国よりも高くなって

おりますことは、大変残念であるとともに、心

の痛む思いがしております。一方で、産む、産

まないの最終的な決心に至るまでには、それぞ

れの事情がありまして、人には言えない深い悩

みや葛藤が交錯しているのではないかと想像で

きるところでありますので、中絶を決断された

方には、理解と思いやりを示すことも大切では

ないかなというふうに考えております。県とし

ましては、これらのことを踏まえ、関係機関と

連携を図りながら、啓発などの対策をこれから

も講じてまいりたいと考えております。

本県の人工妊娠中絶○教育長（飛田 洋君）

率、それから人工死産率が全国より高いという

ことは、本当につらい、心が痛むことだと思っ

ております。命を授かること、そして命を育む

こと、さらには命を受け継いでいくこと、そう

いうことのとうとさを深く受けとめ、みずから

の命、そして縁ある人の命を大切にする心情を

育むことは、極めて重要であると考えておりま

す。そのような思いから、県教育委員会では、

本県独自に、性に関する教育参考資料「かけが

えのない大切な命」を昨年度作成したところで

あります。子供たちに、人としてどう生きるの

か、生き方そのものに真剣に向き合わせ、心に

響く教育を継続して行っていくとともに、「一

人一人がかけがえのない大切な存在である」と

いうメッセージを、子供たちに伝え続けてまい

りたいと強く思っております。

続いて、生命尊厳について、○二見康之議員

知事の所感と取り組みについて伺いたいと思い

ます。

一人一人の命は、かけ○知事（河野俊嗣君）

がえのない一度きりのものでありまして、最大

限の尊厳、尊重に値するものであるというふう

に考えております。この命のとうとさを、特に

若い世代にしっかりと伝えていくことが大変重

要であるというふうに考えておりまして、将

来、親となる中学生や高校生に対しまして、心

と体の発達などに関する正しい知識、また命の

とうとさというもの、自分を大切にし、また相

手を思いやる心を持つことなどの啓発を行って

いるところであります。また、とうとい命にか

かわる妊娠や出産などを含むさまざまな相談に

も対応しておるところであります。今後とも、

こうした命の大切さを基本とした取り組み等を

推進しますとともに、大切な命を守るために、

「安心して子どもを生み、育てることを地域や

県民全体で支え合う社会づくり」にも努めてま
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いりたいと考えております。

最初に知事がおっしゃったよ○二見康之議員

うに、皆さんそれぞれの事情があってのことも

あると思うんです。しかし、以前取り上げまし

た、知事の尊敬する人物の上杉鷹山候 当時─

も、経済が非常に苦しくて子供をたくさん養う

ことができない、食いぶちがふえるといけな

い、だから中絶を行っていたということもあり

ました。そのときに鷹山候がされたことは、そ

れ自体を禁止されたんです。禁止したけれど

も、子育てのために必要な分、いわゆる食料費

だとかそういったものは藩のほうからちゃんと

支給するような対応をとられた。現在と当時と

では社会の仕組みとかいろんな事情も違うんで

すけれども、根本とする思いというものは何な

のかというのをしっかり御認識いただいて、今

後の県政運営に取り組んでいただきたいと思い

ます。

そして、教育長のほうにお伺いしたいと思う

のですが、命を大切にして責任ある行動がとれ

る大人に育てるために、子供たちにどのように

教育していかれているのか、教育長にお伺いし

たいと思います。

学校や家庭におい○教育長（飛田 洋君）

て、子供たちに命のとうとさに気づかせ、命を

大切にする心を育むことは、極めて重要である

と考えております。現在、小学校におきまして

は、道徳の時間に、我が子の誕生や成長に関す

る保護者の思いを聞かせたり、中学校や高等学

校におきましては、命の連鎖など、より専門的

な知識の習得はもとより、職場体験学習等を通

し、乳幼児と触れ合う機会を設けたりするな

ど、命の大切さを実感させ、責任ある行動がと

れるよう、発達の段階に応じた指導に努めてい

るところであります。県教育委員会におきまし

ても、命を大切にすることについて、児童生徒

の心に響く、より感動を伴った理解を深める指

導ができるように、本県独自の道徳教材 こ─

の教材は、口蹄疫等の県民の皆さんの思いを風

化させてはならないという思いからつくったも

のですが、その名前を、「「命や絆を大切にす

る」宮崎県道徳教育読み物資料集」というんで

すけれども そういうものを使った研修会を─

実施しているところであります。家庭との連携

も十分に図り、我々大人がみずから責任ある後

ろ姿をしっかり示しながら、命を大切にする児

童生徒の育成に努めてまいりたいと考えており

ます。

最初に申し上げた「大学」○二見康之議員

に、「天子自り以て庶人に至るまで、壹に是れ

皆身を修むるを以て本と為す」という一句があ

りました。私、こういったものを考えるときに

も、この言葉の含む意味というのは大きいな

と。経済事情とかいろんなそれぞれの事情、理

由を抱えているのはみんな一緒だと思うんで

す。でも、その中でどうやってこの世の中を生

きていくのか、生き抜いていくのか。努力する

ことといいますか、身を修めることというの

は、非常に言葉としては幅の広い言葉だと思う

んです。どちらかというと今の現代社会という

のは、これをやっちゃいけません、これをやっ

ちゃいけません、これをやっちゃいけません

と、全部箇条書きになってしまって、これに

載っていなければいいんじゃないか、載ってい

ないからこれは合法なんだとか、そういうよう

な風潮になっていると思うんです。一人一人が

真剣に、これはいいことなのか悪いことなの

か、考えながら生活していくということが大事

なんじゃないでしょうか。宮崎県の知事である

のであれば、やっぱりそういったことを県民に
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呼びかけていただきたいなという思いもありま

すけれども、以上のことはこれで終わります。

次に、県民歌についてお伺いします。

私も、申しわけないんですけれども、議会の

ほうに入ってから、県民歌というものをちゃん

と聞く機会をいただくことができました。やっ

と最近、耳にもなれてきて歌えるようになって

きたところなんですけれども、県民歌のそもそ

もの制定目的はいかなるものだったのか、総合

政策部長にお伺いします。

県民歌であり○総合政策部長（土持正弘君）

ますが、置県80年を記念いたしまして、県民の

郷土愛を育み、県民の連帯感を醸成する象徴と

して制定をされたものであります。

わかりました。連帯感を醸成○二見康之議員

する、県民の郷土愛を育むということですね。

つくられたこの県民歌なんですけれども、今、

宮崎県内の方々でどれだけの方が歌うことがで

きるのか、これまでの議会でもいろいろと質問

が出てきておりますけれども、子供たちが県民

歌を覚え、親しむために、学校教育で取り扱っ

てもいいんじゃないかなというふうに思うんで

すが、教育長のお考えをお伺いします。

県民歌は、郷土の豊○教育長（飛田 洋君）

かな自然や風土、未来への夢などを、明るく爽

やかに表現したものになっており、そのよさは

誰もが感じておられるものと思っております。

現在、県内の学校におきましては、集団宿泊学

習などの学校行事の中で、児童生徒が県民歌に

触れる機会を設けております。また、県の教育

委員会としては、何より指導に当たる教職員が

歌えることが大切だということで、初任者研修

の場において、県民歌の指導をさせていただい

ているところであります。本県の児童生徒が県

民歌を身近なものと感じるようにしていくこと

は、郷土に対する愛着とか誇りを持たせていく

上でも意義深いことだと考えております。小中

学校におきましては、例えば、登下校や給食の

時間を利用して、県民歌に親しませるなどの工

夫も考えられますので、市町村教育委員会の意

向も踏まえながら、啓発に努めてまいりたいと

考えております。

同じく、今度は知事にお伺い○二見康之議員

します。この県民歌を県内全体に普及させてい

くことは意義があると思います。どのようにお

考えなのか、知事にお伺いいたします。

県民歌につきまして○知事（河野俊嗣君）

は、最近では、私も、置県130周年の記念式典の

中で高校生と一緒に歌わせていただきました

が、まさに宮崎のイメージを的確に表現をした

郷土愛あふれる歌詞であると。特に１番はいい

なと、よくできているなというふうにいつも思

うんですが、リズム感のあるメロディーはとて

も歌いやすい歌で、私も大好きであります。こ

れまでも、県民の皆様から親しまれ、愛唱され

るように、県主催の各種行事などで歌っていた

だくほか、県民手帳や県のホームページへ歌詞

や楽譜を掲載しておりまして、ホームページか

らは直接この歌を聞けるようになっておりま

す。また、求めに応じて複製したＣＤをお送り

するなどの取り組みも行っているところであり

ます。御指摘のように、まだまだ十分に浸透し

ていない状況もありますことから、今後ともさ

まざまな機会を捉えて、県民歌の普及、ＰＲに

努めてまいりたいと考えております。

もう御存じかもしれませんけ○二見康之議員

れども、長野県民の方は、県民歌をほとんど皆

さんが歌えると。逆に歌えない方を探すほうが

難しいというふうに言われております。これは

以前、ネットのほうから引っ張ってきたんです
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け れ ども 、東 京新 聞が 書い てい る記 事で

す。2010年の記事なんですが、信濃の出身者の

方にインタビューされたときのコメント、「長

野県民歌を歌うと、そのたびにふるさとの懐か

しい光景や、親のこと、子供のときのことなど

を思い出す。そして、一年のうち数十回は歌

う」というふうに話をしていらっしゃるようで

す。長野県民歌ができたのは明治32年、作詞を

された長野県師範学校の教諭だった浅井洌さん

という方が、子供たちの唱歌として、教師とな

る学生たちを通じ、次の世代の県内統一の思い

を託したというふうに伝えられているそうで

す。象徴的な出来事は、戦後すぐの1948年に長

野県の分県論が再燃し、分県案が いわゆる─

県を２つに分ける、あそこは長いですから、北

と南に分けるというような分県案が本会議を通

過しそうになったとき、議場の傍聴席から「信

濃の国」という長野県民歌の大合唱が起こり、

分県派の議員も信濃は一つと、分県を断念され

たそうであります。今、私がここで宮崎県を分

けるんだと言ったときに、宮崎県民歌が聞こえ

てくるかというと、ちょっと想像はできないな

というふうに思うんですが、やはりそれぐらい

長野県の方には親しまれているわけですので、

事あるたびにといいますか、今まで50年間取り

組んできた中で、県民歌の認知度というのは今

の程度でしょうから、ちょっと視点を変えて、

新たな取り組みをしていただきたいなというふ

うに思います。

あと、浄化槽についてお伺いします。

浄化槽の法定検査の実施効果について、今の

現状を環境森林部長にお伺いします。

法定検査は、○環境森林部長（堀野 誠君）

浄化槽が本来の機能を発揮しているかを確認す

るために行うもので、県が指定した検査機関

が、浄化槽の水質、稼働状況、保守点検や清掃

の状況など86項目を検査し、国の定めた基準に

従い、適正か不適正かを総合的に判定しており

ます。平成24年度におきましては、約６万2,000

件の浄化槽について法定検査を行い、そのうち

約５％が不適正と判定されております。不適正

と判定された浄化槽につきましては、設置者に

対して改善指導を行っており、その結果、新た

に保守点検や清掃について業者と契約を締結し

たり、老朽化した部品の修繕を行うなどの改善

が行われております。

時間が来ましたけれども、保○二見康之議員

守点検、清掃及び法定検査について、実施期間

を見直すなどの考えはないのか、最後にもう一

度お伺いします。

浄化槽は、微○環境森林部長（堀野 誠君）

生物の働きを利用して汚れた水を浄化する仕組

みとなっていることから、微生物が活動しやす

い環境を保つように維持管理を行うことが大切

であります。このためには、保守点検、清掃、

法定検査を定期的に行う必要があります。保守

点検等の実施期間につきましては、浄化槽法及

び同法施行規則に定められており、国に確認し

ましたところ、保守点検、清掃、法定検査のい

ずれについても、実施期間の見直しは予定して

いないとのことであります。

わかりました。これまで浄化○二見康之議員

槽について、法定検査はいろいろと議論されて

いるところでありますけれども、法が整備され

てから約30年、そして、この間、法の改正等が

されてきたのは、単独浄化槽の原則禁止等と

いったものであって、浄化槽の品質の向上と

か、そういったところは全く議論されておりま

せん。これだけ技術革新が進んでいるし、いろ

んな検査のあり方といいますか、本当に期間は
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１年間が妥当なのか、また、この方法がいいの

か、もうちょっと根本的に考え直していただけ

るように国に働きかけていただければと。現場

の最前線である県のほうから意見を上げていた

だきたいということをお願い申し上げまして、

私の一般質問を終わります。（拍手）

次は、太田清海議員。○丸山裕次郎副議長

〔登壇〕（拍手） ことしの正○太田清海議員

月のことですが、初笑いということで、私の娘

から次のような笑い話を聞きました。東南アジ

アを旅行した人が帰ってきて、家族の人たちに

旅行の報告をしたそうです。「向こうではね、

食事のときに手で食べてるとよ」。それをそば

で聞いていたおばあちゃんがびっくりして、

「へえ、口で食べんとね」と言ったそうです

（笑声）。漫才をやるために登壇したわけでは

ないんですが、実は、食べるということに関し

てある本の中に、天国と地獄の違いが書いてあ

りました。天国も地獄も、食事のときには１メ

ートルにもなるような長い箸を持たされている

とのことでした。地獄では、みんなが我先に食

べようとするのですが、箸が余りにも長いため

に自分の口に持ってくることができません。だ

から食べられないわけです。地獄の人は皆いつ

も餓え苦しんでいるとのことでした。一方、天

国ではどうしているかというと、長い箸で食事

をつまむと、自分の口には持っていかず、相手

の人の口に「どうぞ」と持っていくそうです。

だから、天国ではみんなが満腹し、平和に暮ら

しているとのことでした。

恐らくこの話は仏教の説話ではないかと思う

のですが、だとするならば、日本という国は、

例えば「惻隠の情」という言葉があるように、

もともと、相手のことを思いやる、優しい、ゆ

かしい国だったのではないかと思います。その

ような思いで今の日本を眺めてみますと、例え

ば言葉を列挙するならば、新自由主義、派遣労

働者、橋下氏の発言、インターネットでの書き

込みの品格、政治や経済・文化、あらゆる面で

人間として生きづらい世の中になったかなとい

う感を持ちます。日本という国はこの先どこに

向かって進むのだろう、そんな思いを込めて、

知事の政治姿勢について質問をいたします。

まず、よくこれまでにも質問をされましたけ

れども、アベノミクスについて知事はどう評価

しておられるか、伺いたいと思います。

以下の質問は、質問者席で行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

アベノミクスにつきましては、企業収益の改

善、賃金上昇と雇用の拡大、さらには消費の拡

大という経済の好循環を目指しているものと認

識をしております。アベノミクスの金融政策、

財政政策につきましては、既に実施をされ、そ

の結果、経済全体としては上向きに作用してい

るようでありますが、円安傾向により、輸入の

多い産業における収益悪化や、輸入品価格の上

昇に伴う物価上昇等の動きも、さまざまな動き

がこうして生じておるところであります。残る

成長戦略につきましては、これから本格的に始

動していくところでありまして、アベノミクス

全体の真価が問われるのは、まさにこれからと

いうふうに考えております。私としましては、

国におきまして、急激な経済環境の変化による

国民生活への影響も十分配慮された上で各種の

施策が実行され、本県を初めとする地方圏の景

気や雇用などに好影響をもたらすことを期待し

ているところであります。以上であります。

〔降壇〕
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わかりましたが、もう１つ関○太田清海議員

連をしてお伺いしたいのは、きのうの時点でも

株の乱高下とか、非常に安定していない。ま

た、この先行きはどうなるのかなという思いが

あります。また、金利の上昇とかいろんな不安

材料、副作用とかいうものも考えておかないか

んのじゃないか。アベノミクスの今度の金融緩

和で、今言いましたように、国債の暴落、長期

金利の上昇、予期せぬ事態が生ずるのではない

かと思うんですが、知事はそのあたりはどうお

考えになっておられますか。

政府と日銀は、ことし○知事（河野俊嗣君）

１月、デフレからの早期脱却と、物価安定のも

とでの持続的な経済成長の実現に向けまして、

政策連携の強化を図っていくことを確認すると

ともに、４月には、日銀におきまして、大規模

な金融緩和の導入を決定したところでありま

す。今いろんな動きが生じております。御指摘

のとおりでありまして、この金融緩和策の一環

であります日銀の国債買い入れによる長期金利

の押し下げ効果と、物価上昇目標の設定を一因

とする長期金利の押し上げ効果との間で、金融

市場が混乱を来し、長期金利が急上昇すること

などを懸念する声も出てきているようでありま

す。政府は、この金融緩和を含む、いわゆる３

本の矢が相互に補完し合うことで効果を発揮す

るとしておるところでありますが、その過程に

おいて、急激な経済環境の変化などによりまし

て、県民の暮らしや県内の経済・雇用などに大

きな影響が生じることのないよう、財政健全化

への取り組みを含めて、政府と日銀がしっかり

連携をして、適切な金融・経済政策の運営に万

全を尽くしていただきたいと考えております。

２つ質問いたしましたが、私○太田清海議員

は、実体経済というもの、そこの力強さがなけ

れば、どうも３本の矢というものが、お金が市

場に出回ればいいんだよという感じで、もしく

は企業がそれで投資意欲が増して、そのおこぼ

れが賃金に回っていくんじゃないかというよう

な感じの 私も前回、トリクルダウンの理論─

として議論いたしましたけれども、何か出発点

が、金が潤沢に ジャブジャブという言葉も─

言われておりますが そういう形でやった場─

合に、逆じゃないかと。私たちが働くこと、み

んなが物をつくり出すというそのことにおいて

経済が回っていく、そして消費活動もしていく

んだよというようなそういう力強さ、逆のほう

からのものが私は大事ではないかなと思うんで

す。そういう実体経済の裏づけがない、何か真

の経済成長ではないと思うんですが、このあた

りは通告の中では言っていなかったかもしれま

せんけれども、もう一回お願いしましょう。

将来に向けた成長を考○知事（河野俊嗣君）

える上では、今、御指摘がありましたような、

地に足をつけたしっかりとした成長戦略といい

ますか、取り組みというものが大変重要であ

り、それが本筋であろうかというふうに考えて

おりますが、この長期にわたるデフレ経済、凝

り固まった状況を何とか打破する、何とかそれ

を揺り動かすという意味で、大胆な金融緩和等

の施策がとられたものだというふうに考えてお

ります。それに伴う副作用とかいろんな影響も

今、懸念されているところでありますので、先

ほども答弁申し上げましたとおり、そういった

ところに十分目配りをしながら、機動的な政策

対応というものを期待したいと考えておりま

す。

わかりました。今後の動向を○太田清海議員

見守っていかないかんなというふうに思ってい

ます。県のほうでも地域経済循環システム、私



- 137 -

平成25年６月14日(金)

はこれを評価しております。皮肉でも何でもな

くて、その思想のもとに県の経済も動かすよう

にしていかないかんなと思っておるわけです

が、アベノミクス等と関連をして、今回、地方

公務員の給与の削減、いろいろ質問は出てきま

したけれども、地方交付税の減額要請に対し

て、地方公務員の給与を引き下げていくという

こと、地方自治の観点から、知事、どうお考え

になりますかということを問いたいと思いま

す。

今回の国の取り組み、○知事（河野俊嗣君）

もともと東日本大震災を契機としました防災・

減災対策や、地域経済の活性化を図る財源とす

るために、地方公務員の給与についても国に準

じた減額措置を行うよう要請があり、また、地

方交付税につきましては、給与相当分の削減を

行ったということであります。これまで地方

は、国に先駆けてさまざまな行財政改革に積極

的に取り組んでまいりました。国を超える人件

費の削減、見直しというものを行ってきたとい

うこともございます。また、そもそも地方公務

員の給与というものが、地方公務員法に基づき

地方において決定されるべきものであるという

こともあります。また、地方交付税が使途の定

めのない一般財源であるということを踏まえま

すと、地方との十分な協議も経ないまま行われ

た今回の国の対応は、地方自治という観点から

も大変残念なことであるというふうに考えてお

るところであります。私としましては、今回の

ようなことが二度と行われることのないよう、

問題点について、地方からの声を上げてまいり

たいというふうに考えておるところであります

し、知事会を通じて、また、国と地方の協議の

場などを通じて声を届けてまいりたい、国に対

して強く働きかけてまいりたいと考えておりま

す。

今、残念であるという言葉を○太田清海議員

言われました。これまでの答弁の中でも、こう

いう形で削減をしなければならないということ

については、苦渋の決断をしたというふうに、

これまで聞きました。苦渋の決断をしたという

ことは、本当はしたくないんだけれどもという

思いがこもっているんだろうなと理解をして、

こちらもそう思うようにしますが、いわゆる法

令遵守、コンプライアンスという立場から見た

場合、地方交付税法の趣旨からしたときに、今

回、苦渋の決断をせざるを得なかったんです

が、法令的には知事はどうお考えになります

か。これは法令違反じゃないか、地方交付税法

の趣旨から逸脱しているんじゃないかという説

もあるわけですが、知事はどうお考えになりま

すか。

これについてもいろい○知事（河野俊嗣君）

ろ議論のあるところでございますが、特例加算

の分の削減というようなところもあります。法

令的には適法なものという整理がなされている

んだというふうに考えております。ただ、いず

れにせよ、根本である地方交付税のそもそもの

趣旨、地方の自由な一般財源であるというこ

と、また、それをこのような給与の削減に結び

つけるような形での削減は、非常に残念である

ということでありまして、こういったものを繰

り返すことはあってはならないというふうに認

識をしております。

わかりました。法令遵守とい○太田清海議員

うのは、私たち職員、いろんな公務員は守らな

きゃなりませんが、政府のほうも法令遵守、

やっぱり法令の解釈についてはきちっとしてく

ださい、内閣法制局もあるんでしょうという思

いがするわけです。法令にのっとって全て行っ
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ていくということを、ぜひ国に対しても言って

いただきたいと思います。

この給与削減における県内経済への影響、こ

れはどのようにお考えになっておられますか。

今回の給与削減の対象○知事（河野俊嗣君）

は、県職員全体で約１万7,000人余りとなりま

す。削減額は総額で約30億円と試算をしており

ます。加えて、県内の市町村などにおきまして

も、減額を実施するところもあると考えられま

すので、県内経済への影響というものは否めな

いものと考えております。県といたしまして

は、今年度予算で措置されました各種事業はも

ちろんのこと、国の経済対策を踏まえた公共事

業や経済活性化の施策等にも積極的に取り組む

ことによりまして、少しでもその影響を抑えて

まいりたいと考えております。

わかりました。地方公務員の○太田清海議員

給与に連動してといいますか、そういうのを参

考にして、県内のいろんな事業所の賃金が決定

されていくという、影響を及ぼしておるという

ところがあるわけですから、こういうことが

あってはならないというような言われ方もされ

たようですけれども、今後、ぜひ食いとめてい

ただきたい。こういうやり方はいけないという

ことで。そういう決意としてもお伺いしておき

たいと思います。

次に、道州制についてお伺いしたいと思いま

す。この前、市町村合併の一定の総括が出され

ておりますが、私は、実は、市町村合併の検証

ということで、その報告を見たときに、少し視

点を変えてほしいなと思ったのは、合併をした

新しい市の中の旧町村、それと、合併をしな

かった、独自で頑張った町村の人口動態の比較

をするときに、合併しなかったところの人口の

動態がどうであったのかということと、新しい

市の人口動態の比較ではなくて、新しい市の中

の合併をした旧町村と合併しなかったところの

直接の比較をしたほうが、私は正確だと思うん

です。というのは、新しい市の中で人口移動は

あったわけで、全体は変わらないわけです。い

ろいろ聞いてみますと、住民基本台帳上の人口

と国勢調査上の人口の誤差があるものですか

ら、その辺の比較が、５年ごととかいうデータ

が出るのに時間がかかって、調査は難しいと言

いますが、住民基本台帳上の調査だって、瞬時

にデータとしては出ると思うんですね、参考資

料として。私は、その視点も調査の中で今後

あってもいいのではないかなと思います。

市町村合併というものを一つの判断材料とし

て道州制というのを考えた場合に、道州制に

なったら宮崎県は埋もれてしまいますよという

のは、今までも、もちろん言われていると思い

ます。ただ、もう一つ、非常に気になるのは、

今、国会に道州制の基本法みたいな法案が出さ

れようとしていると思いますけれども、具体的

にはまだ、道州制をどうしていくかということ

は、それぞれの学者がいろいろ言われているだ

けで、実際どういうことになるかわかりませ

ん。ただ、私が心配するのは、国の責務という

のがどうも、道州とかそんなところに分散させ

て責任逃れをどんどんしていくような感じがす

るわけです。というのは、国の責務としては、

例えば外交とか防衛とかいろんなことが言われ

ています。その中で、国民の生活を守るという

ところ、例えば年金の問題、社会保障の問題、

そういったところが何か道州に任されていくよ

うな、日本人としてみんなが平等に基本的に生

きるんだよというところが、道州の責任として

なされていくような、国家としての統一感がな

いようなふうに追い込まれていくやに感じられ
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るところがあるわけです。イメージははっきり

していないけれども。

例えば「地域主権と道州制を推進する国民会

議」、これは経団連会長の米倉さんが入ってお

られて、その人の道州制に対する意見としてこ

ういう言葉が入っているんです。「各地域が権

限と財源を持ち、みずからの選択と責任により

地域をつくっていくこと」というようなこと

で。みずからの選択と責任においてということ

で、財源についても、おまえたちでどうかせよ

というような感じなんです。これはまだイメー

ジがはっきりしていませんから、私は、そうい

う意味では、国が全国統一で責任を持って保障

しなければならないことはきちっと守ってくだ

さいよということは言わなけりゃならぬと思う

んです。全国統一の基準で制度設計をして保障

すべきものとして、国の責任があると思うんで

すが、知事はそのあたり、どうお考えになりま

すか。

道州制の議論の中で非○知事（河野俊嗣君）

常に重要な議論の一つを御指摘いただいたとい

うふうに思っております。今、現在の道州制に

ついての議論の状況は、道州制という言葉は飛

び交っておりますが、具体的にどのような道州

制にするかというイメージ、これは国民の間に

共有されていない。単なる都道府県合併のよう

なイメージもあるわけですが、大事なのは、国

と地方のあり方を考えていく、権限・財源を移

譲していくということになるわけであります。

そのところの具体的なイメージはないと。権限

・財源を移すに当たっても、その上で、今、御

指摘にあったのは、全国的に統一性を図るもの

について本当に道州なり地方に任すのかどうな

のか、国がどういう関与を残していくのかとい

うようなことであろうかというふうに思いま

す。

行政の事務というものは、３つに分けるとし

ますと、国が行うべき事務、それから、全国統

一の制度設計と基準のもとで運営される地方の

事務というもの、それから、地方がみずからの

判断と責任において行うべき事務というものが

あると思います。今の２つ目のところにどのよ

うに国がかかわるかというのが、今の御指摘に

かかわる問題であろうかというふうに思いま

す。現在、与党内で検討されております道州制

推進基本法の骨子案におきましても、国の事務

は、「国家的危機管理その他国民の生命、身体

及び財産の保護に国の関与が必要なもの」や、

「真に全国的な視点に立って行わなければなら

ないもの」等に極力限定するという記載がある

だけで、国と地方の役割分担についての具体案

は示されていないところであります。今後いろ

んな議論が進んでいく過程の中で、その役割分

担、制度設計、ここをしっかり明らかにしてい

き、我々として道州制についてどういうふうに

向かい合っていくのか、そういったところを議

論していく必要があろうかと考えております。

国の責任の放棄にならないよ○太田清海議員

うに、そして、道州もしくは自治体に責任転嫁

をしない、そういう視点での警戒はしておかな

きゃならぬのかなというふうに思います。

長野県の町村会の緊急要望の中に 長野県─

町村会の会長さんは全国の町村会の会長をされ

ているようですが、この緊急要望の中の表現の

中にこういう言葉があります。いわゆる反対す

る言葉であるんですが、道州制の導入が、日本

を覆う閉塞感を解決する切り札かのような根拠

のない変革の期待感だけが広がっているんじゃ

ないかと。道州制をやれば日本の国が物すごく

明るくなっていくんじゃないかという、何かそ
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ういう期待感を持たせるような、そういうやり

方というのは合併のときにもあったんですよ

ね。この合併をなし遂げればみんな財政は豊か

になるよという、そういうことを国民的にさせ

られて、結果として今どうですか、合併してど

うですかというのが言われているわけです。そ

の二の舞になるような、この道州制というもの

が、今、閉塞感のあるこの日本のどこをただせ

ばよくなるのかという問いかけなくして、道州

制をやれば、国民の目がそっちに行っちゃっ

て、よくなるんじゃないかというような、そう

いうことを見事にあらわしている長野県の町村

会の要望書の文章です。私はよく言い当ててい

るなと思うんです。どこに問題があるのかとい

うことで。

私個人としては、やっぱり所得の再配分とい

うことで、実体経済に影響を与えるような税の

配分をする。そのことで交付税のパイもふえる

わけですから、所得税がふえれば。だから、私

はそこをずっと言ってきているんですが、今回

調べてみましたら、平成25年度の税制改正にお

いて、所得税の最高税率が今、40％ですが、45

％に、５％上げるということが閣議決定された

ようです。これは私が常々言ってきたことです

が、60％ぐらいに上げていいと私は思っている

んですが、知事、この評価について、45％に上

がったということで、その辺はどうでしょう

か。

税制は、所得税のみな○知事（河野俊嗣君）

らず、資産、消費、課税全般について、それぞ

れの機能、役割を生かしながら、社会経済の構

造変化に対応した税体系を構築していくこと、

これが大変重要なわけであります。今回の所得

税の見直し、これは、税制全体の中で所得再配

分機能の中心的役割を担っているわけでありま

すが、近年の所得格差の拡大によります所得構

造の変化や、これまでの累進税率の緩和の結果

として、再配分機能が低下しているということ

を踏まえて、最高税率の引き上げが行われたも

のというふうに認識をしております。所得税は

地方交付税の原資ともなりますことから、今回

の見直しにより、地方財源の充実確保にも寄与

するものと考えております。

知事の今の答弁の中には説明○太田清海議員

は わかりました。根拠として、この税制改―

正、40％から45％に最高税率が上げられるとい

うのは、実は平成27年度分、あと３年後です

か、27年度分からなんですね。ちょうどそのと

きは消費税が10％に上がる年。何で早くしない

んでしょうかね、今年度からでも、というよう

な思いがする。何で10％に上がったとき以降し

かそういうのをしないのか。今、知事が言われ

たように地方交付税の原資になるわけですか

ら、これをやれば市町村の悩みというのはなく

なると思うんです。60％に上げてもいい。それ

だけで６兆7,000億の税収が新たに生まれるんだ

よと。今度の５％で生まれる税収は590億円なん

です。政府が出しているのは５％で590億。超過

累進課税ですから、実質３％ぐらいしか上がら

ぬ形になるんですけど、そういうことで、き

ちっとやればもっと景気はよくなる。その形を

今の日本経済というのは求めているんじゃない

かなと。アベノミクスのようなやり方で果たし

てうまくいくのかどうか。今後注視しておきた

いと思います。

それから、あと２つほど知事には質問してお

きたいと思うんですが、日米共同訓練が新田原

基地で行われるということが発表されました。

私は、県民の安全・安心を守る立場の知事とし

て、日本国憲法にとっても中止をすべきではな



- 141 -

平成25年６月14日(金)

いかと、平和を愛する県民の代表として申し入

れるべきと思うわけですが、知事はどうお考え

になりますか。

日米共同訓練につきま○知事（河野俊嗣君）

しては、日米両政府で合意をされた在日米軍の

再編計画に基づきまして、沖縄県の嘉手納基地

などで実施していた訓練の一部を、地元市・町

の了解を得て、平成19年から新田原基地でも受

け入れているものであります。来週実施される

共同訓練につきましては、内容もこれまでで最

大規模のものということであります。特に、事

故の防止や騒音の軽減などにつきまして万全を

期していただくように、九州防衛局に対し、口

頭また文書でも要請をしたところであります。

さらに、訓練期間中は、九州防衛局が現地連絡

本部を設置して、40名体制で対応に当たるとい

うことでありますので、県としても、職員を交

代で現地に派遣しまして、その状況を注視して

いくこととしております。外交・防衛は国の専

管事項であり、国の責任において処理されるも

のでありますが、私としましては、県民の安全

・安心を確保する観点から、今後とも、必要に

応じてしっかりと対処をしてまいりたいと考え

ております。

こういったことについては、○太田清海議員

国の専管事項という言葉も言われておりますけ

れども、専管事項ということで、自治体がそこ

について何も述べるようなことができないよう

なことであってはいけないなという気もいたし

ます。そういうことで全てがブラックボックス

化して事が進んでおるというような状況はどう

だろうかという思いもいたします。

もう１つ、知事について最後の質問をしたい

と思いますが、日米地位協定ですね、前回、11

月議会でしたか、これはやっぱり不平等な協定

ではないかということを、知事の認識を聞いた

ところでありますが、私は不平等だと思うんで

す。もう一度、知事の見解をお伺いしたいと思

います。

日米地位協定は、日米○知事（河野俊嗣君）

安全保障条約第６条の内容を具体化するもので

ありまして、国会の承認を得て条約として締結

され、日米安全保障体制にとりまして大変重要

な協定であると認識をしております。一方で、

従来から、事件・事故に係ります安全対策や、

基地内での環境対策など、特に米軍基地を抱え

る自治体から、この地位協定の見直しの要望が

なされているということも承知をしておりま

す。外交・防衛、先ほども話がございました国

の専管事項でございますが、知事の立場で、県

民の安全・安心というものを担う、それを確保

しなければならない、そういう観点から、必要

に応じて政府にも意見を申し上げてまいりたい

と考えております。

地位協定については、スター○太田清海議員

トをどうするか。これは問題じゃないかという

考え方をとるか、当然であるというとり方をす

るか。私は前回も言いましたけれども、地位協

定の第２条は、基地をつくることとか、廃止す

るとか、返還するとか、そういうことについて

は日米で合意することができるということなん

です。片一方が拒否すればできないわけです。

日米の間の地位が平等ではなくて不平等なもの

なんだということを暗示している言葉なんです

ね、「できる」というのは。ということを再度

私としては述べて確認しておきたいと思いま

す。

今、日本の憲法、平和、そういったものが云

々されております。こういった日米共同訓練で

平和がどうだということではないかもしれませ
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んが、私は、ある延岡の女性の方からこんな話

を聞きました。自分のお父さんが亡くなるとき

に、今まで言っていないことだけれどもという

ことで、亡くなる前に言ったそうです。どうい

うことかというと、「自分は中国に行って戦争

した。そして、家宅捜索をしたときに、中国人

の女スパイを見つけた。それを上官に報告した

ら、おまえが第一発見者だからおまえが殺せと

命ぜられて、私は殺さざるを得なかった。その

とき、銃剣を刺したときのその女の最期の表情

が俺は忘れられん。それだけは伝えておく」と

いうことで、娘さんだけに言って亡くなったそ

うです。娘さんからそういう話を聞きました。

私は、政治とかそういったものは、日本国民

は、昭和20年当時、あのときに、国際信義に信

頼してという決意をしたわけですから、そうい

う意味では、戦争から遠ざかり、できるだけ平

和を訴えていこう、そういう特殊なといいます

か、はえある地位を日本という国が占めてもい

いんじゃないかなと、そういうような思いがい

たしました。今、現代の人たちは、少し戦争と

いうことに対する認識が薄まってきたんじゃな

いかなという気がしまして、述べさせてもらい

ましたけど、私自身もケースワーカー時代に変

死体の処理を行いました。入水自殺、首つり自

殺、さまざまな死体を片づけました。スクリュ

ーで頭を割られた人もいらっしゃった。そんな

普通の人間と違った異形の死体を見たときに、

人間というのは人と手を結ばないかん、仲よく

せないかん、そのことを子供たちにも教えない

かんということを、私は22歳のときに感じまし

た。そういう思いを込めて、憲法についてとい

いますか、平和ということについて問いかけを

しておきたいと思います。

長くなりましたが、次に、変わりまして、今

度は福祉保健部長にお伺いしたいと思います。

今回、保育士等処遇改善臨時特例事業という

のを起こされましたけど、私はこれは評価して

おります。働く人たちの賃金を保障しながら確

保していくというのは大事なことだと思いま

す。ただ、似たような事業として、これまで介

護職員の処遇改善加算という事業がありました

けれども、これは関連がありますので、これま

でどのような経緯をたどってきたのか、お伺い

したいと思います。

介護職員の処○福祉保健部長（佐藤健司君）

遇改善につきましては、従前から課題となって

おりましたので、平成21年10月から23年度ま

で、国が介護職員処遇改善交付金を予算化いた

しました。県では、この交付金を活用いたしま

して、賃金改善等に取り組んだところでござい

ます。また、24年度からは、この交付金にかえ

まして、介護報酬改定において、介護職員処遇

改善加算制度が創設されましたので、引き続き

賃金改善等に活用をされております。

それで、これまでの介護職員○太田清海議員

の処遇改善の成果としてどのように評価してお

られますか。

まず、介護職○福祉保健部長（佐藤健司君）

員処遇改善交付金につきましては、平成23年度

には960事業所から申請がなされ、実績報告によ

りますと、１人月額平均１万4,000円の賃金増と

なっており、賃金改善に一定の効果があったも

のと考えられます。また、24年度に開始されま

した介護職員処遇改善加算については、これま

で1,000を超える事業所から届け出が行われてお

りまして、交付金と同様の賃金面での効果を期

待しているところでございます。また、当該交

付金及び加算の要件としまして、事業所におけ

る研修機会の確保、資格取得のための支援の実
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施を求めておりまして、介護職員の資質向上に

もつながっていると考えております。

１万4,000円ほど上がったとい○太田清海議員

うようなことでありまして、成果としてはあっ

たのではないかなと思います。平成27年ごろに

もう一回、介護報酬の改定がある。その中にど

う組み込まれるかとか、そういう課題もあるよ

うですが、それと似ておるようなこととして、

今回、保育士等処遇改善臨時特例事業というの

が起こされたわけですけれども、どのような背

景でこれは起こったのかということをお伺いし

たいと思います。

全国的な保育○福祉保健部長（佐藤健司君）

ニーズの高まりの中で、保育士の確保も大きな

課題となっておりまして、この保育士等処遇改

善臨時特例事業につきましては、保育の担い手

である保育士等の人材確保を推進する一環とし

て創設されたものと考えております。本県にお

きましては、この事業に取り組むことにより、

保育士の確保や離職防止に一定の効果が見込ま

れることから、実施することといたしまして、

今議会にその補正予算の御審議をお願いしてい

るところでございます。

まとめて聞いたほうがよかっ○太田清海議員

たかなと思いますが、その原資はどのように

なっておりますか。

今回のこの事○福祉保健部長（佐藤健司君）

業の財源は、全額、宮崎県安心こども基金でご

ざいまして、その基金の原資は、国の緊急経済

対策として平成24年度の補正予算により配分さ

れた交付金でございます。

改善の内容といいますか、○太田清海議員

今、介護職員等については１万4,000円上がった

のではないかという成果が報告されましたけれ

ども、この事業で改善の内容、どのように改善

するのか、事業費は全ての保育所に交付される

のか、そのあたりのところをお伺いしたいと思

います。

今回の事業○福祉保健部長（佐藤健司君）

は、保育士の勤務年数に応じて算出した費用

を、市町村を通じて私立保育所へ交付するもの

でございます。各保育所においては、ベース

アップのほか、手当や賞与など、その実情に応

じて職員に支給することになります。なお、国

の試算では、保育士１人当たり月額8,000円程度

の改善が見込まれております。また、交付を受

けるためには、処遇改善計画書などを添付して

申請することが必要となりますが、県としまし

ては、全ての私立保育所が積極的に活用される

よう、市町村に対する説明会や保育所への周知

を図ってまいりたいと考えております。

保育所のこういう改善 賃○太田清海議員 ─

金にまつわる部分ですが、改善というのは、先

ほど言った介護職員の賃金の改善については実

施して、それが最終的には介護報酬の中でフォ

ローアップされていくといいますか、拾われて

いくということで、うまく制度が継続して残っ

ていくということだろうと思いますけれども、

今回の保育所の賃金の改善に関するところにつ

いては、事業所にとってみれば、うちが賃金を

上げたら来年どうなるんだろうか、この予算を

切られたらどうなるんだろうかというような不

安があるんじゃないか。この事業は１年限りな

のか、今後どうなるのか、その点をお伺いした

いと思います。

今回のこの事○福祉保健部長（佐藤健司君）

業は、平成25年度中に私立保育所の保育士等の

処遇改善を行うための事業でございますが、現

在のところ、平成26年度以降の事業の継続につ

いても、厚生労働省より、引き続き検討してい
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く旨の説明を受けております。県としまして

は、処遇改善を図るためには継続的に取り組ん

でいくことが重要と考えておりますので、当該

事業が延長されますよう、さまざまな機会を通

じて、国に対し要望しているところでございま

す。

わかりました。国に対して要○太田清海議員

望していくといいますか、継続させていかなけ

ればならないだろうなとは思うんですね、賃金

というところですから。事業所によっては、賃

金を上げるのではなくて、先ほど賞与というよ

うなことも言われましたが、一時金を上げる、

それでどうだろうかというようなところもある

ようです。ただ、保育士の人たちが勤めたいと

思うときには、一時金が幾らだということより

も、そこの事業所の賃金が幾らだというのが一

番興味のあることだろうと思うんです。だか

ら、今後、継続ということで国に要望するにし

ても、ぜひとも賞与だけではなく、賃金のとこ

ろが上がっていくというところを目指していっ

ていただきたいなと思っております。

福祉保健部長に最後の質問になりますが、マ

スコミ等でもちょっと出てきております。社会

福祉事業所において、会計をめぐる不祥事が起

きているが、事業の適正な運営に対して県はど

のように取り組んでおられるのか、お伺いした

いと思います。

社会福祉事業○福祉保健部長（佐藤健司君）

を営む事業者については、事業を公明かつ適正

に実施し、健全な発達を図ることが求められて

おりまして、社会福祉法人や民間企業、ＮＰＯ

法人等の経営する介護等の施設・事業所に対

し、社会福祉法、介護保険法等に基づき、知事

または市町村長の権限で監査・指導を実施いた

しております。また、市町村職員に対する監査

手法等の研修会を開催するなど、適正な監査が

実施されるよう、市町村への支援も行っている

ところでございます。今後とも、市町村と連携

し、適正な運営が確保されますよう、事業者に

対する厳正な監査・指導の実施に努めてまいり

ます。

そういう不祥事等が今後起こ○太田清海議員

らないように、県民の皆さんも介護保険料なり

いろんなものを納めて、適正に使われてほしい

ということで、強制的に引かれておるところも

あるわけで、不祥事がないように、県としても

いろんな指導なり、市町村に対する助言、そう

いったのをぜひお願いしたい。監査するところ

に対して、みずからの監査もそうであります

が、お願いをしたいと思います。二見議員から

もありましたが、「個人を修める」、そのこと

が世の中をつくっていくことだというふうにも

解釈をしましたが、本当にそうだなというふう

に思います。人間、個人がきちっとしていくこ

とも大事なのかなという思いもあります。

次に、教育行政についてお伺いしたいと思い

ます。

学校事務職員の任用のあり方についてであり

ますが、これも私もたびたび、どうですか、人

事採用、そろそろプロパーの人たちを採用した

ほうがいいんじゃないですか、人事交流で、そ

れか、ある程度プロパーみたいな人はおるべき

じゃないでしょうかねというふうに言ってきた

経緯もあります。２月議会でしたか、鳥飼議員

のほうからもそういった質問がありまして、庁

内の検討委員会で現在検討しているということ

も伺っております。検討状況についてお伺いし

たいと思います。

学校事務職員には、○教育長（飛田 洋君）

子供たちに対する深い愛情、さらには学校教育
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に対する理解、そして、学校の教育課題を解決

するために積極的に参画する態度というのが必

要だと考えております。そのようなことを踏ま

えて、昨年度、お話にありましたように、「学

校事務のあり方に関する庁内検討委員会」を設

置いたしまして、これまで実は４回検討会を

持ってきました。その４回の中で、さまざまな

角度から総合的な検討を行ってきているところ

であります。今月開催した第４回の検討委員会

におきましては、九州各県の任用制度等に関す

る報告をもとに協議を深めていくとともに、本

県における学校事務を取り巻く課題や、学校事

務職員の資質向上を図るための研修のあり方な

どについて検討を行っているところでございま

す。今後は、これまでの議論をもとに、市町村

教育委員会や関係団体等の御意見も伺いなが

ら、さらに検討を進めていきたいと考えており

ます。

検討委員会の状況をお伺いい○太田清海議員

たしました。早目早目の検討結果をお願いした

いと思っております。

次に、非常勤講師についてお伺いしたいと思

います。本来ならば、正規の先生に来ていただ

いてやるというのがいいんですが、状況として

は非常勤職員というのはふえていると思うんで

す。中には、自分のお母さんを介護しながら勤

めている人もいます。自分の生活のために２～

３校かけ持ちでやっている人もいらっしゃいま

す。私は１つしかありませんという人もおるわ

けです。やっぱり生活がかかっておるわけで

す。そういう意味では、業務の内容等を考慮し

て、年間で予定されている勤務時間を十分活用

すべきだと思いますが、どうでしょうか、教育

長。

非常勤講師について○教育長（飛田 洋君）

は、教科の指導とかその目的に応じてお願いし

ているところなんですが、私も学校現場におり

まして、非常勤講師の人と一緒に仕事をさせて

いただきましたが、誠実に職務に取り組み、大

きな力を発揮していただいていると思っており

ます。業務の内容等は非常勤職員設置要綱など

に定めてあって、事前に本人に説明し、理解を

してもらった上で任用しているところでありま

す。御質問のありました非常勤講師の勤務につ

きましては、設置目的や学校の実情等を踏まえ

ながらも、可能な限り、おっしゃったように、

勤務時間数の確保に配慮するように取り組んで

まいりたいと考えております。

わかりました。可能な限りと○太田清海議員

いうことでありますので、なかなか難しいとこ

ろもあるかもしれませんが、よろしくお願いし

たいと思います。

それから、教職員の精神性疾患による休職者

の現状について、どうなっているのかお伺いし

たいと思います。

非常につらい思いを○教育長（飛田 洋君）

しながら話をさせていただきますが、公立学校

の教職員の中で、精神疾患を原因とした休職者

の実数につきましては、平成20年度から24年度

までの５年間で、51名、61名、67名、82名、80

名と推移いたしております。

なかなか学校の現場は難し○太田清海議員

い。体罰の問題とかいろんな社会的な要請も

あったりとか、一生懸命熱意を持ってやってい

るんだけれども、いろんな家庭の問題とかも含

めた総合的な問題が起こったりするから、学校

現場だけの問題としては捉えられないところも

あろうかと思います。心を病まれる方が健やか

に仕事ができるというのが一番いいと思うんで

すが、教職員の方の精神性疾患に対してどのよ



- 146 -

平成25年６月14日(金)

うな対応策をとっているのか、お伺いしたいと

思います。

教職員の精神性疾患○教育長（飛田 洋君）

については、何より、御本人のこと、そして御

家族のこと、あるいは指導を受けている子供た

ちのことを考えますと、大変つらいというか心

が痛む思いであります。対策をという前に、校

長会に行きまして、私は直接、こんな話をしま

した。校長、あなた方は、部下のプライベート

な悩みで相談を受けたことがあるか。プライベ

ートな悩みで相談を受けられるような校長であ

れと。それから、文書を削減せよと。書類はで

きるだけ減らせと。子供に向き合う時間は大事

にしながら、事務的な時間は減らせ。それか

ら、真面目に誠実に仕事をしている職員が卑屈

になったり、ひるんだりするような思いをさせ

てはならぬと。そういうことを校長会で強く訴

えたところでした。

取り組みとしましては、公立学校職員の心身

の健康増進を図るため、関係機関と連携し、平

成23年度から「公立学校職員健康づくり実践強

化事業」に取り組んでいるところであります。

この事業では、メンタルヘルス対策として、専

門の医師によって、管理職全員を対象とした研

修会などの開催や、それぞれの職員にみずから

の気づきを促すメンタルヘルスチェックや相談

窓口を、広報紙等を通じて職員へ周知するな

ど、予防、早期発見、早期対応への取り組みを

強化しているところであります。また、教職員

が明るく元気に勤務してほしいという強い願い

を持ちまして、昨年７月に「教職員の働きやす

い環境づくりプログラム」を作成し、業務の平

準化や休暇を取得しやすい環境づくり、同僚や

管理職と気軽に相談できる職場づくりなどの推

進にも取り組んでいるところであります。

わかりました。先ほど言われ○太田清海議員

た、文書を減らそうじゃないかというのは、学

校現場の先生たちは真面目だから、報告せない

かんときには文書でやらないかんかなとか思っ

ちゃうわけですよね。それが負担になって、そ

れだけではないんですが、教育長がそういう

メッセージを発せられたということは、そこに

いい意味での心のゆとりを与える言葉だなと

思って聞いております。文書でないとできない

ところもあろうかと思いますが、みんながほっ

とするようなメッセージを与えていただいたと

思っております。

それから、関連するんですが、心の病を持つ

方、いろんな条件があってということもあろう

かと思います。例えばモンスターペアレントと

か、そういうことに対して、教育委員会のほう

では弁護士対応できる制度もつくったというふ

うに聞いておりますが、この辺の状況はどんな

でしょうか。

保護者の方からいろ○教育長（飛田 洋君）

んな御意見を賜ります。どんな御意見であって

も、子供にとってはかけがえのない保護者です

ので、誠実に話を聞くようにというような指導

をしております。弁護士相談事業等もやってお

りますが、基本的に大事にしなければいけない

のは、学校が正しいことをしているときにいろ

んな苦情があったときは、絶対学校を守ると。

県教委が学校をバックアップするという姿勢だ

と思います。逆に、学校が過ったり、あるいは

指導が足りなかったところは、学校も含めて丁

寧におわびをする。法律相談も使いながら、そ

ういう支援を各学校に適切に対応していきたい

と。今もそうしているところでございます。

わかりました。決意の一端を○太田清海議員

聞かせていただきました。そういうことだと思
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います。

次に、あと２つほどあるんですが、県立高等

学校に生活支援員を配置して、障がいを持って

いる方のいろんな授業のサポートをされている

と思うんですが、どのような取り組みを行って

いるのか、伺いたいと思います。

県教育委員会では、○教育長（飛田 洋君）

県立高等学校に在籍する身体に障がいのある生

徒が安心して学べる教育環境を整えるために、

平成21年度から生活支援員を配置いたしており

ます。この制度というのは、もちろん障がいの

ある子供のためではありますが、それだけでは

ないと思っております。この事業により、障が

いのある生徒が同じ教室で学ぶことは、ほかの

生徒にとりましても、共生社会を実体験として

毎日行う、そういう意味もあると考えておりま

す。

この事業では、車椅子を使用するなど下肢等

に障がいのある生徒に対し、移動、授業の準

備、食事等の介助を行ったり、聴覚に障がいの

ある生徒に対し、授業中の教師の説明などをノ

ートに書く要約筆記等の支援を行っておりま

す。今年度は６名の対象者がおり、介助等を行

う支援員を５校に、学習上の支援を行う要約筆

記者を１校に配置いたしております。

わかりました。十全なといい○太田清海議員

ますか、充実に向かって取り組みをされている

というふうに聞いております。問題なのは、高

校まで責任を持ってそういう対応をしてきた、

その子が、例えば大学に行くときに、大学では

そういう制度がなくて学問を断念せざるを得な

かったというところもあるのかなと思いまし

て。これは大学ということでありますが、大学

における障がいのある学生への支援、そういっ

たことを大学でも取り組んでほしいというよう

なことで要望はできないのか、教育長、お伺い

したいと思います。

大学等における障が○教育長（飛田 洋君）

いのある学生につきましては、独立行政法人

「日本学生支援機構」が実施した調査によりま

すと、平成24年５月１日現在で、全学生数

の0.37％に当たります１万1,768人が在学してい

るということでございます。現在、文部科学省

では、「障がいのある学生の修学支援に関する

検討会」を設け、専門性のある教職員の配置

等、今後取り組むべき課題について検討されて

いるところであります。お尋ねにありましたこ

とですが、私といたしましても、県内で学んで

くれた高校生たちが、障がいが理由で大学へ進

学できない、あきらめるようなことがあっては

絶対ならぬという思いで、実は昨年、宮崎県・

宮崎大学連絡推進会議というのが開催されたん

ですが、その場でこんなお話をしました。障が

いのある学生を積極的に受け入れるような取り

組みを進めてほしいと、そういうお願いをした

ところであります。

わかりました。一貫して大学○太田清海議員

まで行けるようなことを、権限外のことでもあ

ろうかと思いますが、大学でもそういう取り組

みがどんどんなされてくるといいなと思いま

す。

最後の質問になりますけれども、土木行政と

いうことで、歩道と車道の境界に設けてある縁

石の設置についての基本的な考え方をお伺いし

たいと思います。これは、商売人のところの前

の縁石が直角になっているものだから、自動車

を整備させてあげたにもかかわらず、ぶつかっ

てパンクしちゃったとかいうのがあったりする

ものですから、そういうのが改善されぬのかな

と。斜めになるような縁石とか、そういう思い
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で聞かせていただきたいと思います。基本的な

考え方をお伺いしたいと思います。

歩道と車道○県土整備部長（大田原宣治君）

の境界に設ける縁石につきましては、歩行者や

自転車の安全かつ円滑な通行を確保するため

に、車両が容易に歩道に進入しないことを目的

としており、原則としまして、宮崎県歩道設置

基準に基づき、縁石の形状や高さを定めている

ところであります。また、歩道に車両乗り入れ

部などの開口部を設ける場合にも、歩行者等の

安全確保を第一に、縁石を設置してきたところ

です。しかしながら、今、議員から言われまし

たように、沿道の土地利用状況などによって

は、縁石の形状等に配慮する必要もありますこ

とから、今後は、現場の実情等を十分に勘案し

ながら検討してまいりたいというふうに考えて

おります。

ありがとうございました。歩○太田清海議員

行者との兼ね合いがありますから、安全という

のをまず考えないかんだろうと思いますから、

なかなか簡単にはできないと思いますが、そう

いう事業をされている方のいろんな問題もある

ものですから、その辺はうまく処理をしていた

だきたいと思います。

以上をもちまして、私の一般質問を終わりた

いと思います。ありがとうございました。（拍

手）

以上で午前の質問は終わ○丸山裕次郎副議長

ります。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○福田作弥議長

ます。

次は、黒木正一議員。

〔登壇〕（拍手） ことしの正○黒木正一議員

月、いただいた年賀状の中に、椎葉村の民謡

「ひえつき節」について書かれたものがありま

した。その内容は、「ひえつき節」の一節に、

「那須の大八 鶴富おいて 椎葉たつときゃ

目に涙 和さま平家の 公達ながれ おどま追

討の 那須の末よ」というくだりがある。民謡

はもともと労働歌として生まれたものが多い中

で、この歌には悲恋物語が情緒豊かに歌い込ま

れている。歌詞は、1927年（昭和２年）、諸塚

村七ツ山小学校に代用教員として赴任した日南

市南郷出身の酒井繁一氏によってつくられた。

七ツ山の人々から「ひえつき節」を聞かされ、

歌の広場に出せるような新しい歌詞をと頼ま

れ、夏休みにそれを書き上げて友人に託し、復

学のため再び上京。その後、酒井氏はブラジル

に移住され、終戦後間もなくの新年に、サンパ

ウロ市内の日本人街を歩いていると、聞き覚え

のある調べを耳にされる。友人に託した歌詞が

レコードとなり、海を越え、はるばるとブラジ

ルへ流れ着き、作詞者が自作の「ひえつき節」

を耳にしたというドラマ。この話は、宮崎放送

に勤務されていた民謡研究家の原田解氏の50年

にわたる偉業、「ひえつき節の二十世紀」とい

う本に書かれていること、「ひえつき節」が諸

塚村ともゆかりがあることを、１枚のはがきに

びっしりと書かれていました。

私は、このようことは全く知りませんでした

し、民謡にも興味はなかったのですが、この１

通の年賀状がきっかけで、原田解氏や酒井繁一

氏の書かれた本につき合うこととなりました。

酒井氏がブラジル移住後、初めて帰国した際の

印象をまとめた「日本の肌」というエッセー集

に、「ひえつき節」を作詞した七ツ山小学校
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に30年ぶりに訪れたときのことが書かれていま

す。

「村人たちは私を「お帰りなさい」と言って

迎えてくれた。まず学校へ、学校では学童とと

もに全村の人が迎えてくれた。石段を登って校

庭に入ろうとしたとき、「ああ耳川の水源に清

き流れの血を受けて 集いおいたる二百余の」

という合唱があがった。これは私が三十年ま

え、この学校のために作ったものであるが、今

も伝えられていて私の歓迎のために歌ってくれ

た。私はこみあげてくる涙で、どうすることも

できなかった。私の足は運ばない。無邪気のよ

うに見えた学童まで声を曇らせ、はては歌が声

にならなかった」。

玄関に入って靴を脱いで仰ぐと、何人かの写

真が掲げられてあったそうです。最初がペスタ

ロッチで、その次に酒井氏の写真。学校の創

立70周年の行事が行われたとき、教育功労者を

何人か挙げて、功を忘れないために写真を掲げ

ていた。その中の一人に酒井氏の写真があっ

た。しかも、ペスタロッチの次に掲げられる光

栄を担っていた。一代用教員であったに過ぎな

い自分に何のよりどころがあったのだろうか」

とも書かれています。

ことしのゴールデンウイーク、七ツ山小学校

の先生方とその家族と地区の春祭りを回りまし

たけれども、今から80数年前、酒井氏も同じよ

うに地元の方と酒を飲み交わし、今は歌うこと

もなくなった「ひえつき節」を聞いたのだろう

と思いをはせたのでした。そういえば、子供の

ころ、「ひえつき節」とか「いもがらぼくと」

とかを祭りの席でよく聞いたものでありまし

た。椎葉の山中に隠れ住む平家の娘とこれを追

い討つ源氏の若武者との恋物語とは別の、作詞

者の「ひえつき節」にまつわるドラマに感激し

ました。さて、随分遠回りになりましたが、宮

崎県は民謡の宝庫とも言われております。知事

は、宮崎県の民謡を知っておりますか。そし

て、どのように評価しているのかをお伺いしま

す。

以下の質問は、質問者席より行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

宮崎の民謡についてであります。豊かな自然

に恵まれた文化が息づく本県では、旋律や内容

も多彩な民謡がありまして、その数は300種にも

及ぶと伺っております。その中でも、全国的に

有名な「ひえつき節」や「刈干切唄」「日向木

挽唄」など、今なお広く歌い継がれている民謡

が数多くあります。今、民謡の宝庫という言葉

がございましたが、以前、椎葉の「ひえつき

節」の大会に毎年審査委員で来られます小島美

子先生に、宮崎の民謡についてお話を伺ったこ

とがあります。そういう種類の多様性に加え

て、その地域ならではの、また古来から歌い継

がれてきたその節回しが、一般化・商業化され

た民謡とはまた違う、そういう貴重なものが残

されているというのを大変高く評価されており

ました。また、歌の根源である思いを伝えると

いう意味において、作り歌の伝承などもなされ

ていると。そういったところも含めて大変貴重

であるというお話を伺ったところであります。

また、民謡ということで、非常に印象的なこ

とがあるんですが、極めて個人的な話で恐縮な

んですが、私は、小学校のころに少年合唱団に

入っておりまして、その中のレパートリーの一

つに、「音戸の船頭歌」という郷土民謡があり

ました。平清盛が開いたという音戸の瀬戸の舟

歌なわけでありますが、それを覚えた直後、ど
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うも私は家に帰ってその曲ばっかりを歌ってい

たようなんですね。祖母から「よっぽどその曲

が気に入ったんだね。その曲ばっかりあんたは

歌っとるが」という話を聞いて、そのときは意

識しなかったんですが、恐らく学校で習う西洋

音楽とはまた違った、何か子供心にもＤＮＡに

刻まれたものに触れるような、琴線に触れるよ

うな、そういう力が民謡にあったのではないか

なということを今思い出したところでありま

す。

民謡というものは、人々の暮らしに深く結び

ついた労働歌や祝い歌などでありまして、そこ

に込められた喜びや悲しみなどのさまざまな心

情というものは、現代に生きる私たちに元気や

勇気を与える、大変魅力に富んだものだという

ふうに考えております。また、宮崎の自然、風

土や言語に根差した民謡は、時代や生活のあり

ようを知ることができる貴重な文化資源である

と評価しておりまして、これからもしっかり守

り伝えていくことが大切ではないかと考えてお

ります。以上であります。〔降壇〕

今、知事は、宮崎県の代表的○黒木正一議員

な民謡の一つに「日向木挽唄」を挙げられまし

たけれども、今月の８日、９日でしょうか、日

向で全国大会があったと伺っております。私

は、知事の出身地の広島県の民謡は何があるの

かなと一回調べてみたんです。そうしたら、

「広島木挽唄」というのがあって、同じような

民謡が歌い継がれているんだなというふうに思

いました。

「ひえつき節」を作詞した酒井繁一氏は、今

から30年前、1983年５月に、置県100年記念行事

に特別ゲストとして宮崎県から招待されていま

す。「ひえつき節」を作詞して60年近くも後の

このときに初めて椎葉村を訪れています。当

時83歳、その１年後にブラジルで亡くなってい

ます。たまたまことしの県民手帳の資料編に、

郷土の偉人・先駆者たち「みやざきの百一人」

の一人として紹介されています。民謡研究家の

原田解氏は、素朴な労働歌「ひえつき節」の中

に情感あふれる源平の恋物語があるのには、そ

れを手がけた作者がいるに違いないと作者捜し

に乗り出し、10年後、ほぼ諦めかけていたとこ

ろ、番組の打ち合わせで県庁に行き、事務室の

本棚にあった酒井繁一氏の歌集を偶然手にと

り、中にあった「若き日に 我がつくりたる

ひえつき節」という短歌の一節に出会い、それ

からブラジルに連絡し、本人から真実を確認す

る。このような誰かがくみ上げなければ地中に

眠ったままの地下水をくみ上げるような仕事が

なければ、酒井氏は「みやざきの百一人」に選

ばれることがなかったでしょうし、原田氏の仕

事には頭が下がる思いがします。

さて、1992年9月31日の新聞記事には、「民謡

の宝庫と言われる椎葉村。カラオケの普及など

によって歌い継がれてきた音階が、一気に都市

型歌謡への道をたどりつつある。山村生活の変

化で、民謡は生活の場からかけ離れたところへ

行ってしまった。歌い継がれる歌も少なくな

り、何百年も営々と歌い継がれた「本物の民

謡」が、５年先、10年先に消滅するのではない

かと言われている。そこで、学校では危機感を

抱き、都城市に九州の幼稚園から高校までの音

楽教諭らが集まり、「九州音楽教育研究大会」

が開かれる。学校教育にどのように民謡を取り

入れていくかを話し合うためだ」とありまし

た。これは、今から20年前の新聞記事でありま

すが、現在、小中学校において、民謡はどのよ

うに指導されているのか、教育長にお伺いしま

す。
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民謡は、日本各地で○教育長（飛田 洋君）

古くから歌い継がれ、その土地の人々の生活や

心情をあらわす、すばらしい日本の伝統文化の

一つだと考えております。現在、学校では、音

楽の時間において、民謡を含めた日本の伝統音

楽の指導の充実を図っており、学習指導要領に

ある、我が国の伝統と文化を尊重し、我が国と

郷土を愛する態度の育成に努めているところで

あります。具体的には、民謡などを小学校３年

生から中学校３年生のどの学年でも指導してお

り、小中学校において、延べ20時間程度の学習

に取り組んでいるところであります。例えば、

小学校５年生では、本県に伝わる「刈干切唄」

の鑑賞や、民謡に合わせて太鼓の演奏をした

り、中学２年生では、地域に伝わる民謡を歌っ

たりするなど、民謡のよさが実感できるような

学習が行われております。また、クラブ活動や

学校行事等でも、地域の伝統芸能や民謡を取り

入れた活動に取り組んだり、県内の民謡等のプ

ロの演奏家を招いてスクールコンサートを行っ

たりしながら、日本の伝統音楽への関心を高め

ているところであります。

ますます西洋音楽一辺倒に○黒木正一議員

なっているのかなと思っておりましたが、民謡

などの伝統音楽もかなり指導されているという

ことであります。「ひえつき節」一つをとって

も、その歌にはいろんな物語があるわけであり

まして、先人からつないできたものを大切にし

て伝えていくというのも、非常に大事なことで

はないかというふうに思います。

ことしの２月16日に、東九州道北浦―蒲江間

の開通式典が大分県蒲江で行われました。知事

も出席されましたけれども、式典のオープニン

グアトラクションで、蒲江道づくりを考える女

性の会が「蒲江ハンヤ節」という民謡を踊りま

した。司会の紹介では、平成10年に大分県で開

催された国民文化祭に合わせて、これまであっ

た民謡をベースにつくり直したものということ

でした。国民文化祭の開催を受けて蒲江町で

は、「海の文化フェスティバル」と題して、海

にかかわる多彩なイベントを実施しています。

国民文化祭というようなビッグイベントでは、

民謡をも生まれ変わらせるのだなというふうに

思いました。

宮崎県においても、全国規模のイベントで、

「ひえつき節」は田舎節から都節へ大きく変

わってきていると言われ、1954年開催の南国宮

崎産業博覧会では、新民謡「いもがらぼくと」

が誕生しています。本県においては、記紀編さ

ん1300年記念事業の集大成として、平成32年の

国民文化祭の誘致を目指しています。事業の基

本構想によると、県民総参加による国民文化祭

の開催が目指す姿として示されています。これ

はかなり古い話になりますし、国民文化祭とは

目的が異なるとは思いますけれども、県民総参

加、つまり県と県内の市町村が協力し、挙県一

致で行われたイベントは、1933年の祖国日向産

業博覧会と1954年の南国宮崎産業観光大博覧会

と言われ、祖国博では、宮崎を天皇の祖先の国

「祖国日向」と呼び、皇祖ゆかりの地という宮

崎のイメージを全国に発信し、南国博では、南

国宮崎というイメージだったと言われていま

す。これが新婚旅行のメッカに結びついたとも

言われています。国民文化祭を1300年記念事業

の集大成とする意味と、少し先のことになりま

すけれども、どういうイメージを全国に発信し

ようと考えておられるのか、知事にお伺いしま

す。

本県には、先ほど来の○知事（河野俊嗣君）

民謡なり、また日向神話や神楽など、数多くの
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貴重な文化資源、「宝」というものが残されて

いるというふうに思います。木挽唄の話にもあ

りましたし、神楽もそうですが、宮崎だけで独

立であるのではなく、いろいろ伝わったものが

あるのかもしれませんが、それが昔ながらの形

で残されているというのがまた非常に宮崎の特

徴ではないか、また誇りとするべきところでは

ないかなというふうに思っております。この記

紀編さん1300年記念事業は、「神話のふるさと

みやざき温故知新ものがたり」というものを

基本理念にしまして、こうした「宝」を再認識

するとともに、県民の力を結集して磨き上げを

行うことにより、地域の活性化や将来の県づく

りにつなげていこうということであります。こ

うしたことから、文化活動への国民の意欲を高

め、伝統文化の保存・継承、交流促進などを目

的とする国民文化祭を本県で開催しようとする

ことは、芸術文化の振興と記紀編さん1300年記

念事業の集大成として大きな意義があるのでは

ないか、そして本県の「宝」を全国に発信する

絶好の機会ではないかと考えているところであ

ります。国民文化祭における本県イメージの発

信、どういうイメージで、どのようにそれを発

信していくかというようなことにつきまして

は、今後、市町村や関係団体などの御意見を伺

いながら、検討組織もつくった上で検討を進め

てまいりたいというふうに考えておるところで

ございます。民謡、神話、神楽、そうした伝統

的な文化資源とともに、いろんな新しい文化活

動なども宮崎で活発に行われているところであ

りまして、そういったものを全国に強力に発信

する機会としてまいりたいと考えております。

まだ数年後のことではありま○黒木正一議員

すけれども、しっかりと戦略を練って、宮崎県

の発展のために、そして観光の振興のために、

ぜひ取り組んでもらいたいというふうに思いま

す。

次に、宮崎県の観光についてお尋ねいたしま

す。本県の昨年１年間の観光客数が、口蹄疫発

生前の水準にほぼ回復したという発表がありま

した。宮崎空港の利用者数も約270万人で、対前

年度比８％ぐらい伸びておりまして、７年ぶり

の増加となっています。しかし、10年前に比べ

ますと、約65万人以上減少しています。この１

年、青島や鵜戸神宮などが大きく増加している

と聞いておりますが、この1300年記念事業関連

イベントが効果を上げ始めたという見方もある

ようですけれども、県民への周知はまだまだと

いうふうに思われます。

ことしの１月中旬、関西から30代の夫婦が宮

崎に１泊２日の観光旅行に来まして、私が案内

することになりました。ちょうどプロスポーツ

のキャンプもない、花もそんなにない、特に希

望する場所もないということで、どこに連れて

行ったらいいのかということで悩みました。宮

崎市に泊まるということが唯一の条件でありま

したので、昼に宮崎空港で出迎えて、１日目

は、綾から西都原に行きまして、２日目は、青

島、鵜戸神宮、それから飫肥城とかを回りまし

て、宮崎空港で見送りをいたしました。案内し

ながら、宮崎県の観光の目玉は果たして何だろ

うかというふうに考えながら、ずっと案内した

ところでありますが、例えば、知事は１泊２日

でどこか案内してくれと言われたら、どこに案

内しますか。

いろんなことが考えら○知事（河野俊嗣君）

れると思いますが、やはりそのときの特徴なり

宮崎の売りとしては、１月でも暖かいんだとい

うことは、ほかの県と比べるとあろうかと思い

ます。ほかの県庁所在地、九州の県庁所在地が
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雪が降っていても、宮崎は降らないということ

がよくあるわけであります。また、今、議員が

御指摘されましたような綾とか西都原とか、そ

れから日南方面、鵜戸とか、そういったところ

は、魅力的な、本県にとってアピールできるポ

イントだと思います。もちろん青島もですね。

今、記紀編さん1300年に取り組んでおります

が、そういったスポットが「ニニギノミコトと

コノハナサクヤヒメ伝説」に結びついていると

いうことですとか、青島が「海幸・山幸」の舞

台であると、そういったことを話をしながらお

連れすると、非常に相手にとっても珍しいとい

いますか、インパクトがあるのではないかとい

うふうに思っておりますし、日程さえ合えば、

裸まいりに参加されませんかとか、そういうよ

うなお誘いもあり得るのではないかなと思った

ところでございます。いろんな形でそういう宮

崎の魅力をアピールできるものと考えておりま

す。

知事という立場で、どことど○黒木正一議員

こに連れていきますよとはなかなか言えないの

ではないかというふうに思うんですけれども、

私も自分が連れて回ったところを振り返ってみ

ますと、神話ゆかりの地がほとんどなんだなと

いうふうに思いました。目玉はないけれども、

いろんなところにそういうゆかりの地があると

いうふうに思いました。ただ、私が知識がない

ばかりに、県外の人に説明をしなければ、結局

神話ゆかりの地は神話ゆかりの地ではなくなっ

てしまうわけで、私自身の反省ですけれども、

県民が、やはりしっかり神話のことについても

いろんな物語を勉強しておくと。そうでなけれ

ば、この事業というものは前に進まないといい

ますか、それがまず第一歩ではないかなと、案

内した後に自分の反省としてそういうふうに思

いました。

ちょうど１月中旬でありましたけれども、日

南海岸に案内した日は、宮崎の市街も非常にか

すんでおり、空もかすんでおりまして、青い

海、青い空を残念ながら案内することができま

せんでした。その数日前には、中国の深刻な大

気汚染の状況がテレビで放映されておりまし

た。春はもともと、牧水の歌にあるように、か

すみたなびくのが普通でしょうけれども、この

ところのかすみぐあいはどうも異常で、中国か

らの越境汚染というのが心配されます。宮崎県

のキャッチフレーズは「太陽と緑の国」である

ように、よく晴れてよく降るのが特徴の気候で

す。宮崎県の防災ヘリは「あおぞら」、宮崎市

の総合発達支援センターも「あおぞら」である

ように、青い空は宮崎の大きな魅力の一つと言

えますが、越境汚染は問題です。特にことしの

初めは、黄砂とは別にＰＭ2.5が、中国の深刻な

大気汚染に伴い、国境を越えて日本に飛来した

ことで、突然注目されるようになりました。こ

れは本県だけの問題ではありませんし、外交上

の問題でもあります。すぐに解決しそうにはあ

りませんが、県内の観測地の測定値が比較的高

く推移していると聞きます。測定データについ

て、県民にどのように公表しているのか。ま

た、注意喚起を行う場合、どのように周知する

のかについて、環境森林部長にお伺いします。

ＰＭ2.5につき○環境森林部長（堀野 誠君）

ましては、県内４カ所の測定局で監視し、その

データは、県のホームページ「みやざきの空」

において、１時間ごとに公表しております。ま

た、注意喚起については、国の通知に基づき、

当該日の午前５時、６時、７時の１時間値の平

均値が、１立方メートル当たり85マイクログラ

ムを超えた場合に行うこととしております。そ
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の周知方法につきましては、県のホームページ

や防災メール等により情報発信を行うととも

に、マスコミ、市町村へ情報を提供し、県民の

皆様に周知をお願いすることとしております。

越境汚染を心配せずに「青い○黒木正一議員

空」というのを強調できるように、対策を講じ

ていただきたいというふうに思います。

続きまして、飲食店のバリアフリー化につい

てお尋ねいたします。30数年ぶりに長崎県の知

人から連絡がありまして、宮崎市に行事があっ

て行くことになったので、夜会って一杯やろう

という話になりました。泊まっているホテルに

迎えに行きましたら、驚いたことに車椅子に

乗っておりまして、さて、どこに連れていった

らいいだろうかというふうに思いました。これ

まで非常に無関心であったということを後悔し

たんですけれども、とにかく出てみようという

ことで、タクシーに車椅子を積みまして街へ出

ました。私の行きつけの店に行ってみようとい

うことで、タクシーをおりまして、エレベータ

ーに乗って６階まで行き、エレベーターをおり

て店のドアをあけましたら、何とスロープに

なっておりまして、すっと入っていくことがで

きました。本当に胸をなでおろしたんですけれ

ども、私の知人も大変喜んでいたんですが、車

椅子の人にはどこに行ったらいいかというのは

わかるかもしれませんけれども、私は無関心で

わからなかったなと後悔するんですが、宮崎県

内でどれぐらいバリアフリーに対応した飲食店

があるのでしょうか。そして、宮崎県は障がい

者に優しい、おもてなしの心があるんですよと

いうことで、県外にもＰＲするようなことはで

きないのか、福祉保健部長にお伺いします。

県では、県内○福祉保健部長（佐藤健司君）

の飲食店などのバリアフリー情報、例えば、障

がい者用駐車場、トイレ、スロープなどの情報

を掲載したホームページ「みやざきバリアフリ

ー情報マップ」を開設しており、このマップで

は約2,000施設を紹介しておりますが、そのう

ち、車椅子利用者の方に不可欠な障がい者用ト

イレのある飲食店は、119施設となっておりま

す。また、バリアフリーの施設を推奨するた

め、県や市の「福祉のまちづくり条例」で整備

基準を定め、この基準に適合する施設には適合

証を交付し、施設に掲示していただいておりま

す。県としましては、引き続き、バリアフリー

の施設の推奨及び情報マップの充実と周知方法

を工夫することにより、障がい者に優しい宮崎

県を県外の方にもＰＲしてまいりたいと考えま

す。

「おもてなし日本一」という○黒木正一議員

のは、まだもちろんおろしたわけではないと思

いますし、やはり県外の人たちにも、宮崎県は

こうやって障がい者に優しい観光地づくり、飲

食店づくりをしているんですよということを認

定というか認証するなりして、そういう取り組

みをしていただくと、観光客にしても、もちろ

ん宮崎県の人にしても、障がい者に優しい宮崎

県ということをもっと強くＰＲすると、我々も

それを知ることになりますし、どういうところ

に連れて行ったらいいのか、どこに一緒に行っ

たらいいのかというのがよくわかるようになる

のではないかと思いましたので、ぜひ積極的に

取り組んでいただきたいというふうに思いま

す。

続きまして、神楽の無形文化遺産登録につい

てお尋ねいたします。ことしは、「富士の国や

まなし」と銘打った国民文化祭が山梨県で開催

されており、４月末に富士山の世界遺産登録が

勧告されたことから、恐らく山梨県は盛り上
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がっているのではないかというふうに思いま

す。本県においては、記紀編さん1300年記念事

業基本構想の中で、国民文化祭開催のほか、神

楽の世界無形文化遺産を目指しております。有

形の世界遺産登録審査のハードルは年々高く

なっていると聞きますけれども、神楽の世界無

形文化遺産登録の可能性について、知事にお伺

いします。

世界無形文化遺産の登○知事（河野俊嗣君）

録申請につきましては、原則として、国の重要

無形民俗文化財等に指定されているものの中か

ら、指定年次の古い順に文化庁が選定し、ユネ

スコへ提案することになっております。現在、

本県におきましては、207の神楽が地域の人々の

生活に根づき、保存・継承されておりまして、

全国でも有数の神楽群が残されている地域とし

て専門家の高い評価を得ている、そういう面で

は非常に手応えがあるというふうに聞いておる

ところであります。県としましては、「めざそ

う世界無形文化遺産！みやざきの神楽魅力発信

事業」におきまして、まずは、国の重要無形民

俗文化財に指定されている48の神楽の詳細な調

査を行い、登録に必要な資料の準備を進めるこ

ととしております。今後、記紀編さん1300年記

念事業を推進する中で、登録に向けてのＰＲや

イベントなどを行いまして、国内外に向けて、

本県の貴重な宝である神楽の魅力を広く情報発

信し、特にまた、審査委員もたくさんいらっ

しゃる関東方面にもしっかり情報をＰＲすべき

ではないかという、いろんなアドバイスもいた

だいておるところでございます。世界無形文化

遺産登録の可能性を高めてまいりたいと考えて

おります。

ことしの冬、私は地元の夜神○黒木正一議員

楽に行ったんですけれども、そこで、全国のい

ろんな神楽とか郷土芸能とかを見て回ってお

る、かなりそういうことに詳しい方とお話をし

ました。そのときに、「地元の方はおわかりで

ないけれども、宮崎県の神楽というのは物すご

く価値があるものですよ。世界遺産の登録へ向

けて運動したらどうですか」という話を聞かさ

れまして、そんなものなのかというふうに初め

て知ったんですけれども。一方、隣に座ってお

りました地元の青年は、「夜神楽というのは、

いつまでも続けなければならないものでしょう

か」と言ったんです。やはり人口が減ってい

く、神楽の舞手が少なくなっていく、そういう

中で、夜神楽を続けていくのは大変な負担にど

んどんなっていると。それも本当だろうなと思

いながら、そういうことの対策もとって、世界

遺産に登録されるときに、神楽の舞手がいな

かったということがあってはいけませんので、

ぜひそういう対策も今後とっていただきたいと

いうふうに思います。

それでは、続きまして、林業関係に関して数

点質問をさせていただきます。

ちょうど１年前、木材価格の暴落を受けて特

命チームができ、原因の分析と対策を講じてき

ました。我々議会も、森林管理局、森林管理署

を回り、国有林の出荷調整等、要望を行いまし

た。木材価格暴落の要因は複合的なものであ

り、その中でも、歴史的な円高によるところが

大きいということでありましたが、１年後の

今、為替相場は変動しています。今、円安とか

円高と言っていいかわからないぐらい変動して

おるんですけれども、円安には間違いありませ

ん。円安によって、外国産の木材や木製品の輸

入価格が上昇し、それと競合関係にある国産材

の競争力が増して、価格もそれにつれて上がる

のではないかという期待があるのですが、円安
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が木材価格に及ぼしている影響についてお伺い

します。また、輸出が伸びているという報道が

ありましたけれども、その状況についても環境

森林部長にお伺いします。

最近の円安の○環境森林部長（堀野 誠君）

進行によりまして、外材の価格が上昇してお

り、その影響で国産の製材品価格も上昇してお

りますが、県内の原木価格は、梅雨時期に需要

が低下することなどから、今のところ、円安に

よる影響はあらわれておりません。しかしなが

ら、今後は、円安に加えて、木材利用ポイント

事業や消費税の影響により、住宅着工の増加が

見込まれることなどから、原木価格の上昇が期

待できるのではないかと考えております。次

に、木材輸出につきましては、これまでの韓国

に加えて、台湾への原木輸出が軌道に乗り始め

たことから、昨年度は、量、額ともに増加した

ところですが、輸出に取り組む森林組合などに

よりますと、円安による影響は、今のところあ

らわれていないとのことであります。県としま

しては、円安により価格競争力が高まりますの

で、県産材の国内外での需要拡大に向けて、関

係団体と連携を図りながら、積極的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

円安の影響というのは、木材○黒木正一議員

価格にはないということでありますけれども、

確かに、ここ20年余りの傾向を見てみますと、

輸入される外国産材は、明らかに為替変動に追

随しておりますけれども、国内丸太の価格は一

方的に下落しているというのが現実です。

韓国、台湾など東アジア向けの木材輸出がふ

えているということでありますけれども、細島

港の木材輸出の対応についてお尋ねいたしま

す。統計資料を見ますと、九州からの木材輸出

のうち、31％が志布志港、21％が細島港と、約

半分を２つの港で占めております。特に志布志

港からの輸出がふえているようです。業者の話

では、細島港は木材集荷用の土場が狭い、特に

中国向けは薫蒸が必要なことから、その処理場

所も限られており、一度に2,000から3,000立方

の話が来ても対応できず、コンテナも志布志港

に比べ少なく、割高になるというふうに聞きま

す。安定供給できる体制づくりが今度どうして

も必要というふうに思うんですけれども、細島

港の中国への木材輸出に関する整備状況、将来

の整備計画についてお伺いします。県土整備部

長にお願いします。

今お話にあ○県土整備部長（大田原宣治君）

りましたように、細島港からの木材輸出につき

ましては、主にコンテナが利用されておりま

す。このような中、細島港では、これまでにコ

ンテナ貨物の増加に対応するため、ガントリー

クレーンの増設やコンテナヤードの拡張を行っ

てきたところでありますが、中国に輸出する木

材につきましては、薫蒸処理が必要となるた

め、白浜地区の埠頭用地に約2,700平方メートル

の用地を確保しているところであります。現

在、中国向けの木材輸出が増加傾向にあり、白

浜地区における薫蒸場所のさらなる確保が必要

であると考えておりますが、現在の埠頭用地

は、年間を通してブロック製作等の港湾工事に

使用するため、対応が困難な状況となっており

ます。このため、平成26年度完成予定の大型岸

壁の整備に合わせまして、新たに薫蒸場所とし

て利用可能な用地を確保する予定としておりま

す。

細島港は背景に大量の木材資○黒木正一議員

源を誇っているものの、杉のＢ材、Ｃ材が邪魔

者扱いされるように買いたたかれておりまし

て、本当は今、対応をとってもらいたいという
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のが正直なところであります。業者の話による

と、中国、台湾から大口の商談もあるものの、

港での荷さばきが悪く、流通諸コストも割高

で、その改善を求める声を聞きます。せめて３

万平方メートルぐらいの集荷土場が必要という

声もあり、将来を見据えた整備を進めていただ

くよう要望いたしておきたいと思います。

それから、入郷地域から、高速道、細島港へ

のアクセス道の整備についてお伺いいたしま

す。念願であった東九州道、延岡から宮崎まで

の完成が今年度中に予定されており、大変喜ん

でいるところです。また、細島港も整備が進む

など、陸・海のインフラ整備が着々と進んでい

ます。ただ、豊富な木材資源を有し、木材加工

場もある入郷地域から、日向インター、細島港

に通じる道路は、国道327号しかなく、現在、椎

葉村等で改良が進んでおりますが、早く整備し

た日向市側で線形が悪く、対策が必要と考えま

す。高速道にしても港にしても、それを整備す

ることによって、住民の利便性の向上はもとよ

り、地域の産業振興など地域の経済が活性化す

ることが重要です。アクセス道の整備により、

細島港と道路の一体化が必要と考えますが、整

備についての考えを県土整備部長にお伺いしま

す。

入郷地域と○県土整備部長（大田原宣治君）

細島港及び日向インターチェンジとを結ぶ道路

としましては、国道327号が主要な道路となって

おります。現在、東九州自動車道並びに細島港

へのアクセス機能の向上や日向市内の交通混雑

の緩和を目的としまして、日向インターチェン

ジを経由しますバイパス道路を計画していると

ころです。このうち、国道10号から日向インタ

ーチェンジ間につきましては、本年度末の供用

を目指し、全力で工事を進めているところで

す。また、残る日向インターチェンジから西側

の区間につきましては、今後の事業化に向け、

引き続き、道路の構造や経済性などの観点か

ら、最適なルートの検討を進めることとしてお

ります。

今、木材を運ぶトラックも、○黒木正一議員

トレーラーとかつきまして、次第に大型化して

おります。また、宮崎県では、45フィートコン

テナ物流特区の認定を受けましたし、早くルー

トを設定して見通しを立てていただくようにお

願いしたいと思います。

次に、木質バイオマス原料の関係につきまし

てお尋ねいたします。全国的に木質バイオマス

発電整備への動きが活発化しており、本県にお

いても、新たに４つの発電施設の整備計画があ

ると聞きます。全国的に見ても、木材産業から

発生する木質バイオマスのうち、そのほとんど

は既に何らかの形で利用されており、本県にお

いても、そのとおりと言えます。つまり、新た

に木質バイオマスを利用しようとすれば、林地

残材を利用する以外になく、林地残材をできる

だけ近い山林から効率的かつ安定的に発電施設

まで運ぶかが課題と言えます。林地残材利用の

コストは、林地内から土場までの収集コスト、

土場から利用施設までの物流コスト、中間処理

コストが考えられます。本県は、作業路の延

長、高性能林業機械の導入が全国トップレベル

にあり、林地残材を木質バイオマス原料として

利用する環境は、ほかの地域と比べて整ってい

るというふうに思われます。本県においては、

コスト削減等のモデル的取り組みへの支援を

行っておりますが、その検討状況についてお伺

いします。

木質バイオマ○環境森林部長（堀野 誠君）

ス原料の収集運搬方法につきましては、昨年度
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は、複数の中間土場の設置や大型車両の活用な

ど、実際の条件に近づけた設定のもとで検証を

行いました。具体的には、運搬距離を山元から

中間土場、中間土場から工場までに区分すると

ともに、運搬車両を10トン車と23トン車に区分

して設定し、それぞれの場合の収集運搬コスト

を試算したところであります。また、間伐を

行った場合に、原料として見込まれる林地残材

が実際にどの程度発生するのか検証したところ

であります。今年度は、中間土場の設置条件や

主伐地におけるバイオマス発生量等について、

さらに検証を行うとともに、得られた結果を活

用しながら、収集運搬の効率化が図られるよ

う、助言や情報提供を行ってまいりたいと考え

ております。

自伐林家 自分で木を切っ○黒木正一議員 ─

て生産する林家がいるんですけれども、そうい

う人たちが中間土場に運び、それを少しでも所

得につなげるシステムづくりというのも、原料

確保のためには必要というふうに思います。こ

のこともしっかり取り組む必要があるだろうと

いうふうに思います。

次に、木質バイオマス原料の価格対策につい

てお伺いします。今議会の補正予算に、森林整

備加速化・林業再生事業で、木質バイオマス発

電施設整備関係費が計上されていますが、山元

への利益還元がなければ安定的な原料供給体制

はできないと考えます。利益還元できる仕組み

をつくるには、生産者、生産団体、流域（地

域）が団結し、価格交渉力を持つべきであり、

今が非常に重要な時期というふうに考えます。

県としては、供給側の体制づくりにどのように

取り組んでいくのかをお伺いします。

木質バイオマ○環境森林部長（堀野 誠君）

ス原料を安定的かつ継続的に供給するために

は、関係者が一体となった供給体制づくりや、

コストに見合う適正な価格での取引が継続して

行われることが重要であります。このため、県

では、ことし４月に、林業関係団体や森林組合

などによる連絡会議を開催し、安定供給体制づ

くりについて意見交換を行い、さらに５月に

は、県北地域において、地域協議会についての

勉強会を開催したところであります。今後と

も、地域協議会の設立について、助言や情報提

供などを行うとともに、設立された場合には、

必要な施設や機械の整備への支援を行うことと

しております。こうした取り組みを通して、木

質バイオマス原料が安定的に供給され、林家の

所得向上につながるよう努めてまいりたいと考

えております。

今、大手の製材・加工メーカ○黒木正一議員

ーでは、既に人工林を買い始めているというこ

とで、将来的にも社有林をふやそうとしている

というふうに聞いております。木材価格が安い

中で、先人たちが苦労してつくった資源が、気

がついたら大企業に買い占められていたという

ことになってはならないと思います。そういう

ことにならないように、供給側の体制づくりに

ぜひ県の指導力も必要ではないかというふうに

思います。

次に、長伐期施業と大径材の対策についてお

伺いします。県産の杉丸太は大径材がふえてお

り、安値で取引されており、今後、長伐期施業

を進めますと、大径材が非常に多く出材される

ことになり、丸太価格に不安定要素が危惧され

ます。本県は特に、高温・多湿で成長が早く、

年輪幅が大きいことから、大径材となっても他

地域との競争力が懸念されます。また、標準伐

期施業により回転を早くすることが、育林等雇

用の確保にもつながると考えます。長伐期施業
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は本当に山元に利益還元ができるのかという疑

問の声を聞きますが、長伐期施業についてどう

考えるのか伺います。また、大径材に対応した

加工対策が必要と思われます。どのような加工

施設が必要なのか、利用促進策についてもお伺

いします。

本県の民有人○環境森林部長（堀野 誠君）

工林は、45年生前後を中心に偏った齢級構成に

なっており、その７割が伐採時期を迎えており

ます。今後、本県林業において持続的な森林経

営を確立し、森林の有する多面的機能を高度に

発揮させるためには、将来的に均衡がとれた齢

級構成とすることが必要であり、このため、計

画的な施業による適正な森林管理や長伐期施業

を推進しているところであります。また、大径

材については、これに対応した集成材加工施設

等の整備を進めるとともに、木製ガードレール

等の新たな用途の開発や、大型公共建築物への

利用に向けた構法の研究等に取り組むなど、利

用拡大に努めているところであります。また、

日向市に進出する中国木材株式会社において

は、集成材用の板として大径材を大量に消費す

る予定であり、これらにより、大径材の利用が

一層進むものと期待しているところでありま

す。

長伐期がいいのか、短伐期施○黒木正一議員

業がいいのかといういろんな それは宮崎県─

も長伐期ができるところは長伐期をしましょう

という方針ではありますけれども、南九州は台

風・大雨による山地災害が非常に多い地域でも

ありますし、地域の実情に合った施業体系づく

りが必要だというふうに私は思います。

次に、木材利用ポイント制度についてお伺い

します。木材利用ポイント制度が始まりまし

た。本制度は、地域材を使った木造住宅や木製

品の購入者にポイントを付与して、木材需要喚

起を図る仕組みと聞きますが、その概要につい

て質問いたします。ポイント付与の対象になる

のは何か。また、地域材とは国産材だけと考え

ていいのか。新築住宅を建てた場合のポイント

付与額はどれだけか。ポイントで交換できる商

品は何か。県民への周知など事業の進め方につ

いてもお伺いします。

木材利用ポイ○環境森林部長（堀野 誠君）

ント事業は、地域材の需要喚起を目的として国

が直接行う事業で、平成24年度補正予算とし

て410億円が計上されております。事業内容とし

ましては、木造住宅の新築等に対し１戸当た

り30万ポイント、住宅の内外装の木質化等に対

し最大30万ポイントを付与し、地域の農林水産

品、商品券などとの交換や、森林づくり活動へ

の寄附に充てることができるというものであり

ます。対象となる木材は、杉等の地域材が指定

されておりますが、外材につきましては、一定

の要件を満たせば認められる場合があります。

県としましては、本事業が県産材の利用促進に

大きく寄与するものとして期待しているところ

であり、本事業の県協議会である「みやざき木

づかい県民会議」と連携しながら、ホームペー

ジやテレビ・ラジオ等により、県民や関係者へ

の周知を図ってまいりたいと考えております。

この制度の目的は、国産材の○黒木正一議員

需要拡大と山村経済の活性化であると思いま

す。木材を使う側にしたら、新築する場合、増

改築する場合、またペレットストーブを買う場

合とか、本当にいい、おいしい制度だというふ

うに思いますので、ぜひ国産材の追い風となる

ように進めていただきたいというふうに思いま

す。

次に、シイタケ生産に関してお尋ねいたしま

平成25年６月14日(金)
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す。昨年の今ごろ、山村を歩けば木材価格暴落

の話ばかりでありました。ことしは、それにシ

イタケ価格が加わりました。とりわけ山村の貴

重な現金収入源である乾シイタケの価格低迷

は、生産原価の半値という状況で、生産を諦め

る人も出てきており、ほかにかわりの作物を探

すことが容易でない山村にとって深刻な問題と

なっています。かつて乾シイタケは、盆、正

月、法事などの料理に欠かせない定番料理でし

たが、それらの習慣も廃れ、簡易化、外食化な

ど食生活変化への対応のおくれなど、世帯当た

り消費量も大きく減少しています。乾シイタケ

消費量の７割が業務用で、そのうち、中国産と

比べて、安全・安心、おいしさから国内産が進

出可能なのは、給食・外食用と言われていま

す。その給食、原発事故で福島県産のシイタケ

から放射性物質が検出されて以降、敬遠する動

きがあり、その風評被害も価格下落の大きな要

因と言われています。本県は全国２位の生産量

であり、乾シイタケ生産量を平成21年の614トン

から32年には840トンに大きくふやす目標値を定

めていますが、このような価格が続けば、生産

量を維持することも困難と言えます。課題解決

のためには、何より消費の拡大が必要であると

思います。生産者、生産団体が取り組むべき課

題ではありますが、これまで県は対策を講じて

きていただいておりますけれども、今後の取り

組みについて、環境森林部長にお伺いします。

乾シイタケ価○環境森林部長（堀野 誠君）

格は、平成20年以降、年々低下傾向にあり、昨

年の価格は、直近のピークである平成20年の約

６割となっており、大変厳しい状況にあると認

識しております。このため県では、昨年度、主

要産地の生産者や加工・流通の関係者等から成

る検討会を設置し、対応策等の検討を行ったと

ころであります。今年度は、消費を拡大するた

めのもととなる、生産基盤の強化に取り組む意

欲の高い団体等への支援を強化するとともに、

安全・安心の確保のためのトレーサビリティー

システムの定着化や、産地表示の適正化を推進

することとしております。また、消費離れの著

しい若年層への消費拡大を図るため、小学生を

対象にした食育講座や料理教室を開催するとと

もに、ことしから「乾しいたけの日」として定

められた７月７日には、本県においても、関係

団体と一体となって、消費拡大イベントを開催

することとしております。今後とも、関係者等

との連携を図りながら、消費拡大に積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。

今月、日向市で、乾しいたけ○黒木正一議員

生産者大会が行われました。その中で、大分県

では、民間商社４社が７月の入札を中止すると

いう動きがあるということでありますし、価格

アップの手法として、生産者団体、商社で団結

して、数カ月間、入札をストップすべきという

提案があるなど、事態は深刻となっておりま

す。消費拡大のための加工・輸出等を含めたい

ま一度の振興策を、県ができる分はひとつよろ

しく御指導いただきますようにお願いいたした

いと思います。

続きまして、薬草栽培について質問いたしま

す。薬草の主要産地の中国では、富裕層が大量

に使い始めるなど、消費に追いつかないほどの

需要が出るなどの国内事情によって、輸出を制

限する動きと聞きます。日本の製薬メーカー

も、国内生産に方向転換、各地で産地をつくる

動きと言われています。野尻町にある薬草・地

域作物センターは、薬用植物やハーブ、地域作

物、山菜などを活用した「地域農業の振興」と

「食と農業の情報発信」を目的に、平成13年に

平成25年６月14日(金)
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開設し、県内に自生する生薬原料薬用植物の産

地化技術開発に取り組んでいますが、休耕地の

利活用、特に中山間地域の地形を生かした産地

化はできないのか。木材やシイタケの価格が低

迷し、山村の維持が困難になろうとしている

今、センターの出番ではないかと思いますが、

取り組みについて、農政水産部長にお伺いしま

す。

薬草・地域作○農政水産部長（緒方文彦君）

物センターでは、これまで、ウコン、セリ科の

植物であるミシマサイコなど、薬草植物の収量

向上技術の開発等に取り組み、一定の研究成果

を上げてまいりました。一方、薬用植物は、生

薬としての販売に薬事法などの規制がかかるこ

とに加え、製薬会社との流通ルートが固定化し

ていることなど、新たな産地化が進みづらい状

況にございます。今後は、原料の一大供給国で

ある中国における輸出制限の動向も考慮しつ

つ、また、製薬会社の需要情報を丁寧に把握し

ながら、中山間地域の特性などを踏まえた産地

化の取り組みにつきましても検討してまいりた

いと考えております。

時間が参りましたので、以上○黒木正一議員

で質問を終わります。（拍手）

次は、山下博三議員。○福田作弥議長

〔登壇〕（拍手） 通告に従い○山下博三議員

まして順次お伺いしてまいります。

昨年の６月議会において、河野県政における

長期展望について、さまざまな角度からお伺い

いたしました。その中で、長引く景気低迷の

中、知事は、河野県政スタートと同時に「みや

ざき行財政改革プラン」を策定し、職員の意識

改革を進めていくとの答弁をされました。口蹄

疫、鳥インフルエンザの発生、そして新燃岳の

噴火と、重なる災害が続く中、また、ここ数

年、大変不安定な国政の中、ひとしく県民も痛

みを分かち合ってきたものと思っております。

そのような中、何とか明るい宮崎の展望を開

きたいという思いを込めて、多くの議員が知事

に期待する質問を、時には厳しく出されてまい

りました。昨年、福田作弥議長も、松形元知事

の回顧録の表題「たゆたえども沈まず」の記述

について触れておられました。私も若い世代か

ら、長期政権だったからかもしれませんが、黒

木元知事、松形元知事の多くの功績を感じてま

いりました。もちろん失敗した政策もあったも

のと思います。特に黒木県政では、防災営農、

そしてＳＡＰ、ＳＳグループ等の若者の人材育

成に力を注ぎ、それが実って今日、本県の農業

県としての地位を築き上げました。また、松形

県政では、新ひむか運動、国土保全奨励制度、

フォレストピア構想など、常に長期展望に立っ

た政策を展開し、常に政治家として、またトッ

プリーダーとして、５年、10年先のことを見据

えた政策を実現してこられたと思います。

そこで、知事にお伺いいたしますが、知事と

して、県民に夢を語り、そしてまだまだ県民か

ら期待される政治家、河野知事としてのカリス

マ性を発揮すべきと思いますが、知事の思いを

お伺いいたします。

以上、壇上からの質問を終わり、この後、質

問者席にて行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

今、議員から、黒木知事、松形知事のさまざ

まな御功績について、お話があったところでご

ざいます。置県130年の記念式典でも改めて確認

をさせていただいたところでございますが、こ

れまで県民一丸となって、さまざまな実績を上

げてきたその取り組みというものを、敬意とと

平成25年６月14日(金)
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もに受けとめておるところでございます。それ

を踏まえて、今の県政を預かる私としまして

も、将来を見据えたしっかりとした目標を掲

げ、県民の先頭に立って、宮崎の未来を切り開

いていかなくてはならない、そのような決意を

新たにしておるところでございます。

今、「復興から新たな成長」へという方向を

掲げ、新しい「ゆたかさ」への挑戦を長期ビ

ジョンでも掲げ、具体化に取り組んでいるとこ

ろでございます。ここ数年、さまざまな災害に

見舞われたわけでございますが、ようやく明る

い兆しも出ている中で、「新しい時代を切り拓

く「成長産業」の育成」や東アジア市場の開拓

など、いろんな取り組みに全力でこれからも取

り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。

そして、あの記念式典でも申し上げたよう

に、やはりこれからの宮崎を築いていく上で重

要な取り組みとしては、人づくりではないかと

いうふうに考えておるところでございます。産

業や地域社会を担う人材あるいは世界に羽ばた

く人材というものを育成する。特に、将来を担

う子供たち、子育て日本一の県をつくってい

く、大変重要な取り組みであろうというふうに

考えておるところでございます。そういった成

果を上げていくには、やはり県民が力を合わせ

ていくこと、県民が力を合わせれば、宮崎は強

みを発揮することができる、切り開くことがで

きるというふうに確信をしておるところでござ

います。私としましても、自分の持てる力を存

分に発揮し、県民の皆様とともに、力強く希望

が持てる宮崎の未来に向けて歩んでまいりたい

と、そのように考えておるところでございま

す。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございます。○山下博三議員

同じく知事に伺ってまいりますが、知事は、

長引く景気低迷となり、また連続して起こった

災害で疲弊した本県経済に、何とか光を取り戻

したいという思いで、昨年から古事記編さ

ん1300年にちなんで「岩戸開き」を掲げられま

した。オンリーワンブランド、本県のポテンシ

ャルを生かしたブランドを確立していくこと、

さらにその強みを発信していくこと、磨いてい

くことに取り組む決意を述べておられ、その思

いかなって、昨年、全国和牛能力共進会で２連

覇を果たすことができました。そこで、同じく

知事にお伺いいたしますが、今日まで本県の県

民所得はワースト３位であります。具体的に数

値目標を示すべきと思っておりますが、御見解

をお伺いいたします。

県民所得につきまして○知事（河野俊嗣君）

は、これまでもさまざまな議論があったところ

でございます。この数値自体が雇用者報酬や企

業所得などの総体であります。必ずしも一人一

人の懐に入る金額ということではないわけであ

ります。景気動向や人口構造の変化、またグロ

ーバルな経済環境の変化など、さまざまな要因

の影響を受けるために、１人当たり県民所得の

数値目標を設定するのは難しいのではないかな

というふうに考えておるところでございます。

しかしながら、あすの宮崎を支える揺るぎない

産業基盤の構築と雇用の創出を目に見える形で

実現することは、県民の皆様の一番の願いであ

ろうというふうに受けとめておりますし、それ

が知事である私に課せられた重要な使命である

と受けとめておるところでございます。そのよ

うな認識のもと、県の成長産業の育成加速化を

初めとする県内経済の活性化に全力で取り組む

こととしたところでございます。そのため、30

億円の成長産業育成加速化基金を設置し、フー

平成25年６月14日(金)
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ドビジネス推進課、そういう組織体制も整備し

たところでございます。県の経済・雇用を牽引

する成長産業の育成、さらには中小企業の振興

にも取り組むことで、県民所得の向上に向けて

邁進してまいりたいと考えております。

今日、本県の所得というの○山下博三議員

は45位前後をずっと維持しているところであり

ます。多分、知事も２期目にチャレンジされる

だろうと思うんですが、今回、河野知事の切り

札とも言えるフードビジネスを、本県の大きな

柱として事業化されました。ぜひ次に出馬され

るときには、県民所得に対するマニフェストを

正確に、明確に示していただくとありがたい

と、そのように思っています。

次に入ります。安倍政権は、ＴＰＰ交渉への

参加を表明し、４月12日に日米協議が合意に達

したところであります。過去、1993年のウルグ

アイ・ラウンド（多角的貿易交渉）で米の一部

市場開放を決めた際、毎年度１兆円、６年間で

６兆円をつぎ込んで国内対策を講じられました

が、大部分が農村の公共投資に回され、肝心な

価格保障等の農家対策に向けられず、農村の活

性化につながらなかった反省があります。日本

の農産品は、世界一安全・安心であります。農

家は、トレーサビリティーシステム、ポジティ

ブリスト制度など、さまざまな規制をクリアし

て頑張ってまいりました。安倍政権において、

重要品目については必ず守るとのことでありま

すが、本県においては、県ＴＰＰ対策本部を設

置されるなど対策を講じておられますが、ＴＰ

Ｐ協定が本県の第１次産業にどのような影響を

与えると考えておられるか、知事にお伺いいた

します。

このＴＰＰ協定、これ○知事（河野俊嗣君）

までも県民と力を合わせていろいろ取り組みを

進めてきたところでございますが、本県への影

響について、交渉参加国に対する関税を全て即

時撤廃し、何ら追加的な措置を講じないなどの

仮定のもとに、国の手法に準じて試算してみま

すと、基幹産業である農林水産業の生産額は、

畜産物や米を中心に、1,250億円減少すると試算

をしておるところであります。口蹄疫等からの

再生・復興やフードビジネスの推進に官民を挙

げて取り組んでいる中、農林水産業と地域経済

全体が密接に結びついている本県にとりまして

は、経済や雇用への深刻な打撃を懸念している

ところであります。このため、事態の推移に応

じて庁内のＴＰＰ対策本部を適宜開催いたしま

して、情報の収集・分析や必要な対策の検討を

行うこととしておるところでございます。国に

対しても、地方の声や懸念、不安というものを

しっかりと受けとめていただきまして、十分な

情報提供と地方との丁寧な対話に努めるととも

に、国益を損なうことのないよう、慎重な対応

というものを引き続き強く求めてまいりたいと

考えております。

次に、フードビジネスの振興○山下博三議員

についてお伺いしてまいります。

平成22年、口蹄疫の発生により、畜産・関連

産業への影響は1,400億円、商工業など県内経済

への３カ月の影響だけで95 0億円、合わせ

て2,350億円の影響額が試算されました。その

後、県は口蹄疫復興対策基金や口蹄疫復興対策

運用型ファンドを利用して、さまざまな経済復

興対策、産地再生対策に取り組んでこられまし

たが、鳥インフルエンザや新燃岳噴火、さらに

は東日本大震災などの影響もあったとはいえ、

思うように回復は進んでいない状況でありま

す。このことは、すなわち、本県の基幹産業は

農業であり、その農業が低迷すると、経済全体
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も低迷するということを示しております。畜産

においては、「復興から新たな成長」に向けて

「畜産新生プラン」を策定し、全国のモデルと

なる畜産の構築に向けて、新たなステージに進

もうとしているところであります。また、今年

度は、特にフードビジネスの振興に取り組むこ

ととされたところであります。

都城圏域においても、５月末に第８回都城盆

地農業を語る会を開催し、農業者、集落営農組

織、商工業者、行政関係など、たくさんの皆さ

ん方に参集いただきまして、フードビジネスに

ついての研修会を行ったところであります。研

修会の中では、フードビジネスとは、単に出荷

された農産物を加工して県外に販売するだけか

と思っていたという意見や、６次産業や農商工

連携などとどこが違うのか、農家個人では簡単

に取り組めない、何が市場性があるのか、ちゃ

んと調査して取り組まなければならないとか、

さまざまな疑問が出されたところでありまし

た。しかし、懇談会が終了するころには、フー

ドビジネスとは食にかかわる全ての産業が対象

で、食を中心に経済全体が成長しようというも

のであること、そのためにも１次産業が核と

なってもうかるという考え方を、参加者の大半

が持たれたようであります。

このような認識のもとで、フードビジネスに

ついて順次お伺いしてまいります。まず１点目

でありますが、フードビジネス振興構想におけ

る、第１次産業、第２次・第３次産業など産業

別の数値目標と、それぞれの産業に期待する役

割について、どのように考えておられるのか、

担当である稲用副知事にお伺いいたします。

みやざきフードビジ○副知事（稲用博美君）

ネス振興構想は、各産業ごとの従来の取り組み

の加速化に加えまして、食関連産業全体の成長

産業化を図るものであります。このことから、

１次から３次産業までの全体の目標値としまし

て食品関連産業生産額を掲げまして、平成21年

度の生産額１兆2,586億円を、32年度までに１

兆5,000億円にするというふうにしております。

また、個別目標といたしまして、平成27年度ま

でに農業産出額を2,960億円から3,194億円に、

食料品・飲料等出荷額を4,066億円から4,900億

円へと増加させることとしております。また、

各産業の役割でありますが、１次産業におきま

しては、マーケットが求める農林水産物を安定

して生産・供給できる体制の構築、食料品製造

業等第２次産業におきましては、商品の高付加

価値化、そして流通・サービス業等の３次産業

におきましては、効率的な物流システムの構

築、また食の魅力の発信による国内外からの誘

客促進などが期待されているところであり、生

産から加工、流通・販売・誘客に至るまでの一

貫した取り組みを強化することによって、フー

ドビジネスの推進を図ってまいりたいというふ

うに考えております。

ありがとうございます。○山下博三議員

次に、フードビジネスの振興を図る上で、先

ほども述べましたように、各産業分野が連携

し、相互にメリットがあることが大変重要であ

ります。先ほど申し上げましたが、フードビジ

ネスの基本は、農水産物を生産する１次産業の

揺るぎない基盤があって、初めて安心して２次

・３次産業が積極的に展開できるものでありま

す。本県においては、１次産業分野は農政水産

部、２次・３次産業分野は商工観光労働部が所

管されております。その連携をまとめるのが総

合政策部であろうと考えますが、フードビジネ

スを推進するに当たっての連携について、どの

ように進めていこうとしているのか。また、か

平成25年６月14日(金)



- 165 -

つてなかったと思うのでありますが、「みやざ

き成長産業育成加速化基金」総額30億円を、事

業実施期間、平成25年から29年の５カ年で、さ

まざまな事業を予算化し取り組む姿勢は、私は

大変評価するものであります。この「みやざき

成長産業育成加速化基金」をどのように活用し

ていくのか、総合政策部長にお伺いいたしま

す。

みやざきフー○総合政策部長（土持正弘君）

ドビジネス振興構想の推進に当たりましては、

本年４月に設置したフードビジネス推進課を中

心に、推進体制の整備を進め、去る４月23日に

県庁内のフードビジネス推進組織であるフード

ビジネス推進本部を設置いたしましたほか、５

月30日に県内産学官金の代表者から構成する宮

崎県フードビジネス推進会議を立ち上げまし

て、各関係機関の連携・協力体制の構築を図っ

たところであります。また、６月10日には、

「拡大」「挑戦」「イノベーション」の３つの

プロジェクトを検討・実行いたします部局横断

的な連絡会議を始動させたところでありまし

て、今後は、この連絡会議において、関係機関

や企業等ともしっかりと連携・調整を図りなが

ら、具体的な取り組みを進めていくことといた

しております。なお、本年度予算の重点施策に

係るフードビジネスの展開におきましては、成

長産業育成加速化基金から、フード・オープン

ラボの整備や宮崎牛の販路拡大、キャビア産地

づくりなど、12の事業に約３億6,000万円余を充

当しているところでありますが、今後とも、フ

ードビジネスの推進に向けて、基金を有効に活

用してまいりたいというふうに考えておりま

す。

ありがとうございます。総合○山下博三議員

政策部で今回30億の基金を持たれたわけであり

ますから、農政、商工をしっかりとまとめて政

策を推進していくこと、また、無駄な予算にな

らないように、費用対効果がしっかりと出るよ

うに、私たちもしっかりと今後チェックをして

いきたいと、そのように思っております。

次に入ります。１次産業の振興を農政水産部

に期待しているとのことでありましたが、私は

今回、７年ぶりに環境農林水産常任委員会に

戻ってまいりましたが、農政水産部の予算を見

て少々びっくりしたところでありました。農政

水産部の平成25年度当初予算は、部全体で375億

円、うち公共予算と言われるものは176億円であ

ります。７年前の平成19年度、私が初めて県会

議員に通ったときでありますが、骨格予算でし

たので、６月補正後の予算を見ますと、農政水

産部は467億円余、うち公共予算が245億円であ

りました。公共事業以外の予算も222億円か

ら199億円に減少しておりまして、農業経営者が

ハウスなどの施設や先進農業機械等を導入する

際に支援をいただいていたものが大きく削減さ

れております。部全体で20％の減少でありま

す。今後、ＴＰＰ参加による影響も懸念される

中、このような予算状況では、フードビジネス

振興構想の推進に大変な不安を抱いておるとこ

ろであります。フードビジネスを支える１次産

業の振興をどのように図っていこうとされるの

か、また、ＴＰＰの影響を払拭する予算のあり

方について、稲用副知事にお伺いいたします。

御指摘がありました○副知事（稲用博美君）

ように、フードビジネスを振興して、県全体の

経済・雇用を牽引していくためには、その基盤

となります農林水産業の力強い生産体制が前提

となってまいります。ＴＰＰ協定を初めとしま

して、農業を取り巻く環境が大きく変化してい

る中で、フードビジネスはスタートダッシュが
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肝要であります。このスタートダッシュを成功

させるためにも、今まさに正念場であるという

ふうに認識しております。社会保障関係費など

が増大するということで、県全体の財政も非常

に厳しさを増しておりますが、本県農業を将来

的に牽引していく担い手づくり等、必要な施策

につきましては、予算の重点化を図り、これま

での施策にとらわれず、大胆に打ち出してまい

りたいというふうに考えております。なお、Ｔ

ＰＰにつきましては、今後の交渉の推移に不透

明な点はございますが、県内の農業者の皆さん

に強い不安が広がっております。この不安を払

拭して、安心して営農に取り組んでいただける

よう、万全の措置を講じてまいりたいというふ

うに考えております。

よろしくお願いしたいと思い○山下博三議員

ます。当時、多くの農家から問い合わせがあり

ました。家族形態から雇用型の農業に移行して

まいりました。法人を設立したりしてですね。

その中で、機械導入というのは非常に大きな費

用を占めてきますから、今後とも、対策は十分

講じていただきますようにお願い申し上げたい

と存じます。

次にお伺いいたしますが、フードビジネスの

振興を図る上では、本県で生産された農水産物

を県内で加工・販売する企業の充実強化が不可

欠であります。現在、県内で、６次産業化、地

産地消法に基づく認定を受けている団体は50件

もあり、九州でもトップクラスでありまして、

それぞれ地域の農水産物を生かした取り組みを

進めております。また、野菜の冷凍加工につい

ては、農業法人や民間企業７社が中心となっ

て、販売先の開拓や生産の拡大に取り組んでお

られ、冷凍ホウレンソウの全国でのシェアは７

割にも達しております。このような勢いのある

地場企業がある一方で、先日の都城盆地農業を

語る会での資料におきましては、本県は、農業

産出額で平成22年に2,960億円と全国第７位であ

るのに対して、食料品製造業出荷額では2,584億

円、全国第31位となっております。地元の企業

による農産物加工・販売の取り組みが極めて弱

い状況となっております。そのような経済基盤

だからこそ、県外から企業を誘致し、新たな雇

用を創出することが不可欠でありますが、一方

では、地場企業の育成をしなければ、産業基盤

の集積、地域への波及など進めることはできな

いのではないでしょうか。商工観光労働部には

企業立地推進局もあり、企業誘致活動に取り組

んでおられますが、フードビジネス振興構想を

進める上では、地場の食品関連企業の育成・支

援も大切だと思います。商工観光労働部長に見

解をお伺いいたします。

地場の食○商工観光労働部長（茂 雄二君）

品関連企業の育成・支援は、製造品出荷額や雇

用の拡大を図るためにも、大変重要であると考

えております。このため、県では、６次産業化

に取り組む農業法人を初め、新たな事業に取り

組む県内企業を立地企業として認定し、税制面

での優遇措置や雇用等への一部助成など、各種

の支援を行っているところであります。また、

県の試験研究機関や産業振興機構などの関係団

体と連携しまして、市場ニーズに対応した食品

開発や加工技術の研究開発・指導、販売業者と

のマッチング機会の確保など、生産から加工、

販売までの一体的な支援を行っているところで

あります。フードビジネスの推進につきまして

は、庁内外の体制が整備されたところでありま

して、今後とも、庁内各部局や関係機関・団体

と十分に連携を図りながら、農商工連携や６次

産業化の取り組みなどにより、地場の食品関連
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企業の育成・支援に努めてまいりたいと考えて

おります。

都城で今まで生産・加工・販○山下博三議員

売をされていた農業法人が、昨年、６次化の認

定を受けられまして、新たな加工施設を１

億5,000万円で建設されました。２分の１の補助

事業でありますから、約7,500万円の助成を受け

られたと思いますが、その社長が言われました

言葉の中に、「山下さん、いただいた補助金は

なるだけ早く倍にしてお返ししていきますよ」

ということを言っていただきました。私は、こ

の言葉を聞いて本当にうれしく思ったんです。

今、芽が出ている、こういう地場企業の人たち

を、強力な支援のもとに育てていっていただく

と大変ありがたいと、そのように思っていま

す。

次に入ってまいります。商工観光労働部とし

ても、さまざまな取り組みを通じて、県内企業

の育成に努めていくということでありますが、

産業育成の基本は人であると思います。もちろ

ん相手である企業の人材育成も大事であります

が、企業に指導助言を行う県側の人材育成が何

より重要であると思います。しかしながら、地

域の企業者と話す中で、県職員は一定期間がた

つと他の部局に異動され、強い信頼関係がなか

なか築けない状況にあります。もっと地元企業

に愛着を持って、何を求めているか、どう支援

していくのか、しっかりと話し合うことが大切

であります。その意味で、各産業分野のプロを

育てることが必要であると考えますが、県内産

業の育成に向けた県職員の人材育成、人事異動

の考え方について、総務部長にお伺いいたしま

す。

専門性を有した職○総務部長（四本 孝君）

員の人材育成につきましては、幅広い視野や多

様な知識・技能を身につけるための研修への派

遣、あるいはジョブローテーションなどにより

まして行っているところであります。御指摘の

ように、フードビジネスの振興を進めるために

は、豊富な知識と経験を有する職員が、その能

力を発揮しつつ、関係団体や地元企業の皆様と

信頼関係を築きながら、連携を図っていくこと

が大変重要であると考えております。このた

め、職員の配置に当たりましては、業務の必要

性や本人の希望・適性も踏まえながら、在課期

間の長期化や特定の分野への複数回の配置な

ど、専門性の向上に向け、人事ローテーション

の多様化に努めてまいりたいと考えておりま

す。

よろしくお願いいたします。○山下博三議員

次に、焼酎産業を例に、フードビジネスの取

り組みについてお伺いいたします。焼酎業界

は、焼酎廃液の処理に際して、宮崎県と鹿児島

県の対応に大きな衝撃を受けたとよく聞きま

す。先日、環境農林水産常任委員会の県南調査

の際に、焼酎業界の方と意見交換を行いまし

た。焼酎業界の方から、県は、焼酎業界を原料

芋の売り先であり、できた製品の生産元としか

見ておらず、原料芋を加工して、製品としてつ

くり出す加工企業とは見ていないとのことであ

りました。年間1,000億の販売額で、100億もの

税金を納めているにもかかわらず、県として産

業育成の方針が示されていないと強く訴えられ

ました。中でも廃液処理の対応については、宮

崎は、単に産業廃棄物の担当課が、規制を受け

るから適正に処理するようにと厳しく指導され

た結果、各業界は廃液処理プラントを設置せざ

るを得なくなり、多額な費用をかけて自己処理

や共同プラントを建設されました。結果、今

日、ランニングコストがかかり、経営的に大変

平成25年６月14日(金)



- 168 -

厳しい状況が続いているとのことであります。

一方、鹿児島県では、産業廃棄物の部署に相談

した折、農政部門や商工部門、企画部門の合同

会議で検討され、産業として全体で育成すべき

分野ということで、いかに経費をかけずに合法

的に処理させるかが検討され、農地への還元や

畜産農家が中間処理業の許可をとり、家畜への

給与を行っているといった、よりコストのかか

らない取り組みが現在もとられております。こ

のようなことを踏まえてお伺いいたしますが、

本県における焼酎産業の製造量並びに廃液量と

その処理状況を、環境森林部長にお伺いいたし

ます。

宮崎県酒造組○環境森林部長（堀野 誠君）

合の調査によりますと、酒造組合に加入してい

る37社の平成23年度の焼酎製造量は、合計で11

万9,676キロリットル、焼酎廃液量は20万4,462

トンとなっております。また、焼酎廃液につき

ましては、焼酎製造業者のメタン発酵プラント

による自己処理や処理業者への委託処理等によ

り、飼料や肥料としてリサイクルされているも

のなどが約92.4％、このほか焼却処理等が約7.6

％となっております。

先ほど述べましたように、今○山下博三議員

日、県内の焼酎業界の方は、ランニングコスト

がかかり、非常に負担がかかっているとのこと

であります。つくった施設は、必ず５年、10年

たってきますと金属疲労を起こし、部品の交

換、修理等の負担がかなり増してまいります。

初期投資には補助があっても、更新には補助金

はついてまいりません。今後、焼酎業界の新た

な負担軽減、ランニングコストやメンテナンス

のために、例えば、鹿児島県で取り組んでいる

リキッドフィーディングなど、廃液を活用した

新たな処理方法について検討することはできな

いのか、環境森林部長にお伺いいたします。

畜産業者が焼○環境森林部長（堀野 誠君）

酎廃液等の食品残渣等を飼料として活用するい

わゆるエコフィードは、排出事業者である焼酎

製造事業者にとりましても、議員御指摘のとお

り、処理施設のランニングコスト等の低減が図

られると考えられることから、有効な手段と認

識しております。本県におきましては、これま

で、畜産業者が焼酎廃液を産業廃棄物として引

き取り、これを原料として飼料をみずから製造

し、利用するという取り組みはありませんでし

たが、このような取り組みを行う場合は、畜産

業者が産業廃棄物中間処理業の許可を得る必要

がありますので、今後、農政水産部と連携を図

りながら、適切に対応してまいりたいと考えて

おります。

何回も申しますが、本県の焼○山下博三議員

酎業界の皆様は、本県の行政指導の中で取り組

んだプラント方式を非常に後悔されておるよう

であります。鹿児島県の取り組みについて御紹

介をちょっとさせていただきますが、鹿児島県

のある農家は、母豚800頭の一貫経営をされてお

るんですが、肉豚、常時１万1, 0 0 0頭に年

間4,800トンの廃液をリキッドフィーディング方

式で給与されております。廃液が12、配合飼料

が10ですから、かなりな量を給与されておるよ

うであります。この養豚農家は、焼酎業界より

年間4,800トンですから、恐らくトン当たり─

約1,000円でしょうかね その処理料をいただ─

いて、年間では500万ほどになっておるようであ

りますが、豚に給与されております。そして非

常に成績がいいです。母豚１頭当たりの出荷頭

数が26頭出荷されているんです。ちなみに、本

県の母豚１頭当たりの目標は、今が平均17.3頭

なんです。10年後にやっと22頭を目指そうとい
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う畜産の計画があるんです。そして、別にも母

豚１万頭の農家が、常時、肉豚が約12～13万頭

になるだろうと思うんですが、その養豚農家も

廃液を使った飼料を使っておられまして、非常

に経営の内容もいいということもお伺いいたし

ております。そこでお伺いいたしますが、今月

１日の宮崎日日新聞において、「本格焼酎前線

が再北上」と題して、焼酎需要が東北地方にも

拡大するなど、今後とも増加すると見込む研究

機関の調査レポートが紹介されました。県内の

焼酎業界が需要の拡大に応えるために生産量の

拡大を図るとしても、その廃液の処理も増加す

ることになってまいります。今後、増加が見込

まれる焼酎廃液について、農業分野で有効活用

を図るべきと考えますが、農政水産部長のお考

えをお伺いいたします。

畜産経営にお○農政水産部長（緒方文彦君）

いて、焼酎廃液等の食品残渣を飼料として活用

するエコフィードの取り組みにつきましては、

生産コスト低減策の有効な手段の一つでありま

すことから、その利用促進を図ってきたところ

でございます。今後、畜産農家が産業廃棄物中

間処理業の許可を得た上で、焼酎廃液をエコ

フィードとして利用することによって、生産コ

ストの低減や焼酎廃液の利用拡大がさらに図ら

れると考えております。このようなことから、

環境森林部とも連携を図りながら、焼酎廃液の

有効活用につながるエコフィードの取り組みを

積極的に進めてまいりたいと考えております。

今月７日、県養豚生産者協議○山下博三議員

会の総会が行われまして、その懇談会の中で、

若い経営者の皆さん方に、焼酎廃液の取り組み

が考えられないのかという問いをしてみまし

た。条件が整えば、ぜひ我々も取り組みたいと

いう力強い言葉をいただいたところでありまし

た。先日、新聞報道で、ＴＰＰが合意されれ

ば、養豚業界は配合飼料中心では生き残れな

い、リキッドフィーディングなど餌を安価で取

り組んでいるところしか生き残れないだろうと

いう記事が掲載されておりました。まさしく環

境森林部も大きな理解を今示していただいてお

りますが、これは畜産業の人たちも中間処理業

の資格を取らないといけない。そのためには、

煩雑な事務手続も必要なようでありますが、鹿

児島では、手続が１年半かかるところも、行政

挙げて支援していただいて、半年ほどで許可が

おりたというふうに聞いておりますから、ぜひ

真剣に取り組んでいただきたいと、そのように

思っています。

次に、フードビジネスを進める上で、いかに

安定的な販売先を確保するかが重要な課題であ

ります。その際には、消費人口の減少が懸念さ

れる国内だけでなく、香港や中国本土、さらに

タイなどの東南アジア等、今後、市場規模の拡

大が見込まれる地域に対するアプローチが大変

重要となってまいります。本県においても、６

月13日に香港事務所を開設し、民間事業者とも

連携しながら、東アジアに対して県産品の販路

拡大を進めようとされており、大変大きな期待

をいたしております。しかしながら、５月27日

付の読売新聞の紙面に、大手商社の丸紅が中国

を対象に、７年後に農産物の輸出額を1,000億円

程度の規模に拡大するため、香港に拠点を置い

て取り組みを進める記事が記載されておりまし

た。農産物の海外輸出を図る上では、定期的に

かつ大量に販売できるルートの構築、商品の多

様性や輸送コストの低減など、解決すべき課題

が山積していると言われております。このよう

な中での大手商社の参入でありまして、これか

ら香港を足がかりにして東アジアへの取り組み
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を進めようとしている本県としても、これらの

企業と連携することも選択肢の一つではないか

と思います。そこで、輸出拡大に向けた大手商

社との連携についてどのように考えておられる

のか、総合政策部長にお伺いいたします。

議員御指摘の○総合政策部長（土持正弘君）

とおり、少子高齢化や人口減少による国内市場

の規模縮小が予想されます中で、フードビジネ

スの拡大・創出を図ってまいりますためには、

新興国を中心とする海外市場をターゲットとし

た県産品の輸出拡大が極めて重要であると考え

ております。本県の農水産物は、香港など東ア

ジアを主要な輸出先としており、その量は増加

傾向にありますが、海外輸出については、御指

摘のとおり、通関手続や商慣習などについて、

専門的な知識・ノウハウが必要であるといった

課題もありますので、昨日オープンした香港事

務所を中心に、連携する輸入業者との関係構築

やマーケット情報の収集・提供を図ることとし

ております。また、大手商社を介した海外輸出

につきましては、マーケットの需要に応じた販

売先の確保や安定的な物流により、輸出量の拡

大が期待できますので、県内産地や企業の利益

が十分確保されるような良好な関係構築に向け

て、大手商社との連携も進めていく必要がある

と考えております。

フードビジネス最後の質問に○山下博三議員

なります。知事にお伺いいたします。自民党が

攻める農業実践へ、輸出戦略地区別会議が現在

行われております。それによりますと、輸出

額、2012年の4,500億円を８年後の2020年には１

兆円にする目標を掲げ、全国９つのブロックで

それぞれの産地の声を聞いております。本県も

おくれをとるわけにはまいりません。本県の最

後の切り札と思って、全庁体制で取り組まれる

よう要望いたしますが、フードビジネスの全体

的な展開について、知事の見解をお伺いいたし

ます。

これまで一連の質問の○知事（河野俊嗣君）

中で、本県が取り組みます重要な課題であるフ

ードビジネスの推進につきまして、それぞれ重

要な論点について御指摘をいただいたものとい

うふうに受けとめております。フードビジネス

の推進に当たりましては、先ほど総合政策部長

もお答えしましたように、県内の産学官金とい

う全県的な推進体制のもと、庁内では、フード

ビジネス推進課を中心に、部局横断的な連絡会

議を設置して展開する、まさに今、県庁を挙げ

た体制づくりが非常に重要であろうかというふ

うに考えております。その上で、プロジェクト

を推進するに当たりましては、県や関係機関、

企業などが緊密に連携して、課題の解決などに

取り組むこととなりますが、先ほど大変意欲的

な地場企業の御紹介をいただいたわけでござい

ますが、フードビジネスの主役は、言うまでも

なく生産者であり、企業であり、民間の事業者

ということになるわけであります。そういった

主役である民間の皆様方のビジネスの機会が大

きく広がるような環境の整備を行うことはもと

より、個々の事業につきましても、後押しでき

ることは、全庁が連携して支援することによ

り、成果につなげていきたいというふうに考え

ておるところでございます。食に関連する産業

は、１次から３次に至るまで非常に裾野が広

く、本県の強みである豊富で良質な農林水産物

を核に、揺るぎない基幹産業として発展する大

きな可能性を有しておるというふうに考えてお

ります。これを具体的に実現するために、一歩

一歩成果を上げていく、成長産業化に向けて取

り組んでまいりたいと考えております。
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よろしくお願いいたします。○山下博三議員

次に、農政問題に入らせていただきます。

私は高校卒業後、すぐに就農いたしました。

以後約40年間、専業農家として、行政や関係団

体の御指導をいただきながら、農業の生産力の

向上に向けた取り組みに励んでまいりました。

平成４年から平成13年までの10年間、県の中核

農家協議会の会長も務めさせていただきました

が、その当時、平成５年にウルグアイ・ラウン

ド合意により、牛肉、オレンジの自由化から、

最後のとりでの米までも自由化の波にさらさ

れ、大変不安な時期もありましたが、県内の仲

間とともに切磋琢磨しながら経営努力を重ね、

当時、農業所得の目標は800万円でありました

が、その目標の実現に向けて努力したものであ

りました。当時の本県の農業産出額は3,370億円

ほどで、全国第８位ぐらいの位置であったと記

憶いたしております。その後も、県、農業団体

が一体となった農業振興の結果、景気低迷など

の影響を受けているものの、農業産出額3,000億

円前後、全国でも５位から７位を維持している

ところであります。そこで、農政水産部長にお

伺いしてまいりますが、かつて800万円の目標を

掲げていた農業所得の現状について、農政水産

部長にお伺いいたします。

農業所得につ○農政水産部長（緒方文彦君）

きましては、平成３年に策定した第四次農業振

興長期計画において、中核農家の平均農業所得

目標を800万円と掲げておりましたが、現在、農

業経営基盤強化促進法に基づく県基本方針で

は、１経営体当たり630万円としております。国

の「農業経営統計調査」によりますと、主業農

家 これは農業所得が主で、１年間に60日以─

上自営農業に従事している65歳未満の世帯員が

いる農家と定義されておりますが の平成23─

年の農業所得は553万円となっております。

次に入ります。本県の基幹産○山下博三議員

業は農業であります。何回も申し上げますが、

農業が栄えることによって本県の経済も成り

立っていると考えております。私の知り合いの

農家の中に、現在、施設園芸や酪農、大規模な

露地野菜等で、1,000万円を超える所得を上げて

いる方もたくさんおられます。また、６次産業

化や東アジアを中心とする輸出等、これまでの

農畜産物の生産のみの経営から、新たな雇用を

目指している農家もおられます。一方で、担い

手の高齢化、減少が進み、産地や集落の核とな

る担い手の確保も難しくなる中で、多種多様な

農業が展開されている本県では、一律の施策で

は農家所得の向上を図ることはできません。豊

かな農業・農村の形成が本県にとって最も大事

であると思いますが、先般、新聞などで報道さ

れた平成24年度の税務署の確定申告から試算し

ますと、農業所得は約360万円となっておりま

す。現在目指している所得目標である630万円か

ら専従者給与を除いた460万円と比較しても、ま

だ100万円の開きがあります。さらに農家の所得

向上に向けた取り組みが必要だと思いますが、

取り組みの現状について農政水産部長にお伺い

いたします。

現状と目標と○農政水産部長（緒方文彦君）

する農業所得との間には隔たりがありますが、

燃油や配合飼料の資材価格の高騰など、以前よ

りも経営環境が厳しくなっていることを踏まえ

ますと、まずは、あらゆる農家で生産コストの

縮減や生産性の向上をさらに進めていただける

よう、県としても支援・サポートを充実させる

ことが喫緊の課題であると認識しております。

その上で、本県農業が将来にわたって魅力ある

産業として発展するためには、従来の経営から
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一歩踏み出して、さらなる所得向上を目指す農

業者に、本県の農業の牽引役として一層活躍し

ていただく必要があると考えております。この

ためにも、県全体で構想を取りまとめましたフ

ードビジネスを強力に推進し、販売チャンネル

の開拓、あるいは産地加工による高付加価値化

などの新たなチャレンジを、積極的に後押しし

てまいりたいと考えております。

次に、焼酎原料用米について○山下博三議員

お伺いいたします。フードビジネスの中でも質

問いたしましたが、焼酎業界は、本県産の農産

物を活用した加工産業として大変重要な産業で

あります。その焼酎業界では、平成19年、国の

事故米事件により米のトレーサビリティーが強

く求められたことにより、近年、県産米の需要

が大変高まっております。このような中で、先

日、日本農業新聞に、宮城県において、米の生

産調整に係る産地資金を活用して原料用米の支

援を行い、前年比４倍の生産を見込んでいると

の記事が掲載されておりました。このように、

主食用としてばかりでなく、加工用も含めた売

れる米づくりの取り組みが各地域で始まってい

ますが、本県における加工用米の需給状況はど

うなっているのか、また、今後どのように取り

組んでいかれるのか、農政水産部長にお伺いい

たします。

加工用米は、○農政水産部長（緒方文彦君）

清酒やみそ、煎餅などの多様な国産需要が見込

まれますが、県内では、特に焼酎メーカーで使

用する加工用米を年間２万3,000トン程度と推計

しているのに対しまして、県内の供給量は530ト

ン程度となっております。このように、県内に

おける加工用米の潜在的な需要が十分にあるこ

とから、その生産拡大を図るために、県では、

国の経営所得安定対策における加工用米への助

成金10アール当たり２万円に加え、主食用米や

飼料用稲などと同等水準の所得が確保できるよ

う、今年度から新たに産地資金を２万5,000円に

拡充いたしますとともに、前年度からの生産拡

大分に対しては、県単独事業として、さらに１

万円を助成しているところでございます。ま

た、生産の低コスト化に必要な機械・施設等の

整備等を支援するなど、生産振興対策もあわせ

て進めているところであります。県といたしま

しては、引き続き、加工用米の生産拡大を進め

るとともに、国に対しましても、経営所得安定

対策の取り組みの中で、支援が拡充されるよう

要望してまいりたいと考えております。

時間がありませんので、○山下博三議員

ちょっと飛ばさせていただきますが、次は、畜

産試験場川南支場の今後についてお伺いしてま

いります。かつてハマユウポークという県の畜

産試験場が造成した「ハマユウ」をもとに生産

するブランドがありました。この「ハマユウ」

は、畜産試験場川南支場が原種豚の供給を行っ

ていたそうですが、先般の口蹄疫により、川南

支場も約500頭の豚を全頭殺処分したことから、

以後、供給はできなくなったところでありま

す。ハマユウポークは、県内産豚の出荷頭数か

らすると、１割程度であったと聞いております

が、特徴ある豚として、流通関係からも評価を

受けていた品種と聞いております。そこでお伺

いいたしますが、「ハマユウ」の造成に活用し

てきた川南支場において、現在どのような試験

研究を行っているのか、また今後、系統造成等

を行うことは考えておられるのか、お伺いいた

します。

本県における○農政水産部長（緒方文彦君）

養豚研究につきましては、系統豚「ハマユウ」

の造成を中心に行ってまいりましたが、口蹄疫

平成25年６月14日(金)
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により、川南支場の全ての豚が処分され、原種

豚の維持が途絶えたことや、近年、民間ベース

での改良が進み、優秀な種豚が供給されている

状況も踏まえ、新たな系統造成は当面再開しな

い方向で検討を進めております。畜産試験場川

南支場における養豚研究につきましては、現

在、養豚復興対策として、独立行政法人「家畜

改良センター宮崎牧場」から譲渡されました系

統豚「ユメサクラ」の交配、選抜を行い、県内

養豚農家へ種豚を供給するとともに、「ユメサ

クラ」を活用した繁殖性、産肉性の向上につい

て、調査研究を行っております。また、生産性

の向上や生産コストの低減を図るため、夏季の

養豚の繁殖性や生産性の向上を目的とした「ヒ

ートストレスメーター」の開発、あるいは未利

用資源を活用した付加価値の高い肉豚生産など

の研究に取り組んでおります。

先日、私は視察に行ってまい○山下博三議員

りました。広大な土地、20.3ヘクタールの土地

であります。現在の川南支場は、平成７年度か

ら13年度にかけて、県内養豚・養鶏研究の拠点

施設として、45億円もの予算を投じて、近代的

な施設へと再整備されたところでありますが、

飼養技術は民間のほうが先進的であると言われ

ている中で、県では系統造成は行わないという

ことであります。今後の川南支場の活用策とし

て、将来的にどのように活用していこうとして

いるのか、農政水産部長にお伺いいたします。

本年３月に策○農政水産部長（緒方文彦君）

定した「宮崎県畜産新生プラン」におきまし

て、今後、生産性の向上や生産コストの低減、

衛生管理の強化等の課題解決に向けた取り組み

を進めていくこととしておりますので、先進的

な施設を備えている川南支場を有効に活用し、

養豚・養鶏・衛生環境研究の拠点施設として、

研究を展開してまいりたいと考えております。

具体的には、大学や民間企業、生産者との連携

を密にしながら、養豚研究につきましては、焼

酎かす等の未利用資源を活用した肉豚生産技術

の開発、あるいは凍結精液による人工授精の実

用化に向けた研究を、養鶏研究につきまして

は、みやざき地頭鶏のよりおいしさを追求した

ブランド確立に向けた研究を、さらに衛生環境

研究につきましては、より高度な汚水浄化処理

技術や悪臭防止技術の開発、太陽光発電システ

ムを利用した畜舎環境改善などの研究に取り組

んでまいります。

最後になります。私は、視察○山下博三議員

しました折にびっくりしたんですが、鶏と豚が

一緒の施設で研究されているということ、以前

は、新たなウイルスというのはなかなかなかっ

たんですが、最近は非常に新型のウイルスが発

生いたします。人間にも感染する新たなウイル

スの発生はないのか、大変な不安を持ちまし

た。それと、研究するのには人家の密集地であ

ること、周りが畜産地帯であること、それか

ら、あそこで研究されている内容は、農家の研

究実績の認知が余りないこと、そのことを思っ

た次第であります。このことについては、かな

り執行部と協議をしてまいりましたが、やはり

長期的な研究機関というのが何をなされるの

か、そのこともしっかりと検討していただくと

ありがたいと思っています。

若干質問を残しましたが、以上で終わりま

す。ありがとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○福田作弥議長

した。

次の本会議は、17日午前10時開会、本日に引

き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

平成25年６月14日(金)
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午後２時47分散会

平成25年６月14日(金)
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平 成 2 5 年 ６ 月 1 7 日 （ 月 曜 日 ）

午前 10時０分開議

出 席 議 員（38名）
2番 重 松 幸次郎 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

3番 有 岡 浩 一 （愛みやざき）

4番 図 師 博 規 （ 同 ）

5番 西 村 賢 （ 同 ）

6番 黒 木 正 一 （自由民主党）

7番 内 村 仁 子 （ 同 ）

8番 岩 下 斌 彦 （ 同 ）

9番 後 藤 哲 朗 （ 同 ）

10番 右 松 隆 央 （ 同 ）

11番 二 見 康 之 （ 同 ）

12番 清 山 知 憲 （ 同 ）

13番 福 田 作 弥 （ 同 ）

14番 渡 辺 創 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

15番 田 口 雄 二 （ 同 ）

16番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

17番 太 田 清 海 （社会民主党宮崎県議団）

18番 髙 橋 透 （ 同 ）

19番 星 原 透 （自由民主党）

20番 蓬 原 正 三 （ 同 ）

21番 井 本 英 雄 （ 同 ）

22番 中 野 一 則 （ 同 ）

23番 中 野 廣 明 （ 同 ）

24番 横 田 照 夫 （ 同 ）

25番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

26番 山 下 博 三 （ 同 ）

27番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

28番 徳 重 忠 夫 （無 所 属 ク ラ ブ）

29番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

30番 新 見 昌 安 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

31番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

32番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

33番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

34番 押 川 修一郎 （ 同 ）

35番 宮 原 義 久 （ 同 ）

36番 外 山 三 博 （ 同 ）

37番 坂 口 博 美 （ 同 ）

38番 中 村 幸 一 （ 同 ）

39番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 土 持 正 弘

総 務 部 長 四 本 孝

危 機 管 理 統 括 監 橋 本 憲次郎

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

商工観光労働部長 茂 雄 二

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

会 計 管 理 者 梅 原 誠 史

企 業 局 長 濵 砂 公 一

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

財 政 課 長 福 田 直

教 育 委 員 長 近 藤 好 子

教 育 長 飛 田 洋

警 察 本 部 長 白 川 靖 浩

代 表 監 査 委 員 宮 本 尊

人事委員会事務局長 内枦保 博 秋

事務局職員出席者

事 務 局 長 田 原 新 一

事務局次長兼総務課長 山 内 武 則

議 事 課 長 福 嶋 幸 徳

政 策 調 査 課 長 佐 野 詔 藏

議 事 課 長 補 佐 内 野 浩一朗

議 事 担 当 主 幹 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 任 主 事 川 崎 一 臣
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◎ 一般質問

ただいまの出席議員37名。定○福田作弥議長

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、坂

口博美議員。

〔登壇〕（拍手） 「宮崎―北○坂口博美議員

九州 平成27年度につながる」 遅々として─

進まぬ本県の高速道路を何とかせねばとの一念

で、県内の津々浦々から結集しての総決起大

会、あるいは繰り返し繰り返し続けた要望活動

などなど、県民が一体となって膨大なエネル

ギーを注ぎ込んできている高速道路早期完成へ

の取り組みであります。そんな中での冒頭の報

道でありました。大いに歓迎すべきニュース

が、14日のテレビにより報じられたのでありま

す。

ところで、このような県民の大きな関心事な

どについての報道は、これまで歴代の知事は、

議会に対してはしかるべき形で、また県民に対

しては県政記者室での会見などマスコミを通じ

て伝えられてきております。しかしながら、今

回は東京発のニュースとして県民に届くなど、

私は大きな不快感を覚えたのであります。県政

の重大事や関心事などの議会や県民に対しての

情報のあり方について、知事の御所見をお伺い

いたします。

次は、骨太の方針についてであります。去

る14日、政府の中期的な経済財政運営に係る方

向性を示した、いわゆる骨太の方針が閣議決定

されました。そしてその中で、国際公約でもあ

る、国と地方の財政収支を2020年度までに黒字

化するとした目標を着実に達成することを明記

しております。また、その実現に向けた取り組

みについては、まず第１章で、デフレからの脱

却と日本経済の再生、そして目指すべき経済社

会の姿を示しており、第２章では、停滞経済か

ら成長経済へとつながるための種々の政策を進

めることで強い日本を実現するとした考え方が

示されております。また、後半の第３章及び第

４章では、財政健全化や来年度予算編成につい

て述べておりますが、その中で、地方の予算に

ついては、歳出抑制を図った上での必要な一般

財源総額を確保するとしております。つまり、

地方財政についても国の歳出見直しの対象とす

るなど、本県にとっては大変厳しい内容ではな

いかと懸念するところでもありますが、この骨

太の方針に対する知事の御所見をお伺いし、後

は自席から質問いたします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えいたします。

まず、情報のあり方についてであります。私

は、県政の重要施策を推進していくためには、

県議会の皆様を初め市町村や県民の皆様と情報

を共有しながら、対話と協働を進めていくこと

が何よりも重要であると考えております。今回

の東九州自動車道の供用予定年度の前倒しなど

高速道路の整備促進につきましては、県政の最

重要課題として、これまでも、県議会はもとよ

り沿線自治体や民間団体の皆様と一体となっ

て、長年にわたり要望活動を進めてきたところ

であります。今回の公表に関しましては、あら

かじめ内田副知事を通じて一定の感触や可能性

というものはつかんでおったところでございま

すが、具体的な発表のタイミングやその方法に

ついては、事前に正確な情報がなく突然であっ

たことから、私自身にとりましても、大変うれ

しく思った反面、驚きもあったところでござい

平成25年６月17日(月)
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ます。本来であれば、県議会にまず御報告する

とともに、先日のスマートインターチェンジの

ときのように、地元の市長や町長とともに記者

会見を開催して県民の皆様にお知らせをすべき

ところでございましたが、当日は一般質問終了

後にすぐ上京せざる得なく 官邸での第１回―

目の防災対策実行会議がありました。そちらに

駆けつける必要性があったものですから、緊急

的な対応にならざるを得なかったところでござ

います。マスコミにはぶら下がりの形での会見

で対応させていただきました。いずれにいたし

ましても、こうした県民の関心の高い案件につ

きましては、議員の御指摘も踏まえ、より一

層、積極的な情報収集に努め、県議会の皆様に

も適時適切に情報提供しながら重要施策を進め

るよう、職員の意識づけも図ってまいりたいと

考えておるところであります。

次に、骨太の方針についてであります。今般

策定された「経済財政運営と改革の基本方

針」、いわゆる骨太の方針におきましては、日

本再興戦略による日本経済の持続的成長や、経

済再生と財政健全化の両立による好循環を通じ

まして、「再生の10年」を目指す安倍総理の強

い決意を感じたところでございます。

一方で、私は、方針に示された「地域・農林

水産業・中小企業等の再生なくして、日本の再

生なし」の言葉どおり、日本経済の真の再生の

ためには、本県のような地方における内需振

興、投資拡大等を図る施策が不可欠であり、そ

の基盤となる地方税財政の安定などが極めて重

要であると考えております。しかしながら、国

が財政健全化を優先する余り、本県を含む地方

が置き去りになるのではないかという懸念、不

安も抱いているところであります。国におかれ

ましては、成長産業の育成加速化や中小企業の

振興に懸命に取り組む本県の地域経済活性化の

芽を摘んでしまうことがないよう、国に先駆け

て取り組んでおります行財政改革への取り組み

等を最大限考慮の上、地域の経済再生を支える

地方税財政の安定に配慮いただくことを強く望

んでいるところであります。以上であります。

〔降壇〕

骨太の方針の中では、例えば○坂口博美議員

別枠加算を今後なくしますよというようなこと

をにおわせる文言でありますとか、行革努力と

か地域経済活性化、その効果を見ますよ、それ

を交付税算定のときのめり張りの観点にします

よというようなことが記されておりました。こ

れは解釈の仕方では、国が給料を下げていると

きは地方も下げなさい、産業振興のために投資

して、その分税収増につながらなかったら交付

税に響く、そういうことを言っているともとれ

るような記し方でもありまして、宮崎にとっ

て、ある意味では厳しいことを言っているのか

なと危惧しているところでもあります。

そういった中で、いよいよ参議院選が終わり

ますと、来年度の予算編成に向けた作業が始ま

るわけですけれども、知事は来年度の本県の予

算の獲得に向けてどのような考えで臨まれるお

つもりか、お聞かせをいただきたいと存じま

す。

地方交付税の見直しに○知事（河野俊嗣君）

ついてであります。地方交付税につきまして

は、これまでも地方の自主財源であるという性

格と、地方における自主努力、インセンティブ

をどう考えるかという議論の中で、いろんな見

直しがされてきたところでございます。いわゆ

る骨太の方針につきましては、国の財政健全化

を実現するために、交付税の別枠加算などを見

直すこと、さらには頑張る地方を支援するとい
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う名目で、行革努力や製造品出荷額、事業所数

等に着目した地方交付税の算定を行うことが盛

り込まれております。議員御指摘のとおり、地

方交付税の総額が削減されるなど、本県財政へ

の大きな影響が懸念されるところであります。

私としましては、本来、別枠加算などが地方交

付税の財源不足に対して法定率の引き上げで対

応できないところから設けられたという、これ

までの経緯を踏まえつつ、また本県の実態に即

した交付税措置が受けられるよう、改めて、地

方交付税の財源調整機能及び財源保障機能の充

実強化を図ること、また地方の安定的な財政運

営に必要な総額を確保すること、財源不足につ

いては、そもそも法定率の引き上げにより対応

すべきことなどにつきまして、国の予算編成ス

ケジュールを踏まえ、時期を逸することなく、

またより効果的な方法で強く要望してまいりた

いと考えております。

それからもう一点、次は、今○坂口博美議員

回の消費税増税分に関して、知事に考え方をお

伺いしたいと思います。今回の地方税法の改正

に伴いまして、市町村交付金の交付基準が決め

られたところであります。４月だったかと思う

んです。それによりますと、市町村の清算基準

は人口割とされておりまして、高齢化や過疎化

が進んでいる自治体には非常に不利な交付基準

になっていると思います。都道府県の分につき

ましても、おっつけその基準が決まることにな

ると思いますが、今回の引き上げ分につきまし

ては、法が定めている支出対象の人口割とすべ

きではないかと思うんですけれども、知事の御

所見をお伺いいたします。

地方消費税は多段階で○知事（河野俊嗣君）

課税を行いますことから最終消費地と納税地が

一致しないことから、最終消費地に税を帰属さ

せるために、消費に係る指標などによりまして

都道府県間で清算を行っているわけでありま

す。今御指摘がありました引き上げ分の地方消

費税の清算基準については、今回の引き上げ分

が社会保障財源化されたことを踏まえますと、

議員御指摘のとおり、高齢者人口などを用いた

基準とすべきというのは一つの考え方であろう

かと受けとめておるところでございます。しか

しながら、高齢者人口等を清算基準とすること

については、この引き上げ分が地方譲与税とい

う整理であれば可能かと考えておりますが、清

算によって、先ほど申しました最終消費地と税

の帰属地を一致させるという地方税の考え方を

踏まえると、現行分とは別に引き上げ分の清算

基準を設ける、別の基準を設けることについて

は、税の仕組みから難しいのではないかと考え

ておるところであります。

別の基準というと、例えば今○坂口博美議員

申し上げました市町村分、従前分については、

人口と事業所、従業者数でしたか、１対１です

ね。それが今回は人口だけになったから、それ

は県を経由していくからだということになれば

それまでなんですけど、できなくはないと思う

んです。また、今回の法改正は、当然、地方消

費税に関する規定も改正がなされたわけであり

ますけれども、その改正の中の大きな一つが、

今度の税率の引き上げ分の使途について、支出

先について定められております。この支出先に

つきまして、規定では「社会保障４経費につい

てのみ」と制限をしております。このことから

しましても、今度の増税分は明らかに目的税で

ありまして、地方消費税とは性格の異なるもの

であります。

したがいまして、それについては、例えば揮

発油税のように、消費税とは別個の税にすべき
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であると考えております。今までの５％という

のは一般財源に使える普通税です。それを増税

しますよといったところに間違いがあるわけで

ありまして、今度は目的税ですから、普通税の

増税じゃなくて、別の新たな税をつくりますと

いうのが本当なんです。だから、消費税という

同じ名前を使うのではなくて、知事が言われる

ように譲与税という税をつけて、「国民の皆さ

ん、新たな税を創設しました。社会保障に使わ

せてください」、これが本来のあるべき姿だっ

たと思うんです。でも、それを怖がった。新た

な税をつくると言ったら国民の反発が強いだろ

うということで、増税ということでごまかして

しまった。地方に何とかやらなきゃいけないと

いうけど、制度の枠の中に入れてしまったもの

だから、こんなことになるんだと思うんです。

そこのところをしっかり解決していかないと、

今 後 、 1 0 ％ が 1 5 ％ 、 2 0 ％ に な っ た と

き、1.0、1.2、1.5と足されていく部分は、今の

時点で1.2％で県と市町村合わせて大まかに平均

的に27億ぐらい損するわけです。倍になるとき

は50億、４倍になれば100億。ですから、これは

ぜひ整理をしていただきたい。このことを知事

に強く求めたいんですけれども、考え方をお聞

かせいただきたいと存じます。

今回の社会保障財源化○知事（河野俊嗣君）

の観点から、引き上げ分については異なる税制

にすべきであったという議員の御指摘も一つの

お考えだと受けとめておりまして、先ほど申し

上げました、国税として一度徴収をし、それを

都道府県に配分する地方譲与税の方法などが考

えられるところであります。一方で、地方自治

体が自立的な行財政運営を行っていくために

は、自主財源の確保という観点から、地方税の

充実を図っていくことも大変重要であると考え

ております。したがいまして、今回の地方消費

税率の引き上げについても、自主財源の確保の

観点からは一定の評価をせざるを得ないと考え

ておるところでありますが、御指摘のとおり、

それでもなお、社会保障関係費に係る税源の偏

在という問題は残るわけでありまして、そのよ

うな問題点について、今後の税制の制度設計の

あり方という観点から、全国知事会や国に対し

て意見を申し上げてまいりたいと考えておりま

す。

どうぞよろしくお願いしま○坂口博美議員

す。なかなか難しいと思うんですけれども、こ

れから先、人口が減少して過疎化が進むところ

なんてダブルパンチですから、ぜひこのことは

知事会の中で強く訴えていただきたいと思いま

す。

次に、子育て支援について伺います。

社会保障と税の一体改革の流れの中で、いよ

いよ残された時間も大変窮屈になってきておる

少子化への対応ですけれども、本県の知事とし

て、少子化への対応、子育てにどう取り組んで

いくべきとお考えか。また、今回の見直しは大

きい見直しになるんですが、このような大きな

見直しがなされることになった背景についてど

う考えておられるのか、あわせて御所見をお伺

いいたします。

急速な少子高齢化の進○知事（河野俊嗣君）

行に伴って少子化対策の重要性が高まる中、今

お話がございました社会保障と税の一体改革の

議論におきまして、消費税増税分を、年金、医

療、介護という従来の３分野に加えて、子育て

支援にも拡充するという方向性が示されたとこ

ろであります。これを踏まえ、昨年８月に制定

されました子ども・子育て関連３法では、未来

への投資を強化していくという将来像のもと
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に、新しい仕組みにおきまして、質の高い幼児

期の教育や保育、及び地域の子ども・子育て支

援を総合的に推進する内容となっているところ

でございます。本県としましても、元気な子供

を育む豊かな自然や文化、そして地域のきずな

が多く残されているなど、すぐれた子育て環境

にあるところであります。市町村と十分連携を

図りながら子育て支援施策の充実を図り、また

先日は若手知事による「子育て同盟」なども設

立し、お互いに情報交換をしながら世論喚起に

努めてまいりたい。また、切磋琢磨しながら新

しい施策というものも取り組んでまいりたいと

考えておるところでございます。誰もが安心し

て子供を産み、子育てが楽しいと実感できるよ

うな「日本一の子育て・子育ち立県」を目指し

て取り組んでまいりたいと考えております。

全国平均がちょっと上がった○坂口博美議員

ときに、わずかですけれども本県の出生率が下

がってしまった。日本一目指してぜひ頑張って

いただきたいと思います。

次に、福祉保健部長に伺います。今回、この

議会に宮崎県子ども・子育て支援会議に係る議

案を提案されているわけですけれども、この会

議は県の支援計画づくりにどのようにかかわっ

ていくことになるのか。その構成委員、あるい

は役割、そして審議内容などについて、市町村

の支援会議のそれとあわせてお答えをいただき

たいと存じます。

宮崎県子ども○福祉保健部長（佐藤健司君）

・子育て支援会議の役割でございますが、支援

計画の策定・変更の際にあらかじめ意見を述べ

るほか、子ども・子育て支援施策の推進に関し

て調査、審議することになっております。

また、県の会議の委員構成につきましては、

国の子ども・子育て会議を参考に、子供の保護

者や教育・保育関係者、事業主及び労働者を代

表する者、ＮＰＯ法人などの子育て支援事業関

係者、学識経験者などの分野から、バランスよ

く、かつ幅広く人選をすることにしておりま

す。市町村におきましても、県と同様に会議の

設置や計画の策定が求められておりますので、

国や県を参考にしながら、地域の実情を踏まえ

て、助言等を積極的に行ってまいります。

国の会議の構成といったら、○坂口博美議員

すごいですよね。これは、市町村が参考にはで

きるでしょうけど、それを自分らのあるべき姿

とすると間違うんじゃないかといった国の構成

になっておりました。より一層の適切な指導を

していきながら、立派な会議を立ち上げていた

だきたいと思います。

もう一点ですが、子ども・子育て支援法で

は、県、市町村に対しまして、それぞれが子ど

も・子育て支援計画をつくることを義務づけて

おります。県と市町村はいつまでに策定をする

必要があるのか、お答えいただきたいと存じま

す。

子ども・子育○福祉保健部長（佐藤健司君）

て関連３法でございますが、消費税が10％に引

き上げられることが施行の条件となっておりま

すことから、子ども・子育て支援の新制度は、

今のところ平成27年４月からの運用が想定をさ

れております。このため、市町村の計画につき

ましては、教育・保育の需要量の把握を今年度

中に、その確保方策を26年度の第１・四半期ま

でに、計画の取りまとめを26年度の上半期まで

に進めていただく必要がございます。また、県

の計画につきましては、市町村の計画をもとに

策定することとなりますので、市町村計画につ

いて、内容の妥当性の確認や地域間の整合性の

観点からの調整を行った上で、県の計画として
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平成26年度内に取りまとめることとなります。

県といたしましては、市町村の進行状況が県の

計画の策定時期に影響することも想定されます

ことから、県の計画策定はもとより、市町村の

計画策定に対しても適正な進行管理に努め、新

制度への円滑な移行に備えてまいりたいと考え

ております。

今の次世代育成法が終わりま○坂口博美議員

すと、いよいよ新たな法案と制度のスタートで

すけれども、順調にいけば平成27年度からとい

うことになっています。措置期間が終了して次

の法のもとに入っていくと、市町村の子ども・

子育て支援計画に記載された事業が財政支援の

対象となるとなっているようですけれども、支

援計画の内容のいかんが運営費の算定に影響す

ることになるのか、福祉保健部長にお伺いをい

たします。

平成27年度か○福祉保健部長（佐藤健司君）

ら運用が予定されております子ども・子育て支

援新制度でございますが、これは、関連法に基

づき教育及び保育を提供する各施設が財政支援

具体的には新制度では施設型給付といいま―

すが を受けるためには、市町村が策定する―

子ども・子育て支援事業計画に基づき市町村が

実施する確認手続を受けることが要件となって

おります。

大変大切な計画になっていく○坂口博美議員

わけですけれども、市町村の分もですが、子ど

も・子育て支援計画については議会の議決に付

そうとされているのかどうかを教えていただき

たいと思います。

県の計画の具○福祉保健部長（佐藤健司君）

体的な内容につきましては、現在、国の子ども

・子育て会議で議論されている段階でございま

すが、県内における教育・保育の量の見込み、

あるいはその提供体制の確保について盛り込む

など、大変重要な計画になると考えておりま

す。このため、議会での議決につきましては、

過去に議決いただきました計画の例も踏まえ、

今後、議会に御相談してまいりたいと考えてお

ります。また、市町村計画につきましても、県

の対応を踏まえて助言を行ってまいりたいと

思っております。

どうするかはこれから状況判○坂口博美議員

断をしていくということだったんですけれど

も、過去、前回の育成法のもとでの計画も議決

をとられているわけです。そうなると、県もで

すけれども、市町村についても議会の議決をと

ることになると思うんです。ところが、議会の

議決にかける法的根拠は何もないんです。そう

なったときに、我々議会運営委員会がどう扱う

かという判断、法的根拠のないものを議会で審

査、議決して責任を持つのかという問題を抱え

ることになります。それを乗っけようとすれば

重要な計画、長期計画については議会の議―

決を要するんだという議発条例を私たちはつく

りました。でも、これは列挙主義になっていま

して、そこに計画名が列挙されております。だ

から、議運にとにかく提出、提案するとした

ら、その条例で私たちは受けるしかない。そう

なると列挙した部分の一部改正が必要になって

くるんです。その期間が要るということです。

最後の議会の前にはやっておかないといけない

ということ、それが一つあるでしょう。

それから、市町村にとっては大変な作業とい

うのと、難しい問題、例えば弾力運用の問題で

ありますとか、幼保の定数の問題というんで

しょうか、たくさん大きい問題がありますか

ら、ぎりぎりの線に各市町村の計画をセットし

ていると間に合わない可能性があると思うんで
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す。どこかが先行して議決したら調整がきかな

くなります。それは動かせないです。そこのと

ころをもう一回、市町村を交えてしっかり分析

が必要じゃないかと思っております。これは要

望にとどめておきます。

次に、防災・減災について伺いたいと思いま

すが、５月28日、国の有識者会議は南海トラフ

を震源域とする巨大地震に関する最終報告を公

表しました。その中で、確率の高い予知は困難

であるということや、発生の際には１週間に及

ぶ地域での自活を余儀なくされることもあり得

るということを提言しております。これを受け

て防災大臣は、まず自助であり、そして共助で

あり公助であるということを言って、国民が自

分の命は自分で守るという認識に立つことが非

常に重要だという考え方を示しております。防

災・減災問題の初めに、まずは、この報告にい

う県の公助に係る知事の御見解をお伺いいたし

ます。

先般公表されました○知事（河野俊嗣君）

「南海トラフ巨大地震対策最終報告」につきま

しては、情報の伝達や避難対策などのソフト対

策、また海岸保全施設等のハード対策を総合的

に実施することが必要であるという認識のもと

に、国、自治体、関係機関、国民等が対処すべ

き事項を具体的、網羅的に示されたものと理解

しております。長い歴史の中で非常にまれに発

生するこのような巨大災害にどう備えるべき

か、英知を結集して対処すべき重い課題だと受

けとめておりまして、今御指摘のありました自

助、共助、公助をバランスよく推進していくこ

とが大変重要であると考えております。

県としましては、本年２月に津波浸水想定を

公表しましたが、今年度、震度分布や被害想定

を取りまとめ、被害をできるだけ少なくするた

めの減災計画を策定することとしております。

あわせて、まずは命を守ることを最優先としま

して、市町村と情報の伝達、建物の耐震化、沿

岸住民の避難等の対策を進めるとともに、救援

・救助等の初動対応が円滑に実施できますよ

う、関係機関と広域的な連携体制を構築するこ

ととしております。昨年来要望しておりました

南海トラフの特別措置法につきましては、今国

会に法案が上程されております。本県が東海地

方など他の地域よりおくれている現状を踏ま

え、的確な国の対応を求めつつ、ハード、ソフ

ト両面にわたる対策を進めてまいりたいと考え

ております。

県民の命を守ることを最優先○坂口博美議員

するんだ、本県はソフト、ハード両面にわたっ

ておくれているからということを念頭に置きな

がら対応していくんだという答弁であったかと

思います。具体的に言うなら、「いざというと

きは、とにかく皆さん逃げてください。県は皆

さんが逃げ込む場所を確保します。逃げ込むと

ころに通ずる道路を確保します」といったよう

なことかなと思っております。それから、当然

ですが、そこにたどり着くまでに許される時間

を少しでも長くしてあげますというハード対策

を県はやりますということであったかと思いま

す。そこで、まずハードですけれども、最初

に、津波を海岸でとめるべく、海岸の保全施設

の設計基準について、天端高あるいは応力に関

する考え方を含めて、県土整備部長にお伺いを

いたします。

海岸保全施○県土整備部長（大田原宣治君）

設の設計に当たりましては、国の技術基準等に

基づき、台風等で観測された高潮と過去の記録

に基づく津波高を比較しまして、高いほうを天

端高として設定し、これに作用する波浪等に対
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して安全な構造にすることとしております。こ

れまでの本県における海岸保全施設の天端高

は、全て台風等における高潮等により設定して

いるところです。

なお、東日本大震災を受けて、これからの津

波対策の検討に当たりましては、新たに２つの

レベルの津波を想定し、津波が超えた場合にも

施設の効果が粘り強く発揮できるような構造と

する考え方が国から示されたところでございま

す。このため県では、文献等に記録として残っ

ている津波の中で最大の高さであります、1662

年の外所地震で発生した５メーターの津波など

を参考にしまして、海岸保全施設の天端高の対

象となる、数十年から100数十年に１回程度起こ

るようなレベル１の津波高を検討しているとこ

ろでございます。

５メーターを最大の津波とい○坂口博美議員

うことを採用してレベル１の検討をやるという

ことになりますと、具体的に言えば、外所地震

での付近の津波高５メーターですから、熊野付

近を５メーターとセットして、宮崎県の海岸の

特性を入力しながらシミュレーションをやって

いって、それをメッシュなりでポイントを落と

してレベルを出していくことになると思うんで

す。その場合、５メーターの信頼度というのが

極めて重要になってくると思うんですが、文献

などからの数字を拾ったということでありまし

た。本県での外所地震の著書などを見てみます

と、探したところでは明治18年のものが一番古

いんです。それ以降、昭和、平成に入っての文

献でした。だから200年ぐらい経過したときの文

献でしかない。そういったものに頼ること、本

当に信頼するにたえ得るのか甚だ疑問でありま

す。県は津波対策の基本となる数字については

実績調査によるべきではないかと思いますが、

危機管理統括監の見解をお伺いいたします。

従来の地○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

震・津波対策は、過去に発生した最大規模のも

のを前提に計画されているところでございまし

て、本県の日向灘地震ではマグニチュード7.5、

最大震度６強、最大津波高約５メートルと想定

してきたところでございます。なお、過去の津

波記録を取りまとめた被害津波総覧という資料

に基づきますと、1662年に発生した外所地震に

おきましては４～６メートル程度の津波が発生

したという記載がなされているところでござい

ます。これに対しまして、東日本大震災でマグ

ニチュード９規模の巨大地震が発生したことを

踏まえ、過去に実際発生したかどうかにかかわ

らず、想定外をなくすという観点から、マグニ

チュード９程度の南海トラフ巨大地震の想定が

公表され、本県でも最大震度７、最大津波高17

メートルと、従来の想定を大幅に上回る数値が

示されているのが現状でございます。

なお、議員から御指摘がありましたように、

確度をどのように考えるかという問題について

は、なかなか難しい問題があろうかと思ってお

りまして、古文書では正確に何メートルという

ような記載がないのが正直なところでございま

す。先ほど申し上げました被害津波総覧におき

ましても、若干の内陸までの被害や人的被害が

あった場合を規模段階２として４～６メートル

と想定しているというところに基づいておりま

す。次の規模段階３になりますと10～20メート

ル程度、そういう意味では非常に幅のある表現

になっているのは事実であろうと思っておりま

す。

実績調査についてですけれど○坂口博美議員

も、古文書による津波記録については調査整理

したという答弁でした。痕跡調査については、
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かなりな時間と財源を要するから、今回はやら

ないことにしているということだったんですけ

れども、先ほどの県土整備部長の言われた５

メーターは、先ほど言いました明治18年の平部

嶠南という方の本に記されている。それから

ずっとおくれた、今の統括監にお答えいただい

た４～６メーターといったものもある。わずか

しか本県には残っていないんです。本県は発生

した時分からずっと記録がないんです。だか

ら、本当に信頼に足り得るかといったら心もと

ないと僕は思うんです。そして、南海トラフ巨

大地震の被害想定を大きく見直すことになった

きっかけといいますか、原因は、大分県佐伯市

とか大分市内においてボーリング調査、痕跡調

査、古文書調査、聞き取り調査いろんなことを

やった結果、大分県では過去８回大規模の津波

が来襲していることがわかった。それで、これ

は大変だということで、トラフが連動して動い

たということがわかってきた。それで今回の想

定の大幅な見直しなんです。隣の県でそういう

ことが起こっている。先ほど県土整備部長なり

統括監が言われたように、本県の設計基準の基

本を５メーターで設定することで本当にいいの

か。再度、統括監に、そのことに対して調査を

やる気はないのかお尋ねしまして、県土整備部

長には、本県は高潮時の潮位を計画海岸高にし

ているというんですけど、よその県は計画海岸

高の考え方というのはどんなことを基本として

持っているのか、あわせてお伺いをいたしま

す。

今回の南○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

海トラフ巨大地震の想定のように、発生頻度の

極めて低い津波想定を検討する上で、議員から

御指摘がありましたように、過去の古文書等に

よる津波記録の調査、地下の堆積物を調べる痕

跡調査は非常に重要であると認識しているとこ

ろでございます。今年の２月に公表させていた

だきました本県の津波浸水想定については、

「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく

義務として、国土交通省とも協議しながら策定

させていただきまして、その作業の中では、古

文書等による津波記録については調査、整理さ

せていただいたところです。痕跡調査につきま

しては、先ほど御指摘いただきましたけれど

も、実施にかなりの時間と予算を必要とするこ

とから、今回は実施しないという結論に至った

ところでございます。一方で、発生頻度が1000

年に一度といった津波の痕跡調査につきまして

は、津波の調査として今非常に注目されておる

ということで、最近では、高知県ないし、御指

摘いただきました大分県、あるいは原子力発電

所の立地場所などで、専門家により実施されて

いる状況と聞いているところでございます。本

県といたしましても、このような他県での調査

の結果や学術界における研究等も踏まえ、科学

的、専門的な知見に基づく調査、検討を、県と

して単独でやるというよりは、南海トラフ巨大

地震全般に係る問題ですので、国のほうでしっ

かりとやっていただきたいという要望をしてま

いりたいと考えているところでございます。

他県の考え○県土整備部長（大田原宣治君）

方についてでございます。少々古いんですが、

平成16年度の会計検査院決算検査報告によりま

すと、海岸保全施設の天端高は、37都道府県の

うち28の都府県につきまして、台風等により発

生した高潮等の高さに基づき設計しており、九

州各県も同様の考え方でございます。過去に発

生した津波の高さに基づき設計している自治体

は岩手県のみでありまして、残りの８団体につ

きましては、過去の津波高あるいは将来発生が
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想定される津波の高さと高潮等の高さと比較を

行い、いずれか高いほうに基づき設計しており

ます。

まず、統括監ですけれども、○坂口博美議員

痕跡調査はお金がかかると言われましたが、ほ

かにも調査の方法はある。まず、宮崎県の今

持っている資料からの推測というのは頭から消

したほうがいいです。信頼に足りる根拠がない

です。ただ当時の人が、「すごい波だった」と

か「あんなだったらしいと、昔、うちの祖先が

言っていたらしい」というのを集めただけです

から、それは一旦頭から消して。先ほど申し上

げましたように大分県はかなりやっています。

過去、大規模が８回も来ているんです。その痕

跡を持っています。高知県もかなりな調査を

やった。宮崎県では外所地震のことばかり言う

けど、これはマグニチュード7.6です。青島のす

ぐ近くです。だから、津波で立ち上げるだけの

距離がなかなかとれない。そのときの死者が200

人、倒壊した家3,800戸でしょう。もう一つ、津

波の高さは３～4.5メーターとなっていますか、

宝永の地震、外所の145年後です。これは室戸岬

の真東200キロ、串本の真南、宮崎から北東方向

に大体400キロのところです。マグニチュー

ド8.4、宮崎県での被害、不明。被害はわからな

いとなっているんです。津波高が３～4.5メー

ター、５より低いから、それは採択されていな

いことなんですけれども、距離やマグニチュー

ドから見ると、必ずそうとは言えないけれど

も、その波が高知、大分にぶち当たっている可

能性もある。

だから、風呂敷２つ持って切符買ってから大

分に２人ぐらいで行って、高知に２人ぐらいで

行ってコピーを持って帰れば、資料はたくさん

持っていて、それからシミュレーションできる

んです。まして宝永地震の大規模地震と同じと

きの痕跡があったら ポンコツ車じゃないん─

ですから、宗太郎峠を通って来るわけじゃない

んですから、大分から宮崎に入ります。金をか

けなくても、まずそれで精度を高めて、いよい

よ痕跡が必要となれば、ここらが一番やばかっ

たんじゃないかなというところ、そして余り掘

らなくても地盤は変わっていないなというとこ

ろ 掘る金は知れています。あとはそれをど―

う分析していくか。そこのところがなかなか大

変なんでしょうけど、方法としては金をかけな

くても知恵を出せばあると思うんです。ぜひそ

れはやっていただきたいと思うんです。

この前の東北の大震災だって、何度も報道さ

れました。岩手県の例を言われました。過去の

津波を参考にして全県域海岸保全施設をつくっ

ていると言われた。福島もそうでした。昔津波

がここまで来たという物証、聞き取りすればす

ぐわかるような証言、文献、たくさんあったけ

れども、それを見過ごしてきたことが今回の大

惨事につながったんだ、見過ごしが犠牲者をあ

んなに多く出したんだという指摘はたくさんな

されました。だから、宮崎の５メーターが正し

ければ幸いなんです。でも、心もとないから何

とかやるべきじゃないかということを言ってい

るんです。仮に１メーター間違っていたら、保

全施設が１メーター高かったら、この１メー

ター間の津波は防げるわけです。越しても１

メーター上がってくる時間は逃げる時間が与え

られるわけですから、ぜひともこれは再度精度

の高い調査をやるべきだと思いますけれども、

統括監にもう一回、考え方を変えることはでき

ないかお伺いをいたします。

非常に重○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

要な御指摘をいただいておりますが、頭の整理
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をいたしますと、まず、国のほうがハード、ソ

フト対策をとるに当たって大きく２つ津波を想

定しております。１つは、発生間隔はおおむ

ね100～150年で、津波高は相対的に低いものの

大きな被害をもたらす津波、これをレベル１と

しております。また一方で、今回の南海トラフ

巨大地震のような発生間隔が1000年あるいはそ

れ以上で、最大クラスの津波を想定してレベル

２と言っているところでございます。過去の痕

跡調査をより正確性を高める、より確実にする

ということは非常に重要な視点だと思っており

ます。一方で、レベル２につきましては、過去

に記録があろうとなかろうと、考えられるレベ

ルを想定外をなくすという観点ですると。今般

の２月に公表した県の津波浸水想定について

は、この法律に基づいてレベル２を想定してお

りまして、県内では最大17メートルと申し上げ

ましたが、これは過去の記録が残っているもの

の数倍という規模でございますので、命を守る

観点としては、これを想定して頑張っていかな

ければいけないと思っております。

一方で、ハード整備をどのようにするかにつ

きましては、国の中央防災会議のワーキンググ

ループが公表した最終報告書によりますと、レ

ベル１について、海岸保全施設等のハード対策

を含め実施すると。ですから、レベル１の水準

が５なのか、それが７になったらもっと違うの

ではないかという議論になってくると思います

ので、そこは精査していく必要があろうかと思

います。一方でレベル２につきましては、地震

津波対策の前提とすることは現実的ではなく、

命を守ることを目標として、避難対策を軸に総

合的な対策を推進するとされているところでご

ざいまして、この２つのレベル１、レベル２に

どう立ち向かっていくのか。ハード、ソフトを

総合して頑張っていく必要があると思っている

ところでございます。

一方で、きょう御紹介いただきましたよう

に、堆積物調査などの新たな手法が出ておりま

すので、より正確な津波浸水深の把握の可能性

があるということで重要だと思っております。

我々もコンサルタントに聞いたんですが、湖沼

など適切な場所があるかどうかとか、新たな学

問分野で取り組まれている研究者も必ずしも多

くないという状況ではございますけれども、よ

り正確な数値把握のために、科学的、専門的な

知見の進展の状況について、私自身しっかりと

勉強してまいりたいと思っております。

レベル２、50センチ、30セン○坂口博美議員

チの違いで相当な人を救えるか犠牲にするかの

違いが出てくる可能性は十分あるんです。だか

ら、基本となる実績高はしっかりつかまえる必

要があると思います。

それから、レベル２対応でのソフトでの防御

ですけれども、津波防災地域づくり法によっ

て、県及び市町村に津波からの避難対策を行う

上での果たすべき役割が課せられております。

県の役割についてはどうなっているのか。これ

は知事にお願いします。

東日本大震災の教訓を○知事（河野俊嗣君）

もとに制定されました「津波防災地域づくりに

関する法律」は、従来の海岸堤防の整備など

ハード的な対策だけの防災ではなく ハード―

だけでは防ぎ切れないというのが今回の教訓で

あるわけでございます。ハード、ソフト施策を

組み合わせた多重防御による津波防災地域づく

りを推進することとされております。この中で

県の役割としましては、既に公表しております

津波浸水想定の設定、また、津波災害を防止す

るため、必要に応じ警戒避難体制を整備する津
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波災害警戒区域などの指定、さらには市町村が

防災対策を総合的に行うための推進計画の策定

支援を行うこととされております。県としまし

ては、既に昨年12月に私と沿岸の10市町の首長

で構成します宮崎県津波対策推進協議会を立ち

上げております。また、国、県、市町の実務者

レベルによる推進計画策定連絡会を設置し、関

係機関と連携を密にしながら、津波防災地域づ

くりを推進しているところであります。

この法では具体的には、県が○坂口博美議員

示した先ほどのレベル２の浸水想定に基づい

て、市町村はその地域の人たちが逃げ込める高

台を確保する、そこにつながる経路を確保す

る。避難可能な区域はそれで大丈夫なんですけ

ど、避難が困難なところについては、困難を可

能にするようにタワーなんかを整備して経路を

確保することが市町村に課せられております。

それでどうしようもないところについては、今

度は県が特別警戒区域に指定するということに

なっているんですけれども、この道は安全です

よと市町村が確保した。県もそうですねと認め

たところで、レベル２のときに、例えば道路の

陥没とかいろんなリスクを道路自体が持ってい

ます。道路の周りには民間の財産、住宅がたく

さん張りついていて、以前の阪神大震災のとき

に宮崎市が出した被害想定では、火災と倒壊住

宅、500人ぐらい市内で死ぬというのを出してい

ました。そんなのがあちこちで起こる。そこを

道路の機能が残るのかとなったら、機能は残ら

ない。それを確保するために保全していこうと

したときに、まず、道路管理者、国、県、市町

村、私道、農水省、国土交通省、それからそこ

らの張りついている家はみんな民間の財産、こ

れらはどうやって安全な道路に整備していくの

か、非常に難しい問題だと思います。この法律

で、そこに安全な地域を確保しろということ自

体に限界があると思うんですけれども、統括監

にお伺いをいたします。

住民の避○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

難対策については、従来から沿岸市町において

避難訓練等に取り組んでいただいているところ

ですが、今御指摘のありましたように、どのよ

うに安全な地域を確保するかというのは、まだ

まだ課題が多く見られるところであり、実際の

避難を担当される市町村においてよく整理して

いただく必要があると思っているところでござ

います。今、避難場所ルートの確保対策が行わ

れているところでございますけれども、県とい

たしましても、今月の４日に、宮崎県津波対策

推進協議会の幹事会を延岡市で開催し、沿岸市

町の現在の取り組み状況や課題等について情報

交換を行うとともに、現地調査も実施しなが

ら、今後の対応策を協議したところでございま

す。そこで出てきた課題といたしましては、安

全に避難できる場所が確保しにくい地域が確か

にあると。また、避難施設やルート整備のため

予算が多額にかかる。一方で、高齢化が進む地

域の中では迅速な避難が困難という課題が指摘

されたところでございまして、今後よく連携し

ながら、先進地の調査や実践的な訓練を行うこ

とが必要であろうと確認されたところでござい

ます。

先ほど申し上げました県の役○坂口博美議員

割のどうしようもないところを特別警戒区域へ

の指定となるんですけれども、これは病院とか

学校をつくってはだめな区域なんです、危ない

ですよということを県が指定することになるん

です。個人の住宅は市町村の仕事で別個になっ

ているというけど、「そこは危ない場所」と

言った途端にそこの土地の価格はゼロです。個
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人の財産です。レベル２、1000年に１回の確

率、来るか来ないかわからない確率で、実際個

人の財産に規制がかけられるのか。これは、そ

の当時作業をなされたと思うんですけれども、

内田副知事に御所見をお伺いいたします。

津波防災地域づくり○副知事（内田欽也君）

法に基づきまして津波災害特別警戒区域を指定

する場合には、建物の構造について制限が加わ

るなどの私権の制限、あるいは土地利用計画の

大幅な見直しなどを伴います。議員御指摘のよ

うに、地価への影響も含めてさまざまな課題が

懸念されているところでございます。このため

県といたしましては、区域を指定する際には、

地元市町村等の意見を十分に尊重しながら、慎

重に対応していく必要があると考えているとこ

ろでございます。

なかなか難しい問題だと思う○坂口博美議員

んです。個人の財産を可能性のあるもないもわ

からないことでただにしてしまうわけだからで

すね。

時間がなくなってしまったものですから、次

に移ります。まず、水産問題から入りたいと思

います。

まず一つには、福祉保健部長にですけど、県

外に行くと、朝市とか直販で魚を露店でざると

かに入れて氷の上で売っている。そこにすごく

人が集まってきて活力がある。ところが、本県

ではそれはできないと聞いているんですけれど

も、このことについて考え方をお示しいただき

たいと思います。

屋外のイベン○福祉保健部長（佐藤健司君）

ト等においての鮮魚販売ということでございま

すが、全国の状況を見ますと、本県も含め26都

県では、議員お話のようにイベント等での販売

を認めておりません。逆に21道府県では、冷蔵

設備等の設置を条件に認めております。本県に

おきましては、南国特有の気候条件であるため

食中毒の発生リスクも高く、原則イベント等で

の販売を認めてきませんでしたが、近年、冷蔵

技術の発達により低温管理が可能となっている

ことなども踏まえ、今後はイベント等において

も、一定の条件のもとではございますが、包装

した鮮魚の販売ができるように、現在その条件

整備を進めているところでございます。今後と

も、食品の安全・安心の確保を大前提ではござ

いますが、産業振興にも留意しつつ適切に対応

してまいります。

次に、農政水産部長、知事に○坂口博美議員

伺います。４月に協定した尖閣諸島付近での我

が国の排他的経済水域での台湾漁船の入漁問題

について５点伺います。

まず１点目、我が国は２つの中国は認めてい

ないとの外交上の立場にあると承知をしており

ますが、この協定はどことどことが結んだ協定

なのか。

２点目、この協定で台湾船はいかなる権利を

得て、逆に日本船はどのような不利益をこうむ

ることになるのか。

３点目、この水域での事件や事故、あるいは

争議事案などに係る司法権はどこが持つことと

なるのか。

４点目、これまでこの水域で発生している漁

具被害などについての状況はどうなっているの

か。

最後に５点目、この協定を合意するに至るま

でに、県はどのような情報を把握し、どう行動

してきたのか。

以上、１点目と５点目を知事に、残りを農政

水産部長にお伺いいたします。

まず、漁業取り決めの○知事（河野俊嗣君）
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締結者でありますが、外交関係がない日台間の

準公的なパイプ役を果たしております公益財団

法人交流協会が、同様の役割を果たす台湾側の

亜東関係協会と合意をしたものであります。こ

の取り決めに関しましては、県及び本県漁業者

は、日台漁業取り決めが締結された４月10日の

報道により初めて情報に接し、直ちに国に事実

確認を行ったところであります。県及び本県漁

業者への事前の説明がないままに取り決めが締

結されたことは、大変遺憾に受けとめておると

ころであります。県としましては、情報確認後

に国に対し、早急な本県漁業者への経緯の説明

と、今後の操業ルールづくりに本県漁業者の意

見を反映するよう要請したところであります。

今後とも、新たに設定されました台湾漁船の操

業可能水域における本県漁業者の利益が確保さ

れるよう、国との連携を密にしてまいりたいと

考えております。

まず、今般の○農政水産部長（緒方文彦君）

漁業取り決めによる水域設定の影響につきまし

ては、日台双方がみずからの排他的経済水域と

して主張してきた海域については、相手方の操

業を認める「法令適用除外水域」と、我が国の

法令のもとで台湾船の操業を認める「特別協力

水域」が設定されました。これによりまして、

台湾漁船の操業が増加し、我が国漁船は従来以

上に漁場の制約を受けることや、漁具被害の増

加などが懸念されるところでございます。

次に、当該水域における司法権についてであ

ります。漁業関係法令の適用につきましては、

法令適用除外水域では、日台ともにみずからの

漁業関係法令を相手側の漁船に適用することが

できませんが、特別協力水域では、台湾漁船も

我が国の漁業関係法令の適用を受けることとな

ります。さらに、その他の司法権につきまして

は、いわゆる公海と同じ扱いとなりまして、そ

れぞれの漁船の属する当局が司法権を持つこと

となります。

最後に、これまでの本県の漁業被害の状況と

今後の対応についてでございますが、漁業被害

につきましては、平成20年から24年までの５年

間に、はえ縄の切断やラジオブイの盗難など13

件の被害が報告されております。また、今後の

対応につきましては、国や関係団体と連携を図

り、当該水域における操業情報の収集に努めま

すとともに、漁業被害が発生した場合には迅速

な救済が図られるよう、国に強く求めてまいり

たいと考えております。

時間がないから次に移りま○坂口博美議員

す。ＴＰＰに関して総合政策部長に１点です

が、国の説明では、我が国、特に農業に関して

は５品目は絶対守る、聖域をちゃんと守るん

だ、例外とするんだということで交渉を進めて

いるとの説明です。一方で、一つにはＩＳＤＳ

条項があります。ですから、仮に例外を認めて

合意をとったときのＩＳＤＳ条項の効力の関係

はどうなるのか、説明をお伺いいたします。

御指摘の件に○総合政策部長（土持正弘君）

ついて内閣府のほうに確認をさせております

が、関税撤廃の例外品目やＩＳＤＳ条項の導入

については、参加国の交渉により決定されるも

のでありまして、日本が交渉に参加していない

現時点においては、交渉参加国がどのような交

渉、検討を行っているか不明ということで、回

答は困難ということでございました。私どもと

いたしましても、議員御指摘のような問題が生

じないように、国において今後の交渉にしっか

りと取り組んでいただきたいと考えているとこ

ろでございます。

情報が出てこないということ○坂口博美議員
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で、見守っていくというか注文をつけていくし

かないと思うんです。それと、これは聖域をつ

くっても10年という時限があるということで

す。その間に通用するような足腰を鍛えること

ができるか、大きい課題だと思うんですけれど

も、全力でそこを目指して、いかなることがあ

ろうとも、10年後にはしっかり国際的に通用す

る農業を育成していただきたいと思います。

次に、フードビジネス関連で１問お伺いをい

たします。宮崎県ではこれまで、口蹄疫であり

ますとか新燃、鳥フル、何度も試練を受けてま

いりました。今ようやく復興に向けて大きくか

じを切ったばかりであります。そういったやさ

きの今のＴＰＰあるいは円安問題ですけれど

も、そういった中、県はこれら山積する課題を

クリアしながら農家の所得を向上させるんだと

いうことで、フードビジネスや６次産業化への

取り組みを今後力強く進めていくとしておりま

す。しかしながら、例えば加工業者など他の企

業などとの連携によって、農家の所得として、

そこで生まれた付加価値をどうやって農家に還

元するのか、本当にそういうことができるのか

甚だ疑問であります。そういった連携によって

高めた付加価値をどう生産者に反映させるの

か、そのシステムづくりについて知事にお伺い

をいたします。

フードビジネス振興構○知事（河野俊嗣君）

想においては、１次産業と２次産業、３次産業

の連携を重視するわけでありますが、２次産

業、３次産業にもうかってもらうためのものと

いうことではありませんで、今御指摘のよう

に、１次産業というものが、生産者の側が、単

に原料を提供する立場に甘んじることなく、み

ずからの技術の強みを認識し、その価値を真に

必要とする相手方と組むこと、お互いがパート

ナーを組むメリットを見出す関係を構築してい

くことが、生産者に還元するという意味でも大

変重要なことであると考えております。例え

ば、県外の業務用野菜加工メーカーの多くは、

安定的な原料調達と製造過程で発生する残渣処

理を課題としておりますので、安定的なロット

の確保が可能で、残渣を家畜の飼料や堆肥とし

て資源循環できる本県農業と組むことによりま

して、お互いの課題が克服され、新たな価値を

創出できるものと考えております。また、本県

が誇ります日本一の残留農薬分析体制による安

全・安心で、かつ栄養・機能性成分が豊富な農

産物生産など、宮崎ならではの強み、付加価値

をさらに伸ばし、発展性のある連携の裾野を広

げてまいりたいと考えておるところでございま

す。こういった取り組みを県、市町村を初め関

係機関・団体が一丸となって積極的に仲介、

フォローアップすることで、付加価値をしっか

りと本県に呼び込むことができ、生産者に還元

することができるような、新たなビジネスモデ

ルを構築してまいりたいと考えております。

あと幾つか通告していたんで○坂口博美議員

すけれども、時間が来ましたので、以上で質問

を終わりたいと思いますが、冒頭、高速道路の

供用の件で、情報管理のあり方について注文を

したわけですけど、今回、たびたび話題になり

ますように、スマートインターを３つ、接続の

許可をいただきましたし、せんだってのふるさ

と元気交付金だったですか、地元交付金も80％

を基準にということだったから、82％もらえれ

ば御の字かなと思っていたら、0.875というかな

り高い率の交付をいただけました。２人副知事

の成果を出していただき始めたのかなというこ

とで、大変期待をいたしております。

注文は注文で厳しくやっていきますけれど
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も、ぜひとも今後、知事を中心に一丸となって

本県の発展のために尽力していただきたいとい

うことをお願いしておきたいと思います。どう

ぞよろしくお願いを申し上げまして、質問を終

わります。（拍手）

次は、有岡浩一議員。○福田作弥議長

〔登壇〕（拍手） 愛みやざき○有岡浩一議員

の有岡です。３年目を迎えた子育て世代の議員

の一人として、次の世代を担う子供たちへの思

いを込めて質問をいたしますので、明快なる答

弁を求めます。

まず最初に、ことしの４月、靖国神社参拝の

帰りに出会った本があります。「神話がわかれ

ば「日本人」がわかる 古事記編纂1300年 古

事記は日本を強くする」というタイトルの本で

す。そこで、この本の中から一部を紹介しま

す。初めに、戦後最大の忘れ物「日本神話」と

あり、第１章では、今、なぜ「神話」が求めら

れるのかとあります。人工的な「堤防」で何で

も守れると思った日本人の過ちとして、岩手県

の田老湾の防波堤を紹介しています。「どんな

に大きな津波が来ても大丈夫と安心し切ってい

たとき、3・11の東日本大震災により、津波がそ

の防波堤をやすやすと乗り越えて、町を崩壊し

てしまった。つまり、日本人は、これまでは津

波のように押し寄せる全ての難問に対し、大堤

防で一生懸命防ごうとしてきた。だから、今、

日本人、特に若い人々は、これらの「堤防」で

は大切なものを決して守れないことを直感的に

知った。だからこそ、人工的に築いたものでは

ない、心のよりどころになる本当の「心の堤

防」を求めて、日本の土地そのものに根差す、

いわゆるパワースポットを求めている」とあ

り、結びに、古事記が伝える「きよき、なお

き」日本人のアイデンティティーについて解説

しています。「グローバル社会だからこそ必要

とされる「神話という背骨」、古事記神話に依

拠する「正直で素直」という日本人のアイデン

ティティーが、古事記神話によって脈々と、少

なくとも戦前までは受け継がれてきた日本人の

心のありようは、世界に類を見ることのできな

いすぐれたものである。一例として、日本で

は、損得勘定でなく「うそをつくと心が汚れて

しまう」と教えており、心の豊かさ、誇り高さ

を取り戻すために、今こそ、全ての日本人が

「古事記」神話を通じて、みずからのルーツ、

出発点を見直そう」と結ばれています。私自

身、共鳴するところが多くあり、神話の里宮崎

県として誇らしく思うとともに、忘れかけた心

の豊かさを、神話の里宮崎県から発信すべきと

考えております。

そこで、宮崎県民の豊かな心を信じ、県民総

力戦で取り組むことの大切さについて、知事に

お尋ねいたします。まず、宮崎県アクションプ

ラン、人財づくりの柱として、「日本一の子育

て・子育ち立県」の実現を目指すとあります

が、「日本一の子育て・子育ち立県」への知事

の強い思いをお聞かせください。

以上で壇上の質問を終わり、質問者席から質

問をさせていただきます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

子育て・子育ちについてであります。本県

は、元気な子供を育む豊かな自然や文化、ま

た、今御指摘がありましたような神話ゆかりの

さまざまな資源もございます。そして地域の

「絆」が多く残されております。保育所の待機

児童がゼロであるなど、全国の中でも子育ての

しやすい環境にありまして、合計特殊出生率も

全国上位を維持しているところであります。ま
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た、文部科学省が実施しました「全国学力・学

習状況調査」のアンケート調査をもとに、ある

民間シンクタンクが発表しております「いい子

どもが育つ都道府県ランキング」において、本

県は２回連続で全国トップとなるなど、子供の

生活習慣や家庭生活など、「子どもの育ちの

質」においても、知・徳・体がバランスよく

育っていると評価されているところでありま

す。私は、こうした先人の努力により守られて

きた、本県のすぐれた子育て環境や人財を生か

しながら、県民総力戦で、宮崎ならではの誰も

が安心して子供を産み、子育てが楽しいと実感

できるような「日本一の子育て・子育ち立県」

を目指してまいりたいと考えております。以上

であります。〔降壇〕

河野知事御自身が子育て現役○有岡浩一議員

でありますから、宮崎県の子育て環境のよいと

ころ、改善すべきところに気づかれていると思

います。宮崎県の子育て環境が大変いい、どこ

よりも自信を持ってよいということに、まず気

づいてほしいと思いますし、宮崎県での子育て

に自信を持ってほしいと、そう願っておりま

す。宮崎県には、誰にでも挨拶のできる正直で

素直な子供たちがいます。家庭教育において

も、人様にだまされない教育以上に、うそをつ

くと心が汚れてしまう日本人の背骨を身につけ

るよう、子供たちを見守りたいと再認識いたし

ました。

次に、子供が生まれてくる原点から質問をい

たします。メディカルバースセンターについ

て、福祉保健部長にお尋ねいたします。本年３

月につくられた宮崎県医療計画の周産期医療に

おいて、課題として産婦人科医師の高齢化が挙

げられております。施策の方向として示された

中に、今後も、地域産科医療機関、助産所を担

う産婦人科医師及び助産師の確保に努める必要

がある、さらに助産師の活躍の幅が広がってい

るとあります。現場の産婦人科医の先生から

も、高齢化の問題、定期的妊婦健診、さらに産

後ケアの必要性を伺っております。そこで、周

産期医療体制の充実と安心・安全な出産の確保

のためにも、助産師の活用を図るメディカル

バースセンターについて、今から検討していく

必要があると思われます。部長の見解をお願い

いたします。

本県の人口10○福祉保健部長（佐藤健司君）

万人当たりの産科医師数は、平成22年12月末現

在でございますが、9.7人で、全国平均の8.3人

を数の上では上回っておりますが、産科開業医

の平均年齢が既に60歳を超えております。この

高齢化が課題であると認識いたしております。

お尋ねの助産師を活用するメディカルバースセ

ンターにつきましては、類似の仕組みとしての

院内助産システムが、県内で２つの病院で実施

されておりますけれども、県としましては、県

民の皆様が安心してお産に臨むことができるよ

う、引き続き産科医の確保に努めるとともに、

さらに助産師の活用を進めてまいりたいと考え

ております。

医療計画作成時、次回の医療○有岡浩一議員

計画作成が行われると思いますが、そのときに

は、この問題は必要な課題になると思われま

す。助産師のスキルアップを含め、検討を要望

したいと思います。さらに先日、東京慈恵会医

科大学のほうにもちょっとお邪魔させていただ

きまして、図書を調べさせていただきました。

患者を守りトラブルを避けるための当直医の心

得として、産婦人科当直の問題、リスクの大き

さ、こういったものを図書で紹介されているほ

ど、やはりリスクの多い分野ですので、ぜひと
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も、安心して生み育てる環境を宮崎県でも維持

できるよう努力していただきたいと思っており

ます。

次に、県民総力戦の最後の問いとなります

が、メリケントキンソウの駆除関連について、

知事にお尋ねいたします。まず、私が外来植物

のメリケントキンソウについて知ったのは、最

近のテレビのニュースでした。そして、スポー

ツ少年団の小学生と一緒にグラウンドの芝生の

上でストレッチをしようと手をついたとき、か

たいとげが刺さり、あのニュースでやっていた

メリケントキンソウだと気づき、別の場所に移

動させました。帰宅後、県のホームページを開

いてみると、一昨年の12月には、メリケントキ

ンソウに注意してくださいと情報提供がなされ

ていました。その内容は、「５月から６月の時

期に、トゲを持つ、硬い種子を結実します。子

供たちが裸足で芝生を駆け回ったりした時、硬

いトゲが刺さって、思わぬ怪我をする恐れが指

摘されています。なるべく、４月末頃までに駆

除するのが良いでしょう」とありました。

私は、県の行政能力は、情報の速さや正確さ

は大変すばらしいと思っておりますが、反面、

お知らせの段階で終わってしまっている。お知

らせの段階から県民へ情報を発信し、みんなの

問題として県民に関心を持ち、一緒に行動して

いくこと、いわゆる協助の段階へ発展させてい

く仕組みが必要と考えます。協助とは、できる

ことから始める一歩です。特に子供たちのため

に協助を呼びかけることは、正直で素直な宮崎

県民のアイデンティティーに響くと思います。

そこで、「日本一の子育て・子育ち立県」を目

指すためにも、県民に呼びかけ一緒に取り組

む、協助による環境づくりについて、知事の御

所見をお尋ねいたします。

少子化が急速に進む中○知事（河野俊嗣君）

で、誰もが安心して子供を産み、子育てが楽し

いと感じられるような、実感できる環境づくり

を進めるためには、旗を振る行政の取り組みに

加えまして、県民や事業者、関係団体などが連

携・協働して、県民総力戦で子育て支援に取り

組んでいくこと、地域を挙げて取り組むことが

大変重要であるというふうに考えております。

こうした認識のもと、議員御指摘の協助 い―

わゆるともに助けるという意味でありますが

この環境づくりと方向性を同じくするもの―

だというふうに考えておるところであります。

県は一昨年から、未来みやざき子育て県民運動

を展開しておりまして、その運動の一環とし

て、毎月19日を「育児の日」と定めまして、家

庭、地域、職場において、それぞれの立場か

ら、子供・子育てについて考え、身近なところ

から行動に移してもらう環境づくりを推進して

いるところであります。もっともっと、いろん

な取り組みを進めて、ＰＲ、啓発に努めてまい

りたいというふうに考えておりまして、子供の

安全や健やかな成長を含め、県民全体で子供と

子育て家庭をみんなで支える宮崎づくりという

ものを推進してまいりたいと考えております。

今、知事のほうから答弁いた○有岡浩一議員

だきましたが、「日本一の子育て・子育ち立

県」を目指すならば、今までどおりではなく、

一歩も二歩も前に出る勇気を持って、県民総力

戦を実現することで、上杉鷹山公の「なせば成

る」の精神を持って挑戦していただきたい。宮

崎県のおやじとして、県民を引っ張っていただ

きたいと願っております。もう一度申し上げま

す。なせば成る、人が何かをなし遂げようとい

う意思を持って行動すれば、何事も達成に向か

うものである。その思いで、ぜひ県民を巻き込
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んでいただきたいと思っております。

次に、ＴＰＰ対策であります。

まず、本県におけるＴＰＰ協定による影響に

ついて、宮崎県ＴＰＰ協定対策本部での見解を

総合政策部長にお尋ねいたします。

ＴＰＰ協定で○総合政策部長（土持正弘君）

ございますけれども、物品の関税撤廃や削減だ

けではなく、投資や知的財産などの非関税分野

や環境・労働などの新しい分野を含む、高い水

準の自由化を目標とした包括的協定であります

ことから、産業経済から国民生活まで幅広い影

響があるものというふうに考えております。本

県におきましては、畜産物や米など農林水産物

の生産額減少や関連産業など地域経済全体への

影響が強く懸念されるところでございます。ま

た、残留農薬や食品添加物の基準、遺伝子組み

換え食品の表示義務など食品の安全・安心にか

かわる基準や、国家対投資家の紛争解決手続を

定めますＩＳＤ条項、さらには、安心して医療

を受けられる公的医療保険制度など、産業経済

活動や県民生活に重要な制度への影響も考えら

れる、そういったことについて、本部会議等で

議論しているところでございます。

次に、食の安全というテーマ○有岡浩一議員

で２年前にも質問をいたしましたが、遺伝子組

み換え食品の取り扱いについて、現状とＴＰＰ

による影響について、農政水産部長にお尋ねい

たします。

我が国におい○農政水産部長（緒方文彦君）

ては、科学的知見に基づき、安全性が確認され

た遺伝子組み換え食品のみが流通する仕組みと

なっており、そのうち、大豆やトウモロコシな

どの農産物８作物及びそれらの加工食品33群に

ついて、遺伝子組み換え食品である旨の表示が

義務づけられております。現在、ＴＰＰの作業

部会において、食品安全基準等について議論が

なされていると伺っておりますが、仮に、遺伝

子組み換え食品の表示の義務づけが不要になれ

ば、消費者がこれまで国内産の農産物に対して

抱いていた安心・信頼感のイメージが揺らぎ、

生産現場を含めて大きな影響を受けることが懸

念されると考えております。

私は、茨城県のつくば市にあ○有岡浩一議員

ります独立行政法人「農業生物資源研究所」の

ゲノム研究センターや遺伝子組換え研究セン

ター、遺伝資源センターなどへ、勉強に行って

まいりました。遺伝子組み換え農作物の利用状

況では、1996年から本格的な商業栽培が開始さ

れ、29カ国により、16年間で94倍の面積１

億6,000万ヘクタール、日本の国土の約4.2倍と

ふえ続けております。そこで、ぜひ、県民の皆

さんに対し、食の安全について関心を持ち、食

の大切さを考えていただきたいと願うものであ

ります。なぜならば、経済最優先の落とし穴と

して、バイテク企業と言われる多国籍企業の中

心には、ベトナム戦争に使われた枯れ葉剤やＰ

ＣＢを開発・生産した企業があるからです。今

でも、宮崎県内においても、ＰＣＢの保管事業

場が197カ所あり、平成39年度まで処理期限が延

期されております。このように、次の世代に影

響を及ぼす可能性がある経済最優先の取り組み

について考えるべきです。想定外とか知らな

かったでは許されません。そこで、今できる、

今からやっておくべき対策として、一代限りの

ハイブリッド種子が主流の現在、多様な遺伝資

源を確保するために、宮崎県としても遺伝子を

守るジーンバンクの取り組みを進めるべきと考

えますが、現状と見解を農政水産部長にお尋ね

いたします。

農作物の遺伝○農政水産部長（緒方文彦君）
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資源の保存・活用につきましては、県総合農業

試験場において、本県農業振興を進めていく上

で重要な水稲、野菜、花卉などの新品種育成を

目的に、約2,000点の遺伝資源の保存を行ってお

ります。また、糸巻き大根や佐土原ナス、地キ

ュウリ等の本県由来の地域作物につきまして

は、遺伝資源の保存とあわせて、地域特産化に

向けた品種育成等に取り組んでいるところであ

ります。県といたしましては、今後とも、県の

保有する遺伝資源の的確な管理と活用を進める

とともに、国や他県の試験研究機関等とも情報

交換を進め、新品種育成による本県農業の振興

や地域活性化に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

私自身、佐土原ナスを大変お○有岡浩一議員

いしくいただいている一人でございますが、本

県におけるＴＰＰの影響に対し、県民みんなが

関心を持ち、今考えられる準備を進めていき、

一緒に荒波を乗り越えていきたいと考えており

ます。

次に、さらなる荒波となる道州制についてお

尋ねいたします。

宮崎県中小企業振興条例が本年４月１日より

施行されましたが、その中でも今注目すべきこ

とは、ものづくりと考えます。日本のものづく

りの技術は、世界の最先端であります。中小企

業庁も、ものづくり中小企業支援などに取り組

んでおります。本県においても、道州制の議論

が進む中で、将来の雇用の場を確保し、宮崎県

が宮崎として生き残っていくために、県内企業

の技術力を向上していくことが重要です。そこ

で、本県における取り組みについて、商工観光

労働部長にお尋ねいたします。

県内産業○商工観光労働部長（茂 雄二君）

が、激しい地域間あるいは国家間の競争の中で

生き残り、発展していくためには、ものづくり

産業の振興は大変重要であり、そのためには、

技術力の向上が大きな課題の一つであると認識

しております。このため、県におきましては、

従来から、工業技術センターや食品開発セン

ター等において、技術開発やその成果の企業へ

の移転、技術指導に努めますとともに、産学官

共同で新技術や新商品の研究開発などを行う県

内企業を支援してきたところであり、例えば、

ＳＰＧ技術の活用による世界最小クラスのハン

ダ粒子の製造技術や、新たな焼酎酵母である

「平成宮崎酵母」を使用した新商品の開発など

に結びついているところであります。さらに、

県の事業による共同研究等をベースといたしま

して、国の公募事業の採択を受け、より高度な

研究開発に取り組んでいる事例もあります。今

後とも、国や関係機関と連携を図りつつ、効果

的な施策に取り組むことにより、地場企業の技

術力向上を支援してまいりたいと考えておりま

す。

ものづくり産業の振興におい○有岡浩一議員

て、厚生労働省では、人口減少や高齢化が進む

中、ものづくり産業においても、女性や高年齢

者等を活用する全員参加型を構築していくため

の課題や、労働生産性の向上に向けた能力開発

の取り組みなどの今後の方向性を示しておりま

す。ものづくりに取り組む企業・人材育成等、

課題はありますが、市町村との連携を含め、県

庁総力戦を期待しております。

次に、市町村合併の反省から道州制を想定し

たときに、中山間地や周辺地域の過疎化が進

み、並行して住民サービスの低下が懸念されま

す。そこで、公共サービスの民営化について検

討し、民間からの提案などを募集する取り組み

が実施できないか、総務部長にお尋ねいたしま
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す。

本県では、これま○総務部長（四本 孝君）

で、県が実施するよりも、民間等で行うほうが

より効果的・効率的であると判断される業務に

つきましては、アウトソーシングを行ってまい

りました。その一環として、平成21、22年度

に、御質問にもありましたような、県民の皆様

からの業務委託や民営化等の提案募集を行いま

して、昨年度に、若年者の就職支援窓口である

ヤングＪＯＢサポートみやざきの民間委託など

を実施したところであります。アウトソーシン

グは、民間資源の活用による行政サービスの向

上や行政コストの縮減等において有効な取り組

みでありますので、今後とも、県民の皆様から

の御提案もいただきながら、積極的に推進して

まいりたいと考えております。

ぜひとも、アウトソーシング○有岡浩一議員

もそうでしょうし、民間の活力を結集していた

だきながら、住民サービスの維持というものを

念頭に頑張っていただきたいと思いますし、

我々もそれに向かって邁進していきたいと思っ

ております。

次に、宮崎県の中山間地において、森林資源

をどのように活用し、守り残していくかが、大

きな課題になってまいります。そこで、今回の

補正予算に計上されております森林・山村多面

的機能発揮対策事業は、住民が協力して森林を

守る体制を支援する事業と伺っておりますが、

事業の内容について、環境森林部長にお尋ねい

たします。

森林・山村多○環境森林部長（堀野 誠君）

面的機能発揮対策事業は、今年度からスタート

した国の事業で、里山林の保全や山村の活性化

を図るため、地域住民が森林所有者等と協力し

て行う里山林を整備する取り組みや、まきや木

炭生産など森林資源利用に向けた取り組みなど

を支援するものであります。今回の補正予算で

は、この事業を推進するための県と市町村の推

進事務費についてお願いしているところであ

り、活動交付金は、国から、市町村や関係団体

等で組織する地域協議会を通して活動組織に交

付されます。地域協議会によりますと、これま

でに46の活動組織から要望が上がっており、県

といたしましては、市町村と連携しながら、こ

れらの活動組織の指導やさらなる掘り起こしに

努め、事業の積極的な推進を図ってまいりたい

と考えております。

本事業は、宮崎県の現状に○有岡浩一議員

合った、そして里山の活性化につながる事業と

感じております。ぜひ、県内各地の里山の生活

を守り、森林を守ることで、川や海を、宮崎の

自然を守ることができるよう期待する事業でご

ざいます。

では、次に参りたいと思いますが、観光行政

についてお尋ねいたします。

先月、北きりしま田舎物語推進協議会の修学

旅行農家民泊を視察してまいりました。まず、

最初に感じたことは、受け入れ側の農家の皆さ

んが元気がよく、数人のメンバーと一緒に中学

生をもてなす姿が、夏休みに孫が帰ってきてい

るかのように映りました。生徒の皆さんも素直

で、いろいろな体験を楽しんでおりました。私

も生徒のカメラを預かって、写真をよく撮る例

の芸能人の方のように、生徒さんの思い出づく

りに参加しておりました。県外・県内を問わ

ず、農家体験を受け入れることは、地域づくり

の力になると確信いたしました。そこで、農家

民泊の取り組みは、まだまだ伸びる可能性があ

り、受け皿をふやすことが必要と思われます

が、農政水産部長の見解をお尋ねいたします。
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農業体験や調○農政水産部長（緒方文彦君）

理体験等を取り入れた農家民泊は、年々需要が

高まっておりまして、本年度は、西諸県地域

で、関西方面の中学校４校から405人を教育の一

環として受け入れております。また、秋には、

西臼杵地域でも受け入れを予定しており、今

後、県内での需要はさらに伸びるものと考えて

おります。こうした状況を踏まえまして、県で

は、農家民泊の開業希望者に対しまして、平

成24年３月に策定した農山漁村生活体験に係る

実施方針に基づき、食事及び宿泊に関する安全

管理・衛生管理等の指導を行い、開業に向けた

支援を実施しているところでございます。ま

た、地域の受け入れ体制やネットワークづくり

を強化するために、各地域協議会等に対して、

各種研修会の開催や誘客のためのパンフレット

作成等への支援も実施しております。農家民泊

は、地域・集落の活性化に効果の高い取り組み

でありますので、今後も、受け入れ体制の強化

及び拡大に向けて、関係者一丸となって取り組

む所存でございます。

農家民泊が充実することに○有岡浩一議員

よって、県内の子供さんたちも体験ができる、

そういういろいろな多面的な機能が発揮できま

すので、ぜひ、今後とも努力していただけたら

と思っております。

次に、関連しまして、商工観光労働部長にお

尋ねいたします。宮崎のよさをアピールする意

味でも、この農家民泊への教育旅行の誘致を核

として、ますます観光県として推進が必要と考

えますが、部長の見解をお尋ねいたします。

教育旅行○商工観光労働部長（茂 雄二君）

につきましては、近年、体験学習や環境学習な

どを取り入れたメニューが注目されてきてお

り、農家民泊も教育旅行誘致の重要な素材であ

ると認識しております。このため、市町村や関

係機関と連携を図りながら、特に、新幹線開通

によりアクセスの向上した関西、中国地方への

誘致活動を行ってきたところであり、今年度、

国内からの本格的な農家民泊への受け入れとし

ては初めて、関西の中学校が北きりしま地域で

教育旅行を実施するなど、徐々に成果があらわ

れてきているところであります。今年度は、従

来からの取り組みに加えまして、宮崎県ホテル

旅館生活衛生同業組合に教育旅行専門の職員を

配置し、県外の旅行会社や学校関係者等に対す

るセールスや招聘事業等に重点的に取り組むこ

とにしており、引き続き、農家民泊を含む教育

旅行の誘致促進に積極的に取り組んでまいりた

いと考えております。

次に参ります。防災対策につ○有岡浩一議員

いてお尋ねいたします。

今月初め、会派の行政視察として、宮城県庁

の総務部危機対策課の担当者から、大規模災害

における行政の対応の実態について説明を受

け、現状を伺いました。そこでは、まず、自主

防災組織数は4,576が組織され、人材育成として

防災指導員養成講座を行っているとのことでし

た。そこで、危機管理統括監にお尋ねいたしま

す。大規模災害発生時の住民の安全を確保する

観点から、自主防災組織の人材を確保するため

の取り組みと課題についてお尋ねいたします。

本県で○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

は、平成17年の台風14号災害を踏まえまして、

大規模災害に対する備えの一環として、市町村

とも連携しながら、自助・共助の取り組みを強

化しているところでございます。その結果、本

県の自主防災組織活動のカバー率は徐々に上昇

し、昨年４月現在で76.5％となるなど、一定の

成果は得られているというふうに認識しており
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ます。一方で、単に組織活動のカバー率を上げ

るのみならず、実質的な活動強化につなげてい

くことがより重要であると認識しておりますの

で、自主防災組織の活性化を図るための人づく

りにも取り組み、専門的な知識や技能を有する

防災士の養成を積極的に進めてまいったところ

でございます。その中で、これまでに、地域の

リーダーや消防団員、看護師、会社員、公務

員、教職員など、多彩な職種や経歴を有する防

災士が、県内に約1,200名誕生しているところで

ございます。地域防災を推進するに当たりまし

ては、住民の高齢化や昼間の要員の不足など、

さまざまな課題がありますが、今後、防災士の

養成対象を福祉施設職員にも拡大しつつ、自主

防災組織と消防団、学校、企業、施設などが連

携・協力して活動を推進していけるよう、県と

いたしましても支援してまいりたいと考えてお

ります。

ただいま内容を説明していた○有岡浩一議員

だきましたが、宮城県においても、自主防災組

織の組織率は85.3％と高い水準でありますが、

やはりそれをまとめる人材、そういったものの

課題を指摘されておりました。ぜひ、宮崎県に

おきましては、防災士の育成、さらに常在危機

に対する意識、自主防災組織との連携、こう

いった人材を活用できる体制づくりを、今後と

も深めていただきたいと思っております。

次に、消防団員の現状についてお尋ねします

が、東日本大震災におきましては、宮城県で

は、消防団員が100名死亡、８名が行方不明と

なっております。しかし、被災地の消防団は、

捜索や夜間の見守りなど献身的に活動され、地

元消防団のおかげと関係者から大変感謝されて

いました。そこで、本県における消防団員確保

の現状とその取り組み、さらに消防団員の安全

確保について、重ねてお尋ねいたします。

本県の消○危機管理統括監（橋本憲次郎君）

防団員数は、速報値でございますが、本年４月

１日現在で１万5,074名となっておりまして、人

口減少や就業構造の変化などにより、減少傾向

にございます。このため、県では、新聞広告等

を活用した普及・啓発を初め、消防団員を雇用

している建設業者への優遇措置を講じるなど、

団員確保に取り組んでおり、昨年度からは、広

報紙の発行など、新たな取り組みも行っている

ところでございます。今後とも、消防力の充実

強化を図るため、市町村と一体となって、団員

確保に努めてまいりたいと考えております。ま

た、消防団員の安全確保についてでございます

が、さきの東日本大震災の津波で、多くの消防

団員の方が犠牲となったところであり、南海ト

ラフの巨大地震の被害が想定される本県におき

ましても、大変重要な課題だと認識していると

ころでございます。現在、消防庁からも、退避

ルールの確立や情報伝達体制の整備などについ

ての考え方が示されているところでございまし

て、沿岸の市町に対しまして、消防団活動・安

全管理マニュアルの作成を引き続き働きかけて

まいりたいと考えております。

地域の消防団員の必要性とい○有岡浩一議員

うものが、実際に大きな災害を受けた地域でも

必要だとおっしゃっておりましたので、この消

防団員の確保という一つの課題につきまして

も、市町村と連携して御指導いただきたいと

思っております。

次に、行財政改革プランについて、総務部長

にお尋ねいたします。

平成23年６月作成の、みやざき行財政改革プ

ラン第三期財政改革推進計画の２年が経過しま

した。予算編成システムの見直しを行う上で、
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既定事業の見直しや事務費の節約等、翌年度の

予算編成にどのように評価しているのか、現状

をお尋ねいたします。

本県では、極めて○総務部長（四本 孝君）

厳しい財政状況を踏まえまして、事務事業の見

直しとして、事業等の必要性や緊急性、費用対

効果などについて、ゼロベースからの徹底した

検証を予算編成作業に先立って実施しておりま

すが、その中で、積極的な見直しや新たな歳入

確保を行う部局に対しては、翌年度の予算要求

額に一定の上乗せ措置を講じているところであ

ります。また、経費の節約を奨励するため、努

力や創意工夫により生じた一般事務費の執行残

額につきましては、翌年度予算額に一定の加算

措置を講ずるというメリットシステムを導入し

ているところであります。

ただいまお話にありましたメ○有岡浩一議員

リットシステムというものが、どの程度、職員

の中で浸透し、そのことで意欲を持って取り組

まれているのか、今後の課題だと思っておりま

す。平成24年度の宮崎県行財政改革懇談会の議

事録を拝見しますと、「社会保障関係費は、平

成15年度と平成24年度を比較すると、倍以上に

ふえている状況にある」とありました。社会保

障関係費など、現状を関係機関みんなが理解

し、県庁総力戦で臨まなければならない大きな

壁であるというふうに感じております。

そこで知事に申し上げますが、このような情

勢の中で、今、大変危惧しておるのは、人材育

成であります。夢が語れない環境の中で人材が

集まらないと、そういう危惧もする中で、国家

公務員におきましても、また宮崎県庁におきま

しても、人材がこれから夢を語って行政に携

わっていただける、そういう改革をしなきゃい

けないと思っております。そして、行財政改革

に取り組みながらも、これからの宮崎県の目指

す姿を職員と一緒に描き、目指さなければなら

ないと思っております。また、同じように我々

議会人は、県民の代表として、県民の皆さんに

宮崎県の進む方向を示さなければならないとい

うことで、お互いの役割に全身全霊傾注すべき

であるというふうに今回強く感じております。

そういう行革を進める中で、大変危惧する案

件でございますので、県土整備部長にお尋ねい

たします。設計違算についてでございますが、

３月の議会におきましても、右松議員から詳細

な指摘がありました。そこでまず、24年度の県

土整備部における違算等による入札中止の実態

とその対策についてお尋ねいたします。

平成24年度○県土整備部長（大田原宣治君）

の県土整備部所管の建設工事及び業務委託の発

注件数は2,214件、そのうち、入札中止は56件で

あります。入札中止につきましては、ほとんど

が違算によるものでありまして、その原因は、

積算基準や単価の適用誤り、必要経費の計上に

関する誤りなどであります。入札の中止は、応

札者にとりまして負担増となるものであり、ま

た、事業のおくれにもつながりますので、大変

申しわけなく思っております。県土整備部で

は、これまで、積算能力向上のための研修の実

施や、発生した違算事例に関する情報の共有化

を図りますとともに、昨年12月には、各発注機

関の担当リーダーで構成される違算対策検討部

会を設置し、より効果の高い精査方法などにつ

いて情報提供や意見交換を行い、再発防止に努

めているところでございます。

先ほどの56件の内訳としまし○有岡浩一議員

ては、建設工事が38件、業務委託が18件と伺っ

ております。このような違算をどのようにして

対策をとっていくのか、私も、担当部局、職員
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の方たちといろいろ議論しました。そして、出

先機関もいろいろ指導していただきながら、こ

れからの違算対策を進められると信じておりま

す。再度確認いたしますが、設計違算によっ

て、現在の疲弊している県内業者や応札者の負

担がふえること、そして事業がおくれることに

よるさらなる負担増、再度の入札準備の時間や

労力、コストの無駄、行政への不信感など、得

るものは何もありません。我々議会の努力不足

もあり、改善が進まないと大変反省しておりま

す。今回の質問に当たり、関係課や出先機関と

十分協議されたと伺っています。それぞれの

チェック体制等、真摯な対応が実行されること

を信じまして、次回の12月議会で再度この成果

をお尋ねしたいと思っております。

では、続きまして、最後の質問になります

が、教育長に発達障がいとワークフェアについ

てお尋ねいたします。

まず、特別支援学校全校に、保護者の念願で

もありました高等部を設置していただき、お礼

を申し上げます。大きな一歩を踏み出したと感

じます。そこで、本年度取り組まれる「「支援

をつなぐ」特別支援教育エリアサポート構築事

業」の趣旨や効果について、教育長の事業導入

への思いをお尋ねいたします。

発達障がいを含め障○教育長（飛田 洋君）

がいのある子供たちにとって最も望ましいとい

うのは、将来自立して生活できるようになるこ

とだと考えております。英語で障がいのある方

のことをチャレンジドパーソンという言い方が

ありますが、チャレンジすること、子供たち

が、社会的自立、職業的自立に向かってチャレ

ンジすること、そして自立に向け一歩でも二歩

でも近づいていってくれることというのが、何

より強く願っていることであります。そのため

には、関係機関が連携して、早期に障がいにつ

いて気づき、その特性を的確に把握すること、

そして一人一人の可能性を十分伸ばすために、

個々の特性と発達段階に応じた支援をしていく

ことが重要であると考えております。そこで、

本年度から取り組みます「「支援をつなぐ」特

別支援教育エリアサポート構築事業」では、幼

稚園、保育所や小・中・高等学校等に、専門家

が巡回したり、専門家による研修を行うことに

よって、障がいのある子供たちをその学校でよ

り一層伸ばせるような手だてをとることができ

るよう、校内の支援体制の充実を図るととも

に、幼児期から小・中・高等学校まで一貫し

て、地域で、地域の実態に即して支えていける

体制の構築を目指してまいりたいと考えており

ます。障がいのある子供と保護者の思いを、そ

して願いを十分に受けとめる努力を続けるとと

もに、一人一人の子供たちを一層伸ばせるよう

な取り組みを進めてまいりたいと考えておりま

す。

ぜひ、この構築事業が、県内○有岡浩一議員

全域のサポートをしていただきながら、子供た

ちの幸せのために一翼を担っていただくことを

願っております。なぜ今回、このテーマにワー

クフェアを入れたかと申しますと、実は就労支

援の現場に伺ったところ、現在、就労支援で対

応に追われている中で、発達障がいと思われる

若者が就労に苦労しているということでした。

子供のうちからの気づき、適切なサポートがな

かったためと言われます。今回の事業により、

特別支援教室の段階で、気づきと適切なサポー

トが行われるとしたら、一人一人の特性を伸ば

す支援が期待できるわけです。ワークフェアと

は、仕事で生きがいを感じるという意味であり

ますが、事業者への理解を含め、支援をつなぐ
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意味でも、大変大きな構築事業になると期待し

ております。

もう一つ御紹介いたしますが、私は山形県の

新庄市に行ってまいりました。会派の研修とい

うことで行ってまいりましたが、株式会社ヨコ

タ東北アメニティセンターというところがござ

いまして、家庭から出る食品トレーを回収し、

福祉施設で種類ごとに分別した後、ペレット状

に加工し製品化する、食品トレーリサイクルシ

ステムという制度をとっております。このお話

を伺う中で、例えば、宮崎市の規模であれ

ば、300人程度の雇用が可能ではないかというお

話もされました。本県においても、障がい者就

労支援の仕組みづくりに、民間と一緒に、お互

いが社会の一員として役割を果たす仕組みづく

りが必要です。本県においては、まず、今回の

サポート事業を充実し、早期発見により自立へ

の準備期間となることを期待し、我々も次の

ワークフェアの取り組みを勉強してまいりたい

と思っております。

まだ話を続けさせていただきます。今回は子

育てを中心に質問をしてまいりましたが、子供

は成長し、青年期を迎えます。そこで、教育長

に一つ要望しておきたいと思いますが、先日、

宮崎県東京学生寮に挨拶を兼ねて寄らせていた

だきました。市ヶ谷駅から徒歩で５分の利便性

のいい場所にあります。鉄は熱いうちに打てと

いいます。私は、自分の経験から、この東京学

生寮の２人部屋生活、２年間の寮生活は、人生

の大きな財産になると思っております。宮崎県

は、貴重な経験ができる場所を提供できること

を誇りに思い、ぜひ、東京に進学等で住まわれ

る若者に紹介していただきたいと思っておりま

す。これは要望にかえさせていただきたいと思

います。

また、幾つかの要望をさせていただきます

が、観光におきましても、よく新聞の窓の欄で

今声が出ているのが、ＩＣカードを宮崎でも利

用できるようにしてほしいと。よくＰＡＳＭＯ

（パスモ）やＳｕｉｃａ（スイカ）、ＪＲ九州

ではＳＵＧＯＣＡ（スゴカ）という共通利用券

がありますが、こういったこともこれからの課

題として、やはり県がリーダーシップをとっ

て、各民間との協力をしながら、こういったＩ

Ｃカードの導入、これも一つの方法だと思いま

す。逆に、ローカルはローカルの取り組み、宮

崎の県産杉を使って通行手形をつくるとか、

もっとローカルの方法もあると思います。いず

れにしても、宮崎県の観光がますます発展し、

宮崎に来てよかったと言ってもらえるような、

また、スポーツランドみやざきとして、宮崎に

行って利便性が高くなったと、そういう声が来

年度もぜひ聞かれるような取り組みを今から実

施していただきたいと思っております。

また、航空関係者の方とお話しする機会がご

ざいまして、これからは地方都市の航空路のつ

ながりも必要じゃないかと。宮崎と宮城県が今

いろんな形でつながっておりますが、チャー

ター機を使って宮宮交流のような交流をすると

か、そういう地方都市間の交流、これも一つの

取り組みではないかという提言をいただきまし

た。宮崎県の高いポテンシャルとおっしゃるそ

の力を結集すること、県民総力戦に持っていく

こと、これが大変重要だと思っておりますし、

鹿児島空港や熊本空港に行かれる県内の方も多

いと聞いておりますので、宮崎県の皆さんが宮

崎の公共施設を利用しやすい、そういう施策も

今後の大きな課題であり、宮崎県民総力戦の一

つのテーマではないかと思っております。

最後になりますが、一言お話しして終わらせ
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ていただきます。林活議連の調査の際に少し寄

り道をしまして、日向市東郷町の坪谷小学校の

若山牧水の歌碑を見に行ってまいりました。そ

の中から私の好きな一句を紹介したいと思いま

すが、「若竹の伸びゆくごとく子ども等よ真直

ぐにのばせ身をたましひを」の願いを込めて、

私の質問を終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○福田作弥議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時56分休憩

午後１時１分開議

休憩前に引き続き会議を開き○福田作弥議長

ます。

次は、河野哲也議員。

〔登壇〕（拍手） 公明党宮崎○河野哲也議員

県議団、河野哲也でございます。午後は１人の

登壇ということです。静かに議論していきたい

と思いますので、静かにお聞きください。

「ぐらっときたら、まずあなたは何をします

か」、４月に地元で議会報告会を開催した折、

最初に発した私の言葉です。机の下に隠れると

か、火を消すとか、はたまた貴重品を持って飛

び出すとか、笑いを誘う御意見もありました

が、非常に関心の高いセミナーとなりました。

当初、２月議会の報告をする予定でした。しか

し、案内に回って気づきました。海抜1.6メート

ルのこの地域の関心事は、私の報告より、３月

内閣府発表の南海トラフ巨大地震の被害想定

（第二次報告）でした。急遽、防災セミナー的

な内容に変更し、冒頭の出だしとなりました。

政府の地震調査委員会は５月、南海トラフ巨

大地震に関する新評価について、その中でマグ

ニチュード８以上の地震発生確率は、今後10年

以内に20％程度、20年以内に40～50％、30年以

内に60～70％と発表しました。これまでにも東

日本大震災を教訓に、南海トラフ巨大地震につ

いて、震度６弱以上の強い揺れが24府県で起こ

り、高さ10メートル以上の巨大津波が非常に短

い時間に各地を襲うことを想定し、昨年８月に

は、死者が最悪で32万3,000人、うち津波による

死者は23万人、ことし３月には、220兆3,000億

円の経済被害が出るとしました。

南海トラフ巨大地震の特徴は、局地的に強い

揺れを観測した阪神・淡路大震災と津波による

大被害をもたらした東日本大震災の両方の特徴

をあわせ持ち、さらにその規模を非常に大きく

したもので、津波からの人命の確保、ライフラ

イン、インフラ、住宅、一般建物への甚大な被

害の復旧、6,800万に及ぶ被災者数など、超広域

にわたる被害への対応、国内外の経済に及ぼす

甚大な影響の回避などが求められ、多種多様な

被害を想定して、国、自治体、企業間など新た

な防災体制の見直しが必要と、最終報告でも見

解が示されたところでございます。まずは、こ

れまでの報告を受け、県ではどのような取り組

みを行っているのか、知事にお伺いします。

以下、質問者席で質問を行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

南海トラフ巨大地震に関する被害想定につき

ましては、昨年８月に建物被害と人的被害、本

年３月に施設等の被害及び経済的な被害の推計

結果が公表されたところであります。また、こ

の中では、建物の耐震化、家具などの転倒・落

下防止や早期避難などの対策により、被害が相

当程度軽減できることも示されております。

これらの報告を受け、本県では２月に詳細な
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津波浸水想定を公表したほか、現在、震度分布

や被害想定の取りまとめを行っております。今

年度中には、被害をできるだけ軽減するための

減災計画を策定することとしております。

さらに、住民の命を守ることを最優先としま

して、本年度設置した大規模災害対策基金を活

用し、市町村が行う避難場所の整備や避難訓練

などに対する支援を進めるほか、関係機関との

広域連携の体制構築などを図りながら、諸施策

を推進してまいりたいと考えております。

あわせて、昨年から要望してまいりました南

海トラフ特別措置法の制定につきましては、今

国会に法案が上程されておりますので、今後、

法案の早期成立や、この法案に基づく各種対策

への支援スキームの創設などを国に強く求めて

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

先ほどのセミナーで、続い○河野哲也議員

て、「災害から身を守るために必要なのは教育

の力である」として、群馬大学片田教授の「釜

石の奇跡」となった実践を紹介いたしました。

そして、福島第一原発事故政府事故調の委員長

をされた「失敗学」の畑村洋太郎先生の言葉か

ら、防災啓発の大事さを報告いたしました。先

生は、「災害の記憶は、個人では３日で飽き

て、３カ月で冷めて、３年で忘れる。６年で地

域が忘れる。そして300年で社会から消える」と

語っています。さすがに、「３・11東北大震災

もそうなるのか」と声が上がったほどでござい

ました。

宮崎には忘れないための先人の知恵がありま

した。午前中もありましたが、２月議会の危機

管理統括監の答弁にもありましたが、350年前の

外所地震でございます。1662年10月31日、日向

灘沖を震源とするマグニチュード7.6の大地震

で、県内の大部分が震度５以上の揺れがあった

とされ、高さ４～５メートルの津波が襲来した

とされています。死者多数、倒壊家屋3,800戸と

記録されているそうです。

特に被害の大きかった今の宮崎市熊野周辺は

地盤沈下し、水没。唯一、今の島山あたりが

残ったとされています。今、その島山に地震・

津波供養碑が７基建立されています。一番新し

いのが、被災から345年になる2007年に350年碑

が建立されています。先人が350年にわたり防災

の大切さを後世まで伝えよと、50年ごとに供養

碑を建ててきたためでございます。

最終報告を知る限りでは、防災・減災対策の

ために膨大な時間と事業費が必要です。我々県

民は、こうした貴重な災害文化を伝承していく

とともに、防災に関する啓発活動、訓練等で防

災知識の普及徹底こそ今できることと考えます

が、知事の御所見をお伺いいたします。

東日本大震災の教訓を○知事（河野俊嗣君）

踏まえますと、巨大地震・津波対策としまし

て、住民の防災意識を高めておくこと、それも

数十年とかいう単位ではなしに、数百年も、千

年以上にもわたる長い間伝えていくことは、大

変重要なことであるというふうに考えておりま

す。

県としても、いろんな機会を捉えて啓発活動

を行っておりまして、具体的には、５月の第４

日曜日の「県防災の日」や11月５日の「津波防

災の日」などに合わせまして、そういう機会を

捉えて、啓発イベントや県民参加型の訓練を実

施するほか、危機管理局職員が各地に出向いて

行う出前防災講座や地域防災力強化のための防

災士の養成など、さまざまな形での事業を展開

しているところであります。

さらに今後は、南海トラフ巨大地震の津波浸
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水想定に基づいた避難体制の確立も急務であり

まして、沿岸市町、またいろんな地域におい

て、現在、さまざまな訓練等検討が行われてお

りますが、住民の自助・共助の取り組みも強化

していく必要があるというふうに考えておりま

す。

大規模な災害は長い歴史の中でまれにしか発

生しないということで、ともすれば、いずれ忘

れ去られる危険性をはらんでおるところでござ

います。寺田寅彦の「天災は忘れたころにやっ

てくる」という炯眼を、改めて私どもは肝に銘

じながらも、啓発活動も息の長い取り組みとし

て進めていくことが肝要であるというふうに考

えております。

防災啓発が継続できる具体的○河野哲也議員

な支援を期待します。

５月12日、私の住んでいる区で初めて避難訓

練がありました。132世帯の区で100名近くの参

加がありました。区長が延岡竜巻被害から一大

発心されて、区民の命を守ると、６年間かけ自

主防災組織をつくり、今回の開催となりまし

た。区長が、挨拶のとき、感きわまって泣かれ

ていたことが非常に印象的でございました。避

難の後、津波避難ビルに指定されたアパート

に、住民の許可をとり、実際に皆さんで上って

みました。最上階部分は30名で満杯となり、後

の方は階下になってしまいました。一斉避難の

困難さを知ることができました。

このように、沿岸地域の市町では現在、各地

で津波避難対策が避難ビルになっているところ

がございます。県では、この県営住宅を住民の

津波避難ビルとしてしっかりした機能を持たせ

るための対策をどう考えているか、県土整備部

長にお伺いいたします。

津波避難ビ○県土整備部長（大田原宣治君）

ルは、津波発生時に地域住民が緊急的、一時的

に避難する施設でありまして、現在、宮崎市を

初め３市１町において、19団地97棟の県営住宅

が指定されております。しかしながら、県営住

宅につきましては、本来、津波避難ビルとして

想定されておりませんので、施設整備や利用・

運営の方法などについて関係市町や地域住民と

十分協議しながら、今後、検討してまいりたい

というふうに考えております。

先ほども答弁にありました○河野哲也議員

が、先日、南海トラフ地震対策特別措置法案が

衆議院に提出されました。今の件も含めて、ぜ

ひ早期の成立を国に要望していきたいと思いま

すが、どうかよろしくお願いしたいと思いま

す。

地域経済の活性化に向けて。

先日、太田国交大臣が来宮し、宮崎市内を視

察、松下政務官の会合に出席した後、県内の各

界のリーダーとともに公明党主催の懇談会に参

加してくださいました。その中で大臣は、「明

確に第３のステージに入ったと申し上げたい。

日本の歴史の中で初めて、防災・減災、老朽化

対策、メンテナンス、耐震化というものが公共

事業のメーンに入った。今回の補正予算も実

に、老朽化を中心にした防災・減災、耐震化、

メンテナンス、維持修理などに費やした予算

は63％になる。また、25年度予算も５月に成立

したが、防災・減災、老朽化対策などの予算

は47％に上る。これらあらゆる対策を行うこと

で日本の新たな豊かさを創出するという安倍内

閣の３本の矢の中核である財政政策は、この私

が担う公共事業が中核である」と述べられまし

た。確実に地方に流れが来ると実感できたので

ありますが、時期が大変問題です。

ところで、金融対策等の国の対策がとられる
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中で、本県の中小企業及び小規模事業者にはど

のように影響が出始めているか、商工観光労働

部長にお伺いいたします。

本県企業○商工観光労働部長（茂 雄二君）

の状況につきましては、九州財務局宮崎財務事

務所が先日発表した法人企業予測調査におい

て、４月から６月にかけての景況判断、つま

り、「景気が上昇した」と答えた企業の割合か

ら「景気が下降した」と答えた企業の割合を引

いた差のことでございますが、この数値が３カ

月前よりも18.4ポイント改善して、プラス6.8ポ

イントとなるなど、輸出に関連する産業を中心

に明るい動きも見られますが、一方で、輸入原

材料の高騰による影響も懸念されているところ

であります。県としましては、今後の動向を引

き続き注視していく必要があると考えておりま

す。

私も、景気の動向を身近に実○河野哲也議員

感できるところは大阪だと思いまして、先月、

東大阪で延岡出身の方がテント製造販売をされ

ている事務所に調査に行かせていただきまし

た。その会社は、６年前、塗装業から転換され

た方でございました。そして、３年前、テント

製造で複数の特許を申請中でありました。そし

て、今回、建設業関係から仕事が多数舞い込

み、間に合わない状態で、外注もしている、そ

ういう報告を受けました。一方、６年前、示唆

に富んだ多くの話をしていただいた食料品の卸

業をされていた会社に挨拶に行ったところ、今

回は、けんもほろろの対応でございました。

「また来月から値上げだ。あんたら何やってん

ねん」と厳しい言葉を浴びせられました。業種

間の格差、中小零細業内での格差、地域に根差

し、厳しい中小企業の側に立つ、きめ細やかな

支援が今こそ大事であると思って戻ってまいり

ました。

そのような中、一筋の光明として、ものづく

り企業にとって、特に今回の補助金制度、「も

のづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支

援補助金」をどう生かし切るかを考えます。そ

こで、国のものづくり補助金の状況と、この事

業により今後どのような成果が期待できるの

か、商工観光労働部長にお伺いいたします。

国の、い○商工観光労働部長（茂 雄二君）

わゆる「ものづくり補助金」は、中小企業等の

競争力強化を支援し、ものづくり産業の基盤の

底上げを図るため、溶接、塗装、メッキ、電子

部品、発酵など22分野の技術を活用した試作品

の開発や、生産施設の導入・更新にも使える設

備投資に対し、これまで以上に手厚く助成をす

るものであります。既に１回目の募集が行われ

まして、県内企業から37件の応募があり、超微

小半導体チップの最先端メッキ技術の開発や、

特殊技術を使った医療用ラベルの開発など、15

件が採択されております。

この「ものづくり補助金」に採択された企業

が、市場ニーズに合った新製品を開発し、新た

な市場を開拓するとともに、設備整備により生

産効率の向上が図られ、今後の本県経済が活性

化されることを期待しているところでありま

す。

現在、２回目の募集が行われているところで

ありますが、県といたしましても、多くの中小

企業等がこの事業を活用されるよう、国から事

業を受託しております中小企業団体中央会等の

関係機関と連携しながら、制度の周知、申請企

業の掘り起こしなどに積極的に取り組んでいる

ところであり、多くの応募を期待しているとこ

ろであります。

先週、二見議員も問題提起さ○河野哲也議員
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れていましたので、ここはしっかりと取り組ん

でいただきたいと思います。

太田大臣を宮崎に迎え、１週間。県北の経済

活性化につながる２つのビッグニュースがあり

ました。１つは門川南スマートインターの連結

許可、そして東九州道の須美江―北浦間建設２

年前倒しの27年供用等。実は県北はもう１つ期

待していることがあります。あす、先輩議員の

ほうから、がつんとただしていただけると思い

ますが、延岡南道路の無料化でございます。経

済効果もですが、最近、南インター周辺の交通

事故が急増しています。人身事故だけでも無料

実験期間の67％増でございます。期待の中、先

日、国の審議会の中間答申がありました。その

中でも、高速道の有効活用の観点から有料・無

料の整理を検討すべきとされました。南道路の

無料化の推進に声を上げていただきたいと思い

ますが、知事の見解をお伺いします。

国道10号の渋滞が慢性○知事（河野俊嗣君）

化し、沿線住民の経済活動や日常生活に大きな

影響を及ぼしている状況にあるということ、そ

して、これを解決する一つの手段として延岡南

道路の無料化があるということは十分承知をし

ておるところでありますが、一般有料道路の制

度上、さまざまな課題があるわけであります。

御質問にありましたとおり、現在、国の審議

会等におきまして、高速道路の有効活用の観点

を含めた高速道路政策の今後のあり方が検討さ

れているところであります。内田副知事からも

随時、いろんな議論があるということは報告を

受けているところでございます。今、議員の御

指摘のような思いを抱きながらも、まずは国に

おけるこうした議論あるいは施策の動向という

ものを見守ってまいりたいと考えております。

県北にとって、スマートイン○河野哲也議員

ター、東九州道県北全通までのつなぎとしても

大事であることを確認しておきたいと思いま

す。

高齢者の活力を生かす社会づくりについて福

祉保健部長にお伺いいたします。

まず、老人クラブの課題でございます。延岡

市内の老人クラブ会長さんから、「県内の老人

クラブが減少し、加入者も減っている。老人ク

ラブの今後のあり方を県はどう考えるね」と問

われました。この地域の老人クラブの現状は、

会長の努力で多数の参加者があり、有意義に時

間を過ごされているようでしたが、県全体のお

話を聞いたときに、想像以上のものであると感

じました。実際、調査したところ、県全体とし

て23年３月末、クラブ数1,2 8 1、会員数５

万8,237名であったものが、24年３月には1,247

に減り、会員数も５万5,231名と、およそ3,000

名減っている状況でございます。60歳以上人口

に対する老人クラブへの加入率の減少を認識し

ているか、お伺いいたします。

老人クラブ○福祉保健部長（佐藤健司君）

は、高齢者に最も身近な自主活動団体でござい

まして、日ごろから取り組んでおられます友愛

訪問活動、社会奉仕活動、健康づくり活動や子

供たちの見守り活動などは、地域に貢献する大

変意義深い取り組みであると考えます。しかし

ながら、今、議員お話しのように、その加入率

は県全体で平成20年には18.7％でございました

が、24年は14.2％、25年は13.3％と、減少傾向

が続いているところでございます。

会長との懇談の中で、老人ク○河野哲也議員

ラブの課題として見えてきたものは、クラブは

何十年という長い歴史にもかかわらず、リー

ダーシップのとれる中心者がいないと組織とし

て成り立たない状況になっているということ、
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単純にお年寄りの集いの場としての認識にとど

まって、地域のかかわりが薄くなっているとい

うことでありました。県は加入率が減っている

原因をどのように考えているか、お伺いしま

す。

老人クラブの○福祉保健部長（佐藤健司君）

加入率が減少している原因といたしましては、

老人クラブの加入対象年齢が60歳以上となって

おりますが、現在は60歳以上でも現役で働かれ

る方がだんだんふえていることが一つの要因で

ございます。もう一つは、高齢の方々の価値観

が多様化いたしまして、老人クラブ以外のボラ

ンティアグループ、あるいは音楽とかスポーツ

などいろんな趣味の会等で活動されている方が

多くなっていることなど、ライフスタイルの変

化が影響しているものと考えております。

会長との懇談、またその中○河野哲也議員

で、減少の主な原因ではないとは思うんですけ

れども、国と県、市から補助金というのが出て

いますが、１老人クラブ当たり４万円そこそこ

だと。規模によって若干違うんですけれども。

わずかな補助金の交付にとどまっているにもか

かわらず、単位老人クラブに対して、毎年、詳

細な事業計画書とか予算書、結果報告書とか決

算書の提出が求められているそうです。これで

は、単位クラブに対しての事務の負担が覆いか

ぶさっているんじゃないかなと思うんですけれ

ども、事業計画書の作成など、単位老人クラブ

の事務的な負担が大きいことについて改善策と

いうのはないでしょうか。

単位老人クラ○福祉保健部長（佐藤健司君）

ブへの活動支援補助は、今おっしゃいましたよ

うに４万5,000円程度なんですが、これは国庫補

助事業を活用して補助させていただいておりま

す。その関係で、国への申請あるいは報告を行

う必要がございまして、各種活動の実施回数な

ど詳細な報告が求められております。しかしな

がら、単位老人クラブからの申請書等の書式

は、市町村により独自に定められておりまし

て、工夫できる面もあるかと思いますので、内

容の簡略化あるいは書式の見直しなどについ

て、今後、市町村に働きかけてまいりたいと考

えております。

高齢者の社会参加のもう一つ○河野哲也議員

の視点として、県社会福祉協議会が主催する宮

崎ねんりんピックについてお聞きしたいと思い

ます。2013年の大会が５月19日から、雨の中、

開催されました。今年度の参加人数、エピソー

ドについてお伺いしたいと思います。

ことしのねん○福祉保健部長（佐藤健司君）

りんピック2013は、県総合運動公園をメーン会

場として５月19日から20日にかけまして、3,557

人の選手が参加して開催されました。グラウン

ドゴルフ、ミニテニスなど26種目が行われてお

ります。参加された選手の方々は、当日早朝か

ら雨でございましたが、開会式にも多くの方々

が参加され、また競技では日ごろの練習の成果

を遺憾なく発揮すべく、熱心に挑まれておりま

した。中でも、ゲートボール、ペタンク、四半

的弓道には90歳を超える方々が出場されまし

て、選手と観客の両方から大きな歓声を浴びな

がら、年齢を感じさせない、生き生きとしたプ

レーをしておられました。

雨の中、大変盛況だったとい○河野哲也議員

うことです。24年度公社等経営評価シートの県

社会福祉協議会のところに、ねんりんピックの

参加目標値が掲載されていました。23年度の目

標値3,300人、結果が3,409人、そして25年度の

目標値も書かれてありました。１人もふやさず

目標値3,300人、それに対して今答弁のよう
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に3,557人の参加です。老人クラブの参加は減少

傾向、ねんりんピック等の高齢者参加のイベン

トは増加傾向。県は高齢者の活力を生かす社会

づくりに取り組んでおられますが、今質問した

状況も踏まえて、今後の方向性について、知

事、お願いします。

私も、ねんりんピック○知事（河野俊嗣君）

や老人クラブの大会に激励のために出席をした

ところでありますが、選手の皆さんのはつらつ

としたプレーや活発な活動をしておられる方々

にいつも触れて、逆に元気をいただいておると

ころでございます。

ことしのねんりんピックの開会式は、今答弁

しましたように、雨模様だったんです。私は朝

出発するときに、こんな雨のときに老人の方が

開会式を屋外でやっていいんだろうか、中止す

べきじゃないかという話を申し上げたんです

が、いやいや、去年が雨で中止になった、大会

のいろんな種目の役員の皆さんはぜひことしは

やりたいんだということで、皆さんレインコー

トで、やる気満々でありました。本当にすごい

なというパワーをいただいたところでありま

す。ねんりんピックは参加者が増加傾向にあり

まして、スポーツや文化種目の競技会を通じ

て、健康づくり、また地域間交流に大きく寄与

しているのではないかというふうに思っており

ます。

また、老人クラブは、今、加入率の減少とい

う御指摘がありましたが、健康、友愛、奉仕の

理念に基づきまして、社会奉仕や子供の見守り

など、地域においてさまざまな活動を地道に熱

心に展開されておりまして、大変重要な取り組

みであるというふうに考えております。

今後一層、高齢化が進む中で、高齢者の皆さ

んがその知識、経験、能力を発揮して、社会を

支える一員として活躍していただくことは大変

重要であるというふうに考えております。

県としましては、ねんりんピックや老人クラ

ブに対する支援を引き続き行うとともに、シニ

アパワーを生かした事業や、団塊世代の社会参

加を後押しする事業などのさまざまな取り組み

を通しまして、健康長寿社会づくりを推進して

まいりたいと考えております。

今後も、高齢者の社会参加は○河野哲也議員

議論をしていきたいなというふうに思います。

フェイスブックで友達になっている県職員の

方がいらっしゃるんですけれども、その方は、

この前、見たら、自分の区内で老人クラブとの

花壇づくりに参加していたことを報告していま

した。これは、直感的でしたけれども、課題解

決の一つの道かなという気がしました。

河川の環境保全についてお伺いいたします。

県北を流れる北川は、昨年、たかはし河川生

物調査事務所所長、高橋勇夫先生の調査で、ア

ユの産卵場は浮石もあり、とてもよい状態だっ

たということがわかりました。全国トップクラ

スだと絶賛していただきました。

これは、北川漁協の組合員の方々が河川周辺

に雑木林450ヘクタールを保全し、濁水の発生防

止、河川への土砂流入防止に努めたこと、また

マイストーン作戦によってアユがコケをはむ石

を守ってきた結果であると考えます。また、延

岡土木事務所も協力していただいていて、10年

前から河川工事においては、現場にある大きい

石は河床に残すような施工を行っているとも聞

きました。このことをより多くの人たちと共有

するために、北川では、環境保全河川清掃、マ

スつかみ取り大会とか伝統漁法継承アユちょん

がけ大会、ふれあい魚釣り大会など、北川を生

かしたイベントを開催して、我々の財産として
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自覚できるような催しを多々開催していただい

ております。もちろん、河川というのは魚族の

繁殖の場であります。このような県内の河川流

域の地元の努力によって、さまざまに環境保全

がなされていますが、県は、河川環境を保全す

るために、林道工事において河川汚濁防止対

策、また河川工事における濁水軽減対策をどの

ように行っているか、それぞれ関係部長にお伺

いいたします。

林道工事にお○環境森林部長（堀野 誠君）

きましては、「林道工事における河川汚濁防止

対策等マニュアル」に基づきまして、地形や土

質等を十分考慮の上、切り取り土量の少ない線

形や縦断勾配にするとともに、のり面の早期緑

化や適切な排水施設の設置など、濁水の原因と

なる土砂が流出しないような設計を行っている

ところであります。また、施工中に濁水の発生

が懸念される場合には、沈殿池等の設置などの

設計変更によりまして土砂の流出防止対策を

行っており、施工業者においても、共通仕様書

に基づく雨天時の対策として、切り土面や盛り

土面への防水シートの設置や土砂掘削工事等の

一時中断などの対策をとっております。今後と

も、施工業者とともに河川汚濁防止対策に取り

組んでまいります。

河川工事に○県土整備部長（大田原宣治君）

おける濁水軽減対策につきましては、県の土木

工事共通仕様書に基づき、工事着手前や工事実

施時の各段階において十分検討し、環境保全に

努めているところです。具体的には、濁水の発

生が想定される場合、濁水が直接河川に流れ出

さないように沈砂池を設けたり、工事施工箇所

の周りに汚濁防止フェンスを設置するなどの対

策を行っております。今後とも、濁水軽減対策

につきましては、しっかり取り組んでまいりた

いと存じます。

共通仕様書を、私、今回この○河野哲也議員

質問をするに当たって読ませていただきまし

た。ただ、やっぱり環境保全という観点で見る

と課題があるのかなという気がしまして、これ

は国の問題ですので、国のほうにも強く言って

いかなきゃいけないなというふうに思います

が、環境保全を意識した工事にするためにも、

工事費に環境保全費という考えを導入すべきで

はないかと思いますが、県土整備部長、いかが

でしょうか。

河川工事等○県土整備部長（大田原宣治君）

の積算は、国の積算基準に準拠した土木工事標

準歩掛かりに基づいておりまして、濁水軽減対

策等の環境保全に係る費用としては、現場の状

況に応じて、汚濁防止フェンスの設置費用など

の適正な経費を計上しているところでございま

す。県といたしましては、今後とも、多自然川

づくりの研修会等を通じ、河川環境保全に対す

る意識や環境対策技術の向上に努めるととも

に、環境対策につきましては、土木工事共通仕

様書等に基づき適切に対応したいというふうに

考えております。

よろしくお願いします。○河野哲也議員

時間の関係で、先に、教育現場に見る諸課題

について教育長にお伺いしたいと思います。

学力向上について。３月23日、東京で、日本

教育技術学会会長で全国一の教育研究団体ＴＯ

ＳＳの代表の向山洋一氏とお会いし、今日の教

育課題についてお話をいただきました。向山氏

は、まず、大臣要請で２月６日、下村文科大臣

と会談されたことを紹介されました。教育再生

と学力向上についての問題点の改革案を直接具

申したことをお話しいただきました。

私は５年前、向山先生が提言された算数の問

平成25年６月17日(月)



- 212 -

題解決学習の弊害について議会でただし、ノー

ト点検を提案したことをお話しさせていただき

ました。向山氏は、「算数がわからなくなって

落ちこぼれていっている子供が非常に多い。算

数以外の教科は短い期間で追いつくことも可能

だが、算数だけは短期間では追いつけない。毎

日毎日の授業が大切なのである。算数の学習が

大丈夫というのは、教科書の全ての問題ができ

るようになっているということだ。算数の授業

をきちんとしてくれる先生なら、ノートは６冊

か７冊になっているはずだ。ところが、ちゃん

とやっていない先生が多い。宿題にして授業を

していない。算数の教科書の全ての問題は授業

として教室で教えるべきだ」と語っていらっ

しゃいました。

学校教育法を読みます。34条、「小学校にお

いては、文部科学大臣の検定を経た教科用図書

又は文部科学省が著作の名義を有する教科用図

書を使用しなければならない」。同じく49条、

「第34条の規定は中学校にも準用する」となっ

ております。

学校教育法では、教師は教科書を使って授業

をすることが定められています。かつて教科書

を教えないで免職された裁判所の判決がありま

す。プリントは教科書ではないと言及されてい

ます。教科書が机の上になければならないこと

も裁判で示されています。

実は私、歴代の教育長にただしてきました

が、今回も質問します。小中学校の算数・数学

の授業において、教科書の問題がノートに全て

書かれてあるのか伺いたい。教育長、お願いし

ます。

算数・数学の教科書○教育長（飛田 洋君）

に取り上げられている問題というのは、議員の

お話にありましたように、児童生徒に学習内容

を定着させる上で大切にすべきすぐれた教材で

あると考えております。

児童生徒に確かな学力を身につけさせること

は重要なことであり、特に、学習指導要領の改

訂に伴い言語活動の充実が求められている中

で、思考力、判断力に加えて表現力等を養成す

る観点からも、ノート指導の充実を図っていく

ことは重要だと考えております。このようなこ

ともあり、県内の小中学校におきましても、ほ

とんどの教師が教科書の問題を取り扱い、ノー

ト上で解かせているものと認識しているところ

であります。

教育長は、教科書はすぐれた○河野哲也議員

教材だと答弁していただきました。なのに、先

生方は子供にわかりやすくするためにプリント

を作成しているんです。すぐれた教材なのにプ

リントを作成しています。中学校でプリント学

習が主流になっているという保護者の声を聞い

ています。我流のプリントをつくろうとするか

ら子供に向き合う時間がなくなる、そのように

私は考えます。教育長、ぜひ調べてみてくださ

い。

向山先生が大臣に提案したものに、叱って育

てる発達障がいの子供への対応のひどさなど、

新任への指導で形式的な指導を強要している実

態がある、だめの再生産が行われていると訴え

たそうでございます。現実、発達障がいの子へ

の指導法の研修は、教育委員会主催の研修に非

常に少ない。私はそのように感じます。初任者

研、教職経過研で外部の教育セミナーへの参加

も選択肢の一つとして認めることができるか、

お伺いします。

私は、学び続けるこ○教育長（飛田 洋君）

とができる人こそ教える資格があると思ってい

ます。人というのは、誰一人、完全な人という

平成25年６月17日(月)
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のはいないわけで、未完成の人格しか持ち得な

い人である教師が、人格形成の途上にある子供

たちを指導するという営みが学校教育でありま

して、そのような意味から、教えるプロとし

て、資質の向上や指導力の向上を図ることは欠

かせないことだと考えております。

10年経過研修などの教職経験者研修では、さ

まざまなプログラムを取り入れて、県教育研修

センターでの講座はもとより、県の関係機関や

大学、民間企業等からその道の専門家や有識者

などを講師として招き、受講者のニーズに幅広

く対応するとともに、選択研修も位置づけるな

ど、研修の幅を拡大しているところでありま

す。

教職経験者研修は、教育公務員特例法により

定められている研修であり、県教育委員会が主

体となって実施いたしますが、例えば外部で

やっている研修、宮崎大学が実施する研修だと

か、県教育委員会が共催する教科研究会など、

外部の研修も対象として認めているところであ

ります。

今後も、受講者の評価等を踏まえながら、研

修内容の見直しを行うなど、より充実した研修

となるよう努めてまいりたいと考えておりま

す。

共催していただければいいと○河野哲也議員

いうことですね。例えば、「ＴＯＳＳ全国1000

会場教え方セミナー」というのがあります。宮

崎でも開催されました。このセミナーは、37都

道府県教育委員会、それから500以上の市町村教

育委員会が後援しています。共催しています。

下村文科大臣も安倍首相も応援しているセミ

ナーです。北海道では新規採用教師の研修の単

位の１つとして、福島では文部科学省復興教育

支援事業として採択されたセミナーです。現場

の先生は教育技術を学べる場がないと聞きま

す。教育理念も大変大事ですが、例えば外科医

がこの患者のがんを治したいと思っている。技

術があれば治せるがんなんだと。ところが、技

術を学ぶ機会がなかったために患者を見殺しに

してしまった。こんなことは医学の世界にあっ

てはなりません。教育の世界にもあっちゃなら

ないんだと。なぜ、このセミナー、県教委は申

請を受理されなかったのか、ちょっとはてなで

す。教育長、教育委員長、それから知事、ＴＯ

ＳＳの先生方は今後、「子ども寺子屋」とか

「五色百人一首大会」を企画されているようで

す。ぜひ、参加してみてください。その運営を

しているＴＯＳＳの先生方の姿を見ていただき

たいと思います。どれだけ子供をいとおしく思

い、かかわっているか、その目で確かめていた

だきたいと思います。

いじめ対策、体罰防止対策についてというこ

とで、時間がなくなりましたので、ちょっとは

しょります。本県の小・中・高等学校におい

て、いじめ対策を教育計画の中に位置づけてい

る学校の割合はどうなっているか、教育長、お

伺いします。

いじめ対策につきま○教育長（飛田 洋君）

しては、すべての公立小学校、中学校、高等学

校が教育計画の中に位置づけており、各学校と

もそれぞれの計画に基づいて定期的に、いじめ

対策委員会を開催したり、アンケート調査や教

育相談を実施したりするとともに、教職員の研

修にも取り組むなど、いじめの未然防止、早期

発見、早期解決に努めているところでございま

す。

学校長は年度当初、保護者に○河野哲也議員

対して、いじめ対策についてどのように説明し

ているか、お伺いしたいと思います。
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県内の学校におきま○教育長（飛田 洋君）

しては、校長は、年度当初のＰＴＡ総会の場や

学校便りを活用しながら、学校の経営方針や学

校の教育計画に位置づけられているいじめ対策

について、保護者の皆様方に御説明させていた

だいているところでございます。

また、学級担任も校長の命を受け、４月当初

の学級懇談において、学級や学年の児童生徒の

状況に応じて、いじめ問題に関連する説明を行

うなど、学校として組織的に対応しているとこ

ろであります。

さらに、年度途中におきましても、修学旅行

の保護者説明会などの機会を捉えて、お互いを

尊重することや、きずなづくりの大切さについ

て、子供たちに指導していることを説明し、い

じめ問題に対する理解を深める取り組みを行っ

ているところであります。

この質問で趣旨確認のとき○河野哲也議員

に、明文化されている、いじめ対策が位置づけ

られている、学校経営案とか教育計画案の提示

を求めたところ、素早い対応で資料をいただき

ました。

教育長、これがいじめ対策の最低限度の計画

だと私が思ういじめ対策案を熊本の小学校から

手に入れましたので、いただいた資料とちょっ

と読み比べたいと思います。聞いていてくださ

い。もし感想があればお聞きします。

いじめ発見のシステム部分は省略します。い

じめ問題対策委員会の指導の部分を読みます。

まず、いただいた資料です。「１つ目、校長を

中心に速やかに対策委員会を開き、当該学級担

任より、被害者・加害者より聞いた事実の背景

とその経過について説明をしてもらう。２つ

目、いじめの事実を詳細に知り、今後の指導法

を確認する。３つ目、学校、学年、学級担任と

して、それぞれが果たす役割分担を明確にし、

連携のとれた指導法を話し合う。４つ目、全職

員がいじめの事実を詳細に知り、対策委員会で

話し合われた指導法とあわせ、今後の指導法、

対応を協議し、共通理解、共通実践を図る」と

いう明文化されたものがありました。

熊本の小学校の案です。「１、発見から24時

間以内に委員会を設置する。２、最終責任者は

委員長の校長である。３、学級担任はその日の

うちに委員長に概略を報告する。４、具体的な

事実を確認し、具体的な方針を立てて、具体的

に対処する。５、５日以上たっても改善が見ら

れない場合は、別途具体的方針を立てる。６、

いじめを受けた子供とその保護者がいじめが解

決されたと認識するまで続く。７、いじめが解

決されたという確認は校長が行う。８、学級担

任は、いじめを受けた子供の１週間後、１カ月

後、３カ月後の様子を報告する。９、年度末

に、報告を受けた子供に対して文書でまとめて

おき、生徒指導部担当が保管し、次年度に引き

継ぐ」ということでした。教育長、御感想をお

願いします。

今、お話を伺ってお○教育長（飛田 洋君）

りまして、熊本県のその学校は幾つかすばらし

いことがあると思います。例えば、時系列で時

間を区切って書いてあることとか、取り組みが

具体的に示してある。宮崎県もそういう意識は

持っておりまして、実は本県でも、県内の全学

校、全教職員、教員向けに指導資料をつくって

おりますが、その中で具体的にこういうことを

言っております。例えば、校長を委員長とする

いじめ対策員会の緊急開催、いつ、どこで、誰

が、誰を、なぜ、どうしたなどの正確な事実確

認、さらには全教職員の共通理解をもとにした

具体的な役割分担と指導方法など、発生時から
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の具体的な対応のあり方についてその資料に載

せて、それに基づき、各学校へ指導していると

ころであります。現在、その資料をよりいいも

のに改訂したいと思って、改訂に取り組んでい

るところでありますので、今お話しいただきま

した資料もぜひ参考にさせていただきたいと思

います。それから、去年からのことで、国か

ら、あるいはいろんなことを資料としていただ

いております。例えば、警察などの関係機関と

の連携に関する取り組みなど、いじめに関する

通知文等も参考にして、よりいいもの、より具

体的なものをつくって指導していきたいと思い

ます。

ちょっと時間がなくなったん○河野哲也議員

ですが、実は体罰の問題が発生したときに、

ちょうど卒業前でした。文科省のほうから教育

委員会に通知がありまして、各学校の三者アン

ケートをとれと、忙しいあの時期にそういうこ

とをしました。ところが、その時期にいじめ対

策の提言が出たんです。その中で何と言ってい

るかというと、４番目だったんですけれども、

いじめられた子供を守り切れというのがあった

んです。守り切るというのは、例えば経営案一

つとっても、具体的に最後の最後まで校長が責

任を持ってやるというのが経営案の中にあるか

どうかというのを確認したかったところでござ

います。

子どもの権利条約第19条を読みます。「締結

国は、児童が父母、法定保護者又は児童を監護

する他の者による監護を受けている間におい

て、あらゆる形態の身体的若しくは精神的な暴

力、傷害若しくは虐待、放置若しくは怠慢な取

扱い、不当な取扱い又は搾取（性的虐待を含

む。）からその児童を保護するためすべての適

当な立法上、行政上、社会上及び教育上の措置

をとる」。

夜回り先生、水谷修先生は、「いじめは人権

侵害という観点が文科省から抜けている」と指

摘されました。法務省が人権侵害の中にいじめ

を入れたことに触れ、いじめ問題について法務

省の人権擁護局の積極的な活用を提案されてお

ります。平成25年度予算において、いじめ問題

等の解決に向けた外部専門家活用事業が計上さ

れています。人権擁護委員並びに人権擁護局を

積極的に外部専門家として活用することができ

るとされています。いじめ問題について、地方

法務局の人権擁護担当局と連携をとっている都

道府県というのは８割、市町村が５割、連携と

いっても実際はかなり差があると思いますが、

いじめ、体罰、虐待は子供への人権侵害であ

り、その対応に当たっては、法務局、人権擁護

委員の活用を推進すべきと考えますが、教育委

員長の見解をお伺いします。

子供への人権侵○教育委員長（近藤好子君）

害の対応にとどまらず、子供たちの健全な育ち

のために法務局など関係機関と連携を図ること

は、大変重要なことと考えております。

現在、小中学校では、法務省の人権機関が実

施しています、子供たちが手紙にみずから相談

事を書いて投函し、後日、直接返事が届くとい

う「子どもの人権ＳＯＳミニレター」を全ての

児童生徒の手に届けておりますし、人権擁護委

員の方々などに、いじめや悩み事の相談に電話

で応じていただける「子どもの人権110番」の活

用を促しております。また、地域の人権擁護委

員に講師をお願いし、人権意識を高める研修や

授業を実施している学校もございます。今後と

も、法務局や人権擁護委員の方々との連携を推

進していくとともに、子供たちに、相談できる

相手、相談できるところ、またいろいろな方法
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があることを伝えていくことが重要だと考えて

おります。

委員長の最後のお言葉が、今○河野哲也議員

回の事業の大切な点なんです。この制度は、い

じめとか体罰の調査に内部で活用できるという

んです。外じゃなくて内部で、解決までかかわ

らせることができますよということなんです。

学校が変わると思います。学校内での相談体制

にぜひ利用していただきたいということを申し

上げて、質問を終わります。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○福田作弥議長

した。

あすの本会議は、午前10時開会、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時54分散会
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平 成 2 5 年 ６ 月 1 8 日 （ 火 曜 日 ）

午前 10時０分開議

出 席 議 員（38名）
2番 重 松 幸次郎 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

3番 有 岡 浩 一 （愛みやざき）

4番 図 師 博 規 （ 同 ）

5番 西 村 賢 （ 同 ）

6番 黒 木 正 一 （自由民主党）

7番 内 村 仁 子 （ 同 ）

8番 岩 下 斌 彦 （ 同 ）

9番 後 藤 哲 朗 （ 同 ）

10番 右 松 隆 央 （ 同 ）

11番 二 見 康 之 （ 同 ）

12番 清 山 知 憲 （ 同 ）

13番 福 田 作 弥 （ 同 ）

14番 渡 辺 創 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

15番 田 口 雄 二 （ 同 ）

16番 河 野 哲 也 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

17番 太 田 清 海 （社会民主党宮崎県議団）

18番 髙 橋 透 （ 同 ）

19番 星 原 透 （自由民主党）

20番 蓬 原 正 三 （ 同 ）

21番 井 本 英 雄 （ 同 ）

22番 中 野 一 則 （ 同 ）

23番 中 野 廣 明 （ 同 ）

24番 横 田 照 夫 （ 同 ）

25番 十 屋 幸 平 （ 同 ）

26番 山 下 博 三 （ 同 ）

27番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団）

28番 徳 重 忠 夫 （無 所 属 ク ラ ブ）

29番 井 上 紀代子 （民 主 党 宮 崎 県 議 団）

30番 新 見 昌 安 （公 明 党 宮 崎 県 議 団）

31番 鳥 飼 謙 二 （社会民主党宮崎県議団）

32番 緒 嶋 雅 晃 （自由民主党）

33番 松 村 悟 郎 （ 同 ）

34番 押 川 修一郎 （ 同 ）

35番 宮 原 義 久 （ 同 ）

36番 外 山 三 博 （ 同 ）

37番 坂 口 博 美 （ 同 ）

38番 中 村 幸 一 （ 同 ）

39番 丸 山 裕次郎 （ 同 ）

地方自治法第 121条による出席者
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 土 持 正 弘

総 務 部 長 四 本 孝

危 機 管 理 統 括 監 橋 本 憲次郎

福 祉 保 健 部 長 佐 藤 健 司

環 境 森 林 部 長 堀 野 誠

商工観光労働部長 茂 雄 二

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

県 土 整 備 部 長 大田原 宣 治

会 計 管 理 者 梅 原 誠 史

企 業 局 長 濵 砂 公 一

病 院 局 長 渡 邊 亮 一

財 政 課 長 福 田 直

教 育 委 員 長 近 藤 好 子

教 育 長 飛 田 洋

警 察 本 部 長 白 川 靖 浩

代 表 監 査 委 員 宮 本 尊

人事委員会事務局長 内枦保 博 秋

事務局職員出席者

事 務 局 長 田 原 新 一

事務局次長兼総務課長 山 内 武 則

議 事 課 長 福 嶋 幸 徳

政 策 調 査 課 長 佐 野 詔 藏

議 事 課 長 補 佐 内 野 浩一朗

議 事 担 当 主 幹 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 任 主 事 川 崎 一 臣
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◎ 一般質問

ただいまの出席議員38名。定○福田作弥議長

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まずは、

中村幸一議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○中村幸一議員

ざいます。きょうは一般質問の最後の日になり

ました。また、きょうは、運悪くといいます

か、３人の自民党議員が一般質問することに

なっております。まず、優しい私から最初に

やって、厳しい２人を後に回すということで決

定したとおりであります。私が一番優しいか

ら、きょうは優しくやろうと思っています。

きょうは、知事と憲法問題、法律問題について

親しくお話をさせていただこうと思ったんです

が、私は、質問をすることについて、政治姿勢

とかそういうのを書いていませんでして、憲法

問題だけやっていましたので、10分ぐらいで

きょうは終わろうと思っていますので、よろし

くお願いいたしたいと思います。

６月定例議会というのは、５月の総会とか６

月の総会等がありまして、総会に出席しなきゃ

ならないので、質問を書くということ自体が大

変な状況でありまして、私も大変な状況の中で

この６月定例議会を迎えました。この大変な時

期に、また、質問項目を忘れるというハプニン

グをいたしまして、本当に困った状況でありま

す。

この前、新聞を見ていましたら、116歳で木村

さんという方が、世界で一番長生きをされてい

るそうですが、亡くなっておられました。日本

の男性でも最年長ということでありますが、

前、泉重千代さんという方がおられたんです

が、この方は生年月日がちょっとおかしいとい

うことで、木村さんが一番だろうということの

ようであります。116歳といいますから、私は家

内に、あと46年、俺もこのままいくと長生きで

きるなと言いましたら、そんなに長生きしたら

だめよと言われました。あなた方は年金もない

でしょう。知事みたいに退職金もないでしょ

う。ああ、そうかな。そうしたら何歳ぐらいが

限度かなと思っていますが、子供たちに好かれ

る程度に長生きしたほうがいいんじゃないです

かということでしたので、やっぱり116歳はやめ

て、ほどほどに考えないといけないのかなと

思っております。それも南海トラフみたいなも

のが来る前にいかないと、大きな被害を受けて

まで残りたくないなと思ったところでありまし

た。

さて、今度、７月21日になりますでしょう

か、参議院の選挙が始まります。参議院の選挙

は、憲法改正が争点になるのかなという気もし

ますけど、自民党のほうは、憲法問題を避けて

通りたいつもりでおるようでありますが、憲法

問題につきましては、去年４月に自民党として

は憲法改正の草案をつくったわけですけれど

も、それを今回は読んでみましたが、非常によ

くできているということであります。知事も読

まれたかどうかわかりませんが、自民党の憲法

は非常によくできているなというふうに感じた

ところでありました。

憲法の中で、憲法前文というのがありまし

て、前に一回ここで話したような気もしますけ

ど、憲法前文というのは憲法の顔でありますか

ら、これは私、中学校のときに、先生が、憲法

前文を覚えた人から発表して帰りなさいという

平成25年６月18日(火)
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ことでしたので、全部覚えさせられました。だ

から、今でも大体70％ぐらいは覚えているのか

なと思いますが、そのころに記憶したものはな

かなか忘れるものじゃないというふうに思った

ところでありました。その憲法前文の中でも、

いろいろいい言葉も書いてあるんですけれど

も、途中ぐらいに書いてあるんですが、「平和

を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われ

らの安全と生存を保持しようと決意した」とあ

るんです。ところが、平和を愛する諸国民と

いって、私たちの近隣のところに平和を愛する

国がありますか。中国だって韓国だって平和を

愛する国民と言えないじゃないですか。こう

いった不備な点があるんです。法律問題につい

ても、２～３点きょうはやるつもりで楽しみに

してきたんですが、次の質問のときにお願いを

したいというふうに思っています。そのとき

は、選挙も終わって、憲法問題がいろいろ取り

沙汰される時期になろうかなと思います。その

ほうが、お願いをして知事と議論するのもちょ

うどいい時期かなというふうに思っております

ので、今回は憲法の前文にちょっと触れますけ

れども、さっき申しましたように、「諸国民の

公正と信義に信頼して」というのはあるんです

けれども、憲法前文というのも我々は変えなく

ちゃいけないと。大きな問題を、９条とかある

いは96条問題を解決する前にこの憲法前文を

やってしまったほうがいいんじゃないかなとい

う気もいたしております。

そういったことで、これについてもまた考え

なくちゃいけないんですが、そのほかに、法律

の中で私が一番考えているのは、刑法200条の中

にあります尊属殺人なんです。これはある一定

の理由があるんですが、尊属殺人の200条という

のが今なくなってしまいました。だから、今、

一般の殺人罪と同じように取り扱われておりま

す。尊属殺人というのが非常に問題なのは、

今、新聞、テレビ等でもよく、子が親を殺した

り、親が子を殺したりというのが出てくるんで

すが、今までは、親を殺したり、子を殺したり

したら、尊属殺人で重い罪になったんですね。

ところがこれが排除された。そういうようなこ

とで尊属殺人も多くなったと言われています。

ですから、そういうことを考えると、私は、も

う一回この尊属殺人というのを法律の中に入れ

込まなくちゃいけないというふうに思います。

これには理由がありまして、尊属殺人を排除

する理由があったんです。というのは、父親が

娘さんに性的被害を与えておったんです。そし

て、娘さんが結婚するということで父親に話し

たそうです。そうしたら、父親が怒っていろい

ろと娘さんに妨害を働いたりしたんです。やむ

なくその娘さんは父親を殺害してしまったとい

うことで、情状酌量の余地がたくさんあるんで

すけれども、刑法200条によりますと、せいぜい

３年半ぐらいの刑にしかおさめられない、そし

て執行猶予の刑も与えられない、こういう状況

になってきたということで、裁判官あたりが、

この法律はおかしい、尊属殺人を抜いてしまお

うということになって、尊属殺人は法から抜か

れて、殺人罪というのは全部同じにしましょう

ということになってしまったんです。それで、

今、尊属殺人というのが、これは尊属殺人とい

うのかどうかわかりませんが、ふえてきたとい

うふうに言われております。ですから、もう一

回はこの法律も改めなくちゃいけないというふ

うに私は思うわけであります。

憲法改正というと、寄ってたかって護憲、護

憲と、風邪でも引いたようなことを言う人がお

りますが、68年間たって憲法改正をやらないと
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いうのは、やっぱりおかしいんじゃないかと私

は思うんです。憲法改正はしかるべきときに

ちゃんとやっていかないとおかしいんじゃない

かなと思います。今、取り沙汰されるのが、９

条とか96条とか、そういった類いがやられてお

りますけれども、大事なんですけれども、何が

この68年間のうちに欠落してしまったか、何を

改めなくちゃいけないかということは、国民が

ひとしく勉強する必要があると思っておりま

す。ですから、マスコミ等でいろいろと書かれ

て、これが正しい憲法かというふうに国民の皆

さんが思われるのが一番大変なんですね。です

から、国民の皆さんも勉強していただいて、憲

法改正をちゃんとやっていかないといけないと

いうふうに思っております。

質問に入りますが、口蹄疫についてお伺いを

したいと思っております。

平成24年の第10回全国和牛能力共進会で、結

果は、見事、優勝ということで、２年連続の優

勝をなし遂げたわけであります。画期的な成果

で、口蹄疫の感染があった宮崎県ということを

払拭するような成果があったんじゃないかと私

は思っておりますが、この口蹄疫のとき、ちょ

うど私は議長をさせていただいておりまして、

本当に忙しい時期でありました。知事と２人で

東京に行って陳情し、そしてまた、農林大臣と

か、総理までお見えになりましたね。鳩山総理

という人がおられましたが、この人は県庁まで

来られたんです。私たちは待っておりました。

「今、橘通りを通過しました」と言いますか

ら、みんな座って無言のうちに黙って待ってお

りました。来られたんです。いろいろ陳情がさ

れました。しかし、陳情が終わって帰られて、

明くる日はもう辞任ですから、何しにお見えに

なったのかなと、私は不思議でたまりませんで

した。ただ、菅さんを褒めるわけじゃないんで

すが、菅さんもお見えになって、菅さんは、途

中で私が全国議長会がありまして行ったら、口

蹄疫がおさまってから、「よかったですね」と

言って握手を求めてこられまして、覚えていて

いただいたのかなと。総体的にいい政治家で

あったとは思いませんが、人を覚えることにつ

いてはすぐれていたのかなというふうに思って

おるところであります。

そういったことで、この口蹄疫について、私

は、そのとき、みんなで頑張ろうということで

いろいろ会合もやりましたが、知事に言って、

知事たちが集まって開く会合に県議会からも出

席させてくださいということで出席させていた

だいて、県議会を代表して十屋農林水産常任委

員長にやっていただいたわけであります。非常

に御苦労があったと思います。県議会のほかの

皆さんも御苦労されましたが、十屋委員長はそ

の後に、口蹄疫がおさまってから病気をされま

した。多分、この口蹄疫で御苦労があったから

だったろうということを言われておりますが、

そういうこともありまして、非常に御苦労いた

だいたなと思っております。

また、知事も、当時、副知事でありましたか

ら、部長さん初め、いろんな役員の方々と御苦

労があったことと伺っております。もう３年た

ちましたが、今振り返って、どのような御苦労

だったのか、どのようにあの口蹄疫の問題につ

いて考えていらっしゃるか、御意見を伺いまし

て、後は質問者席からお聞きしたいと思いま

す。

これで壇上からの質問を終わります。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えいたします。
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口蹄疫から３年が経過した今の考えというこ

とでございます。当時、私は、副知事という立

場で、職員や県内外からの応援の皆さんととも

に、直接、口蹄疫との戦いにかかわったわけで

あります。今でも忘れられないのは、４月19日

にまず一報が入ったあの瞬間、あれがスタート

だったのかというのを今も忘れられないでおり

ます。口蹄疫が確認をされた４月20日のこと、

県内外の多くの皆様の応援をいただきながら、

全職員一体となって昼夜を分かたず懸命に防疫

作業を行った４カ月間のこと、その間には、私

は農政水産部長を兼務したこともあります。部

長室に座っていたあのころも覚えております。

終息宣言を迎えられた日、８月27日のことな

ど、この３年間を振り返りますと、万感の思い

が脳裏を去来するところであります。口蹄疫に

より、約30万頭もの家畜の犠牲と畜産農家の皆

様の苦悩、そして、県経済や県民生活に大きな

ダメージを与える結果となりましたことは、心

痛耐えがたい思いでありました。このようなこ

とから、私は、口蹄疫発生というつらい出来事

を二度と起こしてはならない、一日も早く口蹄

疫からの再生・復興を果たさなければならない

という強い思いで、知事として、この問題を最

優先で取り組んでまいりました。

このような中、御指摘がありました昨年の全

国和牛能力共進会での２連覇達成は、まさに口

蹄疫からの復興の象徴とも言える大きな出来事

でありました。畜産農家や関係者の皆様の大変

な御努力はもちろん、県内外の多くの皆様から

の御支援、御協力があって達成できたものと、

感謝の思いを深めております。私も、会場で多

くの皆さんとともにこの歓喜の瞬間に立ち会う

栄に浴したわけでありますが、感動と感激と、

また、それまでの思いが交錯をいたしまして、

感きわまるものがありました。

口蹄疫からの再生・復興は終わったわけでは

ありませんが、本年５月には、埋却地の再生整

備がスタートをしております。また、西米良種

雄牛センターが完成し、新たな種雄牛造成の体

制が整っております。また、ダメージを受けた

経済、県民生活という観点からも、観光客の一

定の回復というもの、また、経済が上向きでは

ないかという明るい見通しもあるという状況の

中で、「復興から新たな成長」に向けて、着実

に前進をしていると考えておるところでござい

ます。今後とも、「忘れない そして前へ」を

合い言葉としまして、畜産農家や関係機関の皆

様と十分に連携をしながら、全国のモデルとな

る安全・安心で付加価値や収益性の高い畜産の

構築、さらに経済の本格的な回復に向けて努力

をしてまいりたいと考えております。以上であ

ります。〔降壇〕

口蹄疫発生から３年を迎え○中村幸一議員

て、本県でも万が一の発生に備えて家畜防疫演

習が開催されました。外部からの侵入を阻止す

るために、空港や港湾など、いろいろと口蹄疫

の発生を防ぐための努力をされておるわけであ

りますが、３度目の発生があってはならないと

いうふうに思っております。

私が最近聞いた話で、これはあり得ないこと

でありますが、宮崎県では、畜産農家から口蹄

疫に対する検体のお願いがあったのにかかわら

ず、平成24年度に、国へ検体の発送をしていな

いんじゃないかというのがございました。そん

なことはないはずだと。これはマニュアル等に

も載っていますから、そういうことはあり得な

いはずだという話をしたんですが、いろんなと

ころから聞き合わせをして、県が何かを隠しつ

つあるみたいなこともお話を聞きました。部長



- 224 -

平成25年６月18日(火)

にお伺いしますが、平成24年度に畜産農家から

検体の申し入れがあったのに対して、国に対し

て検体を送らなかったのかどうか、お答えをい

ただきたいと思います。

平成24年度に○農政水産部長（緒方文彦君）

おきましては、国に検体を送付した事例はござ

いません。口蹄疫を疑う事案として国に検体を

送付することを決定した場合には、迅速な初動

防疫を図る観点から、県の口蹄疫防疫マニュア

ルに基づきまして、速やかに公表を行うことに

しております。

そういう疑いを持つ人がいる○中村幸一議員

ということは、常日ごろから、農政水産部と畜

産農家あるいは市町村の皆さんと、そういうこ

とをはっきりと 信用されていないというこ―

とじゃないですか。だから、私は、やっぱり信

用されるようにしないと口蹄疫はまた発生する

よと。そういうことはありませんでしたと、今

おっしゃいました。私もなかったと思います

よ。だけど、そういうことを言われること自

体、非常に残念じゃないですか。だから、もう

一回ここで声を大きくして言ってほしいんです

が、平成24年度に国に検体を送ったことはな

かったですね。

昨年度におき○農政水産部長（緒方文彦君）

ましては、国に検体を送付したことはございま

せん。以上です。

部長から再度答弁がございま○中村幸一議員

したが、これは畜産農家と市町村の人から聞い

た話だったのですが、市町村がそういう疑いを

持つということ自体がおかしいわけでありまし

て、どこかまた口蹄疫が流行しているんじゃな

いかというようなことがあったんです。だか

ら、今からも、絶対そういうことがあったら公

表するんだということで、徹底いただきたいと

いうふうに思います。

それから、次に、人工死産、妊娠中絶の問題

を取り上げたいと思います。

地元新聞に、宮崎県の人工死産率が最悪とい

う記事が載りました。ちょうど学校でも、人工

死産、妊娠中絶の授業がなされていたやさきで

ありましたので、このことに非常に興味を持っ

たわけですが、法律では、人工中絶は満22週未

満までにしなければならないとなっておりま

す。22週未満です。22週となると人間だという

意識を持つ人もいるんだということです。23週

になると、母体外で生育可能となると言われて

います。フランシスコ・ローマ法王が、この

前、５月12日の新聞にも載っておりましたが、

受胎したときから人工中絶はだめだという話を

されました。もともとカトリック系というの

は、そういう形で人工中絶はだめだということ

になっているわけでありますが、しかし、これ

も非常に問題があると。母体に著しい影響があ

るというときにはどうするのか。まして好んで

子供を産むべきではなかったという事態があっ

た場合にどうするのかということもあります。

そういったことを考えると、ローマ法王が言わ

れることについても若干問題があると思いま

す。

本を読んでみますと、学者の間でもいろいろ

ありまして、人というのは、何週目からが人間

なのか、また、人格というのは、何週目ぐらい

からが人格なのかということも非常に議論に

なっておるそうでありますが、人工中絶という

ことについては、宮崎県は非常に多いんです

ね。新聞記事では、本県の平成23年の人工死産

率、これは出産数の1,000当たりの件数でありま

すが、この数値が20.2と全国で最悪とのことで

あり、全国平均の12.8％と比べて非常に高い数
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値であります。また、人工死産数の推移を見る

と、平成23年が212人、10年前の平成13年は389

人と減少しているところではあります。この人

工死産は、妊娠12週以降22週未満の妊娠中期に

行う中絶手術のことでありますが、人工妊娠中

絶で見ると、平成21年が2,193人、平成22年

が1,917人、平成23年が1,911人でありまして、

毎年2,000人もの人たちが 人たちがという言―

い方がいいのかどうかわかりませんが、2,000人

前後がこの世に生を受けることなく死亡してい

るということであります。妊娠中絶について

は、この前も話がありましたが、それぞれやむ

を得ない理由があるのも事実であります。しか

し、新たに誕生しようとしている命の鼓動を、

人間の手によって簡単にとめることができてい

いのかどうかというのがあります。このような

人工中絶に至ってしまう前のその過程におい

て、県としてできる対策があるのではないか。

新聞では、県の啓発効果があらわれずと書かれ

ていましたが、人工妊娠中絶をせざるを得ない

背景にどのような問題があるのか、そして、そ

の対策をどのように講じておられるのか、ま

た、今後どういった取り組みが必要か、福祉保

健部長にお伺いをしたいと思います。

人工妊娠中絶○福祉保健部長（佐藤健司君）

の背景には、母体保護や経済的理由など、それ

ぞれが抱えるさまざまな事情があるものと考え

ておりますが、本県の女子人口1,000人当たりの

人工妊娠中絶実施率を見ますと、特に30歳代が

全国に比べて高い状況になっております。この

ため、出産を経験された方などに対しまして、

県医師会と連携しながら、家族計画の指導など

を行うとともに、女性専門相談センターを設置

し、妊娠や出産等に関する相談に対応している

ところでございます。また、将来、親となる中

学生や高校生を対象に、心と体の発達等に関す

る正しい知識や、命の大切さについて啓発を

行っているところでございます。人工妊娠中絶

の究極の対策は、望まない妊娠をしない、させ

ないことだと考えております。そのためには、

女性とともに、男性の自覚と理解が重要でござ

いますので、県といたしましては、しっかり繰

り返し粘り強くそのメッセージを発信すること

に、もっと力を入れてまいりたいというふうに

考えております。また、今後も引き続き、パー

トナーと十分に話し合ってもらうなどの啓発活

動と、相談窓口の整備・充実に努めてまいりた

いと考えます。

人工妊娠中絶の問題、また冒○中村幸一議員

頭申し上げた尊属殺人も関係すると思います

が、自分の都合により、そうやって人を殺さな

ければならないというようなことは、これは論

外だと思いますが、ともに幸せに生きていくべ

き家族がどうしてこのような結果を招くのかな

ということも、尊属殺人の面では私は感じたわ

けであります。この件については、先ほど申し

ましたように、次の質問のときにお話をさせて

いただきたいと思います。社会情勢が目まぐる

しく変化する中ではありますが、どんな時代に

なっても、家族が幸せに暮らせる、その環境を

つくっていくことが、私たち政治に携わる者の

使命であろうと思います。家族を取り巻く諸問

題への解決のために、県の取り組みにつきまし

ては、今後引き続き、しっかりと確認していき

たいと思っておるところであります。

先ほど、部長の答弁の中で、小学校、中学

校、高校の中で、ちゃんと教育しなければいけ

ないという話がありましたが、関連になります

から、教育長はその点に対して、小中学校の子

供たちにどうして教育をされているか。余り小
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学校の段階でするのもいかがなものかと思いま

すが、それについてお答えいただきたいと思い

ます。

本県の人工妊娠中絶○教育長（飛田 洋君）

率とか人工死産率が高いということ、そしてそ

の背景に思いをはせますと、本当につらいとい

うか、心が痛むというふうに思っております。

命を授かることとか、命を育むこと、そして命

を次代に受け継ぐことというのは、やっぱり教

育の中で一番大切にすべきことだと考えており

まして、そのような思いから、県教育委員会で

は、本県独自に性に関する教育資料、この資料

の名前を「かけがえのない大切な命」と呼んで

いますが、それを昨年度つくりまして、その資

料で、発達段階に応じながら、今、本県独自で

問題意識を持って指導しているところでござい

ます。子供たちに、人としてどう生きるのか、

あるいは生き方そのものに真剣に向き合わせ、

心に響く教育を継続して行っていきたい、そう

いうふうに強く思っているところでございま

す。

次に、いじめ問題についてお○中村幸一議員

伺いをいたしたいと思います。

最近、こういう本を読みました。この本が的

確にいじめの問題をあらわしているとは思いま

せん。この本を読みまして、いささかおかしい

なとは思いましたが、この本に書いてあること

をお聞きしたいというふうに思います。

現在のいじめというのは、微妙に変化してい

ると言われております。というのは、中学２年

生の孫がおるものですから、この本について話

をしてみました。大体、いじめというのが変

わってきているということを言っておりまし

た。我々がいじめといって問題にするのは、い

わゆる優しい子が、強い子とかそういった子に

いじめられるのがいじめだと思っております

が、最近は非常に変わってきたというふうに言

われております。子供たちは、学級で無視され

たり、または相手にされないということを極端

に恐れているんだそうですね。この本にも書い

てありましたが、そういったことで、言い合い

をしない、優しい関係を築くために、相手の嫌

なことは言わない、大体のところで話は突っ込

んでいかない、そういう状態にあると書いてあ

ります。それもまた聞いてみると、あるよとい

うようなことでした。いじめをするのに、学級

で食事の時間に固まって食べて、１人か２人外

して食べるとか、そしてまた無視するとか、そ

ういった類いのいじめだそうであります。かと

いって、クラスを出て学校から家に帰るとき、

また家から学校に来るとき、会うと、気楽に話

をするんだそうです。そういうことが起こって

いる。それで、今までとの違いは、いじめの首

謀者であった人が、今度は、いつの日からかい

じめられるほうに逆転して回ってきている。そ

ういったこともあるそうです。そういうことが

書かれてありました。これが果たしてどうかわ

かりませんが、そういうことを見て、いじめも

大分変わってきたんだろうなという気がいたし

ております。優しい関係を保つということにつ

いては、自分をはっきり表に出さないというこ

とですから、こういうことをしていたら、社会

に出てから本当に人との会話ができるのかなと

いうのも懸念します。

携帯電話もそうなんですが、今、「ケータ

イ」と言っていますが、私でも「ケータイ」と

言っていますけれども、この本によりますと、

携帯を持っている率というのが20代で90数％と

書いてありました。我々の世代で60％から70％

と書いてあります。しかし、この携帯電話につ
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きましては、半年したら物すごくその率は変

わってくるだろうと。80代、90代の人はわかり

ませんが、今、ほとんどの人が、100％近く携帯

を持っているんじゃないかというふうに思って

おります。メールでメッセージとか来るんだそ

うですが、これは触れ合いであって愛撫なんだ

と書いてあるんです。若者が一番生活の中で不

安なのは、メールが来てもすぐさま返事が返せ

ない、そういうときが一番不安なんだそうで

す。入浴中に来るとすぐ返せないから入浴中が

一番嫌なんだと。我々としたら、入浴中という

のが一番大事にゆっくり過ごせるときでありま

すが、それを嫌がっている。また、携帯がない

ということは、自分を一部失うようなことにな

るんだというのも書いてありました。そういう

若者のことを考えると、「優しい関係」という

のは互いの対立を好まない人たちということで

すから、この優しい関係をやっていこうという

ことが学校現場では理解されておるのかどう

か、それをお伺いしたいと思います。

児童生徒の人間関係○教育長（飛田 洋君）

というのは、先ほど御指摘ありましたように、

携帯電話の普及などで大きく変化をしていると

認識しております。そういうような状況も踏ま

え、県教育委員会といたしましては、児童生徒

が仲間同士で助け合い、互いに支え合う人間関

係を育むために行う活動である「ピア・サポー

ト活動」、ピアというのは仲間という意味です

が、その活動を推進するなど、児童生徒がきず

なを深め、お互いに信頼し合える人間関係づく

りを進めております。また、いじめの早期発

見、早期解決のために、定期的なアンケートの

実施とか、電話相談窓口や、ネットいじめを解

決するための目安箱サイトという投稿できるよ

うなものを持っておりますが、そういうことな

ど相談体制の充実を図るとともに、教職員がい

じめを見抜ける感性、見抜ける力、そういうも

のを磨き、組織的に対応する力を高めるための

研修などに取り組んでいるところでございま

す。今後とも、児童生徒に寄り添いながら、い

じめの未然防止や、さまざまな困難を乗り越え

られるたくましさとともに、豊かな心を備えた

児童生徒の育成に努めてまいりたいと考えてお

ります。

この優しい関係というのは、○中村幸一議員

先生方の中で、そういうのがあるよということ

で取り上げられたことはあるんでしょうか。

教科指導とか生徒指○教育長（飛田 洋君）

導とか、学校の全ての教育活動を支える上で、

児童生徒一人一人を的確に理解しておくことが

何よりも重要でありますので、こういう生徒の

理解において、子供たちの人間関係をしっかり

把握する必要があり、人間関係が、今おっ

しゃったように、加害者・被害者とか流動的に

変化するというようなことも含めて、子供たち

がどのような人間関係を築いているかについ

て、日ごろから教職員の間で議論されておりま

す。このような議論も踏まえながら、各学校に

おきましては、議員が御説明なされました、

「対立を好まない優しい関係」を越えるような

豊かな人間関係が築けるよう、児童生徒同士が

支え合うためのピア・サポート活動の取り組み

とともに、学校行事とか部活動とかさまざまな

教育活動を通しまして、ともにつくり上げるこ

と、あるいは感動を味わうこと、鍛える活動な

ど、そういうことを大切にし、児童生徒がお互

いにきずなを深め、信頼し合える人間関係づく

りに取り組んでいるところでございます。

教育委員長にお伺いします○中村幸一議員

が、教育委員会では、子供たちが、この優しい
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関係というのを今、築いているんだということ

は、何かお話し合いがあったことはあります

か。

議員御指摘の優○教育委員長（近藤好子君）

しい関係ですけれども、それは一つは、相手か

ら自分がどう見られているかということに、と

ても重きを置いているからではないかなと思っ

ております。実際、そういうことは、現場では

話題になっているというふうに報告は受けてお

ります。

12年前だったと思いますが、○中村幸一議員

池田小学校だったと記憶していますが、あそこ

が荒らされまして、数名の方が亡くなられまし

た。そのときに、警察本部と教育委員会と人事

交流すべきだということを申し上げて、実行さ

れておりますが、今、どういう状況でこれを推

し進めていらっしゃるか、それをお伺いしたい

と思います。

県教育委員会と警察○教育長（飛田 洋君）

本部との人事交流につきましては、平成14年度

から行われており、本年度で12年目となってお

ります。教育委員会からは、警察本部少年課に

指導主事を１名、警察本部からは、県教育委員

会学校政策課生徒指導・安全担当に主査を１

名、それぞれ配置いたしております。この人事

交流により、県教育委員会は、児童生徒の問題

行動等が起こった場合、警察とのスムーズな連

携により、迅速な対応ができるようになってき

ていると考えております。

１名だけ、県警と教育委員会○中村幸一議員

とはやりとりされているわけですね。体罰とか

そういったものを防ぐためには、もっと多くの

交流があったほうがいいんじゃないかと思うん

ですが、その点はどうお考えですか。

教育委員会と警察本○教育長（飛田 洋君）

部との人事交流はもとより、そういう連携とい

うのは強化する必要がありますので、警察本部

からは、福祉保健部のこども家庭課にも出向し

ていただいております。そこで、そういう出向

していらっしゃる方を含め、これらの関係する

各課が連携し、児童生徒の非行防止や健全育成

のための行動連携推進協議会を年間数回実施す

るなど、いじめ問題を初め、さまざまな問題に

対して、情報の共有や行動の連携のあり方につ

いて協議を行っているところでございます。

それに加えまして、警察本部が警察官ＯＢ等

を活用して取り組まれているスクールサポータ

ーという制度があるんですが、警察で仕事をさ

れた方が実際に学校に行っていただくというよ

うなことをやっておりまして、非行防止教室の

開催など、県内の各学校と県内13警察署との連

携も、人事交流により非常にスムーズに行われ

るようになり、各学校における児童生徒の非行

防止や健全育成に向け、警察と学校が一体と

なって取り組むことができるようになってきて

いると考えております。今後とも、人事交流な

どの趣旨を生かし、積極的な連携により、青少

年の健全育成に努めてまいりたいと考えており

ます。

次は、浄化槽法についてお伺○中村幸一議員

いします。

これは何人も質問されました。今回も二見議

員が質問したところでありますが、この法律と

いうのは、国がつくって30年ぐらいなんです

が、浄化槽法第10条において決まっているわけ

です。それについても、２年前ぐらいでは10何

％。今、宮崎県は40何％になったんですが、こ

の浄化槽法に基づいて検査しているのは、環境

科学協会というのがやっているんだそうです

が、私のところにも何回も電話が来て、担当者
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が来て、入っていただきたい、１年間に3,800円

いただきますと。全国的にも、30年たっている

にもかかわらず40％行っていません。10％とい

う県もあります。法律で決まっていて30年も

ほったらかしているというのはいかがなものか

なと私は思うんですが、この点についてどうい

う努力をされているか、部長の話を聞かせてい

ただきたいと思います。

本県の法定検○環境森林部長（堀野 誠君）

査受検率は、平成21年度が14.2％と低い水準で

推移していたことから、県といたしましては、

平成22年度から、法定検査未受検者に対して、

文書・電話による指導啓発などを重点的に行っ

てきておりまして、今、お話もありましたけれ

ども、平成24年度には受検率が42％となったと

ころであります。また、指導啓発の文書が宛先

不明で返ってくるなど、設置状況の不明な浄化

槽が、平成24年度末現在で約１万5,000基ありま

すので、本年度は、新たな取り組みとして現地

調査を実施し、正確な実態を把握した上で受検

指導等へ結びつけてまいりたいと考えておりま

す。

さらに、法定検査受検率が低い要因の一つと

して、設置者の行う手続が繁雑であることが考

えられますので、関係団体と協議を重ねまし

て、保守点検業者が設置者にかわって法定検査

の申し込みを行う取り組みを進めているところ

であります。本県の法定検査受検率は、依然と

して十分ではないと考えておりますので、この

ような取り組みを進めながら、引き続き受検率

の向上に努めてまいりたいと考えております。

この30年というもの、国と県○中村幸一議員

が加担しておりながらこういう状況ですね。県

のＯＢの職員が環境科学協会に何人行ってい

らっしゃるんですか。

指定機関であ○環境森林部長（堀野 誠君）

る公益財団法人「宮崎県環境科学協会」でござ

いますけれども、現在、県職員のＯＢは２人在

籍しております。

２人今いらっしゃると言われ○中村幸一議員

ましたが、30年間のうちには相当いらっしゃっ

たはずですね。国も同じく天下りをやっている

はずです。国と県が語り合って、お互いにいい

とこ取りしているんじゃないですか。こうして

我々が一般質問しますよね。部長に言っている

んじゃないですよ、30年の経過があるわけです

から、あなたは一生懸命やっていらっしゃるで

しょうけれども、ただ、県議会で質問があった

ら、その質問に何とか答えればいいと、皆さん

部長の人たちはそう思っていませんか。この場

を何とか逃れればいいと。次の議会までまた

ゆっくりできるわというようなことじゃだめな

んです。言ったことはちゃんとやっていただか

ないと。この前、二見議員に、私は国に電話し

ましたとおっしゃいましたね。あのときちょっ

と話をされましたが、どういうやりとりをされ

たのか、もう一回教えてください。

二見議員の御○環境森林部長（堀野 誠君）

質問に対してお答えした内容でございますけれ

ども、環境省に、浄化槽の保守点検・清掃・法

定検査について、実施期間の見直しに関する質

問をいたしました。環境省からは、このうち、

法定検査につきましては、浄化槽が微生物の働

きによって汚水を浄化しているという仕組みで

あることから、その機能が正常に維持されてい

るかを確認するためには、定期的な検査が必要

であり、現状の年１回の検査を変更することは

予定していないということでありました。

そういうことであれば、国に○中村幸一議員

対して各県が話し合って進めていかないと、30
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年もたって30％、40％の全国比であるとするな

らば、全くおかしな話ですよね。私に電話した

人が言いましたよ。「じゃ、県議会に聞いてみ

ます」と言ったら、「県議会議員は知りません

よ。法律なんか知らないはずです」と言ったそ

うです。我々はそういうふうになめられている

んだよという話でしたが、ひとつ今から気をつ

けてこの浄化槽問題も取り組んでいただけばあ

りがたい。よろしくお願いします。

これで質問を終わります。（拍手）

次は、中野一則議員。○福田作弥議長

〔登壇〕（拍手） 今回の質問○中野一則議員

も最終日となりました。既に質問された方で私

の予定が全て言い尽くされたような感がありま

すが、重複を避けて、率直に、単刀直入に質問

していきたいと思います。

ちょうど１カ月後になりますけれども、九州

電力は、川内原子力発電所の再稼働を申請する

方針というふうに伝えられております。えびの

市は、宮崎県下で原発に一番近いところに位置

しております。県境でちょうど55キロ、温泉街

のある京町で60キロのところにあります。そう

いうことから、大変関心のある課題であります

ので、知事に質問したいと思います。率直に質

問しますけれども、知事はこの再稼働に賛成か

反対か、そのことをずばりお答え願いたいと思

います。

以下の質問は質問者席から行います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

川内原子力発電所の再稼働問題ということで

ございます。賛成か反対かという二択しか頂戴

をしなかったわけでございます。基本的な考え

方としまして、将来的に原発に頼らない社会を

目指していくことが重要であると考えておりま

すが、現時点における燃料調達コストや再生エ

ネルギーの現状等を踏まえますと、今すぐに国

内の原発をゼロにするということは現実的では

ないというのが、私の基本的な考え方でありま

す。その上で、個別の原子力発電所の再稼働に

関しましては、国の原子力規制委員会の科学的

・技術的な知見に基づく安全性の確保を大前提

とした上で、国民生活や産業、環境への配慮な

ど、さまざまな視点からの国民的議論や地元の

意向を踏まえ、最終的に政府が責任を持って判

断していくべきものと認識をしておるところで

ございます。現在、再稼働に向けていろんな準

備がされているということでございますが、今

申し上げましたような安全性の確保を大前提と

した上での最終的な整理がなされていない状況

でございますので、賛成、反対、そのような二

択ではなかなかお答えしづらい部分がございま

す。基本的な考え方を答弁させていただきまし

た。以上でございます。〔降壇〕

基本的な考え方ということで○中野一則議員

御答弁をいただきました。また、安全性の確保

ということで話をされましたが、事故発生後、

九電からの情報が速やかに届くようにというこ

とで、覚書の締結を今、協議中だと、こういう

ことを、この前、太田議員の質問でしたか、答

弁されておりました。既に熊本県は覚書を締結

されておりますね。そのように聞いておりま

す。そういう中で、半年以上も覚書を締結する

のに時間がかかっているんです。なぜそのよう

に長くかかっているのかということと、できた

らその内容、そしてまた、いつまでに結ぶかと

いうことを御答弁願いたいと思います。

今、御指摘がありまし○知事（河野俊嗣君）

た九州電力との覚書につきまして、県民生活の
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安全確保の観点から、昨年来、九州電力と、原

子力防災に係る情報連絡体制の確保等に係る協

定について、協議を進めておるところでござい

ます。その中で、九州電力からは、当初、従来

より原子力発電所との距離関係に応じて協定内

容を区別していることを踏まえて、半径50キロ

メートル以上離れている本県への対応について

は、慎重な感触が伝わってきたところでござい

ます。しかしながら、本県としましては、先般

の福島原発事故を受けまして、単に原発からの

距離だけでは影響は判断できないこと、また、

事故の規模や気象条件によりまして、影響がよ

り広範囲に及ぶ可能性があることなどから、九

州電力に対して、事故の教訓を踏まえた対応、

すなわち、迅速な情報連絡体制の整備に向けた

覚書の締結ということで働きかけを続けてきて

おるところでございます。近々、改めて協議を

する予定としておりまして、早い段階で合意に

結びつけることができればというふうに考えて

おるところでございます。以上です。

早い段階で締結をという話で○中野一則議員

ありますが、早い段階といっても、再稼働につ

いては、私の見ているところでは、来年の２月

前後には再稼働になるのではなかろうかと、手

続上を見ればですね。そうすれば、半年後には

締結せざるを得ないということですが、そのこ

ろまでには大丈夫ですか。

再稼働のスケジュール○知事（河野俊嗣君）

との関係での御質問でございますが、そもそも

この覚書につきましては、再稼働の有無にかか

わらず、運転停止中の事象というものも想定を

されるところでございまして、そういったもの

も含めた防災情報の連絡体制を整備するもので

ございます。あくまで、県民の安全を確保する

危機管理や防災上の観点から進めているもので

ございまして、御指摘のとおり、なるべくこれ

を合意に結びつけるべく急いでまいりたい、協

議を進めてまいりたいと考えております。

今、運転停止中もということ○中野一則議員

の覚書ということでしたが、もちろん、稼働し

た後のことも含めてその締結の中に入るわけで

すがね。

そのようになります。○知事（河野俊嗣君）

再稼働した後のことも含めて○中野一則議員

の覚書となれば、現実的には再稼働を認めると

いう立場になるわけですよね。そんなふうに理

解してよろしいですか。

再稼働という可能性が○知事（河野俊嗣君）

あるという状況を踏まえて、あらゆる可能性を

想定した上で、安全を確保するための対策を講

じたいということでございます。

この再稼働については、６カ○中野一則議員

月間の審査の後に地元の同意が必要だというこ

とで、今のところは鹿児島県と薩摩川内市とい

うことになっておりますが、大飯原発のときに

は、隣接の京都とか滋賀とかあるいは大阪市等

が、質問というか、異議とか、いろいろ問われ

ておりましたけれども、宮崎県の場合は同意す

る区域にないわけですけれども、同意する区域

を広げてもらう云々とか、そういうこと等を含

めた申し入れとか、そういうことはされないん

でしょうか。

同意云々というところ○知事（河野俊嗣君）

まで考えているわけではございませんが、もし

再稼働というようなことで申請を行い、いろん

な議論がなされるのであれば、安全性がどのよ

うに確保されるのか、しっかりとした情報提供

は求めてまいりたいと考えております。

それで、覚書の締結の問題や○中野一則議員

ら、地元の同意の問題やら、いろいろあるわけ
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ですけれども、私としては、どちらかという

と、既存の原発だと思いますが、必要性を認め

ておられるわけですし、現実的には稼働する方

向にあると思うんです。ですから、二者択一が

云々ということも言われましたけれども、再稼

働をこの際は認めるという方向で、覚書も、い

ろんな申し入れもされたほうが、県民の安全性

確保のために宮崎県の主張というものを大いに

述べられて、それが実現の方向にあるんじゃな

かろうかなと、こう思うわけです。ですから、

できたら、旗幟を鮮明にして、賛成という立場

で動かれたらどうだろうかと思いますが、お考

えはどうでしょうか。

御意見として承りま○知事（河野俊嗣君）

す。私は、あらゆる可能性を想定した上で、安

全を確保するための必要な対応を図ってまいり

たいと考えております。

どうせ、これは来年の２月か○中野一則議員

３月ごろには再稼働という運びになると思いま

すので、宮崎県の安全確保のためからも、そう

いう方向で、賛成の方向で行かれて、大いに協

力もするが、言うことも言うという立場のほう

が、宮崎県のトップリーダーとしてのリーダー

シップのとり方ではなかろうかなと、こう思っ

ているところであります。

続きまして、国防、自衛隊の課題等について

質問させていただきたいと思います。きのう、

危機管理局から、知事が宮崎県防衛協会の会長

にあした就任するということでペーパーをいた

だきました。話を聞きますと、５月17日に既に

理事会が開催されて、そこで内諾を受けて事が

進んで、あしたの総会だというふうに聞いたと

ころであります。この防衛協会というところ

は、もともとというか、去年の４月に名称変更

があって、それまでは宮崎県自衛隊協力会とい

う名前でありました。防衛意識の高揚、自衛隊

の育成・発展に協力をするという内容の組織で

ありますが、この一番トップに知事がなってい

ただくということは、国防・防衛問題に大変関

心のある男としては、非常に歓迎すべきことだ

と思っているところであります。これからのい

ろんな面でのそういう意味での活躍も期待をし

たいと、こう思っております。

それで、質問ですが、きのうから開催されて

おります日米共同訓練、これは沖縄ないし岩国

基地の負担軽減ということで、今回が６回目に

なる訓練でありますけれども、新聞等を見ます

と、既に地元の市長なり町長のコメントは出て

おります。しかし、知事のコメントがはっきり

と聞こえてきません。この前の太田議員の質

問、これも太田議員だったと思いますが、口頭

と文書で申し入れはしたと、こういう話であり

ました。知事みずからのコメントをお聞きした

いと思いますが、よろしくお願いします。

日米共同訓練について○知事（河野俊嗣君）

どう考えるかという御質問かというふうに考え

ておりますが、この訓練は、日米安全保障体制

のもとにおきまして、日米相互の連携を深める

観点から、大変重要な訓練であるというふうに

認識をしております。先日答弁申し上げました

のは、県として、県民の生命・財産を守る立場

から、事故の防止や騒音の軽減などについて万

全を期されるよう国に対して要請していると、

これを口頭なり文書で行ったということでござ

います。

ということは、知事として○中野一則議員

は、これもまた、共同訓練に賛成の立場である

というふうに理解してよろしいですか。

賛成、反対の御質問、○知事（河野俊嗣君）

旗幟を鮮明にという御趣旨かというふうに思っ
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ております。これは、日米安全保障体制の中に

おいて、国全体としていろんな役割を果たして

いくと。その中で県として、地元の理解を得な

がら、そういう訓練を行っているということで

受けとめておるところでございます。

これは私の予測ですから、そ○中野一則議員

れがどうなるかわかりませんが、今後の日米共

同訓練、新田原基地の訓練もやがて、新型輸送

機ＭＶ22オスプレイを使用しての訓練の可能性

があるのではなかろうかというふうに考えられ

るわけであります。と申しますのは、今回参加

している岩国の第12海兵航空群、これは米海兵

隊に所属している航空群ですが、オスプレイは

米海兵隊の所属ですね、そういうことが１点。

それから、沖縄ないし岩国の負担軽減というこ

とで、大阪あるいは政府のところで八尾飛行場

の云々という動きがあるということやら、アメ

リカでも今は日米共同訓練がありますが、６

月14日に海上自衛隊の艦船にオスプレイの発着

艦訓練がなされたというのも報道をされまし

た。また、日本政府もオスプレイ購入を計画し

ているということで、時々新聞にも出てきます

が、恐らく、日本がそれを導入すれば、私の考

え方では、予測では、海上自衛隊に配属される

のではなかろうかと、こう思っているところで

あります。

そういうこと等を勘案しますと、この日米共

同訓練、やがて新田原でもオスプレイを使用し

ての訓練がというふうに考えられるわけですけ

れども、そのときは、知事は受け入れを賛成さ

れるものだろうか、反対されるものだろうか、

率直にお答え願いたいと思います。

いろんな想定につきま○知事（河野俊嗣君）

して、今、るる御指摘のあったところでござい

ます。現在のところ、政府から、新しい訓練の

受け入れの打診等は何もないわけでございます

が、これまで、日米両政府で合意をされた在日

米軍の再編計画に基づきまして、沖縄県の嘉手

納基地等で実施していた訓練の一部を、平成19

年から新田原基地で受け入れているところであ

りまして、今、地元の負担は既に大きいものが

あるというふうな認識がございます。いずれに

せよ、こうした訓練の実施につきましては、県

民の安全・安心を確保する観点から、基地周辺

住民の意思、思いというものを最大限尊重しな

がら、慎重に対応する必要があろうというのが

基本的な考え方でございます。

想定ですから、そのときに判○中野一則議員

断すればいいと思いますが、いずれそういうこ

とも来ると思いますので、さっきから、原発の

問題やらこういうことに明確な賛成・反対とい

うことはないわけですけれども、今はやりのど

ちらでもないということがないように、どこか

黒白をきちっとして、はっきりと、賛成なら賛

成、反対なら反対という態度をトップリーダー

として示してほしいなと、こう思っておりま

す。

質問を続けたいと思います。えびの駐屯地

に24普通科連隊があります。これはコア化され

て久しいわけですけれども、コア化されたおか

げで隊員が600から700名削減されております。

家族等入れれば約2,000名、えびの・西諸地域か

ら人口が少なくなっていると、そういうことに

なろうかと思います。このことは、国防はもち

ろんですが、災害救助とかいろんな活動に支障

があったり、地元の経済活動にも大きなダメー

ジがあるところであります。それで、えびのを

中心に周辺市町村が毎年何回も、もとの隊に、

精鋭精強部隊、いわゆるフル部隊に戻してくれ

という運動をしております。私も防衛省にも何
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回となく要請活動を個人的にもしておるところ

でありますが、なかなからちが明きません。今

回は、防衛協会の会長になられた知事ですか

ら、そのあたりを一日も早く先頭を切って、も

とのフル部隊に戻してくれという要請を防衛省

にすぐしていただきたいと、このように思いま

す。今ちょうど防衛省は、大綱の見直し、中規

模の見直しをしている最中ですから、これがお

くれるとまたずるずると先に延ばされます。近

日中に要請活動をお願いしたいと思いますが、

よろしいでしょうか。

御提言として承り、私○知事（河野俊嗣君）

としての考え方をよく整理していきたいという

ふうに考えております。今、御指摘のありまし

た第24普通科連隊というものは、南九州３県の

中心に位置しておりまして、重要性は非常に大

きいものがあるというふうに考えております。

また、昭和56年に設置されて以来、災害派遣の

みならず、えびの市や周辺市町と、共存共栄の

まちづくりにも大きな貢献をいただいておると

ころでありまして、私も大変感謝をしておると

ころでございます。先日、「道の駅えびの」が

完成をしましたときに、あそこに看板が出てお

りまして、「自衛隊のまちえびの」と、「共存

共栄を目指します」ということがはっきり書い

てありまして、地域におけるそういう密着のあ

り方、それから、その地域における重要性とい

うものを認識したところでございます。えびの

駐屯地を含む県内各地の司令との会合というも

のを毎年行っております。いろんな意見交換を

させていただいておりますので、そういう状況

の中で、私としてもしっかり地元の要望を踏ま

えた対応をしてまいりたいと考えております。

よろしくお願いしたいと思い○中野一則議員

ます。今、道の駅の話がありましたが、あのと

きはどうもお世話になりました。ありがとうご

ざいました。また、帰りに大河平でつつじ祭が

ありまして、無理をして行っていただくように

お願いしたら、素直に行っていただきまして、

地元の人が非常に感謝されておりました。ちょ

うどそのときは第３回のおこびらつつじ祭で、

韓国から郷土芸能団が来て、それを発表する、

交歓をするという日でもありましたので、そう

いうお願いをしたところでした。ありがとうご

ざいました。

それから、えびのには、ＶＬＦ（超長波）送

信所というのがあるわけですけれども、実はこ

れができて26年になるわけですが、当初、当時

のえびの市長と福岡防衛施設局長が覚書を交わ

して、基地交付金の対象になるよと、こういう

ことの覚書であったようでありますけれど

も、26年たって今日まで交付金が交付されてお

りません。これも、えびの市を初め、いろいろ

と毎年陳情しているようでありますが、なかな

か前に進んでいないようであります。よく話を

聞いたら、もちろん防衛省にもこのことは関係

あることですが、実は総務省も基地交付金につ

いては非常に関係があるところだというふうに

聞きました。知事は幸いに総務省の御出身であ

りますし、また、防衛協会の会長にもあしたな

られるという立場もあるわけですので、こっち

のほうもぜひ交付金の対象になるようにお願い

したいと。あそこのＶＬＦは、約200ヘクタール

の土地に、100メーター以上、約350メーターで

すか、８基の鉄柱が立っているという超長波送

信所というところでありますから、面積からし

て、施設からして、これが基地交付金の対象に

ならないことは、私個人も非常におかしいと

思っております。ぜひ調査もされて要請活動を

していただくように、このことも一日も早くし
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ないとまた先送りということになりますので、

お願いしたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

今、御指摘がありまし○知事（河野俊嗣君）

たＶＬＦのえびの送信所でありますが、自衛隊

が使用する通信施設のうち、航空警戒管制また

は電波情報の収集整理のために直接必要な施設

については、基地交付金の対象とされているわ

けでありますが、えびの送信所はこれに該当し

ないため、対象となっていないということでご

ざいます。これはいろんな経緯、いろんな整理

があるということでございますが、毎年、えび

の市においては、基地交付金の対象施設に追加

するよう、国に対して長年にわたり要望されて

おるところでございまして、県も、この交付金

を所管している総務省に対し、この要望内容を

伝えて一緒に活動しておるところでございま

す。地元の要望に適切に対応していただきます

よう、引き続き、国に対して要請をしてまいり

たいと考えております。

よろしくお願いしておきたい○中野一則議員

と思います。

「自衛隊のまちえびの」、今言った超長波送

信所あるいはえびの駐屯地、それから霧島演習

場と、施設が幾つもあるわけですが、今、えび

の市内では、もう一つ誘致しようという運動が

行われております。それは何かというと、弾薬

補給所をえびの市内に誘致したいと、そういう

ことの動きであります。西部方面隊の中には第

４師団と第８師団があるわけですが、第４師団

にはきちんと本格的な補給所があるわけですけ

れども、第８師団の中にはまだありません。そ

れで、本格的な弾薬補給所を誘致したいという

ことであります。これは、ひとりえびのや周辺

市町村で運動してもなかなか成るものではあり

ません。ここは、防衛協会の会長である知事の

お出ましをいただかなければ、また、先頭に

立って旗を振ってもらわんと、なかなか誘致は

難しい。いろんな諸課題も発生すると、こう思

いますので、その先頭に立って旗を振ってリー

ドしていただけるかどうか、ここで約束をして

いただきたいと思いますが、よろしくお願いい

たします。

御指摘のありました弾○知事（河野俊嗣君）

薬支処の設置につきましては、取り扱うものの

性質や影響ということから、極めて慎重な対応

が必要ではないかというふうに考えておりま

す。これまで、県内の自治体または国から、弾

薬支処を設置したいという要望なり要請があっ

たということは承知しておらないところでござ

います。仮に今後、そういう要望、要請があっ

た場合におきましても、県民の安全・安心を確

保する観点から、地元自治体及び住民の意向と

いうものを十分尊重しつつ、慎重に対応してま

いりたいと考えております。

もちろん慎重に対応しなけ○中野一則議員

りゃならないと思いますけれども、この弾薬補

給所は、知事が思っておられるような危険なも

のではないんですよ。第４師団では、北九州市

の小倉北区内にあるんです。それと大分市内に

あるんです。町なかのすぐ近くです。こういう

施設ですので、いずれ、えびの市等からもそう

いう相談が近く来るかもしれませんので、その

ときには快く引き受けて、先頭に立ってリーダ

ーぶりを発揮していただきたいと、このように

お願いしておきたいと思います。

それから、私は新聞党ですから、毎朝、起き

たら幾つかの新聞を読むんですが、まずは地元

紙からということで宮日新聞を読みます。一番

興味のあるところは、前日、知事がどういうこ
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とをされたんだろうかなということが一番の関

心事で、そこをまず見せていただいておりま

す。もちろん総理のこともずっと書いてありま

す。私から言わせると、「知事の動き」という

中は非常に具体性がないと、率直に言ってその

ように思います。一方、総理のほうは、散髪を

した、食事をした、そういうところまでちゃん

と書いてあるわけです。ところが、知事のは、

日中の公務活動だけだと。しかも、内容を見る

と、関係課打ち合わせばかりで、知事から見て

関係のない課はないはずですから、ちゃんと固

有の課名を挙げて、時には、部長たちが来れ

ば、誰々部長が来たと。それを見て我々は、あ

あ、よく知事と打ち合わせをしているなという

のを見られるんですよ。それが全くわからな

い。一生懸命やっている課を評価しようにも評

価できない。そういうことですので、その辺を

具体的に。そしてまた、土曜・日曜・祭日は

カットしてありますから、その土曜・日曜・祭

日も必ず入れてほしいと、こういうことであり

ます。そして、公務はもちろんでありますが、

政務活動も、個人的なことまでは要りません

が、政務活動も含めてやっていただきたい。ま

だ宮日には載せる余白はたくさんあるらしいで

すので、前もってそこを押さえておきました。

ぜひお願いしたいと思いますが、いかがです

か。

詳細にウオッチいただ○知事（河野俊嗣君）

き、感謝をしております。私も楽しみに毎朝こ

の欄を見ておるところでございます。前日の公

務を思い出しながらですね。今、御指摘があり

ましたように、政務につきましては、これまで

書いていない、また、土日もいろんな仕事を

やっているのになと思っておるところでござい

ます。ここの欄につきましては、十数年このよ

うなスタイルで、知事や県の仕事について紹介

をし、県民の皆さんに理解をいただきたい、そ

ういう思いでやっているということでございま

す。行事によりましては、相手方の意向も考慮

する必要があるというふうに考えております

し、関係課打ち合わせを全部載せると切りがな

くなるのかなというところはございます。どこ

までそこを具体的に書けるかというところはご

ざいますが、今、御指摘の趣旨も踏まえなが

ら、宮崎日日新聞社とも相談をしながら、どの

ようにお伝えしていくか、工夫をしてまいりた

いと考えております。

宮日の話では、総理以上の余○中野一則議員

白はありますよということでしたから、具体的

に書いて、楽しみに翌日見てくださいよ。我々

も、関係課の誰がどうだったか、楽しみも何も

ありませんので、楽しみもないのを毎日見て

おったというのも、またおかしいことにもなる

わけですけれども、新聞党の県民は、私ほか、

たくさんいると思いますので、そういう人たち

のためにもよろしくこの取り扱いを、具体的に

改めてほしいと思います。

それから、置県130年にちなんでということで

質問したいと思います。

６月１日に置県130年記念式典がありました。

サブタイトルは、「歴史をつなぎ 未来へつな

ぐ」ということだったと思います。置県130年を

記念してさまざまな事業を今から展開するとい

うことも、小さな字で下のほうに書いてありま

したが、具体的なことはまだわかりません。そ

れで、置県130年といいますと、置県100年から

すると30年間ですから、その30年間に知事が河

野知事を含めて４人いらっしゃいます。松形さ

ん、安藤さん、東国原さん、この３名をどのよ

うに評価されているか、まずはお尋ねしたいと
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思います。

それぞれの時代状況、○知事（河野俊嗣君）

この30年といいましても、いろいろ変化が激し

い状況でございます。そういう中で、県政のさ

まざまな分野でそれぞれの立場で貢献をされた

ものというふうに考えております。

具体的にはありませんでした○中野一則議員

が、その中の松形元知事さん、私から見れば功

績の非常に多い方だったと思います。それで、

置県100年ということを捉えた場合に、置県100

年記念事業だけでもかなりの功績があられます

ので、ちょっと報告しておきたいと思うんです

が、置県100年は昭和58年でありました。そのと

きからスタートしたのが、「なんでも挑戦、み

んなが参加」の新ひむかづくり運動の展開、こ

れをずっとされておりました。それから、宮大

の農学部跡地を県総合文化公園に整備するとい

うことで、昭和63年には県立図書館が開館し

て、平成５年に県立芸術劇場、平成７年に県立

美術館が開館しました。12年間かかってあそこ

に、こういういい施設ができ上がりました。ま

た、宮崎県史編さん事業にも取り組まれて、16

年間を費やして県史を編さんされております。

それから、安井息軒、小村寿太郎、上原勇作な

どの10名の肖像画を作成して、「郷土の先覚者

展」というのも開催されております。ほか、挙

げたら数々あると思うんです。

そういう中で、宮崎国際音楽祭、あるいは若

山牧水賞というのも創設されたと思うんです。

それで、国際音楽祭、若山牧水賞とも、あと２

年したら、ちょうど区切りのいい20回を迎える

んです。それから、元知事の松形さん、大正７

年２月26日生まれで、あと５年したら生誕100年

ということになります。それで、この元知事・

松形さんを顕彰する事業を置県130年にちなんで

やっていただきたいということを提唱するもの

であります。いかがでしょうか、知事。

一つのアイデア、御提○知事（河野俊嗣君）

案をいただいたものというふうに受けとめてお

ります。松形元知事、今、るる御指摘がありま

したように、６期24年という長きにわたる中

で、さまざまな本県の礎、また、将来を見据え

た施策というものに取り組んでこられたこと

に、大変敬意を表するものであります。先日の

置県130年におきましても、ビデオでこれまでの

歩みを振り返ってきたわけでありますが、松形

知事を初め、さまざまな先人の皆様の努力とい

うものを、感謝と敬意のもとに受けとめ、それ

を未来へつないでいくことが我々の責務である

というふうに考えておるところでございます。

こうした努力と貢献の上に今の我々があるとい

うことを、決して忘れてはならないというふう

に考えております。今の具体的な顕彰というこ

とにつきましては、関係する皆様の御意見もい

ただきながら、今後考えてまいりたいというふ

うに考えております。

大きな節目ですから、こうい○中野一則議員

う置県130年とかそういうときでないと、しかも

本人が生きておれば100歳になるという記念する

ときですから、いい節目だと思うんです。ぜひ

前向きに検討してください。河野知事のことは

置県150年のときに我々はまた考えますので、や

はりここは先輩を立てて、やるべきところは

やっておくと。そうしないと我が番は回ってこ

ないよということになろうかと思います。

次に、農業政策についてということで質問さ

せていただきたいと思います。

政府の農業成長戦略が全部出そろいました。

企業の農業参入促進、10年間で農家所得を倍増

する、農林水産物の輸出を１兆円に拡大する、
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６次化で市場規模を10倍にする、10兆円に拡大

していくということ等であります。これはどれ

を見ても企業優先ですよ。我々も所属している

自民党でありながらこういうことを言うのもお

かしいと思いますが、どうも私は企業優先であ

るという気がしてなりません。それから、宮崎

県も、成長産業、その１丁目１番地は、いつ

も、フードビジネス、フードビジネスといろん

な人が言われますが、これも実際は企業優先の

方向にあるのではなかろうかという気がしてな

りません。それで、この前は、担当部にお願い

して一部調査をしていただきましたが、企業参

入が増加傾向にあるということを端的に示すた

めに調べた結果ですが、平成21年に企業参入の

補助金が２件あったものが、22年には３件、23

年には６件、24年には７件になっております。

金額も、平成21年は１億8,000万であったもの

が、24年には３億9,700万ということで約４億近

くになっていると。そして、25年度はまだ具体

的に把握していないという答弁でありました。

じわじわと農家のほうから企業優先の方向にあ

るのではなかろうか、このような気がしてなら

ぬわけであります。それで、農政水産部長は、

このような状況、実態をどのように評価されて

おられるのか、まずお聞きしたいと思います。

本県における○農政水産部長（緒方文彦君）

企業の農業参入につきましては、フードビジネ

ス振興構想の中でも、本県農業の持つポテンシ

ャルをさらに高めていくものとして、積極的に

推進することにいたしております。一方、参入

企業におきましては、地域と調和をしながら発

展していただくことが前提となりますので、今

年度創設いたしました県の事業である、「農」

と「企業」のみやざきフードビジネス創出事業

なども活用しながら、農業者とお互いの強みを

尊重したパートナーシップを構築できる企業に

絞って、支援の対象としているところでござい

ます。今後とも、本県農業を牽引する意欲ある

農業者あるいは企業の支援に努めてまいりたい

と考えております。

やはり農政は農家が中心であ○中野一則議員

るべきだと、こう思いますが、農業者とパート

ナーシップをとって云々と言われますけれど

も、じわじわと企業に偏重していく、企業中心

になっていくという方向にあると思います。昔

はなかったんだから。それが今日はこういうふ

うにふえてきているんですから、注意をしても

らいたいと、こう思います。やはり農家が中心

であるべき、農家が遠ざけられるようなことが

ないようにお願いしたい。

では、今、農家をどのように育成されようと

しているのか。きちんと、みずから自立経営が

可能なのか。そういうモデルとなる農家の経営

規模を端的に教えていただきたいと思います。

私が２～３挙げますので、お答えいただきたい

と思いますが、畜産から、肉用繁殖牛は生産牛

が何頭あれば自立できるのか、同じく、酪農で

は乳牛が何頭か。養豚一貫経営では母豚が何頭

か。ブロイラーでは飼育羽数が何万羽か。米・

野菜類では、米は何ヘクタールの面積が必要な

のか、そして、野菜は全部ハウスということで

お尋ねしたいと思いますが、ピーマン、キュウ

リ、マンゴー、こういうものはハウス面積が何

平米必要なのか。それから、花卉では、菊が、

これはハウスですが、ハウス面積が何平米必要

なのか、その数字を教えていただきたいと思い

ます。

具体的な数字○農政水産部長（緒方文彦君）

でございますけれども、これは経営体営農方

式、個別経営体とありますけれども、これで指
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針を示しております。この中で個別に申し上げ

ますと、例えば水稲基幹型というのがございま

して、これですと、早期水稲５ヘクタール、受

託面積が30ヘクタール、早期水稲の育苗と抑制

キュウリを入れて目標の所得を達成しようとい

たしております。宮崎の場合、水稲単作ではな

かなか難しいと考えておりまして、水稲とキュ

ウリ等を合わせた作型としているところでござ

います。

それから、施設野菜で、キュウリでございま

すけれども、3,087平米、30アールでございま

す。それから、ピーマンの場合は44アール。電

照菊、施設の花卉専業でございますが、53アー

ル。果樹、マンゴーの場合ですが、これは早期

と後期がありますけれども、20アールと後期

が18アール。それから、酪農でございますけれ

ども、酪農牛80頭でございます。それから、肉

用牛の場合、70頭と飼料作物が必要でございま

す。先ほどのは肉用牛の繁殖牛でございます。

それから、養豚でございますが、養豚一貫で120

頭、ブロイラー専業でブロイラー６万羽、これ

が基本的な指標となっております。以上でござ

います。

こういう数字では、とても○中野一則議員

じゃないけど自立した経営はできませんよ。甘

い見通しですよ。ならば、養豚を、さっき120頭

と言われましたか、300頭ふやすんだということ

で自立できるということで、この前の議会では

それも提案されているじゃないですか、補助金

を。全くかけ離れた数字ですよ。そのぐらいし

か、まだ宮崎県の農政としてはきちんとしたも

のを把握されていない。米の問題もあやふやな

答弁をされました。私は、この辺をきちんと整

理して、個々の農家が、経営体が、園芸なら園

芸、普通作なら普通作、畜産なら畜産、どうい

う規模であれば生産が持続されるのか、そこで

生活ができるのかということをきちんと把握し

て、それを示して、それに近づけるように政策

を打っていくという農政でなけりゃいけない

と、こう思うんです。片や企業にはどんどん補

助金がふえていく。それではいかがなものかと

いうふうに思います。

それで、うがった質問になるかもしれません

が、立派な農業政策をすれば、県庁職員も、県

庁に勤めるよりも就農したほうがましだという

ことで、農家に走るということも考えられます

よね。また、そのぐらいの農政でなけりゃいか

んはずなんです。それで、私が中途退職を奨励

するわけではありませんが、過去５年間に、県

庁職員が就農したいということで中途退職され

た人が何名いるのか。これは漁業、林業を含め

て、総務部長、お答え願いたいと思います。

過去の５年間で知○総務部長（四本 孝君）

事部局を退職した職員は、合計で775名、う

ち196名が定年前の退職でございます。具体的に

退職後に農林水産業を営んでいる人数というも

のは、数としては把握をしておりませんが、私

が個人的にいろいろ知っている中でも、農業職

を初め、事務職といいますか行政職の中でも、

何人かは農業をやっておられるというふうに承

知しております。

それは５年以内の話ですか。○中野一則議員

今申し上げた退職○総務部長（四本 孝君）

者数の数字というのは５年間の数字であります

し、私が存じ上げている農業をやっておられる

方というのは、５年より以前の方もおられます

し、５年以内の方もおられるところでありま

す。

５年以内に就農した人が何人○中野一則議員

いるかと聞いているんだから、それをぴしゃっ
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と把握するぐらい、そのぐらいの農政をしてほ

しいということなんですよ。奨励はしません

よ、奨励しませんが、今まで言ったのは、ＴＰ

Ｐ云々は考えずに、さっきの経営面積等はお願

いしたんです。ＴＰＰが来月からいよいよ交渉

が始まれば大変なことになりますよ。これを認

めていけば、日本の農業は完全に崩壊する。農

村も崩壊をする。そういう方向にあると。だか

ら、我々は断固反対、今でも反対なんですよ。

３月７日に農林大臣に知事が要望書を提出され

ました。あの要望書を何回読んでも、反対の

「は」の字も出ていないんです。だから、もっ

と知事もそのあたりを真剣に受けとめて、日本

の農業が、宮崎県の農業が、林業が、漁業が崩

壊しないように、農山漁村が崩壊しないよう

に、リーダーとして確固たる政策を打ち出して

いただくように、これはお願いをしておきたい

と思います。

余り時間がなくなりましたが、観光・交通・

教育行政ということで、これは既にきのう、有

岡議員が質問しました。それで、関係者から要

望がありました。事務局の受け入れ、あるいは

１万人を超えるとできないから、県内全域です

るためには担当職員を設けてほしい。あるいは

全国ほんもの体験フォーラムがあるから、今の

ところ、１人職員を派遣するとなっているよう

でありますが、部長以下５名ぐらいはぜひ行っ

てほしい。今まで行っていないのは宮崎県だけ

であったと。そして、これが昨年は徳島で1,600

人参加してあったそうです。今回は山口・広島

で2,000人規模であるということですので、商工

観光労働部長、このことについてお答えを願い

たいと思います。

ただいま○商工観光労働部長（茂 雄二君）

お話のありました全国ほんもの体験フォーラム

は、全国の自治体や観光産業関係者などが一堂

に集まり、体験型観光の教育効果や人材育成、

農山漁村の活性化等について、情報交換を図る

ために開催されているものであります。県とい

たしましても、体験型観光を推進する上で、先

進地の事例や実務担当者の体験などを直接伺う

ことのできる貴重な機会であると考えておりま

すので、幹部職員の参加を含め、検討してまい

りたいと考えております。

久しく宮崎県に修学旅行者が○中野一則議員

来ない、来ないと言ってきたわけですが、平

成30年には、西諸だけで１万人を受け入れられ

るという構想もあります。考え方によっては何

十万という数字になると思いますので、教育委

員会を含めて努力していただきたい、こう思い

ます。

以上で質問を終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○福田作弥議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時33分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○福田作弥議長

ます。

次は、井本英雄議員。

〔登壇〕（拍手） それでは、○井本英雄議員

最後の番になりましたけれども、お疲れでしょ

うから、眠たい人は眠っておってください。

先日、私も県職員ＯＢと飲む機会がありまし

た。そのときの県職員ＯＢが言うことには、

「松形知事のときは、松形知事から事あるごと

に直接電話がかかってきた。下手すると土日の

休みのときにも電話がかかってきて県庁まで来

なきゃいかんかった。ところが、今の知事はそ
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んなことはないらしいね」、こういうことであ

りました。松形知事は恐らく四六時中宮崎県の

ことを考えておったんだろうと思うんです。だ

から、ふといろんなアイデアなり、こうしたら

いいんじゃないか、ああしたらいいんじゃない

かという思いが出てくるわけです。それを担当

の県庁職員に電話して「ちょっと出てこい」

と、こういうふうなことだったんだろうと思う

んです。知事も恐らく宮崎県のことで頭がいっ

ぱいじゃないかと思っておるんですけれども、

いろんな考えが浮かんできたりしたときには一

体どうされるのか。誰か相談する人がおるの

か、それとも１人で静かに考えるのか。知事も

県の職員をこき使って、宮崎県をよくするため

にリーダーシップを大いに発揮していただきた

いと思うわけであります。これが第１の質問で

ありまして、知事の御見解をお聞かせ願えたら

と思います。

演壇での質問をこれで終わります。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

県政に対する思いと職員とのコミュニケー

ション、この２点についてでございます。松形

知事の電話というものは、これまでこの議会で

も何度も取り上げられたところでございます。

その熱い思いというものをしっかり私も学ばな

ければなと思いながら、いつも拝聴しておると

ころでございますが、私も、今御指摘がありま

したように、県政に対する重責に向かい合うに

当たって、常に宮崎県の発展のことを心がける

ようにしておるところでございます。特に県外

に出ましたときも、最近では危機管理に対する

意識の徹底もございますので、常にそういう思

いは抱いていたいと思っております。

その上で、いろんなアイデアが浮かんだと

き、また職員に対するコミュニケーションの問

題ということでございます。知事室での協議の

際はもちろんのこと、移動中の車の中からも、

また自宅からでも、秘書や職員に対し電話、メ

ールなどで指示を行うということはしておると

ころでございます。また、それ以外にも、メー

ルなりで全職員に向けて自分の思いなりを伝え

るということもございます。また、ツイッタ

ー、フェイスブック、ブログで自分の経験した

こと、また思ったことを述べるというようなこ

ともしておりまして、今の時代ならではのさま

ざまなツールを使いながらしっかりとコミュニ

ケーションを図り、もちろんフェイス・ツー・

フェイスの思いを伝えるという場面は大変重要

なわけでございます。これからも常に宮崎のこ

とを頭に、また宮崎の発展のため尽くしなが

ら、しっかりと職員とのコミュニケーションを

図って全庁一丸となって取り組んでまいりた

い、そのように考えておるところでございま

す。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。○井本英雄議員

先日、北浦と蒲江の間の高速道路が通りまし

た。私も早速、蒲江のほうに行ってまいりまし

た。蒲江のほうに行ったら、｢歓迎｣という旗が

ばっと立っているんです。そして、「こちらの

ほうが道の駅です」とか、「マンボウがこちら

にあります」とか案内が書いてあるんです。あ

れ、北浦を通ってきたけれども北浦はどうだっ

たかなと思って、帰りがけ北浦を見てきました

ら、北浦は何もないというか、どこが道の駅か

も何も書いていない。なるほど、大分県と宮崎

県ではこんなに違うものかな、大分県というの

はしっかりしたものだなと思ったんです。聞く

ところによると、２年後ですか、大分―佐伯間
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が開通した後のことを見計らって、大分のデパ

ートは延岡市のほうに広告をかけておる。とこ

ろが、延岡市のほうは向こうに果たして広告を

かけているのか。高速道路ができたら隣町と隣

町が近くなるわけです。今でさえも地域間競争

でありますけれども、これから本当に地域間競

争になる。そういう感覚が宮崎県側には欠落し

ているんじゃないかと私は思うんであります。

知事、その辺はどう思いますか。

大変重要な御指摘をい○知事（河野俊嗣君）

ただいたものと思っております。東九州道の整

備が大きく進む、本県の歴史の上でもさらなる

発展に向けた大きな転換点を迎えようとしてお

るわけでございますが、御指摘のとおり本格的

な競争にさらされる。ある意味、うかうかして

いると都市部へと人や金が流出したり、地域が

単なる通過点となってしまうという懸念がある

わけでございます。私どもは、利便性が高まる

のに歩調を合わせてしっかりとＰＲに努めてい

く、また地域間競争に打ちかっていく。東九州

の新時代における地域間競争を勝ち抜くんだ、

そういう強い決意で取り組んでいく必要があろ

うかと考えております。

延岡市におきましては、これまでも高速道路

の開通を見据えて、道の駅などの機能強化や地

域の魅力発信に取り組むとともに、ことし３月

には、県や市町村及び県内の観光団体が連携し

て、大分県へ観光キャラバン隊を派遣しておる

ところでございます。今後とも他県に負けない

ように、東九州自動車道の整備効果を最大限に

県全体の発展に結びつけていくように取り組ん

でまいりたいと考えております。

次は、アベノミクスについて○井本英雄議員

お聞きしたいと思います。私はアベノミクスを

否定するものではありませんし、むしろぜひと

も成功していただきたいと思っております。た

だ、時代はアベノミクスを必要としているんだ

ろうかと疑問を持っております。日本は既に成

熟社会に入っております。アダム・スミスもケ

インズもシュンペーターも、「資本主義が高度

に発達した段階では経済成長はとまる」と言っ

ております。日本、ヨーロッパ、アメリカには

そういう時代が来ているのではないかと私は

思っております。

戦後、日本はただひたすら経済的発展を目指

して頑張ってまいりました。しかし、その結果

が年間３万人以上の自殺者であります。格差も

広がっております。今、日本人が最も望んでい

るものは何でしょうか。私は、安心できる安定

した生活ではないかと思うのであります。民間

に1,000何百兆円かの預金があるのになぜ使われ

ないのか、将来に対する不安があるからではな

いでしょうか。いつどうなるかわからない世の

中、お金しか信じられない世の中になっている

のではないでしょうか。私は、国民の安心でき

る安定した生活を実現するために、日本の政治

は、富の再分配、社会保障の充実の方向にかじ

を切るべきではないかと思っております。安心

できる安定した生活が保障されるならば、1,000

何百兆円の財布のひもも緩くなるのではないで

しょうか。そうすれば需要が生まれ、デフレも

克服できるのではないでしょうか。デフレとい

うのは、そもそも需要よりも供給が多いという

状況であります。そもそもまたアベノミクスの

主たる目的もデフレ克服であったはずでありま

す。もしアベノミクスが成功しても、結局大企

業と資産家がもうけるだけで、ますます格差が

広がるのではないかと私は懸念しております。

そこで、現在の日本は経済偏重主義と考えます

が、成熟社会となった日本にはもっとふさわし
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い理念があるべきではないかと考えます。知事

のお考えをお聞かせください。

アベノミクスについて○知事（河野俊嗣君）

の御指摘でございました。この成果が都市部と

か大企業のみに享受されるのではなく、本県の

ような地方、中小企業、ひいては国民全体に広

く行き渡って長期的に持続可能な社会が構築さ

れる、これが大事だと考えております。その上

で、今御指摘がありましたように、経済的な豊

かさは大切なことでありますが、日本のような

成熟した社会におきましては、それだけではな

く、経済的豊かさ以外の真の意味での豊かさが

求められるのではないか。本県の総合長期計画

におきましては、「未来を築く新しい「ゆたか

さ」への挑戦」を基本目標に掲げておりまし

て、これからの時代にふさわしい県民の幸せや

真の豊かさの実現に向けて取り組んでおるとこ

ろでございます。

私は、人の幸せや希望には、一定の経済的な

豊かさに加えまして、家族や友人、学校などで

の心のつながりや地域の支え合い、また豊かで

美しい自然や環境、そして、それらに支えられ

た健康や医療の充実などが必要であると考えて

おるところでございます。宮崎はまさにそう

いったものに恵まれておるところでございまし

て、こうしたものに改めて価値を見出し、さら

に磨きをかけていくことが、本当の豊かさにつ

ながるのではないかと考えておりますし、宮崎

もその方向でしっかりと努めてまいりたいと考

えております。

ありがとうございます。○井本英雄議員

次に、道州制についてお聞きをいたします。

政権与党の自民党が基本法案を提出しようと

しておりまして、ここに来て道州制もにわかに

現実味を帯びてまいりました。私は今まで、基

本的に道州制はいいんじゃないかなと思ってお

りました。しかし今、ちょっと待てという気持

ちになっております。納得できない疑問点がた

くさんあるからであります。細かい点まで挙げ

てみると30ほどありましたけれども、時間もあ

りませんので、今回９つばかりにまとめてまい

りました。知事の御見解をお聞かせ願えたらと

思います。

そもそも道州制の議論は、中央集権制に制度

疲労が来た、この制度疲労を何とかせにゃいか

ん、その反省として地方分権の流れの中から道

州制が出てきたのではないかと思っておりま

す。ところが、中央政府については全く議論が

なく、受け皿である道州のほうだけしか議論が

なされていない。これはおかしい、逆じゃない

かと私は思うのであります。まず中央政府のあ

り方を議論すべきであると思います。知事のお

考えをお聞かせください。

そこがまさに道州制を○知事（河野俊嗣君）

議論するに当たりまして重要なポイントであり

まして、地方制度だけをどうこうする話ではな

い。国の統治のあり方を明治以来の中央集権型

の行政システムから抜本的に見直す必要がある

のではないか。国民生活に大きな影響を及ぼす

ものでありますので、しっかりとした基本理念

や制度設計が必要になってくるわけであります

が、そのそもそものところを忘れてはならない

と考えております。私ども知事会などでもよく

議論するんですが、何か、合併して都道府県が

なくなる、そこばかりが強調されておるような

議論に聞こえるわけであります。地方のあり方

のみを先行して議論をしたり、結論やスケジュ

ールありきで拙速に進められることがあっては

ならないと考えております。人口減少社会が到

来し、グローバルなレベルでの競争が激化する
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中であります。我が国の発展や安定のために、

国が本来果たすべき役割は何なのか、地方は何

を担うべきなのかということについて、まずは

しっかりとした国民的な議論が必要であろうと

考えております。

ありがとうございます。その○井本英雄議員

とおりです。

次に、中央集権制が制度疲労を起こしたから

道州制を導入するというのは、また短絡的な考

え方ではないか、不都合なところを是正改良し

ていくこともできるのではないかと思うのであ

ります。例えば広域連合とか県同士の合併など

ということも考えられるのではないかと思うの

でありますが、知事のお考えをお聞かせくださ

い。

時代変化に対応して地○知事（河野俊嗣君）

方分権を推進する、住民に身近な事務はできる

限り地方が担い、また国は本来あるべき外交、

防衛等の業務にという国と地方のあり方をしっ

かりと見直していくという状況の中での議論で

あるわけであります。分権の選択肢の一つとし

て道州制があるわけでありますが、御指摘のよ

うに広域連合というのもあります。また政策連

携、九州地方知事会などにおきましては、さま

ざまなテーマでの政策連合というものを、これ

までも進めてきておるところでございます。そ

ういった、いろんな選択肢の中の一つとして議

論すべきであろうと考えております。

次に、関東州というのができ○井本英雄議員

上がると人口3,500万人の巨大な州になるそうで

ありまして、これでは最初から道州間に格差が

あることになります。この格差をどのように是

正するのか、結局は国に頼らざるを得ないこと

になってしまうのではないかと思われます。知

事のお考えをお聞かせください。

具体的にどういう区割○知事（河野俊嗣君）

りにするかにもよるわけでありますが、今御指

摘の関東州のような経済的にも人口的にも巨大

な道州ができた場合、それ以外の地方圏との間

に極めて大きな経済的、財政的な格差が生じる

わけであります。特に東京というガリバーをど

う位置づけるのかというのは大変重要な課題に

なってまいりますし、難しい問題であろうと

思っております。各道州の均衡ある発展を考え

るに当たっては、財政力に応じた再配分の調整

機能が不可欠となると考えております。

次に、道州制は地方分権の延○井本英雄議員

長線上にあると思っておりましたが、道州制の

導入により、逆に行政と住民の距離が遠くな

り、地方分権に逆行するのではないかとも思わ

れます。20～30万人の基礎自治体、それと遠く

離れた州都ともなれば、果たして地方分権の趣

旨と合致すると言えるのでしょうか、知事の御

見解をお聞かせください。

今の一連のお尋ねは、○知事（河野俊嗣君）

道州制の制度設計に当たってのいろんなポイン

トということでございますが、現在、与党内で

検討されております道州制推進基本法の骨子案

におきましては、基礎自治体は、市町村の事務

とともに、都道府県から移譲された住民に身近

な事務を処理し、住民に直接かかわる事務につ

いて、みずから考え、みずから実践できる主体

とするとされておるところであります。しかし

ながら、道州制の導入に当たりましては、基礎

自治体の行財政基盤の強化が必要となります

し、広域化した道州内において住民の声が行政

にきちんと届くよう、宮崎地域の住民ニーズを

どのような仕組みで把握し、反映させるかとい

う課題があることは事実であります。したがい

まして、制度設計をするに当たりましては、地



- 245 -

平成25年６月18日(火)

方分権の趣旨や住民自治の観点も踏まえた議論

がなされるべきだと考えております。

次に、国の道州制導入は、行○井本英雄議員

政のスリム化、効率化だけを目的としているの

ではないかと思われることであります。道州制

導入の目的には、住民の本当の幸せという観点

が欠落しているような気がします。中央政府の

策略に地方がまんまと乗せられた例は、私が思

いつくだけでも幾つかあります。地方分権一括

法ができたときには、いよいよ地方の時代が来

るかと思いましたが、仕事だけ押しつけて裁量

権は国が保持したままであります。三位一体改

革では、６兆円もの予算を地方はまんまと削り

取られてしまいました。平成の合併でも、私も

旗振り役をやらされましたが、結局「合併しな

ければよかった」という恨み節の大合唱であり

ます。つい先日は、地方公務員の給料を交付税

を減らす方法でしゃにむに削減してしまいまし

た。確かに、中央政府の借金は1,000兆円になら

んとするのでありますから、これを何とか減ら

したいという気持ちはわかりますけれども、そ

のたびごとに地方は割を食わされているわけで

あります。知事のお考えをお聞かせください。

地方分権の歩みについ○知事（河野俊嗣君）

て、今、るる御指摘があったところでございま

す。確かに遅々として思うように進まないとい

う部分はあるわけでございますが、それでも大

きく眺めればそちらの方向に流れはあるのでは

ないかという思いのもとに、これからもいろい

ろ努力をしてまいりたいと考えておるところで

ございます。

ただ、大変重要なポイントでありますのは、

道州制のような国の統治のあり方を変える大き

な改革が、国の行財政改革の手段として使われ

るようなことは絶対にあってはならないと考え

ておるところでございます。我が国の発展、こ

れからの我が国のあり方を考える上で、国の役

割は何だ、地方の役割は何なんだというところ

のしっかりとした見きわめの上での議論が必要

であろうと思っております。真の意味で自立を

した地方が、みずからの責任と判断で住民目線

に立って住民福祉の向上を図るためには、権限

と安定的な税財源の一体的な確保が不可欠とな

りますので、今後とも、そういう意味での地方

の立場をしっかりと主張した上での議論にして

いく必要があろうかと考えております。

国の借金は1,000兆円という話○井本英雄議員

がありましたけれども、一体この借金は国が払

うんでしょうか、それとも地方が分担するので

しょうか。これも中央政府にまんまと乗せられ

そうな気がしておりますが、知事のお考えをお

聞かせください。

これも同様でございま○知事（河野俊嗣君）

す。国の行財政改革の手段とならないように、

制度設計の段階から 今御指摘のありました─

ような国の長期債務は、平成24年度末の時点で

約1,000兆円にも達しておるということでござい

ます。これを地方に押しつけられるようなこと

があってはならないことだと考えておりますの

で、そうした観点からのしっかりとした検討が

なされるべきだと考えております。

次に、県を廃止して基礎自治○井本英雄議員

体に県の持つ権限を一部移転させるためには、

基礎自治体は20～30万人規模でなければなりま

せん。そのためには、これ以上の合併を強制す

ることになるのではないか、知事のお考えをお

聞かせください。

基礎自治体の行財政基○知事（河野俊嗣君）

盤の抜本的な強化が、道州制を制度設計で考え

るとすれば大変重要なことになってくるわけで
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あります。制度設計に当たりましては、その役

割を十分に担うことが難しい基礎自治体におい

ては、基礎自治体間の水平連携や道州による補

完等も柔軟に行うことができる仕組みなどにつ

いても検討が必要になる。昨日、地方制度調査

会でも、水平補完とか垂直補完の議論がなされ

ておるところでございます。行財政基盤の強化

のために、議員の御指摘がありましたような市

町村を強制的に合併させることについては、地

方分権や住民自治という観点からも、あっては

ならないものと考えておりまして、自治体みず

からの判断で、合併するか否かはしっかりと検

討がなされるべきだと考えております。

最後にしますが、平成の市町○井本英雄議員

村合併で周辺地域は廃れてしまっております。

道州制を実施すれば、周辺地域に位置する宮崎

県は廃れてしまうことになるのではないか。道

州制を導入して我が宮崎県にいいことはあるの

か、知事のお考えをお聞かせください。

道州制をめぐる議論、○知事（河野俊嗣君）

いろいろあるわけでございますが、州都への一

極集中による道州内における地域間格差という

ものが懸念の大きな一つとして指摘をされてお

るところでありますし、宮崎が廃れてしまうよ

うな道州制の導入、またそういう制度設計には

賛成するわけにはいかないと考えております。

今後の議論に当たりましては、私は特に、九州

のブロック内で既に生じている一極集中であり

ますとかインフラ整備などの格差を是正すると

ともに、道州内の均衡ある発展のために、各地

域の特性を生かした政策ビジョンの策定や、地

域の実情を把握し施策に反映する仕組みの構築

などを強く主張していく必要があるものと考え

ております。

まだまだ疑問点はたくさんあ○井本英雄議員

ります。これは国のあり方を決める大きな問題

でありまして、軽々に動くべきではないと思い

ます。もっと議論を尽くすべきだと思っており

ます。小選挙区制度も鳴り物入りで導入しまし

たが、今は反対する人がたくさんおります。選

挙のたびごとに何々チルドレンとか何々べビー

が生まれるようでは政治が安定いたしません。

道州制は小選挙区制の比ではありません。し

まったと思っても、やりかえることができない

のであります。何とぞ慎重に議論を進めていた

だきたいと思っております。

次に、漁業の将来についてお聞きしたいと思

います。今までの日本の漁業資源保全のあり方

について、農政水産部長にお伺いいたします。

我が国では、○農政水産部長（緒方文彦君）

イセエビやヒラメといった沿岸に広く分布する

ものから、カツオ、マグロのように広く回遊す

るものまで多種多様な水産資源を対象にして、

数多くの漁業者によって、さまざまな漁法を用

いた漁業が営まれております。このような中

で、資源管理のあり方といたしましては、漁業

権免許による漁業者の自主管理と、漁船の数や

規模、漁法や漁具の大きさ等のいわゆる「獲る

能力」を制限する漁業許可制度の２つの方法が

用いられております。このような規制に加えま

して、主要な魚種につきましては、直接漁獲量

を規制するＴＡＣ制度により管理しているとこ

ろであります。

私も勉強してみますと、ノル○井本英雄議員

ウェーでは漁業者で1,000万円の年収がある人が

ざらだというんです。もちろん補助金も国は一

銭も出しておりません。なぜそんなことが起き

るのか。実は1970年代中ごろまでのノルウェー

の漁業は補助金漬けで経営は破綻しておりまし

た。過当競争によって魚を乱獲したため資源が
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枯渇、その結果経営は破綻し、補助金漬けと

なったものであります。今の日本の状況とよく

似ております。ノルウェーと日本の漁業の差は

一体何なのか、漁業者の意識の差なのか そ―

うではありません。その違いは、国が適切な資

源管理をしているかどうかであります。1996年

に国際海洋法条約が日本でも批准され、７種の

魚種について総漁業可能量を認定したＴＡＣ法

が制定されました。さっき部長が言われたＴＡ

Ｃ法であります。ＴＡＣという大きな枠の中

で、日本の漁業の方式はオリンピック方式と言

われております。そして、ノルウェーの方式は

ＩＱ方式と言われております。では、オリン

ピック方式とＩＱ方式はどこが違うのか。私が

説明してもいいのですけれども、執行部に説明

していただいたほうが正確であろうと思います

ので、メリット、デメリットも含めて農政水産

部長よろしくお願いします。

まず、ＴＡＣ○農政水産部長（緒方文彦君）

制度とはということでございますけれども、魚

種ごとの資源評価に基づきまして一定の資源量

を維持させることが可能な漁獲量の上限を年単

位で決定して、これが守られるよう管理するも

のでございます。このＴＡＣ制度における管理

方法は、オリンピック方式と個別配分方式、い

わゆるＩＱ方式の２つに大別されますけれど

も、オリンピック方式では、漁獲可能量の全体

量を漁業者全員で競争し、とり合うため、個々

の漁業者における過剰な投資などコストが増大

する一方で、制度の管理コストが比較的少ない

とされております。これに対しましてＩＱ方式

は、漁獲可能量を分割して、あらかじめ個々の

漁業者に割り当てる方式でございまして、漁業

者みずからが計画的に漁獲できるため、漁獲競

争に陥らず過剰な投資が抑制される一方、管理

にかかるコストが大きいとされております。

それで、日本はなぜＩＱ方式○井本英雄議員

をとらないのか、その辺のところを農政水産部

長にお聞きします。

平成20年度に○農政水産部長（緒方文彦君）

行われた、国における「ＴＡＣ制度等の検討に

係る有識者懇談会」におきましては、ＩＱ方式

を導入することについて、多大なコストがかか

ること、漁獲可能量を適正かつ公平に配分する

ためには、漁獲量をこれまで以上に迅速かつ的

確に把握する必要があること、さらに、ＩＱ方

式の導入についての漁業者の賛同が得られてい

ないことなどから、全面的に導入することは適

切ではないとされたところであると承知いたし

ております。

ＩＱ方式の一種にＩＴＱ方式○井本英雄議員

というのがありますが、これは漁獲枠を自由に

譲渡できるという制度であります。ＩＱないし

ＩＴＱ方式を認めている国は、ノルウェーを初

めとし、アイスランド、デンマーク、ニュージ

ーランド、オーストラリア、アメリカ、イギリ

ス、スペイン、お隣の韓国も踏み切りました。

この方式は預金に例えますと、元本に手をつけ

ずに利子だけで食っていこうという考えであり

ますから、利子だけで食べていける漁業者とい

うのは限られてしまうんです。ですから、これ

をどういうふうに振り割るかということは非常

に大変だ。この辺が国がＩＱ方式に乗らない一

つのネックであります。もう一つは、元本をど

のくらいのものなのか計量、測定する、これも

大変なことでお金がかかります。これもまた、

国がＩＱ方式をとらないネックになっていると

思います。しかし、世界の大きな流れはＩＱま

たはＩＴＱ方式であり、今これに手をつけなけ

れば、日本は手おくれになる可能性があると思
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います。日本は余りに漁業資源が豊富なため

に、逆に手を打つのがおくれたのではないで

しょうか。今こそ、日本もオリンピック方式を

やめて、ＩＱないしＩＴＱ方式を取り入れるべ

きであると思います。知事はどのようにお考え

か、できれば国に対してＩＱ方式にしてほしい

と提言をしてほしいと思うのでありますが、知

事のお考えをお聞かせください。

漁獲量の低迷などに悩○知事（河野俊嗣君）

みます水産業、漁業の将来を考えた上で、資源

管理というのは大変重要な課題であろうと考え

ております。その上でＩＱ方式は一つの有効な

方法であると受けとめておりますが、我が国、

また本県の実情を考えますと、ノルウェー等諸

外国と比べまして漁業者数や漁船数が大変数が

多い、管理に多大なコストがかかるという課題

がありまして、現時点で直ちに推進するのは困

難ではないかと考えております。漁業を取り巻

く状況は、資源の減少のみならず、燃油価格の

高騰、また魚価の低迷など大変厳しい状況にあ

ると認識をしておりますので、県としては、今

後とも国に対し本県漁業の実情を訴え、まず

は、漁業の収益性の向上に向けた必要な施策に

ついて、積極的に提案、要望してまいりたいと

考えております。

知事の答えとしては、今のと○井本英雄議員

ころはしようがないでしょう。しかし、私は今

後はＩＱ方式でなければ日本は生きていけない

んじゃないかと思っております。

次は、フードビジネスについてお聞きいたし

ます。

日本はここ数年、デフレ基調で移行しており

ますが、デフレというのは、需要より供給が大

きいということであり、物が余っているという

ことであります。すなわち、消費者は満腹状態

であるということであります。加えて日本は成

熟社会に入っており、昔のように経済規模が目

に見えて大きくなるということは考えられませ

ん。パイはこれ以上大きくならないし、需要は

頭打ちのところに、新しい需要を喚起するのは

並大抵のことではありません。ここでよく認識

しておかなければならないことは、これは他県

との競争であり、他県を出し抜かないと、需要

のすき間に入っていくことはできない、そうい

う厳しい戦いであることを県は認識しておられ

るのか、総合政策部長にお聞きしたいと思いま

す。

議員御指摘の○総合政策部長（土持正弘君）

とおり、我が国は、リーマンショックを契機と

した需給ギャップの拡大から、いまだマイナス

の状態にあり、今後、少子高齢化や人口減少に

よる国内市場の縮小が予想される中、地域間の

競争もますます厳しくなるなど、食関連産業を

取り巻く情勢は決して容易ではないものと受け

とめております。しかしながら、本県の豊富な

農林水産物のポテンシャルを生かし、安全・安

心な食品に関する消費者の関心の高まりや、ラ

イフスタイルの変化等に伴います加工・製造品

需要の拡大、新興国における経済成長や人口増

など、国内外の多様なニーズにしっかりと対応

した取り組みを行うことによりまして、本県の

フードビジネスは地域の経済を支える基幹産業

として、大きく成長する可能性があるものと考

えているところであります。

厳しいということを認識して○井本英雄議員

いただければ結構であります。

フードビジネスを成功させるためには、緻密

な戦略が必要であります。孫子の兵法の中に、

「己を知り、敵を知れば百選危うからず」とい

うのがありますが、敵となる他県の戦略は研究
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したのでしょうか。このフードビジネス構想は

最上のものと言えるのでしょうか。この構想を

立てるについては、民間の知恵も入れたので

しょうか、総合政策部長にお聞きいたします。

フードビジネ○総合政策部長（土持正弘君）

ス振興構想は、雇用の創出による地域経済の活

性化や本県の将来を担う成長産業育成といった

観点から、他県の取り組みも参考にしつつ、県

が主体となって策定をしたものでありますが、

フードビジネスは、県内の生産者や加工・製造

業者、実需者、さらには介在する物流業者や融

資を行う金融機関など、さまざまな企業が行う

文字どおりビジネスでありますので、その主役

はもちろん民間であるものと考えております。

このため、構想の推進に当たりましては、県内

産学官金の代表者で構成する「宮崎県フードビ

ジネス推進会議」を立ち上げ、さまざまな意見

をいただきながら進めることとしておるところ

でございますが、今後の県の役割としては、全

県的な連携・協力体制の整備や機運の醸成、外

部の専門家や研究機関などの活用によるマー

ケット情報の収集・提供、試験研究機関等にお

ける新商品開発の支援、さらには商談会の提供

など、民間の皆様方のビジネスの機会が広がる

環境の整備や個々の事業についての必要な後押

しを行っていくものと考えておるところであり

ます。

もちろん具体的にはフードビ○井本英雄議員

ジネスを展開するのは民間でありまして、行政

の役割はそれをバックアップすることだろうと

思います。「拡大」「挑戦」「イノベーショ

ン」と華々しくまとめたのは結構であります

が、何度も言うように供給サイドはもう目いっ

ぱいなんです。供給サイドを幾らいじくっても

安くつくる、大量につくるということは可―

能かもしれませんが、むしろいじくらないとい

かんところは需要サイドなんです。どんなもの

をつくるか、どんな方法で売るかに力を入れな

きゃならん。どんな工夫をしておられるのか、

総合政策部長にお聞きいたします。

御指摘のとお○総合政策部長（土持正弘君）

り、フードビジネスを推進していく上では、需

要者の求める品質や規格等に対応した、いわゆ

るマーケットインの視点を持って、農商工連携

や６次産業化、ブランド力強化による販路拡大

など、従来からの取り組みを加速化させますと

ともに、国内外の新たなニーズに対応していく

ことが大変重要であると考えております。この

ため、先ほど申し上げましたような外部専門家

などのアドバイスをいただきながら、消費者の

嗜好や需要の変化、海外市場の動向など、マー

ケットのニーズに対応した生産、加工、販売を

総合的に展開してまいりますとともに、県産食

材を使った新しい食べ方の開発や普及など需要

の創出にも取り組むことにより新たな市場を獲

得し、フードビジネスの成長産業化を図ってま

いりたいと考えております。

ひとつよろしくお願いしま○井本英雄議員

す。

次に、ひきこもり支援センターの設置につい

てお聞きいたしたいと思います。

まず、ひきこもりの原因をどのように理解し

ておられるのか、福祉保健部長にお聞きいたし

ます。

ひきこもりと○福祉保健部長（佐藤健司君）

は、長期に社会的参加を回避し、家庭にとどま

り続けている状態をあらわすものであります

が、その原因につきましては、就職や進学など

の環境の変化や人間関係によるストレス、ある

いは精神疾患や発達障がいを伴うものなど、さ
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まざまな要因が絡み合っていると考えます。実

は先月、ちょうど１カ月ほど前でございます

が、ひきこもりの家族会の皆さんから話を聞く

機会がございました。その際にも、原因は単純

に特定できるようなものではないということを

改めて感じた次第でございます。

このような質問をしたのも、○井本英雄議員

ある教育に携わる方の講演会で、「ひきこもり

は親の育て方が悪い」というようなことを聞い

たものですから、そんなにはっきり言えるもの

かなと疑問に思ったからであります。不登校の

３割がひきこもりになるそうでありますが、そ

の７割の子供の不登校の原因はすぐわかるそう

であります。ですから何とか解決できる。とこ

ろが、あと３割のひきこもりになる子供たちの

原因は、その子たちに聞いてもやっぱりわから

んということで、それだからこそ、福祉保健部

長が言われるように原因は特定できないという

ことになるのではないかと思います。

そこで、教育長にお聞きしたいのであります

が、不登校、ひきこもりの原因については、福

祉保健部長と同じような理解をしておられるの

か、お聞かせください。

平成23年度の国の調○教育長（飛田 洋君）

査結果によりますと、不登校になったきっかけ

といたしましては、不安など情緒面にかかわる

問題が26.5％と最も高く、次いで無気力が24.4

％、友人関係をめぐる問題が14.7％となってお

り、そのほかにも学業不振などの問題も報告さ

れております。不登校の原因につきましては、

さまざまな要因が複雑に絡んでいる場合がほと

んどでありますので、県教育委員会といたしま

しては、生徒指導に関する各種研修会や、それ

ぞれの学校における不登校対策委員会におきま

して、それぞれの原因や児童生徒に対する適切

な対応のあり方などについて、十分に周知する

とともに、共通理解を図っているところでござ

います。各学校におきましては、このようなこ

とを踏まえ、保護者と十分な連携を図り、保護

者の思いを受けとめ、信頼関係を築きながら対

応いたしますとともに、不登校に悩む児童生徒

や保護者に寄り添いながら対応に努めていると

ころでございます。

先日の新見議員の質問に対し○井本英雄議員

て、県は、ひきこもりについては関係機関と連

携して対応しているとのことでありました。ひ

きこもりに対応できる専門家を配置すべきでは

ないかと思いますが、福祉保健部長の御見解を

お聞かせください。

先ほども答弁○福祉保健部長（佐藤健司君）

いたしましたが、ひきこもりの原因は、さまざ

まな要因が絡み合っていると考えております。

ひきこもりの相談・支援につきましては、現

在、精神保健福祉センターや、昨年10月に開設

いたしました「子ども・若者総合相談センタ

ー」などで対応しておりますが、これらの関係

機関で、ひきこもりのそれぞれの要因に対応で

きる医師や保健師、精神保健福祉士、社会福祉

士などの専門家が業務に当たっているところで

ございます。

私の言いたいことは、ひきこ○井本英雄議員

もりに対応できる専従の専門家を配置してほし

いということであります。それがすなわち、

「ひきこもり支援センター」の設置であるとい

うことならばそれでも結構でありますが、福祉

保健部長の御見解をお聞かせください。

ひきこもりの○福祉保健部長（佐藤健司君）

状態が長期化することは、本人が苦しむだけで

なく、御家族も精神的、経済的に大きな負担を

抱えることとなり、また社会的にも非常に大き
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な損失につながるため、その対策は大変重要な

課題と認識いたしております。このため今後、

センターを設置している他県の状況も参考にし

ながら、本県にふさわしい支援体制の仕組みに

ついて、さまざまな角度から検討してまいりた

いと考えております。

何とぞひとつよろしく前向き○井本英雄議員

にお願いいたします。

次に、教育に関して２～３質問させていただ

きます。

先日、延岡の恒富中学校の設立50周年記念事

業におきまして、民間校長で有名な藤原和博さ

んの授業に一緒に参加することができました。

それがきっかけで、藤原さんが書いた本を何冊

か読ませていただきました。そこで感じたこと

を２～３質問させていただきたいと思います。

藤原さんの本の中では、斜めの関係を大切にす

るために、「地域本部」という名称でありまし

たが、これをモデルとして学校支援地域本部事

業が全国でも展開されていると聞いておりま

す。我が宮崎県における取り組みの状況と成果

について、教育長にお伺いします。

学校支援地域本部事○教育長（飛田 洋君）

業は、平成20年度から実施され、平成24年度に

は全国の576市区町村で実施されております。本

県におきましても年度ごとに広がりを見せてき

ており、本年度、14市町村、37中学校区で実施

されております。具体的には、私も見せていた

だきましたが、「のべおかはげまし隊」の方々

の取り組みに見られるような学習指導の支援を

初め、地域に伝わる伝統芸能の指導や登下校の

見守り隊等、保護者だけでなく、地域の方々

が、これまでに培われた知識や技能を生かされ

て、幅広い分野で支援をいただいております。

児童生徒からは、「地域の伝統的な踊りを覚え

ることができ、練習は大変だけどとても誇りに

思っている」「僕たちは多くの方から支えても

らっていることがわかった」などの感想が聞か

れました。ボランティアの方々からは、「自分

も資質向上を図りながら続けていきたい」「地

域の方々と子供たちの交友も深まってきてい

る」というような御感想もいただくなど、児童

生徒は地域の一員としての自覚が深まり、地域

の方々は支援活動を通して自己実現につながる

など、地域全体の活性化が図られてきているも

のと考えております。

なかなかいい制度でありま○井本英雄議員

す。ひとつよろしくお願いします。

藤原さんは、教育に携わり、また外国などを

見てきて、教育の最終目的というのは「自立と

貢献」ではないかと思い当たったようでありま

す。私もさまざまな学校の校訓とか教育方針を

見てまいりましたけれども、「自立と貢献」と

いうものに集約されるのではないかと思ってお

ります。教育長のお考えをお聞かせ願いたいと

思います。

今、お考えを、深い○教育長（飛田 洋君）

共感と尊敬の念をもって聞かせていただきまし

た。ことしの成人式のニュースで、成人した若

者へのインタビューがあったんですが、「あな

たは政治に何を求めますか」というインタビュ

ーに対して、「なぜそんなことを答えるんです

か。私がインタビュアーだったら、「大人に

なったあなたは社会のために何ができますか」

と聞きますよ」と答えました。東日本大震災

で、遠藤美希さんという南三陸町の職員の方が

命を賭して町民への避難を呼びかけられた姿

は、まだ記憶にきちんと残されているものと思

います。本県でも口蹄疫等では多くの方が、自

分を犠牲にして他人のために御貢献をいただき
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ました。

西郷南洲は、「命もいらず、名もいらず、官

位も金もいらぬ人は、始末に困るもの也。この

始末に困る人ならでは、艱難を共にして国家の

大業は成し得られぬなり」との言葉を残してお

ります。本県では、人が光を当てないことに

も、地道にひたぶる心で取り組む若者、一隅を

照らす若者、そして、よき評価など求めず、無

言の賞賛を静かに感じることのできる若者な

ど、自立し社会に貢献する、いわば名もなき英

雄が育つ教育を求めていきたいと思っていま

す。

本当に熱い思いで、ありがと○井本英雄議員

うございます。よろしくお願いします。

私は、21世紀に生きていくための学力という

のは、自分で考え、自分で切り開いていく力を

養成しなきゃならんと思っているわけでありま

すが、これは実はゆとり教育の目的でもありま

した。ゆとり教育の目的は非常によかったんだ

けれども、手段がどうも悪かったんだろうな

と。これは挫折してしまいました。しかし、そ

の目的は、ＰＩＳＡの試験でもあるように、リ

テラシー、いわゆる応用力を育む教育が今後な

されなければならないと思っているわけであり

ます。それで、藤原さんの「よのなか科」とい

う授業がありました。これは、学校で教えられ

る知識を、世の中で知識と技術に変換する授業

だそうでありまして、この教科によって、自分

で考え、自分で切り開いていく力を身につける

ことができるのではないかと思ったわけであり

ますが、「よのなか科」のような授業は取り入

れられているのか、教育長にお聞きします。

「よのなか科」とい○教育長（飛田 洋君）

うのは、専門家の力をかりて、学校で学んだ知

識が世の中、実社会でどう生きていくかという

ことを勉強する取り組みだと思いますが、生徒

みずからが実感しながら課題を追求する意義あ

る取り組みです。本県におきましても、美郷町

の美郷科では、小学校において地域の歴史や文

化について考えたりまとめたりする学習を行

い、中学校では観光とかまちおこしについての

施策を考え、最終的に子ども議会の場で町長さ

んや議員の皆さんに提言をする、そんな取り組

みがなされております。高等学校では、妻高校

においてバーチャル市役所という取り組みがあ

るんですが、市役所の担当課に高校生がインタ

ビューに行って市政の課題を聞いて、それを自

分たちの提言にまとめて、最終的に報告をする

取り組みがされております。このような取り組

みというのはいろんな形がありますが、いろい

ろ形を変えながら総合的な学習の時間などで行

われております。

今までのようにマル・バツの○井本英雄議員

教育じゃなくて、答えが１つしかないという教

育じゃなくて、答えは幾つでもあるんですよ、

そういう教育を今後していかにゃいかんだろう

と思いますので、よろしくひとつお願いしま

す。

最後に、道路の整備についてお聞きします。

延岡南道路については、昨日、河野議員が質

問されましたので、私のほうからは質問はいた

しません。

しかし、５月以降、宮崎県の高速道路建設に

ついては、びっくりするようないいことが続い

ております。５月15日に、平成25年度国土交通

省予算の当初配分箇所づけが公表されました。

直轄高速道路事業予算は、九州７県で第１位と

なる213億円余が配分されました。２番目に、高

速道路予算は、計画どおり事業を進めるために

十分な額が配分されました。３番目に、九州中

平成25年６月18日(火)
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央自動車道の未事業化区間のうち高千穂―蘇陽

間に、概略ルートの構造の検討を行う調査費が

計上され、事業化に向けて前進しました。それ

から５月29日、東九州自動車道の未事業化区間

で、日南―志布志間で計画段階評価のための九

州地方小委員会の第１回審議が開催され、事業

化に向けた作業が進捗中である。６月11日に

は、県内初めてのスマートインターチェンジ

が、３カ所同時に連結許可されました。６月14

日、平成25年度予算を踏まえた道路事業の開通

見通し等が、次のように公表されました。１

つ、九州自動車道北浦―須美江間の開通予定年

度が、平成28年度から平成26年度に２年前倒し

されました。２つ、東九州自動車道北郷―日南

間の開通予定年度が、平成29年度と初めて明示

されました。３つ、九州中央自動車道の高千穂

日之影道路が、今年度から工事着手することが

明示されました。

次から次にこういうのが出てきてびっくりし

ておるところでありますが、これはもしかする

と内田副知事効果じゃないのかなと内心思って

いるところであります。先日、国土交通省に陳

情に参りましたら、何人かの人たちから、「う

ちの内田を頼むよ、内田を頼むよ」と言われま

して、内田副知事もえらくみんなから愛されて

いるんだなとびっくりした次第でありましたけ

れども。できましたらこの調子で延岡南道路も

やってもらえんか。副知事、御意見をお願いし

たいと思うんですが。

延岡南道路につきま○副知事（内田欽也君）

しては、一般有料道路として建設されておりま

して、現在、債務返済の期限が平成62年という

ことになっておりますので、現行制度として

は、直ちに無料化をすることは難しい状況にあ

ります。ただ一方で、つい先日、国の審議会の

中間答申が示されまして、この中では、混在し

ている有料区間と無料区間の整理を検討するべ

きだと。例えば無料化社会実験の結果を踏まえ

る、あるいは施設の有効活用の観点から有料、

無料の整理を検討する、こんな指摘が行われて

いるところでございます。したがいまして、ま

ずは国におけるこうした議論を十分に注視し、

情報収集に努めまして、国の施策の動向につい

て見きわめを行ってまいりたいと考えておると

ころでございます。

何とぞひとつよろしくお願い○井本英雄議員

申し上げます。

それから県道上祝子綱の瀬線の整備につきま

しては、先日、内村議員が質問され、一部改良

ということでありますが、上鹿川までの改良の

予定はあるのか、いつまでにやれるのか、わ

かったら教えていただきたいと思います。県土

整備部長お願いします。

上鹿川地区○県土整備部長（大田原宣治君）

までの道路整備につきましては、これまで片内

工区や瀧下工区において、待避所設置や部分的

な拡幅工事を実施してきたところでございまし

て、今年度は、菅原工区において拡幅工事等を

行う予定としております。今後とも、地域の生

活道路として車両が安全に走行できますよう、

残る区間につきましても、引き続き整備を進め

てまいりたいと考えております。

いつまでやるかということは○井本英雄議員

わからんわけですか。

これからま○県土整備部長（大田原宣治君）

た検討を続けていきたいと思います。

よろしくひとつお願いしま○井本英雄議員

す。

上鹿川と上祝子の間を何とかつなげてほしい

と前にも質問しましたが、地元の要望は強いも

平成25年６月18日(火)
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のがあります。これで２度目の質問であります

けれども、道路整備の予定について、県土整備

部長にお伺いします。

当路線の未○県土整備部長（大田原宣治君）

供用区間につきましては、地形が急峻で標高差

も非常に大きく、さらに一部が祖母傾国定公園

に指定されておりまして、自然環境保全の観点

などからも、道路整備は非常に厳しい状況にあ

ります。このようなことから、ことし５月に、

森林管理署や延岡市などの道路管理者の皆さん

と一緒に現地踏査を行ったところでございま

す。今後は、県道や市道、林道など地域の道路

ネットワークの現状を踏まえまして、道路整備

の手法を含め、その可能性について、関係機関

と協議してまいりたいと考えております。

未整備区間が６キロでした○井本英雄議員

か。わずか６キロです。何とかひとつお願いし

たいと思います。よろしくお願いします。

稲用副知事の奥さんが上鹿川の出身でありま

すけれども、この件について御意見をお聞かせ

ください。

個人的なあれは別に○副知事（稲用博美君）

しまして、今、県土整備部長がお答えしました

ように、いろんなことで今、現地踏査をして方

法を探っているということですので、その辺の

ところをしっかりと見守っていきたいと思いま

す。

見守るだけじゃだめです。今○井本英雄議員

は実行する立場にあるわけですから、何とかひ

とつ前向きにお願い申し上げます。奥さんのふ

るさとなんだから、よろしくお願いします。

知事にも無理を言いまして、上鹿川まで来て

いただきました。県道上祝子綱の瀬線を通って

現地に行かれた、その感想をお聞かせ願えたら

と思います。

昨年７月、議員のお誘○知事（河野俊嗣君）

いをいただき、急峻な地形を縫うような県道を

車で走りまして、初めて上鹿川地区を訪問した

ところであります。道路を走っている最中は、

本当にこの先に集落があるんだろうかという思

いでたどり着いたわけでございますが、そこで

稲用副知事の義理のお母様を含めた、いきいき

集落の皆様の大歓迎を受けまして、道路整備を

含む熱い思いを感じたところでございます。本

当にいい地域ですね。この沿線には、比叡山、

矢筈岳、また鹿川渓谷、鹿川のキャンプ場もす

ばらしいものだと思いますし、観光資源として

も大きな魅力を感じたところであります。

ひとつ何とか、これをつなげ○井本英雄議員

るように、よろしくお願い申し上げまして、

ちょっと時間は余りましたが、これで終わりた

いと思います。ありがとうございました。（拍

手）

以上で一般質問は終わりまし○福田作弥議長

た。

◎ 議案第13号採決

ここで、さきに提案のありま○福田作弥議長

した公安委員会委員の任命の同意についての議

案第13号を議題といたします。

お諮りいたします。

本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、委員会の付託を省略して直ちに審議

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○福田作弥議長

ように決定いたしました。

質疑並びに討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議案第13号についてお諮りいたします。

平成25年６月18日(火)
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本案については同意することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○福田作弥議長

て、本案は同意することに決定いたしました。

◎ 議案第１号から第12号まで、議案第14号

及び報告第１号並びに請願委員会付託

次に、今回提案されました議○福田作弥議長

案第１号から第12号まで、議案第14号及び報告

第１号の各号議案について、質疑の通告はあり

ません。

当該議案及び新規請願は、お手元に配付の付

託表のとおり、それぞれ関係の委員会に付託い

たします。

あすからの日程をお知らせいたします。

あす19日から24日までは、常任委員会並びに

特別委員会等のため、本会議を休会いたしま

す。

次の本会議は、25日午前10時開会、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時１分散会

平成25年６月18日(火)
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常任委員長審査結果報告◎

ただいまの出席議員38名。定○福田作弥議長

足数に達しておりますので、これより本日の会

議を開きます。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

まず、議案第１号から第12号まで、議案第14

号及び報告第１号の各号議案、請願第32号及び

第33号並びに継続審査中の請願第26号、第27号

及び第30号を一括議題といたします。

ただいまから常任委員長の審査結果報告を求

めます。まず、総務政策常任委員会、内村仁子

委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○内村仁子議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外７件及び新規請願１件の計９件で

あります。慎重に審査をいたしました結果、継

続審査中の請願１件を含め、お手元に配付の議

案・請願委員会審査結果表のとおり決定いたし

ました。

なお、議案第14号及び請願第30号については

賛成多数により、その他の議案及び請願につい

ては全会一致により決定しております。

また、全会一致で採択いたしました請願第33

号に基づき、「運送業界に深刻な影響を与える

軽油価格高騰の抑制を求める意見書」を発議す

ることといたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、平成25年度宮崎県一般会計補正予算

（第１号）についてであります。

今回の補正は、国庫補助決定に伴うもの及び

その他必要とする経費について措置するもので

あり、55億7,600万円余の増額補正となっており

ます。この補正予算に要する歳入財源の主なも

のは、国庫支出金３億4,600万円余、繰入金52

億2,900万円余であります。この結果、補正後の

一般会計の予算規模は5,716億7,600万円余とな

ります。このうち総合政策部所管の予算は7,800

万円余の増額補正であり、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は141億1,300万円余

となっております。

このうち、消費者行政活性化基金事業につい

てであります。

この基金事業は、消費者行政活性化のための

事業を実施するものであり、今回の補正によ

り、テレビ、新聞、映画館での広告など消費者

トラブル防止のための啓発強化や、消費生活相

談員の研修派遣、無料弁護士相談会の開催など

相談体制の充実に取り組むほか、市町村が実施

する啓発事業及び相談事業に対して補助を行う

ものであります。

このことについて、委員より、「この基金事

業は25年度末で終了するが、その後どのように

対応するのか」との質疑があり、当局より、

「基金により消費者行政の強化ができていたと

ころではあるが、基金事業が終了したとして

も、現在の相談体制等を維持することはでき

る。高齢者等に対していかに情報を伝えるかな

どの課題もあるが、今後とも効果的な啓発に努

めたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、この基金事業の

終了により消費者行政が停滞することのないよ

う努めるとともに、引き続き、消費者が適切に

対応できるよう情報提供や相談体制を充実させ

ることを要望いたします。

次に、宮崎県県民意識調査についてでありま

す。

平成25年６月25日(火)
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この調査は、今後の県政運営や政策評価、ま

た新たな施策立案の検討材料として活用するた

め、県が取り組んでいる施策や日ごろの活動な

どについてアンケート調査を実施しているもの

であります。

このことについて、委員より、「現在の手法

では宮崎市中心の回答結果となるため、各地域

の状況が分析できるようエリアごとに分けてみ

てはどうか」との意見があり、当局より、「各

部各課でもさらに詳細な調査等も行っており、

これらとあわせ、より実態が把握できる調査と

なるよう工夫したい」との答弁がありました。

また、別の委員より、「回答率が低下してい

るようだが、県政への参加意識の向上を図るた

め、アンケートの内容を工夫するなど検討して

いただきたい」との要望がありました。

次に、フードビジネス振興構想の具体化に向

けた取り組みについてであります。

このことについて、委員より、「他県でもフ

ードビジネスに取り組んでいるが、宮崎ならで

はの特徴は何か」との質疑があり、当局より、

「消費者から見たとき宮崎がどう見えているの

か、そこをうまく捉まえてブランド化していき

たい。食にかかわらず、太陽や緑、神話などの

宮崎全体のイメージともうまく絡めながら、効

果的な打ち出しができないか検討している」と

の答弁がありました。

また、このことに関連して別の委員より、

「焼酎の販路等を拡大するには、相手先の文化

を考慮するとともに、酒税法の運用等も含めて

研究していただきたい」との要望がありまし

た。

当委員会といたしましては、宮崎ならではの

フードビジネスを展開するとともに、各関係者

との緊密な連携のもと、県民所得の向上や雇用

の場の創出につなげていただくよう強く要望い

たします。

次に、一般職及び特別職の給料の減額措置に

ついてであります。

これは、閣議決定に基づく国からの要請や地

方交付税が減額されたこと、他県の取り組み状

況等を踏まえ、期間を限定して行うものであり

ます。

このことについて、委員より、「来年４月以

降、地方交付税がもとに戻る見込みはあるか」

との質疑があり、当局より、「骨太の方針では

地方交付税の見直しについて記載されている

が、総額の確保はもちろんのこと、算定方法に

農業産出額や高齢者人口比率などの指標を盛り

込むことも含めて、他県とも連携しつつ、国に

対して効果的に要望していきたい」との答弁が

ありました。

これに対して委員より、「地方交付税制度が

本来のあり方となるよう知恵を出して対応して

いただきたい」との要望がありました。

また、このことに関連して別の委員より、

「地域経済や職員の士気等への影響を考慮した

とき、県民サービスの低下を一定程度に抑える

ことができるならば、給料の減額措置を行わな

いという選択肢もあるのではないか」との意見

がありました。

次に、防災拠点庁舎の整備についてでありま

す。

このことについて、当局より、「県庁域は津

波浸水が及ばないこと、主要な行政機関が集積

し、最も連携が図りやすいことなどから、整備

場所を外来者第１駐車場に絞り、検討を行うこ

ととなった」との説明があり、委員より、「整

備場所について反対するわけではないが、職員

が参集できるか、緊急輸送路は確保できるかな
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ど、防災拠点庁舎へのアクセス道路についても

検討項目に加えていただきたい」との要望があ

りました。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「総合政策及び行財政

対策に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、新見○福田作弥議長

昌安委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○新見昌安議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり、いずれも全会一致で

決定をいたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、福祉保健部所管の補正予算についてで

あります。

今回の補正予算は、一般会計で13億3,800万円

余の増額補正であり、この結果、一般会計と特

別会計を合わせた補正後の福祉保健部の予算額

は997億300万円余となります。

このうち、障がい福祉サービス事業所施設整

備事業など社会福祉施設における防災対策につ

いてであります。

このことについて、委員より、「本県の地震

津波対策を推進する上で、社会福祉施設におけ

る防災対策は特に重要であると考えるが、今後

どのように取り組むのか」との質疑があり、当

局より、「自力で避難することが困難な方々が

多く入所する社会福祉施設の安心・安全を確保

することは大変重要である。ハード整備につい

ては、国の基金も活用しながら着実に進めてい

きたい。特に施設の耐震化が命を守るという観

点から重要であり、あわせて避難対策などソフ

ト面においても市町村や関係機関と連携を図り

ながら、対策を講じていく必要がある」との答

弁がありました。

次に、保育士等処遇改善臨時特例事業につい

てであります。

これは、保育士の人材確保対策の一環とし

て、私立保育所に対し、保育士の処遇改善に要

する経費を交付するものであります。

このことについて委員より、「当該事業は安

心こども基金を活用した事業であり、その支給

方法は私立保育所が独自に判断できるとのこと

だが、基金がなくなった後のことも想定しなが

ら、現場に混乱が生じないよう、関係機関と連

携を図りながら事業を進めてもらいたい」との

要望がありました。

また、別の委員より、「保育所に交付された

経費が保育士の処遇改善につながるよう、

チェック体制に万全を期してもらいたい」との

要望がありました。

次に、宮崎県地域医療再生計画（案）につい

てであります。

このことについて、委員より、「医師確保は

長年の課題となっているが、問題点はどこにあ

るのか」との質疑があり、当局より、「平成16

年度から導入された新医師臨床研修制度により

研修希望者が都市部に集中し、地方で勤務する

医師が少なくなっていることが考えられる。県

としては、地域を理解してもらうための地域医

療学講座を設けたり、宮崎県内の地域医療に従
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事する総合医を育成するための地域総合医育成

サテライトセンターを設置するなど対策を講じ

ているが、今後も地道な取り組みを続けていく

必要がある。また、構造的な問題を是正するた

め、さまざまな機会を通じて国に対し要望を

行っているところである」との答弁がありまし

た。

当委員会といたしましては、本県における医

師不足の根本的な問題点を整理して、医師確保

に積極的に取り組むよう要望いたします。

次に、児童虐待等死亡事例検証報告書につい

てであります。

これは、平成24年６月、本県で発生した生後

４カ月の乳児が死亡した事案について、事実関

係の把握や死亡した児童の視点に立った問題点

や課題等の検証を行うことにより、再発防止の

ための方策を提言するものです。

このことについて、委員より、「ネグレクト

の疑いがある事案ということで検証されている

が、死亡を防げなかったことについてどのよう

に分析されているのか」との質疑があり、当局

より、「明らかになった問題点や課題として、

複数の関係機関がかかわる場合の役割分担の明

確化や、子供の安全を最優先にした一時保護の

検討の必要性などが提言の中で指摘されてい

る。今後は、児童相談所職員の専門性の向上や

市町村職員の能力向上など、困難事例に的確に

対応できる職員の育成に力を入れていく必要が

ある」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、全ての子供が虐

待を受けずに健やかに成長できる社会を目指す

ため、本事案の問題点や課題について整理を行

い、今後の児童虐待防止対策の一層の推進が図

られるよう強く要望いたします。

最後に、「福祉保健行政の推進及び県立病院

事業に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○福田作弥議長

黒木正一委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○黒木正一議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外１件及び新規請願１件の計３件で

あります。慎重に審査をいたしました結果、お

手元に配付の議案・請願委員会審査結果表のと

おり決定いたしました。

なお、議案については全会一致により、請願

第32号については賛成少数により決定いたして

おります。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、宮崎県機械技術センターに係る指定管

理者についてであります。

当局より、平成21年４月１日から平成26年３

月31日までの第２期の指定管理実績、及び平

成26年４月１日から平成31年３月31日までの第

３期の指定管理者の募集方針（案）の概要につ

いて報告がありました。

このことについて、委員より、「大学との連

携はあるのか。また、募集に対しどのくらい応

募があるのか」との質疑があり、当局より、

「九州保健福祉大学や宮崎大学とも連携し、産

学官連携の観点から、機械金属工業関係の事業

展開を図っている。また、募集に関しては、第

１期、第２期では現在の指定管理者の１社だけ

の応募実績であった。今後できるだけ多くの企
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業から応募があるよう、報道媒体等も活用し、

積極的にＰＲしていきたい」との答弁がありま

した。

これに対して委員より、「機械金属工業のさ

らなる発展のためには、宮崎県機械技術センタ

ーが果たす役割が大きいので、今まで以上に大

学との連携を強化していただきたい」との要望

がありました。

次に、県立産業技術専門校におけるアンケー

ト結果等についてであります。

先般、大手投稿サイト「YouTube（ユーチュー

ブ）」に、県立産業技術専門校の指導員が訓練

生に暴行したとされる動画や勤務時間中に散歩

していたとする写真等が掲載されたことを受

け、当局より、投稿内容以外に不適切な行為が

なかったかを確認するアンケートを実施したこ

と及びその結果の報告がありました。

このことについて、委員より、「今回の投稿

やアンケートの結果等を受けて今後どのように

取り組むのか」との質疑があり、当局より、

「訓練生の就職活動や来年度の訓練生募集に影

響が出ないよう、企業や高校への訪問などを行

い、専門校の取り組みについて理解が得られる

よう努めてまいりたい」との答弁がありまし

た。

また、別の委員より、「訓練生への暴力の事

実はなかったものの、アンケート結果では不適

切な指導も確認されたことから、専門校の信頼

を取り戻すためにも緊張感を持って取り組んで

いただきたい」との要望がありました。

次に、記紀編さん1300年記念事業の取り組み

状況についてであります。

このことについて、委員より、「基本構想に

おいて、世界遺産登録を視野に入れた西都原古

墳群の調査研究を進めるとのことであるが、今

年度の取り組み状況はどうか」との質疑があ

り、当局より、「県教育委員会においては、文

化財課に調査研究のリーダーとして専門主幹が

配置され、西都原古墳群を含めた南九州の古墳

群の調査研究が深められていると聞いている。

今後、西都市と連携して、シンポジウムを開催

するなどの取り組みを行っていきたい」との答

弁がありました。

これに対して委員より、「当該事業は、長い

期間、広い視野を持って進めていく必要があ

り、県教育委員会だけでなく、西都市を含めた

周辺市町とも連携しながら進め、その調査研究

の成果については定期的に報告してほしい」と

の要望がありました。

次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正予算は、一般会計で2,000万円の増

額補正となっており、この結果、一般会計と特

別会計を合わせた補正後の県土整備部の予算額

は742億3,000万円余となります。

次に、建設工事における指名競争入札の試行

についてであります。

このことについて、委員より、「指名業者の

選定基準となる評価項目のうち、社会貢献とは

具体的にはどういうものか」との質疑があり、

当局より、「ボランティアや消防団活動以外に

も、県発注の緊急施行工事への協力実績、防災

協定への加入実績、道路パトロールへの積極的

な取り組み実績等を評価の対象としている」と

の答弁がありました。

これに対して委員より、「道路の冠水や小規

模河川の堤防等が壊れた際の応急処置を率先し

て行っている業者も多く、このような行政の目

が届かない実績も把握して、評価に加えるよう

にしてほしい」との要望がありました。
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また、別の委員より、「試行に当たっては、

工事の品質確保に努めるとともに、建設業界と

の意見交換会を通じて、県内業者の技術力向上

も図ってほしい」との要望がありました。

当委員会といたしましては、この指名競争入

札の試行をしっかりと検証し、不正行為が発生

しない制度となるよう取り組んでいただくこと

を要望いたします。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○福田作弥議長

会、山下博三委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○山下博三議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案・請願委

員会審査結果表のとおり、いずれも全会一致に

より決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、平成25年度宮崎県一般会計補正予算

（第１号）についてであります。

このうち環境森林部の予算は、一般会計で39

億3,700万円余の増額補正であり、この結果、一

般会計及び特別会計を合わせた補正後の予算額

は308億8,200万円余となります。

また、農政水産部の予算は、一般会計で１

億100万円余の増額補正であり、この結果、一般

会計と特別会計を合わせた補正後の予算額は380

億1,700万円余となります。

このうち、森林整備加速化・林業再生事業に

ついてであります。

これは、輸入木材に対抗し得る国産材の生産

体制を確立し、強い林業・木材産業の構築を図

るため、間伐や路網整備、素材生産、木材加

工、バイオマス利用施設等の整備、木造公共施

設の整備などを行うものであります。

なお、当事業は、国からの補助金交付により

造成した基金を財源として実施するものであ

り、今回の補正額は38億4,800万円余となってお

ります。

当委員会といたしましては、当基金を積極的

かつ有効に活用して事業を推進することによ

り、県産材の需要拡大等を促進し、森林所有者

の所得向上や林業・木材産業の活性化につなげ

るよう要望いたします。

次に、乾シイタケ品評会等についてでありま

す。

このことについて当局より、「近年、原発事

故の影響による風評被害や個人消費の低迷等に

より、乾シイタケの価格は下落傾向にある」と

の説明がありました。

これに対して委員より、「価格の低迷によ

り、生産者は苦境に立たされている。乾シイタ

ケの生産は、山村地域の貴重な収入源であり、

中山間地域の振興に大きく貢献するものである

ため、産業振興が図られるよう、より積極的な

対策を講じていただきたい」との要望がありま

した。

次に、県香港事務所の開設についてでありま

す。

当事務所は、法人登記や現地スタッフの雇用

等、事務所開設の準備を終え、本年６月13日に

活動が始められたところであります。
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このことについて、委員より、「香港事務所

が実績を上げるためには、さまざまな地元業者

等との連携を図ることが重要だと思うが、どの

ように取り組んでいるか」との質疑があり、当

局より、「昨年開設されたＪＡ宮崎経済連香港

事務所などとの連携を図っており、今後、現地

スタッフによる情報収集などを行いながら、さ

らに多くの関係者との連携を図り、深い信頼関

係を構築していきたい」との答弁がありまし

た。

これに対して委員より、「日本国内の多くの

自治体が、香港を販路開拓先としてのターゲッ

トとしており、いわば産地間競争となってい

る。体制の充実も念頭に置きながら、多方面の

業者等との連携強化に励み、確実な成果を上げ

ていただきたい」との要望がありました。

次に、施設園芸農業及び水産業に係る燃油価

格高騰の影響と対策についてであります。

このことについて当局より、「施設園芸農業

や水産業においては、Ａ重油価格の上昇傾向に

よりコストが増加し、経営に大きな影響を受け

ている。そのため、国や県において、セーフ

ティーネットの構築などさまざまな対策を講じ

ている」との説明がありました。

これに対して委員より、「急速に進む円安等

の影響により、燃油価格のほか配合飼料価格も

高騰しており、農家や漁家の経営を圧迫してい

る。セーフティーネットのさらなる周知徹底や

充実を検討するとともに、木質バイオマスの活

用など、長期的な視点に立った対策も進めてい

ただきたい」との要望がありました。

次に、建設工事における指名競争入札の試行

についてであります。

このことについて委員より、「指名業者の選

定基準については、公正性や客観性が十分確保

されるよう、慎重に検討していただきたい」と

の意見や、「不正行為が起きないシステムの構

築に向け、県民目線に立って検討を進めていた

だきたい」との意見がありました。

また、このことに関連して、委員より、「入

札において違算が起きる原因をどのように捉え

ているのか」との質疑があり、当局より、「資

料のチェック不足や積算システムにミスを起こ

しやすい部分もあること、若手担当者の技術力

不足などが挙げられる」との答弁がありまし

た。

当委員会といたしましては、違算等による入

札中止は、再度、入札のために時間や労力が割

かれるなど、応札者に大変大きな負担を強いる

ものであるため、違算の発生が限りなくゼロに

近づくよう、関係部局が総力を挙げて改善に取

り組むとともに、違算が発生した場合のフォロ

ー体制についても検討していただくよう、強く

要望いたします。

また、関連して別の委員より、「工事の受注

者に提出が求められる施工管理図表等が多いた

め、事業者の負担となっており、できる限り負

担が軽減されるよう配慮していただきたい」と

の要望がありました。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取り扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○福田作弥議長

会、田口雄二委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○田口雄二議員

します。
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今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外１件及び継続請願２件の計４件で

あります。慎重に審査をいたしました結果、お

手元に配付の議案・請願委員会審査結果表のと

おり、いずれも全会一致により決定いたしまし

た。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、警察署庁舎整備についてであります。

このことについて、委員より、「宮崎県にお

ける警察署の在り方検討委員会では、警察署庁

舎整備の観点からだけではなく、捜査体制や警

察署間の連携の仕方など、全体的な見直しにつ

いての検討はなされたのか」との質疑があり、

当局より、「災害対策拠点や防犯活動拠点な

ど、警察署のさまざまな機能の重要性が高まっ

ているが、本県警察は、全国的に見ても多くの

古い警察署庁舎を抱えており、これらの機能を

十分に果たすことができないことが懸念される

ことから、特に警察署庁舎のあり方を検討事項

とした」との答弁がありました。

また、別の委員より、「警察業務の遂行は、

地域に密着していることが必要とのことだが、

警察署庁舎の具体的な建てかえの検討の際は、

設置場所にも配慮しなければならないと考え

る。検討委員会ではそのような議論はなされた

のか」との質疑があり、当局より、「各署ごと

の検討は行っていないが、警察署の移転を行う

場合には、住民の利便性等のほか、災害発生時

に安全な場所であることにも十分配意する必要

があるといった着眼点についても議論がなされ

ている」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、建てかえの提言

があった警察署、特に老朽化の著しい都城警察

署や、耐震構造が基準を満たしていないえびの

警察署については早急に検討すること、また、

その際は設置場所等について地域住民の意見も

十分考慮することを要望いたします。

次に、教育委員会所管の補正予算についてで

あります。

今回の補正は、一般会計で9,900万円余の増額

補正となっており、この結果、一般会計と特別

会計を合わせた補正後の教育委員会の予算額

は1,079億3,300万円余となります。

このことについて、委員より、「対象事業の

いずれも事業期間が25年度となっている。教育

の継続性や公平性から見て単年度の実施でいい

のか」との質疑があり、当局より、「国の緊急

雇用創出事業臨時特例基金を活用した事業や国

の事業として実施する関係で１年間としてい

る。事業の成果は来年度以降も生かされるよう

にしたいと考えており、また、必要があれば県

単独事業の検討もしていきたい」との答弁があ

りました。

当委員会といたしましては、これらの事業を

展開するに当たっては、事業効果が来年度以降

につながり、質の高い教育が継続して行えるよ

う要望いたします。

次に、公立学校施設の耐震化についてであり

ます。

このことについて、委員より、「市町村立学

校は、県立学校と比較して耐震化率が低い。県

としてどのような対応をしているのか」との質

疑があり、当局より、「これまでも文部科学省

と連携し、直接、市町村長や教育長と意見交換

を行いながら、早期の耐震化についてお願いし

てきたところであり、特に平成27年度までは有

利な財政措置があることから、その活用につい

ても引き続き指導助言を行っていきたい」との

答弁がありました。
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最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「教育及び警察行政の

推進並びに公営企業の経営に関する調査」につ

きましては、地方自治法第109条第８項の規定に

より、閉会中の継続審査といたしたいので、議

長においてその取り扱いをよろしくお願いいた

します。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で常任委員長の審査結果○福田作弥議長

報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

◎ 討 論

これより討論に入ります。○福田作弥議長

討論についての発言時間は、議会運営委員会

の決定どおり１人10分以内といたします。

討論の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、太田清海議員。

〔登壇〕（拍手） 社会民主党○太田清海議員

宮崎県議団を代表し、議案第14号「知事等の給

与の特例に関する条例の一部を改正する条例」

に反対の立場で討論いたします。

今回の給与カットは、東日本大震災を契機と

した防災・減災対策や地域経済の活性化を図る

財源のためと称し、地方交付税について給与費

相当分の削減を前提とした上で、地方公務員の

給与についても、国に準じた減額措置を行うよ

う要請を行ったものであります。

まず、このような手法は、地方交付税は使途

の定めのない一般財源であるという認識は一切

なく、地方自治法、地方交付税法の趣旨に全く

反し、むしろ、国が法律を無視した暴挙と言わ

ざるを得ません。法治国家としてコンプライア

ンスに敏感であるべき国がこのようなことで

あっては、国民に法を守れと説くことはできま

せん。

また、今日、地方分権の推進が言われ、「国

と地方の協議の場に関する法律」において国と

地方の協議制度が確立されているにもかかわら

ず、地方の意向を無視した国の強硬措置は、地

方分権、地方自治を軽んじているものと言わざ

るを得ません。このことは、県人事委員会も６

月13日付の「条例案に対する意見について」の

中で、「国がかかる要請を行うことは、地方自

治の根幹にかかわるものと考えます」と述べら

れています。

さらに、今回の措置が地域経済に与える問題

であります。政府は、デフレ脱却のため、「三

本の矢」と称した成長戦略を打ち出し、景気回

復を目指していますが、株価の高騰と円安に

よって経済に明るい兆しがあらわれているのは

大都市や一部の富裕層であり、本県を初めとす

る地方の景気は上向くどころか低迷したままで

す。商店街のシャッターは閉まったまま、夜の

繁華街の明かりが一つ一つ消えていっていると

いうのが地方の現実ではないでしょうか。

このような道理に欠けた地方公務員の給与削

減が、消費低迷にあえぎ、口蹄疫等からの復興

を目指す県内経済に多大な影響を与えること

は、火を見るよりも明らかであります。今、我

々がとるべき立場は、デフレに加担する政策で

はなく、所得再配分による格差是正であり、そ

のような経済循環に資する政策であると思いま

す。

以上のことから、今回の条例は違法とも思え

る国の一方的な要請から来るものであり、さら

に県内経済に深刻な打撃を与えるのではないか

という立場から、反対するものであります。
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議員各位の御賛同をよろしくお願いし、討論

を終わります。（拍手）〔降壇〕

次は、田口雄二議員。○福田作弥議長

〔登壇〕（拍手） 民主党宮崎○田口雄二議員

県議団会長の田口雄二です。知事提出議案第14

号「知事等の給与の特例に関する条例の一部を

改正する条例」に対して反対の立場から討論を

行います。

この議案提出に至った経緯については、我が

会派の渡辺議員も一般質問を行いましたが、ま

ずことし１月に、東日本大震災を契機とした防

災・減災対策や地域経済の活性化を図る財源と

するため、国に準じた給与の減額に取り組むよ

う国から要請があったものであります。

このことについて全国知事会は、国に対し次

のような要望を行っております。１つ目が、

「地方公務員の給与は、地方において、議会や

住民の意思に基づき自主的に決定すべきもので

あり、国から給与削減を強制することは、地方

自治の根幹にかかわる問題である。また、地方

公務員の給与は、専門家や地方の声を十分に反

映し、透明化されたプロセスのもとで、公平・

中立に決定されることが原則である。今回の問

題についてでも、今後、具体的な案を示し、地

方の意見を踏まえ、対応についてさらに協議す

ること」。２つ目が、「地方交付税は、すべて

の地域に標準的な行政サービスを保証する地方

固有の財源であり、国の政策目的を果たすため

の手段として地方交付税を用いることは、地方

自治の本旨から考えれば、極めて不適切であ

る。単なる国の財政再建という目的で、地方に

公務員給与の削減を強制し、地方交付税の削減

を行うことは、断じてあってはならない。地域

の経済を疲弊させないように、地方交付税の総

額確保に全力をあげること」。３つ目として、

「そもそも、公務員の総人件費や給与の適正化

は、国・地方を通じた中長期的な行財政改革の

中で行うべきである。今後の総人件費や給与等

のあり方については、ラスパイレス指数など現

行の給与比較には問題が多いことを踏まえ、給

与と手当の総合的な比較を行い、「国と地方の

協議の場」等において十分に協議すること。な

お、地方はこれまでも、国を上回る定数削減や

給与削減をおこなっている一方、国は地方分権

改革推進委員会第２次勧告で勧告された、国家

公務員を３万5,000人削減することすら、全く実

行していない。国においては、早急かつ抜本的

に定数削減等の行財政改革を進め、地方分権を

断行すること」との要望を、全国知事会は国に

対し行っております。

しかしながら、このような地方の切実な意見

が反映されないままに、７月からの給与引き下

げを前提とした改正地方交付税法が去る３月29

日に成立しました。この間、「国と地方の協議

の場」は一度しか開催されないなど、地方の声

に対し国が真摯に向き合っているとは到底言え

ない状況があります。地方側と協議を尽くさな

いままこのような措置が決定したことは、過去

に例を見ない異例な対応であります。

地方自治体はこの10年余り、国をはるかに上

回る行財政改革に努めております。これを適切

に評価することなく行われた地方交付税の削減

は、行財政改革を行いながら、住民サービスの

向上や地域経済の活性化などに懸命に取り組ん

でいる地方自治体にとっては、大変遺憾である

と考えます。

国と地方の議論が尽くされないまま、５月15

日に平成25年度の国の予算案が成立したところ

であり、これを受けて本県においても今定例会

に議案が上程されたものであります。しかしな
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がら、地方との十分な協議を経ないまま一方的

に行われた今回の対応は、地方自治の本旨から

考えても、とても容認できるものではありませ

ん。

地方交付税法第３条には、「国は、交付税の

交付に当つては、地方自治の本旨を尊重し、条

件をつけ、又はその使途を制限してはならな

い」と定められております。今回、国が特定の

政策目的を達成するための手段として、地方と

の十分な協議を経ないまま一方的に削減したこ

とについては、地方自治の根幹を揺るがす大き

な問題であり、実質的に地方交付税法違反であ

ると考えます。

財政力の強い東京都や愛知県、大阪府は、こ

の一方的なやり方に対し、拒否という明確な態

度を示しています。本県のように「３割自治」

と言われ、地方交付税に頼らなければならない

自治体においては、真っ向から国に拒否するこ

とは難しいことも十分理解できますが、このよ

うな一方的なやり方が今後も続けられることが

懸念されてなりません。

国税などで一旦国に集めた税金を地方に再配

分する地方交付税交付金の存在によって、国に

は「地方より上」という意識が根づいているの

ではないでしょうか。地方分権と声高に言われ

ておりますが、財源を押さえられている地方は

実質、国の出先機関にすぎないのではないかと

さえ考えてしまいます。財政力という弱みにつ

け込み、強制的に地方の自治を縛っていること

に憤りを感じ、真の地方分権は財源が確保でき

てこそだという思いをさらに強くしているとこ

ろです。

また、緊急経済対策など地域経済の活性化に

積極的に取り組もうとしている中、地方公務員

の給与削減の要請は、消費動向や、地方におい

て多くを占める中小企業等で働く労働者の賃金

にも影響を及ぼす可能性があります。この議案

による給与減額の総額は約30億円と言われてい

ますが、県内の影響額は生産額にして約34億

円、雇用数にして約340人にマイナスの影響が出

るとの試算があります。さらに、県だけではな

く県内の市町村でも給与減額の取り組みが行わ

れる動きがあり、県内経済への影響は多大なも

のがあると考えます。

先ほども述べましたとおり、平成25年度の地

方財政計画において、政府は、国の政策目的実

現のために、地方公務員の臨時給与減額に係る

地方交付税の減額を地方の理解を得ないまま推

し進めました。これは地方財政制度の根幹を揺

るがすものであり、地方自治法の本旨から見て

も容認できるものではありません。

地方交付税は地方固有の財源であり、地方交

付税法第１条に規定する地方団体の独立性の強

化、地方行政の計画的な運営に資するものでな

ければなりません。この法の目的を実現するた

めに、地方財政計画、地方交付税については、

国の施策の方針のもとに一方的に決めるのでは

なく、国と地方の十分な協議を保証した上で、

そのあり方や総額を決定する必要があります。

本来、人件費については、地方公共団体が議

会を通じて自主的に決めていくことであり、少

なくとも国に要請されたからとか、交付税を減

らされたから減らしますというものではありま

せん。このような国の強制的なやり方は、議会

に対してもその存在意義が問われる大きな問題

であります。県の財政再建のためであればいざ

知らず、国が特定の政策目的を達成させるため

に、いやが応にも言うことを聞かせようとする

やり方は、到底納得できるものではありませ

ん。
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このようなことから、民主党宮崎県議団は知

事提出議案第14号に反対の立場に立つものであ

ります。議員各位の御賛同のほどよろしくお願

いいたします。（拍手）〔降壇〕

次は、前屋敷恵美議員。○福田作弥議長

〔登壇〕 日本共産党の前屋○前屋敷恵美議員

敷恵美でございます。今議会に提案されました

議案及び請願について、議案第２号、第14号、

報告第１号、及び請願第26号、27号、30号の継

続審査、第32号の不採択について反対の立場か

ら討論いたします。

まず、議案第２号「宮崎県税条例の一部を改

正する条例」についてです。

本条例改正案は、地方税法の一部が改定され

たため、県条例の改定をするものですが、その

中に、金融所得課税が一体化されたことに伴

い、証券投資の損益通算の範囲が拡大されると

いう課税方法の変更があります。

現行では、上場株式等の譲渡損を上場株式等

の配当と通算して減税できる仕組みがあります

が、今回の改正で、公社債及び公社債投信の利

子・配当も通算できるようにしました。また、

その範囲をさらに広げて、株式譲渡損の通算範

囲も拡大されることになりました。この株式譲

渡所得は、富裕層の税負担を著しく下げる要因

となっています。今回の金融・証券税制の一体

化の促進は、多くの金融資産を保有する資産家

ほど税制面の恩恵を受ける富裕層優遇を拡大す

ることになり、一層格差拡大を促進することに

なります。こうした不公平税制につながる点を

指摘し、反対をするものです。

次に、議案第14号「知事等の給与の特例に関

する条例の一部を改正する条例」についてで

す。

本条例案は、地方公務員の給与について、国

から、国家公務員の給与減額措置に準じて減額

するよう要請されたことを受けて、来月７月１

日から平成26年３月31日までの間、平均６％の

減額実施をするものです。今回、国は、一方的

に削減分に匹敵する地方交付税を削減しまし

た。このこと自体、地方自治体が自主的に決め

る公務員給与への介入であり、許されるもので

はありません。ですから、地方６団体は政府に

対し厳しく抗議をしたはずです。

今回の職員給与削減での影響は約30億円に上

ることが試算されていますが、職員やその家族

の生活にとどまらず、民間労働者の給与やボー

ナスにも影響を及ぼし、消費を一層冷え込ま

せ、地域経済にも打撃を与えることは必至で

す。この間の県職員の給与は、平成14年のピー

ク時から毎年、年間約60万円も下がっているの

が現状です。デフレからの脱却が叫ばれ、国民

の所得をふやすことが求められている中、政府

自身もそのことを認め、財界に労働者の報酬引

き上げを要請しながら、その一方で巨額の人件

費削減を地方に強要するなど、まさに矛盾のき

わみです。今、最もやってはならないことが給

与の削減であり、認められません。

次に、報告第１号「平成24年度宮崎県一般会

計補正予算（第６号）の専決処分の承認を求め

ることについて」です。

同報告は、補正予算（第６号）において、歳

入・歳出をそれぞれ10億9,439万円追加し、予算

総額を6,037億128万4,000円とする予算専決で

す。本来、予算を定めることは議会の権限で

あって、予算の専決は、災害時の緊急な支出で

議会を開けない場合や税制上やむを得ない場合

など、ごく限られています。今回、そういった

ものも含まれていますが、県民税や地方消費税

など、県税12億円の追加を行い、県債管理基金



- 272 -

平成25年６月25日(火)

に27億5,500万円余の積み立てなどを行っていま

す。税収については、的確な把握を行い、予算

化して県民施策に生かすことが必要ですし、２

月以降の増収については決算であらわし、翌年

の予算編成に生かすことが本来のあり方です。

毎年の慣例的な取り扱いとせず、改善を強く求

めるものです。

次に、請願についてです。

まず、継続審査とされておりました、請願

第26号「小・中・高の30人以下学級等の実現、

義務教育費国庫負担制度の拡充・復元につい

て、国に意見書の提出を求める請願」、第27号

「学級編制基準・学級編制基準日の改善、高校

の納付金の軽減、学校の耐震化、安全・安心の

給食を求める請願」及び第30号「個人保証の原

則廃止を求める意見書を政府等に提出すること

を求める請願」が再び継続審査とされました

が、教育関連の請願はいずれも、子供たちの健

やかな成長を願い、子供たちが安心して学ぶた

めの環境の整備や、教育費の父母負担の軽減な

どを求めるものです。子供たちの学びや成長に

とって何が必要なのか、しっかり受けとめるこ

とが必要ではないでしょうか。

また、個人保証の原則廃止を求める請願につ

いては、前議会でも申しましたが、全ての会派

が紹介議員となって提出されたもので、さらに

継続審査にする理由が見当たりません。

いずれの請願についても、さらなる継続とせ

ず、請願者の意思を十分尊重して採択を求める

ものです。

次に、新規請願第32号「平成25年度宮崎地方

最低賃金改正等についての請願」が不採択と報

告をされましたが、昨年度提出された同趣旨の

請願については採択をされたものです。現在、

宮崎県の最低賃金は653円、依然として全国最下

位クラスに位置しています。今もって県民所得

の減少は続き、労働者の賃金、所得が改善され

た状況ではありません。地域経済の停滞、デフ

レからの脱却には、国民所得、県民所得を引き

上げることが何より重要であることは、既に論

をまたないところです。最低賃金引き上げのた

めには、国が責任を持って、賃金助成や税・社

会保険料の減免などしっかりとした中小企業へ

の支援を行うことが必要です。

諸外国での最低賃金を引き上げるための中小

企業支援は、アメリカは５年間で8,800億円、フ

ランスは３年間で２兆2,800億円ですが、日本は

年間約50億円にすぎません。どの国も国民の暮

らしにしっかりと責任を負っています。日本の

政府もこうした立場に立つことが求められてい

るのではないでしょうか。ですから、何より県

議会が、県民の置かれている暮らしの実態を、

県民の切実な思いをしっかりと受けとめ、県民

の暮らしや地域経済を守るためにも、同請願を

採択し、最低賃金を引き上げるために尽力する

ことが求められていると思います。

議員各位の賢明な御判断を強く求めて、討論

といたします。以上です。（拍手）〔降壇〕

以上で討論は終わりました。○福田作弥議長

◎ 議案第14号採決

これより採決に入ります。○福田作弥議長

まず、議案第14号についてお諮りいたしま

す。

本案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は委○福田作弥議長

員長の報告のとおり可決されました。
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◎ 議案第２号及び報告第１号採決

次に、議案第２号及び報告第○福田作弥議長

１号について、一括お諮りいたします。

両案に対する委員長の審査結果報告は可決ま

たは承認であります。委員長の報告のとおり決

することに賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、両案は委○福田作弥議長

員長の報告のとおり可決または承認されまし

た。

◎ 議案第１号及び第３号から第12号まで

採決

次に、議案第１号及び第３号○福田作弥議長

から第12号までの各号議案について、一括お諮

りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○福田作弥議長

て、各号議案は委員長の報告のとおり可決され

ました。

◎ 請願第32号採決

次に、請願第32号についてお○福田作弥議長

諮りいたします。

本請願に対する委員長の審査結果報告は不採

択であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○福田作弥議長

委員長の報告のとおり不採択とすることに決定

いたしました。

◎ 請願第33号採決

次に、請願第33号についてお○福田作弥議長

諮りいたします。

本請願に対する委員長の審査結果報告は採択

であります。委員長の報告のとおり決すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○福田作弥議長

て、本請願は委員長の報告のとおり採択されま

した。

◎ 閉会中の継続審査及び継続調査案件採決

次に、お手元に配付のとお○福田作弥議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長より閉会

中の継続審査及び調査の申し出がありますの

で、これを議題といたします。〔巻末参照〕

まず、請願第30号についてお諮りいたしま

す。

本請願を、委員長の申し出のとおり、閉会中

の継続審査とすることに賛成の議員の起立を求

めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願○福田作弥議長

は、委員長の申し出のとおり、閉会中の継続審

査とすることに決定いたしました。

次に、請願第26号及び第27号について、一括

お諮りいたします。

両請願を、委員長の申し出のとおり、閉会中

の継続審査とすることに賛成の議員の起立を求

めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、両請願○福田作弥議長

は、委員長の申し出のとおり、閉会中の継続審

査とすることに決定いたしました。
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平成25年６月25日(火)

次に、ただいまお諮りしました請願を除く閉

会中の継続調査については、各委員長の申し出

のとおり決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○福田作弥議長

て、各委員長の申し出のとおり、閉会中の継続

調査とすることに決定いたしました。

◎ 議員発議案送付の通知

次に、お手元に配付のとお○福田作弥議長

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

平成25年６月25日

宮崎県議会議長 福田 作弥 殿

提出者 議会運営委員長 中野 明

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

地方財政の充実・強化を求める意見書

議員発議案第２号

生活保護に関する意見書

議員発議案第３号

原油高騰に対する緊急対策を求める意見書

平成25年６月25日

宮崎県議会議長 福田 作弥 殿

提出者 総務政策常任委員長 内村 仁子

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第４号

運送業界に深刻な影響を与える軽油価格高

騰の抑制を求める意見書

ただいま朗読いたしました議○福田作弥議長

員発議案第１号から第４号までの各号議案を日

程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○福田作弥議長

ように決定いたしました。

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第２項

及び第３項の規定により、説明、質疑及び委員

会の付託を省略して直ちに審議することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○福田作弥議長

ように決定いたしました。

◎ 討 論

これより討論に入ります。○福田作弥議長

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

〔登壇〕 議員発議案第２号○前屋敷恵美議員

「生活保護に関する意見書」について、反対の

立場から討論いたします。

まず、本意見書案は、生活保護基準の引き下

げを認め、そのことを大前提としている点で問

題です。

意見書案には、今回の生活保護基準の引き下

げで、生活保護費が740億円削減されることに伴

うさまざまな問題点が指摘をされています。真

に必要な人が受給できなくなることへの懸念、

低所得者の方々への住民税や保育料、保険料等
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の引き上げが、高齢者や障がいを抱えた方、子

育て世帯への新たな負担になること、さらに進

学や修学旅行、部活動の制限など子供の貧困に

つながることなど、危惧の念が示されていま

す。

そして、意見書案は、こうした問題点を踏ま

えて保護制度の見直しに当たって慎重に取り組

むことを求め、生活扶助基準に連動するさまざ

まな制度に影響を及ぼさないようにすることな

どを要請していますが、こうしたことで果たし

て問題が解決するでしょうか。

また、意見書案には、低所得者世帯と生活保

護世帯の逆転現象の解消が必要であることも挙

げられていますが、生活保護世帯に何の責任も

ありません。非正規や派遣労働による低賃金や

失業、低額な年金のさらなる引き下げなどで低

所得の生活を余儀なくされ、その上、高い国保

税や介護保険料などに苦しむ国民の暮らしその

ものを支えることなしに、国民同士を対立させ

ることに何の道理もありません。ましてや、こ

の深刻なデフレ不況の中で絶対にやってはいけ

ない福祉の削減です。今、県民の暮らしや地域

経済を守るためにやらなければならないこと

は、最後のセーフティーネットである生活保護

の引き下げを許さない意見書こそ国に上げるべ

きであることを申し上げ、同意見書案に反対を

するものです。以上です。〔降壇〕

以上で討論は終わりました。○福田作弥議長

◎ 議員発議案第２号採決

これより採決に入ります。○福田作弥議長

まず、議員発議案第２号についてお諮りいた

します。

本案を原案のとおり可決することに賛成の議

員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は原○福田作弥議長

案のとおり可決されました。

◎ 議員発議案第１号、第３号及び第４号

採決

次に、議員発議案第１号、第○福田作弥議長

３号及び第４号について、一括お諮りいたしま

す。

各号議案を原案のとおり可決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○福田作弥議長

て、各号議案は原案のとおり可決されました。

◎ 閉 会

以上で、今期定例会の議事は○福田作弥議長

全て終了いたしました。

これをもちまして、平成25年６月定例県議会

を閉会いたします。

午前11時10分閉会

平成25年６月25日(火)



資 料



平成２５年６月定例県議会日程

１９日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

開会 議会運営委員会 9:30
会議録署名議員指名

６． ７ 金 本会議
議会運営委員長審査結果報告
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

８ 土
（ 閉 庁 日 ）

９ 日

１０ 月 一般質問通告締切 12:00
休 会 （ 議 案 調 査 ）

１１ 火

１２ 水 議会運営委員会 9:30

１３ 木 本会議 一 般 質 問 請願締切 12:00

１４ 金

１５ 土
（ 閉 庁 日 ）

１６ 日

１７ 月 一 般 質 問
議員発議案締切 17:00
（会派提出）

本会議
一 般 質 問 議会運営委員会 9:30

１８ 火 質疑、討論、採決（議案第１３号）
議案・請願委員会付託

１９ 水

常 任 委 員 会
２０ 木 休 会

議員発議案締切 17:00
（会派提出を除く）

２１ 金 特 別 委 員 会 議会運営委員会

２２ 土
（ 閉 庁 日 ）

２３ 日

２４ 月 休 会 （ 議 事 整 理 ）

常任委員長審査結果報告、 議会運営委員会 9:30
２５ 火 本会議 質疑、討論、採決

閉会
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平成２５年６月定例県議会

一 般 質 問 時 間 割

６月１２日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 社 会 民 主 党 鳥飼 謙二 １０：００～１１：００

２ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １１：００～１２：００ 休憩

３ 自 由 民 主 党 内村 仁子 １３：００～１４：００

４ 自 由 民 主 党 松村 悟郎 １４：００～１５：００

６月１３日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

５ 民 主 党 田口 雄二 １０：００～１１：００

６ 愛 み や ざ き 西村 賢 １１：００～１２：００ 休憩

７ 公 明 党 新見 昌安 １３：００～１４：００

８ 民 主 党 渡辺 創 １４：００～１５：００

６月１４日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

９ 自 由 民 主 党 二見 康之 １０：００～１１：００

１０ 社 会 民 主 党 太田 清海 １１：００～１２：００ 休憩

１１ 自 由 民 主 党 黒木 正一 １３：００～１４：００

１２ 自 由 民 主 党 山下 博三 １４：００～１５：００
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６月１７日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１３ 自 由 民 主 党 坂口 博美 １０：００～１１：００

１４ 愛 み や ざ き 有岡 浩一 １１：００～１２：００ 休憩

１５ 公 明 党 河野 哲也 １３：００～１４：００

６月１８日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１６ 自 由 民 主 党 中村 幸一 １０：００～１１：００

１７ 自 由 民 主 党 中野 一則 １１：００～１２：００ 休憩

１８ 自 由 民 主 党 井本 英雄 １３：００～１４：００

＊ １人当たりの質問時間 ３０分以内
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

平成２５年６月定例県議会

委 員 会 名 事 件 理 由

請願第30号 個人保証の原則廃止を求める意見書を
慎重な審査

総務政策常任委員会
政府等に提出することを求める請願

・調査を要

するため
総合政策及び行財政対策に関する調査

厚 生 常 任 委 員 会 福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査
調査を要す

るため

調査を要す
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

るため

環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

調査を要す
常 任 委 員 会 るため

請願第26号 小・中・高の30人以下学級等の実現、義

務教育費国庫負担制度の拡充・復元に

ついて、国に意見書の提出を求める請願

請願第27号 学級編制基準・学級編制基準日の改善、 慎重な審査
文 教 警 察 企 業

高校の納付金の軽減、学校の耐震化、 ・調査を要
常 任 委 員 会

安全・安心の給食を求める請願 するため

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に

関する調査

円滑な議会

議 会 運 営 委 員 会 次期県議会の会期日程及び議会運営に関する調査 運営を図る

ため

- 286 -



議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 平成25年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） ６月25日・可 決

〃 第２号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 〃

〃 第３号 県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正 〃

する条例

〃 第４号 宮崎県特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条 〃

例

〃 第５号 宮崎県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する 〃

条例

〃 第６号 宮崎県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の 〃

一部を改正する条例

〃 第７号 宮崎県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第８号 宮崎県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第９号 宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を 〃

改正する条例

〃 第10号 宮崎県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を 〃

改正する条例

〃 第11号 宮崎県子ども・子育て支援会議条例 〃

〃 第12号 財産の処分について 〃

〃 第13号 公安委員会委員の任命の同意について ６月18日・同 意

〃 第14号 知事等の給与の特例に関する条例の一部を改正する ６月25日・可 決

条例

報 告 第１号 専決処分の承認を求めることについて ６月25日・承 認

議員発議案 第１号 地方財政の充実・強化を求める意見書 ６月25日・可 決

〃 第２号 生活保護に関する意見書 〃

〃 第３号 原油高騰に対する緊急対策を求める意見書 〃

〃 第４号 運送業界に深刻な影響を与える軽油価格高騰の抑制 〃

を求める意見書



意 見 書



地方財政の充実・強化を求める意見書

平成２５年度の地方財政計画において、政府は、国の政策目的の実現のために、

地方公務員の臨時給与減額にかかる地方交付税の減額を地方の理解が得られないま

まに推し進めた。これは、地方財政制度の根幹を揺るがすものであり、地方自治法

の本旨からみて、容認できるものではない。

地方交付税は地方の固有財源であり、地方交付税法第１条に規定する「地方団体

の独立性の強化」、「地方行政の計画的な運営」に資するものでなければならない。

この法の目的を実現するため、地方財政計画・地方交付税については、国の施策方

針のもとに一方的に決するべきではなく、国と地方の十分な協議を保証した上で、

そのあり方や総額を決定する必要がある。

さらに、子育て、医療、介護などの社会保障、環境対策、被災地の復興など地方

自治体が担う役割は増大していることから、地方の財政需要を的確に見積もり、こ

れに見合う地方交付税総額等が確保される必要がある。

よって、国においては、公共サービスの質の確保と地方自治体の安定的な行政運

営を実現するため、平成２６年度の地方財政計画、地方交付税総額等の拡大に向け

た次の対策を求める。

記

１ 地方財政計画、地方交付税総額及び地方交付税の算定方法については、国の政

策方針に基づき一方的に決するのではなく、国と地方の協議の場で十分な協議の

もとに決定すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２５年６月２５日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 伊 吹 文 明 殿

参 議 院 議 長 平 田 健 二 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 新 藤 義 孝 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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生活保護に関する意見書

政府は、生活保護の基準を引き下げ、３年間で生活保護費を７４０億円減額する

ことを決めた。一部で見られる低所得者世帯と生活保護世帯の逆転現象の解消は必

要であるが、生活保護基準の引下げは慎重に検討すべきである。なぜなら、真に援

助が必要な受給者への給付が削減されるおそれがあるだけでなく、低所得者全体へ

の影響が大きいからである。

生活保護以外の低所得者の住民税、保育料、保険料等の自己負担も連動して上が

るとともに就学援助が打ち切られ、生活保護世帯以上の切下げを低所得勤労者世帯

が被る可能性がある。また、最低賃金の決定にあたり生活保護基準は大きな要素と

なっていることから、生活保護世帯のみならず、勤労者世帯の生活の最低レベルの

引下げにもつながるおそれがある。

また、生活保護家庭には、外出が困難な高齢者や、疾病や障がいを抱えている方

も多く、基準が下がれば、冷暖房費を更に節約することになり、生命の危機に直結

する事態も起こりかねない。

さらに、最も影響を被るのは子育て世帯である。生活保護基準の引下げにより、

教育にかけられる費用が減り、進学の断念、部活や修学旅行の断念、ひいては高校

中退の増加が懸念される。

よって、政府においては、生活保護制度の見直しに当たっては、慎重に取り組む

こととし、下記事項について特段の措置を講じるよう強く要望する。

記

１ 不正受給の防止、医療扶助の適正化、就労支援の大幅強化、ケースワーカーの

増員など、生活保護を巡る対策を強化すること。

２ 個人住民税の非課税限度額、就学援助、保育料の免除、児童養護施設等の運営

費等、生活扶助基準に連動する様々な制度に影響を及ぼさないようにすること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２５年６月２５日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 伊 吹 文 明 殿

参 議 院 議 長 平 田 健 二 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 新 藤 義 孝 殿

厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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原油高騰に対する緊急対策を求める意見書

円安等の影響により、原油などの輸入価格が上昇しており、これに伴い、ガソリ

ン・軽油・灯油をはじめとする石油製品の価格は、昨年末から上昇傾向が続き、国

民生活に大きな影響を及ぼしている。

県内においては、石油製品への依存度が高い農林漁業者、運輸業者、中小零細事

業者等が大きな打撃を受けており、長引く景気低迷の影響を受けている地域経済に

更なる深刻な影響が及んでいる。このような中、原油価格高騰による国民生活への

影響に対する総合的な対策は喫緊の課題となっている。

よって、国においては、下記事項について、特段の措置がなされるよう強く要望

する。

記

１ 農林漁業者、運輸業者、中小零細事業者等に対する総合的な支援及び原油高騰

の影響を緩和するための即効性のある対策を講ずること。

２ 地方自治体が行う関連施策に対しても国が支援を行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２５年６月２５日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 伊 吹 文 明 殿

参 議 院 議 長 平 田 健 二 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

農 林 水 産 大 臣 林 芳 正 殿

経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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運送業界に深刻な影響を与える軽油価格高騰の抑制を求める意見書

トラック運送業界は、わが国の国民生活、産業活動を支えるライフラインとして、

その重要な使命を果たすべく日夜懸命に努力している。

しかしながら、昨年末以来の円安の影響もあり、軽油価格高騰はもはや非常事態

ともいえる状況であり、平成２１年３月と比較して、本県の運送業界全体で約５０

億円もの負担増を強いられている。

また、長距離輸送を行っているトラック運送業界においては、燃料コストは運送

経費の実に４割を占めており、その影響は甚大である。

軽油価格の異常な高騰は、経営収支や労働条件の一層の悪化を招き、コスト上昇

を価格に転嫁することの困難な多くの事業者が、まさに事業存続の危機に直面し、

悲痛な声を上げている。

特に、主要産品である農林水産物の移出や、日用生活用品の移入など、長距離輸

送が必要な本県においては、トラック輸送のコスト増等は、県経済や県民生活に深

刻な影響を与えることが懸念される。

このような難局を乗り切るため、トラック運送業界も可能な限りコスト削減に取

り組んでいるが、労務管理の厳格化、環境（排ガス）対策、ドライバーの高齢化な

どの問題も抱え、自助努力は限界に達している。

こうした状況を踏まえ、国においては軽油価格高騰により深刻な影響を受けてい

る運送業界の現状に配慮し、関係省庁間連携により、実現可能なあらゆる総合的な

対策を早急に講じられるよう、下記事項について強く要望する。

記

１ 軽油価格の高騰抑制と安定供給を図るため、総合的な対策を講じること。

２ 軽油引取税の暫定税率を逓減すること。

３ 国は税率引下げにより地方が失う財源に代替する財源を確保すること。

４ 燃料サーチャージ制の導入に法的拘束力を持たせる等の支援策を講じること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２５年６月２５日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 伊 吹 文 明 殿

参 議 院 議 長 平 田 健 二 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

経 済 産 業 大 臣 茂 木 敏 充 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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請 願 一 覧 表



総 括 表

請 願

委 員 会 計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 １ １ ２

厚 生 － － －

商 工 建 設 １ － １

環 境農 林水 産 － － －

文 教警 察企 業 － ２ ２

計 ２ ３ ５
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新 規 請 願

商工建設常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 32 号 受理年月日 平成2 5年６月 1 2日

請 願 者 宮崎県宮崎市別府町３番９号 宮崎県労働福祉会館４階

住所・氏名 日本労働組合総連合会宮崎県連合会（連合宮崎）

会長 横山 節夫

平成25年度宮崎地方最低賃金改正等についての請願

［請願要旨］

平成25年度の宮崎地方最低賃金の改正に関して、宮崎労働局な

らびに宮崎地方最低賃金審議会会長に対して意見書を提出されま

すよう請願いたします。

［理由］

請願の件名 宮崎地方最低賃金は、中央最低賃金審議会ならびに宮崎地方最

低賃金審議会の努力により、2012年度の金額改正が行われ、宮崎

県勤労者の労働条件向上に向けた法定最低賃金の役割を果たして

きました。

しかしその水準は、さらなる雇用形態の多様化が進む中で、労

働分野における格差が大きな問題となっていることや、雇用戦略

対話において、政労使で合意した「最低賃金は出来る限り早期に

最低800円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平均1,000円を

めざす」とした内容からは大変厳しい金額改正であるといわざる

をえません。現在、宮崎県の最低賃金は653円であり、全国で下

位に位置しています。

宮崎県は、口蹄疫、鳥インフルエンザ、新燃岳、東日本大震災

からの復興にむけてあらゆる業界・関係者が努力を続けていま

す。

今、必要なのは企業、事業所がその地域で再建し、地域におい

て安定した雇用と生活できる賃金を確保することにより、復興・

再生を成し遂げることであり、それを宮崎県全体で支えることで

す。

- 300 -



2013年度の宮崎県最低賃金の改正にあたっては、安定雇用の創

出を第一にしつつ、全国さらには、九州隣県との間に生じた格差

の解消が求められます。

以上の観点から、貴議会におかれましては、本請願の要旨をご

理解の上、下記の請願事項につき宮崎労働局ならびに宮崎地方最

低賃金審議会会長に対して意見書として提出されますようお願い

いたします。

記

１．宮崎労働局ならびに宮崎地方最低賃金審議会要請事項

(1) 平成25年度宮崎地方最低賃金の改正にあたっては、最低賃

金法の趣旨を踏まえ、必要最低生計費の実態、一般労働者の

賃金水準の適切な反映、経済諸指標との整合性の確立、中央

水準との格差是正などを踏まえた上積みの改正をはかること。

(2) 宮崎県内で最低賃金以下の労働者をなくすために、指導監

督を強化し、最低賃金制度の履行確保をはかること。

(3) 最低賃金の履行確保のための監督にあたる労働基準監督官

の増員などにより監督行政の抜本的強化をはかること。

(4) 最低賃金引き上げと同時に、中小企業に対する支援の充実

をはかること。また、安定した経営を可能とする対策を早急

に行うよう国に対し要請すること。

紹 介 議 員 鳥飼 謙二 太田 清海 西村 賢 図師 博規

有岡 浩一 前屋敷恵美 徳重 忠夫 髙橋 透

田口 雄二 渡辺 創 井上紀代子

摘 要
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新 規 請 願

総務政策常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 33 号 受理年月日 平成2 5年６月 1 3日

請 願 者 宮崎市恒久１丁目７番２１

住所・氏名 （一社）宮崎県トラック協会

会 長 草水正義

軽油引取税暫定税率廃止・燃料費補填補助金制度創設等に関する

請願

［請願の趣旨］

私たちトラック運送事業者は、我が国の国民生活、産業活動を

支えるライフラインとしてその重要な使命を果たすべく日夜懸命

に努力している。

しかしながら、長引く不況の影響による荷動きの落ち込みや昨

請願の件名 年末以来のアベノミクスによる円安の影響により、異常な燃料価

格高騰となり、平成21年３月に比べても、業界全体では、年間約

6,800億円のコスト増を強いられている。特に宮崎県は消費地か

ら遠く、長距離輸送を行っているトラック運送事業にとっては、

燃料コストは運送経費の実に４割を占めており、影響は甚大であ

る。国の景気浮揚策実施により原油高を招き、結果として軽油価

格上昇となったことは明白であり、価格上昇分の燃料費を国が「燃

料費を補填する補助金制度」を創設し補填することは当然と考え

る。

軽油引取税は道路整備を目的とする目的税であったことから、

一般財源化により、その課税根拠を失ったことは明白である。

課税根拠も不明瞭なまま、自動車ユーザーだけに負担を強いるこ

とはきわめて不合理であり、少なくとも、上乗せされた旧暫定税

率は当然廃止すべきである。

農業用・船舶用等の軽油は道路整備と直接関係ないため、課税

免除となっているが、一般財源化された今も、課税免除のままで

あり、税の公平性を欠いている。公共性の強いトラック運送事業

においても、同様の措置を講じるか、少なくとも軽油引取税旧暫

定税率廃止するべきである。
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［請願の理由］

軽油価格は、平成21年３月から平成25年３月現在までに、イン

タンクでL当たり40円の値上げとなっている。

〔社〕宮崎県トラック協会（会員数417社）では、軽油価格が

１L当たり１円上がれば１億2,600万円コスト増になり、40円の値

上げで50億4,000万円の負担増加となり、燃料価格の異常な高騰

は、経営収支や労働条件の一層の悪化（30歳未満のドライバーの

割合２割に満たない現状）を招き、今や多くの事業者がまさに企

業存廃の岐路に立たされている。このままでは、宮崎県の輸送量

の９割を担うトラック運送業として、宮崎県内外からの責任輸送

の役割を担うことができなくなる恐れがある。

このような状況に際し、国は実現可能なあらゆる緊急対策を早

急に実施し、国の基幹産業であり、公共輸送サービスを担う私た

ちトラック運送事業者の救済〔維持確保〕を図らなければならな

い。

私たちは国に対し、トラック運送事業者の燃料高騰による経営

危機突破に向けて

・軽油引取税緊急減税の早期実現（旧暫定税率廃止）

・燃料費を補填する補助金の制度創設

・燃料サーチャージ導入の促進

断固実現を図るため、意見書を提出してくださるよう請願いたし

ます。

紹 介 議 員 宮原 義久 横田 照夫 山下 博三

摘 要
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継 続 請 願

文教警察企業常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 26 号 受理年月日 平成2 4年 1 1月 2 8日

請 願 者 宮崎県宮崎市希望ケ丘４－１８－７

住所・氏名 ゆきとどいた教育で楽しい学校づくりをすすめる宮崎県実行

委員会 代表 河内 進策 （署名2,239人）

小・中・高の30人以下学級等の実現、義務教育費国庫負担制度の

拡充・復元について、国に意見書の提出を求める請願

請願項目と趣旨

１ 小中高の30人以下学級等の実現について国に意見書の提出を

求める請願

≪請願の趣旨≫

宮崎県では、現在小学校１年生と２年生については30人以下学

級（35人以下の学年は除外）が実施され、ゆとりある教育条件が

実現されています。しかし、国庫負担が付かないもとで、宮崎県

独自の財政措置を行なわずに実施されています。特別な増員なし

で実施されているため、高学年では専科教員が配置できなくなる

など、逆に教育条件が低下しています。「これまで少人数学級で

請願の件名 過ごしてきた児童たちが、３年生に上がって急に落ち着かなくな

った」という実態が聞かれます。

少人数学級の有効性が認められてきている今日、教育の機会均

等という立場からも、国の責任で「30人学級」を実現していくべ

きです。2011（平成23）年度から、「小学１年生についてのみ

『35人以下』」と法改正が行なわれました。引き続き、国の制度

として学年の拡大が実施されるよう求めます。

高校の職業科については高度な実験実習を伴うために「25人以

下学級」を、また、様々な困難をかかえている定時制については

「20人以下学級」が必要です。
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２ 義務教育費国庫負担制度の拡充・復元について国に意見書の

提出を求める請願

≪請願の趣旨≫

2006（平成18）年度より、義務教育費の国庫負担割合が２分の

１から３分の１へと引き下げられました。そのため、教職員給与

費の県の負担が２分の１から３分の２となり、従来の33％も増え

てしまいました。そのためか、最近特に臨時的任用の教職員が増

えています。また、非常勤講師も増えています。教職員の身分は、

安定したものでなければ教育の質の向上は実現できません。仮に、

国が30人以下学級制度に踏み出すとしても、国庫負担割合が３分

の１の現状では、その財政的な負担は都道府県に重くのしかかり、

教職員の増員は困難です。教育条件の低下が懸念されます。

紹 介 議 員 前屋敷恵美 図師 博規 鳥飼 謙二

摘 要
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継 続 請 願

文教警察企業常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 27 号 受理年月日 平成2 4年 1 1月 2 8日

請 願 者 宮崎県宮崎市希望ケ丘４－１８－７

住所・氏名 ゆきとどいた教育で楽しい学校づくりをすすめる宮崎県実行

委員会 代表 河内 進策 （署名2,239人）

学級編制基準・学級編制基準日の改善、高校の納付金の軽減、学

校の耐震化、安全・安心の給食を求める請願

請願項目と趣旨

１ 学級編制基準日を、４月１日にしてください。年度途中での

学級減、職員減をしないでください。

≪請願の趣旨≫

十数年前に行なわれていた「年度当初からの41人学級」はほと

んどなくなりましたが、学級編制基準日が現在は入学式・始業式

の前日の正午とされているため、職員の配置が直前まで定まらず、

新学期の準備に支障をきたしています。

また、年度の途中で、児童生徒数に減があり学級そのものがな

くなるといった場合に、職員の減員が行なわれるために、学校の

請願の件名 全体の教科担任・校務分掌が大きく変動する事態となります。こ

のような場合でも、教職員の減員を行なわずにすむようにしてく

ださい。

なお、今年度から学級編制が市町村教育委員会からの「届出制」

になりましたが、この場合でも、従来の県の役割を効果的に発揮

できるよう運用してください。学級編制の基準日は４月１日とし

ても、入学式・始業式の前日正午までの増学級に対しては、県教

委の発令で教職員の配置をしてください。

２ 高校の入学金を不徴収とするとともに、授業料以外の学校納

付金を軽減してください。
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≪請願の趣旨≫

県立高校授業料の無償化は、経済的に困窮している家庭だけで

なく、すべての保護者・生徒たちに希望を与えました。しかし、

調べてみると、どの高校も毎月の納入額は4,000円台ですが、入

学する際には制服・教科書・模試・実習費等、学科により費目は

違うものの、平均14万円もの額を支払っているようです。

ここ数年、貧困と格差がますます拡大し、経済的に厳しい家庭

が目に見えて増えてきています。小・中学校の段階で例を挙げれ

ば、お金がかかるという理由で部活動に入らない、修学旅行の費

用が出せない、親が昼間と夜間と２つの仕事をしていて子どもと

関われない、朝や夜を子どもだけで過ごすためまともな食事をし

ていない、･･･等々、生活保護も学用品補助も受けていない家庭

にまで、日常の暮らしに困窮しているようすが見られるようにな

ってきています。

今の時代、高校まで卒業していることは働くための最低条件と

なっており、高校を出ていなければ仕事に就くことは困難です。

貧困が貧困を再生産しているという指摘もあります。

すべての子どもがお金の心配なく学ぶことができるよう、せめ

て入学金5,650円を不徴収とし、学校納付金が少しでも軽減され

るよう働きかけてください。

３ 学校が避難所としての機能を果たせるよう、耐震化をいっそ

うすすめてください。避難場所の確保や非常用食糧等を整備

してください。

≪請願の趣旨≫

東日本大震災では、多くの学校が避難所となり地域の人々の命

をつなぎました。宮崎県でも、地震の他、台風や大雨による洪水、

火山の噴火と土石流等の際の避難所に指定されている学校は数多

く、いざというときのための備えが必要です。
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しかし実際には、段差があって避難場所まで車椅子が通れなか

ったり、水や食料・毛布・乾電池などの備蓄が十分でなかったり、

耐震化が遅れていたりする現状があります。

地域の防災拠点としての機能が果たせるよう、早急に見直しと

整備をお願いします。

また、設備だけでなく、災害時に子どもや地域の住民の安全を

確保する避難場所の確定と周知など、体制を整備することも重要

です。東日本大震災の教訓を無駄にしないためにも、後延ばしで

なく早急に対策を講じてください。

４ 米飯を中心に、地元の食材を使った安全・安心の学校給食に

してください。

≪請願の趣旨≫

学校給食は、子どもたちの心身の健全な発達と国民の食生活の

改善に重要な役割を果たしています。「食育」が見直されている

今、学校給食への関心は年々高まっています。給食は単に昼食を

提供するだけでなく、健康な体作りと学びの場でもあります。

原子力発電所の事故により放射能に汚染された食材が、加工食

品として学校給食に持ち込まれているのではないかという声が寄

せられています。子どもの健康のためにと宮崎に避難してこられ

たお母さん方の心配は、とくに深刻です。基準を満たしているか

らよいというのではなく、地元の新鮮で安全な食材を使った給食

を、ぜひお願いします。

米どころえびのでは、ほぼ毎日が米飯給食で大変好評です。ふ

るさとへの愛着、地域との交流のため、また地産地消・地場産業

を応援するためにも、安全な地元の食材を使ったメニューを増や

してください。

紹 介 議 員 前屋敷恵美 図師 博規 鳥飼 謙二

摘 要
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継 続 請 願

総務政策常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 30 号 受理年月日 平成 2 5 年３月１日

請 願 者 宮崎市旭１丁目８番２８号

住所・氏名 宮崎県弁護士会 会長 松田 幸子

個人保証の原則廃止を求める意見書を政府等に提出することを求

める請願

○ 請願の趣旨（要旨）

宮崎県議会が、国会及び法務省に対し、法制審議会民法（債

権関係）部会において検討されている民法（債権関係）の改

正に当たり、保証制度を以下のとおり抜本的に改正するよう

求める意見書を提出することを採択していただくよう請願い

たします。

記

１ 個人保証を原則として廃止すること。

２ 個人保証の例外は、経営者保証等極めて限定的なものに限

るものとすること。

３ 例外として許容される個人保証においても、次に掲げる保

証人保護の制度を設けること。

請願の件名 (1) 現行民法に定める貸金等根保証契約における規律（民法

第465条の２乃至第465条の５）を個人が保証人となる場合

のすべての根保証契約に及ぼすものとすること。

(2) 債権者は、保証契約を締結するときは、保証人となろう

とする者に対する説明義務や債務者の支払能力に関する情

報提供義務を負い、債権者がその義務に違反した場合は、

保証人は保証契約を取り消すことができるものとすること。

(3) 債権者は、保証契約の締結後、保証人に対し、主たる債

務書の遅滞情報を通知する義務を負うこと。

(4) 過大な保証を禁止する規定や保証債務の責任を減免する

規定を設けること。
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○ 請願の理由

１ 保証契約の特色と保証被害

保証契約のうち特に個人が保証人となる場面の特質は、そ

の情誼性・無償性・軽率性・未必性・結果の不可視性などに

あります。

個人である保証人は、親類や知人から保証人となることを

依頼された場合、情誼から断ることが心理的に容易ではあり

ません。他方、保証契約は、危険の存否及び範囲の判断が比

較的容易な対価的取引と異なり、契約の時点における保証債

務の現実化が未必的であるだけでなく、現実化した場合の結

果の大小を正確に予測することが困難であるため、危険性を

過小評価して軽率に契約する傾向にあります。

特に個人である保証人は、主債務者の履行能力や自らのリ

スクを把握する知識・経験・能力が十分ではなく、保証契約

は、このような危険な取引類型であるにもかかわらず、保証

人が対価を取得することは希であり、対価的均衡を完全に欠

いています。

他方、保証債務が現実化した場面では、保証人は、想定を

超える債務の負担を強いられ、経済的な破綻を招くことが少

なくありません。例えば、日本弁護士連合会消費者問題対策

委員会編「2011年破産事件及び個人再生事件記録調査」によ

れば、破産においては約19％、個人再生においては約９％が

保証等を原因としています。加えて、内閣府の「平成24年版

自殺対策白書」によると、2011年（平成23年）の自殺者総数

は30,651人であり、その内の原因・動機特定者において、経

済・生活問題を原因とする自殺は、約28.4％を占めています。

法的倒産手続の原因に占める保証等の割合からすれば、経済

・生活問題を原因とする自殺のうち、相当程度が保証を理由

とするものと推測されます。

２ 裁判による救済の不十分性

これに対し、裁判実務は、真意ではなく又は過大な保証契

約を締結した保証人の保護について、錯誤論や信義則、公序

良俗違反、権利濫用などの一般原則による解決を指向してい

ますが、十分な保護が図られているとはいいがたいところで

す。
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３ 形成されつつある金融実務

2006年（平成18年）以降、各地の信用保証協会は、保証申

込のあった案件について、経営者本人以外の第三者を保証人

として求めることを原則として行っていません。金融庁も、

2011年（平成23年）７月14日付で「主要行等向けの総合的な

監督指針」及び「中小・地域金融機関向けの監督指針」を改

正し、「経営者以外の第三者の個人連帯保証を求めないこと

を原則とする融資慣行の確立」を明記し（前者Ⅲ－７－２

(1)、後者Ⅱ－９－２(1)）、民間の金融機関に対し、同原則

に沿った対応を求めています。

すなわち、一部の金融実務においては、経営者保証を除き

個人保証を不要とする実務慣行が生じつつあり、他方、これ

によって円滑な金融が妨げられるなどの実害もみられませ

ん。

４ 個人保証の原則禁止

そこで、前近代的な情誼を基礎としながら、保証人となっ

た者に甚大な被害を生じさせる可能性のある保証契約におけ

る被害をなくすために、現在の法制審議会における民法（債

権関係）改正の議論において、個人保証の原則禁止規定や、

例外として許容される経営者保証における新たな保証人保護

規定を設けることを求めるものです。

５ 経営者保証

もっとも、主債務者が会社である場合のいわゆる経営者保

証については、当面はこれを個人保証の禁止の例外とするこ

とが妥当であると考えられます。しかし、経営者が多額の保

証債務を抱えることが新たな事業への再チャレンジの阻害要

因となり、また、中小企業の事業承継の妨げになるのではな

いかなどの意見も多数指摘されるところであることから、将

来的な見直しを引き続き検討するべきです。

６ 補完的な規制

また、例外として許容される個人保証において、現行民法

では、貸金等根保証契約以外の根保証契約に関しては極度額

や保証期間の定めに関する規律がないため、保証人が予期し

ない過大な保証債務の履行を請求される危険性が指摘される

ところです。この点、貸金等根保証契約に関する規制を設け

た2004年（平成16年）の民法改正に対し、「保証人保護が不
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十分である」という意見こそあるものの、「保証人保護が過

剰である」との意見はほとんど聞かれません。上記のような

根保証の危険性は、貸金等根保証契約に限らないのであって、

自然人が保証人となる根保証契約全般について、現行民法の

貸金等根保証契約に関する規制を広く及ぼすべきです。

さらに、上記のとおり、保証は、その情誼性・無償制・軽

率制・未必性・結果の不可視性などからトラブルの多い契約

類型であり、保証に関する紛争では、保証人が保証の意味を

知らなかった、あるいは主債務者の資力は十分であって保証

履行することはないと誤信していたなどの事情が背景となる

ことが多々あります。そこで、例外として許容される個人保

証においては、保証契約締結にあたり、債権者は、保証人と

なる者に対し、説明義務及び情報提供義務を負うものとすべ

きであり、またこれらの義務の実効性を確保するため、義務

違反の効果として取消権を認めるべきです。

さらに、保証契約締結後について、現行法においては、主

債務が履行遅滞となった場合、債権者は、保証人に対しても

当然に遅延損害金や期限の利益喪失を主張できます。しかし、

通常は主債務の履行遅滞を知る術がない保証人にとって不意

打ちとなり、予期せぬ不利益を生じさせることになります。

そこで、保証人に主債務の遅延に対する対応を取る機会を確

保するため、債権者に対し、保証人への主債務者の遅延情報

の通知や催告の義務を課し、これを怠った債権者は、保証人

に対し遅延損害金や期限の利益の喪失を主張できないものと

すべきです。

以上のほか、保証人となった者が主債務者の破綻により過

大な債務負担を強いられて自らの生活基盤を破壊され、最終

的に自己破産の申立てをせざるを得なくなったり、あるいは

自殺に追い込まれたりすることを回避するため、フランス消

費法典の比例原則を参考とした過大保証を禁ずる規律及び身

元保証法第５条を参考とした責任減免規定を設けることが適

当です。

７ 結び

以上の理由により、個人保証被害の抜本的な救済の観点か

ら、貴議会に請願いたします。
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紹 介 議 員 横田 照夫 前屋敷恵美 鳥飼 謙二 西村 賢

新見 昌安 有岡 浩一 図師 博規

摘 要
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議 事 経 過
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（井本英雄議員、重松幸次郎議員）

議会運営委員長審査結果報告
６月７日 金 本 会 議

会期決定

議案第１号～第13号、報告第１号上程

知事提案理由説明

６月８日 土

６月９日 日

６月10日 月
休 会 （議案調査）

６月11日 火

議案第14号追加上程

６月12日 水
知事提案理由説明

一般質問（鳥飼謙二議員、前屋敷恵美議員、内村仁子議員、

本 会 議
松村悟郎議員）

６月13日 木
一般質問（田口雄二議員、西村 賢議員、新見昌安議員、

渡辺 創議員）

６月14日 金
一般質問（二見康之議員、太田清海議員、黒木正一議員、

山下博三議員）

６月15日 土

６月16日 日

６月17日 月 一般質問（坂口博美議員、有岡浩一議員、河野哲也議員）

一般質問（中村幸一議員、中野一則議員、井本英雄議員）

６月18日 火
本 会 議

議案第13号採決（同意）

議案・請願委員会付託

６月19日 水

６月20日 木 休 会
常任委員会

６月21日 金 特別委員会

６月22日 土

６月23日 日

６月24日 月 休 会 (議事整理）
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

常任委員長審査結果報告

討論（議案第14号に反対）（太田清海議員）

討論（議案第14号に反対）（田口雄二議員）

討論（議案第２号、第14号、報告第１号、請願第26号、第27

号、第30号の継続審査、第32号の不採択に反対）（前屋敷恵

美議員）

議案第14号採決(可決)

議案第２号、報告第１号採決（可決または承認）

議案第１号、第３号～第12号採決（可決）

６月25日 火 本 会 議 請願第32号採決（不採択）

請願第33号採決（採択）

閉会中の継続審査・調査案件採決（委員長の申し出のとお

り）

議員発議案送付の通知

議員発議案第１号～第４号追加上程

討論（議員発議案第２号に反対）（前屋敷恵美議員）

議員発議案第２号採決（可決）

議員発議案第１号、第３号、第４号採決（可決）

閉 会



署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 福 田 作 弥

宮 崎 県 議 会 副 議 長 丸 山 裕次郎

宮 崎 県 議 会 議 員 井 本 英 雄

宮 崎 県 議 会 議 員 重 松 幸次郎


